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経済連合会は、 世紀

えることができました
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初年にあたる本年（
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“活力溢れる中経連”を目指して

こ

当
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的な

き道

のた
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役割
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平成 年 月

社団法人 中部経済連合

会 長

会



写真で見る中部の 年



昭和２６－３５年

活動第Ⅰ期　中部の経済復興発展、基盤整備の時代

中経連発足を報じる紙面
（中部日本新聞・昭和２６年４月３日付）

四日市旧海軍燃料廠の昭石払い下げを報じる紙面
（中部日本新聞・昭和３０年４月２４日付）

伊勢湾台風の被害を報じる紙面（中部日本新聞・昭和３４年９月２７日付）

東海製鉄１号高炉火入れ式（昭和３９年９月５日）

名四国道開通式（名古屋市、昭和３８年２月１６日）

東海製鉄１号高炉



活動Ⅱ期　中部の明日を見据えたプロジェクトの萌芽期

昭和３６－４５年

国際貨物空港説明会（吉良町、昭和４５年６月１日）

名阪国道の関トンネル建設

大阪万博開幕（昭和４５年３月１５日）（写真提供・中日新聞社）

西日本経済協議会設立総会（大阪市、昭和４０年６月２日）

「東海三県統合構想」田中教授の説明会
（名古屋市、昭和３８年５月１日）



活動第Ⅲ期　激変する経済社会環境への対応

昭和４６－５５年

ニクソンショックを報じる紙面（中日新聞・昭和４６年８月１６日付）

第１次石油危機を報じる紙面（中日新聞・昭和４８年１０月２５日付）

第１回北陸経済連合会との経済懇談会（金沢市、昭和４７年１０月５日）

（社）経済団体連合会首脳との懇談会始める
（名古屋市、昭和４９年１１月２２日）

中央道恵那山トンネル開通を伝える紙面
（中日新聞・昭和５０年８月）

中央道恵那山トンネルの建設現場



活動Ⅳ期－１「２１世紀の中部ビジョン」の策定・推進

昭和５６－６０年

創立３０周年記念式典を盛大に挙行（名古屋市、昭和５７年４月５日）

中部経済３団体新春賀詞交歓会を始める（名古屋市、昭和５８年１月７日）

２０年ぶりに（社）関西経済連合会との経済懇談会を再開
（大阪市、昭和５６年７月３日）

ファインセラミックスセンター起工式（名古屋市、昭和６０年１０月２２日）

１９８８年夏季オリンピック、ソウル決定を報じる紙面
（中日新聞・昭和５６年１０月１日付）



活動第Ⅳ期－２「２１世紀の中部ビジョン」の策定・推進

昭和６１年－平成２年

（財）東海産業技術振興財団設立総会（豊橋市、昭和６２年６月１６日）

（財）中部産業活性化センター設立総会（名古屋市、昭和６２年１１月６日）

法隆寺金堂壁画模写展示館建設協議会設立総会（名古屋市、昭和６３年７月１日）

中部新国際空港建設促進協議会設立
総会（名古屋市、平成２年３月９日）

ベルリンの壁崩壊を報じる紙面
（中日新聞・平成元年１１月１０日付）

新元号「平成」を報じる紙面
（中日新聞・昭和６４年１月７日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成３年

社団法人中部経済連合会設立総会（名古屋市、５月２２日）

米州開発銀行（ＩＤＢ）名古屋総会開催（名古屋市、４月７日）

中部の発展と水に関する懇話会設立総会（名古屋市、３月１日）

湾岸戦争を報じる紙面
（中日新聞・１月１７日付）

長崎・雲仙普賢岳大規模火砕流
発生を報じる紙面（中日新聞・６月４日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成４年

２１世紀中部道路サミット開催（名古屋市、８月２７日）

（株）国際デザインセンター創立総会（名古屋市、３月２５日）

完成した（財）国際環境技術移転研究センター

Ｖ．Ｒ．ＥＸＰＯ ’９２開催（名古屋市、１０月１６日）

中部２１推進協議会設立総会（名古屋市、３月２７日）

（財）国際環境技術移転研究センター竣工式
（鈴鹿山麓研究学園都市内、１０月２７日）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成５年

無重量落下実験施設の起工式（土岐市、５月２８日）

常滑沖の新空港予定地で実機飛行調査を実施（１２月５日）

（社）中部航空宇宙産業技術振興センター設立総会（名古屋市、８月３１日）

クリントン新政権閣僚と懇談（ワシントンD.C.、４月９日）

５５年体制崩壊を報じる紙面
（中日新聞・７月１９日付）

ＥＣ市場統合発足を報じる紙面
（中日新聞・１月１日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成６年

東海北陸道地域整備推進協議会設立総会（名古屋市、８月２９日）

地方初の第２回国会等移転調査会名古屋公聴会（名古屋市、１１月２５日）

ニッポンチャレンジ・アメリカズカップ後援会設立総会（名古屋市、５月１０日）

三遠南信地域整備連絡会議設立会議（豊橋市、１月１２日）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成７年

ニューＨＥＡＲＴ中部推進機構設立総会（名古屋市、８月２日）

阪神・淡路大震災発生の第１報を報じる紙面
（中日新聞・１月１７日付）

オウム・地下鉄サリン事件発生を報じる紙面（中日新聞・３月２０日付）
２１世紀万国博覧会全国推進協議会設立総会（東京、１１月２１日）

無重量落下実験施設の竣工式（土岐市、２月１日）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成８年

新首都「中部」推進協議会設立総会（名古屋市、２月２０日）

第１１９回ＢＩＥ総会における日本のプレゼンテーション（パリ、６月５日）

新首都「中部」推進協議会、国土庁に陳情（東京、３月６日）

２１世紀環伊勢湾交流サミット（名古屋市、５月１７日）

首都機能移転シンポジウム（東京、７月１２日）

７次空整、閣議決定を報じる紙面（中日新聞・１２月１３日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成９年

２００５年国際博、ＢＩＥモナコ総会で愛知に決定（モナコ、６月１２日）

ＢＩＥモナコ総会会場

（財）海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）新中部研修センター開館式
（豊田市、９月２日）

（財）２００５年日本国際博覧会協会設立総会（東京、１０月２２日）

香港、中国に返還を報じる紙面
（中日新聞・７月１日付）

消費税率５％スタート
（中日新聞・４月１日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成１０年

中部国際空港株式会社創立総会（名古屋市、４月３０日）

中部国際空港建設促進協議会の陳情（東京、８月１９日）

伊勢湾岸自動車道開通式（３月３０日） 首都機能移転に関する東海４県知事と新首都「中部」推進協議会との懇談（名古屋市、５月２日）

冬季オリンピック長野大会開会式
（長野市、２月２日）（写真提供・中日新聞）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成１１年

PATA総会（名古屋市、４月１８日～２２日）

ベンチャービジネス支援センター開設（４月１日）

中央地域へ首都機能移転を推進する会設立総会（東京、８月１１日）

首都機能移転シンポジウム（東京、４月４日）

シンポジウム「よみがえれ堀川」（名古屋市、５月１９日）

国会等移転審議会の移転候補地答申を
報じる紙面（中日新聞・１２月２０日付）



最近１０年の動き　２１世紀の日本を牽引する中部の基礎づくり

平成１２年

西日本経済協議会第４２回総会（名古屋市、１０月５日）

岐阜愛知新首都推進協議会設立総会（名古屋市、４月４日）

中部国際空港起工式（常滑市、８月１９日）

中央地域へ首都機能移転を推進する会の陳情（東京、８月９日）

アリアンス・フランセーズ愛知フランス協会設立総会（名古屋市、４月１８日）

淡路花博を視察（４月２７日）

関経連・中経連の経済懇談会（名古屋市、３月２１日）
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建

名

中

［ ］地

伊勢湾総合開発の展望

阪国道、中部横断高速自動

設促進

阪国道

部横断高速自動車道路

域開発、経済政策、産業政

車道路の

策等に関

［ ］重化学工

緊急電源

四日市旧

伊勢湾臨

設促進

［ ］中部経済

中部経

業化のための基盤整備

開発への取り組み

海軍燃料廠跡の総合化学工業

海工業地帯の建設と名四国道

計画の策定

済 ヵ年計画 の策定

す

地

地帯化 ）

の建

）

企

）

る要望・提言並びに実現活

域開発への取り組み

豊橋に日本鋼管、三重県に

誘致する活動

長島町観光開発

業経営に資する諸活動の積極

経済見通しの策定

動

八幡製鉄を

的展開

中部経

［ ］東海製鉄

［ ］愛知用水

済 ヵ年計画 の策定

の設立

事業への支援

）

）

）

年不況克服策を急遽建議

消費者物価高騰に対する各種

税制改正への提言

意見の建議

第 編 前 年史
（昭和 年度 平成 年度）

第 章 活動第 期 昭和 年度 昭和 年度

第 章 活動第 期 昭和 年度 昭和 年度

中部経済連合会五十年史 目次中部経済連合会五十年史



） 地域産

東海

重化学

社会開発

［ ］他地域と

九州・山

業の振興についての活動

県の工業配置 の提言

工業の現状と問題点 について

に関する提言活動

の交流促進

口経済連合会

［ ］中

変

提言 い

各

）

部各地域の発展計画づくり

革の時代における地域開発の

て提言

地域の将来構想の策定

中津川・恵那地域 と 伊那

開発整備構想

を実施

あり方につ

谷地域 の

富山財界

四国経済

西日本経

第 章

激変する経済

連合会

済協議会

（活動第 期 昭和 年度

社会環境への対応

）

［ ］高

東

名

昭和 年度） 近

中

西三河地域 と 東三河地域

速道路網整備の推進

海北陸自動車道

古屋環状 号線

畿自動車道

央自動車道

の将来構想

第 節 横山

就任

［ ］横山通夫

［ ］鈴木俊雄

次期会長

第 代会

会長、鈴木会長、加藤会

会長の就任

会長の就任

選考委員会の設置

長に就任

［ ］産

策長の

産

）

）

個

業構造の高度化、個別産業

の提言

業構造ビジョンの策定

これからの産業政策と東海地方

東海地方における産業の発展

政策

別産業の将来ビジョンの策定

の活性化

の対応

方向と産業

［ ］加藤乙三

第 節 主な

［ ］激変する

ニクソン

） 国際通

） 第 次

郎会長の就任

活動の概要

経済環境への積極的対応

・ショックと石油危機

貨不安の発生

石油危機の発生

）

）

余

［ ］エ

積

繊維・陶磁器産業のビジョン

中部地域主要産業の国際競争

今後の方向

暇問題に関する提言

ネルギー問題、水資源問題

極的な活動を展開

力の現状と

について

本会の対

） 円問題

） 石油危

への対

） 賃上げ

［ ］財政・税

ての見解

応

への対応

機とその後のインフレ、長期

応

、労働問題への取り組み

制のあり方、土地問題に

表明

エ

）

不況 ）

）

）つい

水

ネルギー問題に対する諸活動

総合基地構想を提言

中部地域のエネルギー需給と

拡大について をとりまとめ

冷熱利用プロジェクトに

その他のエネルギー問題への

問題に関する諸活動

の導入

参画

取り組み

地方財政

税制改正

問題に対する意見表明

への意見表明

［ ］環

国

境問題への対応

産業と公害 を発表

連環境センター（仮称）誘致構想

第 章 （活動第 期 昭和 年度 昭和 年度）



環境問題

） 環境ア

） 水質総

） 二酸化

） 環境保

に関する諸活動

セスメントの法制化について

量規制導入に関する意見

窒素の環境基準に関する要望

全と省エネルギーについての

［ ］中

提言

域

提言 策

部各地の将来構想の策定

三遠南信トライアングル構想

整備の動き

名古屋国際ビジネスゾーン整備

定

つの研究学園都市構想の策定

の策定と地

構想 の

と推進［ ］国際交流

初めての

海外子女

［ ］名古屋オ

［ ］他の経済

西日本経

北陸経済

活動への取り組み

海外視察団の派遣

教育相談室の開設

リンピック招致

団体との交流

済協議会

連合会との経済懇談会

）

）

）

東濃産学共同研究都市構想

濃西部研究学園都市構想 の

鈴鹿山麓研究学園都市構想の

名古屋東部丘陵研究学園都市

東紀州地域振興構想

関・美濃総合物流センター構想

並びに 東

策定と推進

策定と推進

の形成

経済団

沖縄・鹿

東北経済

第 章

世紀の中

体連合会首脳との懇談

児島両県開発地域の視察

連合会との懇談

（活動第 期 昭和 年度

部ビジョン の策定・

地

）

）

平成 年度）

［ ］推進

ロ

域活性化構想の策定

北勢地域活性化構想 三重県

性化のための課題と対応策

長野県松本周辺地域活性化構

る 万都市圏の形成をめざし

日本プロジェクト産業協議

ジェクト委員会の運営

北勢地域活

想 活力あ

て

会中部プ

第 節 小川

［ ］小川修次

［ ］田中精一

第 節 主な

［ ］ 世紀

に推進

会長代理、田中会長の就

会長代理の就任

会長の就任

活動の概要

の中部ビジョン の策定

［ ］時任

題

円

経

）並び

）

宜に適した経済政策、財政

等への意見表明

高不況から平成景気へ

済政策に関する提言・要望

経済見通しの作成と経済政策

円高問題への対応

・税制問

要望

中部発展

本会活動

中部ビジ

［ ］中部地域

ンの策定

東海環

世紀

の将来ビジョン策定の必要性

の新しい指針となった 世

ョン の策定

発展のための国の各種ビ

協力

状都市帯構想 調査の推進と反

中部圏計画（アポロ プラ

）

紀の 財

）

）ジョ

経

映 ）

ン） ）

日米構造協議に関する提言

政・税制問題に関する提言・

財政再建・税制抜本改革への

翌年度の税制改正要望

済法規等の改正への対応

会社法改正に関する意見 の

商法・有限会社法改正試案

要望

提言

建議

に対する意

の策定協

伊勢湾

力

利用基本構想 策定への協力 ）

見の建議

著作権審議会第 小委員会

護関係）中間報告書 に対す

（出版者の保

る意見の提出

第 章 （活動第 期 昭和 年度 平成 年度）



） 借地

意見

［ ］高規格幹

展開

主要幹線

） 東海北

法・借家法改正要綱試案 に対

線道路網の整備・促進活

道路に関する陳情・要望活動

陸自動車道

する 核

超

究動の

日

施

長

融合科学研究所

高温材料研究センター・超高

所

本無重量総合研究所の無重量

設

寿科学振興財団及び国立長寿

温材料研

落下実験

医療研究セ

） 名古屋

） 東海環

） 長野自

） 三遠南

） 中部縦

広域交通

環状 号線・伊勢湾岸道路

状自動車道

動車道

信自動車道

貫自動車道

体系整備、物流問題について

ン

［ ］高

地

）

提言 ）

ター支援

度情報化推進への取り組み

中部情報センター設立構想 の

域の情報化に資する各種の事

産業通信事業

ケーブル放送事業

策定

業化の検討

） 名古

提言

） 名古

今後の

） 中部

発表

［ ］中部の産

屋圏における都市交通について

屋圏を中心とする広域交通の現

展望 を発表

における航空貨物の現状と課題

業振興、活性化への取り

の ）

電

状と ［ ］行

組

を 行

国

地組み

付加価値通信事業

気通信事業法見直しに対する

政改革 首都機能移転問題

み

政改革についての意見を表明

鉄民営化への協力

方の行政改革について提言

意見表明

への取り

国際産

中部の活

） 民間

） 名古屋

支援

） 財団法

業・技術首都圏の形成 の策定

性化の推進

活力に関する提言 の策定

証券取引所のオプション取引

人中部産業活性化センターの

首

［ ］環

公

導入 名

い

設立 水

都のあり方と機能移転問題へ

境問題への取り組み

害健康被害補償制度の改正

古屋市窒素酸化物総量規制の

ての要望

質総量規制に関する要望

の取り組み

見直しにつ

） 財団法

） 中部航

［ ］中部の特

整備推進

ファイン

） 設立前

） 設立後

人東海産業技術振興財団の設

空宇宙産業技術振興協議会の

質に合致した試験研究機

セラミックスセンター

の動き

の動き

立 ［ ］中

設立 リ

徳能の

発

法

中

部の文化振興への具体的取

ゾート問題への提言

川美術館の整備支援

名古屋の歴史的環境保全に関す

表

隆寺金堂壁画模写展示館の建

部における広域リゾート整備

り組み、

る提言 の

設

への提言

超電導工

大型放射

国際環境

学研究所名古屋研究所

光施設

技術移転研究センター

［ ］国

中

海

際交流の活発化

部の国際化に向けた提言

外経済視察団・調査団の派遣



） 海外経

） 海外調

海外子女

米州開発

海外要人

受入・セ

済視察団の派遣

査団の派遣

教育相談

銀行（ ）総会の誘致

との懇談・海外ミッションの

ミナーの開催

第

第 章

編 最近の
（平成 年度

年史
平成 年度）

［ ］活発な地

地域会員

地方自治

西日本経

東海地方

北陸経済

域交流の展開

懇談会

体首脳部との懇談会

済協議会

経済懇談会

連合会との経済懇談会

経営基盤

第 節

［ ］地

［ ］経

他

の強化と社団法人化

活動の拡大と経営基盤の

域の発展に対する役割の増

営基盤の状況

の団体との経営基盤の比較

状況

大

関西経

中部の経

開催

済連合会との経済懇談会

済団体合同の新春賀詞交歓会

会

の 基

第 節

［ ］社

［ ］社

第 節

費の改定

金の整備

社団法人への改組

団法人化の検討

団法人として再出発

松永会長、安部会長、太

就任

田会長の

［ ］松

［ ］安

［ ］太

第 章

会の組織

永亀三郎会長の就任

部浩平会長の就任

田宏次会長の就任

と主な活動

第 節

［ ］総

［ ］理

［ ］常

［ ］正

［ ］評

会の組織

会

事会

任理事会

副会長会

議員会

［ ］委

［ ］事

員会

務局

第 編 最近の
（平成 年度

年史
平成 年度）

第 章

第 章



［ ］関連団体

ニュー

新首都

中部の発

伊勢湾・

ニッポン

中部推進機構

中部 推進協議会

展と水に関する懇話会

三河湾を考える会

チャレンジ・アメリカズカップ後

バ

個

）

）

）

援会 ）

ブル崩壊と構造改革への取り

別課題への対応

金融システム安定化への対応

為替問題への対応

日米包括経済協議

アジア通貨危機への対応

組み

東海北陸

伊勢湾口

東海環状

第二伊勢

中部国際

第 節 会の

道地域整備推進協議会

道路建設促進協議会

地域整備推進協議会

湾岸道路建設推進協議会

空港建設促進協議会

主な活動

［ ］中

動

中

）

）

主

長期的な財政構造改革と税

き

長期的な財政構造改革

財政構造改革の推進

財政構造改革法の凍結

な税制改正の動き

制改正の

［ ］経済政策

分権に関

［ ］地域発展

［ ］中部にお

現活動

［ ］中部の総

活動

・税制改革・行政改革・

する調査研究・政策提言

ビジョンの策定と推進活

ける大規模プロジェクト

合交通体系の整備促進・

）地方

）活動

動

）の実

［ ］中

実現 第 節

土地税制改革

所得税・個人住民税減税と消

改革

景気回復を最優先とした税制

期経済計画と日本経済

経済見通しの策定と経

対する要望・提言

費課税制度

改正

済運営に

［ ］ベンチャ

業活性化

［ ］研究開発

化促進の

［ ］資源問題

［ ］国際交流

ービジネス支援など中部

に資する活動

機能の整備・充実、高度

ための諸活動

、環境問題等に関する諸

活動

の産 ［ ］本

［ ］経

情報 ［ ］地

ム

活動 第 節

会の経済見通しと実績

済政策要望の年度別特徴

域経済動向の把握や経済シ

の開催

中長期的財政問題への

面の税制改正に対する要

ンポジウ

対応と当

望

［ ］地域経済

［ ］広報・情

第 章

経済政策・財

第 節 政治

交流活動

報提供活動

政問題等に対する要望

経済動向と経済、財政・

［ ］財

対

中

財

・提言

き

［ ］翌税

政構造改革等中長期的な財

する意見

長期的な財政問題に対する意

政構造改革法に対する意見

世紀を展望した税制・財政改

姿

年度の税制改正要望

政問題に

見

革のあるべ

制政

［ ］激変した

年体制

策の移り変わり

政治・経済状況と景気対

の終焉とその後の政局

［ ］個

固策

対

別の税目等に対する意見表

定資産税の非課税及び特例措

の要望

明

置の縮減反

第 章



租税特別

地価税の

第 節 経済

意見

［ ］独占禁止

流通・取

措置見直しに対する要望

廃止についての要望

法規等の法律改正に対す

表明

法

引慣行に関する独占禁止法上

第 節

［ ］る

［ ］ ニ

発

の指針

中部の広域的・中長期

想の策定

世紀中部の構図 の策定

ュー 中部 環伊勢

構想 の策定

的開発構

湾総合開

公共的な

体の活動

景品規制

規制緩

る項目及

［ ］製造物責

入札に係わる事業者及び事業

に関する独占禁止法上の指針

の改正

和推進計画 中の競争政策に

び独禁法の運用について

任制度

［ ］ 中

者団

関す 改

［ ］ 環

地

部 推進協議会 の設立

中部推進機構 への発

中部 推進協議会 の設立

ニュー 中部推進機構

組

伊勢湾総合開発構想の見

利用規制に関する提言 の

と ニュー

展的改組

への発展的

直しと土

策定

［ ］商 法

［ ］民事訴訟

［ ］倒産法制

第 章

中長期の地域

手続

発展ビジョンの策定と

［ ］ 中

デ

第 節

［ ］ 三

［ ］ 安

策推進

［ ］ 伊

央日本広域国際交流圏の

ザイン の策定

個別の地域開発構想

遠広域 万都市圏構想

全で安心な国土・都市づ

定

勢湾の環境調和型人工島

グランド

の策定

くり の

開発 の

第 節 国土

［ ］第四次全

づけ

第四次全

四全総に

［ ］ 世紀

総合開発計画と中部

国総合開発計画と中部の

国総合開発計画

おける中部の位置づけ

の国土のグランドデザイ

策

位置 ［ ］ 知

策

第 章

ン 中部国際

定

多半島地域振興整備につ

定

空港の建設

いて の

と中部の

新しい全

世紀

の役割

） 世

） 新しい

［ ］中部圏基

役割

国総合開発計画に対する要望

の国土のグランドデザイン と

紀の国土のグランドデザイン の

全総計画における中部の位置

本開発整備計画の改定

第 節

中部

第 節

策定

づけ ［ ］新

［ ］大

中部における国際空港

進活動と本会の対応

中部における新国際空

めぐる経緯

国際空港建設への胎動

規模国際貨物空港構想の提

の建設促

港建設を

案

［ ］国

［ ］国

た

際貨物空港構想の具体的推

家プロジェクトとしての位

めの活動推進

進

置づけの

第 章

第 章



［ ］ 次空整

［ ］ 次空整

置づけ

［ ］ 調査実

［ ］空港建設

、四全総への位置づけ

で 調査実施空港 とし

施空港 から 事業推進空港

推進体制づくりから現地着

）

）て位

誘

へ

工へ

自

閣議了解に向けての 活動

調査団来日に向けての広報

致決議

世紀万国博覧会全国推進協議

世紀万国博覧会誘致推進議員

由民主党 年万国博覧会推

活動

会の設立

連盟の設立

進議員連盟第 節 中部

［ ］計画の方

［ ］空港島の

［ ］滑走路

［ ］主要施設

第 節 交通

［ ］鉄道アク

国際空港の計画概要

針

位置・面積

アクセスの概要

セス

の

［ ］誘

格

設立

致段階での基本構想と国と

的な博覧会開催の検討・推

技術 文化 交流 新しい地球

地元としての基本構想案

新しい地球創造 自然 文化 技

しての本

進

創造

術の交流

［ ］道路アク

［ ］海上アク

第 節 名古

［ ］名古屋空

［ ］一元化に

［ ］名古屋空

セス

セス

屋空港の将来構想につい

港の歴史

至るまでの経緯

港将来構想検討会議

閣

開て

［ ］競

カ

国として初めての構想づくり

議了解

催希望通告

世紀地球

誘致段階での最終構想案

合国の出現

ナダ（カルガリー）

第 章

年日本国

第 節 誘致

［ ］開催構想

［ ］地元誘致

際博覧会

組織設立から誘致決定ま

打ち上げの経緯

組織の設立

オ

［ ］

［ ］

［ ］開で

［ ］本

第

ーストラリア（ゴールドコー

総会でのプレゼンテーシ

調査団の来日

催地の決定 第 回 総

会が行った海外支援要請活

回 総会ミッション

スト）

ョン

会

動

世紀万

世紀万

愛知県、

市民活動

［ ］開催候補

開催候補

会場の分

国博覧会誘致準備委員会

国博覧会誘致推進協議会

瀬戸市の対応

のあらまし

地の決定とその後の変化

地の決定

散化

第

平

第

第 節

［ ］

回 総会ミッション

成 年 月ミッション

フランス・ジャパン・イヤー

回 総会ミッション

年日本国際博覧

立とその後の動き

年日本国際博覧会協会

ミッション

会協会設

の設立

［ ］全国的な

積極的な

） シンボ

誘致気運の盛り上がりと推進

国内広報・啓発活動の展開

ルマークの制定

設体制

協

最

立に至る経緯

会内組織及び推進体制

高顧問・プロデューサー制度の導入

第 章



［ ］各種計画

会場利用

ソフトプ

［ ］会場利用

巣確認後

オオタカ

の検討

計画

ログラムの検討

予定地内におけるオオタ

の動き

の営巣確認とその対応

ハ

第 章

カ営 首都機能

ノーバー国際博覧会

移転問題への積極的取り組み

会場の分

［ ］ 実務

実務

国等との

事務

博覧会事

散化へ

調査団の来日とその後の動

調査団の来日

協議

局との実務協議

業及び地域整備の基本的方向

第 節

き ［ ］ 規

［ ］ 地

第 節

［ ］国

に関 査

規制緩和 地方分権

本会の取り組み

制緩和 問題への取り組

方分権 広域行政 問題へ

首都機能移転問題への取

会等の移転に関する決議・

会の答申

問題と

み

の取り組み

り組み

法律と調

する三者

愛知万

て）の発

愛知万

正式登録

調査

第 節 環境

合意

博検討会議 （海上地区を中心

足

博検討会議 における議論の

の実現

団の来日

対策への取り組み

首

とし 本

国

推移 ［ ］新

［ ］本

を

［ ］調

都機能移転問題の主な経緯

会の対応

会等移転調査会の最終報告

首都 中部 推進協議会の

会に 世紀新首都問題特

設置

査対象地域の選定

設立

別委員会

［ ］環境影響

［ ］博覧会協

第 節 会場

［ ］会場建設

［ ］資金負担

［ ］財務委員

評価書の作成について

会の取り組み

建設費の検討

費の確定

スキーム（民間分）の検討

会の設立

［ ］財

ジ

［ ］関

へ

経過 ［ ］国

［ ］中

政構造改革と首都機能

ュール

西及び国会議員との連携強

のアピール

会等移転審議会の答申

央地域への首都機能誘致の

移転スケ

化と全国

積極的活動

第 節 開催

［ ］新シンボ

［ ］本会の取

［ ］各種イベ

開催

市民団体

機運の盛り上げに向けて

ルマークの策定

り組み

ントの開催

日前カウントダウンイベント

による支援活動

地球市民の会 への賛助会

国

そ

第 章

中部の総

員加

会議員、地元行政等との連携

中央地域における首都機能配置

のイメージ（試案） の発表

合交通体系の整備促進

強化

の考え方と

・実現

入促進に

［ ］その他の

リスボン

対する協力活動

博覧会

国際博覧会

第 節

［ ］陸

備

総合交通体系確立の理念

海空にわたる中部の総合交

の必要性

通体系整

第 章

第 章



［ ］総合交通

構想

［ ］ 中部の

の提言

第 節 広域

体系の姿 国土軸ロータ

交通機関相互の連携につい

幹線道路網整備による循

リー ［ ］ロ

ワ

て 第 節

［ ］中

ク環

ジスティックス・センター

ーク構想

世紀の高速物流システ

部国際総合物流センターネ

構想 の策定

のネット

ムの整備

ットワー

型ネ

［ ］ 世紀

［ ］幹線道路

整備促進

推進組織

［ ］幹線道路

第 節 中部

ットワークの構築

中部の幹線道路網構想 の

網の整備促進

活動

網の整備促進・実現活動の

の公共交通機関の整備

［ ］ 中

策定 第 節

［ ］ 中

［ ］ 中

い

成果 ［ ］

部エアカーゴターミナル構

中部の港湾機能整備への

部の港湾機能の強化 につ

部の国際物流の競争力強

て提言

拠点港の設置についての

想 の策定

取り組み

いて提言

化 につ

要望

［ ］リニア中

［ ］北陸（長

［ ］鉄道網等

［ ］静岡空港

［ ］都市圏公

第 節 総合

［ ］シンポジ

央新幹線

野）新幹線

公共交通機関の整備

共交通機関整備について

交通体系整備に向けた諸

ウム等啓発活動への取り

第 章

中部の産

第 節

［ ］大

グ活動

高組み

業構造高度化への積極

激変する中部産業を取り

きな つの潮流変化

ローバル化・ボーダーレス化

度情報化・ 革命の進展

的な取り組み

巻く環境

の進展

道路サミ

伊勢湾・

［ ］交通ロー

第 節 効率

向け

［ ］ エコト

ット、環伊勢湾交流サミット

三河湾を考える会

タリーフォーラムの開催

的な交通システムの構築

て

ラフィック・中部 の策

少

地

消

アに

［ ］中

中定

子・高齢化の進展

球環境問題への関心の高まり

費者意識の成熟化

ジア地域経済の台頭

部における産業空洞化の進

部の産業構造変化の特徴

行

［ ］ 今後の

交通投

の一試案

第 章

中部の物流機
る取り組み

社会資本整備の ものさ

資の客観的評価基準につ

の策定

能強化・港湾機能整備

海し

輸いて

［ ］持

第 節

［ ］中等に対す

［ ］

外生産の拡大

入浸透度の拡大

続可能な安定成長実現への

先端的産業技術の世界

の形成に向けた提言活動

部の臨空産業の振興等につ

世紀初頭における中部産

対応

的中枢

いての提言

業の姿

第 節 中部

点と

［ ］物流の現

における都市間物流の問

対応

状と問題点

に題

［ ］ 高

と

ついて提言

コスト構造是正に関する

課題について をとりまと

問題提起

め

第 章
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［ ］中部にお

策の提言

［ ］ 少子・

に向けて

第 章

けるベンチャービジネス

高齢化に対応した社会の

を提言

振興 ［ ］そ

［ ］今

実現 第 節

［ ］

の他の動き

後の整備方向・計画

中部 県の研究開発機

対する本会の活動

国際環境技術移転研究

能整備に

センター

ベンチャービ

第 節 中部

育成

［ ］中部にお

要性

ジネス支援

の産業活性化と新規産業

・振興

ける新規産業創出・育成

（

［ ］

［ ］

超の

阜

の必 ［ ］

［ ］文

）

国際規格審査登録センター

超高温材料研究センター（

高温材料研究所（

センター

日本無重量総合研究所（

部科学省核融合科学研究所

（ ）

）、

）の各岐

）

［ ］中部にお

の現状と

［ ］中部にお

の現状と

第 節 中経

セン

［ ］設立経緯

ける新規産業創出の支援

今後の取り組み

けるベンチャービジネス

問題点

連ベンチャービジネス支

ターの設立

及び活動状況

活動 ［ ］

［ ］ソ

支援 ［ ］

第 節

［ ］大援

流

［ ］シ

科学技術交流財団（

フトピアジャパン

テクノジャパン

技術交流の推進

学共同研究センターの見学

会の開催

ンポジウムやセミナーの共

）

・技術交

催・支援

設立経緯

活動状況

［ ］今後の活

第 章

科学技術研究

動

開発機能の振興

［ ］科

整

技

て

学技術の振興、高等教育機

備等に関する要望・提言

超信頼性無機融合材料 の次世

術制度による開発推進に関す

中部公設試験研究機関の産官

の提言

関の充実

代産業基盤

る要望

協調につい

第 節 中部

現状

［ ］中部 県

現況

愛知県

岐阜県

県の研究開発機能整備

と今後の方向

における研究開発機能整

つの

い備の

発

地

航空宇宙将来機の開発に必要な

いて の提言

産業界における の現状とこ

て を提言

国立大学の研究のあり方に関す

表

球環境に関わる戦略的研究機

研究設備に

れからにつ

る提言 を

関設置につ

三重県

静岡県

長野県

い

名

要

ての要望

古屋工業技術研究所の移転整

望

備に関する

第 章
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名古屋大

整備に関

創造的

教育を考

民間企

イドブッ

学先端技術共同研究センター

する要望

技術者・研究者を求めて 初等

える を提言

業のための研究開発資金支援制

ク の発行

拡充 ギ

地

中等 第 節

度ガ ［ ］中

ガビットネットワーク

上デジタル放送

中部の高度情報化に向

会の取り組み

部の高度情報化への取り組

中部の高度情報化への提言

けての本

み

世紀に向

中部地

携につい

知的財産

の整備に

第 章

域の研究開発環境の整備 産学

て を提言

に関する総合的な研修・研究

関する要望

官連 け

機関 い

セ

マ

て のとりまとめ

世紀の交通情報サービスの

て トータル・トランスポー

ンター構想 の提言

高度情報時代における中部新

ルチメディア・エアポート

あり方につ

テーション

国際空港

コミュニ

中部の高度情

第 節 中部

［ ］中部の情

情報化の

） 電話等

） 情報サ

報化促進

の情報化の状況と諸施策

報化の状況

状況

の普及状況

ービス業の状況

テ

国

ざ

外

革

ィの形成をめざして の提言

知多半島地域の高度情報化構

際空港と共生する臨空都市圏

して の提言

国語 放送局開局に関する要

世紀・中部の高度情報化に

命への対応 の提言

想 中部新

の形成をめ

望

向けて

） 地域情

情報拠点

） 豊橋サ

） 岡崎市

） ソフト

） テ

報化の状況

施設の概要

イエンスコア（豊橋市）

情報ネットワークセンター（岡

ピアジャパン（大垣市）

クノセンター（各務原市）

［ ］今

意

崎市） 見

い

後の電気通信産業のあり方

見を提出

今後の電気通信産業のあり方

を建議

長距離会社の中部地域への

て要望

に関する

に関する意

誘致 につ

） 三重デ

） 静岡マ

） 静岡マ

トセン

） 長野市

） 上田マ

［ ］中部で進

ジタル・ファクトリー（四日

ルチメディア情報センター（浜

ルチメディアソフトインキュ

ター（静岡市）

フルネットセンター（長野市

ルチメディア情報センター（上

められている新たな情報化

市市）

松市） 第 章

ベー 中部の水

） 第 節

田市） ［ ］中

降施策

資源問題への取り組み

中部における水問題の現

部の水資源

水量

状と課題

高度道路

阜県）

地理情報

交通システム（ ）（豊田市

システム（ ）（岐阜県、静

、岐 水

平

岡県） 利

利用状況

成 年の大渇水

水安全度

第 章
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［ ］中部の治

ゼロメー

都市型洪

平成 年

治水安全

水の現状と課題

トル地帯

水

の東海豪雨

度

第 節

［ ］ 中

ス

［ ］ 環

第 節

環境問題についての諸活

部の環境保全対策技術デ

化 の発表

境用語集 の発行

資源・エネルギー問題

動

ータベー

について

［ ］潤いのあ

第 節 中部

言・

［ ］ 水資源

のとりま

の呼びか

［ ］中部にお

る水辺空間の創出

の水資源問題に対する

要望活動

の現状と今後の対応につい

とめと異常渇水への緊急

け

ける渇水対策についての

［ ］ 資提

い

て ［ ］

対策 需

［ ］ 資

緊急 し

の諸活動

源リサイクルの実態と課

てとりまとめ

年中部の環境調和型エ

給構造の構築 について提

源・エネルギー循環型社

て について提言

題 につ

ネルギー

言

会を目指

要望

［ ］ 中部を

ポート

［ ］ ウォー

［ ］ 中部の

りまとめ

第 節 中

変えるウォーターマジッ

のとりまとめ

ターマジック懇談会 の設

水の総合利用について

部の発展と水に関する懇

［ ］ 環

クレ を

［ ］環

立 ［ ］廃

のと つ

第 章話

境保全と経済の両立した

目指して について提言

境関連企業見学会の開催

棄物対策会議の設置と廃棄

いての調査・研究

社会形成

物問題に

会

［ ］設立の経

［ ］啓発活動

講演会、

見学会の

研究会の

の設立と啓発活動の展開

緯

等の展開

シンポジウム等の開催

開催

開催

中部の
援・協力

第 節

［ ］

［ ］

［ ］世

活性化に資するイベン

産業関連プロジェクト・

国際デザインセンターの設

． ． の開催

界インテリアデザイン会議

ト開催への支

イベント

立

（ ）・国

新聞意見

第 章

地球環境問題
組み

第 節 地球

の動

［ ］国際動向

広告の掲出等普及啓蒙活動

・資源エネルギー問題

環境問題に関する国内外

き

際

［ ］太

屋への取り

［ ］旅

で 第 節

［ ］ニ

インテリアデザインフェアの

平洋アジア観光協会（

総会の開催支援

フェア の開催支援

スポーツ・文化関連プ

ト・イベント

ッポンチャレンジ・アメリ

開催支援

） 名古

ロジェク

カズカッ

［ ］国内動向 プ

［ ］世

［ ］冬

後援会の設立

界少年野球大会の開催支援

季オリンピック長野大会の開催支援

第 章

第 章



［ ］世界都市

［ ］しずおか

クフロー

［ ］名古屋城

力・支援

景観会議 の開催支援

国際園芸博覧会 パシフ

ラ の開催支援

本丸御殿障壁画復元模写

第 節

ィッ

の協 第 節

章第

海外技術者研修協会

中部研修センター（

活動

海外子女教育相談室

（ ）

）の建設

第 節 地域

［ ］信州博覧

［ ］世界祝祭

［ ］花の都ぎ

第 章

国際交流活動

振興イベント

会

博覧会

ふ・花フェスタ

地域交流

第 節

第 節

第 節

活動

地域別会員懇談会の開催

関係自治体首脳部との定

大臣等との懇談会並び

換会

期懇談会

に意見交

第 節 諸外

［ ］往 訪

経済視察

海外調査

［ ］来 訪

［ ］定期交流

国との交流

団の派遣

団の派遣

第 節

第 節

［ ］

［ ］北

［ ］

第 章

西日本経済協議会

他地域の経済団体との懇

経済団体連合会

陸経済連合会

関西経済連合会

談会

ウエスト

） ロック

） 州

） 州

） 州

） 州

バージニア州（アメリカ）と

フェラー上院議員の名古屋訪

の投資環境 活動支援

政府日本代表事務所の開設支援

との交流増進

との交流の成果

の交流 広報・情

問

第 節

［ ］機

［ ］英

［ ］英

報提供・会員サービス

広報誌

関誌 中経連

文

文

活動

アルザス

との交流

） アルザ

） ガスコ

） アルザ

古屋開

第 節 セミ

・ガスコーニュ両地方（フラ

ス地方との相互交流

ーニュ地方との交流

ス・ガスコーニュ日本代表部

設

ナー等の開催・後援

ンス） ［ ］パ

会

第 節

第 節

の名

ンフレット 社団法人中部

ホームページの開設

シンボルマーク、ロゴ

制定

経済連合

マークの

第 節 中部

開設

地域における外国公館等

支援

の

第 章

章第

第 章



《資料編》

．任意団体中

．社団法人中

．社団法人中

．歴代役員在

部経済連合会趣意書

部経済連合会趣意書

部経済連合会定款

任期間一覧

．常設委員会

．現行委員会

．名誉会長・

務理事一覧

．組織図・関

．事務局機構

．中経連意見

の変遷

の紹介

会長・副会長・専務理事

連団体

図

・要望書の一覧（平成

・常

年度

平成 年

．会員数の推

．予算総額の

《年 表》

中経連 年の

中経連この

度）

移

推移

略史

年

主な参考文献一覧



凡 例

本書

前 年

巻末

経連こ

の編

史

の

の

資料編

集にあたっては、本文を

、後者を 第 編 最近の

年表 は、平成 年以前の

年 として各年四半期ごと

は原則として平成 年

、本

年

の

月

会が社団法人化した平成

史 として構成した。

年間を 中経連 年の略史

動きを、それぞれ記載した

までのものを収録した。し

年

と

。

かし

度以前と以後の 編に分け

して各年ごとの動きを、以

、役員異動など関係する資

、前

後の

料に

者を 第 編

年間は 中

ついては出来

る限り

記述

おいて

で記述

第

中部国

立ち上

近時

にあ

取り

した

編

際空

げ当

年号は、

点のデータを収録するよう

たっては、 第 編 前

組んだ主要な活動を概観し

。

最近の 年史 では、事

港、 年日本国際博覧会

初から係わっており、これ

に

年史

た

業

、

ら

原則として元号を使用し、各

努めた。

については、原則として

。但し、活動内容によって

別に章立てし、 年間に及

首都機能移転問題の 大プ

の動きを一貫して整理する

創

は、

ぶそ

ロジ

必要

節の初出時のみ西暦を（ ）

立から 年単位で各章を構

その期間以降の動きについ

れぞれの活動内容について

ェクトについては、本会が

から時間軸にとらわれずに

成し

ても

詳述

それ

記述

で表記した。

、その期間に

（補注）の形

した。但し、

ぞれの構想の

した。

人名

ネーム

中部

新規事

降は

社名

本会

は、

とし

国際

業化

中部

及び

が発

で表記した

できるだけフルネームとし

、再出以降は氏のみとした

空港については、平成 年

が認められた。このため、

国際空港 と表現する。

プロジェクトの推進組織名

表した意見書・提言書・報

、

。

本

並

告

。

敬称は原則として省略した

また、役職は当時のものと

月に閣議決定された平成

書では、平成 年 月まで

びに各省庁の名称は、当時

書の書名を で表記

。但

した

年度

の構

の名

し、

し、頻出する場合は、その

。

政府予算案において 中部

想段階では 中部新国際空

称で表記した。

他の団体、機関等が発表し

章の

国際

港

たも

初出のみフル

空港 として

とし、それ以

のは

資料

のもあ

参考

等の

る。

文献

引用については、基本的に

は多数にのぼるため、特定

原

の

文のままとしたが、旧字は

ものを除き、巻末に一括し

新字

て掲

体に、旧仮名遣いは現代仮

げた。

名遣いに改めたも



第 編

前 年史
昭和 年度 平成 年度

第 章 経済復興・発展、基盤整備の時代
第 章 明日を見据えたプロジェクトの推進
第 章 激変する経済社会環境への対応
第 章 世紀の中部ビジョン の策定・推進



経
（活動第

済復興・

第 章

期 昭和 年度 昭

発展、基盤
和 年度）

整備の時代

第

章

経
済
復
興
・
発
展
、
基
盤
整

［ ］設立の経緯

第 節 設立の経緯と会

ある 。佐

団連 を

の概要

伯は、こうした考えのも

組織しようとしたもの

と

であ

備
の
時
代

に、中部版 経

る。

中部経

の混乱期

のことは

のが解決

て、いつ

などは愚

済連

にあ

自分

する

か何

だ。

合会（略称 中経連）

った昭和 年（ ）

で、中部のことは中部

のが本当だ。東京の団

かをしてくれるだろう

我々は団結して他地区

は

で

体

と

に

、未だ戦後

月、 自分 で、佐

生活するも 衞門（

に金を納め 隈鉄工

待っている すとと

流す金と団 海 県

伯

松

所

も

下

当時、

とともに副会頭として

坂屋 社長）を補佐して

会長）は、この考え

に、佐伯と一緒に愛知

の財界有志の結集に努

会頭

い

に共

、岐

めた

名古屋商工会議所（以下

の伊藤次郎左

た村岡嘉六（大

鳴、賛意を表

阜、三重の東

。また、中経

名商 という）

体を整理

るべきだ

陶器 社

経済団体

当時は

る“特需

して

と

長）

であ

、昭

”で

慌ただしさを

、我々の手で中部の産

いう佐伯卯四郎（第

の提唱に基づき設立さ

る。

和 年 月に勃発した

、経済復興の端緒が開

加えはじめていたが、

業

代

れ

朝

け

依

振興に当た 連発足

会長・日本 が得ら

た広域的な となっ

鮮動乱によ

、ようやく

然として、

の

れ

た

こう

が熟し

陸商工

し

、

会

政経済問

母体となった名商から

、設立準備の事務方を

。

も熟

努め

た各方面の理解・協力

昭和 年 月 日、名

議所会頭会議が開催さ

題に対し、自由なる討

によ

商に

れ

議と

慮の結果賛意

てもらうこと

って設立の機

おいて東海北

、 重要なる財

中正なる判断

将来に対

応に追わ

部の財界

佐伯は

（昭和

の清新溌

する

れる

に大

、戦

年

剌、

不透明感、不安感を抱

ことが多く、佐伯のこ

きな反響を呼ぶことと

後すぐに設立された経

月）や関西経済連合会

かつ精力的な活動ぶり

え

の

な

済

（

に

、足元の対

発言は、中

った。

団体連合会

同年 月）

大きな刺激

とをも

産業経

合研究

携を基

の設立

に進み

っ

済

機

盤

が

、

て検討を加え、経済復

界の創意と活発なる活

関として、また中部産

とした親睦団体 とす

全員異議なく承認され

同年 月 日、名古屋

興の

動と

業経

る中

た。

商工

促進を指向し、

を促進する総

済人の互助提

部経済連合会

諸準備も順調

会議所におい

を受けた

るととも

をつくら

い。中部

欲と識見

。

に、

なけ

の発

を持

中部地域においても広

即断即決でき、小回り

ればこの時局を乗り切

展は、中部の大企業、

つものが一丸となって

域的

の

る

そ

当

に活動す

きく組織体

ことが難し ［ ］
れと同じ意

たるべきで 創立

創

総

て創立総

立時の役員・組織

会では、全文 ヵ条から成

会が挙行された。

る規約を承認、

第 章第 章



第 編 前 年

役員として会

史

長 名、副会長 名、常任理事 名、 懸案事項であったが、経済団体再編成により経済

理事 名、監

められ、当初

た、初年度予

て見直すこと

んで、収支と

役員に関し

第

章

経
済
復
興
・
発
展
、
基
盤
整

事 名、評議員 名を置

の年会費は 口 万円と

算については、会員の加

とし、とりあえず会費

も 万 円とした。

ては、選考委員に一任し

くことが定 団体連合

された。ま たので、

入状況をみ 入した。

口と見込 また、

として会

て指名する 立当初よ

会の規約が改正され、加入

昭和 年 月 日より特別

名商には、昭和 年 月よ

費同額負担で加入した（名

り特別会員として加入済み

の途が開かれ

会員として加

り第 号議員

商は、本会創

）。

こととし、委

他 名の計

選考委員の

一体となって

初代会長に名

会長に中経連

宮商工会議所

備
の
時
代

員長に村岡嘉六、委員に

名を選出した。

慎重な検討の結果、名商

進む意味から全員の強い

商会頭の伊藤次郎左衞門

創設提唱者である佐伯卯

会頭の豊島半七（豊島

佐伯卯四郎

［ ］佐
と中経連が

推薦により、 昭和

が就任、副 て会頭、

四郎と、一 から辞任

社長）の 長として

伯卯四郎会長の就任

年 月、名商の伊藤、村岡

副会頭を辞任したことを受

の申し出があったため、後

佐伯卯四郎副会長を互選し

、佐伯がそろっ

け、伊藤会長

任の第 代会

た。

名が就任した

の磯村弥八

日本興業銀行

発した。

副会長以下

会員増強の状

。更に、理事に豊橋商工

（ユタカ産業 会長）ら

名古屋支店長の藤木正雄

いずれも定員未達であっ

態をみて順次補充するこ

会議所会頭 佐伯の

名、監事に 部晩穂中

の陣容で出 月に退任

電力 社

たが、今後 更に、

ととし、副 代わって

後任副会長として、昭和

部日本放送 社長が就任し

したため、その後任として

長を選任した。

昭和 年 月には吉川智

岐阜県代表として宮寺敏雄

年 月に、佐々

、昭和 年

井上五郎中部

丸が退任し、

揖 川電気工

会長のうち、

ずつ、理事定

に、 名ずつ

を 県以外に

創立総会当

の後の理事会

の役員は、新

あと 名は岐阜県と三重

員 名については 名を

を岐阜県と三重県関係に

割り当てることで了解さ

時の役員は上記の通りで

で漸次補充した結果、昭

たに副会長に岐阜商工会

県から 名 業 社長

愛知県関係

、残り 名

れた。

あるが、そ

和 年度末

議所会頭の

が、昭和 年 月副会長に就任した。

吉川智 丸

名に、監事が

となった。

伊藤会長時

加え、昭和

取が就任した

（ 十六銀行頭取）が就任

名にそれぞれ増員、評

代の副会長は、佐伯、豊

年 月に川喜田壮太郎

。

、理事が

議員も 名

島、吉川に

百五銀行頭

また、設立

新規勧誘に努

一般会員（企

の団体） の

経済団体連

総会開催時の会員数は

めた結果、昭和 年度末

業） 、特別会員（商工

計 となった。

合会への加入は、本会の

であったが

の会員数は、

会議所等

創立以来の



［ ］繊維

第

問題への取り組み

節 主な活動の概

る要素と

外活動は

要

もなる。このことから、本

、愛知、岐阜、三重、静岡

会の最初の対

（浜松）の主

第

章

経
済
復
興
・
発
展
、
基
盤
整

更に、必要

創立当

題に対す

を招いた

た東海

局や繊維

の開催が

初は

る問

政治

県の

業界

中心

に応じ、特別委員会を設

、中部財界人の互助連

題意識の高揚等に資す

・経済諸問題の勉強会

主要都市での巡回懇談

等との業種別懇談会、

事業であった。

携

る

、

会

地

要都市で

趣旨説明

昭和 年

を開催し

力不足問

朝鮮動

置し、個別 え、中部

、経済諸問

ため、講師

浜松を加え

、県・市当

区懇談会等

、所在会員と役員の懇談会

を行い、地方の実情を聞く

月 日に、一宮市で第

、その後各地を巡回したが

題が大きな問題となってい

乱を契機とするアメリカか

地方の電力需要も急激に増

を開催、会の

ことであった。

回巡回懇談会

、どこでも電

た。

らの特需が増

加しつつあっ

備
の
時
代

問題への対応

は、繊維滞貨

あった。当地

る諸問題への

年（ ）

繊維滞貨処

を図った。最初に設けた

処理委員会と不当輸出防

域の重要産業である繊維

対応を図るため、両委員

月に設置した。

理委員会は、繊維品の値

特別委員会 た。しか

止委員会で ままでい

産業が抱え 業活動に

会を昭和 が憂慮さ

達が行き

下がり及び 金融事情

し、電源開発は遅々として

けば電力の需給は重大な危

も国民生活にも大きな影響

れていた。その主な原因は

詰まっていることにあった

によって、資金の規制は極

進まず、この

機に陥り、産

を与えること

、工事資金調

。当時の財政、

めて厳重であ

輸出キャンセ

日銀の商品

に綿糸布の追

出防止委員会

要生産品のダ

年 月にはこ

会と改め、討

ルによる滞貨の処理対策

（倉庫証券）見返貸付制度

加を日銀に要望した。ま

は、陶磁器をはじめとす

ンピング防止について検

の両者を合併し、輸出振

議したが、その中心対策

を検討し、 り、また

の適用品目 金の放出

た、不当輸 電源開発

る中部の重 あった。

討した。同

興対策委員

と考えられ

本会

事会で

は

、

る重大事

電力再編成の難航から占領

は差し止められたままにな

工事の進捗はほとんど見ら

、昭和 年 月に開か

こうした窮状は中部産

であるとの認識から、

れた

業界

この

軍の見返り資

っていたため、

れない実情に

第 回定例理

の浮沈に関わ

ことについて

る私的独占禁

についての中

承認品目に追

防止する措置

議を打ち切っ

止法の改正（貿易組合法

央の情勢が微妙であり、

加することによって、ダ

を政府がとることになっ

た。

の制定等）

当面は輸出

ンピングを

たので、審 その結

放出許可

規電源開

当局者

たてる

して、

か

必

精

果、社債の発行が規制され

の見通しがつかないために

発工事に着手できないなら

ら詳しく事情を聴取し

要があると判断、電源

力的に事態の解決策を

、緊

開発

検討

、見返り資金

中部電力が新

ば、中部地区

急に対応策を

委員会を設置

した。

［ ］重化

緊急電

中部財界人

促進の基礎で

学工業化のための基盤

源開発への取り組み

の互助提携は、中部経済

あり、外部に対する発言

需要家の整備
源開発を

圏の発展・

を強化させ

源開発

資金拠

てすぐ

促

出

に

協力を得て資金を拠出し、

援助促進しよう、との結

進緊急対策 を決定し

の方法は、国の金融政

は日銀総裁の賛同を得

た。

策を

られ

中部電力の電

論に到達、 電

この需要家の

乱すものとし

ず、再三折衝
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の結果、よう

史

やく中部電力の社債発行額に別枠を は、かつてその能力、規模から東洋一といわれ、

これによっ

ではなく、緊

増設程度の工
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与えるか

要家によ

年度の

たち

る社

電源

て、次表の通り、大規模

急に対応できる既設分の

事にとどまることとなっ

で認められた。ただし

債引受で充当すること

開発資金計画に取り入

、

に

れ

な新規建設

復旧改造、 四日市

た。 立地が進

この分は需

なり、昭和

られた。

山口県

料廠と

された

油所の

岩

よ

が

操

地区は、戦時体制の下で石

み、重化学工業化の兆しが

国、徳山の燃料廠とと

ばれていた。終戦直後

、昭和 年に指定解除

業再開が許可された。

もに

に賠

され

油精製業等の

あったものの

日本の三大燃

償物件に指定

、太平洋岸製

備
の
時
代

また、

地元消化

円の消化

より、本

協力を求

多数の協

その

とい

に関

会首

めた

力を

過の状態とな

所要資金総額 億

う条件付きで認められ

し、中電関係者の必死

脳も地区内を回り需要

。幸い東海 県知事を

得て、比較的短時日の

った。こうした関係者

万

た

の

家

は

う

の

戦災と敗

かった。

まかせて

が展開さ

況のなか

名古屋

語る 座

円のうち、

電力債 億

努力はもと

に呼びかけ

じめ需要家

ちに応募超

努力と需要

戦によって本格的な進展を

また、旧海軍燃料廠の跡地

放置されており、各方面か

れ、混迷状態が続いていた

で、日刊工業新聞社主催

港と四日市港とを結ぶ大伊

談会（昭和 年 月）及び

みることはな

も荒廃するに

らその争奪戦

。そうした状

（本会後援）の

勢湾港建設を

港湾工業都

家の理解

を完遂す

急電源拡

きた。

・協

るこ

充計

緊急電源開発の状況

力により、所期の緊急

とができ、昭和 年

画完遂報告会 を開催

電

月

す

市四日市

本会は旧

年 月、

設の特長

転換を図

すること

源開発計画

日には 緊

ることがで

を語る 座談会（同年 月

海軍燃料廠の実態を調査研

三重県や四日市市とともに

を生かして早期に総合化学

ることが、地域発展、国力

になる、これらの施設をそ

）を契機に、

究し、昭和

、現存する施

工業地帯への

の増進に寄与

れぞれ適格者

工事名

清水火力発電

昼神水力発電

久野脇水力発電

平岡水力発電

計

最大電力 営業

所改造 昭和

所増設 昭和

所増設 昭和

所増設 昭和

（単位 ） に払い下
送電開始 早い方が
年 月 日 払い下げ
年 月 日 その後
年 月 日 内閣の更
年 月 日 じめとし

の閣議で

げることが望ましく、しか

よい、として関係大臣に対

の促進を求め、陳情、要望

国内経済事情の変化、国際

迭などで紆余曲折はあった

た地元の熱意が通じ、昭和

ようやく払い下げが正式決

もそれは極力

して具体的に

を重ねた。

情勢の変転、

が、本会をは

年 月 日

定した。四日

このほか本

昭和 年には

を行う天竜川

和 年には中

と見込まれた

会では、電源開発関係の

佐久間、秋葉両水力発電

の電源開発促進について

部地区の電力不足が最も

ことを受けて、電力の増

市旧海軍

活動として、 施設に限

所の開発等 地上施設

、更に、昭 昭和石油

大きくなる し付けな

強と料金の れた。こ

燃料廠の石油精製に必要な

り、昭和石油に対して、土

は払い下げる という条件

は同年 月 日、東海財務

らびに売却許可申請書 を

の用地貸し下げは、その後

土地及び地上

地は貸し付け、

が提示され、

局を通じ 貸

提出、許可さ

昭和 年 月、

適正化につい

四日市

帯化

昭和 年に

て、それぞれ関係要路に

旧海軍燃料廠跡の総合化

建設された四日市市の旧

要望した。 万

された。

また、学工業地

して、昭

海軍燃料廠 会社設立

坪（約 万 ）の一括払

政府の石油化学コンビナー

和石油、シェル、三菱グル

構想が生まれた。昭和 年

い下げに更改

ト構想に呼応

ープの間に新

月 新会社

工事名 最大電力 営業送電開始

計



をもって経営主体とする 旨の閣議了解のもとに の交通隘路の打開、伊勢湾周辺の工業地帯整備を

同年 月、昭

年 月、四日

日市製油所が

和四日市石油 が設立さ

市燃料廠跡地に 万バレ

竣工した。

れ、昭和 目的とし

ル 日の四 結成され

四日市、

名古屋、

大名古屋

本会会長

て 伊勢湾工業地帯建設期

た。愛知、三重両県知事、

鈴鹿の 市長、名古屋港管

桑名、四日市、鈴鹿の 商

港振興会会長、四日市港振

が発起人となり、昭和 年

成同盟会 が

名古屋、桑名、

理組合管理者、

工会議所会頭、

興会会長及び

月、会長に
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伊藤次郎

開いた。

設立趣

の建設、

の整備確

展を期す

具体的

左衞門本会会長が就任して

意書には、 伊勢湾港及び

用水、電力、道路、通信、

保に全力をあげて中部経済

とうたわれている。

には、 伊勢湾工業地帯建

、設立総会を

臨海工業地帯

輸送、住宅地

圏の画期的発

設想定地域

備
の
時
代

伊勢湾

四日市石油コンビナート

臨海工業地帯の建設と名

を想定し

賀町など

市市、鈴

次伊勢

び刈谷市

松阪市及四国道の

、愛知県では、名古屋市、

ヵ市町村（当時）、三重

鹿市、菰野町など ヵ市町

湾港の中核地域と認め、将

を中心とする衣浦湾工業地

び宇治山田市を中心とする

津島市、横須

県では、四日

村（同）を第

来、半田市及

帯並びに津市、

中南勢地区工

建設促進

四日市旧海

の契機として

れた種々の条

部の産業振興

三重両県並び

体となって重

軍燃料廠跡地の払い下げ

、 京浜、阪神の中間に

件を備えながら、なお停

を図るには、伊勢湾に面

に名古屋、四日市など関

点的に障害を取り除き、

業地帯と

運動を一つ る。

あり、恵ま 趣意書

滞がちな中 特に、

する愛知、 急ぎ行う

係各市が一 ること（特

開発に進む 名四第

の総合的な連携発展を考慮

に列挙している多くの建設

号国道のうち 区間の改

とともに側線道路を速やか

に名古屋 四日市間の

国道（名古屋市南区神明

するとしてい

目標のうち、

良工事を取り

に整備新設す

号国道の改良）、

町 四日市港）

ことが必要で

ところが、

また歴史、伝

簡単には手

あった。しか

があれば問題

ある との認識が高まっ

現実には種々の面で格差

統の違いにもろもろの感

をつなぐことができないの

し、一方では、有力な第

は必ずしも打開されない

てきた。 の新設の

がみられ、 （後に名

情が絡んで、 県愛知郡

が現状で 実現の要

三者の斡旋 優先させ

ものでもな その結果

ため調査費 万円を予算

四国道と称し、三重県三重

豊明町に延長となる）、の

望が強く、期成同盟会とし

、第 次実施事業として活

、伊勢湾工業地帯道路整備

計上すること

郡日永 愛知

項目の早期

てはこれを最

動を始めた。

の一環である

い、といった

こうした状

の調整役には

ら関係方面に

参加すること

可能性もあった。

況を各方面に打診した結

財界人が最適との結論を

働きかけたところ、出先

となり、当面する名古屋

国道 号

果、この間 和 年度

得、本会か 一方、

関係官庁も 設局、愛

四日市間 市市、鈴

の側道である住吉橋（桑名

着工、昭和 年 月に完成

名四国道建設事業は、本会

知県、三重県、名古屋市、

鹿市などと協力して、猛運

）架設は、昭

した。

が中部地方建

桑名市、四日

動を重ねたこ
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ともあって、

史

建設省は昭和 年度総合開発調査項 が、これがかえって用地買収のきっかけになるな

目としてこれ

地域総合開発

事業 として

路公団名古屋

済調査を行っ

サルタンツ
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を認め、昭和 年 月、

計画 の中で 伊勢湾臨

閣議決定された。本会で

支社が昭和 年名四国道

たのに併せて、パシフィ

に委託して名四国道新設

木曽特定 どして、

海道路建設 更に、昭

は、日本道 明市間の

に関する経 このほ

ック・コン んだ主な

による経済 伊勢

昭和 年 月、第 期工事

和 年 月には四日市市袋

全線 が完成した。

か、この時期に本会が建設

道路整備関係は次の通りで

湾諸港と敦賀港を結ぶ、い

が完成した。

町 愛知県豊

活動に取り組

ある。

わゆる東海・

効果について

月、東京で

事業は国の直

昭和 年に

同年、第 期

港区寛政町間

橋梁部分は日

備
の
時
代

調査し、その結果をもっ

説明会を開催した。これ

轄実測調査の対象となっ

は正式に道路整備五箇年

工事として四日市市袋町

の工事が始まった

本道路公団の担当、それ

て昭和 年 北陸連

を契機に同 重・滋

た。 して早

計画に編入、 大垣

名古屋市 島市）

。木曽三川 要望（

以外は全線、 昭和

絡道路の津 彦根線の早期

賀の県境にある鞍掛峠を有

期完成を要望（昭和 年度

名古屋線のうち濃尾大橋

大垣市間を有料道路とし

昭和 年度）

年 月に建設が決定した

完成、特に三

料トンネルと

）

（尾西市 羽

て早期完成を

名古屋 西宮

国の直轄工事

昭和 年

地域の大部分

であった。

月の伊勢湾台風によって

が水没するなど大きな被

間高速

道路の予定 名古

害を被った 意見表

自動車国道についての要望

屋 東京間高速自動車道建

明（昭和 年度）

（昭和 年度）

設についての

建設が進む名四国道



岐阜県と伊勢湾諸港を直結する墨俣 桑名線 中部経済 ヵ年計画 の策定

の整備・国

［ ］中部

中部

名古屋市や

道化を要望（昭和 年度

経済計画の策定

経済 ヵ年計画 の策定

四日市市など各地に地方

） 中部経

の 中部

たる地域

主的に策

経済総合

産業振興計 計画は、

済の一層の発展を期すため

経済 ヵ年計画 に続き、

経済計画として、長期の

定することになり、昭和

計画委員会を設置して検討

昭和 年度を基準年次とし

、本会は前述

東海 県にわ

ヵ年計画を自

年 月、中部

を始めた。同

、目標年次を
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画を策定する

会では、この

総合開発計画

有機的に結び

発展させるた

との考えの下

員会を設置し

気運が高まりつつある状

気運を助長すると同時に

をとりまとめることが、

つけ、わが国産業の中核

めの基盤をつくり出すこ

に、昭和 年 月、中部

た。名古屋通商産業局、

況から、本 所得倍増

将来の中部 で、昭和

東海 県を 同計画

地域として 業者数、

とになる 策定し、

総合開発委 どの需要

建設省中部 港湾、道

計画と同じ昭和 年度とす

年 月の定時総会で発表

は、業界の所見等によって

工業出荷額、エネルギー需

これによって工業用水、土

を推定し、諸官庁、諸団体

路、鉄道などの建設計画を

る ヵ年計画

した。

、人口及び従

要、貿易額を

地、労働力な

による河川、

参考にしてと

備
の
時
代

地方建設局な

の 県からそ

とともに、動

幅広く研究を

こうした中

立 ヵ年計画

ど国の出先機関や愛知、

れぞれの将来計画をヒア

力、金属機械等 の部会

重ねた。

で、昭和 年 月、政府

を決定、本会はこれに

岐阜、三重 りまとめ

リングする において

を設置し、 それを認

した。従

は 経済自 到達点へ

即応し、中 必要な諸

た長期展望である。このた

計画数値に誤差が生じるこ

めつつ、あえて経済活動の

って、諸数値は到達点とい

の方向を示すものであり、

隘路の排除とともに諸対策

め、目標年次

ともあるが、

目標として示

うよりむしろ

実現のために

の立案と実施

部の経済開発

年 月、新

同委員会は、

学工業）、生

建設、交通、

のとりまとめ

設置して、全

を長期の立場で見通すた

たに中部開発促進委員会

生産第 （重工業）、生

産第 （軽工業）、貿易、

資金の 業種部会に分か

と総合調整を行う総合調

会員の協力により検討を

め、翌昭和 を必須の

を設置した。 明瞭に指

産第 （化

中小企業、

れ、各部会

整委員会を

進めた。そ

条件とするなど、多くの問

摘するためであった。

題点の存在を

の結果、昭和

る初めての

ヵ年計画

の指針とした

各業界では

年における

年 月、地方で、民間

広域長期経済計画である

を発表し、今後の中部経

。

、同計画による目標年次

中部経済の発展目標を達

人の手によ

中部経済

済産業開発

中部経
である昭和

成するため こうし

済 ヵ年計画 と 中部経済 ヵ年

た問題意識の下で、同計画

計画 の報告書

に関連するも

に鋭意努力し

締めによる景

災害を克服し

できた。

た結果、昭和 、 両年

気下降と、昭和 年の伊

て計画を上回る実績をあ

の金融引き のとして

勢湾台風の 東京大学

げることが 末松玄六

理想案を

れ調査・

、中部 県統合の具体化問

教授に、中部 県の機械工

名古屋大学教授に、中部地

パシフィックコンサルタン

研究を委託した。次章で述

題を田中二郎

業の配置案を

方の道路網の

ツ にそれぞ

べるように、



第 編 前 年

昭和 年 月

史

に、 中部地域における機械工業配 査中間報告書 が、翌 年 月には、 中部製鉄

置計画 と

都市連絡道路

昭和 年 月

れとりまとめ

［ ］東海
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中部三県（岐阜・愛知・

計画に関する調査報告

に 東海 県統合構想

発表した。

製鉄の設立

三重）主要 所建設調

を、また、 それに

を、それぞ 産 万

来的には

できるこ

設備とし

査報告 がそれぞれ提出さ

よると、生産規模は、差し

、鋼塊同 万 、鋼材同

鋼塊 万 程度の銑鋼一

とを前提条件とし、更に、

ては、差し当たり

れた。

当たり銑鉄年

万 とし、将

貫設備に拡充

製鉄所の主要

高炉 基、

当時、中部

製鉄所が存在

の要件は、鉱

ことが絶対条

欠けているば

業であったこ

備
の
時
代

経済圏の最大の弱点は、

しないことであった。製

石、石炭などの原材料が

件とされていた。中部は

かりでなく、地域産業の

となどから、製鉄所の設

転炉

銑鋼一貫の 延設備一

鉄所の建設 また、建

近くにある 所につい

この条件に 形及び周

主軸が軽工 力及び地

立活動につ 社宅用地

基、 吋ストリップミルを

式などを整備するとしてい

設候補地については、伊勢

て前述の生産規模を前提条

囲の状況、 工場敷地と漁

質、 用水、 港湾、 鉄

の 項目について比較検討

中心とする圧

る。

湾臨海部 ヵ

件とし、 地

業権、 地耐

道、陸運、

した結果、

いては、幾度

て消えていた

前述の 中

更にこの計

れる諸問題、

の合理的確保

となく行われたものの結

。

部経済 ヵ年計画 の序

画を進展せしめるのに必

すなわち製鉄所建設、エ

、農業の近代化、水及び

果を得ずし 名古屋市

工業地帯

において、 に詳細に

要と考えら

ネルギー源

土地の総合

南部臨海工業地帯と 桑名

が適地と判断、最終的には

調査のうえ決定すべきとし

、四日市臨海

当該企業が更

ている。

的活用等につ

う所存である

本会首脳部

かにして打開

重ねた。昭和

平工業 社長

建設現地調査

いてもこれを取り上げ調

としている。

並びに関係者は、これら

するかについて数次にわ

年 月に、製鉄業の権

進来要氏（ブラジル・ミ

団長。元日本製鉄 取締役

査研究を行

の課題をい

たり協議を

威である太

ナス製鉄所

建設局長） 中部製鉄所に関する調査報告書

らを招き、中

意見を求める

質上、東海製

進来氏の見

要求されたが

いること、好

部における建設の可能性

製鉄所建設懇談会を開催

鉄建設の第一歩となった

解は、 過去は原料地に近

、今日は地理的に消費者

適な港湾、臨海地帯があ

等について 本会で

、これが実 部製鉄所

。 の体制で

いことを に八幡製

に連結して 鉄 など

ること が 部側の考

は、これをもとに昭和 年

建設促進委員会を開催し、

建設に向けて具体的な活動

鐵 、富士製鐵 、日本鋼

製鉄 社に具体案を説明す

え（ 自主的に工場を建設

月 日、中

地元官民一致

を展開、直ち

管 、川崎製

るとともに中

する。 地元

立地の条件で

可能地である

これを受け

に適地調査と

月に 中部

あった。従って、伊勢湾

との見通しがついた。

、具体案作成のため前記

建設計画案の作成を委嘱

製鉄所（仮称）建設計画

周辺は建設 財界との

のみ供与

の太平工業 これに

、昭和 年 合弁会

に関する調 これを受

合弁会社とする。 地元で

する）を示して協力を要望

対し、富士製鐵の永野重雄

社の設立を考慮する 旨の

け、委員会では委員了承の

建設し技術者

した。

社長からは、

即答を得た。

下で出資資本



の配分についての研究に着手した。こうした中で、 名古屋製鐵所となって、現在に至っている。

同年 月に入

場拡張計画）

設の意思があ

情勢の急展

委員会を開催

ことの重要性

り八幡製鐵から 現計画

の一部を移して中部に一

る 旨の申し入れがあっ

開を受け、昭和 年 月

して議論を重ねた結果、

が認められ、先に意思表

（八幡本工

貫工場を建

た。

日、緊急

道義を守る

示のあった

［ ］愛

知多

がない

半

こ

業の振興

知用水事業への支援

島は、丘陵地であると

とから、木曽川の水を

、生活用水の確保を図

とも

この

る
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に大きな河川

地に導き、農

夢の用水 と

富士製鐵との

に、翌日八幡

年 月 日付

正式受諾の回

協力を決定、同年 月

製鐵に、それぞれ事情等

で、富士製鐵 の永野重

答を得た。

日富士製鐵

を説明、同

雄社長から

いわれ

てきた

林省は

団に対

き事業

巨費を

た

。

し

に

投

東海製

愛知用水事業が、昭和

昭和 年に愛知用水公

愛知用水事業計画概要

事業基本計画の作成を

着手、昭和 年に長さ

じわずか 年のスピー

年

団が

を

指示

ド工

鉄など名古屋港南部臨海工

備
の
時
代

以来進められ

つくられ、農

作成し、同公

、これに基づ

、 億円の

事で完成した。

業地帯等に立

永野返書

地する

ある愛

ことに

が大き

本会

て位置

企

知

な

く

は

づ

業の工業用水は、愛知

県営工業用水道から安

り、これによって当地

進展することに繋がっ

、当事業を伊勢湾臨海

け、計画段階から勉強

用水

定的

域の

た。

部開

を重

事業の一つで

に供給される

重化学工業化

発の一環とし

ねるとともに、

これにより

式会社 の設

を進めた結果

億 万円の

を受けた。こ

はすべて発起

、昭和 年 月、仮称

立手続きを開始し、地元

、富士製鐵 億 万

合計 億円、株式総数

のうち 万円出資の 社

人とする縁故募集設立の

東海製鉄株

出資の募集

円、地元

万株の出資

を残し、他

形式をとり、

［ ］

昭和

伊

を超

な台風

早期完成

勢湾台風復興対策

年 月 日夜、最大瞬

える高潮（伊勢湾内）

号（伊勢湾台風）が東

間風

を

海地

に向けて支援した。

速は 、

記録した猛烈

方を直撃、死

この 億円を

と定められた

昭和 年

開催、 月

場建設用地を

多郡上野・横

設立資本とし、授権資本

。

月 日東海製鐵株式会社

日正式発足、翌昭和 年

名古屋南部臨海工業地帯

須賀町地先）に決定、昭

は 億円

設立総会を

月 日工

（愛知県知

和 年 月

者・行

屋の全

害を与

この

まで約

が重な

方

半

え

水

っ

不明者 人、重軽傷

壊約 万戸など、当地

た。

害では、名古屋市南部

が浸水した。台風

たため、名古屋港で最

者

方に

から

の

高

約 万人、家

未曾有の大災

三重県桑名市

通過時と満潮

もの高潮

日第 号高

製鉄所が誕生

なお、東海

と合併、富

昭和 年 月

炉の火入れとなり、待望

した。

製鐵 は、昭和 年 月

士製鐵 名古屋製鐵所と

八幡・富士の合併により

の銑鋼一貫

に富士製鐵

なり、更に

新日本製鐵

が押し

に押し

より大

本会

寄

も

寄

き

で

せた。また、港に係留

ある大量のラワン材が

せ、人家等を破壊した

くなった。

は、直ちに復興のため

して

高潮

ため

、佐

あった 本

に乗って低地

、その被害は

伯会長を中心
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に関係諸方面

史

と緊密な連絡を保ちつつ災害の実態 を進めてきた。
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の把握と

会を開き

して、中

ず復興の

住宅建設

処理

、当

部経

ため

につ

行（日本興業

のために奔走した。

分の間諸行事を一切中

済同友会と一体となり

の資金集め、更に被災

いて、日銀支店長をは

月

止

行

し

じ

、日本開発、日本長期信

日、理事 昭和

することに 財界と

動した。ま の設立

た従業員の 開催）

め長期 銀 開催、

の

を

の

全

用、日本不 中部経

年 月 日、本会理事

連携強化を図るため、

決議、経済同友会全国

承認を得た後、同年

国 番目の同友会とし

済同友会の設立趣意書

会に

中

委員

月

てス

で

おいて、東西

部経済同友会

会（ 月 日

日創立総会を

タートした。

は、 中部経済

備
の
時
代

動産）と

産局長、

に、繰り

本会は、政

と東海

尽力した

緊密

東海

返し

府

県等

。

本会や地元

な連携体制をとり、ま

県出身国会議員及び

要望した。これらの活

が設置した 中部地方

と一体となって活動し

た

直

動

災害

、

自治体などからの強力な

、名古屋通 連合会

接政府要路 済同友

と同時に、 て緊密

対策本部 者それ

災害復旧に 者の運

ができ

は

会

な

ぞ

営

る

運動が効を 相互補完

中部財界を代表する団

は中部財界を構成する

関係に置かれるばかり

れ其の目的達成を容易

をあらゆる面において

（後略） と掲げられ、

体と

経済

でな

にす

合理

本

関係をうたっている。

して、中部経

人の団体とし

く（中略）両

るとともに両

的にすること

会との密接な

奏し、日

て、裁定

許可、ま

日本興業

限を撤廃

この伊

銀は

によ

た大

銀行

する

勢湾

復興融資に当たって市

る無査定、高率適用免

蔵省は被災大企業への

、日本長期信用銀行の

など、有効な措置が講

台風を契機に、災害対

中

除

融

割

ぜ

策

銀行に対し 同会

の協調融資 顧問が

資源として、 幹事に

引債発行制 なお

られた。 事務業

基本法が昭 離・独

の

就

は

、

務

立

設立発起人には、本会

任することとし、創立

佐伯卯四郎、金子嘉徳

中部経済同友会は、創

を兼務していたが、昭

した。

の会

総会

の両

立後

和

長、副会長、

後、初代代表

名が就任した。

本会事務局が

年度から分

和 年

害対策の

古屋港横

央提高さ

部の堤防

は万全が

月

基本

須賀

が格

期さ

更に、名四

日に制定され、文字通

となった。また、昭和

沖に高潮防波堤（全長

）が建設されたほか

段に強化され、名古屋

れた。

国道の用地買収が急速

り

、伊

港

に

、今日の災

年には、名 ［ ］
、中 局

勢湾沿岸

の防災対策 本会

の促進

進み、建設 出して

名

設

は

に

い

古屋地区へのテレ

置の要望活動

、名古屋地区へのテレ

関して、当地区で早く

た日本放送協会と中部

ビ

ビジ

から

日本

ジョン放送

ョン放送免許

免許申請を提

放送 に対し

のスピー

日市両港

屋港南部

の農業用

盤となっ

ドア

の整

工業

水、

た愛

ップが図られたことや

備進展につながった。

地帯への工業用水や知

上水を供給し、当該地

知用水の工事も大いに

、

同

多

域

進

名古屋、四 速やか

時に、名古 月、電

半島地域へ もに、

の発展の基 れぞれ

展した。 要望書

その

に

波

昭

郵

を

結

免許を与えられたいと

監理審議会の意見陳述

和 年 月及び 月、

政大臣並びに電波監理

提出した。

果、日本放送協会名古

して

会に

昭和

審議

屋中

、昭和 年

出席するとと

年 月にそ

会会長あてに

央放送局に対

［ ］中

中部地

東京の経

要望が出

部

域に

済同

され

経済同友会の設立

おける経済同友会の設

友会及び各地の先発経

ていたことから、本会

立

済

に

して昭

また、

については、 予備免

同友会から られ、

おいて検討 ジョン

和

中

許

同

の

年 月に予備免許・

部日本放送 に対して

、昭和 年 月に本免

年 月 日にわが国初

本放送が開始された。

本免

は昭

許が

めて

許が与えられ、

和 年 月に

それぞれ与え

の商業テレビ
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（活動第

を見据え
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期 昭和 年度 昭

たプロジ
和 年度）

ェクトの推進
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を
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据
え
た
プ
ロ
ジ
ェ

昭和 年

会で、佐伯卯

第 節 井上五

（ ） 月 日開催の第

四郎第 代会長が任期半

郎会長の就任、

回定時総 遠山静一

ばで退任し、 六銀行頭

副会長の増員

の 名が退任し、代わって

取、香春三樹次東海製鐵

高橋順吉 十

社長、森四郎

ク
ト
の
推
進

後任の第 代

会長）が就

就任以来、

また、昭和

に、それぞれ

井上五郎新

会長に井上五郎顧問代表

任した。佐伯会長は、昭

期 年在任し、退任後は

年 月から 年 月まで

就任した。

会長は、就任挨拶の中で

（中部電力 森林 社

和 年 月 昭和

名誉理事に、 川不器男

は名誉会長 電気工業

が就任し

、 人と人 昭和

長の 名が就任した。

年の改選期には、香春三樹

トヨタ自動車工業 社長、

社長、芝谷常吉三重交通

、 名となった。

年の改選期には、榎並 夫

次が退任、中

須崎潔揖 川

社長の 名

が退任し、前

のふれあいを

会の発展並び

の興隆に尽く

の事業方針に

発展を目標と

の地域経済開

核たらしめる

大事にし、在来の方針を

に中部経済圏、ひいては

していきたい と述べ、

おいて、 わが国産業経済

して中部経済 ヵ年計画

発計画を指標に、当地域

官民の協力を求めるとと

受け継いで 年に就任

わが国経済 信男富士

昭和 年度 器 社長

の安定的 開した。

並びに一連 昭和

を経済的中 の急逝（

もに、より 補充を行

していた川村久光東海製糖

製鐵 副社長の 名に、岩

が加わり、 名と増強し活

年度は非改選期であったが

昭和 年 月 日）もあっ

い、横山通夫が再び就任し

社長、金子

田蒼明日本陶

発な活動を展

、中川不器男

て、副会長の

たほか、プロパー

以上に委員会

井上会長は

を務めたが、

上会長就任時

就任していた

和 年 月に

活動を強化する と表明

、昭和 年 月まで 期

その間会長を補佐した副

（昭和 年 月）では、

横山通夫中部電力 社長

就任した榎並 夫四日市

した。 で常務理

年会長職 昭和

会長は、井 宅重光

前年 月に 業 社長

に加え、昭 翌昭和

倉庫 社長、 三重交通

事の西村義雄が就任し、

年の改選期には、芝谷常吉

東海銀行頭取と豊田英二ト

の 名が就任、 名と陣容

年には、金子信男が退任し

社長が就任した。

名となった。

が退任し、三

ヨタ自動車工

強化を図った。

、田中健之助

神野太郎中部

長、永井嘉吉

行頭取、遠

あった。

昭和 年の

瓦斯 社長、野淵三治日

新東工業 社長、小寺勝

山静一津島染色整理 社長

改選期には、小寺勝昌、

本碍子 社

昌 十六銀

の 名で

横山通夫、

また

事制、

川哲郎

に小島

任した

、

事

（

正

。

昭和 年 月の総会決

務局長制を取り入れ、

中部電力 常務取締役

勝（中部電力 管理部

定に

初代

）、

長）

より、専務理

専務理事に中

初代事務局長

がそれぞれ就

第 章第 章
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第

県の統合を提唱

節 主な活動の概

東海 県

中部

要

知事など政府、関係地方自

県の統合を要望する との

治体の要路に

要望書を提出

昭和

経済の発展

民の福祉、経

広域行政の必

要望は広範な

こうした中

台風による大

ク
ト
の
推
進

年度の事業方針に明記

に伴い年々各県の格差が

済の発展を阻害している

要性、東海 県合併に対

分野で意識されていた。

で、昭和 年 月に起こ

災害は、当地が天恵の地

（昭和

広がり、住 更に、

ことから、 県知事

する各界の を行い、

県

った伊勢湾 議長に

として考え 穂本会

年 月 日）した。

翌昭和 年 月 日開催の

の出席を得て、 統合につ

知事・財界人協議会（佐伯

、東海 県知事、本会副会

顧問で構成。奇数月ごとに

定例理事会に

いて の懇談

卯四郎会長を

長、佐々部晩

開催）

られ、またそ

再検討を促す

い連携のもと

なされ、この

力がいかに強

統合”の声を

れを与件として施策され

きっかけともなった。東

で復興に努めた結果、早

ことが地域住民に対し、

力であるかを認識させ、

急速に高めることにつな

た諸計画の 県

海 県が強 を議長

期に復興が 企画室

県一体の 夫、神

“東海 県 員によ

がった。 を設置し

企画担当長会議（田淵寿郎

に、 県の企画担当長、中

長、本会側から佐伯卯四郎

野太郎、榎並 夫各理事、

って構成。偶数月に開催）

、 県合併を目標に、 県

本会名誉顧問

部地方建設局

会長、横山通

田口利八評議

の民度を等し

本会では、

て、 中部

の強化拡大を

地帯の建設と

総合発展を期

して北陸・長

これら事業の

すでに昭和 年度の事業

経済の長期総合計画を樹

図る、 伊勢湾港並びに

これを根幹とする中部

す、 中部地区内外の道

野との連携を強化する、

達成に障害となる現行府

方針におい く向上さ

立し、基盤 努力する

伊勢湾工業 同時に

県の有機的 佐伯会長

路網を整備 有無、害

を重点とし、 ことにし

県制度の垣

せるための諸施策について

ことを申し合わせた。

、 県統合条件調査特別委

のもとで、 県の合併によ

ある場合の除去方法等につ

た。

一体となって

員会を設け、

る利害関係の

いて討議する

根を破り、実

（愛知・三重

初めて 県統

翌昭和 年

県（愛知・岐

の緊密化と諸

質的な道州制を目標とし

・岐阜）の一体化に努力

合の意向を明確に示した

度の事業方針では最初に

阜・三重）の統合を目標

事業の統合化に努力する

て中部 県 田中

する と、 昭和

。 審議会委

、 中部 行政学の

として、そ を招聘し

とうたい、 演を求め

東大教授に理論武装を依

年 月 日、地方制度調査

員で府県合併を強く主張し

権威、田中二郎東京大学教

、 府県統合はなぜ必要か

た。その後田中教授は、

頼

会委員、行政

ていたわが国

授・法学部長

について講

県知事・財界

県統合を活

県統

本会は、伊

くすと同時に

動の柱とした。

合のための検討会議を設

勢湾台風の災害復旧活動

、中部経済同友会と連名

人協議会

合併を主

佐伯会置

に全力を尽 の考えて

で岸首相、 た とし

のメンバーと懇談、道州制

張する理由を分かりやすく

長らは、田中教授の主張

いることを理論的に説明

て、同年 月 日の理事会

ではなく府県

説明した。

に接し、 本会

していただい

において緊急



動議を提出、田中教授に東海 県の統合案につい

て行政学上の

た。

田中構

田中教授の

まで丸 年を

観点からの研究を委嘱す

想の完成と 活動

研究は、昭和 年 月か

かけ、 東海 県統合構

ることとし

ら 年 月

想 という
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厖大な報告書

よって、東海

にも実証的に

本会では、

合併推進委員

統合条件調査

構想の消化に

として上梓された。この

県統合の必要性と可能

も体系づけられた。

野淵三治副会長を委員長

会（昭和 年 月、それ

特別委員会を改称）にお

努めるとともに、田中構

田中構想に

性は理論的

県合
とする 県

までの 県 まで及び

いて、田中 者、学生

想を背景と ネルギッ

併構想説明会（昭和 年 月

、その対象も青年層、婦人

、業者団体など、各界各層

シュに行われ、 年有余の

日、伊勢市）

層、学識経験

にわたってエ

間に開いた合

ク
ト
の
推
進

して経済人と

を練り、同時

どの資料を作

しての意見を加えた中経

に啓蒙・ 用の 県合

成した。

連合併構想 併説明会

併問答集な その後

阪、奈良

動が起こ

は 地方

また、自

・懇談会は約 回に及んだ

、府県合併の動きが拡大し

、和歌山、中国では広島、

るなどし、昭和 年の第

公共団体連合法案 提出の

民党有志による議員立法と

。

、関西では大

島根の合併運

回通常国会に

動きがあり、

して 都道府

府県合併に関し本会が作成したパンフレッ

県合併促

れも会期

昭和

井上会長
ト類 を強く主

参議

進特別措置法 の動きがあ

不足で未提出に終わった。

年 月、第 次地方制度調

が委員として参画し、府県

張、翌 年 月の同調査会

院先議で可決、第 国会

ったが、いず

査会に本会の

合併の緊要性

答申では、委

で廃案

昭和 年

野淵副会長等

首脳を訪ね、

ともに 県の

訪ね協力を要

同年 月

月 日から 日にかけ、

は、池田首相をはじめ政

東海 県合併の必要性を

知事、関係市長、商工会

請した。

日には、この問題を議題

井上会長、 員の大多

府、自民党 性を確認

強く説くと うたった

議所会頭を かかる

きが国レ

とする本会 ら第 段

数が広域行政の必要性、府

、 都道府県合併特例法

。

答申を待っていた本会は、

ベル、法案制定の動きに移

階の活動を終えたとして、

県合併の妥当

制定の必要を

府県合併の動

行したことか

昭和 年 月

の臨時総会を

の推進を承認

た三重県説

政・財界人を

活動は 県

開催し、満場一致で正式

した。また、翌 日、津

明会を皮切りに、東海 県

対象に を開始した。

下各地をはじめ中国、四

に 県合併 日、井

市で開かれ

下各地の

説明会・ （前略）

国、九州に およばず

上会長名で下記の声明を発

府県合併促進に関する声

本会は、今回の調査会の

ながら経済団体として許さ

表した。

明

答申によって、

れる一端の責
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務を果たした

史

ものと考えます。 て、昭和 年 月 日 都道府県合併特例法案

しかし、こ

の解決はむし

その実現はわ

大きく政治的

す。すなわち

で当該住民の
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れはあくまで一歩前進で

ろこんごにあります。と

が国行政制度上の一大改

に推進されることを必要

、答申にあるごとく こ

自主的な総意によって決

あって問題 が閣議決

いうことは、 議院にお

革であり、 が行われ

といたしま しかし

れはあくま 月 日解

定されねば ん廃案と

定され、同年 月 日には

いて、永山自治大臣から提

た。

、会期不足から継続審議と

散した第 国会で、合併特

なった。翌昭和 年 月

第 国会の衆

案理由の説明

なり、同年

例法はいった

日旧案のまま

ならない か

もちろん地方

各界各層の一

期しえられる

中部経済連

ついて格段の

これが具体化

ク
ト
の
推
進

らであります。したがっ

公共団体・各種団体・住

致協力によって、初めて

のであります。

合会は、今後とも府県合

努力を続けたいと考えま

は以上の通りで一経済団

て、政府は 再度閣議

民代表など 審議は進

その実現が 昭和

審議入り

併の促進に 審議未了

す。しかし、 昭和

体のよくす 出、閣議

決定のうえ第 国会に提出

まず、継続審議扱いで推移

年 月 日の第 国会地方

したものの同月 日の国会

、廃案となった。

年 月 日、第 国会に三

決定され、 月 日合併特

したものの、

した。

行政委員会で

対策委員会で

たび法案を提

例法案は参議

るところでは

の恵まれた自

得るよう合併

祉を向上する

寄与し先覚的

ご尽力を期待

ありません。本会は、東

然的・社会的条件を遺漏

を確立して、地域の繁栄

に止まらず、延いては国

役割をつくすため、官民

する次第であります。

海三県がそ 院先議と

なく発揮し た。その

・住民の福 案可決、

家の進展に 院送付と

こぞっての 大学法

了・廃案

なり参議院地方行政委員会

後、 月 日には質疑打ち

翌日には参議院本会議で原

なった。しかし、会期末

案 等の重要法案 余件と

となった。

で審議入りし

切り・合併法

案可決・衆議

の 月 日、

ともに審議未

昭和 年

（原文のまま

以後は、機

に合併の合理

月 日

中部経済連合

会長 井 上

）

会あるごとに政府、自民

性を し、その推進方

他方、

会 頭に就任

五 郎 州制によ

運動を進

本会で

党等の要路 を踏まえ

を求めた。 問題、沖

同年 月 日、新たに日本

した永野重雄氏は、就任挨

る広域行政 の推進を提唱

めることになった。

は、このような経緯と情勢

、今後の対応を検討した結

縄返還、国会解散等の政治

商工会議所会

拶において 道

、全国規模で

の新しい展開

果、日米安保

情勢を踏まえ、

例えば、昭和

会が開かれ、

りで開かれて

経済団体で構

長は府県合併

同協議会は総

年 月 日、大阪にお

その後、毎年春秋 回各

いた西日本経済協議会（

成）の総会において、毎

の必要性を強調した。こ

会決議を行い、府県合併

いて創立総 また、昭

地域持ち回 声明（前

中部以西の とりやめ

回、井上会 合併活動

れを受け、

特例法案の ［ ］中

和 年 月 日の府県合併

述）に基づき、この運動の

、今後の推移を静観するこ

に一応の終止符を打つこと

部発展のための長期計

促進に関する

積極的推進を

ととし、 県

となった。

画の策定
成立を要望し

府県合併の

方制度調査会

段階に入った

踏み切り、各

続けた。

動きは、国会の場に移り

の答申により論議の時代

。自治省は、合併促進法

方面との折衝等による紆

、第 次地

から実行の

案の起草に

余曲折を経

東海

主体の

りをみ

発

地

産

せ

展への回廊 大伊勢湾

域は、戦後の復興需要

業構造の特色を生かし

た。その後、昭和 年

総合

を背

、い

代に

開発の展望

景に、軽工業

ち早く立ち直

おいては、既



存産業の発展に加え、石油化学工業、鉄鋼業など 当たっては、名古屋の保持する経済的社会的求心

の近代産

西両経済

また、当

恵まれた

れている

業

圏に

地域

地域

もの

や諸機能の集

（重化学工業）の立地な

次ぐ経済圏域を形成し

は、用地、用水、港湾

であり、その潜在能力

の、東西両経済圏に比

ど

つ

等

は

べ

積の面で大きく立ち遅れ

により、東 力を極

つあった。 の開発

自然資源に ながら

高く評価さ ことが

、経済規模 すな

端

基

、

必

わ

ていた。 四日市

に助長することなく、

幹都市を中心に特性に

ワンセット都市群とし

要であるとした。

ち、 伊勢湾の回廊地

各地

見合

て発

帯に

・桑名 岐阜・大垣

域がそれぞれ

う成長を図り

展・成長する

、 津・松阪

岡崎・豊田
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昭和

との競合

によるわ

出の指向

いた。

更に、

年代

関係

が国

など

国内

た。昭和 年

に入り、世界市場にお

の発生、発展途上国の

産業との競合、わが国

、国際環境の大きな変

においても大きな環境

け

工

産

化

変

代の高度経済成長期を通

るアメリカ 豊橋

業化の進展 万

業の海外進 次産業

に遭遇して 機能の

として

化が見られ 報化・

・

都市

の

集

機

国

じて、人口 を図る。

豊川 の五大開発基幹

圏への発展を目標に、

育成と、その地域が必

積を図る。 名古屋は

能することを目標に、

際化 及び高次中枢管

都市

第

要と

当地

産業

理機

伊勢湾内における主要港

群を配置して、

一・二及び三

する管理中枢

方の中心都市

の高度化 情

能の集中強化

は、その地域

ク
ト
の
推
進

（労働力

中、東京

このよ

成長に伴

化した物

の遅れな

）、

の求

うな

って

価上

どの

産業（工業）、経済諸機

心的構造の形成であっ

国際、国内環境のもと

顕在化した地域間の所

昇、経済発展に対する

課題を、今後の経済発

能

た

で

得

社

展

等の東京集 の都市

。 港は国

、高度経済 る。な

格差、恒常 を促進

会資本整備 学校あ

の過程にお う。

の

際

お

す

る

山

成長に見合う規模の開

貿易港の要として、港

、このほか各主要港の

る。 回廊外側の丘陵

いは研究機関等を目的

地山脈及び海域に広が

発を

勢の

機能

地帯

に応

る国

図る。名古屋

拡充強化を図

分担と一体化

には、住宅、

じて配置を行

立国定ないし

いて解消

上を図る

このよ

を中心と

るべき姿

方策を国

する

こと

うな

する

と、

民経

ととした。

とともに、国民生活水

が必要である。

認識のもとで、発展性

東海 県の 年後（昭

これに到達するために

済的な視野に立って調

準

豊

和

必

査

の一層の向 県立公

然を生

かな伊勢湾 この

年）のあ 特色あ

要とする諸 廊とし

研究するこ よって

園

か

よ

る

て

、

そが当地

等は観光レクリエーシ

した有効利用を促進す

うに、地方中核都市を

都市圏を形成するとと

、すなわちネットワー

総体として東海地域の

方の未来像であるとの

ョン

る。

中心

もに

ク

発展

見方

地帯として自

にそれぞれが

、それらを回

化することに

を図ることこ

に立っている。

これを

研究会（

称）にお

の展望

この報

総生産、

受け

前年

いて

をと

告書

産業

、昭和 年 月、大伊

度までの伊勢湾総合開

発展への回廊 大伊

りまとめた。

では、人口・産業別就

別生産所得、産業別労

勢

発

勢

業

働

湾総合開発 こうし

研究会を改 提唱す

湾総合開発 もなっ

更に

人口、国民 両経済

生産性など 付与し

た

る

て

、

圏

て

考え方は、新しい都市

ものであり、今日の当

いるといえるものであ

当地方の将来発展の起

では開花しえない大規

、潜在能力をフルに引

圏開

地域

る。

爆剤

模プ

き出

発のあり方を

発展の原型と

として、東西

ロジェクトを

すことが必要

マクロフ

海地方の

今後は

会人口増

認識して

レー

新し

、昭

が期

今後

ムを独自推計し、それ

い経済社会建設の方向

和 年代のような大幅

待できないことにあり

の開発を考えるべきだ

を

性

な

、

と

もとに、東 との観

を示した。 大に伴

人口増 社 的な流

このことを 湾に、

し、開発に 際（貨

点

う

通

国

物

から、経済規模の拡大

わが国の物流体系の近

体系の一環として組み

際貿易港（自由港）の

）空港の建設というト

、貿

代化

入れ

設置

ラン

易依存度の増

を図り、国際

るため、伊勢

と、大規模国

スファープロ
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ジェクトを提

史

唱した。 昭和 年 月には、創立 周年記念として 中

伊勢

先に中

廊 大伊

発整備方

湾

間報

勢湾

策に

もに、経済開

第
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え
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総合開発の展望

告としてとりまとめた

総合開発の展望 に盛

ついて更に具体的に掘

り

り

発と社会開発の接点を求

部三県

画 を

発展への回 委嘱）

込まれた開 見通し

下げるとと ための

（

策

、

た

マ

めて広範な の部分と

岐阜・愛知・三重）主

定（パシフィック・コ

年後のモータリゼーシ

県の自動車専用道路

スタープランを提示し

要都

ンサ

ョ

、一

た

断ったうえで、 伊勢湾口

市連絡道路計

ルタンツ に

ンの進展等を

般道路整備の

。更に、 夢

海峡横断道路

分野にわ

鋭意作業

の第 回

望 と題

都市づく

部を 地

たっ

を進

定時

した

り方

域に

地域につい

ク
ト
の
推
進

て検討するため専門委

めた。その結果、昭和

総会において 伊勢湾

総論編（大伊勢湾総

策など）、 都市圏編

分け、更に圏域外とし

員

総

合

（伊

て

ての都市圏形成方策）、

会を設置、 （現在

年 月開催 建設促

合開発の展 大阪線

開発の意義、 川・飯

勢湾回廊 状線強

岐阜県の計 として

、

進

（

田

化

建

成長産業 在東海北

伊勢湾口道路建設構想

要望中）、 四日市・伊

名阪国道として供用中

線（中央自動車道とし

（東海環状自動車道や

設中）、 関 白鳥 富

とし

賀

）、

て

名古

山

陸自動車道として建設中）

て実現に向け

上野・奈良・

小牧・中津

供用中）、 環

屋環状 号線

伏木港線（現

等の建設の必

編（情報

業種に

際貨物空

航空輸送

要性をう

、観

つい

港編

界の

たう

光、住宅、省力、合成

て将来の産業規模等を

（わが国経済の国際化

動向を踏まえ国際貨物

）の 部作を正式承認

材

予

の

空

し

料の新成長 要性を

測）、 国

進展と世界

港設定の必

た。

指

小
昭和
通。
東
昭和
線開
富
昭和
月高

摘した。

牧 西宮間。昭和 年 月小
年 月小牧 一宮間の供

京 小牧間。昭和 年 月東
年 月大井松田 御殿場

通。
士吉田線と西宮線に分かれて
年 月高井戸 河口湖の

牧
用開

京
間の

おり
施行

井戸 調布間の供用開始により全

吹田間の施行命令、
始をもって全線開

静岡間の施行命令、
供用開始により全

、富士吉田線は、
命令、昭和 年
線開通。西宮線は、

［ ］名

路の建

地域の

路網の整

“地域開

阪

設

総合

備が

発の

に、整備の遅

国道、中部横断高

促進

的な発展のためには、

不可欠であることから

主柱は道路にあり”と

れが顕在化している当

速

基

、

の

地

自動車道

ここ

盤となる道 活動を

本会では、 路（現

考えのもと 会の関

昭和
勝沼

で

展

・

わ

域の道路網

年 月韮崎 小牧間で施
甲府昭和間の供用開始によ

は、この期間に本会が

開した名阪国道と中部

東海北陸自動車道）に

りについて述べる。

行命
り全

精力

横断

つい

令、昭和 年 月
線開通。

的に建設推進

高速自動車道

ての概要と本

整備につ

の臨海地

て、名四

また、

月 日

箇年計画

いて

帯の

国道

第

閣議

（

、創立後直ちに、名古

開発と国道 号の交通

の建設に全力を注いだ

次道路整備 箇年計

決定）、更には 第

昭和 年 月 日閣議

屋

緩

。

画

次道

決

四日市間 名

和をねらっ 前述

を考慮

（昭和 年 う構想

路整備 の

定）におい 線、木

阪

の

し

に

曽

（ ）

国道

名四国道は、本会が当

て幅員 まで拡幅の

反して、日光川から東

車線、西の四日市まで

、長良・揖 の両大橋

初提

余地

の

が

など

案した 将来

を残す とい

名古屋市内が

の 車

大橋梁部分は

て建設整

東名高速

ら高速道

ともに、

望活動を

備が

道路

路の

中央

展開

打ち出された名神高速

（ ）の建設が始まる

建設促進のための要望

（ ）自動車道 の建設

した。

道

に

活

に

路 、 わずか

及び、これ この

動を行うと から、

ついても要 論にお

する時

た

第

い

に

車線の設計であった。

め、本会では、早晩満

二名四国道の必要性を

て、 名四国道がよう

、次の道路の建設を国

杯に

議論

やく

とし

なるとの考え

した。その議

着工しようと

ては容易に承



認しないのではないか。 名古屋 大阪を結ぶ主 屋 大阪間が全線開通した。

要幹線道路の

大阪北部地区

ばかりでなく

状態にある。

ろん名神高速

回ることが確

国道 号あるいは名神高

に集中しており、混雑・

、冬期には雪害による影

昭和 年代には、国道

道路でさえ、交通量が計

実視されている。

速道路は、

不便である 中部

響を受ける 中部を

号はもち 部・北陸

画容量を上 となる。

主要都市

横断高速自動車道路

横断する高速自動車道路

両地域の経済、文化の交流

本会は、 中部三県（岐阜

連絡道路計画 （昭和 年

の建設は、中

促進のかけ橋

・愛知・三重）

月公表）の

第

章

明
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ジ
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従って、結

離で結び、

ルート（名古

が必要である

昭和 年に

り関西財界に

体制の確立に

論として、名古屋 大阪

あまり季節的影響を受けな

屋 亀山 天理 堺）の

、とした。

は、建設の必要性を当地

対し強力に提唱し を

努めた。他方、当地域に

間を最短距 中で、 関

い南回り をうたい

道路の建設 を展開し

訪問した

域はもとよ を得るま

進め、協調 経済の急

おいては、 わって、

白鳥 富山伏木港線

、趣旨の徹底と早期具現化

た。しかし、昭和 年 月

際に構想の一端を発表した

でには至らなかった。とこ

速な進展と豪雪による交通

両経済圏を広域的に連携す

建設の必要性

のための活動

に富山財界を

ものの、共感

ろが、その後、

途絶なども加

る高速自動車

ク
ト
の
推
進

同年 月に三

盟会を発足さ

その後、河

トのうち亀山

して取り上げ

ある名古屋

重県及び関係 市町村が

せた。

野建設大臣が現地を視察、

天理間（ ）を国

、千日での完成を命令、

亀山、天理 大阪両区間

建設期成同 道建設の

本会は

南回りルー 等の場に

直轄工事と たわら一

その両端で を得るた

の工事は日 訪して説

必要性が痛感されはじめた

、これに呼応して、 県企

おいて東海 県側の協力態

般への を続けた。更に

め、昭和 年 月北陸 県

明を行った結果、 月に北

。

画担当長会議

勢を整えるか

北陸側の協力

の官財界を歴

陸側の連絡役

本道路公団に

松原 間

月に暫定 車

高速道路に切

名古屋西

年 月までに

高速道路の名

よって施行することとな

が西名阪自動車道として

線で供用開始し、昭和

り替え・編入された。ま

間は、東名阪自動車道と

全線供用開始となった。

古屋 までの延伸が平成

った。天理 である富

昭和 年 建設促進

年 月には の斡旋に

た、亀山 山、石川

して昭和 速自動車

更に、東名 が結成さ

年 月ま 開された

山県当局者より 県関係者

同盟会の結成申し入れなど

より同年 月 日愛知、岐

、福井の 県と名古屋市で

道建設促進同盟会 （会長

れ、行政が中心となって活

。

を母体とする

があり、本会

阜、三重、富

中部横断高

県は岐阜県）

発な活動が展

でに完成し、本会が提唱して以来 年振りに名古 翌昭和

（昭和

同盟会の

会 に変

開発幹線

改正（昭

年 月 日に東海北陸自

年法律第 号）が施行され

名称は 東海北陸自動車道

更された。しかし、昭和

自動車道建設法（昭和 年

和 年法律第 号）があ

動車道建設法

たことに伴い、

建設促進同盟

年 月に国土

法律 号）の

り、本自動車

名阪国道開通（奈良県一本松 付近）（昭和 年

道は拡大

建設省

昭和 年

や沿線地

月 日） は、関係

吸収され、単独法は廃止と

（中部、北陸地方建設局）

度から昭和 年度にかけて

域開発基本計画の策定等を

地方自治体や北陸経済連合

なった。

や同盟会では、

交通量の予測

行った。本会

会とも協力し
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て建設促進の

史

要望を続ける一方、東海北陸自動車 このような状況等を反映して、昭和 年 月

道を南進させ

路線変更を建

更の承認を得

なお、東海

点に、富山県

の国土開発幹

第
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明
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伊勢湾に直結しようと、

設省に強く要請、昭和

た。

北陸自動車道は、愛知県

小矢部市を終点とする全

線自動車道である。

愛知県内の 日、本会

年 月、変 太郎豊橋

任）は、

一宮市を起 東三河地

長 結集した

本会会長

理事（翌 年 月副会長に

商工会議所会頭（発足時に

従来の東三河産業経済研究

域全域の自治体及び経済団

東三河産業開発連合会

の佐伯卯四郎が同会の顧問

就任）の神野

は会頭職を辞

所を発展させ、

体のすべてが

を創立した。

に就任すると

［ ］地域

に関する

地域開

） 豊橋に日

る活動

ク
ト
の
推
進

開発、経済政策、産

要望・提言並びに実

発への取り組み

本鋼管、三重県に八幡製

ともに各

助を行っ業政策等
こうし現活動
管の製鉄

正副会長

鉄を誘致す 開するこ

をとり、

種計画の策定、実行に関与

てきた。

た中で昭和 年 月、豊橋

所進出の話が本会に持ち込

会で協議の結果、積極的に

ととし、同地区の官民有力

協力体制を整え、日本鋼管

して内面的援

地区に日本鋼

まれた。本会

誘致活動を展

者たちと連携

首脳と協議を

豊橋市を中

勢湾の資質を

を有する地域

ある。本会で

部経済 ヵ年

県にとって京

心とする東三河地域は、

生かすことにより、大き

として、将来性が期待さ

は、このような東三河地

計画 （昭和 年 月）で

浜地区への玄関口、また

恵まれた伊 行うなど

な開発余力 しかし

れる地域で 締め、設

域を、 中 には豊橋

は東海 いなかっ

、 東海 り、鋼管

の努力を重ねた。

ながら、国際収支の悪化に

備投資の抑制、日本鋼管の

地区が工業地帯としての諸

たことなどから、折角の話

は後に広島県福山市にそ

伴う金融引き

内部事情、更

条件が整って

も不調に終わ

の立地を決定

県合併構想

なった東への

をうたってい

一方、愛知

計画 （昭和

第 次愛知県

年が目標年

（昭和 年 月）では浜松

経済的接点と位置づけ、

る。

県が 天竜東三河特定地

年 月）の施策に基づき

地方計画（昭和 年 月

次）によると、 名古屋

と一体と した。

その重要性 一方、

に八幡製

域総合開発 鐵（東海

策定した 後、三重

策定。昭和 業化を図

から 圏 を折衝し

時を同じくした昭和 年、

鐵を誘致する活動を進めて

製鐵 として立地）の愛知

県では、県の体質改善を目

るべく八幡製鐵の四日市臨

ていたが、八幡製鐵の社内

三重県も津市

いた。富士製

県側立地決定

標に重化学工

海部への誘致

調査によると

外にある東三

野県の伊那地

対する独自の

の産業文化を

業地帯の造成

しかし、そ

河は、名古屋市の外郭地

方に連絡し、静岡県の浜

経済地域として豊橋市を

発展せしめる と規定さ

などによる工業化が指向

の開発規模は小さく豊橋

域として長 同地の地

松地方と相 界をとり

中心に地域 三重県と

れ、臨海工 として四

されていた。 その候補

港整備も具 当時は

盤に地耐力上の難点が判明

まく厳しい状況等から実現

しては、極力製鉄所の誘致

日市に替わる適地を調査、

地を見出し八幡製鐵と内交

、全国各県が地域経済発展

したことや業

できなかった。

を実現しよう

津市臨海部に

渉を進めた。

のため激しい

体性に乏しい

三河の官民に

議所百年史

ベルでの活動

ことになった

ものであった。この地方

対して“深刻な衝撃”（

より）を与えるものであ

の重要性、自助努力を強

。

計画は、東 製鉄所誘

豊橋商工会 期するた

り、広域レ 要がある

く認識する めてきた

本会で

致活動を展開している時で

めには地域の官民が一致し

ため、田中三重県知事は本

。

は知事より詳細な事情を聞

あり、実現を

て推進する必

会に協力を求

くとともに、



本会の基本的態度（中部経済圏の体質改善はわれ 経済の振興、道路、工場用地などの造成に比べ、

われの使命で

が、一つを絶

らう態度で臨

市が名乗りを

の条件が等し

対中部に工場

あり、工場誘致は積極的

対とせず数ヵ所を自由に

む。八幡製鉄誘致に関し

上げた場合、条件等を調

い場合は津市に決定して

を建設してもらいたいと

に推進する 勤労者た

選定しても は後回し

ては、豊橋 そこで

査し、両者 を設置し

欲しい、絶 具体的な

交渉するこ た中でた

ちのレクリエーション施設

にされている感が強かった

本会では、昭和 年 月観

、中部におけるレクリエー

開発構想を策定することに

またま中部地方建設局より

・地域の建設

。

光開発委員会

ション施設の

した。そうし

長良川河口堰
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と）を説明、

を経て全面的

会長、横山、

社に首脳部を

を建設される

画での考慮を

らこれも実現

了解を求めた。更に、理

にこれを支援することを

神野、榎並各副会長らが

訪問し、極力早期に三重

よう要請した。同社はそ

約したが昭和 年、不況

できずに終わった。

事会の承認 計画に関

決め、佐伯 帯として

八幡製鉄本 起された

県に製鉄所 ることに

の第 次計 長島町

等の影響か 重各県か

養老、多

連して、三県共通のレクリ

三重県桑名郡長島町の観光

ことから、これを取り上げ

なった。

は、木曽三川の輪中で、愛

らほぼ等距離の臨海要地に

度を加えた観光レクリエー

エーション地

開発問題が提

開発計画を練

知、岐阜、三

あり、対岸の

ション地とし

ク
ト
の
推
進

なお、同社

上、販売拡大

屋市港区空見

同工場は、新

空見工場とな

同製鐵所冷延

は、中京地区需要家への

を行う目的で、昭和 年

町に、調質圧延工場を

日本製鐵発足とともに名

ったが、昭和 年 月、

工場に移管して操業を停

サービス向 ては理想

月、名古 すること

働させた。 が確保さ

古屋製鐵所 レクリエ

その機能を 本会で

止した。 地を豊富

的な土地であることから、

に加え、名四国道の開通に

れることから、わが国でも

ーション地になりうると考

は昭和 年 月、対象地域

に配した総合レクリエーシ

諸施設を完備

よって利便性
まれ

稀な理想的な

えた。

全域に公園緑

ョン地として

一方、三重

トンという日

功、昭和 年

本会が進めて

クを画するこ

県では昭和 年 月、建

本鋼管のマンモス造船所

月着工、昭和 年 月

いる伊勢湾総合開発に大

ととなった。

造能力 万 の機能と

の誘致に成 （道路、

に完成し、 芸施設、

きなエポッ など）を

力を得て

和 年

観光計画

囲気を十分に発揮する開

交通、飛行場、国際見本市

総合娯楽施設、総合休養施

発案し、 県知事、名古屋

、三重県に対し基本的な調

月、約 年がかりで策定さ

基礎調査報告書 が提出さ

発・造成計画

会館、花卉園

設、ゴルフ場

市長などの協

査を依頼、昭

れた 長島町

れた。

しかし

観光振興

査を委託

県立公園

を一にし

この間

、この報告書は農業振興に

計画の基礎調査とはいえな

、昭和 年 月提出された

開発計画報告書 は、本会

たものであった。

昭和 年 月、桑名郡長島

重点がおかれ、

かっため再調

三重県水郷

の考え方と軌

町南端・松蔭

） 長島町観

高度経済成

津造船所展望（昭和 年 月）

光開発

長の波に乗って、当地域

地区の地

し、これ

同年 月

社常務）、

では産業、 立され、

下 から摂氏 余度

の活用を目的とした長島観

、服部知祥氏（同社社長）、

更には東西、中部の財界

翌昭和 年 月に、今日全

の温泉が湧出

光開発 が、

大谷伊佐氏（同

人によって設

国各地に見ら
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ークの先駆けといえる、温泉を核と 関する経済見通し の発表は見送られ、 自己企

した総合レジ

熱帯植物園、

次整備され、

地となってい
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ャーセンターがオープン

遊園地、大プール、ホテ

全国的に有名な一大レジ

る。

し、その後 業に関す

ルなどが順 その後

ャー・保養 を採用す

し（昭和

年度か

して専門

る見通し のみの発表に止

、経済見通しの策定は、よ

べきとの考えから、翌昭和

年作業）は見送られた。

ら経済情勢委員会と改称し

委員会を設置して作業に当

められた。

り高度な方式

年度の見通

そして、昭和

、下部組織と

たった。

ク
ト
の
推
進

策定方

経済見通

計算方式

中部の経

度経済見

その後

毎年 月

法について慎重に検討した

しの策定に当たって用いて

に準じた方式と同じ方式で

済団体として初めて本格的

通し を策定、 月に公表

昭和 年度経済見通し

あるいは 月に、翌年度の

結果、政府が

いる国民経済

行うこととし、

な 昭和 年

した。

から今日まで、

経済見通しを

企業経

） 経済見通

本会は設立

造の改革など

長島温泉全景

営に資する諸活動の積極

しの策定

以来、産業基盤の整備充

を進めることにより、中

策定し、

済運営に

ている。的展開

また、

実、産業構 から経済

部経済圏の の計量モ

その経済判断をもとにして

ついて中部経済界からの政

昭和 年度見通しの策定作

情勢委員会の委員長会社で

デルを作成し、これを使っ

、翌年度の経

策要望を行っ

業（昭和 年）

本会見通し用

た作業方法に

体質改善に資

これらの整備

き、経済も開

の推進などに

こうしたなか

翌年度の日

なった。

することを活動の柱とし

について一応の成果をみ

放経済体制への移行、所

より大きな変化を遂げつ

で、今後の企業経営に資

本経済の見通し を策定

てきたが、 変更し、

ることがで ） 年

得倍増計画 昭和

つあった。 備投資の

する目的で と賃金高

することに ず、しか

のことも

より客観性を持たせること

不況克服策を急遽建議

年のわが国経済は、それま

ための借入金の圧迫に加え

に反した需要の減退で、生

も政府は予算の一部を 上

あって、倒産の多発など、

とした。

での急激な設

、労働力不足

産性が上がら

げにするなど

景気は未曾有

昭和 年

エコノメトリ

方法など景気

者予測調査

項目は予め景

出し、これを

月、経済情勢分析委員会

ック・モデル、景気動向

予測の手法を検討した結

の手法を採用することに

気動向に関する指標など

基にして、 日本経済全般

を設置し、 な不況局

指標による 本会で

果、 企業 深刻な影

した。調査 事会で、

項目を選 は、とり

に関する 予算編成

面にあった。

は、東海地域の産業、経済

響があったため、急遽昭和

総合政策懇談会を設置した

あえず昭和 年度補正予算

前までに、政府に対する要

界においても

年 月の理

。同懇談会で

、昭和 年度

望書をとりま

もの と 自

け、昭和 年

月末に全会

しながら、回

タ相互の整合

己企業に関するもの の

度の経済見通しを作成す

員あてにアンケートを行

収率が低かった（ ％）こ

性の欠如等により 日本

種類に分 とめるこ

ることとし、 示した。

った。しか まで作成

とやデー おいて審

経済全般に 望書 が

ととし、原案作成を経済情

同専門委員会で集中討議の

し、 月 日の本委員会及

議の結果、 総合経済対策

承認され、早速代表が政府

勢委員会に指

うえ第 次案

び同懇談会に

についての要

、自民党首脳



及び政府関係機関に説明、建議した。 て研究を行い、昭和 年 月 米の管理制度に対

この要望書

出振興、 物

政、特に問題

と規模、条件

を行った。ま

め所得減税よ

は、 財政金融、 企業

価対策の 項目から成っ

となっていた赤字公債発

などについてかなり突っ

た、減税については、不

り企業減税にウエイトを

減税、 輸 する提言

ており、財 統制方式

行の必要性 した。

込んだ提言 更に、

況対策のた に関する

置くべきで 備の促進

をまとめ、米の管理制度

から間接統制方式への転

同委員会では、昭和 年

提言 をまとめ、国内木材

、木材流通、加工部門の合

を現行の直接

換などを主張

月 木材需給

生産の基盤整

理化等の必要
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あると主張し

税の毎年 ％

の施策として

取り扱い上の

損金算入制度

ち出したこと

） 消費者物

た。更に、長期的対策と

ずつ 年間にわたる引き

税制面における株式資本

不合理を緩和するため資

、設備更新による特別償

などが大きなポイントで

価高騰に対する各種意見

して、法人 性などを

下げ、当面 また、

と借入金の な供給体

本金の ％ 流通機構

却制度を打 体制の整

あった。 をとりま

の建議 ） 税制

指摘した。

同年 月には、畜産物の低

制の確立のため畜産経営の

の合理化、輸入自由化の促

備をうたった 畜産物需給

とめ、関係要路に建議した

改正への提言

廉かつ安定的

近代化促進、

進と開発輸入

に関する提言

。

ク
ト
の
推
進

昭和 年当

価の安定的推

平均 ％に

顕著な騰勢を

本会では、

経済政策につ

時のわが国の消費者物価

移と対照的に、昭和 年

対し昭和 年 年は年平

示していた。

このような状況に鑑み、

いての要望書 に続いて

は、卸売物 わが国

年の年 要性から

均 ％と、 期的にみ

方、中央

先の 総合 ぞれ研究

、昭和 年 昭和

税制のあり方について幅広

、昭和 年度に税制委員会

た租税体系、特に直接税と

・地方財政の現状と対策に

を重ねた。

年度には、産業界として緊

く研究する必

を設置し、長

間接税のあり

ついて、それ

急を要する資

月、政策懇

いて 消費者

消費者物価

とめ、政府、

会に建議した

このレポー

対する寄与度

談会（総合政策懇談会を

物価高騰の現状とその対

高騰抑制に対する要望書

自民党、物価問題懇談会

。

トでは、 年間の消費者

をみると、食料品関係と

改称）にお 本自由化

策 並びに 企業減税

をとりま 度には、

、米価審議 る改正

政金融委

物価上昇に 証券市場

対個人サー まとめた

対策、輸出振興対策、公害

の要望をとりまとめた。ま

法務省からの 株式会社監

試案に対して意見を具申し

員会と改称した昭和 年度

の振興策 （昭和 年 月

。

対策について

た、昭和 年

査制度に関す

た。更に、財

には 名古屋

公表）をとり

ビス料金の両

費者物価高騰

食品・菓子等

このため、農

ス料金対策、

ついて、経済

者で ％を占めているこ

の最大要因が農林・水産

の中小企業製品にあるこ

水産物・加工食品対策、

物価とカルテルとの関係

人の感覚から物価問題を

とから、消 ） 地域

製品、加工 東海

とを指摘、 本会は

公共サービ ため四日

等の問題に や東海製

総合政策の を展開し

産業の振興についての活動

県の工業配置 の提言

、創立以来中部経済の体質

市旧海軍燃料廠跡の石油コ

鉄の誘致など重化学工業化

てきた。

改善に資する

ンビナート化

に資する活動

一環としてア

一歩日本経済

道はない と

また、物価

会では、農産

プローチし、 長期的視野

の近代化を進める以外に

した。

高騰問題に関連して、農

物価格をめぐる諸問題と

から一歩 しかし

物価安定の 状をみる

路、用地

林政策委員 県と市が

対策につい 的な利用

ながら、東海 県における

と、基幹産業及び関連産業

、用水等の産業基盤の整備

独自の立場で行い、資源の

ならびに開発を期待するこ

工業配置の現

の立地や、道

は、ほとんど

広域かつ効率

とは難しい状
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そのためには、当地域において、どのような業

本会が、東

ここにあり、

において 東

県鼎立によ

こに賦存する

によって得ら
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海 県合併を推進する理

昭和 年 月、中部産業

海 県の工業配置 をと

る一切のトラブルを度外

資源を合理的に利用・配

れる適正配置案を提案し

由の一端も 種がふさ

振興委員会 業構造委

りまとめ、 その結

視して、そ 工業と石

分すること るとした

た。 特に素材

わしいかなどについて、昭

員会を設置し、精力的に検

果、今後の当地域の主軸産

油化学工業であり、この育

。そのために、前者につい

、原料部門の強化を図り、

和 年度に産

討した。

業は、自動車

成が必要であ

ては関連産業、

後者について

作業は、京

ニア・プログ

区分した 県

用地・用水及

通信、資本、

等を副制約条

ビール、合板

ク
ト
の
推
進

都大学吉川助教授の指導

ラミング 手法を採用し

を一体として考え、そこ

び輸送費を制約条件とし

労働、公害及び自然的、

件として、目標生産品目

、アルミニウム、自動車

のもと リ はその加

、 地区に るとした

に賦存する を緊密化

て、交通、 業構造の

社会的因子 容を盛り

（肉製品、 工業の現

、時計など した。

工製品の大量な需要を喚起

。こうした観点から、両産

することによって、軽工業

高度化を図ることになる。

込んだ提言書 中部地域に

状とその問題点 を昭和

する必要があ

業の結びつき

の近代化、産

このような内

おける重化学

年 月に発表

品目を選定

について行っ

付与された

値が大きい地

東三河、名古

算出された。

）の付加価値額を最大に

た。

生産品目及び条件のもと

区をみると、西三河・衣

屋・尾張、西濃、北勢、

ここで注目される成果と

するモデル 社会開

わが国

で、付加価 済成長期

浦、中南勢、 とから、

飛騨の順と たという

しては、名 さまざま

発に関する提言活動

の地域開発政策は、昭和

においてとかく経済開発中

昭和 年代に至り生活水準

充実感が得られず、そのア

な混乱を生じさせていた。

年代の高度経

心であったこ

全体が上昇し

ンバランスが

豊かな国民生

古屋、四日市

の東あるいは

できたことで

なお、この

により中部地

へ提示、参考

重化学工

の優位性が相対的に薄れ

南の方面に移行していく

ある。

構想は、昭和 年 月、

域を視察中のワイズマン

に供した。

業の現状と問題点 につい

て、漸次そ 活の実現

ことが表示 と生産性

生活環境

政府の招請 に推進す

国連調査団 こうし

おいて、

て提言 と題する

を目指すためには、より一

の向上を図るとともに、日

の整備改善などの社会資本

ることが必要である。

た観点から、本会では社会

昭和 年 月 豊かな社会

報告書を作成、公表した。

層の経済開発

常生活の充実、

開発を積極的

開発研究会に

をめざして

東海地域は

伊勢湾沿岸の

油化学、鉄鋼

をみた。一方

る輸送機械工

しかしなが

、昭和 年代の高度経済

臨海部で工業用地の造成

などを中心とする重化学

、内陸部では自動車工業

業の発展が図られていた

ら、これら基幹産業の集

成長時代に この報

が進み、石 べき住宅

工業の立地 し、その

を中心とす を目指す

。 の将来ビ

積、発展は 更に、

告書の内容は、日常生活の

及び広義の生活環境につい

問題点並びに対策を論じ、

ために当地域に必要と思わ

ジョンを検討したものであ

住宅等生活環境の整備充実

基礎ともいう

て現状を分析

住み良い社会

れる社会開発

る。

を進めるため

限られた業種

築や産業密度

業に原料、部

工部門を強化

図ることが必

であり、多様性のある産

を高めていくためには、

品を供給する産業や、一

した化学工業の集積を高

要であった。

業構造の構 には、

これらの産 ていく必

次、二次加 受するた

め、発展を ならない

的運営を

民間ディベロッパーに積極

要がある、 社会資本の充

めに応分の費用負担の心構

、 国、地方行財政の効率

図る必要があり、もっとも

的役割を与え

実で利益を享

えがなければ

化のため広域

実効あるため



には市町村の合併、府県合併が必要、 適切な土 ため、相互訪問し懇談を重ねてきた。

地利用計画の

地の有効利用

肝要である、

また、産業

進めるうえで

和 年 月

策定と強固な土地利用規

を図るとともに積極的な

などを提言している。

政策委員会では、生活環

根幹となる住宅について

住宅産業の現状と将来

制により土

先行投資が 九州

九州・

境の整備を 月 日及

研究し、昭 おいて工

東海 県を もに、ト

・山口経済連合会

山口経済連合会との懇談は

び翌 年 月 日に、とも

業配置問題等について意見

ヨタ自動車工業、名四国道

、昭和 年

に名古屋市に

交換するとと

、鈴鹿サーキッ

第

章
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た
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ェ

中心として

今後の戦略

には、工業生

あるとの観点

物供給業、住

器製造販売業

工業化、都市

をとりまとめた。

産業として住宅産業が発

産化した住宅工業の確立

から、住宅産業を製造業

宅用建材製造販売業、住

の 分野に限定し、更に

開発、土地、交通対策、

ト等を視

展するため 岡市を訪

が不可欠で マに懇談

としての建 豊の産炭

宅用設備機

住宅生産の 富山

住宅金融な 東海と

察した。昭和 年 月 日

問し、地域開発と広域行政

するとともに、八幡製鐵戸

地域を視察した。

財界

北陸地域の経済、文化交流

には本会が福

の推進をテー

畑製鐵所、筑

については以

ク
ト
の
推
進

どについては

必要な問題事

域の産業構造

には、比較的

主体とする工

器の供給基地

、住宅産業を成立発展さ

項として検討した。この

面、立地条件面等から、

輸送制約の少ない木質系

場生産住宅、住宅用建材

を設置することが望まし

せるために 前から促

結果、当地 年 月

将来当地域 計画 の

、鉄骨系を 構想を提

、住宅用機 自動車道

いと結論づ この構

進方策が議論されていたが

に発表した 中部三県主要

中で 関 白鳥 富山伏木

唱した。（本節［ ］

路 の項参照）

想を主なテーマとして、懸

、本会が昭和

都市連絡道路

港線 の建設

中部横断高速

案だった富山

けている。

また、観光

う社会の変化

な変貌を遂げ

年 月 余暇

とりまとめた

ここでは、

開発委員会では、産業化

とともに、余暇に対する

つつある時代背景を踏ま

時代にそなえて と題す

。

観光ユーザーの意向把握

財界との

の進行に伴 て開催、

認識が大き 交換する

え、昭和 部工場等

る報告書を 古屋市で

電力新名

のため、観

懇談会を昭和 年 月 日

両地域の経済交流促進方策

とともに、伏木港、富山港

を視察した。 回目は同年

開催、懇談するとともに東

古屋火力発電所、日本陶器

富山市におい

について意見

、吉田工業黒

月 日に名

海製鐵、中部

等を視察した。

光レクリエー

地方では初の

従業員を対象

つとして東海

開発はいかに

がそれぞれ何

ションの実態と志向につ

アンケート調査を実施（

）し、これに基づき、余

県における観光レクリ

あるべきか、またそれに

を実践すべきか、更には

いて、東海 四国

会員企業の 本会は

暇対策の一 前身であ

エーション 発視察団

対して官民 経済開発

東海 県に 備状況や

経済連合会

、昭和 年 月 日、四国

る四国産業開発委員会が中

を編成して来名した機会を

の参考に資する中部地域の

愛知用水建設事業等につい

経済連合会の

部地方産業開

とらえ、四国

道路、交通整

て懇談した。

おける将来の

［ ］他地

本会は、各

具体的開発構想について

域との交流促進

地域の経済団体との連携

論及した。 なお、四

の翌日、

力発電所

また、

強化を図る 本会は、

国産業開発委員会のメンバ

トヨタ自動車工業、中部電

、東海製鐵を視察した。

昭和 年 月 日から 日

四国及び水島工業地帯の視

ーは、懇談会

力新名古屋火

までの 日間、

察のため当地
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を訪問した。

史

また 日には、高松市において、前

年（昭和

と四国開

と広域行

日は倉

年

発マ

政な

敷市

西日本
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を
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え
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プ
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ジ
ェ

月）に設立された四

スタープランや、東海

どをテーマとして懇談

において岡山経済同友

国

し

会

経済協議会

経済連合会

県統合構想

た。なお、

と懇談した。

本会の

において

が、これ

西日本

に於ける

経済政策

創立

わが

をき

全域

連繋

に対

を国政に反映

ク
ト
の
推
進

周年記念総会（昭和

国初の全国財界人討論

っかけに、中部以西の

の調和のとれた発展の

と協力を図ると共に中

してもその是正に協力

する事により各地域の

年

会

経

た

央

し

発

月 日）

を開催した

済団体が、

めに地域間

偏重の行政、

、その要望

展、福祉向

上に資す

ことを目

和 年

以後、

催（昭和

は夏に代

る

的に

月

春・

年

表者

（西日本経済協議会 設

、 西日本経済協議会

日、大阪で設立総会を

秋 回の総会を、各地

から年 回に変更）、

会議を、秋に総会をそ

立宣

開

持

昭和

れ

言 より）

を設立、昭

いた。

ち回りで開

年から

ぞれ開催し、

激動する

の活性化

地が推進

等広範な

いる。

時代

を求

する

課題

における経済政策一般

めた行財政面の共通課

各種大規模プロジェク

を討議し、政府等への

、

題

ト

要

西日本経済

、西日本各

の推進方策

望を重ねて
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［ ］横山通夫会長の就任

第 節 横山会

業をめぐ

知して、

長、鈴木会長、加

る経済的社会的環境の変化

これを無視したり、踏み外

藤会長の就任

の
対
応

をいち早く察

したりするは

昭和 年

念総会（第

代会長が

代会長に横山

任した。井上

横山会長は

（ ） 月 日開催の創立

回定時総会）において、

年に及ぶ会長職を辞し、

通夫副会長（中部電力

前会長は、退任後名誉会長

、昭和 年 月までの

周年記 ずのもの

井上五郎第 いもので

後任の第 これら

会長）が就 もって事

に就任した。 任を完遂

期 年務め 横山会

でもないことを、私は堅く

ある。

の点を念頭に置いた上で、

業活動に専念し、相携えて

してまいりたいと考えるも

長を支える副会長は、昭和

信じて疑わな

我々は自信を

その社会的責

のである 。

年 月に、

たが、就任直

は第 次石油

フレと深刻な

見ない経済的

地域社会が

担った。

同時に、こ

後にドルショックを、昭

危機をそれぞれ経験し、

不況の同時進行という、

困難に直面する中で、中

的確な対応を図るべく、舵

の時期は、企業の社会的

和 年秋に 野淵三治

猛烈なイン たに、鈴

かつて例を 鉄道 副

部の企業、 が就任し

取り役を 崎潔が退

した。

責任、企業

、森四郎、西村義雄の 名

木俊雄日本碍子 会長、舟

社長、大隈孝一 大隈鉄工

た。更に、昭和 年度の改

任し、三木 男 松坂屋

が退任し、新

橋一雄名古屋

所社長の 名

選期には、須

副社長が就任

行動への

長は、挨

部の経営

復を促し

正確保の

いて、大

批判

拶の

者に

た。

見地

手を

が高まった時期でもあ

中で、次のごとく所信

対し、企業家としての

我々経営者たるもの

に照らして、自ら恥じ

振って資本主義経済の

っ

を

自

は、

ざ

目

［ ］鈴

次期

昭和

山会長か

昭和 年

た。横山会

表明し、中

覚と自信回

社会的公

る範囲にお

的追求に直

木俊雄会長の就任

会長選考委員会の設置

年度の役員改選期を迎える

ら辞意が表され、後任役員

月 日開催の正副会長会

に際して、横

人事について、

で、横山会長

進するこ

を恐れて

はむしろ

堂々と邁

しかし

とが

企業

胸を

進す

、同

できるのである。現在

はやや萎縮しすぎる観

張って、自ら信ずると

べきであると考えてい

時に現代の経営者であ

、

が

こ

る

る

一任と決

しかし

員会で、

りに考え

一部の意

世間の風潮

あるが、私

ろに従い、

。

ならば、企

せられた。

、 月 日開催の第 回

横山会長から 後任人事に

てきたが、従来の現会長一

見・考え等で決めることは

理事会・評議

ついて自分な

人の意向や、

密室的印象が

第 章第 章
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強く、感心で

史

きない。会費を払う会員によって成 昭和 年 月の改選期において、榎並 夫、永井
第

り立つ中経連章

アプレーの激
変

える。す
る
経 自分の意見
済
社 内規を定め、会
環 その答申に基境
へ

としては、会員の総意を

精神で人選できれば最善で

としては、現会長の諮問

次期会長選考委員会

づいて一時新会長候補者

もとにフェ 嘉吉、川

あると考 の 名が

長、原田

機関として 長、堀種

を設置し、 道 副社

を内定し、 金興業

村久光、岩田蒼明、舟橋一

退任、新たに、加藤乙三郎

鼎新日本製鐵 専務取締役

治四日市倉庫 会長、梶井

長、金丸 生 百五銀行頭

社長、谷信一 東海銀行頭

雄、大隈孝一

中部電力 社

名古屋製鐵所

健一名古屋鉄

取、墨敏夫艶

取の 名と、

の 副会長以下の
対
応 者の意向に従

式には総会

い と、 次

れた。これを

の結果、理事

新設した

新役員候補者の人選は、

って選んだうえ、理事会

で決定するというルールを

期会長選考委員会 の設置

受けて、同理事会・評議

全員異議なく承認した。

次期会長選考委員会 は

新会長候補 前年（昭

に諮り、正 濃運輸

確立した 幅に入れ

を提案さ これに

員会で審議 田中健之

昭和

、副会長 男、墨敏

和 年） 月に就任してい

社長と併せて 名が新副会

替わった。

よって、副会長は、高橋順

助、三木 男とともに 名

年度の改選期には、田中健

夫の 名が、また任期中途

る田口利八西

長となり、大

吉、豊田英二、

となった。

之助、三木

の 月に原田

名、理事 名

成り、委員長

次期会長選

重に協議の結

雄副会長を選

に答申した。

、評議員 名、監事 名

に永井嘉吉副会長が就任

考委員会は、 月 日に

果、次期会長候補者とし

定、永井委員長から直ち

同日、横山会長から鈴木

の 名から 鼎が、そ

した。 内俊司新

開催し、慎 した。

て、鈴木俊

に横山会長 ［ ］加
副会長に対

れぞれ退任し、翌年の昭和

日本製鐵 副社長名古屋製

藤乙三郎会長の就任

年 月に大

鐵所長が就任

し次期会長就

木副会長から

第 代

昭和 年

て、横山通夫

会長に鈴木俊

任方を要請したところ、

就任受諾の回答が得られ

会長に就任

月 日開催の第 回定時

第 代会長が退任し、後

雄副会長が正式に就任し

月 日鈴 鈴木会

た。 日次期会

結果、全

会長）を

総会におい 鈴木会長

任の第 代 し就任方

た。横山会 昭和

長の辞意表明を受けて、昭

長選考委員会が開催され、

員一致で加藤乙三郎副会長

候補者に選定、堀種治委員

に答申、鈴木会長が同日加

を要請、 月 日受諾の回

年 月 日開催の第 回定

和 年 月

慎重に協議の

（中部電力

長から直ちに

藤副会長に対

答があった。

時総会におい

長は名誉会長

鈴木新会長

催）において

特に物価安定

を理論的に解

貨物空港や国

に就任した。

は、就任後初の役員会（

、 現下の厳しい経済状況

と不況対策の接点をどこ

明し、提言を行いたい。

連環境センターなどの国

て、鈴木

月 日開 会長に加

の打開策、 前会長は

に求めるか 加藤新

また、国際 の原点に

際的なプロ て確認し

俊雄第 代会長が退任し、

藤乙三郎副会長が正式に就

、退任後名誉会長に就任し

会長は、就任挨拶の中で

立ち返って、産業人として

、これを会運営全般の背骨

後任の第 代

任した。鈴木

た。

、 中経連設立

の立場を改め

として行く

ジェクトは一

くなかで実現

鈴木会長は

職を務めたが

前年の昭和

代の会長ではなく、代々

を図りたい と所信表明

、昭和 年 月までの

、その間会長を補佐する

年 月に退任した三宅重

継続してい と述べ、

を行った。 に対する

期 年会長 実りある

副会長は、 更に、

光に加え、 えていく

難しい国際環境、国内情勢

会員の期待に応えるべく、

活動の展開を表明した。

次の時代を担う産業の育

ことが大変重要であり、積

の中で、本会

初心に返って

成を今から考

極的に取り組



むとともに、日本全体の中での中部の位置づけを たが、その間会長を補佐した副会長は、昭和 年

認識し、各自

域の主体性確

役割を十分踏

加藤会長は

治体とも十分意思疎通を

立、民間活力の発揮に果

まえて活動していきたい

、昭和 年 月までの

図りつつ地 月の改

たす本会の 信郎中部

と述べた。 長、齋藤

期 年務め 顧問の

高橋順吉

一、金丸

選期には土方大貳三重交通

瓦斯 社長、小川修次日本

茂中央板紙 社長、吉田弘

名が新任（吉田弘一は専

、豊田英二、田口利八、堀

生、谷信一の 名が再任

第
社長、神野 章

特殊陶業 社 激
変

一中部電力 す
る
経務理事兼務）、
済
社種治、梶井健 会
環され、 名の 境
へ

第 回定時総会で挨拶する加藤新会長（昭和 年

副会長で

また、

し、磯野

所長と加

任、副会
月 日）

あった。

非改選期の昭和 年 月に

員彦新日本製鐵 専務取締

藤 一 東海銀行頭取の

長は 名となった。

の
対
応谷信一が退任

役名古屋製鐵

名が新たに就

［ ］激変

ニクソ

第

する経済環境への積極

ン・ショックと石油危機

節 主な活動の概

世界経的対応
れて、そ

れるよう

要

済におけるわが国の地位が

れにふさわしい経済体制の

になり、昭和 年代後半の

向上するにつ

確立が求めら

貿易自由化に

） 国際通貨

昭和 年代

長かっただけ

を記録した結

向上し 経済

た。戦後最長

和 （ ）年

不安の発生

前半のわが国経済は、好

でなく、経済成長率も二

果、日本経済の対外的地

大国 の地位を確立する

を記録した“いざなぎ景

月（昭和 年 月からの

続いて昭

況の期間が 一方、

桁の高成長 ポンドの

位は大きく 格制への

ことになっ 西ドイツ

気”は、昭 ウッズ体

ヵ月間） の円は、

和 年からは資本自由化が

世界においては、昭和 年

切り下げ、翌 年アメリカ

移行、 年フランス・フラ

・マルクの切り上げ等によ

制への信認が揺らぎはじめ

昭和 年 月以来、 ド

スタートした。

のイギリス・

の金の二重価

ンの切り下げ、

ってブレトン

ていた。日本

ル 円に固

を“山”に自

間（昭和 年

年平均 ％

ない高い成長

その結果、

和 年（暦年

律的な下降局面に転じた

年）における実質経

（名目同 ％）と世界

を遂げた。

わが国の国民総生産（

）には 億ドルで、ア

が、この期 定されて

済成長率は 的な通貨

でも類をみ が顕在化

こうし

）は、昭 日）、アメ

メリカ、西 停止、

きたが、産業の国際競争力

の変動に伴い、円の過小評

してきた。

た中で、昭和 年 月 日

リカのニクソン大統領は

％輸入課徴金賦課、 日間

の向上や世界

価という問題

（日本時間

、金ドル交換

の賃金・物価

ドイツ、イギ

位であっ

億ドル

ずかながら超

占めるように

リス、フランスに次いで

た。これが、 年後の昭

となり、西ドイツの

え、アメリカに次ぐ第

なった。

中第 凍結を主

和 年に わゆる“

億ドルをわ 融市場の

位の地位を わが国

場制への

な内容とする 新経済政策

ニクソン・ショック”が発

混乱が長く続くことになっ

は同年 月 日には、翌日

移行が決定され、 ドル

を発表、い

生し、国際金

た。

からの変動相

円の固定相
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場制の時代は

史

終わりを告げることとなった。その と比較すると 倍、値上げされたこととなった。
第

後、多国間で章

日の ヵ激
変

（スミソニアす
る
経 ドル
済
社 となった。会
環 スミソニア境
へ

の通貨調整は難航してい

国蔵相会議で多国間通貨調

ン合意）され、円を

円という新しい平価が成立

ン合意後、日本政府は、

たが、 月 わが国

整が合意 ％）

％切り上げ、 めて高く

すること は、産業

響をもた

円再切り上 パー、合

のエネルギーの石油依存度

及び石油の輸入依存度（同

、石油価格の大幅な引き上

、経済はもとより国民生活

らした。灯油、プロパン、ト

成洗剤など石油関連製品を

（昭和 年度

％）は極

げと供給削減

にも多大な影

イレットペー

筆頭に卸売物

の げ回避の方針
対
応 ず円相場は上

ルの弱体化

ヨーロッパ通

日、日本政府

月 日

第 次世界大

からドル買い介入したに

昇を続けた。昭和 年に

に伴う国際通貨不安が続き

貨不安の再燃を契機とし

は円の変動相場制移行を

ヵ国が共同変動相場制に

戦後の固定相場制の時代

もかかわら 価、消費

入ってもド 売物価の

、年初の ％増

て、 月 買い急ぎ

発表、更に マーケッ

移行し、 こった。

は完全に終 政府は

者物価ともに急騰し、昭和

前年同月比は ％増、消

と、まさに 狂乱物価 と

と売り惜しみが全国に蔓延

トなどではモノ不足による

、昭和 年 月 日の閣議

年 月の卸

費者物価は同

なった。また、

し、スーパー

パニックが起

で 石油緊急

焉を遂げるこ

） 第 次石

昭和 年

後の同月 日

トで緊急会議

原油公示価格

ととなった。

油危機の発生

月 日第 次中東戦争が

（石油輸出国機構）

を開き、対イスラエル制

の大幅引き上げ、原油生

対策要綱

石油・電

勃発し、直 策（石油

はクウェー こととな

裁のため、 百貨店・

産の削減、 放映自粛

を正式決定し、消費節約

力の使用に対する行政指導

、電力の原則 ％削減）な

った。これにより、室内温

スーパーの営業時間短縮、

、ネオン節約、マイカー自

運動の展開、

中心の節減対

どがとられる

度の適正化、

深夜テレビの

粛、給油所の

非友好国への

を展開した。

本などに対し

的に宣言、こ

輸出国機構）

め、全世界に

わが国に対

輸出禁止など石油を武器

これによって翌 日、ア

原油公示価格の ％引き

れと併行して （ア

は月 ％ずつの生産削減

衝撃が走った。

しては、まず石油メジャ

とした戦略 休日営業

メリカや日 行われた

上げを一方 石油危

ラブ石油 うした短

を決めたた しかも安

ていた

ー（国際石 新しい価

の自粛など、広範囲にわた

。

機が日本経済・社会に与え

期的なものだけでなく、そ

定して供給されてきたため

水と油はタダ同然 との意

値観が求められる時代とな

る行政指導が

た衝撃は、こ

れまで低廉で

日本人が持っ

識が崩壊し、

った。また同

油資本）のエ

石油が積み

ジャー 社と

削減を、また

ロミンが原油

減を通告して

クソン、シェル、ガルフ

出し原油価格の ％値上

ユニオンオイル社などが

サウジアラビアの国営石

価格の ％引き上げと

きた。その後停戦協定が

、フランス 時に、価

げを、メ 石油依存

％の供給 のきっか

油会社ペト と相まっ

％の供給削 造を大き

結ばれると、

格体系とコスト構成を大き

・エネルギー多消費・素材

けとなった。加えて、変動

てわが国の貿易収支、貿易

く変化させることとなった

く変化させ、

型産業の後退

相場制の進展

構造、産業構

。

アラブ産油国

に転換、昭和

ル当たり

うして 月中

余の間に、原

は石油戦略を直接的規制

年 月からの原油公示

ドルへの引き上げを決

旬から 月下旬までのわ

油価格は 倍、前年末

から価格策 本会

価格のバレ 本会は

定した。こ 対応し、

ずか ヵ月 など多様

の ドル を行った

の対応

、上述のような経済状況の

緊急要望や経済見通しの策

な方法により所見表明や政

。

急激な変化に

定、政策提言

策の建議など



） 円問題への対応 投資、旺盛な個人消費にモノ不足現象も加わり、

ニクソン声

存度の高い当

を及ぼすこと

月 日に相次

しての意見を

貿易取引の

明（新経済政策の発動）

地域経済にとって非常に

から、本会は昭和 年

いで臨時正副会長会を開

集約、 月 日、 為替

正常化、 輸出産業の経

は、輸出依 明らかに

大きな影響 これらの

月 日と 月と連

き、本会と べと合わ

差損の補填、 こうし

営の安定化、 に及び、

景気過熱の様相を呈した。

緊迫した諸情勢に対処して

続して公定歩合を引き上げ

せて強力に総需要抑制策を

た状況の中で 月、石油危

物価は急騰し、一種の混乱

第
政府・日銀は 章

、 、 、 激
変

、財政繰り延 す
る
経遂行した。
済
社機が突発する 会
環状態に陥った。 境
へ

プラント輸

円対策 項

わたる 円問

府並びに関係

更に、円の

依存度が高い

響を探るため

出など長期契約に関する

目の再検討、 不況対策

題に関する要望 をとり

機関に建議した。

切り上げが必至の状況か

産業を多く抱える当地域

、昭和 年 月 円切り

障害除去、 この事態

の 項目に 一挙に

まとめ、政 底を図る

算案を編

ら対米輸出 や好転を

産業への影 物価と国

上げの東海 本会で

に鑑み、日銀は、同年 月

％も大幅に引き上げ、金融

とともに、政府は緊縮型の

成した。その後石油供給は

みたものの、その異常な高

際収支に大きな影響を残す

は、石油問題が発生するや

の、公定歩合を
対
応引き締めの徹

昭和 年度予

、量的にはや

価格は日本の

こととなった。

西日本経済協

地方産業に及

切り上げ幅

％の切り

り上げ時期を

は円切り上げ

条件とし、昭

ぼす影響 を発表した。

％（ 円 円、

上げ）、多国間通貨調整

昭和 年末、アメリカの

と引き替えに撤回される

和 年地域産業連関表を

これは、円 議会に働

方式では 会議の真

の実施、切 う対処す

輸入課徴金 夫本会会

などを前提 首相と面

ベースとし また、

きかけ、昭和 年 月 日

剣な討議を経て、 現下の

るか の共同宣言をとりま

長をはじめ 経済連合会の

談し強く要望した。

この共同宣言を受けて本会

に緊急代表者

緊急事態にど

とめ、横山通

代表者が田中

では、昭和

て、円切り上

産活動面とに

て、当地域に

産業に対する

企業減税、公

か、所得税減

実施を要望し

げに伴う産業別影響度を

分け試算した。この結果

与える景気沈滞の懸念を

救済措置として、公共投

定歩合の引き下げ等の不

税、社会保障費の増額な

た。

輸出面と生 年 月

をもとにし 物資の増

訴え、輸出 財政補助

資の拡大、 下の緊急

況対策のほ の所見と

どの施策の 更に、

るものの

日に臨時の正副会長会を開

産、安定供給、公共基礎産

、貯蓄の優遇等の具体策を

事態への具体的な対処策

してとりまとめ、政府に建

経済情勢委員会では、情勢

混迷の事態にあるだけに会

き、生活必需

業への当面の

盛り込んだ 現

を正副会長会

議した。

が流動的であ

員に対しガイ

） 石油危機

対応

昭和 年末

が懸念された

と超金融緩和

に景気回復し

とその後のインフレ、長

の円切り上げにより一段

が、公共投資を中心とす

などから昭和 年半ばを

た。加えて、田中内閣の発

期不況への ドライン

油確保量

と景気後退 が ％の

る積極財政 い場合）

境に、急速 後の政策

足（ 月） し、政策

を提示することが必要との

に三つのケースを仮定（原

場合、同 ％の場合、原油

した 昭和 年度経済見通

運営のありかた を昭和

当局に建議した。しかし、

考えから、石

油供給削減率

供給削減がな

しならびに今

年 月に公表

その後（昭和

による列島改

騰をはじめ基

し、卸売物価

マインドが発

度に入ってい

造ブームによって、地価

礎的諸物資の価格も大幅

は連日騰勢を続け、異常な

生した。この物価上昇は

よいよその騰勢を強め、

、株価の急 年度）

に値上がり 油など第

インフレ・ どからコ

、昭和 年 するとい

活発な設備 更に後半

の日本経済は、総需要抑制

一次産品価格の高騰、大幅

ストプッシュ型の物価上昇

う本格的なスタグフレーシ

からはレイオフ、賃金カッ

策の浸透、原

な賃金上昇な

が根強く進行

ョンに陥った。

トが続出する
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など深刻な情

史

勢が続き、実質経済成長率は戦後は 段階的引き下げ、住宅建設を中心とした昭和 年
第

章

激
変
す
る
経
済
社
会
環
境
へ

じめての

％）し

こうし

年 月

題する昭

マ

た

た状

当面

和

望をとりまと

イナスを記録（昭和

。

況を踏まえ、同委員会

の経済情勢と政策運営

年度経済見通しの改訂

暦年

で

に

と

め、政府・政策当局に建

基準で 度公共

上半期

は、昭和 更に

ついて と と深刻

経済政策要 門部会

事

重

、

化

を

議した。ま 授ほか

業の年度内完全実施、

点支出などを政府に要

昭和 年に入ってイン

してきたため、 月に

設置し、前回に続き、

昭和

望し

フレ

物価

名古

氏の学者グループの協力を

年度予算の

た。

と不況が一段

・景気対策専

屋大学水野教

得て、物価安

の
対
応

た、同委員

て企業経

の動向を

ら、昭和

の業況と

を 中部

会

営の

的確

年

四半

地域

会員への情報

では、流動する経済情勢

対応に万全を期すため

に把握することが不可

月、自動車、繊維な

期先の見通しをヒアリ

主要産業の動向 とし

の

に

欠

ど

ン

て

提供を行った。なお、こ

もとにあっ 定と景

は産業全般 究し、

との考えか 物価安

主要 業種 この

グし、それ 実質経

とりまとめ、 上昇率

気

同

定

提

済

を

のレポート めること

回復の接点をどこに求

年 月 景気浮揚への

の両立をめざして

言では、昭和 年度の

成長率を ％以上

％、消費者物価

める

提言

をと

政策

、卸

では

を目途とすべきとした。こ

かについて研

景気浮揚と

りまとめた。

目標として、

売物価の平均

％に止

のために実行

は年 回

号を発

業の動向

一方、

における

経済は、

づつ

行し

と

石油

コス

とりまとめ、平成 年

、現在は 中部地域の

して四半期ごとにとり

価格の大幅引き上げ、

％という大幅賃上げに

トインフレの様相を強

景

ま

昭

よ

め

月まで通算 すべき

況と主要産 共投資

とめている。 昭和

和 年春闘 が望ま

り、わが国 施方を

、不況下の ） 賃

政

な

年

し

強

上

策として、約 兆

ど第 次不況対策の実

度予算の編成、 年度

いなどを内容とし、政

く要望した。

げ、労働問題への取り

億

施、

賃上

府、

組み

円にのぼる公

景気中立型の

げ率は一桁台

政策当局に実

物価高と

このた

は、名古

ループに

の国民的

要の適切

いう

め、

屋

参画

目標

な管

賃上げガイ

最悪の事態となった。

労働問題研究会と財政

大学経済学部水野正一

を求めて調査研究し、

の設定と、目標達成の

理、 国、地方財政政

ドラインの設定等 項

金

教授

イ

た

策

目

第

融委員会で 本経済

ら学者グ は、産

ンフレ収束 のため

め、 総需 上げ、

のあり方、 ために

の提言を盛 賃上げ

次

に

業

、

前

ガ

石油危機を契機に減速

とって、昭和 、 両

界にとって極度のコス
きっきん

本会も喫緊の課題とし

述の インフレの克服

（昭和 年 月）の中で

イドライン ％を示し

経済

年度

ト高

て賃

と経

、

た。

に移行した日

の大幅賃上げ

を招いた。こ

金問題を取り

済の正常化の

昭和 年度の

更に昭和 年

り込んだ

に を昭

本会で

体、企業

コミなど

また、

イ

和

は、

、労

各界

年

ンフレの克服と経済の

年 月に提言した。

これを政府並びに国会

働団体はもとより学識

各層に幅広く提言した

に及ぶ長期引き締め効

正

議

経

。

果

常化のため 度につ

野教授

員、経済団 （昭和

験者、マス ここ

産性上

の浸透によ 標と矛

い

ら

で

昇

盾

ては、労働問題研究会

の協力を得て 年度

年 月）をとりまとめ

は、本来、賃上げ率は

率を基準とすべきであ

しないことや労働者の

で、

賃上

た。

、年

るが

実質

名古屋大学水

げのあり方

度間の労働生

、物価安定目

所得の低下を

り物価は

産、雇用

の不振が

金融委員

をとりま

鎮静

、需

続い

会は

とめ

化の傾向をたどってい

要面では昭和 年不況

ていたことから、昭和

当面の財政金融政策

、金融窓口規制の緩和

る

を

に対

、

ものの、生 もたら

上回る極度 考え方

年 月財政 は

する要望 企業の

公定歩合の 提言を

す

と

支

と

ことのないようにする

して、昭和 年度にお

％（消費者物価上昇率

払い能力によりゼロも

りまとめたもので、発

こと

ける

見込

止む

表後

などを基本的

賃上げの上限

み）、ただし、

を得ないとの

、各方面に大



きな反響を呼んだ。 社会的に論議される状況となった。

更に、

係委員会

のあり方

えから、

大学水野

昭和

にお

を公

昭和

・稲

に素案策定を

年度の賃上げに関し

いて、中期的な視点に

正な立場で研究を進め

年、 年に続き、

毛両教授、名古屋市立

委嘱するとともに、そ

て

立

る

年

大

の

も、労働関 この

った賃上げ と雇用

べきとの考 である

も、名古屋 齢構成

学木村教授 退職金

過程におい ケート

よ

延

と

の

制

を

うな情勢から、同委員

長問題は各企業の当面

の考えから、会員を対

推移、定年あるいは雇用

度の実態、将来の方向

実施し、その結果を分

会で

する

象に

延

等

析・

第

章

激
変
す
る
経
済
社
会
環
境
へ

は高齢化対策

重要経営課題

、従業員の年

長制度、賃金・

についてアン

検討した報告

て逐次委

昭和 年

対する見

ここに

踏襲し、

国平均）を

員・

月

解

おい

年度

ベ

がこれを超え

会員の意見を求めなが

労働経済の現状と

をとりまとめた。

ても、基本的には前年

間労働生産性上昇率

ースに、消費者物価上昇

ら

年

度

（

率

る点を勘案して、可能な

検討を進め、 書を昭

度賃上げに 制度の

る国・

の考え方を 等の今

％、全

（ ％）

和

あ

企

後

企業におい

年 月 雇用延長問

り方 として公表し、

業・個人の役割、雇用

の方向について提言を

題と

高齢

延長

行っ

の
対
応

賃金・人事諸

化社会におけ

、退職金制度

た。

ては若干

あろう、

このよ

賃上げに

きたが、

どにより

のプ

との

うに

関す

その

景況

ラスアルファを考慮す

意見を表明した。

昭和 年以来 年度に

る経済団体としての見

後の景気の長期停滞、

は一段と厳しさを増し

る

わ

解

急

、

のが妥当で

たり、春季

を表明して

激な円高な

企業倒産、

失業の増

大きくク

が緊要な

このた

会員に対

雇用情勢

大な

ロー

課題

め、

する

、雇

に、雇用不安

どにより雇用問題が社

ズアップされ、 雇用

となってきた。

労働関係委員会では昭

アンケート結果をもと

用対策などの実態を調

打開のためには、

会

の

和

に

査

％

問題として

安定確保

年 月、

中部地域の

するととも

経済成長の

確保、

た新しい

の対応、

あり方と

などを提

を発表し

新技

産業

中

して

言し

た。

術・新産業分野の発展

ビジョンの策定など産

高年の雇用対策と今後

生涯賃金、総額賃金の

た 中部地域経済の現

方

業

の

考

状と

この時期に

［ ］財

つい

向を明示し

構造変革へ

賃金体系の

え方の検討

雇用問題

発表した経済政策、賃金・労働

政・税制のあり方、

ての見解表明

問題等の提言書類

土地問題に

更に、

柱とする

迫られ、

年 月

する方向

終身

わが

また

）に

を明

雇用、年功序列、企業

国企業の伝統的雇用慣

、 第 次雇用対策基

おいて 昭和 年 歳

確にし、定年延長とそ

内

行

本計

定年

の

地方

昭和

市集中は

など産業

た。産業

労組などを

の見直しが

画 （昭和

を一般化

条件整備が

財政問題に対する意見表

年代後半から始まった人口

、過密過疎の進行、社会資

活動や国民生活面に大きな

の発展と調和のとれた社会

明

、産業の大都

本整備の遅延

影響を及ぼし

資本を整備し
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ていくために

史

は、国や地方公共団体の投資に期待 はなく、地方行政事務並びに財政の合理化を図る
第

する部分が極章

や地方公共団激
変

ら見直す必要す
る
経 こうした考
済
社 豊かな地域社会
環 り方について境
へ

めて多く、新しい時代に

体の財政、金融政策を新

がある。

えのもとで、財政金融委

会の形成を図るための地

、昭和 年 月 東海地

対応した国 とともに

たな観点か に求めた

をとりま

員会では、 望した。

方財政のあ 昭和

域の地域開 内需の不

積極的な景気刺激策をとる

当面する地方財政運営に

とめ、東海 県並びに名古

年度も輸出は底固い動きを

振から急激な景気回復、税

ことを自治体

関する意見

屋市当局に要

示したものの

収増は期待で

の 発と地方財政
対
応 この中で、

優先順位の設

地方債の起

財政の効率化

対応などにつ

体などに提言

と題するレポートをと

地域開発事業の長期計

定、 国と地方の行政と

債市場の整備と消化の促

、 民間資金の活用、

いて政府並びに関係機関

した。

りまとめた。 きない状

画の確立と 政機構や

財源の配分、 き上げ、受

進、 地方 方財政の

国際化への め、関係

、地方自治

税制

況にあった。そこで昭和

税体系の抜本的見直し、地

益者負担原則の徹底等を

今後のあり方と地方債問題

機関に対し提言した。

改正への意見表明

年 月、行財

方交付税の引

内容とする 地

をとりまと

このレポー

い地価の上昇

関連社会資本

さまざまな弊

では、土地問

いる福祉社会

トをとりまとめている最

が生じ、道路、住宅、鉄

の整備充実を促進するう

害が生ずるに至ってきた

題の解決なくしてわが国

の実現は不可能であると

中に、激し 昭和

道など生活 あり方

えにおいて には、大

。同委員会 試算にお

が目指して が種々論

の認識から、 財政金

年 月政府税制調査会が

について答申を出し、更に

蔵省が財政の健全化を目指

いて早期増税を検討するな

議されるに至った。

融委員会では、長期にわた

今後の税制の

昭和 年 月

した財政収支

ど、税制問題

る不況に加え

名古屋大学水

大都市圏の土

い、昭和 年

をとりまとめ

この中で、

面の公正を期

大都市におけ

野教授の指導を受けなが

地問題の特質について実

月 名古屋大都市圏の

た。

土地の有効利用、地価の

すためには、 適正な経

る都市機能の分散、 土

ら、名古屋 て急激な

態分析を行 は、今後

土地問題 題である

向を把握

安定、分配 意見を集

済成長と巨 とりまと

地の有効利 この中

円高の進行など深刻な経済

の税制のあり方いかんが極

との認識から、昭和 年

するためのアンケートを行

約して 中期税制について

めた。

で、 性急な増税は経済の

情勢のもとで

めて重要な課

月、会員の意

い、これらの

の考え方 を

混乱と停滞を

用、 土地税

るとした。ま

地域の特性

計画など 項

る意見として

昭和 年か

制の改善など 項目が重

た、 広域的土地利用計

に適合した地域開発計画

目を名古屋大都市圏の自

政府、地方自治体等へ提

ら 年にかけて、深刻な

要施策であ 招くので

画の策定、 きこと、

と土地利用 見直し、

治体に対す の見直し

言した。 関係省庁

不況が続き、 しかし

財政の健全化は長期的な観

高度経済成長期に策定さ

すなわち歳出の削減・合理

などを行うことなどの意見

に要望した。

、わが国財政が構造的な赤

点で計画すべ

れた諸施策の

化、福祉政策

を政府並びに

字体質に陥り、

企業収益の低

自治体では財

税率引き上げ

これに対し

安易な超過課

下が地方税収を圧迫し、

源措置として法人県民税

等の検討が進められた。

、同委員会は、昭和 年

税や法定外普通税の新設

東海地方の 財政再建

・市民税の 何らかの

した状況

月 日、 一般消費

に頼るので 税の仕組

策を検討する中で歳出の削

形の増税が不可避な状況に

の中で、昭和 年 月、政

税特別部会の試案が公表さ

みの大筋が明らかになった

減だけでなく

なった。こう

府税制調査会

れ、一般消費

。



一般消費税のあり方いかんは、経済界のみなら ついて をとりまとめた。

ず国民全体に

財政金融委員

のもとに一般

るとともに、

をヒアリング

月 一般消費

とって極めて重大な問題

会では、名古屋大学水野

消費税の基本的な事項の

その導入に関し会員、各

し、これをとりまとめて

税について 導入の前提

であるので、 国債の

教授の指導 るために

研究を重ね 過度の国

業界の意見 指摘した

昭和 年 額の思い

条件と 試 の推進な

大量発行に伴う諸問題の抜

は、まず財政の再建に本格

債依存から脱却することが

うえで、今後の施策として

切った減額、 市場原理重

ど 項目を政策提言した。

第
本的解決を図 章

的に取り組み、 激
変

肝要であると す
る
経、 国債発行
済
社視の国債発行 会
環
境
へ

案 に対する

一般消費税

期尚早である

理化に努め、

条件であるこ

に要望した。

消費税の研究

評価 として公表した

の導入はやむを得ないが

、 導入に当たっては歳

不公平税制の是正を図る

と等を提言し、政府並び

なお、研究した内容の詳

として編集し会員の参

。その中で、 また、

現状では時 とりまと

出の節減合 すること

ことが前提 ど 項目

に関係機関 議が本格

細を 一般

考に供した。 ［ ］中

当面の税制改正にあたっ

め、 財政再建計画を早急

、 税負担の実質的公平を

にわたる政策要望を翌年度

化した昭和 年 月に行っ

部各地域の発展計画

のての要望 を
対
応に策定・明示

期すこと、な

の税制改正論

た。

づくりを実
更に、財政

月から、政府

の本格的な審

税への移行な

れることとな

える影響が大

立て直しの一環として、

税制調査会において利子

議が始まり、マル優の廃

ど同税制の全面的な見直

った。この問題は、経済

きく、技術的にも難しい

昭和 年 施
・配当税制

止、総合課 本会で

しが進めら 経済団体

・社会に与 各地の将

課題を抱え 策当局、

は、中部地域を代表する総

として中部全体の将来発展

来構想を策定し、地方公共

住民の方々へ広報し、地域

合的広域的な

構想や地域内

団体や国の政

の活性化に寄

ているだけに

金融委員会で

調査・研究を

税について

その中で、

は、税理論上

化・効率化と

十分な検討を要すること

は名古屋大学水野教授指

重ね、昭和 年 月 利

を公表した。

利子・配当所得の総合課

は是認されるが、 行・

不公平税制の是正、 金

から、財政 与してい

導のもとに この期

子・配当課 要は次の

税への移行 変革

財政の簡素 ついて

融資産に対 わが国

る。

間にとりまとめた各地域の

とおりである。

の時代における地域開

提言

は、高度経済成長の成果と

将来構想の概

発のあり方に

して、完全雇

する税負担の

廃止、 少額

配当所得者の

して安易・性

政府並びに関

また、昭和

実質的公平化、 郵便貯

貯蓄等非課税制度の存続

確認と名寄せの完全化等

急に実施すべきではない

係機関に要望した。

年 月から国債の大量

金聖域化の 用の実現

、 利子・ 和 年代

を十分配慮 国民目標

旨を提言し、 会では、

な地域社

発行に伴う 調査研究

と物的豊かさを達成したこ

後半においては福祉社会の

として定着しつつあった。

こうした社会環境の変貌に

会の姿の展望とそのための

し、昭和 年 月 新しい

とにより、昭

建設が新たな

地域開発委員

対応した豊か

施策について

地域社会の発

財政への圧迫

の顕在化が、

あるとの懸念

このため、国

て調査・研究

や民間債のクラウディン

国民経済全般にとって重

が生じ、国民的議論とな

債管理政策の望ましいあ

し、昭和 年 月 国債

グ・アウト 展方向を

要な問題で この報

ってきた。 計数的に

り方につい 名に、

管理政策に 福祉、

求めて と題するレポート

告書は、東海 県下の市町

把握し分析するとともに

市町村財政、 生活環

地域社会の将来に関して現

をまとめた。

村別の実態を

、全市長村長

境、 経済的

状、問題点及
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び施策等につ

史

いてアンケートし、地方自治体の首 ネルの開通により、その交通輸送条件が飛躍的に
第

長の生の声を章

激
変
す 各地域
る
経 ） 中津川
済
社 発整備構想会
環 昭和 年境
へ

把握したものである。

の将来構想の策定

・恵那地域 と 伊那谷地

月、待望久しかった中央

改善され

どから開

信州経済

域 の開 の発展が

加速化、

自動車道恵 どのマイ

、農産物市場の拡大、工業

発の可能性が高まることに

圏と中京経済圏とを結ぶ回

期待される。しかしながら

外部資本の流入に伴う摩擦

ナス面を未然に防止するた

立地の進展な

より、将来は、

廊地帯として

、人口流出の

現象の深化な

めには、中央

の 那山トンネル
対
応 速道路のバイ

地・諏訪盆地

交通輸送条件

道路的色彩の

インパクトを

域発展の帰趨

が開通した。同自動車道

パス的性格を持つと同時

・伊那谷・東濃地域など

に恵まれなかった地域に

強い道路である。沿線地

与え、その受け止め方い

に大きな影響を与えるこ

は、東名高 自動車道

に、甲府盆 な産業開

、これまで ず人口の

対する開発 び下伊那

域に多大な て伊那谷

かんが、地 施するこ

とになる。 とが必要

のインパクトを効率的に受

発を積極的に推進すること

定着を図り、優れた自然の

の魅力ある両都市圏の形成

全体を指向する広域機能の

とにより当地域の均衡ある

であると提唱した。

け止め、多様

によって、ま

中に上伊那及

を推進、そし

適正配置を実

発展を図るこ

また、東海

リットを活用

済圏との連携

が必要である

こうした状

中津川・恵那

地方としても中央自動車道

し、従来比較的疎遠であ

強化により相互の発展を

。

況を踏まえ、地域開発委

地域に焦点を合わせ、現

開通のメ この中

った信州経 岐阜県中

期すること 済交流の

年 月

員会では、 域の自治

状分析、現 地域懇談

央自動車道恵那山トンネル

津川・恵那地域と長野県伊

更なる促進が期待されるこ

日、中津川市において本

体並びに経済団体から約

会を開催、両地域の開発整

の開通に伴い、

那谷地域の経

とから、昭和

会会員、両地

名出席して

備構想を報告、

地調査を実施

域においては

解消するため

環境を維持し

ある地域社会

将来構想を、

開発整備構想

した結果、人口減少地域

、今後人口の流出防止や

の総合的産業開発、更に

ながら都市的便益の涵養

を形成することが不可欠

昭和 年 月 中津川・

すぐれた 万都市圏の

である当地 これを中

所得格差を なお、

豊かな自然 期着工と

を図り魅力 翌日建設

であるとの した。

恵那地域の ） 西

形成 と 愛知地

心に種々懇談した。

懇談の席上、 恵那山第二

スピード制限の緩和 につ

大臣、日本道路公団総裁等

三河地域 と 東三河地域

域開発委員会において、西

トンネルの早

いて決議し、

関係先に要望

の将来構想

三河地域と東

題する報告書

ここでは、

和 年 万

標に置き、こ

各産業にわた

生活環境の創

としてとりまとめた。

年後の昭和 年に人口

人）規模のすぐれた都市

れを達成するため第 ・

る産業開発整備の方向と

出、魅力ある都市圏形成

三河地域

万人（昭 を発表し

圏形成を目 西三河

・ 次の 河地域の

、より良い を発表し

に対する施 西三河

を対象地域に取り上げ、そ

た。

地域については、昭和 年

将来発展方向を求めて と

た。

地域は、明治用水による近

れぞれ報告書

月に 西三

題する報告書

代農業社会の

策を具体的か

更に、恵那

月 伊那谷

開通への対応

ここでは、

つ総合的に提言した。

山トンネル開通 ヵ月後

地域の開発整備構想 中

をとりまとめた。

世界第 位の長さを誇る

形成を土

の昭和 年 機械工業

央自動車道 している

は、一方

恵那山トン プロール

台に段階的に工業化が進み

を中心として内陸工業の一

。しかし、急速な工業化・

において都市間格差の増大

化、産業基盤の整備やサー

、近年は輸送

大拠点を形成

都市化の進展

、市街地のス

ビス機能の立



ち遅れなどの問題も表面化しつつあると指摘した。 一宮 小矢部・砺波間 の基本計画が決定

これらを解消

作川流域圏と

住民・企業の

り、特に生活

交通体系の整

画に基づく調

し、将来の発展を図るた

しての一体感に基づく地

協力、国の適切なる指導

環境施設の整備、南北を

備、広域的かつ総合的な

和ある地域開発を進める

めには、矢 されてい

方自治体・ の

が重要であ しかし、

中心とする 定されて

土地利用計 では住民

ことが必要 いた。

た。また、昭和 年には

整備計画と施行命令が発せ

美濃 砺波間 は、

おらず、他方、岐阜 一宮

の反対などによって着工が

第
一宮 美濃間 章

られていた。 激
変

整備計画が決 す
る
経間の愛知県側
済
社大幅に遅れて 会
環
境
へ

であるとした

このような

都市構想（昭

麓実験都市構

ン都市構想

一方、東三

三河地域の開

。

視点から、名古屋東部丘

和 年度）の先駆となる

想 と 幡豆海岸地区レク

の つの提案を行った。

河地域については、昭和

発整備方向 をとりまと

このた

陵研究学園 美濃 砺

猿投山山 本道路公

リエーショ 知県内道

るなど、

年 月 東 けた。そ

めた。 への格上

め、本会では、北陸経済連

波間の整備計画決定の促進

団等関係要路への要望活動

路については、一部路線変

具体的に建設促進の要望と

の後も白鳥以北の山間部区

げや伊勢湾岸までの延伸に

の合会と共同で
対
応を建設省、日

を続けた。愛

更案を提示す

調整活動を続

間の整備計画

ついて要望・

東三河地域

地域における

国際港化、

る国道 号バ

長野県中南信

携を図るため

の開発整備の基本方向は

開発の中核的な役割を持

東三河臨海道路、浜松方

イパスの早期建設、静岡

地域、三重県中南勢地域

の幹線道路網、特に三遠

、 東三河 陳情活動

つ三河港の

面に直結す 名古

県西遠地域、 名古屋

との広域連 状の交通

南信自動車 名神高速

を続けた。

屋環状 号線

環状 号線は、名古屋都市

体系の基幹となる道路で、

道路、中央自動車道、東名

圏における環

かつ、東名・

阪自動車道等

道、渥美半島

上流域にお

開発、 三河

ニクス産業の

東三河地域の

についての具

道路、東三河環状線の建

けるダム建設など新規水

港のエネルギー基地化、

振興と国立総合技術学校

発展と隣接地域との相互

体的施策を提言した。

設・整備、 の高速道

資源の早期 に海上部

メカトロ 通緩和を

の設置など、 切望され

交流の促進 地域交通

のために

名古屋

路を有機的に結びつける道

の 架橋は、名四国道等名

図るための重要な手段とし

ていた。とりわけ西大橋（

の改善、名古屋港における

早期実現が懸案となってい

環状 号線の建設促進につ

路である。特

古屋南部の交

て早期着工が

全長 ）は、

物流の整流化

た。

いては、これ

［ ］高速

本会では、

門的に行う道

この期間に

名古屋環状

道路網整備の推進

昭和 年度に道路網整備

路対策委員会を発足させ

おいては、 東海北陸自

号線、 近畿自動車道、

まで名古

愛知県

の推進を専 橋の緊要

た。 古屋商工

動車道、 企業など

中央自動 （会長

屋環状 号線整備促進期成

知事）を軸に活動してきた

性から、昭和 年 月 日

会議所を中心に名古屋港関

による 名古屋港西大橋建

三宅重光名商会頭、副会長

同盟会（会長

が、海上部架

、本会及び名

係主要団体・

設促進協議会

鈴木俊雄本

車道 の建設

東海北

道路対策委

海北陸自動車

促進に重点をおいて活動

陸自動車道

員会を発足させた昭和

道は、昭和 年から 年

した。 会会長）

先にその

このよ

年当時の東 新規事業

にかけて、 月に西

を設立し、建設省、日本道

実現方を強力に要望した。

うな活動から、昭和 年度

として採択され、事業に着

大橋区間の供用が開始され

路公団等関係

予算において

手、昭和 年

た。



第 編 前 年

近畿自

史

動車道 ており、この期間においては、ニクソン・ショッ
第

近畿自動車章

・ 号の極激
変

車道名古屋線す
る
経 実現と、近畿
済
社 ついて毎年要会
環 昭和 年境
へ

道の建設促進活動につい

度の渋滞を軽減するため

（東名阪）の名古屋への

自動車道伊勢線の久居以

望活動を続けてきた。

月の国幹道建設審議会で

ては、国道

、近畿自動

早期接続の

南の延伸に

、久居 多

クや石

産業を

て次の

産

油

取

よ

業

） これ

危機、その後の急激な

り巻く環境変化への適

うなレポートをとりま

構造ビジョンの策定

為替

切な

とめ

からの産業政策と東海地方

変動など中部

対応策につい

た。

の対応

の 気間（ ）
対
応 に施行命令が

以降は、その

定と早期着工

要望していた

計画が決定さ

の整備計画格上げが決定

出された。これを受け、

先の勢和村 伊勢市間の

を要望した。また、かね

名古屋西 名古屋間（

れ実現に向け大きく動い

され、同時

昭和 年度

整備計画決

てより強く

）の基本

た。

昭和

経済か

変化に

境の著

産業

時代に

ら

加

し

政

対

業）構造

年代後半になると、わ

成長活用型の経済への

え、資源問題をはじめ

い変容に伴い大きな転

策委員会では、昭和

応する産業のあり方、

が国

転換

とす

換期

年度

全国

の変化方向を踏まえて、東

は成長追求型

という基調の

る海外経済環

を迎えた。

から、新しい

的な産業（工

海 県の望ま

中央自

中央自動車

のバイパスと

地域及び長野

めて重要な意

度において、

動車道

道の全線開通は、単に東

しての役割だけでなく、

県各地域との連携、広域

義を有している。従って

西宮線については、伊北

名高速道路

岐阜県東濃

的発展に極

、昭和 年

小渕沢間

しい産

和 年

する専

の発生

定値を

提が大

業

産

門

に

は

き

構造の検討を進め、昭

業経済の展望 新時代

委員会案を作成した。

伴い内外の経済情勢が

るかに上回る石油価格

く異なったことにより、

和

への

しか

一変

の出

内部

年 月に 昭

対応 と題

し、石油危機

したほか、想

現等により前

資料に留めた。

の未開通区間

月開通）する

事の促進を重

し松本・長野

設計調査の促

要望した。

これに関連

の早期供用開始を要望（

とともに、恵那山トンネ

ねて要望した。また、岡

に至る長野線については

進など早期着工を関係要

して昭和 年 月 日に

昭和 年

ル第 期工

谷より分岐

、用地買収、

路に陳情・

は松本・諏

その

内経済

び作業

年に

並びに

き今後

後

も

を

お

財

と

ついて提

、狂騰した物価もよう

安定化の兆しが見え始

開始し、昭和 年 月

けるわが国の経済及び

貨の需給を展望したう

るべき産業政策と東海

言した これからの産

やく

めて

に、

産業

えで

地方

業政

鎮静化し、国

きたので、再

年先の昭和

（需要）構造

、これに基づ

の対応方向に

策と東海地方

訪地域の輸出

関の拡充強化

名古屋税関に

要請、その結

方面事務所開

が精密機械を中心に増大

について強い要望がある

対し同地方の税関官署設

果、同年 月に名古屋税

設が実現した。

し、内陸税

ことから、

置を強力に

関諏訪地区

の対応

） 東

昭和

東海地

もに、

の発展

海

方

新

方

と題する報告書を発表

地方における産業の発

年 月、前述の これ

の対応 をよりブレイ

しい情勢に対応した東

向と望ましい産業政策

した

展方

から

クダ

海地

のあ

。

向と産業政策

の産業政策と

ウンするとと

方の産業経済

り方について、

［ ］産業

性化策の

本会は、中

産業の健全な

構造の高度化、個別

提言

部を代表する経済団体と

発展に資するための各種

産業の活

して当地域

提言を行っ

産業構

におけ

報告書

当報

を踏ま

造

る

を

告

え

高度化への対応の観点

産業構造の発展方向と

とりまとめた。

書では、 全国的な産

て、東海地方の 次、

か

産業

業構

次

ら、 東海地方

政策 として、

造の変化方向

、 次の各産



業並びに当地方の行政投資・産業基盤 ） 中部について詳 地域主要産業の国際競争力の現状と今後

細な現状

生変数）

と東海地

つつ、昭

ミュレー

分析

を設

方の

和

ショ

更に、 中

を行った。次いで、 一

定し、国の産業構造の

地域・産業特性との整

年における東海地方の

ン分析を実施した。

定

長

合

産

核都市名古屋市と各地域

の方向

第 次

場の不安

輸出環境

にとって

産業政

の条件（外

期ビジョン

性を留意し

業構造のシ

との経済

石油危機による石油価格の

定化、発展途上国の急激な

の悪化は、当該産業のみな

も先行き不透明さを増すも

策委員会では、中部地域経

第

章

高騰、為替相 激
変

追い上げなど す
る
経らず地域経済
済
社のであった。 会
環済に大きなウ 境
へ

的・社会

て、東海

市圏隣接

ぞれの地

の産業構

題につい

的関

県

地域

域の

造高

て、

目の提案を行

係、名古屋市からの距

を名古屋大都市圏地域

、遠隔地域の 地域に

将来を展望した。最後

度化実現の基軸となる

高度組立型産業構造へ

離

、

区

に

べ

の

った。

エートを

刃物製造

自動車部

械工業、

機械工業

の主要企

リングを

などによっ

名古屋大都

分し、それ

、 当地方

き対策と課

転換等 項

持つ繊維産業、陶磁器産業

業、ギター製造業、鉄鋼業

品工業、金属工作機械工業

繊維機械工業、家庭用ミシ

の主要 業種を調査対象と

業、業界団体に対するアン

中心とした実態の分析と将

の、合板工業、
対
応、自動車工業、

、金属加工機

ン工業、光学

し、当該業種

ケート、ヒア

来の対応策の

個別

） 繊維

昭和

げは、当

に対米輸

産

・陶

年

地域

出比

業の将来ビジョンの策

磁器産業のビジョン

月に行われた円の

の輸出産業に深刻な打

率が高く、経営基盤の

定

％

撃

弱

検討を行

これを

競争力の

既存産業

源・資質

について

の切り上

を与え、特

い繊維・陶

った。

昭和 年 月 中部地域主

現状と今後の方向 として

の振興、地域産業構造の高

の有効活用、産業立地基盤

諸施策の提言を行った。

要産業の国際

とりまとめ、

度化、地域資

の総合的整備

磁器産業

両産業

地域経済

為替変動

境に立た

すること

に多

は、

に大

に加

され

が必

は、昭和 年

大な影響を及ぼした。

当地域を代表する地場

きなウエートを占めて

え発展途上国の追い上

ている両産業の将来発

要との考えから、貿易

月 繊維・陶磁器産

産

い

げ

展

政

業

余暇

本会で

と題する

後、週休

う自由時

上による

業として、

るだけに、

によって苦

方向を提示

策委員会で

のこんごの

問題に関する提言

は、昭和 年に 余暇時代

レポートをとりまとめ、提

日制の普及や労働時間の

間の増加と、所得・生活水

価値観の変化等余暇に対す

にそなえて

言した。その

短縮などに伴

準の一層の向

る考え方もよ

あり方

係機関に

このレ

生産性、

需給、産

いで両産

と題

提言

ポー

経営

業特

業を

するレポートを作成、

した。

トにおいては、両産業

動向、需要の推移、流

性などについて現状分

取り巻く輸出事情及び

政

の

通

析

国

り多様化

労働問

対応し、

たその従

トによる

余暇意

府並びに関

企業規模、

機構、労働

を行い、次

際環境につ

することになった。

題研究会では、このような

本会会員（ 社）及び無

業員（ 人）を対象と

実態把握と分析に基づき、

識の啓発と余暇態度の転換

新しい情勢に

作為に抽出し

したアンケー

昭和 年 月、

、 余暇環境

いて調査

に対して

制の近代

あるべき

・分

、

化、

姿を

析した。その結論に基

輸出対策と海外企業進

流通体系の近代化に

提示している。

づ

出

つ

基盤の整

ポート

ごすため

き、両産業

、 生産体

いて将来の

備、 余暇制度の確立ーを

余暇時代の到来 こころ豊

に を発表した。

内容とするレ

かな余暇をす
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［ ］エネ

史

ルギー問題、水資源 従って問題につ 、 導入促進のため、港湾の整備、受
第

いて積極章

激
変

わが国は、す
る
経 めて高く、そ
済
社 である。会
環 本会では、境
へ

的な活動を展開

資源・エネルギーの海外

の安定確保と有効利用が

この期間に発生した石油

け入れ基

民一体と

依存度が極 言を行い

重要な案件 ）

前述し

危機に対処 的導入を

地の建設及び 火力発電

なって取り組むべきである

、政府・関係機関に要望し

冷熱利用プロジェクトに参

たとおり、昭和 年 月に

提唱した 総合基地の

所の建設に官

等 項目の提

た。

画

、 の積極

構想 を発表

の するとともに
対
応 し、活発な調

エネル

） 総合

資源エネル

びに環境対策

、エネルギー問題、水資

査・提言活動を行った。

ギー問題に対する諸活動

基地構想を提言

ギー委員会では、エネル

の両面から、新しいエネ

源問題に対 した。折

瓦斯 が

を開始し

を迎える

このよ

ギー需給並 ガス化す

ルギー源で 当た

しも、昭和 年 月、中部

共同で建設した知多 共

、東海地方にも本格的な

こととなった。

うな状況のなかで、本会で

る過程で発生する冷熱エネ

り ）の具体的有効

電力 と東

同基地が 働

利用の時代

は、 を再

ルギー（

利用の促進を

ある （液

年 月

そのなかで

る必要がある

の 需要を

電所による電

化天然ガス）問題を検討

総合基地の構想 をとり

、東海地方に を積極

としたうえで、昭和 年

万 と想定し、無公害

力の供給、クリーンエネ

し、昭和 図るべく

まとめた。 和 年

的に導入す また、

度の当地方 り、愛知

の火力発 品団地の

ルギーによ の策定等

、社団法人愛知県冷熱利用

月）に参画した。

本会では、同協会が農林省

県知多地区を対象とした

形成に資する具体的調査や

を主な内容とする 液化天

協会の設立（昭

食品流通局よ

冷熱利用食

建設基本計画

然ガス（ ）

る一般企業の

る生活環境の

北勢の 地区

設することを

水・エネル

） 中部

大につ

地

いて

公害防除、都市ガス供給

向上等を図るため、名古

に 万 規模の

提言した。

ギー対策委員会では、

域のエネルギー需給と

をとりまとめ

の充実によ 冷熱利用

屋、東三河、 から 年

基地を建 画部長）

るなど積

） その

本会で

問題の第 題につい

の導入拡

推進調査 を受託したため

度の 年間にわたり主任研

を派遣し、受託調査の報告

極的に協力した。

他のエネルギー問題への取

は、わが国のエネルギーに

て多岐にわたる問題を取り

、昭和 年度

究員（本会企

書作成に携わ

り組み

かかわる諸問

上げ、検討し

段として、

焦点をおいた

の導入拡大策

は、中部 県

ギー需給を想

のための長期

昭和 年 月、 の導

中部地域のエネルギー

について をとりまとめ

を対象として昭和 年ま

定、その結果、エネルギ

戦略としては、原子力、

入・拡大に てきた。

需給と 水・エ

た。ここで 地域に

でのエネル をとりま

ー源多様化 全体の計

石炭が基幹 の実行計

ネルギー対策委員会では、

おけるエネルギー対策の推

とめた。ここでは、エネル

画策定にとどめるのではな

画を具体化し、その地域の

昭和 年 月

進について

ギー問題を国

く、地域ごと

将来のあるべ

的役割を担う

要な長期のリ

る過程におい

円滑に対応す

が不可欠であ

ことになる。しかし、そ

ードタイムを考慮すると

て増大するエネルギー需

るためには、 の一層

る。

の開発に必 き姿を含

、ここに至 ことが重

要に対し、 画に織り

の利用拡大 更に、

の 回に

めた総合的な観点から国民

要であり、エネルギー開発

込むことなど 項目の提言

同委員会では、昭和 年

わたり、省エネルギー問題

に訴えていく

を地域開発計

を行った。

月と 年 月

を取り上げ、



それぞれ提言を行った。昭和 年度にまとめた 省 水資源開発計画の着実な推進、節水・廃水の再利

エネルギー対

エネルギー情

討したうえで

エネルギー技

また、昭和

促進について

策の推進について では

勢や省エネの現状と課題

、 省エネルギー意識の

術開発の推進など 項目を

年度に発表した 省エ

では、 民間企業にお

、わが国の 用等水使

を調査・検 た。

定着、 省 番目

提言した。 年 月）

ネルギーの 行った。

ける省エネ 番目の

用の合理化促進など 項目

の 水資源開発のための

では水源地対策のために

水問題に関する二つの提

第
の提言を行っ 章

激
変

提言 （昭和 す
る
経つの提言を
済
社
会
環言と五つの要 境
へ

ルギー技術の

ネルギー投資

ど 項目の提

水資源

東海地方は

いえ、昭和

研究開発に対する促進措

に対する税制、金融上の

言を行った。

問題に関する諸活動

、比較的水資源に恵まれ

年代には人口 人当たり

置、 省エ 望 （昭和

助成措置な 東海 県

ンケート

とに、当

題を探り

ているとは などを行

の水資源量 つ目

年 月）では、本会会

に所在地を有する事業所を

（対象 事業所、回答

地域企業の目から見た水問

、水の需給に関する総合管

った。

は 下水道事業の促進に

の員会社のうち
対
応対象としたア

事業所）をも

題の実態と課

理体制の確立

関する要望

では全国平均

で水資源問題

本会では、

を分析し、今

の発展、民生

水資源開発、

を下回っており、関東・

が深刻になろうとしてい

東海地方が抱える水資源

後の方策を樹立すること

の安定化につながるとの

水需給などについて調査

近畿に次い （昭和

た。 水道事業

問題の現状 ついての

が地域産業 総合化推

観点から、 つ目

検討を行い、

年 月）で、当地域で遅れ

の推進を中心とした下水道

検討をもとに、下水の処理

進など 項目の要望を行っ

の 地下水資源保全のため

がちな流域下

全般の問題に

技術の開発の

た。

の人工涵養に

この期間にお

第 は、

促進に関する

ある。地下水

の地盤沈下の

る工業用水道

機関に要望し

いて つの提言・要望を

地下水揚水規制と工業用水

要望書 （昭和 年 月）

の過剰汲み上げに起因す

現状を踏まえ、地盤沈下

の建設促進など 項目を

た。

行った。

道の建設

の策定で

る濃尾地域

地域におけ

政府、関係

第 は、

対策について

問題の解決を

限に止めるた

な対策が必要

画の見直しと

東海地方における工業用水

（昭和 年 月）であ

図りながら産業活動への

めには、水使用の実態に

であるとの考えのもとで

水資源確保、工業用水道

の現況と

る。地下水

影響を最小

即した有効

、水需給計

建設費の高

率補助など

行った。

つ目は

和 年 月）

画はすでに実

問題解決のために 項目

東海地方における水資源

である。昭和 年頃まで

情にそぐわなくなってい

の提言を

問題 （昭

の水需給計

ることから、 水資源問題に関する提言・要望類
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ついて （昭

史

和 年 月）では、人工涵養（地下 などについて言及し、大気汚染・水質汚濁の防止
第

水の人工的注章

の総合使用管激
変

する必要があす
る
経 更に、 つ
済
社 について （会
環 水としての利境
へ

入の促進）の具体化を図

理と合わせてその合理化

ると主張した。

目の 中水道（水の再利

昭和 年 月）では、中水

用推進を図るために 項

り、地下水 について

を一層推進 しかし

え、先進

用）の推進 題である

道を雑用 う高次元

目の提言を を備えた

具体案を提示した。

、環境問題はすでに国内領

各国に共通する課題であり

との結論に達した。地球環

な命題に対しては、国際的

強力な専門機関を設けるこ

域の問題を超

、全人類的課

境の保全とい

な規模と機能

とが必要であ

の 行った。
対
応 最後の 水

（昭和 年

われている中

開発問題の打

積極的開発、

の提言を行っ

資源の開発と有効利用に

月）では、水資源が豊富

部地域においても、常に

開と安定供給を目指して

工業用水の回収率の向上

た。

り、国連

ついて すべきこ

であるとい

遅れがちな 国連

、水資源の 国連環

など 項目 これを東

ら広域行

に 国連環境センター（

とを提案した。

環境センター（仮称）誘

境センター（仮称）をわが

海地方に開設すべく、昭和

政促進委員会（昭和 年度

仮称） を創設

致構想

国に誘致し、

年度後半か

より環境問題

［ ］環境

長期に及ぶ

を大幅に改善

悪化を派生さ

問題への対応

高度経済成長は、わが国

させたが、他面では、公

せることとなり、第 国

研究会に

ンター創

ンターに

の国民生活 （仮称）創

害など環境 これを

会（昭和 いて、本

呼称変更）が担当し、昭和

設構想策定を、財団法人日

委嘱、昭和 年 月に 国連

設の構想 と題した報告書

受け、同月の正副会長会及

構想案を当地域の官財界の

年末に同セ

本工業立地セ

環境センター

が提出された。

び理事会にお

総意として誘

年 月）にお

公害問題は大

本会では、

河湾の水質悪

題と考え、積

産業

いて公害関係 法の成立

きな社会問題となった。

四日市や名古屋南部の大

化問題もあり、公害の防

極的に取り組んだ。

と公害 を発表

をみるなど、 致促進を

同セン

気汚染、三 眼を置き

止が重要命 自民党は

かけを行

及び国内

構想につ

図ることにした。

ターの創設・誘致活動は、

、外務省をはじめ関係省庁

もとより地元関係方面にも

った。更に、アメリカ等

外の学識経験者 名へ同

いてアンケートし、過半数

当初 に主

、政府首脳、

積極的な働き

ヵ国の政府、

センター創設

を超える賛成

産業政策委

ジカルな対策

業の社会的責

い分野までと

月 産業と

この報告書

員会では、産業公害問題

面に限らず、産業と福祉

任、世界の公害問題の状

らえた研究の成果として

公害 と題するレポート

では、高福祉社会形成に

を単にフィ の回答を

の関係、企 また、

況など幅広 長に要望

、昭和 年 ロング国

を発表した。 席上、同

果たす産業 ではグロ

得ることができた。

昭和 年 月にワルトハイ

書を提出、同年 月には横

連環境事務局長と懇談し、

局長から、目下 （国

ーバルな環境計画の一環と

ム国連事務総

山会長がスト

理解を求めた。

連環境計画）

して、アース

の役割と企業

東海地方、日

実態を研究し

公害にかかわ

の負担問題、

のあり方について述べる

本、世界のそれぞれにお

、次いで各種の調査結果

る行・財政のあり方、公

公害防止技術の開発の必

とともに、 ウォッチ

ける公害の 水・陸水

に基づいて、 る正確な

害防止費用 解析する

要性と方法 本会で

（地球監視）の計画があり

・雨水）のモニタリングで

水の分析値を出し、水質を

ことが必要である、と指摘

は、この点に着目して、国連

、水環境（海

最も基本であ

正しく理解・

された。

環境センター



（仮称）の創設は、まず水分析機関の設立から着 環境問題に関する諸活動

手することと

にある名古屋

構想案の策定

の協力を得て

境研修所（仮

その後、北野

し、この分野で世界のト

大学水圏科学研究所の北

を委託、菅原健名古屋大

、昭和 年 月 汎太平

称） と題した報告書が上

教授らがこの案の深化を

ップレベル ） 環境

野康教授に 本会は

学名誉教授 制化問題

洋地域水環 要望した

梓された。 制度の法

図り昭和 題が多く

アセスメントの法制化につ

、昭和 年 月 環境アセ

をとりまとめ、政府並び

。この中で、現状での環境

制化には、制度、技術面等

、その対応いかんではわが

第
いて提言 章

スメントの法 激
変

に関係省庁に す
る
経アセスメント
済
社で未解決な問 会
環国経済社会の 境
へ

年 月 アジ

した構想案を

昭和 年に

関係者に大き

寄せられ、本

粘り強く努力

界的に石油危

ア地域水環境研修所（仮

とりまとめた。

至り、本構想が公表され

な反響を呼び、多くの支

会はこれに力を得てその

を傾注した。しかし、時

機発生後のスタグフレー

称） と題 将来に大

すべきで

ると、内外 政指導を

持や助言が ） 水質

実現に向け 環境庁

あたかも世 の広域的

ションで経 施するた

きく影響するので、総合的

あり、国の自治体に対する

望みたい旨を提言した。

総量規制の導入に関する意

では昭和 年、汚濁の程度

な閉鎖性水域を対象に水質

めに、水質汚濁防止法の一

の見地から検討
対
応有効適切な行

見

が著しい特定

総量規制を実

部を改正する

済的に厳しい

理事会（昭和

する国際機関

十分討議され

本会は、昭

境理事会事務

状況にあったことや、第

年 月）など地球環境

の場が南北間の対立の余

ないまま推移した。

和 年 月、 ．フロッ

局次長と懇談した際、同

回 準備に入

問題を討議 本会で

波を受け、 ついては

象外とな

シュ国連環 た総合的

氏から中経 の要望を

った。

は環境対策委員会において

十分な検討期間を設けると

っている生活排水等の対策

な水質保全対策の検討・推

まとめ、 水質総量規制導

、法案作成に

ともに規制対

に重点を置い

進など 項目

入に関する意

連構想を高

ター及び水環

あり、その後

て働きかけを

ら、第 回

至らなかった

く評価するが現状において

境研修所の設置は難しい

も日本政府のみならず国

行ったが国際情勢や資金

理事会では採択され

。

は同セン 見 とし

との発言が ） 二酸

連等に対し 二酸化

的問題等か 月、 時

るまでには れ、それ

移動発生

られてき

て政府並びに関係機関に建

化窒素の環境基準に関する

窒素にかかわる環境基準は

間値の一日平均値

以降も基準達成に向かって

源両者に対しかかわる数次

た。

議した。

要望

、昭和 年

以下と設定さ

固定発生源、

の規制が進め

昭和

政府が中

の環境基

二酸化

とめ、環

の整合性

年 月、本会は環境対策委

央公害審議会の答申を受け

準の見直し準備に入った

窒素の環境基準に関する要

境基準運用上の混乱防止及

などについて政府並びに関

員会において、

て二酸化窒素

のを機会に、

望 をとりま

び国際水準と

係機関に強く

国連環境センタ
ア地域水環境研

ー（仮称）イメージ図と、同セン
修所（仮称）の英文冊子

要望した

） 環境

昭和
ター及びアジ

法が改正

げてきた

。

保全と省エネルギーについ

年に公害対策基本法をはじ

、強化されて以来、環境対

。その一方において、石油

ての提言

め公害関係諸

策が成果を上

危機を契機と



第 編 前 年

して資源エネ

史

ルギーの有限性が顕在化するととも 本会の初めての海外視察は、昭和 年に中部経
第

に、経済成長章

く情勢は厳し激
変

ます高度化しす
る
経 れるに至った
済
社 このような会
環 環境対策を進境
へ

の鈍化や円高等により企

さを増し、更に、国民の

、生活環境全体の質的向

。

中で、環境対策委員会で

めるうえで直面している

業を取り巻 済同友会

欲求はます 表団 （

上が求めら 鈴木俊雄

の各都市

は、企業が 会主任、

諸問題を調 ともに、

と共同で派遣した 中部地

月 日から 月 日の

会長）であり、北京、南京

を歴訪し、王耀庭中国国際

廖承志中日友好協会会長ら

中国銀行、中国遠洋運輸総

方経済訪中代

日間。団長

、無錫、上海

貿易促進委員

と懇談すると

公司等を訪問

の 査するととも
対
応 の視点から分

時代の企業に

題について

民生活との調

保全対策及び

対する国の援

に、国家的要請である省

析、検討し、昭和 年

おける環境保全と省エネ

を公表した。その中で、

和を第一とした環境諸対

省エネルギー対策関係の

助・誘導など、 項目を

エネルギー し、中部

月 低成長 進を図っ

ルギーの問 本会単

産業と国 アジア視

策、 環境 ンドネシ

技術開発に 日間。団

提言した。 これは

地域と中国との相互理解と

た。

独では、昭和 年 月に派

察団 （シンガポール、マ

アの ヵ国。 月 日から

長 鈴木会長）が最初であ

、オイスカ産業開発協力団

今後の交流促

遣した 東南

レーシア、イ

日までの

った。

の協力により

［ ］国際

わが国は、

ビス化と貿易

まり国際化が

交流活動への取り組み

経済規模の拡大に伴い、

、投資等を通じた海外と

進展した。こうした中で

訪問した

談、進出

懇談を行

経済のサー の企業進

の関係が強 第 回

地域の活性 会長）は

もので、各国政府及び商工

日本企業の視察、現地駐在

い、現地の実情に通じると

出のあり方等について種々

目の 東南アジア視察団

、タイ、スリランカ、シンガ

会議所との懇

の日本人との

ともに、今後

懇談した。

（団長 鈴木

ポール、フィ

化を図るため

く、グローバ

重要となって

初めて

本会は、そ

との懇談を行

には、産業振興の視点ば

ルな視点に立った国際化

きている。

の海外視察団の派遣

れまでは単発的に海外か

っていた（例えば、昭和

かりではな リッピン

への対応が 月 日

日本企業

の企業進

カ研究会

らの視察団 ての調査

年 月 年 月

の ヵ国を訪問（昭和 年

の 日間）した。特に、ス

の誘致に熱心であり、同国

出を援助すべく、同年 月

を発足させ、同国への企業

・研究を行うとともに、同

の 度にわたり調査団を派

月 日から

リランカは、

への中部から

にはスリラン

進出に当たっ

年 月と昭和

遣、同国政府

日の朝鮮民主

代表団の受け

員会として国

推進すること

ブラジル懇話

ラジル進出企

主義人民共和国国際貿易

入れ）が、昭和 年度か

際交流委員会を設置し、

とした。その後、昭和

会を設置（昭和 年度解

業を中心として情報交換

促進委員会 機関と折

ら、常設委

国際交流を 海外

年度には、 本会の

散）し、ブ 発に活動

・話し合い 年 月よ

衝を重ねた。

子女教育相談室の開設

特色ある国際交流活動であ

している海外子女教育相談

り 海外子女教育振興財団

り、現在も活

室は、昭和

の協力を得て、

を行う場とし

本会の国際

外視察、 講

の提供、更に

海外子女教育

た。

交流活動は、昭和 年度

演会・セミナー等を通じ

昭和 年度からはこれに

問題を取り上げ、活動を

当初は毎

から、 海 外赴任前

た海外情報 の後、予

加えて、 教育振興

展開した。 本会の国

月 回、カウンセラーが本

、帰国後の子女の教育相談

定外の相談案件が生じた時

財団のカウンセラーの都合

際部長が代役として相談を

会に出向き海

を行った。そ

や 海外子女

が悪い時は、

受けていた。



今日では全て本会国際部長がカウンセリングを バーデンで開催された 理事会で投票の結果、

行っている。

また、当地

については、

大・高校・中

した体制で受

年度から愛

域における帰国子女の受

昭和 年度から南山学園

学にそれぞれ特別学級を

け入れることとなった。

知教育大学附属中学校に

け入れ制度

韓国・ソ

で大学・短

むまでに

設け、一貫

また、昭和

も特別学級

ウルが開催都市と決まり、

は至らなかった。

第

章実現に持ち込

激
変
す
る
経
済
社
会
環
境
へ

が設けられた。
本会の名古
光掲示板で

［ ］他

西日

中部以

屋オリンピック 活動（明治生
の ）

の経済団体との交流

本経済協議会

西の 経済団体で構成する

の
対
応命名古屋ビルの電

西日本経済協

海外子

［ ］名古

女教育相談室の開設（昭和 年

屋オリンピック招致

議会は、

の総会に

月）

ための共

界として

望を重ね

昭和

昭和 年に創立された。以

おいて、西日本各地域の均

通する内外諸課題について

の課題解決策を政府・関係

てきた。

年からは総会を年 回秋に

降、毎年 回

衡ある発展の

議論し、経済

省庁に対し要

開催すること

昭和

県議会に

が決議さ

発展する

意義ある

年

おい

れた

ため

事業

全面的に協力

月、名古屋市会をはじ

て、 年名古屋オリ

。中部が世界に開かれ

にもオリンピック競技

であるとの認識から、

することとなった。

め

ン

た

大

本

とし、昭

る。なお

の経済正

め 月

北陸

愛知・岐阜

ピック招致

地域として

会の開催は

会もこれに

北陸経

和 年から夏に代表者会議

、昭和 年には第 次石油

常化への対応について緊急

日大阪において代表者会議

経済連合会との経済懇談

済連合会との第 回経済懇

を開催してい

危機とその後

に協議するた

を開催した。

会

談会は、昭和

このた

員会を設

開、他経

ととした

本経済協

より、“

め、

置し

済団

。同

議会

昭和 年 月にオリン

、関係機関との連携、

体との協力体制強化な

年 月 日、福岡市で

第 回総会において加

年名古屋オリンピック

ピ

ど

開

藤

競

年 月

造論と地

北陸新幹

える諸問

昭和 年

ック特別委

活動の展

を進めるこ

催した西日

乙三郎会長

技大会”の 和 年に

日金沢市において開催し

域開発、公害問題、東海北

線の建設促進など東海、北

題について活発な意見交換

に名古屋市で第 回目を開

第 回目を福井市で開催、

、日本列島改

陸自動車道、

陸両地域が抱

を行った。翌

催した後、昭

後は毎年東海

招致につ

して、総

昭和

に正式に

したが、

いて

理は

年

立候

昭和

発言し、満場一致で特

じめ関係大臣に要望し

月 日には閣議了解さ

補し、官民挙げての招

年 月 日、西ドイ

別

た

れ

致

ツ

と北陸で

は両地域

問題など

機関に要

決議を採択

。

、同月 日

活動を展開

・バーデン

交互に開催している。また

が共通して抱える道路整備

緊急な課題については連名

望書を提出している。

、同懇談会で

やエネルギー

で政府・関係
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経済

史

団体連合会首脳との懇談
第

章

激
変
す
る
経
済
社
会
環
境
へ

経済

国内各地

済の問題

図ってお

昭和 年

団体

域の

点

り、

月

東海経済界は

連合会は、土光敏夫会

経済界と懇談し、日本

や今後のあり方につい

東海 県の経済界代表

日名古屋市において

長

経

て意

と

開

横山通夫中部電力会長（

の就任以来、

済や地域経

見交換を

の懇談会は、

催された。

本会会長）、

の
対
応

三宅重光

が代表世

団連側は

会長らが

突っ込ん

から毎年

東海

話人

土光

出

だ意

、本

催により、両

銀行頭取（名古屋商工

となり、経済界代表

会長、稲山・岩佐・佐

席、石油危機後の不況

見交換がなされた。な

会並びに東海商工会議

会

名

伯

克服

お

所

団体の全会員を対象とし

議所会頭）

が出席、経

・大槻各副

について

、昭和 年

連合会の共

て、経団連

首脳を名

開催して

沖縄

本土復

布志湾開

古屋

いる

・

帰し

発計

に迎えて 東海地方経

。

鹿児島両県開発地域の

た沖縄県の開発計画と

画の現地を視察するた

済

視

、

め

懇談会 を

察

鹿児島県志

、須崎潔副

会長ら

縄・鹿児

沖縄県で

児島県で

けた。

名は

島両

は屋

は開

東北経

、昭和 年 月 日か

県を訪問し、両県の現

良知事ら地元官・財界

発計画担当部局より詳

済連合会との懇談

ら

地

人

細

日まで沖

視察の後、

と懇談、鹿

な説明を受

東北経

日、仙台

はじめ

し、東北

発プロジ

た後、地

済連

市に

名、

経連

ェク

域開

合会との懇談会は、昭

おいて開催した。本会

東北経連から平井会長

側から、懸案のむつ小

トのついて詳細な現況

発、農業問題、企業進

和

か

他

川

報

出

年 月

ら横山会長

名が出席

原大規模開

告がなされ

、中枢管理

機能強化策等多方面にわたる問題を懇談した。
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期 昭和 年度 平

の策定 推
成 年度）

進

世
紀
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中
部
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ョ
ン

第

章

［ ］小川

第 節 小川

修次会長代理の就任

会長代理、田中

同委員

会長の就任

会では、慎重審議の結果、各委員から、

の
策
定
・
推
進

加藤乙三郎

ヵ年をかけ

世紀の中部ビ

直前に病に倒

のため、昭和

障をきたすの

会長は、昭和 年（

、本会の総力を挙げて策

ジョン （昭和 年 月）

れ、長期療養を余儀なく

年 月、加藤会長から

で、中経連規約に基づき

加藤会長

） 月から まで活動

定した 部ビジョ

の発表の ることか

された。こ めには、

会務に支 する人が

会長代理を 中精一中

就任以来、本会の活動が長

範囲が拡大されてきたこと

ンの実現活動を展開する重

ら、これらの事業を遅滞な

加藤会長の意見を十二分に

望ましい。そのためには、

部電力 社長が最適任者で

野県、静岡県

、 世紀の中

要な時期にあ

く推進するた

踏まえて推進

本会理事の田

ある、と全員

置くように

これを受け

協議した結果

員一致で推薦

事があり、同

会長代理は、

との指示があった。

、同年 月 日開催の正

、小川修次副会長が適任

し、翌 日小川副会長よ

日付けで会長代理に就任

月 日開催の東海地方

の意見が

副会長会で れたこの

であると全 同月 日

り承諾の返 昭和

した。小川 て、加藤

経済懇談会、 に田中精

一致した。小川会長代理は

結論をもって田中理事に会

内諾を得た。

年 月 日開催の第 回定

乙三郎第 代会長が退任し

一理事が就任した。

同日、答申さ

長就任を要請、

時総会におい

、第 代会長

月 日開催

事を主宰した

［ ］田中

昭和 年

したいため会

の創立 周年記念式典な

。

精一会長の就任

月、加藤会長より、病気

長職を辞したい旨の申し

どの重要行

療養に専念

出があった。

これを受け、

会において、

考委員会の設

期会長選考委

月 日開催の正副会長

小川会長代理が内規に基

置を提案、了承され、

員会が開かれた。

会及び理事

づく会長選

月 日に次
田中新会長就任（昭和 年 月 日）

第 章第 章
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田中精一新

史

会長は、就任挨拶の中で、 世紀 談役、田口利夫西濃運輸 社長の 名が就任した。

の中部ビジョ

る。ビジョン

提言・提案が

実現を目指す

から直ちに着

数年の間に検

第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

ン の実現に向かって全

の中には、数多くのプロ

含まれているが、すべて

には無理がある。そこで

手しなければならないも

討を十分加え、実行に移

力を傾注す 更に、

ジェクトや 同年 月

を短期間で 期に、堀

、 本年度 が退任し

の、 ここ 常務取

さなければ 松永亀三

昭和 年 月に山田龍男が

には齋藤茂が急逝、平成元

種治、土方大貳、濱鐵夫、

た。これに代わって、安江

締役名古屋製鐵所長（昭和

郎中部電力 社長、小林春

退任し、また、

年 月の改選

平野史の 名

幹新日本製鐵

年 月就任）、

男 八十二銀

ならないもの

間に着実に実

決め、分類し

全体としての

展開していく

田中会長は

本会が解散す

の
策
定
・
推
進

、 息長く腰を据えて

現を進めるものなど、順

て推進を図るべきと考え

戦略性と個別の戦術をも

ことを表明した。

、平成 年 月に任意団

るまでの 期 年の長き

世紀までの 行頭取、

位と緩急を ビデン

る と述べ、 年 豊田

って事業を 道 社長

体制とな

体としての 平成

にわたって 代わって

堀木博四日市倉庫 会長、

社長、谷本悦造三重交通

自動織機製作所社長、須田

が新たに副会長に就任し、

った。

年 月の非改選期に、加藤

伊藤喜一郎 東海銀行頭取

多賀潤一郎イ

社長、豊田芳

東海旅客鉄

名の副会長

一が退任し、

が就任した。

会長職を務め

会長は次の通

田中会長と

本製鐵 常務

に退任した磯

た（昭和 年

た。その間、田中会長を

りである。

同じ昭和 年 月に、神

取締役名古屋製鐵所長が

野員彦の後任として副会

月退任）。

補佐した副

居詮正新日

、前年 月

長に就任し

昭和 年

社長、矢橋

楽器製作所社

が新任、高橋

梶井健一、小

郎、加藤隆一

務）の 名が

月の改選期には、竹見淳

浩吉イビデン 会長、河

長、濱鐵夫 大和製作所

順吉、豊田英二、堀種治

川修次、齋藤茂、土方大

、神居詮正、吉田弘一（

再任され、 名の副会長

一日本碍子

合滋 河合

社長の 名

、金丸吉生、

貳、神野信

専務理事兼

となった。

昭和 年

田英二の後任

長、神居詮正

常務取締役名

吉田弘一、矢

に清水義之

月の改選期には、前年に

として豊田章一郎トヨタ

の後任として山田龍男新

古屋製鐵所長に加えて、

橋浩吉の 名が退任した

十六銀行頭取、甘利公雄

退任した豊

自動車 社

日本製鐵

高橋順吉、

ため、新た

中部電力

取締役の

兼務）。

昭和 年

後任として安

た、非改選期

名が就任した（甘利公雄は

月の改選期には、清水義

田梅吉大日本土木 会長

の前年 月には平野史日

専務理事

之が退任、

が就任、ま

本電装 相



［ ］ 世

びに推進

第

紀の中部ビジョン

節 主な活動の概

の策定並 報、教育

角にあり

要

、技術等すべての分野

、将来に対する不確実

にわ

・不

第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

たって曲がり

透明な時代を

中部

本会に

し、これ

来を見定

がある。

発

は、

から

め、

本章の対象

展の将来ビジョン策定

変化の激しい時代環境

の変化方向を見据え、

進むべき道を探るとい

期間である昭和 年

の

を

地

う

（

必要性

的確に把握

域社会の将

大きな責務

）度から

迎えた

構想し

動する

この

加藤乙

年記念

中

、

か

よ

三

事

べき姿を

にあって、中部地域の

世紀初頭までの 年

が大きく問われていた

うな時代環境のもとで

郎会長が年頭挨拶の中

業として、 年後の

将来

間を

。

、昭

で、

年

描く 世紀の中部ビジョ

の
策
定
・
推
進

をどのように

どのように行

和 年 月、

本会創立 周

の中部のある

ン の策定を

平成 年

のもとで

を描くう

した時期

更に、

た 世

度ま

今日

えで

であ

後述

紀の

での 年間は、このよ

の中部の姿、あるいは

ベースとなった各種ビ

った。

するように、昭和 年

中部ビジョン で、中

う

今

ジ

部

な問題意識

後の中部像

ョンを策定

月に発表し

の将来発展

提唱し

作業を

策定

通流通

体の調

を組織

、

開

に

部

整

し

同年 月の定時総会に

始した。

は全委員会が参加し、

会、資源問題部会、地

と総括的な問題を検討

、各部会のテーマに応

おい

産業

域問

する

じ

て承認を得て、

経済部会、交

題部会及び全

企画調整部会

つの専門委員

の基本方

枢圏域の

発計画（

において

目を果た

また、

向と

形成

昭和

、国

すこ

当地

ある中部新国

して打ち出した国際的

という考え方は、第四

年策定。以下 四全

土計画として位置づけ

ととなった。

域最大のナショナルプ

際空港の建設、新成長

な

次

総

ら

ロ

産

産業技術中

全国総合開

という）

れる礎の役

ジェクトで

業分野とし

会等を

得て、

翌昭

ビジョ

委員会

に、中

設

事

和

ン

を

部

懇談会に

置し、会員会社から人

務局が総力を結集して

年 月の定時総会に

の大綱について了承を

中心に精力的に内容の

県 市の首長との懇

おいて出された要望・

的、

とり

中間

得た

充実

談会

提言

資金的応援を

まとめた。

骨子を報告、

。その後専門

を図るととも

及び各地会員

等を織り込み、

て導入を

導材料等

部丘陵・

整備、東

線道路の

た活動は

打ち

に関

東濃

海北

建設

、本

出したファインセラミ

する試験研究施設の設

西部・鈴鹿山麓の各研

陸自動車道や東海環状

促進など、同ビジョン

会の主要活動として今

ッ

置

究

自

の

日

クスや超電

、名古屋東

学園都市の

動車道等幹

実現に向け

も着実に続

昭和

トによ

ジェス

月 日

た。

本ビ

年

り

ト

開

ジ

月に、 頁に集約し

ビジョンの概要を分か

版 未来への提言 を

催の創立 周年記念式

ョンは、総論、産業、

た

りや

とり

典に

情報

本論とイラス

すくしたダイ

まとめ、翌

おいて発表し

、交通・流通、

けられて

本会

の中部

年

いる

活

ビ

代に

。

動の新しい指針となっ

ジョン の策定

入り、政治、経済、産

た

業

世紀

、文化、情

エネル

地域づ

また

して

模等の

ギ

く

、

展

ー、水資源、水とみど

り、プロジェクトの

本ビジョンは、 年

年の世界・日本及び中

望に始まり、“水とみど

りの

編で

代、

部の

り

調和、文化、

構成している。

年代、そ

人口、経済規

”豊かな潤い



第 編 前 年史

ターなど中部発展のカギとなる のプロジェクト
第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
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を提言

本ビ

みられ

ものか

た広範

の、地域

し

ジ

た

ら

な

た。

ョンは、従来型のビジ

産業経済開発や地域開

脱し、自然、文化、教

将来構想を展開、経済

活性化のための総合的

ョン

発に

育ま

団体

なビ

に往々にして

比重を置いた

でも対象とし

として初めて

ジョンとして

世紀の中部

の
策
定
・
推
進

のある地

れた自然

ベースに

域づ

的

、世

とその可能

ビジョン（本書 左 とダイジェ

くりを基本理念として

条件、地理的条件と高

界及び日本にあって分

性を探り、道路整備を

、

い工

担

骨格

スト版）

高い評

ティテ

た。

中部の恵ま 本ビ

業集積を ビジョ

すべき機能 央省庁

とした環 を行う

価

ィ

ジ

ン

、

な

を受けるとともに、本

ーの発揮、ステータス

ョン策定後は、構想の

推進体制を強化・充実

政府出先機関、地方自

ど積極的な働きかけを

会自

の向

具体

する

治体

行っ

体のアイデン

上につながっ

化を図るため

とともに、中

等と意見交換

た。それらと

状・放射

する

更に、

新成長産

再活性化

流通加工

状に

世界

業の

を図

基地

産業配置、都市圏の形

構想 を示した。

の産業技術の中枢を形

導入、既存産業の高度

るとともに、中部新国

、産学共同研究都市、

成

成

化

際

中

等を内容と 併せて

団体、

するため、 数回に

など産業の 深める

空港や国際 国土庁

部情報セン ローア

、

外

わ

よ

の

ッ

新聞、放送等の報道機

部機関などにおいて説

たり行うなど、各界各

う幅広く活動した。特

第三次全国総合開発計

プ作業及びこの後に策

関を

明会

層の

に、

画（

定さ

はじめ、関係

、講演会を

理解、認識を

昭和 年 月、

三全総）のフォ

れる四全総に

世紀中部の発展フォロー



関する準備作業の一環として、中部産業の発展方 世紀中部圏計画（アポロ プラン）

向に関するヒ

紀の中部ビジ

展方向を中心

［ ］中部

ジョンの

アリングが行われ、本会

ョン における産業発展

に詳細な説明を行った。

地域発展のための国

策定協力

から 世

、中部の発 中部圏

富むこと

ることな

も三全総の各種ビ
た、首都

の策定

（ 県）は、東西両圏に比

、求心力が弱いこと、中進

どから、開発余力を高く評

における位置づけが不明確

圏改造計画、近畿圏のスバ

協力
第

章

べ、多様性に

的な地域であ

価されながら

であった。ま

ルプランのよ

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

東海環

これらの活

紀の中部ビジ

唱した

に東三河・中

市帯調査が実

状都市帯構想 調査の推

動や本会の働きかけによ

ョン の中で中部の新骨

構想の

南勢地域を追加）とする

施されることとなった。

うな中部

いなかっ進と反映

って 世 このよ

格として提 運の醸成

を対象（後 けの実現

東海環状都 協議会（

この調査は、 国・地方

圏を対象とする超長期構想

た。

うな状況を打開し、中部圏

と四全総など国家計画への

を意図し、国土庁、中部圏

県 市）、北陸経済連合

自治体・民間（本会、北経

が立案されて

の一体化の気

明確な位置づ

開発整備地方

会に働きかけ、

連）の 者が

の
策
定
・
推
進

昭和 、 年

省、通商産業

大規模な調査

した。

この調査結

帯構想 とし

の ヵ年にわたる国土庁

省、運輸省、建設省の

で、本会もこの調査に積

果は、昭和 年 月 東

て発表された。同構想は

、農林水産 一体とな

省庁共同の 査 （中部

極的に協力 本調査

計画（総

海環状都市 年 月

、中核都市 トル（愛

って推進したのが 世紀

圏一体化調査）である。

は、昭和 年度から 年度

費用 億 万円余）で

、“アポロ プラン”と

称）を付して公表した。

中部圏計画調

までの カ年

実施し、昭和

いうサブタイ

名古屋を中心

群及び中南勢

基本方向、土

都市基盤の整

わたっており

相互に連携・

帯の形成を提

とする 圏に環状に展

・東三河地域を対象に、

地利用計画、交通運輸施設

備、研究学園都市の形成

、各都市が自立性を保つ

補完し、活力と潤いのあ

唱している。

開する都市 世紀

地域整備の 及び近畿

及び産業・ 担・相互

など多岐に 国及び世

とともに、 術首都圏

る広域都市 また、計画

マ別に調

初頭の中部圏は、首都圏

圏（経済・文化）との世界

補完とともに、その地域特

界の発展を先導する“緑と

”の形成が基本方向である

の策定過程では、単年度ご

査報告書をとりまとめ、各

（金融・情報）

都市機能の分

性から、わが

水の産業・技

としている。

とに個別テー

界の有識者で

東海環状都

と軌を一にす

画の提示、特

必要性、

アップされた

たことは、地

市帯構想は、本会の

ることから、国レベルの

に新骨格となる東海環状

つの研究学園都市の形成が

ほか、中部新国際空港に

域の発展ビジョンの実現

構想 構成する

整備基本計 紀中部圏

自動車道の 関係者等

クローズ し、中部

も言及され 更に、

にとって極 ワール

世紀を考える中部圏会

計画調査委員会 で議論・

へのヒアリング・アンケー

圏全体からの意見・要望の

この計画をより具体化、深

ド・ガーデン構想、 未来

議 や 世

検討したほか、

ト調査を実施

集約を進めた。

化させるため、

の郷づくり構

めて大きな前

（注）現在、東
研究学園
ジ構想（東
中部国際
平成 年

進であった。

海環状自動車道は建設中（進
都市については 東海リサーチ
海地域研究学園都市構想） と
空港は、平成 年 月 日現地
月開港予定。

想、 テ

捗率 ％）、 構想、
・リンケー

のプロジして推進中、
工事着手、 本調査

要性が再

クノコリドール構想、 交

総合交通・情報ネットワー

ェクト構想も策定した。

の推進と に伴い、中部

認識され、中部圏の新たな

流マルチコア

ク構想の つ

圏一体化の必

骨格となる東



第 編 前 年

海北陸自動車

史

道、中部縦貫自動車道等の建設促進 部産業活性化センターと共同して 伊勢湾におけ

活動、地域間

省庁との意思

に閣議決定さ

的な産業技術

色濃く反映さ

め中部圏の重

第
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交流活動が活発化したほ

疎通も進展した。昭和

れた四全総には、 名古屋

中枢圏域とする と同計

れた。また、中部新国際

要プロジェクトの多くが

か、中央諸 る沿岸利

年 月 日 にわたり

圏は世界 その中

画の考えが テクノロ

空港をはじ フスタイ

位置づけら ニケーシ

用計画調査 を平成元年・

実施した。

で、伊勢湾沿岸域の整備方

ジー・フロンティアベイの

ル・フロンティアベイの形

ョン・フロンティアベイの

年の両年度

策として、

形成、 ライ

成、 コミュ

形成の つを

れ、大きく前

なお、国土

ため、昭和

業技術首都圏

査を行った。

備のあり方に

月）に 中部

の
策
定
・
推
進

進することとなった。

庁では、同計画のフォロ

年度から平成 年度まで

形成等推進方策調査 と

なかでも国際空港を核と

ついて、平成 年度末（

新国際空港整備に関連し

柱にそれ

ーアップの 提示した

、 中部産

して各種調 ［ ］中
した地域整

平成 年 本会で

た地域開発 策定に加

ぞれ関連した諸機能の配置

。

部各地の将来構想の策

は、中部地域の広域的な将

え、昭和 年以降中部 県

・整備方策を

定

来ビジョンの

の中で特定地

に関する基礎

成 年 月）

を活用したグ

調査 をとり

伊勢

調査 を実施、更に、翌

には 中部新国際空港の

ローバル時代の圏域づく

まとめた。

湾利用基本構想 策定へ

年度末（平 域を抽出

インパクト 対象期間

りに関する 世紀

域振興、

いった視

いて、地の協力

し、構想を立案・提示して

（昭和 年 平成 年）

の中部ビジョン のフォロ

四全総・中部圏開発整備計

点から、 世紀を指向した

域開発委員会等で精力的に

きた。本章の

においては、

ーアップと地

画への対応と

地域整備につ

調査・研究し、

本会では、

両年度にお

地域の活性化

る 伊勢湾利

のため、産官

用懇談会 の

年 月に報

運輸省第五港湾建設局か

いて、新しい時代に対応

推進や港湾計画立案など

用基本構想 の策定を受

学の有識者 名からなる

意見を聴きながら作業を

告書をとりまとめた。

ら昭和 ・ 提言した

する伊勢湾

の指針とな 三

託した。こ と地域

伊勢湾利 世

進め、昭和 田地域を

州地域を

。

遠南信トライアングル

整備の動き

紀の中部ビジョン におい

頂点とし、愛知県東三河地

底辺とするトライアングル

構想 の策定

て、長野県飯

域と静岡県遠

の形成による

その中で、

リードする産

世界に向け

る産業・技術

空間の創造の

ために、 伊

開発余力が大きい伊勢湾

業技術中枢圏域の先導役

た交流・情報拠点の形成

拠点の形成、 魅力ある

つの目標を設定、その

勢湾国際総合物流拠点構

を、世界を 地域振興

と位置づけ、 この構

、 活力あ 方向、ト

生活・文化 て総合的

目標実現の 形成を目

想、 伊勢 をとりま

を提唱した。

想の具体化を図るため、

ライアングルエリアの一体

に検討し、昭和 年 月

指した 三遠南信トライア

とめ、公表した。

地域別の発展

的発展に関し

、 万都市の

ングル構想

湾国際交流拠

構想、 伊勢

伊勢湾総合高

伊勢湾づくり

更に、本会

点構想、 伊勢湾新産業

湾マリンアメニティゾー

速交通ネットワーク構想

の つのプロジェクトを提

は、国土庁、愛知県、三

・技術拠点 この構

ン構想、 自然環境

、 安全な 成すると

案した。 の県に匹

重県、 中 市圏を形

想では、 つの地域がそれ

の中において、活力に満ち

ともに、相互に機能の連携

敵する三遠南信トライア

成する。このための中核プ

ぞれの優れた

た都市圏を形

を図り、一つ

ングル 万都

ロジェクトと



して、 三遠南信自動車道の建設促進、 三河港 文化、生活など多様な分野における地域交流活動

の整備促進と

ノポリスの建

更に、地域

三遠南信農業

三遠南信農

歴史民俗芸能

ハイテクエリアの形成、

設促進の つを提唱した

の共同研究プロジェクト

研究情報センター（仮称

林工芸大学（仮称）の設

博物館（仮称）の建設、

浜松テク を展開し

。

として、 名

）の設立、 策定

立、 国立 中部地

広域観光 枢圏域

ている。

古屋国際ビジネスゾーン

域は、四全総で 世界的な

を目指すと位置づけられた
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整備構想 の

産業技術の中

。この実現の

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

ルートの形成

置の つを提

当地域発展

昭和 年

構想

区間ごとに順

には終了した

、 三遠南信振興機構（

言した。

の基本となる三遠南信自

月に国の高規格幹線道路

に組み入れられ、平成元年

次基本計画が策定され、

。事業着手も順次進展し

仮称）の設 ため、情

際交流機

動車道が、 は高次都

計画 万 本会で

度からは 術化時代

平成 年度 国際産

、難工事区 後述）し

報機能の強化、研究開発機

能の拡充等を図るとともに

市機能の集積を図るとして

は、昭和 年 月、国際化

に対応する国際的な拠点の

業・技術首都圏の形成 を

、その中で中枢都市名古屋

能の集積、国

、名古屋圏で

いる。

・情報化・技

形成を目指す

発表（詳細は

の高次都市機

の
策
定
・
推
進

間の小川路峠

年 月と 月

備に向け建設

このような

月には、浜

心となって

道路、青崩峠道路がそれ

に供用開始され、他の区

事業が進められている。

基盤整備の進捗に併せて

松・豊橋・飯田の 商工

三遠南信地域経済開発懇

ぞれ平成 能の集積

間も早期整 古屋新都

機能の分

、平成 年 を大改造

会議所が中 して再生

談会 を組 この構

とアメニティーの向上を目

心軸の形成 を提唱した。

担を基本目標に、名古屋

し、ヒト・モノ・情報の集

させようとする構想である

想を更に具体的に検討する

的とした 名

これは、首都

駅周辺約

まる新都心と

。

ため、 中部

織、 地域情

調査などの交

会議所のみの

南信地域の

地域経済開発

させた。更に

自治体、本会

報地図の発刊、三遠南信

流事業を行った。平成

交流から、交流の輪を拡

の商工会議所・商工会が

協議会 を発足（平成 年

、平成 年 月には、建

などの経済団体を構成員

交流団体の 産業活性

年には、 古屋国際

大し、三遠 書をとり

三遠南信 利用の面

月 日） る名駅南

設省、地元 物ヤード

とする 三 させる中

化センターと共同で平成

ビジネスゾーン整備構想

まとめた。ここでは、比較

で遅れがみられ民有地のほ

地区にスポットをあて、隣

跡地とともに、名古屋を世

核地区として国際ビジネス

元年 月、 名

と題する報告

的土地の高度

とんどを占め

接する笹島貨

界都市に飛躍

ゾーンの形成

遠南信地域整

一方、国ベ

度において

庁・農林水産

庁共同調査）

域南信地域産

備連絡会議 が発足した

ースの動きをみると、平

三遠南信地域整備計画調

省・林野庁・通産省・建

の実施、平成 年度には通

業文化圏計画調査 を実

。 を図るべ

成 ・ 年 一方、

査 （国土 省の 省

設省の 省 古屋駅周

産省が 広 タートさ

施し、地域 ション施

く プラン の推進

国土庁・通産省・運輸省・

庁は、昭和 年度より ヵ

辺地域総合整備計画 と

せ、インテリジェントビ

設の導入・鉄道新駅の設置

を打ち出した。

郵政省・建設

年計画で 名

して調査をス

ル・コンベン

等を具体的に

整備の具体的

その後、当

なって、 地

展を遂げるた

さまざまな領

方策が提案されることと

該エリアの自治体、経済

域の相互連携・機能補完

め、行政、経済界、学生

域の組織・個人が県境を

なった。 提唱し、

界が一体と を平成

と一体的発

、 など つ

越え、経済、 本会は

世紀初頭の完成をうたっ

年 月に公表した。

の研究学園都市構想の策

、自動車、工作機械などを

た最終報告書

定と推進

中心に厚い産
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業集積を高度

史

化するため、研究開発機能の強化に の拠点として、中核都市名古屋や他の研究学園都

取り組んでき

クスなど新素

発達、バイ

いった新たな

的な研究学園

に積極的に推

第
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た。特に、 、ファイ

材の出現、コンピュータ

オテクノロジーなど新技術

技術化の進展に対応する

都市の形成について立案

進した。

ンセラミッ 市との機

ーの飛躍的 結びつけ

の開発と 本会で

ため、総合 大学プラ

するととも 大学の関

用機関と

能連携によって、東海地方

る施策について提言した。

は、当研究都市の形成につ

ズマ研究所を中核に、京都

係研究機関を統合した新し

して創設（平成元年 月）

の地域振興に

いて、名古屋

大学及び広島

い大学共同利

された 核融

） 東濃産

西部研究学

本会では、

核融合技術の

学プラズマ研

し、予算の増

陳情活動を続

の
策
定
・
推
進

学共同研究都市構想 並

園都市構想 の策定と推

未来のエネルギーとして

世界的な研究機関である

究所 の研究活動につい

額要望、体制整備等につ

けてきた。特に、当研究

びに 東濃 合科学研

進 セクタ

注目される 成 年

名古屋大 月）な

て、国に対 なお、

いて要望・ 分散型国

所の機能・ 構想とし

究所 の早期立地に努力し

ーの 超高温材料研究

月）と 日本無重量総合

ど先端研究施設の設立、立

本研究学園都市は、平成

土形成促進法に基づく振興

て国の承認を得て、 東濃

た。また、第

センター （平

研究所（同年

地に参画した。

年 月に多極

拠点地域基本

研究学園都市

施設整備のた

当たっては、

元自治体等の

かけやバック

こうした活

所を中核とし

めの岐阜県東濃西部地区

昭和 年度から文部省、

行政当局をはじめ関係各

アップに努めた。

動とともに、拡充整備さ

、関連研究分野の研究機

への移転に プロジェ

岐阜県、地 ） 鈴鹿

界への働き 鈴鹿山

市建設の

れる当研究 センター

関、産業の 節［

クト として整備が進めら

山麓研究学園都市構想の策

麓地区は、三重県内におけ

適地であり、かつて提言し

（仮称）（昭和 年 月、

］ 環境問題への対応 参

れている。

定と推進

る研究学園都

た 国連環境

本編第 章第

照）の立地地

導入育成及び

アの土地利用

能、産業機能

ついて昭和

をとりまとめ

更に、本会

クト産業協議

研究エリア、産業エリア

などを総合的に検討し、

、生活機能の調和した都

年 月 東濃産学共同研究

、提案した。

では、平成元年 月 日

会（ ）中部プロジ

、居住エリ 点として

研究開発機 本会で

市づくりに 和 年

都市構想 地域活性

この活性

本プロジェ し、その

ェクト委員 で、この

イメージした場所である。

は、三重県北勢地域の活性

月に 北勢地域活性化構想

化のための課題と対応策

化構想では、 つのプロジ

一つが 鈴鹿・多度山麓総

中心として提唱したのが

化のため、昭

三重県北勢

を策定した。

ェクトを提案

合開発構想

鈴鹿山麓研究

会と共同で

発表した。

ここでは、

中核として、

配置、高等教

サポートする

東濃西部研究学園都市構

立地の決定した大型基礎

関連する民間研究施設や

育機関の立地促進と研究

さまざまな機能の総合的

想 を策定、 学園都市

本会及

研究機関を る試験研

産業の誘導 年から

開発活動を である大

整備によっ 動を展開

である。

び三重県では、研究学園都

究機関の誘致に積極的に取

年度にかけて、極めて先

型放射光施設の立地につい

したが、地盤の問題等から

市の中核とな

り組み、昭和

端的研究施設

て積極的な活

実現するに至

て、産・学・

同時に、地場

化・振興を図

う複合的な

案している。

官共同型の研究学園都市

産業である陶磁器産業の

り、“陶磁器の都”“研究

世紀の東濃 を実現す

また、広域的には、東海

を形成する。 らなかっ

一層の高度 研究所の

の都”とい 更に、

ることを提 害防止技

環状都市帯 ついて、

た。また、平成元年の地球

誘致活動を進めたが不調に

通産省から示唆された発展

術の移転や研究を実施する

平成 年から調査・研究す

環境産業技術

終わった。

途上国への公

期間の設置に

るとともに、



通産省等の委託助成事業の受け皿となる三重県認 あいち学術研究開発ゾーン の中核地区として

可の 環境

年 月設立、

した。

本会では、

て機能させる

いて地元の官

技術移転センター の設

三重県及び四日市市が出

当センターを全国レベル

ため、財団の規模拡大と

民と一体となった活動を

立（平成 整備を進

資）に参画 上述し

成 年

の機関とし 都市構想

格上げにつ 重県、名

展開、平成 リンケー

めている。

た つの研究学園都市等に

月、中部通産局内に 東海

連絡会議 （同局、岐阜県

古屋市）が設置され、 東

ジ構想（東海地域研究学

第
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ついては、平

地域研究学園

、愛知県、三

海リサーチ・

園都市構想）
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年 月、通

移転研究セン

精一本会会長

施設完成とと

なお、本研

多極分散型国

基本構想とし

産大臣の許可法人 国

ター （略称 、会

）として新発足し、平成

もに具体的な活動を開始

究学園都市構想は、平成

土形成促進法に基づく振

て承認を得た。現在、三

際環境技術 として、

長 田中 が展開さ

年 月の

した。 東

年 月、 熊野灘

興拠点地域 高度経済

重県では、 件などか

機能の連携、一体的発展を

れている。

紀州地域振興構想

に面する東紀州地域及び伊

成長期に入って不利な地理

ら相対的に発展が遅れ、さ

目指した活動

勢度会地域は、

的・地形的条

まざまな課題

の
策
定
・
推
進

“三重ハイテ

推進している

） 名古屋

本会では、

から自動車産

差し、開発余

クプラネット 構想”の

。

東部丘陵研究学園都市の形

東海環状自動車道と中核

業の拠点である豊田市へ

力の大きい名古屋東部丘

中核として が表面化

本会で

成 において

都市名古屋 受けて、

の軸線が交 東紀州

陵であると 構想の

してきた。

は、当地域を 世紀の中

リフレッシュゾーンとして

そのフォローアップとして

地域振興構想 をとりまと

策定に当たっては、風光明

部ビジョン

掲げたことを

昭和 年 月

めた。

媚な国立公園

ともに、 世

紀万国博覧会

候補地である

古屋東部丘陵

創造新都市・

題する構想案

この構想は

紀初頭の開催を計画して

（当構想策定当時の名

ことに着目して、平成

研究学園都市の形成

八草リサーチコンプレッ

をとりまとめた。

、万国博覧会の開催に伴

いた 世 など恵ま

称）の会場 三重県長

年 月 名 せつつ、

世紀を開く 厳しい状

クス と 遂げてい

業、工業

うアクセス 策を提示

れた自然との共生を念頭に

期計画、広域市町村圏計画

世紀に向けた地域づくり

況に直面している当地域が

くための施策として、農業

、観光・レクリエーション

するとともに、 エネルギ

おき、第 次

などと整合さ

を目指した。

自立的発展を

、林業、水産

の産業別振興

ー基地適地の

整備や会場跡

都心核、 ワ

イテクゾーン

ク産業ゾーン

各ゾーンの展

事業の整備な

地利用を考慮し、当地域

ールドリサーチビレッジ

）、 学術・研究ゾーン、

、 生活文化ゾーンにゾ

開方法や新交通システム

どを具体的に提言した。

を、 八草 有効利用

（万博・ハ クスの建

ハイテ 目の地域

ーニングし、 この構

等交通通信 熊野市で

特に、当研 振興協議

と地域振興、 熊野灘マリ

設、 広域交通基盤の整備

振興策を提案した。

想をもとに、昭和 年 月

説明会を開催するとともに

会、尾鷲市産業開発委員会

ンコンプレッ

促進など 項

、紀伊長島町、

、熊野市地域

と今後の発展

究学園都市の

を置き、研究

のとれた新し

である。

なお、本研

中核拠点と目される八草

・学園施設、産業、居住

い創造的都市の形成を提

究学園都市構想は、現在

地区に焦点 方向につ

環境の調和 なお、

案したもの 当地域は

保養地域

、愛知県が 施行）の

いて懇談するなどの努力を

豊かな自然環境、歴史・文

三重サンベルトゾーン

整備法（リゾート法、昭和

承認第 号を受け、 世紀

続けた。

化資源を持つ

として、総合

年 月公布・

に向けた国際
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的な海洋性リ

史

ゾートゾーンの形成を図るべく各種 ） 北勢地域活性化構想 三重県北勢地域活性

事業が推進さ

関・美

世紀の

骨となる東海

心として、
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れた。

濃総合物流センター構想

中部ビジョン は、中部

北陸自動車道と中枢都市

圏に位置する産業

化のた

本構想

鹿・亀山

圏開発の背 に向けて

名古屋を中 ものであ

都市を結ぶ 及び伝統

めの課題と対応策

は、三重県北勢地域（桑名

地区の 市 町 村）を対

活力ある 万都市圏の形

る。石油化学工業中心の基

型地場産業の低迷という構

・四日市・鈴

象に、 世紀

成を目指した

礎素材型産業

造的問題が地

東海環状自動

国際化・技術

陸総合物流セ

これに基づ

業協議会（

同でその具体

濃総合物流セ

の
策
定
・
推
進

車道の交点に当たる関・

化・情報化に対応する新

ンターの建設を提唱した

き本会では、 日本プロ

）中部プロジェクト

策を検討、昭和 年 月

ンター建設構想 を発表

美濃地域に、 域経済社

しい形の内 性化する

。 北勢テ

ジェクト産 中央新

委員会と共 クトを提

に 関・美 等に対し

するととも を行った

会の停滞をもたらしている

ために、 鈴鹿・多度山麓

レトピアの形成、 四日市

幹線実験線の誘致建設の

案した。その後、北勢地域

説明会を開催するなど、啓

。

と指摘し、活

総合開発構想

港の再活性化、

つのプロジェ

の関係市町村

発・広報活動

に、運輸省貨

に応じて構想

当構想は、

央日本、中部

東海環状都市

産業活動の円

物流通局、地元市町村首

の説明を行った。

このセンターを一つの核

圏における物流の体系化

帯・名古屋都市圏物流の

滑化を図るとともに、東

脳等の要望 ） 長野

万都

として、中 本構想

・効率化と 経済はも

整流化及び 期待され

海環状都市 他 町

県松本周辺地域活性化構

市圏の形成をめざして

は、長野自動車道の開通に

とより観光・文化等の面で

る松本市周辺地域（松本・

村）を対象とし、当地域の

想 活力ある

伴って産業・

大きな発展が

塩尻・大町市

もつ豊かな自

帯の形成、東

地の促進など

プロジェクト

なお、現在

中濃広域物

物流戦略基地

事業主体確定

海環状自動車道の建設促

中部地域の重要政策課題

として提唱したものであ

は、岐阜県、関市の関係

流拠点推進連絡協議会

としての事業計画、規模

のための環境調査、土地

進、産業立 然や中央

に適合する 用し、活

る。 ある。

機関による そのた

が設立され、 の振興策

、施設内容、 曇野平総

利用計画の トワーク

自動車道長野線のインパク

力ある 万都市の形成を提

めの方策として、産業・経

について提案するとともに

合開発構想、 松本・安曇

構想、 首都機能分散候補

トを十分に活

唱したもので

済活動の個々

、 松本・安

野平交通ネッ

地としての受

検討、企業ニ

地域活

本会では、

業問題並びに

域の活性化方

ーズ調査等が進められて

性化構想の策定

昭和 年度より特定地域

都市機能の見直しに焦点

策を調査・研究するため

いる。 け入れ都

トを提言

その後

の構造的産 会を開催

を当て、地

地域活性化 ［ ］

市基盤・機能の整備の つ

した。

、地元自治体、経済団体等

するなどフォローアップ活動

日本プロジェクト産

のプロジェク

に対して説明

を展開した。

業協議会中
研究会を設置

昭和 年 月

構想を平成元

し、三重県北勢地域の活

に、また、長野県松本地

年 月にとりまとめた。

性化構想を

域の活性化

国土の

進する各

を目的と

部プ

有効利用と、より豊かな社

種大型プロジェクトの計画

する日本プロジェクト

ロジェクト委員会の運

会づくりを促

立案、推進等

産業協議会

営



（ ）では、社団法人として再発足したのを 和 年度から必要性や成立の可能性の検討、現地

機に、昭和

トを推進する

させた。

本会の諸活

活動目的と軌

援要請があり

年 月 日、中部圏の諸

ため中部プロジェクト委

動がこの中部プロジェク

を一にすることから、

、本会としてはこれに全

プロジェク 調査等を

員会を発足 員会最初

ター建設

ト委員会の 上記

から支 構想と国

面的に協力 性等の基

行い、本会と共同で、昭和

の報告書として 関・美濃

構想 をとりまとめた。

プロジェクトのうち、国際

際産業文化ゾーン構想は、

礎調査は行ったものの具体

第
年 月当委 章

総合物流セン

流通加工基地

必要性、可能

的な成果物を
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の
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ジ
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することとし

当委員会で

で提唱した中

空港、国際流

東濃産学共

ターの つを

このため、

、当委員会の事務局を務

は、本会の 世紀の中部

核プロジェクトのうち、

通加工基地、国際産業文

同研究都市、関・美濃総合

検討テーマとして取り上

伊勢湾総合研究会 と

めた。 発表する

ビジョン なお、

中部新国際 月の委

化ゾーン、 談会 と

物流セン た事務局

げた。

東海環状 ［ ］時

までには至らなかった。

当中部プロジェクト委員会

員会組織の見直しに伴い

して再発足したため、本会

業務は 本部に戻した

宜に適した経済政策

は、平成 年

、 中部地区懇

が担当してき

。

、財政・税

の
策
定
・
推
進

都市帯研究会

トを分担して

新国際空港構

五箇年計画に

国第三の国際

常滑沖をはじ

を設置し、上記 つの

調査研究を重ねた。この

想問題については、第

対応するため 時間運用

空港を建設するための理

め 地点 ヵ所について

プロジェク 制問
うち、中部

次空港整備 円高

可能なわが わが国

論武装や、 程に転換

本構想の成 を持続し

題等への意見表明

不況から平成景気へ

経済は、昭和 年年初を底

し、 年 月まで ヵ月に

た。しかし、アメリカ経済

として回復過

わたって好況

の停滞に伴う

立可能性、各

する調査・検

和 年 月に

内部資料とし

更に、昭和

空）ネットワ

和 年 月

工法、建設費の地点別比

討を実施し、概案をとりま

中部空港調査会が発足

た）。

年度から地域航空（コ

ークに関する調査研究を

中部圏コミューター航空

較等等に関 輸出の鈍

とめた（昭 ヵ国蔵

したため、 介入合意

政策協調

ミュータ航 により、

開始し、昭 ら景気の

ネットワー こうし

化、同年 月 日に行わ

相・中央銀行総裁会議（

（いわゆるプラザ合意）に

と為替の調整による急速か

輸出の減少、民間設備投資

後退局面が続くこととなっ

た状況の中で、外需依存型

れた主要先進

）での協調

基づく各国の

つ大幅な円高

の鈍化などか

た。

経済体質のわ

ク構想 とし

（注）中部に
本エアラ
米子、同
ぶ路線を
陸した。

東濃産学共

て報告書をとりまとめた

おけるコミューター航空につい
インサービス が平成 年 月
年 月に高松と、それぞれ名古
開設し中部初のコミューター航

同研究都市構想について

。 が国に対

の転換、ては、中日
から富山と アクショ
屋空港を結

計画）の空事業が離

業構造の

は、昭和 和 年

し、諸外国から国際協調型

一層の内需拡大策の推進等

ン・プログラム（市場開放

策定（昭和 年 月）、前川

積極的転換などを柱とする

月）、日米半導体交渉の合

の経済構造へ

が要請され、

のための行動

レポート（産

）の発表（昭

意（同年 月）、

年度から 年

い、前述した

月に本会と共

として報告書

関・美濃総

間をかけて具体的な構想

とおり、昭和 年度末の

同で 東濃西部研究学園

をとりまとめた。

合物流センター構想につ

づくりを行 国鉄分割

平成元年 などの構

都市構想 ともに、

たことに

いては、昭 ヵ月続

・民営化関連 法案の成立

造改革、内需拡大に精力的

公共投資を中心とした景気

より、昭和 年 月から

いた円高不況はようやく終

（同年 月）

に取り組むと

対策を実施し

年 月まで

息した。
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その後、円

史

高経済が定着化するに伴い、円高メ 経済政策に関する提言・要望

リットが顕在

歩合が数次に

投資がいち早

せて景気回復

備投資と個人

を続けること
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化し、同時に、不況対策

わたって引き下げられた

く回復に転じ、公共投資

の牽引役を果たした。次

消費が活発化し、景気は

となった。

として公定 ） 経済

ため、住宅 本会で

の拡大と併 年度の日

いで民間設 経済運営

自律的拡大 提言を行

経済見

見通しの作成と経済政策要

は、経済情勢委員会におい

本経済の見通しと、時宜に

、やや中期的な経済施策に

った。

通しについては、原則とし

望

て、毎年、翌

応じた直近の

ついて要望・

て年 回、毎

これが、“

後 番目の景

平成 年 月

平成景気は

景気拡大の中

性雇用者や外

更に、超低金

の
策
定
・
推
進

いざなぎ景気”（ ヵ月）

気拡大となった“平成景

まで ヵ月続いた。

、投資と消費の好循環と

で雇用情勢も好転し、中

国人単純労働者が大幅に

利時代が長く続き、株価

に次いで戦 年秋に経

気”であり、 見込みと

しかし、

いう自律的 秋以降の

高年層の女 落、度重

増加した。 条件が大

と地価を高 見通しを

済成長率（名目と実質）を

翌年度の予測値について策

昭和 年度見通しに関して

急激・大幅な円高の進展、

なる金利引き下げなど 見

きく変化したため、昭和

策定した。

当年度の実績

定している。

は、昭和 年

原油価格の急

通し の前提

年 月に改訂

騰させて資産

油価格の安値

役目を果たす

これを経済

平成 年度

％であり

インフレを引き起こした

安定が長期の景気上昇を

こととなった。

成長率からみると、昭和

までの実質 の年平均

、これを成長寄与度でみ

。加えて原 経済政

助長させる 的な実施

改正、行

年度から 制の堅持

成長率は また、

ると、内需 和 年度

策の要望・提言のうち、景

、物価の安定、為替相場の

財政改革の推進、市場開放

等については各年度を通じ

年度ごとには、エネルギー

）、総合的住宅政策の確立

気対策の機動

安定、税制の

・自由貿易体

て行った。

の安定供給（昭

（昭和 年度）、

％、外需

設備投資と個

型の景気拡大

この期間、

い成長を果た

て、企業の業

て株価の上昇

マイナス ％で、平成景

人消費を主軸とする完全

であったといえる。

わが国経済は安定成長期

すことができたが、その

績回復に超金融緩和状態

が続き、同時に土地、絵

気は、民間 縮小 不

な内需主導 する新し

民間活力

の中では高 世紀への

一方におい （昭和

とが相俟っ 和 年度

画、貴金属 細かな地

均衡回避の政策運営・構

い技術・産業の基盤づくり

を引き出す政策運営（昭

中部のナショナルプロジ

年度）、対外経済摩擦への積

）、中長期的な構造調整策

域対策の実施（昭和 年

造変化に対応

（昭和 年度）、

和 年度）、

ェクトの推進

極的対応（昭

の推進・きめ

度改訂）、国際

などの各種資

いわゆる“バ

しかし、平

日までの 回

から ％へ

土地基本法

産が投機目的で異常に上

ブル景気”を形成した。

成元年 月 日から平成

に及ぶ公定歩合の引き上

）、日銀による強力な窓口

の制定による地価税の

がり続け、 的視野に

ける社会

年 月 な土地対

げ（ ％ 年度）、

規制の継続、 む不公平

導入、土地 元年度）、

立った経済・産業構造の構

資本の整備充実（昭和

策の実行・多極分散型国土

税制抜本改革の貫徹・消

税制の是正・東京一極集中

経済諸規制の緩和撤廃・

築・地方にお

年度）、抜本的

の構築（昭和

費税導入を含

の是正（平成

労働需給逼迫

関連融資の総

した政策の実

離れた株価や

量規制通達など税制・金

行により、実勢からあま

地価は漸く鎮静化した。

融を総動員 への対応

りにもかけ 組み（平

極的貢献

会資本の

年度）等

・消費税の定着化・財政健

成 年度）、新しい国際秩

・公共投資 ヵ年計画の円

充実、土地問題への積極的

々、激変する経済情勢に対

全化への取り

序形成への積

滑な推進と社

対応（平成

応して中部経



済界の意見を要望・提言した。 （注）平成 年 月、橋本内閣は財政構造改革のための

） 円高問題

昭和 年

つ大幅に進展

高い産業を数

当地域経済の

連産業のみな

への対応

月のプラザ合意により円

したが、中部地域は、輸

多く抱え、しかも、それ

主力を形成しているだけ

らず地域経済にとっても

歳出削
年）

小に変高が急速か

出依存度の このよ

らの産業が 月の 中

に、輸出関 日本側の

大きな影響 ついて意

減のために、公共投資基本計
の期間の 年延長、総投資額
更した。

うな状況のもとで本会では

間報告 の発表を機に、日

具体的対応と今後の日米関

見をとりまとめることとし

第画（平成 年
の 兆円への縮 章

、平成 年

米構造協議の

係のあり方に

、 月から産
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を及ぼしてい

こうした状

年 月

団体を対象に

結果を 円高

て 月の役員

策を要望・提

た。

況から、経済情勢委員会

に中部 県下、 業種

ヒアリング調査を実施し

の中部産業への影響につ

会に報告するとともに、

言した。

業政策委

では、昭和 日米関係

企業・業界 中心とし

、その集約 臣、自民

いて とし た。

必要な諸対 意見書

互依存関

員会において検討を重ね、

のあり方に対する意見 日

て を発表、海部首相を

党、外務省、通産省等関係

では、冒頭において、緊密

係の中にあって日米の良好

月 今後の

米構造協議を

はじめ関係大

方面に建議し

化する国際相

な関係の構築

の
策
定
・
推
進

また、本会

刻な事態に直

中部経済 団

需の拡大 に

緊急打電し、

済協議会とし

の働きかけにより昭和

面している日本経済の打

体の連名で、 予算の早期

ついて、中曽根首相ほか

要望した。更に、 月に

て同趣旨の 内需拡大に

年 月、深 は、世界

開に向け、 両国はイ

成立と内 ていくた

関係大臣に ければな

は西日本経 そのう

関する緊急 関するわ

経済の健全な発展にとって

コール・パートナーとして

め、各々の課題を着実に実

らないことをうたった。

えで、 日米構造協議合意

が国の具体的対応策 とし

不可欠であり、

これに貢献し

行していかな

事項の実行に

て、 公共投

要望 を実施

会議の決議に

積極的施策を

） 日米構造

わが国の大

の不均衡是正

造協議が開始

、 月には西日本経済協

より 市場開放と内需の

政府に求めた。

協議に関する提言

幅な経常収支黒字の解消

を目指して、平成元年

された。これは、個別の

議会代表者 資 ヵ年

拡大 への 地対策の

外価格差

引慣行等

、対米貿易 した日米

月、日米構 協議合意

保護主義的 イラウン

計画の策定と着実な推進、

実行、 流通諸規制の緩和

の是正と価格メカニズムの

の公正化 の 項目を、

経済関係の再構築 として

事項の着実な実行、 ガッ

ドと米国包括通商法への適

抜本的な土

・撤廃、 内

活用、 商取

新時代に対応

、 日米構造

ト・ウルグア

切な対応、

な制裁措置を

問題を討議の

平成 年 月

報告 がまと

その中で日

ら 年間で総

回避し、日米両国の経済

対象としたところに特徴

に 中間報告 、同年

められた。

本側の改善策として、平

額 兆円の公共投資を行

の構造的な 国際的に

があり、翌 文化交流

月に 最終 の役割

成 年度か 財政

う等、一方、 ） 財政

通用する経済システムの構

の活発化、 太平洋経済圏

の 項目を提言した。

・税制問題に関する提言

再建・税制抜本改革への提

築、 経済・

の確立と中部

・要望

言

アメリカ側は

る等の基本計

は、村山内閣

年の 年

崩壊に伴う長

財政赤字解消のための増

画が合意された。その後

によって 兆円に増額

間に変更）され、おりか

期の不況対策として活用

税を検討す わが国

、この計画 大きな不

（平成 年 しなけれ

らのバブル 和 年代

された。 財政再

の財政は、昭和 年度以降

均衡が生じ、毎年巨額の国

ばならない危機的状況に陥

半ば以降、早急に赤字財政

建 の必要性が高まってい

歳入と歳出に

債発行に依存

っており、昭

から脱却する

た。
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本会財政金

史

融委員会では、 世紀に向けて日本 このため、本会では、抜本的税制改革を促進す

経済が健全な
きん

緊な課題であ

年 月 歳出

是正 を二本

題する提言を

係機関に建議
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発展を遂げるためには財

るとの認識から検討を重

の徹底的な削減 と 不

の柱とした 財政再建に

まとめ、政府、自民党、

した。

きっ

政再建が喫 るため再

ね、昭和 月 税

公平税制の した。今

ついて と 考え方と

大蔵省等関 済社会情

築すべき

度提言する必要があると考

制改革に対する要望 をと

回の要望・提言では、税制

して行財政改革の貫徹を大

勢の変化に即応できる新し

であるとの見地から、所得

え、昭和 年

りまとめ建議

改革の基本的

前提とし、経

い税体系を構

税のもう一段

更に、本会

に意見の表明

財政再建が

自民党両税制

告（昭和 年

税体系に歪み

の基本となる

の
策
定
・
推
進

は税制の抜本改革につい

を行った。

大きな政策課題となる中

調査会では、現行税制は

）以来部分的修正の積み

を生じ複雑化しているた

直間比率の見直し、不公

ても積極的 の減税、

国民が広

で、政府・ 柱とした

シャウプ勧 昭和

重ねにより、 税の減税

め、税体系 入を含め

平税制の是 これに

法人税負担の国際水準並み

く薄く負担する新しい間接

。

年 月、政府税調は、所得

と売上税に代わる新しい方

た税制改正について中間答

応じて、本会も同年 月に

への引き下げ、

税の検討等を

税・個人住民

式の間接税導

申した。

税制改革に

正を中心とし

討を進め、昭

年 月、 月

本会では、

国民生活に極

中部経済界の

て、税制の抜本的改革を

和 年 月に両税調の中

にそれぞれ最終答申をま

税制の抜本改革は、今後の

めて重大な影響を及ぼす

意見を政府・自民党の改

図るべく検 対する意

間報告、同 た。ここ

とめた。 税制の抜

企業活動・ 革の貫徹

問題であり、 主張する

革案に反映 段階累積

見 をとりまとめ、再び関

でも公平・活力・簡素を基

本改革が必要との視点を堅

を大前提にこれまでの提言

とともに、国民が広く薄く

排除方式による望ましい消

係先に建議し

本理念とした

持し、行政改

事項を重ねて

負担する、多

費税制度につ

させることが

精力的に討議

ついて 考え

両税調、関係

この中で、

現行税制の持

活力・簡素の

必要との判断から、昭和

を重ね、昭和 年 月

方と提言 をまとめ、

機関等に建議した。

税制改革の基本的な考え

つ不公平、不合理を是正

観点から、また、新しい

年秋以降 いて具体

税制改革に 昭和

政府並びに 所得税減

が平成元

方としては、 革法の目

し、公平・ まだ多く

時代に即応 税制改革

的な考え方を提言した。

年 月、税制改革関連 法

税、消費税導入を柱とする

年 月から実施された。し

指す公平・中立・簡素な税

の課題を抱えており、税制

法の基本理念の追求に向け

案が成立し、

税制抜本改革

かし、税制改

制の確立には

の抜本改革、

、毎年、翌年

した税体系を

所得税の改革

単位の見直し

法人税の改革

下げなど）、

の合理化の

構築すべきであるとの見

と減税（二分二乗方式の

、累進税率構造の見直し

と負担軽減（普通法人税

間接税体系の見直し、

項目を提言した。

地から、 度の税制

検討等課税 ） 翌年

など）、 本会で

の税率引き とともに

税務体制 改正の審

当面の

改正要望の中で提言を重ね

度の税制改正要望

は、税制の抜本改革に対す

、昭和 年 月以降毎年、

議時期に合わせ、要望事項

税制改正にあたっての要望

ている。

る要望・提言

翌年度の税制

をとりまとめ

と題して、

政府は、昭

して売上税法

その後提出さ

の減税や利子

抜本改革とは

和 年 月、直間比率是

案を提出したが、廃案と

れた昭和 年度税制改正

課税制度の見直しが行わ

程遠いものであった。

正の一環と 時の首相

なり、また、 自民党幹

で、所得税 庁等の要

れたものの 年度別

の引き上

、大蔵大臣、政府・自民党

部、国会議員、大蔵省や通

路に要望を続けた。

に主な要望事項を列挙する

げを行わないこと、石油・

両税制調査会、

産省の関係省

と、法人税率

エネルギー関



係諸税、物品税、印紙税等の増税に反対であるこ ） 商法・有限会社法改正試案 に対する意見

と（昭和 年

の引き下げを

ギー等法人関

法人税率の

所税の税率

（昭和 年度

度）、退職給与引当金の損

行わないこと、公害防止

係租税特別措置の存続（昭

％暫定引き上げ措置の

引き上げ・課税団体の範囲

）、間接税体系の見直し、

金算入率 の建議

・省エネル 法務省

和 年度）、 軸に会社

撤廃、事業 改正試案

拡大反対 会商法部

土地税制 本会に意

民事局参事官室では、大小

法の近代化を目指す 商法

を公表するとともに、今

会の審議に資するため、昭

見を求めてきた。
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和 年 月、
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の見直し（昭

負担の公平の

の確立（昭和

具体的改善項

についての具

（平成 年度

税制の改正項

和 年度）、所得税の改

確保、国際的視点に立っ

年度）、消費税の定着に

目の明示（平成元年度）、

体的改善項目、消費税の

）、実効法人税率の引き下

目の明示（平成 年度）

革と減税、 このた

た法人税制 同年 月

向けての 登記所公

土地税制 正試案に

見直し項目 した 商

げ等法人 ついて

などを要望 ） 著作

め、本会では企画調整部会

、最低資本金制度の導入、

開、監査役会、株券失効制

盛られた全項目について本

法・有限会社法改正試案に

を法務省あて提出した。

権審議会第 小委員会

で検討を重ね、

貸借対照表の

度をはじめ改

会の意見を付

関する意見に

（出版者の保護

の
策
定
・
推
進

した。

経済法

経済法規

よっては今後

ぼすことがあ

規等の改正への対応

や民事法規の改正は、内容

の企業活動にとって大き

り、経済団体として円滑

関係）

文化庁

保護関係

いかんに し、出版

な影響を及 の重要性

な企業活動 め、出版

中間報告書 に対する意見

の著作権審議会第 小委員

）では昭和 年 月 中間

者に対し、著作物の伝達者

及びその出版活動における

者の保護を目的とした新著

の提出

会（出版者の

報告 を公表

としての役割

知的行為を認

作権上の権利

に資する意見

意味から、次

からの意見照

） 会社法

法制審議会

の範囲外であ

びに合併につ

を建議することが必要で

の法律等改正試案におけ

会に対し意見を具申した

改正に関する意見 の建議

商法部会では、昭和 年

った最低資本金及び大小

いて昭和 年から検討し

ある。この を創設す

る法務省等 本会は

。 討を行っ

に利用し

の商法改正 版者の出

会社区分並 認められ

てきた。 害実態が

ることを提言した。

これに対し、会員会社の意

た結果、 新権利の創設は

た経済諸活動を妨げるもの

版活動が保護されるべき知

ない、 出版物の複写によ

明確にされていない、 出

見聴取及び検

出版物を公正

である、 出

的行為等とは

る出版物の被

版者の保護は

これを受け

かかわるもの

の審議を行う

こととし、昭

社法改正に関

本会では、

法務省では、わが国会社

として、会社法改正試案

前提として、各界の意見

和 年 月 日付で本会

する意見照会 があった

企画調整部会において精

法の根幹に 現行法制

作成のため 新権利の

を聴取する 得できな

に対し 会 でないと

。 に提出し

力的に検討 ） 借地

の効果的活用により十分可

権利行使のあり方にまで言

いとの理由で、新たな権利

の意見を、昭和 年 月

た。

法・借家法改正要綱試案

能である、

及するのは納

を創設すべき

日付で文化庁

に対する意見

し、 数項目

の員数、任期

社員総会の手

た回答書を作

月 日付で

について、最低資本金制

の制限緩和、取締役会、

続の簡素化等への賛意表

成、役員会の承認を得て

法務省あて回答書を提出

度、取締役 借地・

株主総会、 借地法・

明を主とし その後部

、昭和 年 本的な改

した。 化より生

借家問題に関しての基本的

借家法は、大正 年に公布

分的な改正が重ねられてき

正は行われず、急激な社会

じた借地・借家関係におけ

な法律である

・施行され、

たものの、抜

経済情勢の変

るニーズの多
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様化に対応し

史

きれなくなっていた。 環状 号線、伊勢湾岸道路、東海環状自動車道な

このため、

月、情勢変

正について審

改正の基本的

これを受け、

に即して、
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法制審議会民法部会では

化に対応した借地法及び

議を開始し、平成元年

課題について一応の討議

法務省民事局参事官室で

借地法・借家法改正要綱

、昭和 年 どの主要

借家法の改 路に対し

月、両法の ここで

を終えた。 動であっ

はこの討議 号線・伊

試案 を作 野自動車

幹線道路について、建設省

て積極的な陳情・要望活動

は、紙幅の関係から、当該

た 東海北陸自動車道、

勢湾岸道路、 東海環状自

道、 三遠南信自動車道、

はじめ関係要

を展開した。

期間の主要活

名古屋環状

動車道、 長

中部縦貫自

成し、同月、

本会では、

用、都市再開

よう抜本的な

回の借地法・

高く評価でき

目について意

の
策
定
・
推
進

本会に対し意見照会をし

かねてより土地の有効利

発事業の推進などが円滑

土地政策が必要と主張し

借家法改正の動きはその

ると位置づけたうえで、

見を付し、平成元年 月

てきた。 動車道に

用・高度利 これら

に行われる 道路ごと

ており、今 として陳

一環として れ以降は

試案の全項 輸大臣、

日付で同 道路の建

ついて述べる。

の道路については、昭和

に結成されている建設期成

情・要望活動を行っていた

、本会が単独で総理大臣、

自民党三役等関係要路に中

設促進を陳情することが増

年頃までは、

同盟会の一員

。しかし、そ

建設大臣、運

部の主要幹線

大した。

省あて意見書

なお、借地

とあわせ、

平成 年 月

［ ］高規

を提出した。

法・借家法は建物保護法

借地借家法 として一つの

日施行された。

格幹線道路網の整備

） 東海

（明治 年） 東海北

法律になり、 済圏とを

する地域

一宮

山県）ま・促進活

北陸自動車道

陸自動車道は、太平洋経済

最短で結んで、相互の交流

連携軸の中心となる高規格

（愛知県）から小矢部・

での全長 のうち、

圏と日本海経

と連携を促進

道路である。

砺波 （富

昭和 年時点

動の展開

中部におけ

済圏とを結ぶ

きたため、東

北軸及び環状

世紀に向けて

る交通基盤は、名古屋圏

幹線ネットワークを中心

西軸は整備が進んでいる

軸の整備が相対的に遅れ

活力ある中部を構築する

において

行命令が

と東西両経 間の最終

に発展して 間の供用

ものの、南 従って

ている。 びに施行

ためには、 伸（一宮

は、一宮 白鳥間、福光

出され、工事が進んでいた

供用開始は平成 年 月、

開始は平成 年 月）。

、本会では、白鳥 福光間

命令の実施、一宮から伊勢

西港道路）の早期整備につ

小矢部間に施

（一宮 白鳥

福光 小矢部

の整備計画並

湾岸までの延

いて、国会議

発展基盤とな

が不可欠であ

このような

度 平成 年

道路対策委員

に組織変更、

る総合的・有機的な交通

る。

考えのもとで、この 年

度）において、交通委員

会は昭和 年度に交通・

更に昭和 年度から交通

基盤の整備 員、建設

て要望を

（昭和 年 その結

会（従来の 川間（

流通委員会 に施行命

委員会に組 荘川

省、日本道路公団、愛知県

重ねた。

果、この 年間においては

）は昭和 年に整備計

令が出され（平成 年 月

福光間（ ）は平成元

知事等に対し

、 白鳥 荘

画、昭和 年

に供用開始）、

年に整備計画

織変更した）

促進の活動は

主要幹

当期間にお

を中心とした中部の交通

、次の通りであった。

線道路に関する陳情・要

いては、東海北陸自動車

基盤の整備 に格上げ

間（

（注）荘川
箇山間

望活動 が出さ
清見道、名古屋

され、その一部区間である

）は平成 年に施行命令

清見間（ ）は平成
（ ）は平成 年に、そ
れ、五箇山 福光間は平成
間は同年 月にそれぞれ供用

五箇山 福光

が出された。

年に、清見 五
れぞれ施行命令
年 月に、荘川
開始となった。



これにより、残っている清見 五箇山間の早期全 する 伊勢湾岸道路に係わる低利縁故債への民間
線開通と
道（小矢
進の要望を

） 名古屋環

名古屋環状

であるととも

置づけられる

、一宮西港道路の早期具体化、
部・砺波 輪島 、
続けている。

状 号線・伊勢湾岸道路

号線は、名古屋都市圏

に、中部全域の道路体系

道路で、自動車専用部（

能越自動車
協力に関）の事業促

化に資す

この結

交通の原点 トリトン

の中核に位 飛島

都市計画決 した。

する確認書 を締結し、事

ることになった。

果、名古屋港をまたぐ三大

を含む伊勢湾岸自動車道

間 が平成 年 月

第
業推進の円滑 章

斜張橋 名港

の名古屋南

日供用開始
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定延長

（国道 号

路公団）に分

本会では、

委員会（会長

期供用をめざ

道路公団に陳

。事業主体 建設省）と

。同延長 。事業主体

かれている。

名古屋環状 号線整備促

愛知県知事）と協力し

して毎年、議員連盟、建

情・要望を重ねた。

（注）名古一般道路部
てから

日本道 平成

動車道
年 月進期成同盟
におい

ながら、早 古屋南
古屋西

設省、日本 れ、全

屋環状 号線の建設事業は、
順調な進捗をみており、自動車
年度末現在において、北回り
東名名古屋 間約 ）は、
名古屋関線として供用開始し
の国土開発幹線自動車道建設
て、未開通部分の東部・東南
、約 ）に施行命令が出
飛島 、約 ）は基本

線開通に向け鋭意整備が進むこ

平成時代に入っ
専用部をみると、
区間（名古屋西
国幹道の近畿自
ている。平成
審議会（国幹審）
部（上社 名
され、西南部（名
計画に格上げさ
とになっている。

の
策
定
・
推
進

特に、伊勢

ントを貫く海

線と、わが国

自動車道（第

の共用部分で

体の幹線道路

湾湾奥部で名古屋のウォ

上部の三大架橋は、名古

の新しい東西幹線軸とな

二東名・名神）、東海環状

あり、この区間の早期供

網の整備に拍車がかかる

ーターフロ ） 東海

屋環状 号 東海環

る伊勢湾岸 に

自動車道 四日市等

用が中部全 の高

との観点か 道路と一

環状自動車道

状自動車道は、名古屋市を

位置する豊田、瀬戸、土岐

の諸都市を有機的に連携

規格道路である。第二東

体となって環状道路を形成

中心に半径

、関、養老、

する総延長約

名・名神高速

し、名古屋市

ら、三大架橋

展開した。

その結果、

間の名港西大

が行われ、本

車線で供用開

続いて、伊

の建設促進について積極

昭和 年 月に、金城埠

橋及びその取り付け高架

格工事に着手、昭和 年

始した。

勢湾岸道路の要となる三

的な活動を を中心と

もに、東

頭・西二区 道、東海

橋の起工式 幹線自動

月暫定 極めて重

道路とし

大架橋のう 更に、

した名古屋圏の均衡ある発

名高速道路、名神高速道路

北陸自動車道、近畿自動車

車道を連絡する当圏域の骨

要な道路であり、一般国道

て整備を推進している。

当自動車道の整備によって

展を図るとと

、中央自動車

道の国土開発

格道路として

の自動車専用

高められる開

ち、残る名港

図るため、昭

済同友会、中

古屋商工会議

を了承し、そ

和 年度に事

中央大橋と名港東大橋の

和 年 月に、経済 団

部経済連合会、中部経営

所）で低利縁故債を引き

の結果、民活プロジェク

業化の見通しとなった。

整備促進を 発ポテン

体（中部経 地域に研

者協会、名 域開発の

受けること ションや

トとして昭 ズなアク

昭和

シャルを計画的に誘導かつ

究学園都市や物流センター

推進や、新たな産業の創出

リゾートなど多様な自然環

セスの確保などが期待され

・ 両年度において国土庁

活用し、沿線

など新たな地

、レクリエー

境へのスムー

る。

、農林水産省、

この事業認

名古屋市の間

先の斡旋に責

月 日に愛知

経済 団体が

可に当たり、日本道路公

で、愛知県、名古屋市が

任を持つ覚書を、また、

県、名古屋市と経済 団

債券の引受の責任を持つ

団、愛知県、 通産省、

債券の引受 海環状都

昭和 年 来構想の

体の間で、 当自動

ことを確認 発展にと

運輸省、建設省の 省庁が

市帯構想調査 において、

基本形ができあがった。

車道は、沿線地域のみなら

って基盤となる道路である

実施した 東

対象地域の将

ず中部全体の

ことから、本
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会では、昭和

史

年 月に発足した東海環状道路建 会議で取り上げられ、本会でも、 世紀の中部

設促進期成同

促進の陳情を

的な調査が開

路審議会の答

た高規格幹線

平成元年
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盟会に参加し、建設省等

重ねた。昭和 年度から

始され、昭和 年 月に

申において 万 に

道路網に組み入れられた

月、岐阜県内の土岐 関

に対し建設 ビジョン

は国の本格 うえ、 三

は建設省道 月）の

拡張され に建設促

。 当自動

（ ） 削や経済

（昭和 年 月）で必要

遠南信トライアングル構

中核プロジェクトとして提

進を辛抱強く要望し続けた

車道は、破砕帯の難工事、

性などから実現が危ぶまれ

性を指摘した

想 （昭和 年

言、関係方面

。

トンネルの掘

ていたが、昭

の基本計画が

年には豊田

（ ）の

） 長野自動

中央自動車

通し、特に名

強化に資する

の
策
定
・
推
進

決定されたことを皮切り

瀬戸（ ）と北勢

基本計画が決定された。

車道

道西宮線は、昭和 年

古屋圏と長野県伊那谷地

動脈となった。

に、平成 和 年

四日市 浜松市の

日町間に

画 万

月に全線開 大きく前

域との連携 一方、

路建設促

月、ルートが当初構想の飯

都市を結ぶ逆 字路から

変更されたものの、高規格

構想に組み入れられ

進した。

地元自治体では、昭和 年

進期成同盟会（静岡、長野

田市、豊橋市、

飯田市 三ヶ

幹線道路網計

、実現に向け

に三遠南信道

、愛知の 県

一方、本会

ことのできな

結ぶ中央自動

元とともに関

その結果、

市。総延長約

は、長野県の総合的な発

い重要な路線で、長野市

車道長野線の建設促進に

係要路に対し陳情・要望

長野自動車道（長野県岡

）は、昭和 年 月

展に欠かす 及び関係

と松本市を 建設促進

ついて、地 ねた。

（注）本自を重ねた。
路（矢

谷市 更埴 月に、
約の岡谷 松 また、

市町村で構成）を結成し、

方を関係方面に対し、陳

動車道は、工事の難所といわ
筈トンネル関連区間、約
また、青崩峠道路（草木トン
）が同年 月にそれぞれ供用
平成 年度までに全区間で基

当自動車道の

情・要望を重

れた小川路峠道
）が平成 年
ネル関連区間、
開始をしている。
本計画が策定さ

本間の基本計

線にわたる整

月岡谷

松本

豊科 （

始した。

（注）残って

画決定に始まり、昭和

備計画、施行命令の後、

岡谷 （ ）の供用開

（ ）が昭和 年 月

）が同年 月に、それぞ

いた豊科 と上信越自動車道と

れてお年 月に全

昭和 年

始、岡谷

、松本

れ供用開

接続する更

り、他の区間も着実に整備が進められている。

埴 との
したこと
名古屋圏と

） 三遠南信

三遠南信自

引佐郡三ヶ日

であり、中央

間（ ）が、平成 年 月
により全線開通し、長野県北・
の結びつきがより強固になっ

自動車道

動車道は、長野県飯田市

町に至る延長約 の高

自動車道及び第一、第二

に供用開始
中信地域と
た。

から静岡県

規格道路

東名高速道

路を有機的に

愛知県東三河

大きく寄与す

専用道路とし

当自動車道

連絡するとともに、長野

地域、静岡県遠州地域の

る重要な道路で、一般国

て整備が進められている

の建設構想は、昭和 年

県南信地域、
草

地域開発に

道の自動車 ） 中部

。 中部縦

の三県知事 福井市に

木トンネル池島側（静岡県磐田郡

縦貫自動車道

貫自動車道は、長野県松本

至る延長約 の高規格

水窪町）

市から福井県

道路であり、



中央自動車道及び東海北陸自動車道、北陸自動車 ） 名古屋圏を中心とする広域交通の現状と今

道を有機的に

を最短で連絡

発に大きく寄

本会では、

道とともに、

の一つである

連絡し、北陸地方の諸都

するとともに、中部内陸

与する重要な道路である

当自動車道の建設は東海

中部・北陸を結ぶ幹線ネ

ことから、難工事区間で

市と首都圏 後の展

部の地域開 中部で

。 第二東名

北陸自動車 クトを推

ットワーク 既存の交

ある安房ト よって、

望 を発表

は、中部新国際空港、リニ

・名神高速道路の つの大

進しており、これらの新し

通基盤とを最適に組み合

世界に開かれた産業技術の
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い交通基盤と

わせることに

中枢圏域にふ
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ンネルの早期

きかけを行っ

当自動車道

網計画 万

向け大きく前

（注）平成元
いて基本

で事

建設など関係要路に対し

ている。

は、昭和 年 月に高規

構想に組み入れら

進した。

年度から平成 年度までの間に
計画が策定され、そのうちの
業化されている。また、現在、

積極的な働 さわしい

重要な案

格幹線道路 このよ

れ、実現に 屋圏を中

高速交通

全区間につ め、発表
％に当たる

ここで油坂峠道路

高速交通体系を総合的に整

件である。

うな観点から、平成 年

心とする広域交通の現状と

体系の総合整備に向けて

した。

は、まず、わが国の広域交

備することが

月には 名古

今後の展望

をとりまと

通体系整備の

の
策
定
・
推
進

（ 。平
平成 年
がそれぞれ

広域交

提言

） 名古屋

成 年 月と 月）、永平寺大
月）、安房峠道路（ 。平成
供用している。

通体系整備、物流問題

圏における都市交通につい

野道路（ 。 基本方向年 月）
ついて調

とした広

世紀のについて

路系、航

て の提言 らに共通

と諸外国の広域交通の現況

査・研究するとともに、名

域交通の課題を整理した。

総合交通体系整備に向けて

空系、船舶系のハード面の

するソフト面の整備につい

・将来方向に

古屋圏を中心

そのうえで、

、鉄道系、道

整備及びこれ

て検討、提言

本会では、

て、関係要路

望しているが

済界の立場か

り方等につい

昭和 年度

ける自動車交

高規格幹線道路網の整備

に対し毎年機会あるごと

、同時に、交通委員会に

ら見た中部の望ましい交

て調査・研究し、提言を

から ヵ年をかけて、名

通の急激な進展と調和の

促進につい した。こ

に陳情・要 り方、地

おいて、経 ましい行

通体系のあ ） 中部

行っている。 本会物

古屋圏にお 送の役割

とれた都市 国内航空

のほか、開発利益の還元等

方出先機関の機能強化と権

政のあり方などについても

における航空貨物の現状

流委員会では、中部におけ

の大きさに着目し、中部に

貨物の実態について、統計

整備財源のあ

限委譲など望

提言した。

と課題 を発表

る航空貨物輸

おける国際・

資料の収集・

づくりの観点

しい機能分担

方策について

屋圏における

この中で、

整備、 道路

から、公共交通と自動車

を目指した交通体系の総

調査・研究し、平成元年

都市交通について を発

鉄道、バスの公共交通

交通網の早期整備、 鉄

交通の望ま 詳細な分

合的な整備 実施等に

月 名古 その結

表した。 港の便数

機関の早期 いること

道各駅の総 ディを負

析、業界へのアンケート・

より調査・研究を行った。

果、中部の航空貨物の大部

不足などから東西両空港に

、名古屋空港は航空運賃の

っていること、またこのた

ヒアリングの

分が名古屋空

横持ちされて

制度面でハン

めに、中部の

合駅化や相互

ク ライド等

と交通結節点

乗り入れ、 バスターミ

に対する設備の整備など

の整備に重点を置いた提

ナルやパー 荷主はも

、交通基盤 いること

言を行った。 そこで

送の現状

この中で

とより地域としても大きな

などが明らかになった。

平成元年 月 中部におけ

と課題 としてとりまとめ

、こうした現状を打開し、

損失を被って

る航空貨物輸

、発表した。

わが国及び中
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部の航空貨物

史

輸送の合理化を図るためには、中部 ニューメディア、宇宙産業、バイオテクノロジー、

全体が航空貨

名古屋空港の

て中部新国際

組む必要があ

［ ］中部

第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

物輸送の重要性に対する

整備促進、更には抜本的

空港の建設促進に総力を

るとの提言を行った。

の産業振興、活性化

認識を深め、 航空機産

解決策とし 業、先進

挙げて取り 業講座

中部

） 民間への取り

業、第五世代コンピュータ

複合材料の 分野につい

シリーズとして講演会を開

の活性化の推進

活力に関する提言 の策

ー、リース産

て、 新成長産

催した。

定

組みの
策
定
・
推
進

国

中部地

（昭和

で策定し

際

域で

年

た

ン （昭和

産業・技術首都圏の形

は、本会の 世紀の

月発表）や国土庁と地

世紀中部圏計画（ア

年 月発表）などで提

成

中部

域

ポ

案

第二臨

る答申を

き財政再

歳出削

度の予算

マイナス

うした財

の策定

ビジョン

の共同作業

ロ プラ

された“国

時行政調査会（土光臨調）

受けて、昭和 年度以降政

建 をスローガンとして

減 に向けて取り組むこと

編成においてはゼロシーリ

・シーリングを続けること

政事情から、民間企業の資

の 回にわた

府は 増税な

行政改革 と

となり、毎年

ング、更には

となった。こ

金や事業活動

際的産業

けての地

あった。

本会で

して産業

年 月

・技

域

は、

・技

国際

術中枢圏域の形成”が

発展の基本方向として

この実現のための一環

術の側面から施策を検

産業・技術首都圏の形

、

定

と

討

成

を取り入

の傾向が

本会で

活用につ

力に関す

庁・地方

世紀に向

着しつつ

して、主と

し、昭和

と題する

れ各種プロジェクトを実現

高まってきた。

は、こうした情勢に対応す

いて検討を重ね、昭和 年

る提言 としてとりまとめ

自治体等関係先に建議した

していこうと

る民間活力の

月 民間活

、政府・各省

。

提言を発

ここで

の拠点を

化、次代

バイオ等

国際関係

表し

は、

形成

を担

）の

の機

ト、中部新国

た。

国際分業体制が深化す

するための既存産業の

う新成長産業（超電導

育成と研究開発機能の

能・施設（コンベンシ

際空港、国際開発大学

る

高

、

強

ョン

、

その基

害してい

見直し、

として採

業の人・

が十分に

を主張し

中で、世界

度化・複合

航空宇宙、

化、情報・

、テレポー

国際交流機

本的な考え方としては、

る公的規制や世界一高い企

民間企業の公的事業分野

算性、収益性を考慮するこ

技術・資本など経営資源や

発揮できる体制・組織を整

た。

民間活力を阻

業課税などの

への参入条件

と、 民間企

経営ノウハウ

えることなど

関等）の

を具体的

更に、

ル 計画

周辺大改

整備

施策

国

）、

造計

（万

、国際的なリゾート環

として提言している。

際リサーチ・コアの形

名古屋新都心軸の形

画）、 国際的総合物

国博）の開催の つを

境

成

成

流拠

中

（注）昭和
定施設
が制定

） 名古

本会で

地場証券

えから、

の整備など

（セントラ

（名古屋駅

点の形成、

核プロジェ

年 月 民間事業者の能力
の整備の促進に関する臨時措
・公布された。

屋証券取引所のオプション

は、地域の金融機能の強化

市場の活性化が重要な施策

昭和 年代以降、証券金融

の活用による特
置法 （民活法）

取引導入支援

を図るうえで、

であるとの考

、公社債市場

クトとし

また、

が新成長

の戦略展

までニュ

て提

この

産業

開に

ーセ

案した。

提言書の策定に先立ち

に関する認識を深め、

資するため、昭和 年

ラミックス、光ファイ

、

か

度

バ

の開設等

援してき

昭和

ション取

格形成機

企業人自ら

つ新分野へ

から 年度

ー、 、

による名古屋証券市場の振

た。

年 月、名古屋証券取引

引の導入を決定したことに

能を通じて中部経済の発展

興について支

所が証券オプ

対し、その価

に多大の貢献



をもたらすなど地元経済界にとってメリットが大 ） 財団法人東海産業技術振興財団の設立

きいと考え、

ける証券オプ

て大蔵大臣他

オプション

で構成された

が大蔵省の認

同年 月、 名古屋証券取

ション取引制度の早期実

関係機関に要望した。

取引については、主要

新株価指数を用いた“オプ

可を得て、平成元年 月

引所にお 本会は

現 につい 年 月

豊橋技術

業種 銘柄 形成、産

ション ” 興財団の

から取引を ハイテク

、 三遠南信トライアング

発表）の中で、東三河地域

科学大学等を核に産業コン

学共同学園エリアづくり、

創設などによって技術化時

産業地帯化の基盤整備を提

第
ル構想 （昭和 章

において国立

プレックスの

更には技術振

代に対応する

言した。
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開始された。

致したことも

年の平成元年

万単位の取引

（注）しかし
経済環境
が低く市
化されてい
日 月

取引開始当時はバブルの

あって、活発な取引が続

（ 月 日 月 日）

を記録した。

ながら、バブルの崩壊、不況の
の悪化を背景として新規商品の
場に浸透しなかったことや取引
なかったことなどから、平成
日） 年間でわずか 単位

最盛期と合 これを

き、創設初 金を集め

だけで約 技術振興

設立（同

長期化など 本財団
ため知名度

おいて、がシステム
年（ 月 試験研究まで減少し

受けて地元の気運も高まり

、昭和 年 月 日 財団

財団 （理事長 田中精一

年 月 日通産大臣設立許

は、東海地域（原則として

豊橋技術科学大学をはじめ

機関と民間企業が連携して

、 億円の基

法人東海産業

本会会長）を

可）した。

東海 県）に

各大学や公的

各種産業技術

の
策
定
・
推
進

月 日休

） 財団法人

通産省では

社会的還元の

見据えながら

ターを全国

止の止むなきに至った。

中部産業活性化センター

、円高傾向の定着に伴う

一環として、将来の日本

地域の発展に資する産業

ヵ所に設立する構想をも

の研究開

の設立 応用技術

円高差益の ） 中部

のあり方を 中部地

活性化セン れる航空

っていた。 一層の振

発を進めようというもので

の開発を助成している。

航空宇宙産業技術振興協議

域は 世紀に向けて大きな

宇宙関連産業の集積の高い

興は、重要な地域政策課題

、基礎研究、

会の設立

発展が期待さ

地域で、この

である。

一方、本会は

目標に諸活動

る専門的調査

いた。

このような

化、産業のニ

術の研究開発

、国際的産業・技術首都

を展開しており、当地域

・研究機能充実の必要性

ことから、本会は、既存

ューフロンティアの開拓

等に係る各種プロジェク

圏の形成を このよ

を対象とす 商工会議

を痛感して 産官学が

航空宇宙

産業の高度 本会会長

、最先端技 当協議

トを発掘・ 発・産業

うな観点から、本会と 県

所及び 中部産業活性化セ

一体となって、平成元年

産業技術振興協議会 （会

）を設立した。

会では、航空宇宙に関す

技術拠点の形成を目標に

市、名古屋

ンターなどの

月 日 中部

長 田中精一

る一大研究開

、関連する試

企画と実現に

して、昭和

化センター

産 億円、賛

設立（同年

当財団では

向けて誘導・支援するこ

年 月 日 財団法人中

（会長 田中精一本会会

助会員数当初 社、現在

月 日通産大臣設立許可

、産学官の連携のもとに

とを目的と 験・研究

部産業活性 産業動向

長、基本財 及啓発な

（注）当協社）を
活動の

）した。 中部航
その後、先端化・ 特化し
術振興

施設の誘致をはじめ、航空

や技術の調査研究、情報収

ど幅広い活動を展開してい

議会は、事業活動の強化拡充
強化を図るため平成 年 月
空宇宙産業技術振興センター
、平成 年 月には、活動目
た組織として 社団法人中部
センター と呼称変更すると

宇宙に関する

集・提供、普

る。

と国等への提言
日 社団法人
に衣替えした。
的を宇宙分野に
宇宙産業科学技
ともに、航空分情報化・文化

これらの分野

ど、産業の活

している。

化・国際化の つをキー

に関する調査研究や普及

性化に資するさまざまな

ワードに、
野につ

啓発活動な 議会

事業を推進 また、

ど次世代

設の内容

いては任意団体の 中部航空
を設立した。

本会技術委員会では、次期

の航空・宇宙開発に必要な

、中部地域への誘致すべき

産業技術振興協

の開発な

試験・研究施

分野とその立
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史
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洞や超音速風洞など 施

中部に誘致すべき航空

を発表した。

の特質に合致した試

推進

設を誘致候 昭和 年

宇宙関連施 特別委員

立時期、

もに、関

また、験研究機
の私的諮

月に ファインセラミッ

会 を設置し、センターの

場所、資金等具体的内容を

係方面との調整等を進めた

名古屋通産局では、昭和

問機関として、自治体、産

クスセンター

業務内容、設

検討するとと

。

年 月、局長

業界、学識経

本会では、

圏域として機

術化の推進と

機能の整備・

中部地域の

立・整備に努

の
策
定
・
推
進

中部地域が国際的な産業

能するためには、産業の

ともに、世界的な試験・

充実が不可欠であるとの

特性に合致した試験・研究

力した。

験者で構

技術の中枢 （座長

高度化・技 昭和 年

研究・開発 ニューセ

観点から、 ニューセ

施設の設 した。

一方、

成する ニューセラミッ

斎藤肇豊田工業大学教授）

月にとりまとめた報

ラミックス振興センター

ラミックス材料試験所の設

昭和 年 月、名古屋市で

クス懇話会

を発足させ、

告書の中で、

（仮称）の設置、

置などを提言

開催され、本

ファイ

） 設立前の

ファインセ

ラスチックに

産業の高度化

ンセラミックスセンター

動き

ラミックスは、昭和 年

次ぐ 第三の素材 とし

や先端技術産業の育成の

会が後援

（翌年か

変え毎年

代に鉄、プ スに関す

て、また、 界で初め

鍵を握る新 人も

した“ニューセラミック

らファインセラミックスフ

月に開催）には、ファイ

る先端技術、その応用に関

て展示され、予想を遥か

の来場者があり、人々の

スフェア ”

ェアと呼称を

ンセラミック

する技術が世

に上回る 万

関心の高さが

素材の一つと

わが国を代

は、セラミッ

わたる技術を

ミックスをこ

成・発展させ

であるとの認

して脚光を浴びるように

表する窯業集積地域であ

クスの加工・焼結等につ

有していることから、フ

の地域の将来の有望な産

、国際的なメッカにする

識が高まっていた。

なった。 伺えた。

る当地域で 他方、

いて長年に インセラ

ァインセラ の団体で

業として育 日本フ

ことが必要 また、同

ミックス

中央においては、昭和 年

ミックスに関連するメーカ

ある ファインセラミック

ァインセラミックス協会）

時期に、通産省では省内に

室が新設されたほか、翌昭

月に、ファ

ー、ユーザー

ス協会 （現．

が設立された。

ファインセラ

和 年 月に

本会では

材産業の旗手

興を打ち出し

いて ニュー

を提唱、積極

した。この構

世紀の中部ビジョン

としてニューセラミック

、さらに昭和 年度の事

セラミックスセンター構

的に実現方策を検討して

想は、ファインセラミッ

の中で新素 はファイ

ス産業の振 業局長の

業計画にお クスの技

想の検討 更に、昭

いくことに センター

クスに関し、 産業のフ

ンセラミックス基本問題懇

私的懇談会）を設け、ファ

術や産業の育成について検

和 年度予算に ファイン

調査研究費 が認められる

ァインセラミックス技術・

談会（生活産

インセラミッ

討を始めた。

セラミックス

など先端技術

産業の育成に

大学、試験研

る活動を横断

価基準の作成

発、技術者の

ミックスフェ

究機関、企業等で個別に

的に総括し、試験・研究

など実用化に繋がる実践

養成、海外との交流、フ

アの開催などを行うオー

行われてい 対する気

及び材料評 本会で

的な研究開 日に フ

ァインセラ 議会 （会

ルジャパン 同協議会

運は一段と高まった。

は、こうした状況から、昭

ァインセラミックスセンタ

長 三宅重光東海銀行会

の活動資金として 億円の

和 年 月

ー設立準備協

長）を組織し、

募金を行った



ところ、会員企業の積極的な協力により、当初の については経団連の協力を得て、各種団体や個別

目標を大幅に

めることが

した。

同協議会で

金規模、収支

通産省、地方

上回る 億 万円強の

でき、本格的な設立準備作

は、事業内容、組織、立

予測などについて検討す

自治体、関係団体などと

基金を集 企業にお

業を開始 制上の優

特定公益

地地点、基 ることが

るとともに、 役割を果

協議を重ね 標に対し

願いした。また、寄附され

遇措置を得られる試験研究

増進法人）の証明を昭和

でき、募金活動を進めるう

たすこととなった。なお

、平成 年度末の実績は

第
た企業等が税 章

法人（現在の

年 月に受け

えで潤滑油の

、 億円の目

、 億円、
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た。また、フ

内容及び経営

究所に、また

立準備協議会

託し、その結

を行った。

一方、立地

ァインセラミックスセン

見通しに関し、通産省が

、ファインセラミックス

が東レリサーチ等にそれ

論を参考に同協議会で最

地点については、愛知県

ターの事業 達成率

三菱総合研 建屋の

センター設 田区の建

ぞれ調査委 成、当初

終的な検討 行った。

率 万倍

、名古屋市 を揃え、

％であった。

建設は、昭和 年 月 日

設地で起工式を行い、翌昭

の予定通り昭和 年 月

開所時点での試験研究用機

の電子顕微鏡など最新鋭

わが国を代表する試験研究

に名古屋市熱

和 年 月完

日に竣工式を

器は、最高倍

の機器 機種

機関にふさわ

の
策
定
・
推
進

の協力によ

（ ）が

通産省、地方

得ることがで

設立へと進ん

） 設立後の

り、名古屋市熱田区神

内定した。また、資金面に

自治体、経団連等の積極

き、ファインセラミック

だ。

動き

宮東地域 しい施設

ついては、 また、

的な協力を 団とは異

スセンター な資金は

目指し、

増加に努

内容とした。

同センターの運営について

なり、設立構想の段階から

自助努力で ぎ出す民活・

研究開発・評価試験など受

力した。

は、従来の財

、活動に必要

事業型財団を

託事業収入の

ファインセ

月 日名古屋

ちに財団法人

同年 月 日

ファインセラ

した。

同センター

ラミックスセンターは、

市内において設立総会が

としての設立許可を通産

その許可を得て、正式に

ミックスセンター（

では、本格 働を昭和

昭和 年

開かれ、直

大臣に申請、

財団法人

） が誕生

年 月と定

め、その間、

人材の確保、

定などの諸準

資金調達は

設のための土

とに伴い、

資金調達（寄附金、出損金

建屋の建設、導入試験研

備を進めた。

当初 億円を目標とした

地が無償貸与から購入に

億円に変更された。ま

、補助金）、

究設備の選

が、建屋建 超電

変わったこ 電気導

た、資金の すると、

ファインセラミックスセンタ

導工学研究所名古屋研究

体を絶対零度（ ）

電気抵抗が零となる物質が

ー

所

付近まで冷却

あることは、

用途ついては

億円、基本財

た。本会が中

地域とそれ以

本会会員を中

、土地 億円、建物 億

産 億円、運用財産 億

心となって行った募金活

外に大別され、中部地域

心に拠出を要請し、それ

円、設備 以前より

円を予定し 金属物質

動は、中部 を示す酸

については 積極的な

以外の地域 に近い温

知られていた。昭和 年に

に比較し、格段に高い温度

化物超電導物質が発見され

研究開発が進められた。将

度での超電導現象物質が実

、これまでの

で超電導現象

、全世界的に

来、より常温

用化されれば、



第 編 前 年

宇宙、エレク

史

トロニクス、輸送、医療システム等 宮城県の 県が挙げられていたが、科学技術庁の
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本会では、
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の技術革新を

元自治体等関
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分野に計り知れないイン

予想される。

このような超電導の研究

ンターを中部地域に誘致

図ることが有意義である

係機関とともに通産省が

パクトをも 整備計画

子核レベル

開発を行う の 施

し地域産業 題等もあ

と考え、地 立地が決

計画中の超 しかし

（電子ボが当初の ギガ

のエネルギーに用いる単位）

設に計画変更されことに加

り、昭和 年 月兵庫県の

定した。

、この 施設の誘致に当

ルト．原子や原

から ギガ

え、地盤の問

西播磨地区に

たり、中部の

電導のナショ

昭和 年

ターとして、

が設立され、

研究所が開所

同研究所最初

インセラミッ

の
策
定
・
推
進

ナルセンターの誘致に取

月、超電導研究のナショ

国際超電導産業技術研

同年 月、付設研究所の

した。本部は東京に置か

の研究所が名古屋に設置

クスセンター（ ）内

り組んだ。 産官学が

ナルセン は大きな

究センター 移転研究

超電導工学

れたものの、 国際

され、ファ 地球環

に、 超電 酸性雨、

初めて一体となった運動を

成果であり、これが後の

センターの設立へとつなが

環境技術移転研究センタ

境の保全は、オゾン層破壊

砂漠化、海洋汚染等の諸現

展開したこと

国際環境技術

った。

ー（ ）

、地球温暖化、

象が地球的規

導工学研究所

門が置かれて

大型放

科学技術庁

昭和 年度

名古屋研究所 として、

いる。

射光施設

では、昭和 ・ 両年度

（平成元年度）から総額

線材研究部 模で顕在

ミットで

世界的に

が総力を
きっきん

に調査し、 喫緊な課

億円に こうし

化し、 年（平成元年）

正式議題に取り上げられた

危機意識が高まり、 世紀

挙げてその解決に取り組む

題となった。

た情勢に対応し、通産省で

アルシュ・サ

ことを契機に、

に向けて人類

べき重要かつ

は、地球環境

のぼる大型プ

設の建設を計

波長の光を放

析や物質の原

の超微細加工

の開発あるい

見込まれる施

ロジェクトの大型放射光

画していた。同施設は、

出し、材料の創成過程な

子・分子レベルでの構造

などで優れた性能を発揮

は材料の品質管理等で大

設である。

（ ）施 保全のた

高輝度な短 不可欠で

どの動的解 及び地方

解析、材料 の開発の

し、新素材 （仮称）

きな効果が 本会で

高度な環

めには産業面における技術

あるとの考えから、国が主

が支援協力して環境と調和

中核となる 地球環境産

の設置を検討していた。

は、かつて深刻な公害を克

境管理技術を蓄積している

開発の推進が

導し、産業界

する産業技術

業技術研究所

服した歴史と

四日市地区が、

本会では、

核研究施設と

これに関連す

すべく、昭和

日市商工会議

には中部（三

三重県の鈴鹿山麓研究学

して、この大型放射光施

る民間の研究機関や産業

年 月から三重県、四

所等と連携するとともに

重・愛知・岐阜の 県）

園都市の中 同研究所

設を誘致し、 月の

配置を促進 情した。

日市市、四 置費用は

、同年 月 クターで

の産官学が 変更とな

の立地適地と考え、平成元

回にわたり通産省、大蔵省

しかし、平成 年度予算で

認められず、自治体・民間

研究所を設置し、通産省が

った。

年 月、 月、

等に誘致を陳

は研究所の設

による第三セ

支援する形に

一体となった

設促進協議会

足させ、科学

望・陳情活動

誘致候補地

鈴鹿山麓研究学園都市

（会長 田中精一本会

技術庁、通産省等政府関

を展開した。

として、兵庫県、三重県

施設建 このよ

会長）を発 に向け広

係機関に要 もに、中

業技術に

、岩手県、 平成 年

うな情勢変化を受けて、同

域的な協力体制でバックア

部産業界のトップが地球環

ついて広範囲な意見交換を

月 日 地球環境産業技

研究所の誘致

ップするとと

境に関する産

行う場として、

術中部圏懇話



会 （世話人代表 田中精一本会会長）を発足さ 関連の深い企業に出捐要請を行った。

せた。

同研究所の

が名乗りを挙

西文化学術研

境産業技術研

対しては、通

誘致については、全国で

げていたが、平成 年

究都市（京都府）に決定

究機構 と称する）した

産省から、発展途上国へ

（注）なお
ある

カ所以上 学園都
に 働月 日、関

（ 地球環 核融

。三重県に 本会は

の公害防止 に発表し

、 は、平成 年 月
研究研修所 が四日市市にあ
市 桜リサーチパーク 内に
した。

合科学研究所

、 世紀の中部ビジョン

た 東濃産学共同研究都

第
日、本部施設で

章る鈴鹿山麓研究
完成し、本格的

及びその後

市構想 （昭和

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

技術の移転や

研究センター

れを受けて、

成事業を実施

日市市の出資

ンター を平

本会では、

研修事業を担う 国際環

（仮称） の設置が示唆

平成 年度内に通産省等

するため、とりあえず三

による県認可の 環境

成 年 月 日に設立し

同センターを全国規模の

境技術移転 年 月

された。こ ルにある

の委託、助 の移転・

重県及び四 源である

技術移転セ 実用化を

た。 を核とし

財団として 本会で

）において、世界的にも最

名古屋大学プラズマ研究所

拡充計画を機に、人類究極

核融合の学理と応用の研究

目指した総合的なセンター

た産学共同研究都市の形成

は、この実現を図るため昭

高水準のレベ

の東濃地域へ

のエネルギー

、並びにその

の設立とこれ

を提唱した。

和 年度に名

の
策
定
・
推
進

機能させるた

会 （ 地球環

平成 年 月

格上げについ

活動を展開し

め、 地球環境問題中部圏

境産業技術中部圏懇話会

日）を通じて、財団の

て、地元の官民が一体と

た。

産業懇話 古屋大学

を改称 促進につ

規模拡大と けを行っ

なって推進 町で受け

政府、文

この問

プラズマ研究所の東濃西部

いて、岐阜県知事や地元市

た。更に、昭和 年末に東

入れ合意がなされたことな

部省など関係省庁に陳情・

題は、昭和 年度予算に土

地区への移転

町村へ働きか

濃西部 市

どと併行して、

要望した。

地購入準備費

（約

きとなり

計上され

平成元年

立し、同

ヘリオト

学核融合

万円）が初めて計上され

、昭和 年度予算で初めて

、昭和 年度には土地造成

月には、移転を機に名古

大学のプラズマ研究所を核

ロン核融合研究センターの

理論研究センターの一部が

、具体的な動

土地購入費が

が完了した。

屋大学から独

に、京都大学

一部と広島大

結集して、大

第 回地球環境
古屋市）

その結果、

通産大臣の許

国際環境技術

会長 田中精

問題中部圏産業懇話会（平成 年

同センターは、平成 年

可法人となり、平成 年

移転研究センター （略称

一本会会長、理事長 田

月 日、名 学共同利

て発足し

月 日に 同研究

月 日 （ ）

． 高温プ

川亮三三重 の つに

用機関 文部省核融合科学

た。

所の研究内容は、 大型

による高温プラズマの生成

ラズマの理論・シミュレー

大別された。また、 の

研究所 とし

ヘリカル装置

と制御の研究

ションの研究

建設は平成

県知事）とし

この

県・四日市市

捐するに決定

員企業及び経

て新発足した。

の総事業費 億円は、自

）及び民間がそれぞれ

した。本会では、民間分

団連を通じて全国の地球

年から進

（注）なお治体（三重
運転完

億円ずつ出 成功、

について会

環境問題に

められた。

、 は平成 年末に完成、
了、同月 日にファーストプ
月から本格的に実験を開始

平成 年 月試
ラズマの点火に
した。
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進

超高温

究所

概ね

高性能、高機

核融合科学研究所全景

材料研究センター・超高

に至る超高温の極限環境

能を発揮し得る超高温材

（出所 文部科学省核融合科学研

平成温材料研

基盤施設

下において 究センタ

料の開発は、 口 億円

究所パンフレットより）

年 月 日、試験研究設備

整備法人として 株式会社

ー （総事業費 億円 岐

）が、新エネルギー・産業

を有する研究

超高温材料研

阜 億円、山

技術総合開発

高効率ガスタ

ジン用材料、

セス分野、電

発に不可欠な

通産省では

区）と超高温

ための中核的

ービン、航空宇宙関係の

超高温炉用材料などの素

機用材料など電気機器分

基盤技術である。

、超高温材料の創製の研

環境下での試験評価（岐

な研究機関である超高温

機体、エン 機構（

材製造プロ 部市及び

野の研究開 ターとし

有する先

究（山口地 料に関す

阜地区）の 間企業

材料研究セ 会社超高

）、岐阜県、山口県、

関係民間企業の共同出資に

て設立された。同時に、こ

端的な設備を最大限に活用

る研究開発を効率的に推進

社の出資による研究機関

温材料研究所 が設立され

多治見市、宇

よる第三セク

のセンターが

して超高温材

するため、民

として、 株式

た。

ンターの建設

を計上した。

本会では、

ザーである航

ることから、

の誘致は極め

を計画し、平成元年度予

中部地域が超高温材料の

空・宇宙関連企業の一大

超高温材料研究センター

て有意義であり、かつ、

算で 億円 超

最大のユー

集積地であ

の当地域へ

東濃西部研

高温材料研究センター と 超高温材

究学園都市の

いう観点から

支援組織とし

地域推進協

行った。

中核施設の一つとして機

、平成元年 月産業界を

て、 超高温材料研究セ

議会 を組織し広く各界へ

能させると

中心とする

ンター中部

の を 超高温材料
料研究セン

研究センター（岐阜センター）全景
ター（岐阜センター）パンフレット

（出所 超高温材
より）



料研究所 は、岐阜県多治見市の東濃研究学園都 万円（地方自治体 億 万円、民間企業

市内に岐阜セ

ノポリス内に

平成 年 月

日本無

施設

ンターが、山口県宇部市

山口センターが、それぞ

に全面運用を開始した。

重量総合研究所の無重量

の宇部テク 億 万

れ設置され、 によった

（注）この
工式を

落下実験

円）、残額 億円を日本開

。

無重量落下実験施設は、平成
行うとともに運用を開始した

第
発銀行の融資 章

年 月 日竣
。
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スペースシ

機会が提供さ

ス、医薬品、

野で新たな技

待が高まった

小型ロケット

予備的実験が

ャトルの登場によって、

れ、これが新素材、エレ

バイオテクノロジーなど

術革新の可能性を拓くも

。また、同時に、これま

等を利用して実施してき

より手軽に行える施設の

宇宙実験の

クトロニク

の幅広い分

のとして期

で航空機や

た無重量の

実現が望ま

の
策
定
・
推
進

れることとな

科学技術庁

量実験を地上

して、岐阜県

の東濃ウラン

メートル

った。

では、こうした情勢に対

で、安価かつ継続的に行

土岐市の動力炉・核燃料

鉱山の立坑を利用し、自

、無重量時間 秒の無重

応し、無重

える施設と

開発事業団

由落下距離

量落下実験

施設の設置を

本会では、

原理の解明が

高度化・技術

西部研究学園

現に取り組ん

設けられた

計画した。

この無重量実験による新

、金属、航空宇宙など当

化に大きく貢献するとと

都市の形成を促進するも

だ。昭和 年 月科学技

無重量落下実験施設検討

無重量落下
トより）

しい発見や

地域産業の 長寿

もに、東濃 センタ

のとして実 愛知県

術庁の中に るための

会 に参画 医療研究

実験施設（出所 日本無重量総合

科学振興財団及び国立

ー支援

では、わが国の長寿科学医

中核的・総合的な機関であ

センター 、愛知県の あ

研究所パンフレッ

長寿医療研究

療等を推進す

る 国立長寿

いち健康の森

するとともに

開催など積極

同施設の設

より、岐阜県

係者による検

る設立準備会

、同施設の必要性の

的な活動を展開した。

置に際しては、科学技術

、宇宙開発事業団、関連

討を進め、同施設の設立

を設置した。更に、平成

、説明会の 健康科学

ター 等

庁の協力に 開発、実

企業など関 康の森

を目的とす 浦町にま

年 月 いる。

総合センター 小児保健

を整備し、 健康と長寿

践の全国的国際的拠点とな

構想を、平成元年から大府

たがる丘陵地（ ）に

医療総合セン

に関する研究

る あいち健

市と知多郡東

おいて進めて

日、岐阜県、

る第 セクタ

所（

同社は、多

総事業費

土岐市及び民間企業 社

ーとして、 日本無重量

） が岐阜県土岐市に設立

極分散型国土形成法の適

億円で、そのうち、出資

の出資によ 特に、

総合研究 康の森構

された。 が決定さ

用を受け、 て 長

金が 億 年 月

国立長寿医療研究センター

想の中核施設として平成元

れた。また、同センターの

寿科学振興財団 （厚生大

日設立された。

は、あいち健

年 月に設置

支援組織とし

臣許可）が同
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この財団の基金（目標 億円 愛 地域の情報化に資する各種の事業化の検

知県 億円、

億円）の整

（注）国立長
営を開始し
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中部経済界 億円、その

備について積極的に協力

寿医療研究センターは、平成
ている。

情報化推進への取り組

他全国から 討

した。 本会で

年 月に運 域の情報

年 月

りニューみ
信委員会

は、高度情報化の進展に対

機能の高度化方策を研究す

、ニューメディア研究会

メディア委員会、昭和 年

に改称）を設置した。同研究

応する中部地

るため、昭和

（昭和 年度よ

度より情報通

会会員のニー

中部

本会では、

案したプロジ

実現を図るも

構想 を位置

当構想の具

中部情報セン

の
策
定
・
推
進

情報センター設立構想

世紀の中部ビジョン

ェクトの中でも、比較的

のの一つとして 中部情

づけた。

体的推進を図るため、昭

ター特別委員会を設置し

ズを調査の策定

の中で提 付加価値

近い将来に たため、

報センター 究した。

） 産業

和 年度に 通信事

、地元自治 め、昭和

したところ、産業通信、ケ

通信の つの分野について

これらの情報伝達手段を中

通信事業

業の企業化の可能性につい

年 月本会会員 社を

ーブル放送、

関心が高かっ

心に調査・研

て調査するた

対象に、通信

体の意向調査

ける情報サー

態調査、今後

会員対象のア

検討を行った

その結果、

、地域ニーズ把握のため

ビス産業及びシンクタン

の需要予測と事業内容検

ンケートなど、多岐にわ

。

地域経済・産業等のオ

の中部にお 回線のニ

ク機関の実 を実施（

討のための ジネス用

たる調査・ 査 とし

更に、

リジナル 和 年

ーズ、需要予測についてア

回答 社、回答率 ％）、こ

通信回線の利用に関する

て発表した。

これをもとにして調査・検

月、中部における産業通信

ンケート調査

の結果を ビ

アンケート調

討を重ね、昭

需要を大胆な

データベース

報サロン、

内容及び年次

り込んだ 中

年 月発表し

その後、国

援要請、更に

の構築、 シンクタンク

教育・啓蒙を諸活動の柱

別展開、収支予測、運営

部情報センター設立構想

た。

・出先機関、関係機関へ

は、データベース構築や

機能、 情 仮定のも

とする事業 し、それ

組織等を盛 部地域に

を昭和 た。需要

な競争促

の説明と支 化の可能

シンクタン ） ケー

とに つの事業モデルケー

ぞれの設備投資額、収支等

おける産業通信事業のあり

見通しに不透明部分がある

進のための環境整備等が図

性は高いと結論付けた。

ブル放送事業

スとして想定

を試算した 中

方 を発表し

ものの、公正

られれば企業

ク機能整備の

であることか

を行った。

しかし、自

しか考えない

め協議が整わ

ためには地元自治体の協

ら、地元自治体担当者と

治体は自己の管轄区域の

とともに、各部局に縦割

ず、また、情報に対する

力が不可欠

の実務協議 も高いこ

びケーブ

みを対象に 名古屋

り行政のた 方式を双

価値の判断 ケーブル

事業については身近な問題

とから、経営を大きく左右

ル地中化問題を取り上げ、

市内の住宅地 万戸加入を

方向システムと単方向シス

架布設を、電柱共架方式と

で会員の関心

する建設費及

検討した。

仮定し、伝送

テムの 通り、

地中管路方式

が時期尚早で

いての理解が

想を断念した

馴染まなかったため、採

得られず、昭和 年度を

。

算面等につ の 通り

もって同構 支予測を

化問題に

発表した

、計 ケースをモデルとし

行い、昭和 年 月に

関する調査について とし

。

て建設費と収

事業企業

てとりまとめ、



） 付加価値通信事業 本会では、種々検討した結果、法で定められて

昭和 年

通信にかかわ

発化し、特

ては全国で約

が進出し激烈

本会では、

月、電電改革三法の施行

る各種サービスの展開、

に付加価値通信（ ）市

社（昭和 年 月時

な競争を展開していた。

このような状況を受けて

により情報 いる 年

企業化が活 月まで

場におい 株式会社

点）の企業 する 電

対する意

、中部地域 に対し回

目の見直しは時期尚早であ

に見直すことになっている

法と併せて実施すべきであ

気通信事業法施行状況と今

見 をとりまとめ、昭和

答した。

第
り、昭和 年 章

日本電信電話

る旨を内容と

後の見直しに

年 月郵政省

世
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における

ため、昭和

（付加価値通

を実施（回答

月公表した。

対するニーズ

クローズアッ

事業への取り組みをスタ

年 月、会員企業 社に

信）利用に関するアンケ

社、回答率 ％）し、

この結果によると、デー

、地域 への期待など

プされたため、これをも

ディする この問

対し 正に対す

ート調査 あるとし

翌 年 式会社法

タベースに した。

が大きく 更に、

とにして昭 及び日本

題に関し、政府は、昭和

る判断材料が乏しく見直し

て、同事業法の見直しを日

の見直しと併せて実施す

本会では、昭和 年 月電

電信電話株式会社法（昭和

年 月、法改

は時期尚早で

本電信電話株

ることを決定

気通信事業法

年 月施行、

の
策
定
・
推
進

和 年 月

方 中部情報

りまとめ、発

同センター

域に特化した

を行うと同時

中部地域における 事

ネットワークセンター構

表した。

構想は、中部の情報中枢

各種データベースの集約

に、全国的なデータベー

業のあり 施行後

想 をと いて検討

式会社の

として、地 きとする

、受発信を する意見

スや海外の 政府は

年目に見直しを予定）の見

を行い、平成元年 月、日

分離・分割に対しては慎重

日本電信電話株式会社法

を、郵政大臣等関係要路

、その後電気通信審議会の

直し問題につ

本電信電話株

に取り扱うべ

等見直しに対

に建議した。

最終答申（平

データベース

えてネット

サービスの利

これに基づ

トワークセ

ニーズ把握の

象に データ

に対しても有効な手段で

ワーキングによって得ら

用を図るものである。

いて、昭和 年 月、中

ンター企業化調査委員会を

ために昭和 年 月本会

ベース利用等に関するア

接続し、加 成 年

れる 電信電話

度に結論

部情報ネッ

設置し、 ［ ］行
全会員を対 取り
ンケート調

月）等も考慮して、平成

株式会社のあり方に対して

を出すことを決めた。

政改革・首都機能移

組み

年 月、日本

は、平成 年

転問題への

査（回答

スの利用状況

した。この結

機が熟してお

待つべきであ

社、回答率 ％）し、商用

や同センターの利用意向

果、企業化を進めていく

らず、情報化に関する環

ると判断した。

データベー 行政

などを調査 本会で

には、未だ 政改革の

境の成熟を 化した行

に、昭和

調．会長

改革についての意見を表

は、かねてより種々の機会

断行による財政危機の打開

政機構構築の必要性を強調

年 月 日、第二臨時行

土光敏夫 経済団体連合

明

をとらえ、行

、簡素・合理

してきた。特

政調査会（臨

会名誉会長）

電気通

昭和 年

信事業法（昭

見直しを予

あった。

信事業法見直しに対する

月、郵政省電気通信局か

和 年 月施行、施行後

定）の施行状況に対する意

の発足を意見表明

ら、電気通 する目的

年経過の を設置し

見照会が 同委員

分析した

機に、本会も臨調を支援し

をもって、同年 月行政問

た。

会では、昭和 年 月、行

うえで、 増税なき財政再

、行革を推進

題特別委員会

財政の実態を

建 の基本方
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針のもとで財

史

政支出の見直し、行政介入の是正な 国鉄民営化への協力

ど 項目を主

をとりまとめ

更に、昭和

回定時総会に

議 、 月

省庁の統廃合

張した 行政改革推進に関

、臨調、政府等関係機関

年度には、 月 日

おいて 行政改革の推進

日には、増税なき財政再

並びに公務員制度のあり

する意見 日本国

に建議した。 転落して

開催の第 かわらず

に関する決 にも達す

建の明確化、 家的課題

方など 項 けて通る

有鉄道（国鉄）は、昭和

以来、 回にわたる経営再

、昭和 年度決算では累積

るに至った。この国鉄の経

となり、行財政改革の推進

ことのできない大きなテ

年度に赤字に

建計画にもか

赤字が 兆円

営再建は、国

に当たって避

ーマの一つで

目について

書 、 月

実情について

き、意見の多

項目につい

昭和 年

行政管轄区域

臨時行政調査部会報告に

日には、各業界における

行ったアンケート調査の

かった労働行政、土地利

て 許認可の改善に関す

月 日には、各省のブロ

の一元化、臨調解散後の

対する意見 あった。

許認可の このた

結果に基づ 申を受け

用等 分野 員長 亀

る意見書 、 このよ

ック機関の 月、行

行政改革推 管のもと

め、政府は、昭和 年 月

て、同年 月に国鉄再建監

井正夫住友電気工業 会長

うな状況を踏まえ、本会で

政問題特別委員会と交通・

に国鉄対策調査部会を設置

の臨調最終答

視委員会（委

）を設置した。

は、昭和 年

流通委員会共

し、経団連の

進体制の設置

申に関する意

行政管理庁等

また、西日

徹に関する意

団体との連携

等を求めた 臨時行政調

見書 をとりまとめ、政

関係要路に要望・提言し

本経済協議会において行

見を共同で表明するなど

を図り、政府に強力な推

査会最終答 国鉄対策

府、臨調、 動と協調

た。 会の活動

政改革の貫 同部会

、他の経済 特定地方

進を働きか 題、分割

連絡推進会議（昭和 年

するとともに、政府の国鉄

を支援することとした。

では、国鉄の実情把握に務

交通線整理問題、国鉄貨物

・民営化問題を重点活動項

月設置）の活

再建監視委員

めるとともに、

輸送合理化問

目として、問

けた。

臨調は、昭

決算ともいう

しかし、行政

であるとの認

て盛り上げ、

国民会議が組

和 年 月 日、 年間

べき最終答申を発表し、

改革はこれからが具体的

識から、行革の実行を国

監視の目を光らせていく

織され、当地域での受け

題点の把

の審議の総 交換など

解散した。 国鉄は

な実行段階 行った分

民運動とし に関する

目的で行革 法の成

皿として行 を設立、

握、意見のとりまとめ、経

を行った。

、昭和 年 月、国鉄再建

割・民営化を答申内容とす

意見 及び昭和 年 月の

立により、昭和 年 月

民営化することとなった。

団連との意見

管理委員会が

る 国鉄改革

国鉄改革関連

日から新会社

革推進名古屋

愛知県経営者

した。

一方、昭和

定され、 月

政改革推進審

会議が、本会、名古屋商

協会、愛知同盟などと連

年 月 日に新行革大

日には行革推進機関と

議会（行革審．会長 土

工会議所、 本会で

携して発足 るため、

交換を行

綱が閣議決 に、新会

して臨時行 職員の

光敏夫経団 に中部経

は、新会社の円滑な立ち上

経団連及び国鉄名古屋鉄道

い、経済界としての意見を

社設立に当たっての最大の

再就職問題 については、

営者協会と共催で説明会を

がりを支援す

管理局と情報

表明した。特

テーマである

昭和 年 月

開催し、会員

連名誉会長）

本会では、

庁・地方部局

化、三公社の

について行革

が発足した。

引き続き、徹底した歳出

の改廃・統合、許認可の

改革、国・地方の関係の

審や政府へ要望した。

企業に協

の削減や省 分割・

整理・合理 長が、東

見直しなど 価審査会

力を要請した。

民営化に当たっては、本会

海旅客鉄道株式会社の設立

の各委員として参加した。

の田中精一会

委員会及び評



地方の行政改革について提言 限・財源等専門部会（地方への権限・財源の委譲

地方の行財

提言が出され

消極的であり

かった。

本会では、

改革に問題意

政改革については、行革

たが、自治体の行革への

、成果もほとんどみるべ

地域の経済団体として地

識を持ち、更に改革へ積

審から種々 問題、地

取り組みは 検討を開

きものがな この結

しは、多

方の行財政 その方策

極的に取り を伴う首

方制度改革問題を担当）の

始した。

果、平成元年 月、首都の

極分散型国土形成の最重要

として、地方への権限・財

都移転を行う。更に、新しい

第
二つを設置し 章

あり方の見直

案件であり、

源の大幅委譲

首都のイメー

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

組む必要があ

員会と行政問

政改革につい

方行政の実態

人件費の徹底

進など 項目

更に、同年

ると考え、昭和 年 月

題特別委員会が共同で

て をとりまとめた。こ

を中部 県を中心に調査

的抑制、事務事業の民間

の提言を行った。

月には、 地方の行財政

財政金融委 ジ及び中

地方の行財 摘した

こでは、地 まとめ発

・検討し、 続いて

委託化の推 めには中

必要であ

改革に関 置、更に

部が首都移転に最適の地で

首都の在り方に関する中間

表した。

同年 月、国土の均衡ある

央集権体制から地方分権体

るとして、その受け皿とし

は道州制への段階的移行や

あることを指

報告 をとり

発展を図るた

制への移行が

て地方庁の設

、現在の国と

の
策
定
・
推
進

する提言 を

言では、先の

方に対する権

税制度につい

した。

発表し、関係先に建議し

提言において未検討であ

限委譲、国庫補助金制度

て集中的に検討し、改革

た。この提 地方の税

った国の地 方式の導

、地方交付 地方のあ

方向を提言 本会は

など関係

月 日大

体系を抜本的に改め、西ド

入等具体策を盛り込んだ

り方 を発表した。

、これらの成果を政府、自

機関に幅広く提言するとと

阪で開催された西日本経済

イツの共同税

望ましい国と

民党、行革審

もに、同年

協議会第 回

首都の

組み

昭和 年代

機能を分散さ

など首都機

まってきた。

力な候補地で

あり方と機能移転問題

に入り、東京圏に過度に

せる一つの手段として、

能の移転・再配置に関する

また、中部地域が首都機

あるとする論調もでてき

総会、への取り

国経済人

集中した諸 見解を表

遷都、分都 この間

論議が高 型国土形

能移転の有 等に関す

た。 人として

月 日経団連ゲストハウス

サミットなど、機会あるご

明した。

、昭和 年 月 日開催さ

成促進法案を議題とする参

る特別委員会において、田

出席し、東京圏集中の是正

で開かれた全

とにこれらの

れた多極分散

議院土地問題

中会長が参考

策を求め、遷

こうした情

を受けた企画

題に対する本

対応について

題等について

ここでは、こ

勢に対応し、本会では、

調整部会において、首都

会としての基本的考え方

研究し、昭和 年 月

をとりまとめ、答申し

の問題は、中部地域の将

会長の諮問 都問題、

機能移転問 域の開発

及び今後の

日 遷都問 ［ ］環
た。特に、

来にかかわ 公害

地方への権限・財源の委譲

整備等について意見陳述し

境問題への取り組み

健康被害補償制度の改正

、振興拠点地

た。

る極めて重要

格的な調査・

これを受け

研究会を設置

部会（首都機

な問題であり、会員総意

研究の必要性を指摘した

て本会では、昭和 年度

し、下部組織として、遷

能の移転再配置問題を担

のもとで本 本会は

。 答申に基

に首都問題 について

都問題専門 三重県、

当）及び権 同法の

、昭和 年 月、中央公害

づく公害健康被害補償法改

、自民党、地元選出国会議

名古屋市、東海市、四日市

改正については、第 国

対策審議会の

正の早期実現

員、愛知県、

市に要望した。

会に提出され
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たものの審議

史

未了となり、昭和 年 月開会の第 ことのないように、平成 年 月 日伊勢湾を取

国会へ継

経団連と連携

を展開した。

年 月 日

同法の改正

公害病患者の

第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

続審議となった。このため

して、法改正の早期実現

同法は、昭和 年 月

から施行された。

に伴い、大気汚染指定地

新規認定の停止などがさ

、本会は、 り巻く愛

に向け運動 環境庁の

日成立、翌 もって許

浚渫の続

域の解除や 生活系排

れたほか、 などの要

知・三重・岐阜の 県知事

定めた 規制値の範囲よ

容値を決めないこと、 海

行、 生活系排水処理施設

水処理の高度化と維持管理

望を行った。

に対して、

り厳しい値を

域も底泥調査、

の整備促進、

の計画的推進

公害健康被害

となった。

名古屋

ついての

名古屋市で

防止条例（昭

の
策
定
・
推
進

補償予防協会基金が創設

市窒素酸化物総量規制の

要望

は、昭和 年 月から名

和 年制定）に基づく窒

されること

［ ］中

リゾ
見直しに

徳川

古屋市公害 徳川美

素酸化物に 康から形

部の文化振興への具体

ート問題への提言

美術館の整備支援

術館（名古屋市東区徳川町

見分けされた家康愛用の品

的取り組み、

）は、徳川家

々をはじめ、

かかわる工場

平成元年 月

見直しの答申

このため、

この見直し案

する環境を改

等に対する規制の見直し

日名古屋市公害対策審

が提出された。

本会では、平成元年 月

に対し、今後名古屋市内

善・保全していくために

作業を進め、 尾張徳川

議会から、 語絵巻な

品 件な

日付けで、 おり、わ

の に関 かし、展

は、自動車 てきてい

家に伝わる大名道具類を中

ど国宝 件、重要文化財

ど、約 万数千点の古美術

が国を代表する美術館の一

示スペースが狭いうえに老

たため、開館 周年に当た

心に、源氏物

件、重要美術

品を収蔵して

つである。し

朽化が目立っ

る昭和 年を

交通の集中排

総合的・合理

望を名古屋市

なお、名古

屋市公害防

則 を公布、

除や渋滞の解消、低公害

的な施策を行うことなど

長あてに行った。

屋市では、平成元年 月

止条例施行細則の一部を改

同年 月 日から施行し

車の導入等 目途に大

項目の要 本会で

て、当館

日 名古 中部の文

正する規 関に働き

た。 設協議会

民一体と

規模な増改築を計画してい

は、昭和 年、徳川義宣館長

と隣接する葵公園と一体的

化的シンボルとすることを

かけ、昭和 年 月に 新

を設立した。同協議会を

なって、新徳川美術館建設

た。

の要請もあっ

な整備を図り、

目的に関係機

徳川美術館建

中心として官

のための募金

水質総

わが国の水

防止法が改正

実施された。

公害対策会議

海域について

量規制に関する要望

質総量規制は、昭和 年

され、以後 回にわたり

更に、平成 年 月 日

は、東京湾、伊勢湾、瀬

、化学的酸素要求量（

活動等を

に水質汚濁

総量規制が

に、政府の

戸内海の

）を削減

実施したところ、募金額は約 億円にの

するための第

平成 年度）

知がなされた

本会では、

約し、中部の

次総量削減基本方針（

を策定し、政府から関係

。

当規制に関して本会会員

産業界の健全なる発展を

達成目標、

都府県に通

の意見を集

阻害される 徳川美術館



ぼった。同美術館は、昭和 年 月に建物が完成、 古典模写技術の教育的効果にも早くから着目し、

同年 月に装

名古

の発表

本会では、

“安らぎと潤

いも新たにオープンした

屋の歴史的環境保全に関

世紀の中部ビジョン

いのある都市空間の整備

。 同大学名

先生を中

年からする提言

入し、延

の中で、 壁画 点

”“文化的 本会で

誉教授で日本芸術院会員で

心として、愛知県の助成の

年の歳月と約 億 万

べ 人の参加によって

の模写を完成させた。

は、昭和 年春に片岡先生

第
ある片岡球子 章

もとに昭和

円の資金を投

、法隆寺金堂

から、模写し

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

な街づくり”

本会環境委

るため、徳川

環境保全の視

古い建物が残

と連なる名古

し、昭和 年

など都市環境整備の推進

員会では、これらの具体

美術館の拡充整備にあわ

点から江戸期の武家屋敷

る名古屋城から白壁・主

屋城東地区を対象にケー

月 名古屋の歴史的環

を提唱した。 た壁画を

的展開を図 に公開す

せ、歴史的 について

、寺院など と協議し

税・徳川町 化のため

ススタディ 展示館建

境保全に関 を発足さ

死蔵することなく、収蔵、

る 法隆寺金堂壁画模写展

協力要請を受け、大学当局

、これを推進することとし

に、昭和 年 月 法隆寺

設協議会 （会長 田中精

せ、愛知県内の企業、個人

展示し、一般

示館 の建設

、愛知県など

た。この具体

金堂壁画模写

一本会会長）

に募金を呼び

の
策
定
・
推
進

する提言 を

ここでは、

院の歴史的建

ワークし、

歴史的環境が

を提言してい

とりまとめた。

点 として存在する武

造物と景観を誘導路・緑

面 として地区全体を一体

少ない名古屋の新たな顔

る。

かけ、目

家屋敷、寺 集め建設

道でネット 当展示

的に整備し、 壁画を展

にすること

標額 億円を上回る約

事業を推進した。

館は、鉄筋平屋建て約

示する展示室約 のほ

億 万円を

、 点の

か、研究室、

法隆寺

法隆寺金堂

三尊像を安置

とする高さ

く 面の計

世紀末から

金堂壁画模写展示館の建

壁画は、飛鳥仏の代表と

する金堂の壁に描かれ、

を超える浄土画 面と

面の仏画で、中国初唐様

世紀はじめ頃に制作さ

設

される釈迦

如来を中心

、菩薩を描

式を受けて

れたもので

ある。また、

しては日本で

最古の大規模

もあった。し

並行して行わ

受け、現在は

土壁に描いたいわゆるフ

はほとんど唯一のもので

な仏画の傑作として貴重

かし、昭和 年、金堂の

れた模写作業中の失火に

取り外され保管されてい

レスコ画と

あり、日本

な文化財で

解体修理に

より損傷を

る。修理後

の堂内には昭

られているが

鑑賞すること

愛知県立芸

に高い価値を

和 年に別作された模写

、これも痛みが激しく、

は難しい状況にある。

術大学では、学術的、文

もつ壁画を後世に伝える

が取り付け

堂内で直接

化的に非常

とともに、 法隆寺金堂壁画模写展示館竣工式（平成元年 月 日）
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収蔵庫を設け

史

、昭和 年 月に愛知県立芸術大学 ここでは、 コンベンション事業の推進、空港

構内の建設現

月には竣工

同年 月から

中部に

昭和 年
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場で起工式を行い、また

式と愛知県への引き渡し

一般公開を行っている。

おける広域リゾート整備

月に、総合保養地域整備

翌平成元年 機能の充

式を行い、 受け入れ

備など人

の整備等

更に、への提言

法（リゾー アップと

実など情報交流機能の強化

環境の整備、帰国子女への

の交流基盤の整備、 観光

国際的な都市づくりについ

平成元年 月には、上記提

して、中部圏の国際化に関

、 留学生の

援助体制の整

ネットワーク

て提言した。

言のフォロー

するアンケー

ト法）が公布

開発が全国的

本会では、

年度に リ

成元年 月

る中間報告

おけるリゾ

の
策
定
・
推
進

・施行され、これを契機

ブームになった。

このような社会情勢を踏

ゾート特別委員会 を設

中部のリゾート開発のあ

を発表した。当報告書で

ート開発のあるべき つの

にリゾート ト を実

諸国との

まえ、昭和 を確認す

置し、翌平 こうし

り方に関す 中部産

は、中部に る国際交

姿と、リ 構（仮称

施し、中部の国際化の課題

パーセプションギャップの

ることができた。

た経緯を踏まえ、本会では

業活性化センターと共同で

流活動を強化するための中

）の設立などを内容とする

として、海外

解消の重要性

平成 年 月、

、中部におけ

部国際交流機

中部の国際

ゾート開発を

的な課題、利

の つに整理

その後、海

究に着手、昭

承認を受けた

推進する上で克服すべき

用者側からの要求、提供

した総論的な報告を行っ

浜リゾート開発のあり方

和 年 月リゾート法に

サンベルトゾーンをはじ

課題を一般 交流の姿

者側の問題 をとりま

た。

等の調査研 海外

よる第 号 ） 海外

め、三河湾、 わが国

と今後のあり方に関する調

とめた。

経済視察団・調査団の派

経済視察団の派遣

の国際的行動が増大するの

査研究報告

遣

に伴い、国際

浜名湖に連な

後、平成 年

ト地域の整備

性を柱にリゾ

合情報センタ

言した。

る海浜リゾートの実態調

月に 中部における海

に向けて を発表、広域

ート推進協議会の設置や

ー、リゾート総合大学の

査を行った 社会にお

浜型リゾー いる。こ

連携の重要 ら毎年定

リゾート総 のもとで

設置等を提 同視察

会会員の

で構成し

ける相互理解や相互交流が

うしたことから、本会では

期的（年 回）に、時宜に

海外経済視察団を派遣して

団は、会長あるいは副会長

中から参加希望者を募り

ている。

重要となって

、昭和 年か

応じたテーマ

いる。

を団長に、本

名程度の団員

［ ］国際

中部の

中部は、

地域・都市

備・強化に取

交流の活発化

国際化に向けた提言

年代の急速な国際化の

が主体性をもって国際交流

り組み、 世界の中部 を

本章の

での派遣

り、昭和

進展に伴い、 ランス、

機能の整 にイタリ

実現する ギリス、

対象期間である昭和 年か

状況をみると、欧州には

年にオランダ、ドイツ、

オランダ、ドイツ、イギリ

ア、フランス、スペイン、

スウェーデン、スイス、チ

ら平成 年ま

回派遣してお

昭和 年にフ

ス、昭和 年

昭和 年にイ

ェコスロバキ

ことが重要な

本会では、

いて、国際交

年 月 世

トをとりまと

案件となった。

こうした観点から、国際

流拠点形成への諸施策を

界の中部を目指して と題

めた。

ア、平成

委員会にお トルコ、

検討、昭和 また、

するレポー 平成元年

オースト

元年にフランス、エジプト

イタリア、ドイツの各国を

カナダ、アメリカには昭和

、 年の 回派遣、ニュー

ラリアへは昭和 年に訪問

、ギリシャ、

訪問した。

年、 年、

ジーランド、

している。



視察目的は、昭和 年から 年までは訪問国の 関係者と懇談するなど積極的な調査を実施した。

経済状況の把

昭和 年から

設の視察（昭

年）、対米投

フロント開発

年）など、具

握、経済交流の促進が主

は、都市再開発・コンベ

和 年）、リゾート開発

資環境調査（平成元年）、

・テーマパーク事業の調

体的で個別のテーマを持

であったが、

ンション施 海外

（昭和 年、 各企業

ウォーター 子女の赴

査（平成 化し、こ

って訪問し、 海外子女

子女教育相談

の海外活動の拡大に伴い、

任地並びに帰国後の教育問

の解決策として、昭和 年

教育相談室を開設した。ま
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月、本会に
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当該部局の専門家等との懇談を重ねている。 度から、

談室を開

一方、

外帰国子

を昭和

部大臣に

に努めて

遠州地域（浜松市）でも海

設した。

海外子女の増大と高学年化

女の国公立高校受け入れに

年 月に愛知県知事に、同

要望するなど学校の受け入

きた。

外子女教育相

に伴って 海

関する要望

年 月には文

れ体制の整備

の
策
定
・
推
進

昭

） 海外調査

平成 年か

和 年度海外経済視察団（欧州）

団の派遣

らは、若手実務者を対象

その結

名古屋大

古屋市立

田西高校

国子女の

とする海外

果、昭和 年度から愛知県

学教育学部附属高校、昭和

名東高校、昭和 年度から

、愛知教育大学附属高校が

受け入れ体制を整えた。

立千種高校、

年度には名

は愛知県立豊

、それぞれ帰

調査団を派遣

を始めた。こ

産業活性化セ

最初の調査

激動するヨー

東西ドイツの

（ベルギー）

し、海外諸情勢の知見を

の調査団は、翌平成 年

ンターと共同で実施して

団は、 欧州経済調査団

ロッパ情勢、特に、 市

統一をテーマとして、ブ

、デュッセルドルフ、ボン

高める活動 米州

から 中部 米州開

いる。 米加盟国

であり、 的として

場統合、 その年次

リュッセル いる。

、ベルリ 年

開発銀行（ ）総会の誘

発銀行（ ）は、開発途

の経済・社会的発展に貢献

設立された国際的な地域開

総会を米州域内と域外で交

に米州域外で開催する予定

致

上にある中南

することを目

発金融機関で、

互に開催して

の米州開発銀

ン（ドイツ）、パリ（フランス）を訪問し、現地 行（

の国際化

り 米州

県・名古

所・名古

動が始ま

）の年次総会を名古屋に誘

を推進しようとの狙いから

開発銀行名古屋総会準備

屋市・中部経済連合会・名

屋銀行協会他で構成）を組

った。

致し、名古屋

、昭和 年よ

委員会 （愛知

古屋商工会議

織し、誘致活

第 回海外調査団（ 本部訪問）

特に、

月）には

の官民一

ミッショ

部に名古

ベネズエラ・カラカス総会

、名古屋市をはじめ本会も

体の代表団を派遣、その

ンを派遣し、イグレシアス

屋誘致を直接要望した。

（昭和 年

参加した中部

後も毎年合同

総裁等 幹
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平成元年 月の 理事 ［昭和会において 年（ ）］

名古屋開催が

こうした情

の両日 総

日本ラ米諸国

本輸出入銀行

開催され、海
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正式に決定した。

勢を受け、平成元年 月

会のプレ会議ともいうべ

経済交流シンポジウム

、米州開発銀行）が名古

外 名、国内 名の参加

月 オラ

月 フラ日、 日

月 オーき 第 回

月 ミッ（主催 日

月 オラ屋において

［昭和を得て 対

ンダ経済視察団

ンス・アルザス使節団

ストラリア研修生の受け入れ

チ・マッコーナル米国上院議

ンダ経済視察団

年（ ）］

員と懇談

外債務問題へ

基本テーマに

更に、平成

開催委員会

を整え、万全

こうして、

日間、 第

の
策
定
・
推
進

の対応と経済成長の実現

活発な意見交換が行われ

年 月に前記の 準備

とし、本格的な受け入

を期した。

平成 年 月 日から

回米州開発銀行年次総会

月 オラの方策 を

月 フラた。

月 オラ委員会 を

月 オラれ準備体制

月 オラ

月 カナ日までの

月 フラが名古屋

ンダ経済視察団

ンス・アルザス使節団

ンダ視察団

ンダ・ロッテルダム市長使節

ンダ視察団

ダ・オンタリオ州政府使節団

ンス使節団

団

国際会議場に

エレーナ官

名、ま

参加し、盛大

同会議は、

国際会議とな

おいて海外からイグレシ

房長、フジモリペルー大

た国内から 名、総勢

に開催された。

名古屋で開催された過去

り、中南米経済の現在と

［昭和アス総裁、

月 世界統領など

月 オラ名が

月 西ド

月 オラ最大規模の

昭和 年今後の課題、

年（ ）］

銀行セミナー

ンダ・ロッテルダム副市長使

イツ視察団

ンダ視察団

（ ）］

節団セミナー

民間部門の育

て熱心な討議

海外要

け入れ、

でに、本会が

本章の対象

成、 の役割、環境問

が行われた。

人との懇談、海外ミッシ

セミナーの開催

単独あるいは地元自治体

期間である昭和 年から

月 オラ題等につい

月 カナ

月 西ド

月 ホワョンの受

月 ダニ

月 エレ

月 オラや他の経済

平成 年ま

ンダ視察団

ダ・オンタリオ州カーリング

イツ・バーデンヴェルテンベ

イトヘッド英国大使

エル・ラッセル米国副領事

ーナ米州開発銀行官房長

ンダ・ロッテルダム物流セミ

大臣

ルグ州セミナー

ナー

団体と連携し

の懇談、名古

等は次の通り

［昭和 年（

月 フランス

ながら行った海外要人・

屋で開いた企業誘致・投

である。

）］

・アルザス企業誘致シンポジ

月 ダニ使節団等と

平成元年資セミナー

月 ・

月 アメ

平成 年

ウム 月 ドイ

エル・ラッセル米国副領事

（ ）］

・ロックフェラー 世米国

リカ・ウエストバージニア州

（ ）］

ツより ・ 研修視察団

上院議員

投資セミナー

［昭和 年（

月 西ドイツ

月 アセアン

月 国連工業

）］

・バーデンビルテンビルグセ

研修生の受け入れ

開発セミナー

月 オラ

ミナー

ンダ経済視察団



［ ］活発な地域交流の展開 県及び名古屋市の首脳との懇談会を開催してい

地域

本会は

活動に役

昭和

会

、創

立て

年度

発展の基本

員懇談会

立以来各地域の意見、

るため、会員懇談会を

の会員懇談会は、 世

目標と位置づけた

要

行

紀

世紀

る。

西日

昭和

西日本各

備を図り

望を吸収し、

ってきた。

に向け中部

の中部ビ

本経済協議会

年 月に設立した西日本経

地域の産業人の意思疎通と

、広域的連携を進めること
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交流の基盤整

によって西日
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ジョン

見を集約

岐阜（大

市）、愛知

長野・上

回開催し

の策

する

垣市

（

田

た。

地域では、懇

定過程において、各地

ため、上伊那・下伊那

）、松本・諏訪（松本

名古屋市、 回）に加

（長野市）、静岡（浜松

また、飯田、松本、長

域

市）

え、

市）

野

談会前後に講演会を開催

本の発展

同協議

開催して

度から平

と次の通

昭和

完全実施

の会員の意

（飯田市）、

、三重（津

新たに、

の合計

、浜松の各

した。

に寄与しようとするもので

会は、毎年夏に代表者会議

いるが、本章の対象期間で

成 年度までの討議の中心

りである。

年度から 年度までは、臨

等行財政改革の貫徹、昭和

ある。

、秋に総会を

ある昭和 年

テーマをみる

調基本答申の

年度は四全

の
策
定
・
推
進

昭和

表を受け

図るため

野市、飯

阜市、多

静岡（浜

年度

、こ

には

田市

治見

松市

は、 世紀の中部ビ

れを各地域に展開して

如何にあるべきかにつ

）、三重（四日市市、津

市）、愛知（名古屋市

）で 回開催した。

ジ

着

い

市）

。

総策定に

デフレに

調整問題

型国土構

りであり

意を 西

ョン の発

実に実現を

て、長野（長

、岐阜（岐

回開催）、

当たっての注文、昭和 、

対する強力な内需拡大策の

、昭和 年度から平成 年

造の実現、地方分権など新

、それぞれについて意見交

日本経済協議会総会決議

年度は円高

実施など構造

度は多極分散

しい国土づく

換し、その総

として政府等

地方自

昭和

える課題

望等を聴

津、長野

を開催し

年度

や将

取す

、飯

た。

治体首脳部との懇談会

から平成 年度までは

来の発展方向、本会活

ることを目的として、

田、浜松の各市で各県

、

動

名

の

関係要路

なお、

めるため

本経済協

関経連副

シンガポ

国へ派遣

各地域が抱

に対する要

古屋、岐阜、

会員懇談会

に建議した。

昭和 年度にアセアンとの

、各経済連合会から団員

議会アセアン使節団 （団

会長、副団長 小川修次本

ール、マレーシア、インド

した。

経済交流を深

を募り、 西日

長 岩本英郎

会副会長）を

ネシアの ヵ

本会では、

ていた 世

を期するため

上松岐阜県知

田川三重県知

知事・市長等

昭和 年 月、当時策定

紀の中部ビジョン の内

、各県の将来発展計画骨

事（ 日）、吉村長野県知

事（ 日）と意見交換し

地方自治体首脳と本会正

作業を進め

容等に万全 東海

子をつくり、 経団連

事（ 日）、 工会議所

た。また、 している

副会長及び 年度

地方経済懇談会

首脳を名古屋に迎えて本会

連合会が共催で、昭和 年

東海地方経済懇談会は、こ

平成 年度）においても、

並びに東海商

以降毎年開催

の期間（昭和

毎年 月ある

当該地域主要

知県（ 月）

月）、名古

県（昭和 年

年 月）と

会員との懇談会は、昭和

、岐阜県、三重県（ともに

屋市（同年 月）、昭和

月）、昭和 年度に静

開催した。以降、毎年定

年度に愛 いは 月

昭和 年 討議テ

年度に長野 い変えて

岡県（昭和 の抱える

例的に中部 中部新国

に開催した。

ーマは、毎年、経済社会情

おり、内外経済情勢と当面

諸課題、ファインセラミッ

際空港、 世紀万国博覧会

勢の変化に伴

の課題、中部

クスセンター、

、東京一極集



第 編 前 年

中是正と遷都

史

問題など中部の重要プロ いても両ジェクトの 地域の景気動向、それぞれの地域が抱え
第

章

世
紀
の
中
部
ビ
ジ
ョ
ン

推進を共

中部が推

の理解を

なお、

や名古屋

通テ

進す

求め

毎年

商工

の懇談会が開

ーマとして意見交換す

るプロジェクトについ

た。

秋に経団連会館におい

会議所会頭など東海地

る

て

て

方

催されていたが、昭和

る地域開

ジェクト

な意見交

もに大き

また、

の会長の

とともに、

経団連首脳

、本会会長

の経済人と

年をもって

発や産業基盤整備上の課

の説明と協力方の要請など

換を行い、両地域の発展に

なサポートとなった。

特に急を要する課題につい

連名で政府に緊急要望して

題、主要プロ

について活発

対して双方と

ては、両団体

おり、昭和

の
策
定
・
推
進

廃止され

北陸

わが国

は、至近

鉄道等の

た。

経

の中

の位

交流

本会と北陸

済連合会との経済懇談

央部を形成する東海地

置にありながら地形的

基盤整備が不十分であ

会

域

制

る

経済連合会は、昭和 年

年 月開

徹と企業

また、昭

関西経

る要望

中部

と北陸地域

約から道路、

。

に第 回経

催の第 回懇談会では、

課税の実質的増税反対 の

和 年 月開催の第 回

済圏と中部経済圏を結ぶ雪

を、それぞれ中曽根首相等

の経済団体合同の新春

財政再建の貫

緊急要望書を、

懇談会では、

害対策に関す

に要望した。

賀詞交歓会の

済懇談会

し、地域

整備、地

て意見交

ると同時

に陳情・

を開

経済

域開

換し

に、

要望

いて以降毎年秋に経済

の現状、産業構造の改

発問題、東京一極集中

、共通課題の解決に向

必要に応じ連名で政府

した。

懇

革

問

け

並

開催

中部の

年 月

同友会の

昭和 年

工会議所

談会を開催

、交通網の

題等につい

理解を深め

びに関係先

経済団体合同の新春賀詞交

日に本会、中部経営者協

団体が合同して開いたの

月 日に開いた第 回目

が合流し、中部経済 団体

歓会は、昭和

会、中部経済

が最初である。

から名古屋商

新春賀詞交歓

この期

陸自動車

ルギー供

政・金融

関係省庁

海北陸自

間に

道の

給

政策

に要

動車

知事に陳情し

おいては、昭和 年度

建設促進等産業基盤の

基地の建設と地域産業

の弾力的運用について

望した。また、昭和

道の愛知県側の建設促

た。

に

整

の振

、

年

進

会となり

それま

ており、

著名人の

長の田中

との持論

なって新

、 東海北

備、 エネ

興、 財

政府並びに

度には、東

を、愛知県

、今日に至っている。

での新春行事は、団体ごと

本会の場合は、 新春懇談

講演会と祝賀会を開催して

精一は、機会あるごとに

を述べており、手始めに

春祝賀行事を行おうと本会

に個別に行っ

会 として、

いた。本会会

“中部は一つ”

団体が一緒に

が提唱し、他

関

関西

月に大

昭和 年

中断後

西

経済

阪で

月

の昭

経済連合会との経済懇

連合会との経済懇談会

第 回目を開き、第

に再び大阪で開催した

和 年 月に大阪にお

談

は

回

。

い

の 団体

会

、昭和 年

を 年後の

て 年ぶり

の賛同を得て開催したものであった。

に 回目

に名古屋

まで、大

に開催し

回開

の経

で

阪と

た。

いた

済懇談会を開催し、翌

回目を開催、昭和 年

名古屋（昭和 年のみ

経済懇談会では、いず

昭

津

れ

和 年 月

月の 回目

市）で交互

の会合にお
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経営基盤の

第 章

強化と社団法人化

第

章

経
営
基
盤
の
強
化
と
社
団
法

［ ］地域

本会は、昭

第 節 活

の発展に対する役割

和 年（ ） 月、愛

の

知

動の拡大と経営基

そし増大
ジョン

、岐阜、三 会活動

て

の

盤の状況

、昭和 年 月に発表

世紀の中部ビジョン

基本となるばかりでな

した

は

く、

人
化

中部の長期ビ

、その後の本

その思想やプ

重 県（

の産業経

自由なる

指向し、

機関、産

（任意団

昭和

済人

討議

創意

業経

体中

年より静岡、長野を

が、 重要なる財政経

と中正なる判断をもっ

と活発なる活動を促進

済人の互助提携を基盤

部経済連合会の設立趣

加

済問

て

す

と

意

えた 県） ロジェ

題に対し、 画に反

経済振興を 言って

る総合研究 その

する団体 化を図

書より）と を注ぐ

ク

映

も

後

る

と

トが国の長期計画や関

され、今日の中部発展

過言ではない。

世紀の中部ビジョ

ため、中部の幹線道路

ともに、行財政改革へ

係自

の

ン

網の

の積

治体の開発計

礎となったと

の内容の具体

整備促進に力

極的な提言、

して設立

連合会設

第 編

域を代表

設立後す

学コンビ

され

立の

にお

する

ぐに

ナー

鉄の設立など

た（第 編第 章第

経緯 参照）。

いて詳述した通り、本

広域的かつ総合的な経

、四日市市旧海軍燃料

ト化、名四国道の建設

、当地域の産業構造の

節

会

済

廠

促

高

中部経済 ファ

国際環

は、中部地 研究開

団体として、 中部国

跡の石油化 日本国

進、東海製 推進組

度化 重化 壁画模

イ

境

発

際

際

織

写

ンセラミックスセンタ

技術移転研究センター

機能の整備推進、中部

空港）や 世紀万国博

博覧会）の実現に向け

の立ち上げ、新徳川美

展示館の建設、国際交

ー

（

新国

覧会

官民

術館

流活

（ ）や

）などの

際空港（現・

（現・ 年

一体となった

や法隆寺金堂

動の本格化な

学工業化

更に、

東海 県

物空港の

クトの先

和 年代

のた

昭和

統合

提唱

駆け

後半

めの基盤整備に努めた

年代から 年代前半

構想の提唱と実現活動

など、今日の中部の大

となる事業を活発に行

以降のニクソンショッ

。

に

、

規

った

ク

ど、多

おいては、 周年を

中部国際貨 この

模プロジェ 会（社

。また、昭 合会

、石油危機 和 年

彩

迎

間

団

（同

）

な活動を展開し、平成

えた。

、本会と同様の性格で

法人化 昭和 年）、九

昭和 年）、関西経済

がそれぞれ任意団体か

年

ある

州

連

ら社

月に創立

経済団体連合

・山口経済連

合会（同 昭

団法人へ移行

に代表さ

経済政策

の克服と

極的に建

問題など

れる

、財

賃金

議す

経営

激変する経済社会のも

政・税制政策、土地問

・雇用問題等について

るとともに、環境問題

環境の改善に資する活

と

題

政

、

動

においては、 したの

、インフレ て論議

策当局に積 しか

エネルギー 官庁へ

を行った。 あって

に

を

し

の

、

伴い、本会も節目の折

行ってきた。

、法人化すれば、役員

事務手続きが煩雑にな

自由闊達に事業が展開

々に

定数

る

しや

法人化につい

の制約、所管

などの考えも

すいことを優

第 章第 章
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先して任意団

年史

体にとどまってきた。 基金の整備
第

章

経
営
基
盤
の
強
化
と
社
団
法

他方、

として、

プロジェ

るととも

も高まり

本会

中部

クト

に、

、こ

えで財政・組

は、中部における広域

国際空港をはじめとす

の推進など、事業量が

地域発展のうえにおい

うした状況に的確に対

的

る

一

て

応

織両面の強化が不可欠で

な経済団体 年会

ナショナル 増加を

段と増大す 後には

果たす役割 された

していくう 会の

費

図

、

。

経

あったこと て基金を

の改定と同時に会員の

ることとしたが、これ

重ねて会費の改定が迫

営基盤の強化のために

整備し、その果実を有

増強

を実

られ

は、

効に

、会費口数の

施しても数年

ることが予想

法人化を期し

運用すること

人
化

から、平

経営基盤

［ ］経

他の

成

の強

営

団

社団法人化

年 月、企画委員会に

化と法人化問題につい

基盤の状況

体との経営基盤の比較

お

て

を検討するうえで、経営

いて、会の が好ま

検討した。 安定的

が必要

こう

年 月

とも九

し

推

で

し

度

経

基盤の状況 要である

く、殊に公益法人とな

進といった面から相応

あった。

た観点から基金の規模

の正副会長会で討議し

連（ 億 万円）を

る場

の基

につ

たと

上

との方向性が打ち出された

合は、事業の

金を持つこと

いて、平成

ころ、少なく

回る規模が必

。

並びに事

あること

同様の性

本会は

という歴

ると、経

務局

から

格を

、設

史を

団連

組織の現状を把握する

、平成 年度時点にお

持つ他団体と比較した

立が経団連、関経連に

有しているものの、経

、関経連はもとより九

こ

い

。

次

営

経

とが必要で 基金

て、本会と ジェク

業化調

いで三番目 調査研

基盤面をみ ど、多

連、東北経 可能と

を

ト

査

究

様

な

整備することによって

の計画的な推進、主要

、産官学連携事業への

事業、広報活動、地域

な会員ニーズに対応で

るため、基金として、

、ナ

プロ

対応

交流

きる

平成

ショナルプロ

ジェクトの事

、人材の育成、

活動の強化な

事業の展開が

年から ヵ

連よりも

こうし

連、関経

は経営面

依存しな

しかし

小さ

た状

連は

の制

けれ

なが

ジェクトを同

い規模であった。

況を反映して、事務局

ほとんどがプロパーで

約から会員企業の出向

ばならない状況であっ

ら、大型で長期間を要

時並行的に推進する状

の

あ

社

た

す

況

年以内

構成も経団

るが、本会

員に多くを

。

る各種プロ

下では、こ

に 億円を整備することとした。

れらの継

必要性か

会費

会費は

来、平成

続的

ら、

の

、昭

年

推進に加え、調査活動

プロパーの充実が求め

改定

和 年度に 口 万円

度まで 年間据え置い

の

ら

に

て

強化などの

れていた。

改定して以

いた。この

間の事業

ての取り

出の見直

段と厳し

円に改定

量の

止め

しで

くな

した

拡大に対し、特別事業

、退職給与基金積立金

対応してきたものの、

ったため、平成 年度

。

準

の

財

か

備金積み立

減額など歳

政状況が一

ら 口 万



［ ］社団

第

法人化の検討

節 社団法人へ

役

の

員

行政

改組

定数の制約

事務手続きの煩雑化

第

章

経
営
基
盤
の
強
化
と
社
団
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本会で

会の経営

事務局で

法人と任

設立、監

人と収益

は、

基盤

調査

意団

督、

事業

について調査

創立 周年を前にした

の強化並びに法人化問

研究を行っていくこと

体の法的関係の違い、

他団体の法人化の経

、 その他法人化にか

平

題

と

緯

か

し、その結果を平成 年

成元年度に、 事

について、 などの

し、 公益 問題に

社団法人の れてい

、 公益法 ぼ同じ

わる諸問題 更に

業

問

つ

る

水

、

（ ） 月 なことで

活動への行政当局の非

題が考えられた。その

いては、九経連など理

が、経団連、関経連は

準であった。

行政事務手続きの煩雑

あり、事業面への非公

公式

中で

事の

設立

さの

式関

人
化

な関与

も、役員定数

定数が削減さ

前の状況とほ

問題は一般的

与といった点

企画委員

同委員

人化の諸

的な検討

よるメリ

社会的

会に

会で

問題

を行

ット

信用

報告した。

は、平成 年度 年間

並びに経営基盤の整備

った。その結果、法人

として、次のことが挙

が高まる

を

に

化

げ

につい

かけて、法 尊重と

ついて重点 であっ

することに

られた。 ［ ］

て

い

た

社

も、他団体では、会の

った面を強調して対応

。

団法人として再出

独立

して

発

性、自主性の

いるとのこと

定款

れる

法人

所在

調査

登記

等を

。

とし

が明

など

する

社会的に

整備することにより、

ての権利、行為能力が

確になる（官公庁から

の対応も可能）。

ことに伴い、社団の管理

認知された団体として

組

生

の

が

、

織が確立さ 企画

結果、

じ、責任の 必要が

委託・研究 開催し

結果、

明確になる。 ことと

箔が付く。 平成

委

財

あ

た

異

な

員会は、平成 年 月

政基盤の強化と法人化

る、との結論に達し、

第 回理事・評議員会

議なく承認され、 月

った。

年 月 日に開かれた

、

を積

この

に

の総

第

年間の検討の

極的に進める

結論を 月に

上程、審議の

会に諮られる

回総会は、任

税制上

支払

る。

収益

れる

（任

の優

いを

事業

。

意団

遇措置が受けられる

受ける利子、配当所得

から生じた所得に軽減

体 ％ 公益法人

が

税

意団体

非課税にな して社

解散

率が適用さ り、

平成

％） 連合会

と

団

総

平

の

しての解散総会を行っ

法人としての設立総会

会については、田中精

成 年度の事業報告及

年 月・ 月収支決算

法人化について、それ

た後

を挙

一会

び収

報告

ぞれ

、時をおかず

行した。

長が議長とな

支決算報告、

、 中部経済

説明があり、

収益

ため

益事

る。

その一

事業

に支

業所

方、

に属する資産のうちか

出した金額は寄付金と

得の ％を限度に損

法人化にあたってのデ

ら

み

金

メ

公益事業の 原案通

なされ、収 した。

算入ができ この

連合会

リットは、 最初

り

解

に

承認され、任意団体と

散を受け、直ちに、 社

の設立総会が開かれた

、田中精一設立発起人

して

団

。

代

の本会は解散

法人中部経済

表から、 中部
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の拡充と

知された

させるべ

も新生

で以上に

本会

法人

く新

社団

、活

いただき、所

の経営基盤を強化し、

への衣替えをし、本会

しい事業計画を策定し

法人中部経済連合会

動にご参加のうえご意

社

の

た

に

見

期の目的通りの活動が展

会的にも認

活動を発展

。これから

対し、今ま

やご支援を

開できるよ

人
化

う、お力

次いで

第 号

ついて、

号議案

議案 入

添え

、田

議案

第

事業

会金

役員選出につ

をお願いしたい との

中設立発起人代表が

社団法人中部経済連

号議案 定款の制定に

計画及び収支予算につ

・会費規則について、

挨

議長

合

つ

い

第

いて、第 号議案 名誉

拶があった。

となり、

会の設立に

いて、第

て、第 号

号議案

会長の委嘱

並びに顧

評議員

号議案

代表者の

置につい

て、第

問及

会議

設立

権限

て、

号議

び参与の委嘱について

長及び評議員の委嘱に

者及び設立代表者の選

について、第 号議案

第 号議案 常勤役員

案 事務局長の選任に

、

つ

出

の

つ

第 号議案

いて、第

並びに設立

事務所の設

報酬につい

いて の

社団法人の設立許可書

の議案に

なく、満

この結

社団法人

から社団

田中設立

つい

場一

果を

の設

法人

発起

が、通産省に

てそれぞれ審議し、全

致で承認された。

持って、即日、所管の

立申請を行い、 月

設立許可（ 産第

人代表（社団法人化後

おいて 橋祐治産業政

議

通

日

号

は

策

案とも異議

商産業省に

、通産大臣

）が下りた。

名誉会長）

局長から公

棚橋産
会長

業政策局長より公益法人設立許可書を受領する田中名誉

益法人設

社団法人

が完了し

立許

化へ

た。

可書を受領、即日、名

の諸手続きを行い、

古

月

屋法務局に

日に登記



［ ］松永

第 節 松永会
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本会は、創

えすることに

を機会に会長

これを受け、

員会が開催さ

会長が推挙さ

平成 年

立 周年を機に社団法人

なったが、田中精一会長

職を辞したい旨の意向が

平成 年（ ） 月 日

れ、全会一致で後任に松

れた。

月 日開催の社団法人中

として衣替

から、これ

表明された。

会長選考委

永亀三郎副

部経済連合

人
化

会設立総会に

ぶ会長職を辞

した。松永新

であると同時

長に選任され

松永新会長

おいて、田中第 代会長

し、後任の会長に松永副

会長は、本会会長として

に、社団法人としての本

た。

は、設立総会の挨拶の中

が 年に及

会長が就任 機製作所

は第 代目 喜一郎

会の初代会 安部浩平

社長）、岩

で、 今ま 朗新日本

就任の挨拶を述べる松永亀三郎

社長、須田 東海旅客鉄道

東海銀行頭取、清水義之

新日本ヘリコプター 会長

崎正視トヨタ自動車 副

製鐵 常務取締役名古屋製

会長

社長、伊藤

十六銀行頭取、

（中部電力

社長、藤原俊

鐵所長の 名

での中経連の

い活力を産み

すので、よろ

と決意を表し

をつけ血を入

一人一人の行

地域の活性化

持ち味や長所を活かしな

だしていけるよう 張っ

しくお力添えをお願いい

、更に、 世紀中部の

れることが急務であり、

動と意思が中経連の発展

と会の隆盛に向かうもの

がら、新し であった

てまいりま を総括す

たします 平成

構図 に肉 次、竹見

会員の皆様 シ 社長

、ひいては

と考えます ［ ］安

。また、会長及び副会長を

る専務理事には、阿久津一

年 月の改選期には、金丸

淳一の 名が退任し、小原

が新たに就任した。

部浩平会長の就任

補佐し、業務

が就任した。

生、小川修

敏人日本ガイ

ので、皆様方

と、会員とと

松永会長を

丸 生 百五

会長、小川修

特殊陶業 会

の積極的なご参加をお願

もに歩む中経連を標榜し

補佐する新生中経連の副

銀行会長、梶井健一名古

次東海日中貿易センター

長）、神野信郎中部瓦斯

いします

た。 任期満

会長は、金 内規に基

屋鉄道 副 し、事前

会長（日本 る。

社長、竹 松永会

了に伴う会長・副会長の選

づき 会長・副会長選考委

に候補者の選考にあたるこ

長は、平成 年 月まで

任については、

員会 を設置

とになってい

期 年務め、

見淳一愛知県

河合滋 河合

会長、小林

市倉庫 会長

悦造三重交

経営者協会会長（日本ガイ

楽器製作所会長、田口利

春男 八十二銀行会長、

、多賀潤一郎イビデン

通 社長、豊田芳年 豊

シ 会長）、 任期満了

夫西濃運輸 年 月

堀木博四日 会長候補

会長、谷本 名（再任

田自動織 定した。

をもって退任の意向が示さ

日に会長・副会長選考委員

者に安部浩平副会長、副会

名、新任 名）の推薦を

れたため、同

会を開催し、

長候補者に

全会一致で決
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き続いて

会長が、

安部新

れた自然

域のポテ

開か

第

会長

条件

ン

よって更に飛

れた第 回理事会にお

代会長に選任された。

は、就任挨拶の中で、

や優れた産業技術の蓄

シャルは高く、交通基

い

中

積

盤の

躍することが可能であり

て、安部副

部は恵ま

など、当地

整備等に

、 世紀の

人
化

日本の発

いる と

内外の

情報の受

を促進し

必要であ

展を

中

各地

発信

、世

ると

う重要な礎と

担っていくのは中部で

部の将来を位置づけた

と直接アクセスできる

機能を強化し、そのう

界に開かれた地域にし

考える。その意味で中

あ

。そ

体

え

て

部

なる中部新国際空港、

ると信じて

の上で、

制を整え、

で国際交流 代わっ

いくことが 原日出

の将来を担 就任し

世紀万博、 また

て

男

た

、

就任記者会見する安部浩平会

安川英昭セイコーエプ

東海銀行頭取の 名

。

平成 年 月に、木村

ソン

が新

操名

長

社長と小笠

たに副会長に

古屋鉄道 社

ニュー

のプロジ

上げてい

安部新

月時点

郎と伊藤

ェク

く

会長

にお

喜一

中部、国土軸ロータ

トの実現に向け、地道

と決意表明をした。

を補佐する副会長のう

いて、梶井健一、堀木

郎（平成 年 月退任

リー

な

ち

博

）

構想など 長が就

努力を積み

［ ］
、平成 年

、多賀潤一 安部

の 名が退 期

任

太

会

年

した。

田宏次会長の就任

長は、平成 年 月の

の会長職を辞したい旨の

任期

意

満了をもって、

向が表された。

き、新た

貞久 百

田宏次新

長）（平成

同時に

締役名古

に、

五銀

日本

、常

屋製

新日本製鐵

箕浦宗 名古屋鉄道

行頭取、西垣覚 東海

ヘリコプター 会長

年 月就任）の 名が

任理事の中澤吉新日本

鐵所長（平成 年 月

常務取締役名古屋製鐵

社

銀

（中

就任

製

か

所

長、川喜田 平成

行頭取、太 開催さ

部電力 社 長候補

した。 副会長

鐵 常務取 薦を全

ら寺門良二 平成

長に交替）、 催され

れ

者

候

会

た

年 月 日、会長・副

、安部会長退任の意向

に太田宏次副会長（中

補者に 名（再任 名

一致で決定した。

年 月 日、第 回通

第 回理事会において

会長

を受

部

、新

常総

、太

選考委員会が

けて、次期会

電力 社長）、

任 名）の推

会に続いて開

田副会長が第

小菅弘正

事常任顧

専務理事

平成

の 名が

遠藤優イ

日本

問の

に木

年

退任

ビデ

トランスシティ 社長

阿久津一を副会長待遇

下喜揚が就任した。

月の改選期では、河合

し、新たに副会長とし

ン 社長、鈴木修スズ

の

と

滋

て

キ

名と、理 代会

した。また、 太田

中部地

と田口利夫 革にど

、小菅弘正、 に 世

社長の ある。

長

新

域

う

紀

そ

に選任された。

会長は、就任挨拶の中

は、 革命への対応

取り組んでいくか、ま

の中部づくりに活かし

のための方策として、

で

など

た、

てい

第一

、 これからの

産業構造の改

それらをいか

くかが課題で

に、ものづく

名が就任

の阿久津

橋徹郎新

常任理事

平成

した

一が

日本

・副

年

。また、理事常任顧問

顧問となり、寺門良二

製鐵 常務取締役名古

会長待遇に就任した。

月の改選期では、小林

で

に

屋

春

副会長待遇 りの強

代わって大 出すこ

製鐵所長が 創出す

た交流

男が退任し、 首都機

み

と

る

基

能

を活かしながら新たな

、第二に、観光など新

こと、第三に、地勢上

盤を整備すること、第

移転といったナショナ

技術

たな

の優

四に

ルプ

や産業を創り

資源を発掘・

位性を活かし

、万博、空港、

ロジェクトを



成功させて、中部地域発展の起爆剤にすることで 述べた。

ある。

いずれも任

様の支援のも

ある と、今

を表した。

更に、 安

重くして道遠き課題ばか

と、最大限の努力を傾注

後の本会活動の基本につ

部前会長は、 世紀は中部

りだが、皆

する決意で

いての所信

の時代と

太田

田芳年

豊田自

本ヘリ

渡辺捷

新

、

動

コ

昭

し、 名

会長を補佐する副会長

岩崎正視の 名が退き

織機製作所取締役副会

プター 顧問（中部電

トヨタ自動車 専務取

の副会長となった。

は、

、新

長、

力

締役
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谷本悦造、豊

たに横井明

川口文夫新日

常務取締役）、

の 名が就任

する信念に燃

私も、その志

に向け、邁進
めい

ては命を致す

であり、心身

えていきたい

えて、着実な布石を打た

を継ぎ、新世紀の中部の

していきたい。論語に

という言葉がある。正

をなげうつ覚悟で、皆様

。ご支援をお願いする

れてきた。

飛躍と発展

危うきを見

に私の心境

の期待に応

との決意を

退任

長に、

した。

専務理

（平成

資料を

し

谷

ま

事

参

た副会長のうち、豊田

本悦造、岩崎正視は顧

た、専務理事の木下喜

となった。

年 月現在の正副会長

照）

芳年

問に

揚が

、常

人
化

は評議員会議

それぞれ就任

副会長待遇の

勤役員は巻末

大勢の会員を前に挨拶する太田宏次会長
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会の組

第 章

織と主な活動

本会は、愛

県を活動エ

社を有する企

知・岐阜・三重・静岡・

リアとし、ここに本社及

業・団体など （平成

第 節 会の組織

長野の中部 ［ ］正
び支店・支

年（ ） 本会の

副会長会

活動方針の討議、本会が発表する意見

月 日現在

済団体である

主な組織は

図 参照）。

［ ］総

）の会員で構成する広域

。

次の通りである（巻末資

会

的総合的経 書・提言

現在の

料編 組織 長・専務

［ ］評

の審議・承認など。原則月

正副会長は巻末の資料編

理事・常務理事一覧 を参

議員会

回開催。

会長・副会

照。

本会の役員

及び収支予算

定等を行う。

［ ］理事

（理事及び監事）の選任

の決定、事業報告及び収

通常総会は年 回開催。

会

本会が

、事業計画 原則月

支決算の決

［ ］委

平成

別委員会

発表する意見書・提言の審

回、理事会と同時開催。

員会

年 月現在、 の常設委員

があり（巻末の資料編 現

議・決定など。

会と つの特

行委員会の紹

正副会長、

任、評議員委

会が発表する

則として月

［ ］常任

専務理事、常務理事、常

嘱の同意、新規入会会員

意見書・提言の審議・決

回開催。

理事会

任理事の選 介 を参

の承認、本 意見をと

定など。原 か、中部

地域への

交通基盤

促進など

照）、主要な産業経済の諸

りまとめ、政府・関係機関

国際空港・ 年日本国際

首都機能移転の三大プロジ

整備など中部地域の振興策

多様な活動を展開している

問題について

に建議するほ

博覧会・中央

ェクトの推進、

、国際交流の

。

事業計画及

かわる重要事

に適宜開催。

び収支予算の審議など会

項の審議。会長が必要と

の活動にか ［ ］事
認めた場合

平成

調査部、

務局

年 月現在、総務部、会員

開発部、国際部、技術部、

部、企画部、

航空担当、国

第 章第 章



際博推進担当、ベンチャービジネス支援センター 中部の発展と水に関する懇話会

によって構成

構図 参照）

［ ］関連

本会は、中

している（巻末の資料編

。

団体

部地域の総合的な発展を

事務局機 ［会長］

［設立］

［目的］

図るため、

野嶋 孝（中部電力 取締

平成 年（ ） 月

将来的に予想される水需要

切な対応を図るため、本会

て設立。水利用、水資源開

て、自由な討議と提言を行

第
役副社長） 章

会
の

の増加への適 組
織
とが主体となっ
主
な発などに関し 活
動うとともに、

単独あるいは

調して、さま

動を展開して

覧 参照）。

平成 年

ある。

他の経済団体、地方自治

ざまな推進組織を設立し

いる（巻末の資料編 関

度における関連団体は次の

体などと協

、活発な活

連団体の一

伊勢

団体で ［座長］

［設立］

［目的］

講演会や研究会、見学会等

的に推進する。

湾・三河湾を考える会

太田宏次（ 中部経済連合

平成 年（ ） 月

日本列島の中央部に位置し

の活動を積極

会会長）

、今後、飛躍

ニュー

［会長］太田

［設立］平成

［目的］当地

時代

デザ

中部推進機構

宏次（ 中部経済連合会

年（ ） 月

域の今後の経済・社会な

への対応をまとめた長期

イン ニュー 中部

会長）

どの国際化

的グランド

（環伊勢

的な発展を遂げる可能性

湾・三河湾並びに沿岸地域

域的連携のもとで産業開発

活環境の向上や社会基盤の

当該地域の地理的特性を活

くりを積極的に推進する。

を秘めた伊勢

について、広

をはじめ、生

整備を通じ、

かした地域づ

湾総

こと

中部

ロジ

案、

ある

合開発構想） の着実な実

を目的に、産官学が一体

地域の総合的な開発計画

ェクト等に関する調査研

関係者間の合意形成を図

総合的開発整備を推進す

現を図る

となって、 ニッ

及び広域プ 後援会

究、企画立 ［チェア

り、整合性

る。 ［設立］

［目的］

ポンチャレンジ・アメ

マン］神野信郎

（ 中部経済連

平成 年（ ） 月

世界におけるヨット競技の

リカズカップ

合会副会長）

最高峰である

新首都

［代表理事］

［設立］平成

［目的］中部

験者

中部 推進協議会

太田宏次（ 中部経済連

磯村 巌（名古屋商工会

年（ ） 月

の経済界を中心に、自治

の協力を得ながら、中部

合会会長）

議所会頭）

体、学識経 ［その他

地域として、

アメリカズカップに挑戦

チャレンジチームへの支援

ズカップの中部地域での広

海洋スポーツの振興等を目

］平成 年（ ） 月の

において、当面後援会活動

するニッポン

と、アメリカ

報・啓蒙活動、

的とする。

当後援会総会

を休止するこ

国会

準に

とと

提言

目的

等移転調査会より公表さ

ふさわしい候補地の調査

もに、中央等関係各方面

活動、地域のコンセンサ

として活動を行う。

れた選定基

検討を行う

への要望・

スづくりを

とを決定。次々回（ 年

に再挑戦することになれば

ることとした。

または 年）

活動を再開す



第 編 最近の

東海北

年史

陸道地域整備推進協議会 ［ の目的］
第

［代表理事］章

会
の

［設立］平成組
織
と
主
な 伊勢湾活
動 ［会長］太田

太田宏次（ 中部経済連

山田圭藏（北陸経済連合

年（ ） 月

口道路建設促進協議会

宏次（ 中部経済連合会

合会会長）

会会長） 地域連携

されるな

進し、各

ることを

会長）

の各組織は、“交流と連携

軸の形成による多軸型国土

かで、各自動車道沿線の面

地域間における交流の促進

目的として設立された。

”をテーマに

づくりが検討

的な開発を促

と活性化を図

［設立］平成

東海環

［代表理事］

［設立］平成

第二伊

年（ ） 月

状地域整備推進協議会

太田宏次（ 中部経済連

年（ ） 月

勢湾岸道路建設推進協議

中部

［代表理

合会会長）

会

国際空港建設促進協議会

事］今井 敬（ 経済団体

山口信夫（日本商工会

奥田 碩（日本経営者

小林陽太郎（ 経済同

太田宏次（ 中部経済

磯村 巌（名古屋商工

連合会会長）

議所会頭）

団体連盟会長）

友会代表幹事）

連合会会長）

会議所会頭）

［代表理事］

［設立］平成

梶原 拓（岐阜県知事）

神田真秋（愛知県知事）

北川正恭（三重県知事）

松原武久（名古屋市長）

太田宏次（ 中部経済連

年（ ） 月

［設立］

［目的］

合会会長）

平成 年（ ） 月

中部国際空港の建設並びに

の早期実現を図り、もって

に寄与することを目的とし

要望活動や広報活動を行う

関連公共施設

わが国の発展

て、中央への

。

本会は、次

を、行政や他

第

の［ ］ ［ ］に大別

の団体の協力を得ながら

節 会の主な活

される活動 重要な経

、会員の総 まとめ、

動

済政策に関して中部経済界

政府・関係機関に対して提

の意見をとり

言・要望活動

力を挙げて実

［ ］経済

地方分権

活動

施している。

政策・税制改革・行

に関する調査研究・

を行って

政改革・ ［ ］地

政策提言 動

本会は

いる。

域発展ビジョンの策

、中部地域のオピニオンリ

定と推進活

ーダーの一角

本会は、予

中期的な財政

法規、行政改

算編成や景気対策などの

改革並びに翌年度の税制

革、地方分権の促進など

経済運営、 を担う立

改正、経済 の将来像

、わが国の 実現に向

場から、経済界が考える当

（ビジョン）を提示すると

けた諸活動を展開している

地域の中長期

ともに、その

。



［ ］中部における大規模プロジェクト ［ ］資源問題、環境問題等に関する諸

の実現活

本会は、

国際空港、

問題の三大プ

活動を展開し

動

世紀の中部発展の起爆剤

年日本国際博覧会、首

ロジェクトの実現に向け

ている。

活動

となる中部 本会は

都機能移転 から提言

、積極的な る。同時

を目指し

、地域発展における水資源

・要望活動並びに啓発活動

に、資源・エネルギー循環

た活動を行っている。

第

章

会
の

問題の重要性 組
織
とを展開してい
主
な型社会の実現 活
動

［ ］中部

実現活動

本会は、国

中部の陸海空

図るとともに

の総合交通体系の整

土軸ロータリー構想の実

にわたる総合交通体系の

、中部における総合物流

備促進・ ［ ］国

本会は

現に向け、 的な交流

整備促進を の発展に

機能、港湾 ニア州と

際交流活動

、民間経済団体の立場から

活動を行い、相互理解の増

努めている。アメリカ・ウ

の定期交流をはじめ、経済

諸外国と積極

進と国際経済

エストバージ

視察団・経済

機能の強化策

ど実現に向け

［ ］ベン

の産業活

などの提言・要望活動、

た多様な活動を行ってい

チャービジネス支援

性化に資する活動

啓発活動な 調査団の

る。 催、ビジ

談室の開

など中部

［ ］地

派遣、海外の政財界要人と

ネスセミナー等の開催、海

催など多彩な活動を行って

域経済交流活動

の懇談会の開

外子女教育相

いる。

本会は、中

中枢 形成に

活動を行うと

ス支援センタ

ている。

［ ］研究

部地域の 先端的産業技

向けた産業構造高度化に

ともに、 中経連ベンチ

ー を通じて起業家育成

開発機能の整備・充

術の世界的 本会は

資する提言 の開催、

ャービジネ 北陸経済

事業を行っ 期開催な

円滑な意

実、高度 ［ ］広

、中部 県の自治体首脳と

経済団体連合会、 関西

連合会との懇談、西日本経

どを通じて、相互交流を深

思の疎通を図っている。

報・情報提供活動

の定期懇談会

経済連合会、

済協議会の定

めると同時に

情報化促

本会は、中

可欠な研究開

域の特性に合

図るとともに

進のための諸活動

部地域の産業構造高度化

発機能の整備・充実のた

致した研究開発機関の誘

、高度情報化に向けての

本会は

のために不 係先に本

めに、当地 ため、機関

致・実現を ジを開設

提言活動を ている。

、会員をはじめ行政機関、

会の意見・要望や活動状況

誌を定期刊行するととも

しインターネットを通じて

また、不定期ながら、諸外

他の団体等関

を広く伝える

に、ホームペー

も情報発信し

国に、中部

行っている。 県の社会

紹介する

・経済、産業、自然、歴史

英語版の紹介誌を刊行して

、文化などを

いる。
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第

章

経
済
政
策
・
財
政
問
題
等
に

経済政策 財政

第 章

問題等に対する要望 提言
対
す
る
要
望
・
提
言

第

［ ］激

策

変

節 政治経済動

した政治・経済状

向

況

と経済、財政・

掲げてと景気対
他方

税

発

、

制政策の移り

足した。

景気の低迷が長期化し

変

、わ

わり

が国の現状に

年

平成

成 年

小選挙区

関連法案

由に廃案

体

年

月、

比例

を国

とな

制の終焉とその後の政

（ ） 月、第 次海部

自民）は、政治改革を

代表並立制導入を柱と

会に提出したが、審議

り退陣、同年 月 日

局

俊

実

す

日

、

閉塞感

する動

樹内閣（平 る経済

現するため、 合会会

る政治改革 の中間

数不足を理 制につ

宮澤喜一内 制につ

が

き

改

長

報

い

い

漂う中、構造改革に活

が高まり、細川内閣の

革研究会（座長 平岩

）は、平成 年 月、

告をとりまとめた。そ

ては原則自由、例外規

ては不断に見直すこと

路を

私的

外四

規制

の中

制と

とな

見い出そうと

諮問機関であ

経済団体連

緩和について

で、経済的規

し、社会的規

った。更に、

閣（自民

宮澤内

したバブ

年 月に

経済対策

また、懸

）が

閣は

ル崩

は、

（事

案で

に取り組んだ

発足した。

、地価、株価の大幅な

壊による景気の低迷に

公共投資等の拡大を中

業規模 兆 億円）

あった 法案・政治

。しかし、東京佐川急

下

対

心

を

改

便

同年

落に端を発 る平岩

し、平成 国際

とする総合 易に関

打ち出した。 妥結し

革法案など され、

事件などで 新しい

月

レ

面

す

、

農

ル

には経済改革について

ポート）がとりまとめ

では、平成 年 月に

る一般協定）のウルグ

自由貿易による経済発

業分野の市場開放やサ

ールの確立の試みがな

最終

られ

アイ

展の

ービ

され

報告（いわゆ

た。

（関税と貿

・ラウンドが

枠組みが確認

ス貿易などの

た。

政治不信

の成立を

提出され

た。宮澤

日の総

会党も惨

が高

断念

、自

首相

選挙

敗を

まり、平成 年 月に

するや、同月、宮澤内

民党内からも賛同者が

は直ちに衆議院を解散

の結果、自民党は過半

喫する一方、新生党や

政

閣

出

し

数

日

治改革法案 平成

不信任案が 想が発

て可決され 白紙撤

たが、 月 あって

を割り、社 組みで

本新党が躍 民社、

表

回

、

羽

さ

年 月、細川首相から

されたが、政府・与党

された後、政治資金疑

月に細川首相が退陣

田孜内閣（社会、新生

きがけ、社民連、民主

国

内で

惑

し、

、公

改革

民福祉税 構

も反発が多く、

などの影響も

同じ連立の枠

明、日本新、

連合）が発足

進し、

平成

党、日本

参議院院

煕内閣が

年体

年

新党

内会

政

制は事実上崩壊するに

月 日には、社会党、

、民社党、新党さきが

派民主改革連合の連立

治改革 行政改革

至

新

け

に

経

った。 した。

生党、公明 日本新

、社民連と の結成

よる細川護 内閣は

済改革 を これに

し

、

に

新

対

かし、連立与党内の新

民社、自由の 党と改

伴うトラブルから社会

生・公明両党主導の少

し、 月には、自民党

会派

革の

党が

数与

が内

（改新 新生、

会の 党派）

離脱し、羽田

党政権となり、

閣不信任案を

第 章第 章



提出するに至り、羽田内閣は同月 日総辞職した。 る森喜朗内閣が発足した。

その後、新

に自民党、社

富市社会党委

足した。

平成 年に

応の遅れや、

政権の枠組みとして、同

会党、新党さきがけが支

員長が首班指名され、村

は、 月の阪神・淡路大

月の参議院選挙での自

年 月 日 更に、

持した村山 党 党が

山内閣が発 年 月に

平成 年

震災への対 の配置に

社両党の不 しかし

平成 年 月の衆議院総選

絶対安定多数を確保したこ

第二次森内閣が発足、同年

月 日からの省庁再編に

よる第二次森改造内閣が発

ながら、発足当時から森内

第
挙の結果、与 章

とを受け、同 経
済

月には、翌 政
策
・対応した閣僚
財
政足した。 問
題閣に対する支 等
に

振などが続き

負債の処理策

決めたものの

したことから

る橋本龍太郎

第一次橋本

法を成立させ

、住宅金融専門会社（住

（ 億円の投入）を同

、翌平成 年 月 日に

、与党 党は直ちに連立

内閣を発足させた。

内閣では、平成 年 月

るなど住専の処理策など

専）の巨額 持率の低

年 月に 月 日

退陣を表明 総裁選挙

の継続によ 保守 党

に住専処理 バブ

に取り組ん 昭和

迷が続いていたことなどか

退陣を表明、 月 日に行

を経て、同月 日、引き続

の連立による小泉純一郎内

ル崩壊と構造改革への取

年 月を底に、地価や株価

対ら、平成 年
す
るわれた自民党
要
望き自民、公明、 ・
提

閣が発足した。 言

り組み

の上昇などを

だ後、衆議院

に社会より党

協力に転じた

第二次橋本内

構造、金融シ

に取り組んだ

総選挙を受け、社会民主

名変更）、新党さきがけ両

ため、自民党単独政権と

閣が発足し、行政、経済

ステム、社会保障、教育

。しかし、平成 年 月

（同年 月 背景とし

党が閣外 経済は、

して 月に の地価、

構造、財政 壊による

の六大改革 の日本経

からの消費 を迎える

て ヵ月にわたって拡大を

平成 年 月にピークに達

株価の大幅な下落に端を発

ストック調整が長期化する

済は資産価格デフレによる

こととなった。

続けたわが国

した。その後

したバブル崩

に至り、以降

長期停滞局面

税率引き上げ

る国民負担の

まりに伴い景

年 月の参

ら、橋本首相

これを受け

権として小渕

や特別減税の打ち切りを

増大に加え、金融システ

気が著しく後退するに至

議院選挙で自民党が惨敗

は退陣した。

て、平成 年 月には自

恵三内閣が発足し、景気

はじめとす バブル

ム不安の高 モデルと

って、平成 社会の各

したことか 改革のか

取り組み

民党単独政 同時に

回復と金融 題、地球

の崩壊以降は、それ以前ま

して世界にもてはやされた

システムに数多くの欠陥が

け声のもと、あらゆる分野

がなされることとなった。

、グローバル化の進展や産

環境問題、高度情報化の進

で 日本式

政治、経済、

露呈し、構造

でさまざまな

業の空洞化問

展、少子・高

機関の不良債

榜し、同年

早期健全化緊

平成 年

由、公明両党

また、同年

権処理に取り組む経済再

月には、金融再生関連法

急措置法を成立させた。

月に自由党と連立し、同

との 自自公 連立政権

月末には、景気対策の一

生内閣を標 齢化など

・金融機能 月、自

けた規制

年 月に自 年 月

に移行した。 た。また

環として地 年 月

きっきん

への対応が喫緊の課題とな

由な競争の実現による経済

緩和推進計画が策定され、

には規制緩和推進 ヵ年計

、構造改革については、橋

の施政方針演説で、行政、

り、平成 年

の活性化に向

引き続き平成

画が策定され

本首相が平成

財政構造、社

域振興券の交

平成 年

後、小渕首相

日に小渕内

公明党と、自

付を開始した。

月に自由党との連立解消

が脳梗塞で緊急入院した

閣は総辞職し、引き続き

由党から分裂した保守党

会保障、

を表明した の改革を

ため、同月 われた。

、自民党、 更に、

の連立によ 年 月

経済構造、金融システム、

一体的に行うと宣言し、順

政府は、総合的な経済対策

から平成 年 月までに計

教育の 分野

次、対応が行

として、平成

回、事業規



第 編 最近の

模にして約

年史

兆円という大規模の財政 こ刺激策を実 の 年間の経済対策（財政刺激策）
第

施するととも章

平成 年 月経
済

下げたのを皮政
策
・ 下げを行った
財
政 上最低水準と問
題 この結果、等
に

に、金融緩和策として、

にそれまでの ％から

切りに、その後 度にわ

結果、平成 年 月には

なった。

平成 年 月から、いっ

公定歩合を

％へ引き 平成 年

たって引き 年

％と史 年

年

たんは緩や
年

（全事業規模、（

月 総合経済対策

月 総合的な経済対策

月 緊急経済対策

月 総合経済対策

月 緊急円高・経済対策

）内は対 比）

兆円（ ％）

兆円（ ％）

兆円（ ％）

兆円（ ％）

約 兆円（ ％）
対 かながら回復
す
る 年 月から
要
望 （ ％・
提

き上げ（ ％言

止、 月から

平成 年度の

円も急増した

への動きがみられたもの

の厚生年金の保険料率

％）、平成 年 月の

％）と特別減税（

の医療費自己負担の増加

国民負担額は前年度に比

ことから再び調整局面入

の、平成
年

引き上げ
年消費税率引

兆円）の廃 年

等によって、
年

べて約 兆
年

りした。加

月 経済対策

世紀を切りひらく緊急
月

経済対策

月 総合経済対策

月 緊急経済対策

月 経済新生対策

兆円（ ％）

兆円（ ％）

兆円（ ％）

兆円（ ％）

えて、そこに

に端を発した

て、戦後最悪

こうした状

効率化に向け

引く不況を克

同年 月の証券会社の大

金融システム不安の高ま

の不況に突入することと

況に対し、政府は、引き

た構造改革に取り組むと

服するために、財政構造

年型倒産など

りが加わっ 年

なった。

続き経済の 平均 ％

ともに、長 政府の公

改革法を凍 ら平成

日本新生のための新発展
月

政策

月 緊急経済対策

という低成長にとどまっ

債残高は、平成 年度末

年度末（見込み）には約

約 兆円（ ％）

た。その一方で、

の 兆円か

兆円にまで

結して積極財

月までの 年

兆円もの財

また、小渕

閣総理大臣の

わが国経済の

会の構築のた

政に転じ、平成 年 月

半の間に計 回、事業規

政刺激策を実施した。

内閣においては、平成

諮問機関として経済戦略

再生と 世紀における豊

めの構想について審議し

から 年 倍増した

模にして約

個別

年 月に内 ） 金融

会議を設置、 金融機

かな経済社 から経営

、平成 年 かで、自

。

課題への対応

システム安定化への対応

関においては、バブル崩壊

体質が悪化し、その後処理

己資本規制（ 規制）（

による後遺症

に追われるな

）が導入され

月に短期経

月には日本

とめた。

更に、金融

利の低め誘導

政策を行うに

済政策への緊急提言を、

経済再生への戦略をそれ

緩和策として、平成 年

、量的緩和など、いわゆ

至り、同年 月には底を

翌平成 年 ることと

ぞれとりま 優先され

資金供給

月には金 経済失速

るゼロ金利 なった。

迎えた。 （ ）
れの自

なった。このため、資金運

、時代の変革に対応した新

が滞りがちとなり、このこ

の要因の一つにも挙げ

規制 国際業務を行う銀行を
己資本比率を ％以上とする

用の安全性が

しい産業への

とが後の日本

られることと

対象に、それぞ
と決定した国際しかし、依

は至っておら

内総生産、平

度と 年連続

度の 兆

然として景気の自律的な

ず、この間にわが国の実

成 年基準）は、平成

してマイナスとなるなど

円から平成 年度の

回復までに
統一基

質 （国

年度、 年 当初は

、平成 年 という視

兆円まで年 には、そ

準。

、住宅金融専門会社（住専

点で問題が取り上げられ、

の処理スキームとして、

）の負債処理

平成 年 月

億円の公

平成 年

年

年

年

年

月

月

月

月

月

年

年

年

年

年

月

月

月

月

月

年

年

月

月



金融緩和策の実施について

実 施 日

平成 年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

変 更

日 公定歩合第 次引き下げ

日 公定歩合第 次引き下げ

日 公定歩合第 次引き下げ

日 公定歩合第 次引き下げ

日 公定歩合第 次引き下げ

の 内 容

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

変 更 の 背 景

内需中心の持続的成長を図る

内需中心の持続的成長を図る

バランスのとれた経済成長を図る

景気の調整色濃い

景気は厳しい調整局面

第

章

経
済
政
策
・
財
政
問
題
等
に

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

日 公定歩合第 次引き下げ

日 公定歩合第 次引き下げ

日 無担保コール翌日物金利の低

日 公定歩合第 次引き下げ

日 無担保コール翌日物金利が公

日 公定歩合第 次引き下げ

無担保コール翌日物金利が平
日

％ ％

％ ％

め誘導 ％台 ％台

％ ％

定歩合をある程度下回るよう調節

％ ％

均的にみて 前後で推移する

最終需要の停滞

景況感悪化

円高、阪神・淡路大震災

円高、株価下落

景気足踏み、株価低迷

景気足踏み、中小金融機関破綻

景気悪化、株価下落、大手金融機関

対
す
る
要
望
・
提
言

破綻

年 月

的資金の投入

法が成立され

ように調節

無担保コール翌日物金利を当
日

層の低下を促す

が決定され、翌年 月に

た。

初 ％前後に。その後徐々に一

は住専処理 れた。

その後

景気悪化、長期金利上昇、円高、株

、同年 月に日本長期信用

価下落

銀行、 月に

こうした状

式では立ち行

空洞化が懸念

は、三塚大蔵

ステムの改革

ビッグバンが

しかし、そ

況において、それまでの

かなくなってきたことや

されるに至り、同年 月

大臣及び松浦法務大臣に

に取り組むよう指示を出

スタートした。

の後も新たな不良債権が

護送船団方 は日本債

国内金融の 年 月に

、橋本首相 公的資金

対し金融シ こうし

し、日本版 の安定化

ディスク

発生するな 理、不良

券信用銀行が国有化され、

は早期健全化法により

が投入された。

た状況の中で、本会では、

に向けて、各種基準の明確

ロージャーの徹底とその適

債権処理を前提とした破綻

更に、平成

兆 億円の

金融システム

化並びに情報

切な運営・管

前の公的資金

ど金融機関の

月に北海道

自主廃業する

で信用収縮が

ムが増大する

達した。その

不良債権処理は進展せず

拓殖銀行が経営破綻し、

に至って、国内インター

発生、海外ではジャパン

など、金融システム不安

後、平成 年 月の金融

、平成 年 の早期導

山一證券が 資金調達

バンク市場 を行った

・プレミア 同時に

はピークに 再編が加

安定化法の 託銀行、

入、貸し渋り対策としての

手段の提供等について時宜

。

、金融界においては、生き

速し、都市銀行を中心とし

生命保険、損害保険、証券

中小企業への

に応じた要望

残りをかけた

て、系列の信

会社などを巻

制定を経て、

（ 兆

平成 年

ケジュールが

テム改革法が

同年 月には主要 行へ

億円）の注入が決定された

月には、改革全体の具体

明らかとなり、翌年 月

成立し、関連法とともに

の公的資金 き込むか

。 されてい

的措置とス

に金融シス

順次施行さ

たちで、以下の つのグル

くこととなった。

ープに収れん

平成 年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

日

日

日

日

日

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

日

日

日

日

日

日

日

年 月 日

実 施 日 変 更 の 内 容 変 更 の 背 景
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済協議は、マクロ経済、環境等地球的展望に立っ
第 みずほフ
章 （第一勧業
経

三井住友済
政
策 （住友銀行
・
財 三菱東京
政
問 （東京三菱題
等

ホに

ィナンシャルグループ

銀行、富士銀行、日本興業銀

銀行

、さくら銀行）

フィナンシャルグループ

銀行、三菱信託銀行ほか）

ールディングス

た協力、
行）

ついて、

個別セ

車・同部

興・競争

れた。自

個別セクター問題・構造問

平成 年 月より協議が開

クター問題・構造問題協

品、政府調達、保険、アメ

力の つの優先分野を中心

動車・同部品分野において

題の 分野に

始された。

議では、自動

リカの輸出振

に交渉が行わ

は、部品購入

対
す （三和銀行
る
要
望
・
提

） 為替問題言

平成 年

あった為替レ

平成 年に入

、東海銀行、東洋信託銀行）

への対応

月当初には、 ドル

ートは、貿易黒字の拡大

って急激に円高に向かい

額や販売

立し、通

るなか、

への参入

円程度で の購入機

などから、 どの合意

、 月には る制裁の

拠点の増加数など数値目標

商法 条に基づく関税の

平成 年 月 日、 外国

支援、 日本メーカーによ

会の拡大、 補修部品分野

を両国政府が共同発表し、

発動が回避された。

が最後まで対

賦課が示され

車の日本市場

る外国製部品

の規制緩和な

アメリカによ

一時 ドル

年 月 日に

破した円は、

円 銭とつい

更に、同年

ともに、緊急

円 銭にまで上昇し

ニューヨークで ドル

平成 年 月 日に一時

に 円台に突入した。

月 日に、公定歩合の

円高・経済対策を実施、

た。平成 この問

円を突 は、現地

ドル などを伴

とめ、対

引き下げと ） アジ

規制緩和推 平成

題に対し、わが国の自動車

生産の拡大やアメリカ製部

ったグローバルビジネスプ

応を図った。

ア通貨危機への対応

年夏のタイの通貨不安に端

メーカー各社

品購入の拡大

ランをとりま

を発した外国

進 ヵ年計画

れた後の 月

円 銭という

その後、比

月以降 円台

までにかけて

後、再び円高

の ヵ年への前倒しなど

日に、東京市場で一時

過去最高値を更新した。

較的平静さを取り戻し、

に戻った。そして、平成

円台まで徐々に円安へ

傾向に転じ、平成 年

が盛り込ま 為替市場

ドル 場の暴落

界同時株

平成 年 本会で

年夏ごろ への影響

推移した 施し、そ

月には 由化と産

の下落は、シンガポール、

へと拡大しつつ波及し、同

安ともいうべき状況にまで

は、東南アジアの経済危機

について主要企業へのヒア

の結果、政府に対し、アセ

業競争力の向上に向けた取

韓国、香港市

年 月には世

発展した。

と中部圏経済

リング等を実

アン諸国の自

り組み支援、

円台にまで進

しかしなが

期待はずれか

月には 円

本会では、

ぼす影響を考

行した。

ら、わが国の経済構造改

ら徐々に円安に移行し、

台となった。

為替相場の過度の乱高下

慮し、その安定化に向け

アジアフ

革に対する 支援スキ

平成 年 スキーム

た。

が景気に及

た主要国の ［ ］中

ァンド等現地の金融・為替

ームの創設、現地進出企業

の拡充などの諸施策につい

長期的な財政構造改

安定に資する

への金融支援

て要望を行っ

革と税制改
政策協調スキ

どについて機

） 日米包括

日米間の

の枠組みに関

ームの構築や、円の国際

会あるごとに要望を行っ

経済協議

新たな経済パートナーシ

する共同声明 に基づく

化の推進な 正の
た。

中長

ップのため ） 財政

日米包括経 わが国

動き

期的な財政構造改革

構造改革の推進

は、平成 年以降、バブル経済の崩壊や

みずほフ

（第一勧業

三井住友

（住友銀行

三菱東京

（東京三菱

ホ

ィナンシャルグループ

銀行、富士銀行、日本興業銀

銀行

、さくら銀行）

フィナンシャルグループ

銀行、三菱信託銀行ほか）

ールディングス

行）

（三和銀行、東海銀行、東洋信託銀行）



円高等の影響により、厳しい状況に直面した経済 ） 財政構造改革法の凍結

を回復させる

対策が講じら

度のわが国経

やかな回復傾

ぞれ ％、

ることができ

ために、財政・金融両面

れた。その結果、平成

済は、個人消費や民間設

向が見られ、実質経済成

％と、近年にない高い

た。

から種々の 平成

年度と 年 ことから

備投資に緩 ながらも

長率はそれ 同年 月

成長を遂げ 同法によ

するとと

年には、景気の悪化が顕著

、財政構造改革法の基本的

、経済情勢に弾力的に対応

に 財政構造改革法改正法

って、特例公債発行枠の弾

もに、財政健全化目標の達

第
になってきた 章

骨格を維持し 経
済

するために、 政
策
・が成立した。
財
政力化を可能と 問
題成年次を当初 等
に

しかしなが

たび重なる財

ぶりに当初予

公債の発行を

に 兆円

兆円を突

激に増加、危

ら、その一方で財政状況

政出動の結果、平成 年

算段階から財源の手当て

余儀されることとなり、

であった公債残高は、平成

破し、平成 年度には

機的な状況に陥った。

をみると、 の 年

度には 年 当初予算

のない特例 ね ％

平成 年度 更に、

年度に には、当

兆円へと急 観点から

同年 月

度から 年度まで延長し

の社会保障関係費の量的縮

から 極力抑制 とする改

同年 月に策定された 緊

面は景気回復に向けて全力

、財政構造改革法の凍結が

には 財政構造改革法停止

対、平成 年度
す
る減目標を 概
要
望正が行われた。 ・
提

急経済対策 言

を尽くすとの

盛り込まれ、

法 が制定さ

こうしたこ

財政構造改革

い直し等の取

財政構造改

され、その方

ため、同年

とから、橋本内閣は、平

元年と位置づけ、徹底し

り組みを行った。平成

革会議の推進について

策と枠組みを法律により

月に 財政構造改革法 が

成 年度を れた。そ

た歳出の洗 財政

年 月には る。

が閣議決定 停止

明確化する 入った

制定された。 して判

の主な内容は次の通りであ

構造改革法全体の施行を当

解除の時期は、わが国経済

後に、経済・財政状況等を

断する。

る。

分の間停止す

が回復軌道に

総合的に勘案

同法は、経

支の健全化

きる行政の確

全で活力ある

な財政構造を

旨を明確に打

当面の目標と

済構造改革を推進しつつ

将来に向けて更に効率的

立 安心で豊かな福祉社

経済の実現 という課題

実現するという、財政構

ち出した。そのうえで、

して、集中改革期間の初

、 財政収 停止

で信頼で 状況を

会及び健 講じる

に対応可能

造改革の趣 主な

財政運営の ） 土地

年度にあた わが国

解除に当たっては、停止後

踏まえて、再施行のために

。

税制改正の動き

税制改革

税制は、昭和 年 月及び

の経済・財政

必要な措置を

昭和 年 月

る平成 年度

障、公共投資

を具体的に設

るとともに、

べき役割の見

含むすべての

予算においては、主要経

等）ごとの量的削減目標

定するなど、一般歳出の

国及び地方公共団体と民

直し等の観点を踏まえ、

歳出分野を対象とした改

費（社会保 にシャウ

（キャップ） が行われ

額を抑制す 中立・簡

間が分担す 化社会や

特別会計を 目的とし

革を推進す とれた税

プ税制改革以来と称される

た。これは税制の基本理念

素を柱として、経済社会に

国際化など将来を展望した

、所得・消費・資産等の間

体系を構築するものであっ

抜本的な改革

である公平・

適合し、高齢

税制の確立を

でバランスの

た。

るものとした

国に呼応し、

財政の自主

した。

。また地方財政について

並行して財政構造改革に

的かつ自律的な健全化を図

も、地方も また、

努め、その 価高騰に

ることと ことに伴

地政策の

制調査会

平成元年 月には、戦後

対処するために土地基本法

い、土地税制の見直しを含

推進が求められた。これに

は平成 年 月に 土地税

回目となる地

が制定された

む抜本的な土

より、政府税

制のあり方に
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財政構

年史

造改革についてのこれまでの 税最低限流れ の引き上げ）、消費課税の制度改革（中
第

章

経
済
政
策
・
財
政
問
題
等
に

平成 年 月

財政健全

年度

下及び特

財政健全

等）

平成 年 月

日

化目

まで

例公

化の

日

第 回財政構造

標について を閣議決定

のできるだけ早期に、財政赤字

債脱却等

方策についての原則（歳出全般

対

の聖

改革会議で総理から 財政構造改革

小企業に

地方消費

ととなっ

なお、

年に特別

・ 年

比 ％以

域なき見直し

五原則 を提

対する特例措置の縮減等、

税創設）などの税制改革が

た。

当面の経済状況に配慮し、

減税（減税規模は平成

度各 兆円）が実施され、

税率引き上げ、

実現されるこ

平成 年

年度 兆円、

所得税・個人

対
す
る
要
望
・
提
言

示

財政赤字

とする旨

集中改

いて具体

月

第 回財政

これを受け

対

明記

革期

的な

日

構造

て

月 日

比 ％以下及び特例公債脱

間 （ 年度）におけ

量的縮減目標を定める旨明記

改革会議で 財政構造改革の推

財政構造改革の推進について

却は

る主

等

進方

を閣

住民税の

された一

からの実

） 景気

厳しい

をするた

進展等に

年を目標

要な経費につ

策 を決定

議決定

制度減税が平成 年より実

方で、消費税に係る改正は

施となった。

回復を最優先とした税制改

経済情勢等を踏まえ、景気

め、経済社会の構造的な変

対応するとともに、著しく

施（同 兆円）

平成 年 月

正

に最大限配慮

化、国際化の

停滞した経済
財政構造

財政赤字

とする旨

集中改

の量的縮

平成 年 月

財政構造

特例公債

改革

対

明記

革期

減目

日

改革

発行

財政健全化目

の推進に関する特別措置法 が成

比 ％以下及び特例公債脱

間 における主要な経費（社会保

標を具体的に明記 等

の推進に関する特別措置法改正法

枠の弾力化を可能とする措置

標の達成年次を 年度まで延

立

却は

障、

が

長

活動の回

率の引き

法人課税

抜本的な

減税が行

また、

年を目標

公共投資等）

成立

復に資するよう、個人所得

下げ、定率減税、扶養控除

（税率引き下げ等）のあり

見直しを行うまでの措置と

われた。

これらに加えて住宅建設及

課税（最高税

額加算）及び

方についての

した恒久的な

び民間設備投

年度当

％ か

月

財政構造

財政構造

停止解除

財政状況

停止解除

初予

ら

日

改革

改革

の時

等を

に当

再施行のため

算の社会保障関係費の量的縮減

極力抑制 とする。

の推進に関する特別措置法停止法

法全体の施行を当分の間停止

期は、わが国経済が回復軌道に入

総合的に勘案して判断

たっては、停止後の経済・財政

目標

が

った

状況

に必要な措置を講ずる旨規定

資の促進

点からも

［ ］中

平成

ともに生

を おおむね

成立

後に、経済・

等を踏まえて、

、経済・金融情勢の変化へ

さまざまな措置が講じられ

期経済計画と日本経済

年は、昭和 年来の計画で

きる日本 経済運営 ヵ

の対応等の観

た。

ある 世界と

年計画 （竹

ついての基本

土地税制改革

） 所得税・

わが国は、

（出所 図

済新報社）

説

答申 をとりまとめ、平

のための税制改正法が成

個人住民税減税と消費課

抜本的税制改革以降、人

日本の財政（平成 年度版） 下内閣、

年目の年

成 年春に 平成

立した。 年から

税制度改革 国への変

口の高齢化 を目的と

年 月・東洋経 計画期間中の年平均成長率

であった。

年 月には、宮澤内閣にお

年までの経済運営の方針と

革、地球社会との共存、発

した 生活大国 ヵ年計画

％）の

いて、平成

して、生活大

展基盤の整備

地球社会と

の加速、所得

ク化といった

応するため、

とした国民

税・個人住民

水準の上昇・平準化、経

変化が顕著となってきた

更なる税制の総合的な見

的な議論の盛り上がりがあ

税の減税（税率構造の累

済のストッ の共存を

。これに対 済成長率

直しを背景 また、

り、所得 構造改

進緩和、課 済・安心

目指して が閣議決定され

は ％程度と想定された

平成 年 月には、村山内

革のための経済社会計画

できるくらし が閣議決定

、その間の経

。

閣において、

活力ある経

された。これ

財政健全

年度

下及び特

財政健全

等）

化目

まで

例公

化の

標について を閣議決定

のできるだけ早期に、財政赤字

債脱却等

方策についての原則（歳出全般

対

の聖

比 ％以

域なき見直し

第 回財政構造改革会議で総理から 財政構造改革五原則 を提

示

財政赤字

とする旨

集中改

いて具体

対

明記

革期

的な

比 ％以下及び特例公債脱

間 （ 年度）におけ

量的縮減目標を定める旨明記

却は

る主

等

年を目標

要な経費につ

第 回財政

これを受け

構造

て

改革会議で 財政構造改革の推

財政構造改革の推進について

進方

を閣

策 を決定

議決定

財政構造

財政赤字

とする旨

集中改

の量的縮

改革

対

明記

革期

減目

の推進に関する特別措置法 が成

比 ％以下及び特例公債脱

間 における主要な経費（社会保

標を具体的に明記 等

立

却は

障、

年を目標

公共投資等）

財政構造

特例公債

改革

発行

財政健全化目

の推進に関する特別措置法改正法

枠の弾力化を可能とする措置

標の達成年次を 年度まで延

が

長

成立

年度当

％ か

初予

ら

算の社会保障関係費の量的縮減

極力抑制 とする。

目標を おおむね

財政構造

財政構造

停止解除

財政状況

停止解除

改革

改革

の時

等を

に当

再施行のため

の推進に関する特別措置法停止法

法全体の施行を当分の間停止

期は、わが国経済が回復軌道に入

総合的に勘案して判断

たっては、停止後の経済・財政

が

った

状況

に必要な措置を講ずる旨規定

成立

後に、経済・

等を踏まえて、

財政健全化目標について

財政構造改革五原則

財政構造改革の推進方策

財政構造改革の推進について

財政構造改革の推進に関する特別措置法

財政構造改革の推進に関する特別措置法改正法

財政構造改革の推進に関する特別措置法停止法



は、平成 年から 年までの経済運営の方針とし 小渕内閣において、平成 年から 世紀初頭まで

て策定したも

の創造、豊か

社会への参画

長率は、 ％

しかし、こ

の経済成長率

のであり、自由で活力あ

で安心できる経済社会の

を目的としており、その

程度と想定された。

の計画では、構造改革が

を ％、構造改革が進ま

る経済社会 の 年間

創造、地球 会のある

間の経済成 定された

この中

進んだ場合 の条件と

なかった場 ローバル

程度の経済運営の方針と

べき姿と経済新生の政策方

。

で、知恵の時代 へ向けた

して、知恵の社会化、少子

化、環境制約などに対する

第
して、 経済社 章

針 が閣議決 経
済
政
策
・あるべき姿
財
政・高齢化、グ 問
題未来変化へ 等
に

合の経済成長

的なバラ色の

厳しい経済情

め、わが国経

して経済を再

の課題を乗り

寧を長期に実

率を としているよ

夢が描かれており、計画

勢にそぐわなくなってき

済が置かれている深刻な

生し、少子・高齢化、人

越え、新しい時代におけ

現させようと、平成 年

うに、楽観 の対応性

策定以降の として 最

た。そのた 様性と創

不況を克服 て 新し

口減少など 平成 年

る繁栄と安 定されて

月 日に、

が必要であると示された

大自由と最少不満 、その

造的変革 、経済選択基準

い効率、平等、安全と自由

までの経済成長率として、

いる。

対。また、目標
す
る概念として 多
要
望の価値観とし ・
提

が示され、 言

％程度が想

第

［ ］本会

節 経済見通しの

の経済見通しと実績

策定と経済運営

響が予想

に対する要望・

以上に大きかったことから

提言

、実績は ％

本会では、

経済の現状を

への情報提供

年度の経済見

時に、この経

や産業政策、

激変する経済情勢のなか

的確に把握するとともに

として、経済情勢委員会

通しを当年の秋に策定し

済情勢判断をもとにして

財政政策、税制、長期経

にとどま

にあって、 平成

、会員企業 効果の浸

において翌 設備投資

ている。同 ％の成

、景気対策 降もバブ

済計画など き、 ％

った。

年度は、総合経済対策や金

透が期待されるものの、個

など内需が引き続き伸び悩

長と予測したが、 月に

ル崩壊による影響から底を

の伸びに止まった。

利引き下げの

人消費や民間

むことから、

谷を迎えて以

這う状況が続

経済政策全般

界としての意

平成 年

から平成 年

の各年度の実

予測値とその

にわたる諸政策に関し、

見や要望、提言を行って

（ ）度見通し（平成 年

度見通し（平成 年秋に

質経済成長率（実質

判断根拠及び実績値（平成

中部の経済 平成

いる。 為替レー

秋に発表） の成長と

発表）まで な円高や

成長率）の は ％と

年基準） 平成

年度は、減税と公共投資の

トが ドル 円という

予測した。しかし、 年初

阪神・淡路大震災の影響な

年連続の ％台の成長

年度は、民間需要を中心に

追加を行わず、

前提で、 ％

めからの急激

どから、実績

に止まった。

景気の回復が

は次の通りで

平成 年度

けると見られ

しかし、民間

加えて、個人

ある。

については、内需に盛り

ることから、 ％の成長

設備投資のストック調整

消費等に対してバブル崩

期待され

上がりが欠 為替レー

を予想した。 な要因も

の長期化に しかし、

壊による影 ％成長

るものの、公共投資の伸び

トの動きや雇用情勢などの

見られることから、 ％

平成 年後半からの円高

を実現した。

悩み、更には

先行き不透明

と予測した。

是正を受けて
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日本の経済計画一覧
第

章

経 名
済
政
策
・

経済自立 ヵ年財
政
問
題 新長期経済計画
等
に

策定
称 策定年月

内

計画 昭和 年 月 鳩

昭和 年 月 岸

時 計画期間

閣 （年度）

経済の自立
山 昭和 年

完全雇用

昭和 年 極大成長、生活

計 画 の 目 的

水準向上、完全雇用

実質経済成長率

（計画期間平均）

（計画値）

％

％

国民所得倍増計対
す
る 中期経済計画
要
望

経済社会発展計・
提
言

新経済社会発展

経済社会基本計

活力ある福祉

画 昭和 年 月 池

昭和 年 月 佐

画
昭和 年 月 佐

年代への挑戦

計画 昭和 年 月 佐

画
昭和 年 月 田

社会のために

田 昭和 年 極大成長、生活

藤 昭和 年 ひずみ是正

藤 昭和 年 均衡がとれ充実

藤 昭和 年 均衡がとれた経

中 昭和 年 国民福祉の充実

水準向上、完全雇用

した経済社会への発展

済発展を通じて住みよい日本の建設

と国際協調の推進の同時達成

％

％

％

％

％

昭和 年代前期

安定した社

新経済社会 ヵ

年代経済社

経済計画
昭和 年 月 三

会を目指して

年計画 昭和 年 月 大

会の展望と指針 昭和 年 月 中曽

木 昭和 年 わが国経済の安

安定した成長軌

平 昭和 年 国民生活の質的

国際経済社会発

昭和 平和で安定的な

根 平成 年 活力ある経済社

安心で豊かな国

定的発展と充実した国民生活の実現

道への移行

充実

展への貢献

国際関係の形成

会の形成

民生活の形成

％強

％前後

％程度

世界とともに生

経済運

生活大国 か年

地球社会

共

構造改革のため

活力ある

安心

きる日本
昭和 年 月 竹

営 ヵ年計画

計画

との 平成 年 月 宮

存をめざして

の経済社会計画

経済・ 平成 年 月 村

できるくらし

大幅な対外不均
昭和

下 豊かさを実感で
平成 年

地域経済社会の

生活大国への変

澤 平成 年 地球社会との共

発展基盤の整備

自由で活力ある

山 平成 年 豊かで安心でき

地球社会への参

衡の是正と世界への貢献

きる国民生活の実現

均衡ある発展

革

存

経済社会の創造

る経済社会の創造

画

％程度

％程度

％程度

（ 年度）

経済社会のある

生の政策方針

平成 年度

ら、為替相場

べき姿と経済新
平成 年 月 小

は、前年度の経済対策の

が ドル 円程度で推

多様な知恵の社

渕 平成 年 少子・高齢社会

環境との調和

本格発動か 平成

移すれば、 打ち切り

会の形成

、人口減少社会への備え

年度は、消費税率引き上げ

の影響が需要の抑制、前年

％程度

や特別減税の

度の駆け込み

景気は弱含み

度の成長が期

かけて、消費

きかったこと

となった。

ながら回復過程をたどり

待されるとした。しかし

税率引き上げ前の駆け込

から、 ％と近年にない

、 ％程 需要の反

、年度末に ％と再

み需要が大 しかし、

高い伸び とから反

アジア通

動減、可処分所得の減少な

び低い伸びに止まるもの

駆け込み需要が予想以上に

動減も大きくなり、更に年

貨危機や、金融機関の破綻

どを伴うとし、

と予測した。

大きかったこ

度後半には、

により金融シ

名
策定

称 策定年月
内

時 計画期間

閣 （年度）
計 画 の 目 的

実質経済成長率

（計画期間平均）

（計画値）

経済自立 ヵ年

新長期経済計画

計画

国民所得倍増計

中期経済計画

経済社会発展計

新経済社会発展

経済社会基本計

活力ある福祉

画

画

年代への挑戦

計画

画

社会のために

昭和 年代前期

安定した社

新経済社会 ヵ

年代経済社

経済計画

会を目指して

年計画

会の展望と指針

世界とともに生

経済運

生活大国 か年

地球社会

共

構造改革のため

活力ある

安心

きる日本

営 ヵ年計画

計画

との

存をめざして

の経済社会計画

経済・

できるくらし

経済社会のある

生の政策方針

べき姿と経済新



ステム不安が高まったことから ％と、昭和 歯止めをかけ、内需主導による安定成長路線の持

年度の第

来 年振りに

平成 年度

により堅調な

とに加え、個

て、 ％程

次石油危機後に記録した

マイナス成長となった。

は、民間設備投資が情報

伸びを維持することが期

人消費が緩やかに回復に

度と予測した。しかしな

％以 続を図る

のための

化対応など 並びに開

待されるこ 援 を要

向かうとし 更に、

がら、金融 れた社会

、対外政策として 自由

リーダーシップの発揮、ソ

発途上国の経済改革に対す

望した。

構造調整課題として 国際

経済システムの確立、高齢

第
貿易体制堅持 章

連・東欧諸国 経
済

る効果的な支 政
策
・
財
政的に調和のと 問
題化社会への対 等
に

システム不安

の兆候が見ら

マイナス成長

平成 年度

ランスシート

調整局面が長

遅れてから、

の増大に加えて、デフレ

れるに至って、 ％と

となった。

は、不良債権問題の解決

の改善になお時間が必要

引いた。更に、アジア経

外需に期待できないもの

スパイラル 応と社会

年連続 に向けて

方行政体

や企業のバ 平成

なことから 気対策の

済の回復の 性化のた

の、景気対 加えて

経済の活力維持、多極分散

の地方プロジェクトの推進

制の確立 についてとりま

年度には、安定成長路線復

実施を求めるとともに、世

めの国際政策協調の促進を

、中期的政策課題への早期

対型国土の形成
す
ると自律的な地
要
望とめた。 ・
提

帰のための景 言

界経済の再活

求めた。

取り組みとし

策の効果が浸

りのプラス成

平成 年度

きることに加

込まれるが、

消費に力強さ

透することにより、 ％

長を予測し、実績も ％

は、財政政策の下支え効

え、住宅投資も堅調に推

なお雇用や所得環境は厳

を欠くと考えられ、 ％

と 年ぶ て、社会

となった。 均衡ある

果が期待で ロジェク

移すると見 平成

しく、個人 を持続さ

成長を予 たことか

資本の早期整備・充実、

地域づくりと中部における

トの推進について要望した

年度は、内需主導による健

せるための構造改革が最優

ら、 直間比率の是正を中

世紀に向けた

ナショナルプ

。

全な経済成長

先課題であっ

心とする税制

測した。もっ

や、情報関連

設備投資が増

平成 年度

効果が期待さ

により増勢が

所得環境の厳

とも実績をみると、企業

投資が活発であったこと

加したため ％を記録し

は、設備投資の増加や政

れる一方で、外需が米国

鈍化することや、個人消

しさから回復の足取りが

収益の改善 の抜本改

から、民間 円の公共

た。 野・地域

府の下支え 差の解消

経済の減速 滑な雇用

費は雇用・ 平成

緩やかなも 社会資本

革、 日米構造協議で合

投資の前倒し執行と大幅な

別配分の見直し、 規制緩

、 産業構造・就業構造の

調整を要望した。

年度は、大規模な公共投資

の充実と中部におけるナ

意された 兆

上積み及び分

和と内外価格

変化に伴う円

の継続による

ショナルプロ

のになること

［ ］経済

翌年度の経

当面とるべき

から ％成長を予測した

政策要望の年度別特徴

済見通しを景気判断の根

景気対策と、中期的観点

。 ジェクト

けての税

新成長産

けるわが

拠として、 平成

からとるべ の環境整

の推進、規制の緩和・撤廃

制の抜本改革、産業構造変

業創出のための環境整備、

国の役割について要望・提

年度には、景気を回復軌道

備、中部における 世紀に

、 世紀に向

化への対応と

国際社会にお

言した。

に乗せるため

向けた社会資

き経済政策、

いて、中部経

建議している

年度ごとの

平成 年度

中部の発展のために必要

済界の意見・要望として

。

政策要望の特徴は、次の

は、景気対策として 景

な施策につ 本整備等

、毎年秋に 題として

平成

通りである。 減税の実

気の減速に 行うとと

の推進、経済構造改革の推

の行財政改革を要望・提言

年度は、所得税特別減税の

施など景気回復の本格化へ

もに、行財政改革の実施や

進、中期的課

した。

継続や法人税

向けた要望を

中期的な税制
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改革、新産業

年史

・新技術の育成等、産業活性化に向 ［ ］地域経済動向の把握や経済シンポ
第

けた諸施策の章

の推進につい経
済

平成 年度政
策
・ 本格化に向け
財
政 金融・為替政問
題 望、競争力強等
に

実施、中部における社会

て要望・提言を行った。

には、前年度に続いて、

た要望や、税制改正、行

策などの構造改革の実現

化に向けた規制緩和の推

資本整備等 ジウ

景気回復の 本会で

財政政策、 大きなウ

に向けた要 繊維産業

進、産業の 当面の業

ムの開催

は、昭和 年 月より、中

ェートを持つ自動車産業を

、陶磁器産業など主要 業

況と四半期先の見通しにつ

部地域経済に

はじめとして、

種を対象に、

いてヒアリン

対 活性化に向け
す
る 平成 年度
要
望 改正、雇用対・
提

行財政改革、言

の構造改革の

備の促進、新

実施、東南ア

た諸施策の実施について

には、金融システムの安

策など景気の早期回復に

抜本的税制改正、社会保

実施、中部地域における

産業・新技術の創出と育

ジアの経済危機克服に向

要望した。 グを実施

定化や税制 として年

向けた要望、 通算 号

障改革など 更に、

社会資本整 や経営者

成支援策の ため全会

けた諸施策 ケートを

、これらを 中部地域主要

回ずつとりまとめ、平成

を発行した。

平成 年 月より、当地域

自身の情勢認識を、より詳

員企業を対象に景気動向等

実施し、前述のヒアリング

産業の動向

年 月まで

の景気の現状

細に把握する

に関するアン

結果と合わせ

の実施につい

平成 年度

円滑化、内外

雇用対策の拡

の本格的な回

同時に、行

て要望した。

には、景気対策の継続、

金融システムの安定化、

充、老後対策の充実など

復に向けた要望を行った

財政改革の実現、抜本的

て 中部

企業再編の 半期ごと

税制改正、 報提供を

による景気 また、

。 日本再

税制改革の 経済シン

地域の景況と主要産業の動

にとりまとめ、経営判断の

行っている。

混迷の続くわが国経済の再

生 新たな挑戦と創造 を

ポジウムを平成 年 月に

向 として四

一助として情

生を目指して、

テーマとした

名古屋市内で

実施、社会保

施、中部地域

業・新技術の

望した。

平成 年度

策や規制緩和

施を求めた。

障改革の実現など構造改

における社会資本整備の

創出と育成支援策の実施

には、経営の自由度確立

など民間活力を引き出す

更に、持続的な経済成長

革の早期実 開催した

促進、新産 シンポ

について要 学部教授

氏から

に向けた施 いで、ド

諸施策の実 券リサー

を果たすた から 日

。

ジウムでは、初めに、京都

・同大学院人間環境研究科

歴史から見る現代社会のゆ

レスナ ・クラインオ ト

チコンサルタントのピ タ

本再生の条件 について、

大学総合人間

教授中西輝政

くえ を、次

・ベンソン証

・タスカ氏

それぞれ基調

めに、切れ目

政策、少子・

どを要望した

また、わが

方の行政改革

改革の実現な

のない財政政策、機動性

高齢社会への環境整備、

。

国の構造改革のために必

の推進、税制改革の実施

ど行財政改革の推進、中

のある金融 講演が行

税制改正な 経済学部

日本銀行

要な国・地 学院大学

、社会保障 日本再

部地域にお カッショ

われた。その後、名古屋大学

長の奥野信宏氏をコーディ

名古屋支店長の原田靖博氏

教授の橋本久義氏をパネリ

生と中部の役割 について

ンを行った。

経済学教授・

ネーターに、

、政策研究大

ストとして、

パネルディス

ける社会資

出・育成支援

本整備の促進、新産業・新

策の実施についても要望

技術の創

した。



第

章

経
済
政
策
・
財
政
問
題
等
に

第

日本経済の再生をテーマに開
ウムパネルディスカッション

節 中長期的財政問

かれた経済シンポジ
（平成 年 月 日）

題への対応と当面の税制改正に対する

対
す
る
要
望
・
提
言

要望

［ ］財政

題に対す

わが国の財

齢化とそれに

構造改革等中長期的

る意見

政は、今後急速に進展す

伴う社会保障費の増大、

今後の社な財政問
の増大に

は、国及

る人口の高 出削減を

社会資本整 必要であ

会資本整備費や社会保障費

対応し、健全な財政運営に

び地方における徹底的な行

実行し、小さな政府の実現

る。加えて、税収の安定確

など財政需要

努めるために

財政改革と歳

を図ることが

保を図るため

備及び既存設

不足に一層の

うな状況のな

社会資本整備

再構築を着実

本会では、

委員会（平成

備の維持更新費等により

拍車がかかると予測され

かで、思い切った景気対

を着実に実現するために

に進めることが不可欠で

平成 年（ ） 月から

年度より税制・財政委員

、その財源 には、消

る。このよ 税の減税

策の実施や 用等の実

は、財政の また、

ある。 安定を図

、財政金融 で給付と

会と改称） した。

費税率の段階的引き上げと

による直間比率の是正、国

施を行うべきであるとした

社会保障制度の改革につい

る観点から、高齢世代と現

負担の公平を図ることが

所得税・法人

債の弾力的運

。

ては、長期的

役世代との間

必要であると

において、中

化のための財

望を、当面の

せて行ってい

中長期

長期的視点からのわが国

政改革、税制改革に関す

景気浮揚のための税制改

る。

的な財政問題に対する意

財政の健全

る提言・要 財政

正要望と併 財政健

された財

厳しさを

正法 が見

構造改革法に対する意見

全化を目標として、平成

政構造改革法は、その後、

増したことから、平成 年

、更にはその凍結が閣議決

年 月に制定

景気が急速に

月には 改

定され、同年

本会では、

び税制改正に

政府をはじめ

大蔵省等関係

この意見書

平成 年 月に 今後の

対する意見・要望 をと

政府税制調査会、自民党

要路に建議した。

では、中期的な財政問題

財政問題及 月には

りまとめ、 このよ

税制調査会、 に対して

ために、

に関して、 の実現な

財政構造改革法停止法

うな財政構造改革法をめぐ

本会では、当初は、実効あ

歳出削減、市場原理の活用

ど、行政改革を強力に推し

が成立した。

る一連の動き

るものにする

や小さな政府

進めるよう要



第 編 最近の

望を行った。

年史

しかし、平成 年 月以降は、その 部会主催の 税制改正に関する協議会 のヒアリ
第

基本理念は尊章

いては凍結も経
済
政
策
・ 世紀
財
政 べき姿問
題 本会では、等
に

重するものの、現下の経

やむを得ないとした。

を展望した税制・財政改

当面の景気対策を最優先

済情勢にお ングにお

所、日本

度の税制

要望して革のある

これら

とする一方 いた法人

いて、 経済団体連合会、

経営者団体連盟等とともに

改正に対して中部経済界と

いる。

の活動を反映して、本会が

実効税率の国際水準並みへ

日本商工会議

出席し、翌年

しての意見を

長年切望して

の引き下げが、

対 で、そのため
す
る 的な税制・財
要
望 のでなければ・
提

ている。この言

税制・財政問

気対策に縛ら

姿を示す必要

の施策は、 世紀を展望

政のあるべき姿と整合性

ならないとの基本的スタ

意味から、今後も引き続

題を検討していくうえで

れない、本来あるべき税

があるとの認識から、平

した中長期 平成 年

のとれたも 着実にそ

ンスに立っ 平成

きわが国の 要望事項

、当面の景

制・財政の 【平成

成 年 月 法人実

度の税制改正において実現

の成果が表れてきている。

年度以降の本会の税制改正

を挙げると次の通りである

年度】

効税率の引き下げ、試験研

されるなど、

に対する主な

。

究活動への支

に 世紀を

姿（検討の方

その中で、

進国として生

を支えてきた

原理と自己責

展望した税制・財政改革

向について） をとりまと

基本理念として、 わが

き残っていくためには、

経済構造を抜本的に見直

任原則 といった自由主

のあるべき 援税制、

めた。 【平成

国が経済先 直間比

高度成長期 税率の引

し、 市場 取引税の

義の理念に 【平成

地価税の目的達成段階での

年度】

率の是正、所得税減税とそ

き上げ、住宅促進税制の拡

廃止を含む法人税制の見直

年度】

廃止、など。

れに伴う消費

充、有価証券

し、など。

基づいた経済

これらの改

を前提とした

保障 等のナ

とが必要であ

この考えの

これからの

構造へ変革することが必

革を実施する際には、 機

うえで、 社会資本整備

ショナルミニマムの再構

る、としている。

もとで、 財政健全化の

社会保障制度のあるべき

要である、 大規模

会の平等 ての消費

や 社会 【平成

築をするこ 消費税

取り込ん

ための方策、 所得税制

姿、 税制 税引当金

な所得税及び法人税減税と

税率の引き上げ、投資減税

年度】

の引き上げもしくは消費税

だかたちでの 新間接税

度の見直しによる税率の引

制度の維持・拡充、減価償

その財源とし

の拡充、など。

に福祉財源を

の早期導入、

き下げ、法人

却制度の改善、

改革のあるべ

［ ］翌年

昭和 年

面の税制改正

き姿を示した。

度の税制改正要望

月に、翌年度の税制改正

にあたっての要望 を提

法施行

廃止、な

【平成

ベンチ

に向け 当 見直し、

出し、その 【平成

に伴う引当金新設、特別

ど。

年度】

ャー等の事業に対する支援

固定資産税の見直し、など

年度】

土地保有税の

、土地税制の

。

後昭和 年以

合わせ、本会

関係省庁並び

重ねている。

また、平成

降は、毎年の税制改正審

としての要望をまとめ、

に政府・与党税制調査会

年度からは自民党政務

議の時期に 所得税

総理大臣、 新技術の

等へ建議を 【平成

証券税

調査会商工 関する税

特別減税の継続、連結納税

育成や研究開発の支援、な

年度】

制、持株会社やストック・

制の整備、など。

制度の導入、

ど。

オプションに



【平成 年度】 その結果、平成 年度税制改正においては見送

法人事業税

適正化、所

％への引き

税の累進税率

など。

【平成 年度

や法人住民税の見直しに

得税と住民税を合わせた最

下げ等早急な恒久減税の

の簡素化、住宅取得促進

】

よる課税の られたも

高税率の いて、非

実施、所得 て、電気

税制の拡充、 定資産税

行われて

のの、翌平成 年度以降の

課税等特別措置の整理合理

・鉄道・ガス事業のいずれ

の課税標準の特例措置の見

いる。

第
税制改正にお 章

化の一環とし 経
済

においても固 政
策
・直し等が随時
財
政
問
題
等
に

企業再編時

オプション制

金制度改革関

【平成 年度

連結納税制

円滑化に資す

泉分離課税の

の税制上の措置の創設、

度の拡充、相続税の見直

係税制の整備、など。

】

度の早期導入、企業再編

る税制の整備、株式譲渡

継続、法人事業税に対す

ストック・ 租税

し、企業年 平成

等に対応

除・準備

の合理化・ 検討され

益課税の源 本会で

る外形標準 は、環境

特別措置見直しに対する

年度の税制改正審議におい

するため、法人税の税額

金などの租税特別措置の整

た。

は、平成 年 月に、これ

改善、地域開発、産業・技

対要望
す
るて、税収不足
要
望控除・特別控 ・
提

理・合理化が 言

らの特別措置

術の振興など

課税の導入反

［ ］個別

固定資

対、など。

の税目等に対する意見

産税の非課税及び特例措

経済政策

が国経済

献してい

も、企業表明
るこれら

政策目的置の縮減

的要請に基づく課税上の特

の発展のための政策手段と

る。また、今後健全な発展

の投資や研究開発及び環境

特別措置の廃止・縮減する

及び効果を十分検討のうえ

例として、わ

して大いに貢

を図るために

設備等に対す

に際しては、

一律的に行わ

反対の要

平成 年度

収不足等に対

等の公益事業

る固定資産税

検討された。

これらの特

望

の税制改正審議の過程に

応するため、電力・鉄道

が受けている地方税の特

の非課税や特例措置の大

別措置は、元来、企業体

ないよう

おいて、税 制度の存

・ガス事業 試験

別措置であ 増加試

幅な縮減が 基盤技

額控除

質の改善、 公害

要望し、特に以下の項目に

続を強く要望した。

研究費の税額控除

験研究費の税額控除

術研究開発促進のための試

防止設備、廃棄物再生処理

ついては現行

験研究費の税

設備等の特別

公害対策の充

担が企業活動

公共料金の抑

上の特例とし

これらが縮

料金の値上げ

実等の見地から固定資産

の大きな障害とならない

制など経済政策的要請に

て認められているもので

減されると、原価の高騰

や製品のコスト高の原因

税による負 償却

よう、また 高度

基づく課税 却及び

ある。 エネ

による公共 の特別

となり消費 しかし

省力化（高度機械等）促進

特別税額控除

ルギー需給構造改革推進投

償却及び特別税額控除

ながら、平成 年度税制改

税制の特別償

資促進のため

正において租

者物価へ直接

な発展に支障

こうした意

固定資産税の

反対し、現行

影響を与え、更にわが国

となる。

味から、本会では、平成

非課税及び特例措置の縮

制度の維持を要望した。

経済の健全 税特別措

研究費等

年 月に、 害防止用

減について き下げ、

置の整理合理化の一環とし

の税額控除制度の控除率の

設備の特別償却について、

対象範囲の縮減等が行われ

て、増加試験

引き下げ、公

償却割合の引

た。



第 編 最近の

地価税

年史

の廃止についての要望 との意見を関係要路に建議した。
第

地価税は、章

適正化、土地経
済

平成 年に創政
策
・ されている土
財
政 特定の産業に問
題 や、地価税を等
に

地価高騰の際、固定資産

の有効利用促進などを目

設された。しかしながら

地に対しても加重負担を

対する著しい負担となっ

はじめとした土地保有課

税の評価の 平成

的として、 基本理念

、有効活用 地税制改

求めるなど、 の保有・

ていること が見直さ

税が低迷す また、

年度の税制改正において、

に則った土地税制の枠組み

正以降の状況変化などに配

譲渡・取得の各段階での税

れ、一定の調整が行われた

平成 年度の税制改正にお

土地基本法の

を崩さず、土

慮して、土地

負担のあり方

。

いて、長期に

対 る企業収益を
す
る ことから、本
要
望 静した現在で・
提

その存在意言

圧迫し景気回復の足枷と

会では、平成 年 月に

は当初の目的は達成され

義はないものと考え廃止

なっている わたる地

、地価が沈 情勢に鑑

たとして、 の各年の

すべき、 課税は停

価の下落、土地取引の状況

み、臨時的な措置として、

課税時期において、当分の

止されている。

や現下の経済

平成 年以後

間、地価税の

国において

当法規の審議

中間報告が行

対して試案に

第 節 経済法規

は、経済法規等の改正に

会等において審議を重ね

われた段階で、関係する

対する意見照会を求める

等の法律改正に

際して、該 なお、

るとともに、 ら寄せら

各界各層に を公表し

ことが多く

対する意見表明

公取委では、同指針に対す

れた意見を踏まえ、同年

た。

る関係方面か

月に 指針

なってきてい

本会では、

会があったた

先へ意見具申

最近 年間

る意見具申は

る。

下記の法律の改正案に対

め、法規委員会で検討を

した。

における経済法規等の改

次の通りである。

公共

して意見照 団体の

重ね、関係 本会で

な入札に

正案に対す する独占

に対して

このた

的な入札に係わる事業

活動に関する独占禁止法

は、平成 年 月、公取委

係わる事業者及び事業者団

禁止法上の指針（公正取引

意見照会があった。

め、本会では、法規委員会

者及び事業者

上の指針

から 公共的

体の活動に関

委員会原案）

で検討すると

［ ］独占

流通・

指針

平成 年

公取委 と

禁止法

取引慣行に関する独占禁

（ ） 月、公正取引委員

称する）から 流通・取

ともに、

望を聴取

活動を展止法上の

考えられ

会（以下、 おそれが

引慣行に関 指摘、

関係する主要会員企業 社

し、これらをもとに、今後

開していくうえで大きな影

る項目について、特に、

あるもの について、表現

受注意欲の情報交換等

から意見・要

の健全な企業

響を及ぼすと

違反となる

の不明確さを

について、言

する独占禁止

意見を求めら

諸規制を残し

ことの問題点

月、公取委に

法上の指針 原案に対し

れたため、本会では、競

たまま独占禁止法の運用

等を指摘した意見をとり

回答した。

て経済界の 葉の解釈

争制限的な せに関す

強化を行う るべきと

まとめ、同 とめ、同

公取委

の厳密性を求め、 共同

る情報交換 について、具

指摘、など 項目について

年 月に公取委あてに意見

では、原案に対する関係各

企業体の組合

体性を持たせ

意見をとりま

を表明した。

方面からの意



見を踏まえ、表現の明確化や説明不足を補い、ほ 制度のわが国への導入に関して審議を重ねている

ぼ原案どおり

景品規

公取委では

度や価値観の

一般ルールに

の指針を同年 月に公表

制の改正

、経済規模の拡大、消費

変化を理由に、景品規制

関する告示、同運用基準

した。 状況に鑑

した上で

実情を踏

者の購買態 確保への

のいわゆる 製造物責

等を改正す 平成 年

み、製造物責任制度の重要

、製造業のウェートが高い

まえ、消費者・行政・産業

取り組み状況、被害救済の

任制度の現状等広範な分野

月に、 製造物責任問題

第
性を十分考慮 章

中部産業界の 経
済

界の製品安全 政
策
・実態、欧米の
財
政の検討を行い、 問
題について と 等
に

ることとし、

子） を公表

本会では、

意見照会を求

アンケートを

取し、 全般

プン懸賞の上

平成 年 月 景品規制の

した。

公取委事務局より同改正

められたため、関係する

実施し、同改正案に対す

百貨店特殊指定第 項

限金額の引き上げ の

改正案（骨 題する提

その内

案について えに立ち

会員企業に 業の新製

る意見を聴 もたらす

等 オー 早急に製

項目につい の消費者

言を発表した。

容は、消費者保護をより重

、悪質クレームの増加や濫

品開発意欲の低下等、消費

さまざまな影響が懸念され

造物責任制度を導入するの

保護に役立つシステムを、

対
す
る視するとの考
要
望訴の恐れ、企 ・
提

者・産業界に 言

ることにより、

ではなく 真

わが国の実情

て、同年 月

なお、公取

からの意見を

行した。

規制

意見を具申した。

委では、改正案に対する

踏まえ修正し、平成 年

緩和推進計画 中の競争

を踏まえ

関係各方面 え、わが

月から施 る点は改

同制度の

必要との

国民生政策に関

たうえで、わが国の進むべ

国の制度で維持すべき点は

めるという姿勢が必要であ

導入には幅広い観点からの

見解を表明した。

活審議会の結論が 年先送

き方向を見据

維持し、改め

る として、

更なる検討が

りとなった後、

する項目

本会では、

盛り込まれた

独占禁止法の

平成 年 月

して見解をと

本会では、

及び独禁法の運用につい

公取委より 規制緩和推

競争政策に関する各項目

運用に関して意見照会が

公正取引委員会への要

りまとめ意見具申した。

規制緩和の推進について

平成 年て

進計画 に 度の導入

及びその他 ための総

あったため、 の答申が

望事項 と 明したさ

盛り込ま

機会あるご このた

月に産業構造審議会より

を結論とする 事故防止及

合的な製品安全対策のあり

発表された。その内容は、

まざまな懸念と問題点及び

れたものとなっている。

め、この答申に沿った製造

製造物責任制

び被害救済の

方について

本会が前回表

解決策が十分

物責任制度の

とに要望して

禁ずる独占禁

め、再販価格

し縮小の方向

べた。また、

とも確保され

きたが、ここでは持株会

止法第 条の撤廃を求め

維持制度等について、原

で見直しを進めるべきと

市場における公正な競争

るよう、そのルールであ

社の設立を 導入につ

たのをはじ 得たうえ

則禁止ない 会長見解

の意見を述 月に施行

条件が今後

る独禁法を ［ ］商

いて、同年 月、国民のコ

で同制度の導入を図ること

を表明した。なお、同制度

された。

法

ンセンサスを

が妥当とする

は平成 年

運用面から強

［ ］製造

本会では、

化すべきことを併せて要

物責任制度

国民生活審議会が製造物

望した。

平成

己株式取

て意見照

責任（ ） の影響や

年 月、法務省民事局参事

得及び保有規制に関する問

会があったため、本会では

欧米の現状などさまざまな

官室より 自

題点 につい

、企業活動へ

角度から検討



第 編 最近の

を行った結果

年史

、同年 月に、活力ある証券市場の ついて、平成 年 月から検討を開始し、 月に
第

確立に向けて章

度のハーモナ経
済

自由度の高い政
策
・ を求める回答
財
政
問
題

［ ］民事等
に

資金調達環境の整備策や

イゼーションの観点等か

自己株式の取得及び保有

を行った。

訴訟手続

欧米との制 意見をと

ら、かなり

規制の緩和

りまとめ、法務省に提出した。

対
す
る 法制審議会
要
望 民事訴訟手続・
提

りやすくする言

証拠資料の提

て、改正のた

事訴訟手続に

民事訴訟法部会では、平

に関し、国民に利用しや

こと及び民事訴訟の迅速

出を容易にすることなど

めの検討を進め、平成 年

関する改正要綱試案 を

成 年から、

すく、わか

・効率化、

を目的とし

月に 民

公表した。

本会では、

ついての意見

証拠収集手続

業活動に関連

て意見をとり

議した。なお

法務省民事局参事官室よ

照会があったため、争点

の拡充、秘密保護の手続

深いと思われる事項の

まとめ、平成 年 月法

、同案は平成 年 月に

り同試案に

等の整理、

等今後の企

項目に絞っ

務省あて建

改正され、

平成 年 月

［ ］倒産

法制審議会

産法制に関す

務省民事局参

に施行された。

法制

倒産法部会では、平成 年

る改正検討事項 をとり

事官室を通じて本会あて

月に 倒

まとめ、法

に意見照会

があった。

当時、わが

としては、破

の中の特別清

きを規律する

まで全面的な

国の倒産にかかわる裁判

産法、和議法、会社更正

算と会社整理があり、こ

法律は、会社更生法を除

見直しが行われておらず

上の手続き

法及び商法

れらの手続

くと、これ

、現代の社

会経済状況に

本会では、

会に合理的に

人にとって公

て、特に企業

適合していない面が多く

この問題の重要性を鑑み

合致する手続きの制定

平、迅速な手続の実現

活動に関連が深いと思わ

見られた。

、 経済社

利害関係

を基本とし

れる事項に



展ビジョンの策定と推進

第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ

［ ］第四

位置づけ

第 節

生活と中部の
化して

に発展

と中部

や経済活動の圏域が拡大し

いる実態を踏まえ、定住構

させる必要があること。

、交流が活発

想の理念を更

ン
の
策
定
と
推
進

第四

第四次

う）は、昭

回目の全

の基本目

めの住宅

次

全国

和

国総

標等

、都

全国総合開発計画

総合開発計画（以下

年（ ） 月に閣議

合開発計画で、わが国

を示すとともに、それ

市、道路、空港等の社

四

決

の

を

会

東京

的な国

がある

こうし

本的目標

げたこと

全総 とい

定された

国土づくり

実現するた

資本整備の

を中心とした世界都市機能

際化の進展に、適切に対処

こと。

て策定された四全総の特徴

として 多極分散型の国土

にあり、 安全でうるおい

の集中や本格

していく必要

は、計画の基

の形成 を掲

のある国土の

あり方な

三次全国

なった。

四全総

て、おお

三次にわ

どを

総

では

むね

たる

世界の各地域

長期的に方向づけるも

合開発計画以来、 年

、 世紀への国土づく

年を目標年次とし

全総計画の成果を継承

に伍していける魅力の

の

ぶり

り

、

す

創

上に、特

特定の地

能の過度

補完、触

の国土を

いる。

この基

であり、第

の改定と

の指針とし

これまでの

るとともに、

出、地球環

色ある機能を有する多くの

域への人口や経済機能、行

の集中がなく、地域間、国

発し合いながら交流してい

形成することを目標とする

本的目標を実現するために

極が成立し、

政機能等諸機

際間で相互に

る多極分散型

と記されて

提唱されたの

境にやさ

重点化・

現など、

するため

地域

のため

しい

効率

新た

、以

の産

の工

地域づくり、社会資本

化、成熟社会にふさわ

な地域課題や経済社会

下の点を踏まえて策定

業構造転換を図るため

業化ばかりではなく、

整

し

の

さ

、

多

が 交流

いて開発

を基礎的

機能に応

的に形成

連携する

備における

い生活の実

変化に対応

れた。

地域活性化

様な産業振

ネットワーク構想 である

戦略として掲げた生活圏域

な単位としつつ、中心とな

じ、定住圏を超える広域的

する。更に、それぞれの圏

ことによって、ネットワー

。三全総にお

である定住圏

る都市の規模、

な圏域を重層

域が全国的に

クを形成する

興施策

国土

圏の発

連絡す

せる必

を展

の主

展を

る全

要が

開する必要があること

軸は形成されつつある

促進するためには、地

国的なネットワークを

あること。

。

も

方

早

ことが提

四全

中部は

工業生産

のの、地方

主要都市を

期に完成さ

唱されている。

総における中部の位置づ

、四全総において、機械等

機能の高い集積、先進的な

け

を中心とする

農林水産業の

第 章第 章

次全国総合開発計画

国土総合開発計画

中長期の地域発

第 章
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全国総合開発計画（概要）の比較

名称（略称）

閣 議 決 定

策定時内閣

背 景

第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ

全国総合開発計画 新全国総合
（全 総） （新全

昭和 年 月 日 昭和 年

池田内閣 佐藤

高度成長経済への移 高度成長
行 人口、産
過大都市問題、所得 集中

格差の拡大 情報化、

開発計画 第三次全国総合開発計
総） （三全総）

月 日 昭和 年 月 日

内閣 福田内閣

経済 安定成長経済
業の大都市 人口、産業の地方

散の兆し
国際化、技 国土資源、エネ

画 第四次全国総合開発計画 世紀
（四全総） デザイ

昭和 年 月 日 平

中曽根内閣

人口、諸機能の東京 地
分 一極集中 問題

産業構造の急速な変 諸国
ル 化等による地方圏での 人

の国土のグランド
ン

成 年 月 日

橋本内閣

球時代（地球環境
、大競争、アジア
との交流）
口減少・高齢化時

長 期 構 想

目 標 年 次

基 本 目 標 地

開発方式等 拠

ン
の
策
定
と
推
進

所得倍増計画（太平 術革新の進
洋ベルト地帯構想）

昭和 年 昭和

域間の均衡ある発展 豊な環境の創

点開発構想 大規模プロジ

展 ギー等の有限性の顕
化

昭和 年からおおむね
年度

年間

人間居住の総合的環境
造

整備

ェクト構想 定住構想

在 雇用問題の深刻化 代
本格的国際化の進展 高

世
ドデザ
から多

おおむね平成 年（ 平成
年）

の 多軸型
多極分散型国土の構築

礎づく

交流ネットワーク構想 参加と

度情報化時代

紀の国土のグラン
イン 一極一軸型
軸型国土構造へ

年から 年（
年）

国土構造形成の基
り

連携

展開などによ

く寄与してき

加えて、名

が広域的分散

成されている

って、産業面でわが国の

た地域として評価された

古屋圏をはじめとして多

的に配置され、ゆとりあ

ことから、これらを活か

発展に大き

。

くの都市圏

る地域が形

した開発・

対する

［ ］

ン

備えを充実させることが

世紀の国土のグ

と中部の役割

示さ

ラ

れた。

ンドデザイ

整備の基本的

すなわち、

を形成するた

際交流機能の

は、名古屋圏

域たるにふさ

ともに、内陸

方向が提示された。

わが国の代表的な産業技

め、情報・研究開発機能

強化等を図ることである

において、世界的な産業

わしい高次都市機能の集

・東部地域は、東京圏等

術集積地域

の強化、国

。地域別で

技術中枢圏

積を図ると

との連携を

新

世

を示す

催され

た。翌

ンドデ

し

紀

た

て

平

ザ

考え方に

い全国総合開発計画

の望ましい国土の姿と

め、平成 年 月第 回

以降、新しい全総計画

成 年 月には、 世

イン 新しい全国総合

ついて が示され、計

に対

そこ

国

の検

紀

開発

画

する要望

に至る道筋と

土審議会が開

討が進められ

の国土のグラ

計画の基本的

の概要が明ら

も活かしつつ

を図ることが

地域間の連

効果を十分に

とともに、伊

間の機能分担

産業の集積と研究開発機

必要であると示された。

携を強めることも提示さ

活かすための南北の連携

勢湾地域等の整備などに

とネットワーク化を図り

能等の強化

れ、集積の

を強化する

よる各地域

つつ、北陸

かにな

本会

の意見

計画に

国土審

この

っ

は

が

対

議

中

た。

これを受け、最終的な

反映されるよう、 新し

する要望 をとりまと

会、国土庁等へ建議し

で特に、多重型・循環

計画

い

め、

た。

型交

に中部経済界

全国総合開発

平成 年 月、

通ネットワー

をはじめ関東

が盛り込まれ

自然環境に

ともに、貴重

れあいを推進

、近畿等との連携を一層

た。

関しては、優れた自然を

な地域資源である自然や

する一方、東海地震等の

深めること

保全すると

文化とのふ

自然災害に

ク 国

日本広

計画に

更に

中央

土

域

明

、

日

軸のロータリー機能の

国際交流圏の形成につ

確に位置づけられるよ

北陸経済連合会と共同

本広域国際交流圏の形

構築

いて

う提

で、

成に

による中央

、新しい全総

言した。

平成 年 月

関する要望

閣 議 決 定

策定時内閣

背 景

長 期 構 想

目 標 年 次

基 本 目 標

開発方式等

名称（略称）
全国総合開発計画 新全国総合
（全 総） （新全

開発計画 第三次全国総合開発計
総） （三全総）

画 第四次全国総合開発計画 世紀
（四全総） デザイ

の国土のグランド
ン



を国土審議会計画部会、国土庁長官等に対し建議 関西圏と他の地域を第一国土軸（太平洋ベルト地

した。

国土軸に関

土軸）の基盤

ている西南地

整備が必要で

成するにあた

しては、太平洋ベルト地

整備、北東地域と比較して

域や日本海沿岸地域の重

あると提案した。更に、

っては、ブロック間ある

帯）とし

帯（第一国 き続き大

立ち遅れ 能移転に

点的な開発 計画の策

国土軸を形 併せて

いは地域間 り込まれ

て一律的に扱うのではなく

命題として取り組むべきこ

必要な各種機能や基盤整備

定を要望した。

、中部地域の位置づけに関

るべき構想、プロジェクト

、四全総に引

とや、首都機

を盛り込んだ

し、明確に盛

を提言した。

第
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を結ぶ連携軸

べきとした。

また、東京

の整備を行い、この輪を

一極集中の是正に関して

中部

広げていく 具体的に

尾三地域

は、東京圏、 な視点に

の国土軸のロータリー構想

は、環伊勢湾地域、三遠南

を対象とした県域にとらわ

立った地域づくりなどであ

概念図

信地域、東濃

れない広域的

る。また、高

ン
の
策
定
と
推
進
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次都市機能、

年史

国際交流基盤の拡充整備なども盛り しくなる状況に柔軟に対応するための試みがなさ

込んだ。

新しい全総

られ、平成

計画部会審

本会ではこ

合開発計画に

第

章
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展
ビ
ジ
ョ

計画は、その後精力的に

年 月第 回国土審議会

議経過報告 がとりまと

れを受け、同年 月 新

おける中部地域の位置づ

れた。

検討が進め 番目

において、 資額を明

められた。 の策定当

しい全国総 なってお

けと基盤整 うとした

の特徴は、国土基盤整備の

示しなかったことである。

時、財政構造改革が橋本内

り、投資の重点化、効率化

ためと考えられる。

ための公共投

これは、計画

閣の大命題と

の方向を示そ

備について

映されるよう

この提言で

ける中枢的国

を提唱した。

流圏の形成、

よる世界都市

ン
の
策
定
と
推
進

をとりまとめ、新しい全

要望・提言を行なった。

は、まず、中部が環太平

際交流拠点を形成するこ

これに基づき、中央日本

海外とのグローバルネッ

機能の分担・強化、国際

総計画に反 番目

き国土の

洋地域にお の縦断方

との必要性 が、複数

広域国際交 これによ

トワークに が国のア

交流基盤の ている。

の大きな特徴としては、

姿として多軸型の国土構造

向に長く連なる軸状の圏域

に相互連携する姿を示した

って、日本列島を 庭園の

イデンティティーを確立す

世紀のあるべ

を掲げ、国土

である国土軸

ことである。

島 とし、わ

べきと記され

拡充整備につ

づけられるこ

加えて、前

言と同様に、

クトを盛り込

県域にとらわ

いて、新しい全総計画に

とを要望した。

述の平成 年 月に行っ

中部にとって不可欠な構想

んだ。具体的には、国土

れない広域的な視点に立

明確に位置 具体的

中心とし

た要望・提 軸、日本

、プロジェ それぞれ

軸の整備、 された。

った地域づ このよ

な国土軸としては、太平洋

た西日本国土軸に加え、新

海国土軸、太平洋新国土軸

の国土軸の発展方向や国際

うな国土構造を構築するた

ベルト地帯を

たに北東国土

が提唱され、

交流の姿が示

めの課題とそ

くり、高速交

えた全国総合

正と各地域の

世

中部の役

） 世紀

通体系の整備、首都機能

開発計画の策定、東京一

個性ある発展について要

紀の国土のグランドデザ

割

の国土のグランドデザイ

移転を踏ま の戦略に

極集中の是 方公共団

望した。 ティア団

を求めて

て、多自然イン と

ン、地域

ン の策定 取り上げ

は参加と連携が必要である

体はもちろんのこと、民間

体、地域住民等多様な主体

いる。また、課題達成のた

居住地域の創造、大都市の

連携軸の展開、広域国際交

られた。

とし、国、地

企業、ボラン

の参加と連携

めの戦略とし

リノベーショ

流圏の形成が

世紀の

年 月、第

日に閣議決定

新しい全総

発計画 と称

これまでの全

国土のグランドデザイン

回国土審議会で採択さ

された。

計画は、あえて 第五次

しなかったことからもわ

総計画とは一線を画すも

は、平成 ） 新し

れ、同月 本会で

発計画に

全国総合開 総合開発

かるように、 化 （平成

のであった。 可欠な施

い全総計画における中部の

は、前述した通り、 新し

対する要望 （平成 年）

計画における中部地域の位

年）をはじめとして、中

策、プロジェクト等が盛り

位置づけ

い全国総合開

、 新しい全国

置づけの明確

部にとって不

込まれるよう

具体的には、

たことがあげ

目標年次を明

いうかたちで

年

まず、計画の目標年次に

られる。これまでの全総

確な年度、あるいはおお

定めていたが、新しい全

とし、経済社会の変化が

幅を持たせ 提言・要

計画では、 計画に反

むね何年と 新しい

総計画では、 技術の世

ますます激 を対象に

望を行ってきた結果、以下

映することができた。

全総計画において中部は

界的中枢としての役割を果

多様な交流が活発に行われ

に示すように

、 先端的産業

たし、全世界

る地域 と位



置づけられた。これは、これまで中部がものづく 具体的な施策に関しては、中部新国際空港、伊

り拠点として

が大きく評価

農林水産業、

的蓄積等が総

地域整備の

外との密度の

、わが国の発展を牽引し

されたものであり、加え

わが国を代表する美しい

合的に評価された結果と

基本方向として、名古屋

濃い交流を通じて、 世

てきたこと

て先進的な

自然や歴史

いえよう。

圏は、国内

紀を切り開

勢湾諸

の交通

中部縦

た高規

整備な

港

基

貫

格

ど

盛り込ま

・清水港、及びこれら

盤の整備や、第二東名

、中部横断、三遠南信の

幹線道路をはじめとし

、中部の発展に不可欠

のア

・名

各自

た道

な社

れた。加えて、物流、コン

第
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クセスのため

神、東海北陸、

動車道といっ

路交通体系の

会資本整備が

ベンション等

く知恵や価値

すべきとされ

地域として位

術を持つ都市

ちた圏域に、

彩な産業を持

発に行われる

が創造される圏域となる

た。内陸・南部地域は、

置づけられ、特定分野で

が織りなす美しさと知的

また、東部地域は、独創

ち、それに関連した文化

世界に開かれた自律性の

ことを目指

多自然居住

最先端の技

な機会に満

性のある多

活動等が活 ［ ］中
高い圏域と

の国際

水産業

産業遺

開方向

交

の

産

が

部圏基本開発整備計画

流機能、研究開発機能

高付加価値化、恵まれ

、自然環境の活用など

示された。

等の

た歴

に関

の改定

ン
の
策
定
と
推
進

高度化、農林

史・文化遺産、

し、施策の展

なることが示

更に、各地

じて、国土の

形成すべきと

された。

域がこのような圏域とな

中央部を広く覆う広域国

された。

中部圏基本開

平成

ることを通 国土構造

際交流圏を たことを

開発整備

発整備計画の策定経緯（第

年 月、新しい全総計画が

のあり方や基本的な課題、

受けて、平成 年 月 日

計画（第 次）が変更され

次 第 次）

閣議決定され、

戦略が示され

、中部圏基本

た（同年 月

項 目

策 定 時 期

計 画 期 間 昭

変更された
背景

第 次計画

昭和 年 月
（第

和 年度から 年度 昭和
間

第
る経
第三
定

第 次計画

昭和 年 月
次計画の全面変更） （第

年度からおおむね ヵ年 昭和 年
間

次オイルショック等によ 中部圏
済、社会情勢の変化 立ち遅
次全国総合開発計画の決 第四次

定

第 次計画 第

昭和 年 月 平成
次計画の全面変更） （第 次計

度からおおむね ヵ年 平成 年度か
間

の高次の諸機能集積の 圏域内及び
れ たな連携・
全国総合開発計画の決 全国総合

国土のグ
決定

次計画

年 月
画の全面変更）

らおおむね ヵ年

国内外における新
交流の進展
開発計画 世紀の
ランドデザイン の

人 口 規 模 昭
年
約

開発整備の
基本方針 び

地
備

和 年 万人（昭和 昭和
万人）うち都市人口 年

万人 都市地

地域間格差問題、過密問題及 国土
過疎問題に対処する。 それ
わが国で屈指の成長力の高い 済的な
域にふさわしい産業基盤の整 の連帯
を促進する。 展を図
交通通信施設の整備 一体
都市と農山漁村との調和のと 自然
れた地域社会の形成 定住
土地、水資源の計画的開発と の整

年 万人（昭和 平成 年
万人）うち名古屋大 年

域 万人 万人

利用の偏在を是正する。 高次の
ぞれの地域の社会的、経 的な地域
基盤をいかし、その相互 性を向上
により圏域の均衡ある発 多様性
る。 る圏域を
的な圏域づくり 創造性
と調和のとれた人間居住 枢的圏
のための総合的居住環境 多様で
備 自然を

万人（昭和 平成 年
万人）うち東海地域 年 万

平成 年

諸機能を育成し、主体 多軸型国土
づくりを推進し、中枢 しい流れを創
させる。 グローバルネ
に富み、まとまりのあ を担う圏域を
形成する。 目標とする
に富む産業と技術の中 世界に開か
域の形成 国際的産業
活発な交流の場の形成 の形成
生かした美しく安全な 美しい中

万人（平成
人）人口のピーク
万人

形成に向けての新
出するとともに、
ットワークの一翼
形成する。
社会や生活の姿
れた圏域の実現
・技術の創造圏域

部圏 の創造

注 人口規模の
備区域、 東
（出所 中

合理配分及び観光開発の促進 地域
の振
全国
基盤

都市人口 は中部圏を都市地域とその
海地域 は岐阜県、愛知県、三重県を
部圏基本開発整備計画（第 次） 平

社会の安定のための産業 圏域の
興 豊かで
的、国際的機能の強化と 多極連
施設の充実

他地域に分けた際の都市地域の人口
あわせた地域をそれぞれ指す。
成 年 月・国土庁）

形成 誰もが暮ら
快適な居住環境の形成 現
携型圏域構造の形成 目指すべき

開かれた多

、 名古屋大都市地域 は中部圏開発

しやすい圏域の実

圏域構造 世界に
軸連結構造

整備法による都市整

項 目 第 次計画 第 次計画 第 次計画 第 次計画

策 定 時 期

計 画 期 間

変更された
背景

人 口 規 模

開発整備の
基本方針



第 編 最近の

日公表）。

年史

形成、 豊かな自然と共生した循環型社会の構築、

当計画

委員長を

員会及び

年余に及

新しい

の策

務め

同委

ぶ審

中部

整備法に基づ

定に当たっては、本会

る国土審議会中部圏開

員会内に設置した計画

議を経て決定したもの

圏基本開発整備計画は

の

発

部

で

、

いて、長期的かつ総合的

安部会長が

整備特別委

会等で、

ある。

中部圏開発

な視点から

創造

すい圏

える交

の形成

性

域

通

の

豊かな諸活動の展開、

づくりの推進、 多様

、情報通信体系の整備

つを提唱している。

誰

な連

と良

もが暮らしや

携、交流を支

質な社会資本

今後の中

り、計画

している

今回策

の基本的

目標と

部圏

期間

。

定さ

考え

する

姿 として、

の開発整備の方向性を

は平成 年度からおお

れた第 次計画は、新

方を踏まえ、

社会や生活の

示

む

し

世界に開か

すものであ

ね ヵ年と

い全総計画

世界に開かれた多軸連結構造のイメージ

れた圏域

産業・技

成、

創造、

い圏域の

ている。

の実

術の

美し

誰も

実現

現、 国際的

創造圏域の形

い中部圏 の

が暮らしやす

の つを掲げ

また、

構造 と

てより提

のロータ

て、 つ

の国土軸

目

して

唱し

リー

の国

を連

圏域軸を形成

指すべき圏域

、本会がかね

ている国土軸

構想を反映し

土軸とそれら

結する つの

し、多軸型国

土形成に

れを創出

ローバル

翼を担う

多軸連結

きとして

向け

する

ネッ

“世

構造

いる

ての新しい流

とともに、グ

トワークの一

界に開かれた

”を形成すべ

。

更に、

るための

世界に

携、交流

準の産業

これ

重要

つな

の展

・研

らを 実現す

施策 として、

がる多様な連

開、 世界水
（出

究開発集積の
所 中部圏基本開発計画（第 次 平成 年 月、国土庁））



［ ］

第 節 中部の

世紀中部の構図 の

広

策

域的・中長期

しい”定

的

地域

トワーク

開発構想の策定

づくりを基本コンセプ

型地域構造のもと、ゆ

ト

とり

とし、多極ネッ

と活力、創造

第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ

本会で

という節

の長期ビ

した。こ

トは、そ

広く取り

は、

目の

ジョ

の構

の後

入ら

針の役割を果

昭和 年（ ） 月

年に、 年を目標年

ン 世紀の中部ビジ

想で提案したさまざま

、国・自治体などの中

れるなど、中部が躍進

に

次

ョ

な

・

す

たした。

創立 周年 性にあ

とする中部 初め

ン を策定 次いで

プロジェク ドデザ

長期計画に よる広

るための指 知、岐

ふ

に

、

イ

域

阜

中央の許

れる中部の構築を目標

世界、日本、中部の

目標実現のため、 世

ンとして、道州制の導

行政への移行を提案し

、三重、静岡、長野の

とし

年

紀の

入や

た。

県

認可権や財源委譲を受ける

た。

の姿を展望し、

中部のグラン

市町村合併に

中部州は、愛

で構成され、

べきであると

ン
の
策
定
と
推
進

しかし

革、急速

など、経

て、新た

このた

平成 年

その

な技

済社

なビ

め、

月

後、国内外における政

術革新や地球規模の環

会の大きな変化を受け

ジョンの策定が必要と

本会の創立 周年記念

に、目標年次を 年

治

境

た

な

事

に置

・経済の変 した。

問題の生起 化、福

ことによっ 政治・

った。 ている

業として、 また

いた長期 ゾーン

こ

祉

経

将

、

を

れによって、産業振興

行政をはじめ、自治機

済活動における中枢管

来像を描いた。

首都機能を分担できる

整備すべきと提言した

、地

能を

理機

よう

。情

域開発、国際

高め、中部の

能が強化され

国際ビジネス

報通信基盤が

ビジョン

く す

要望を行

当ビジ

ると

った

ョン

世紀中部の構図 をと

ともに、実現に向け関

。

では、“人にやさしい

り

係

”“

まとめ、広 整備さ

先に提言・ メッセ

都市の

地球にやさ 核とし

環状自

空港機

れ

が

形

、

動

能

流機能な

、国内外の主要企業が集

開かれる高度な都市機

成を提案した。更に、

知多半島をはじめ、環

車道・東海北陸自動車

を活用した産業機能・

どを有する臨空都市圏

ま

能を

中部

伊勢

道の

物流

が形

り、国際会議・

備えた 時間

新国際空港を

湾地域、東海

沿線地域に、

機能・情報交

成される姿を

示した

その

合物流

のあり

世紀

要な事

。

ほ

拠

方

の

柄

かにも、国際共同研究

点の形成や、新しい産

、文化的で潤いのある

日本、世界の発展を担

について、総合的に提

開発

業技

環境

って

案し

拠点、国際複

術、交通体系

など、中部が

いくために必

た。

長期ビジョンを描いた 世紀中部の構

［ ］

湾

図

総

わが国

ニュー

合開発構想 の策定

中

は、バブル景気の崩壊によ

部 環伊勢

って、日本式
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モデルともい

年史

われた経済社会システム げた。の抜本的な
第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ

見直しを

都市機能

など、これ

バル化の

自然との

迫ら

の過

ま

進展

共生

り組むべき課

れることとなった。首

度の集中排除、国土の

で取り組んできた課題

に対応した経済社会の

が可能な地域開発など

都

均

に加

再

、

題が加わった。

第

畿圏と

の日本

本列島

れた開

度化、

は

の

の

の

発

国

圏への高次

衡ある発展

え、グロー

構築、人と

長期的に取

首都機能の分担 で

連携のもとに国際貢献

発展を担っていくべき

中央に位置するという

余力を活かしながら、

際機関や内外の世界企

ある

を果

であ

ロケ

産業

業の

。首都圏、近

たし、 世紀

るとした。日

ーションや優

技術集積の高

立地促進、金

ン
の
策
定
と
推
進

このた

期的・広

あると判

連携しつ

勢湾総合

部会、都

め本

域的

断し

つ作

開発

市機

るとともに、

会では、伊勢湾を取り

発展の指針を新たに確

、平成 年から中部

業を開始した。同協議

推進委員会を設置し、

能・プロジェクト検討

高い次元から助言・意

巻

立

推

会

そ

部

見

融、通

国際中

番

オブ・

的に産

びに世

信

枢

目

エ

業

界

ら人材・

く中部の長

する必要が

進協議会と

の中に環伊

の下に総括

会を設置す

をもらうた

をはじめとした世界都

機能を高めることを目

に 産業・技術・研究

クセレンスの形成 を

・技術・研究開発を創

経済の発展を担う地域

市機

標と

開発

掲げ

出す

を目

研究機関の集積を高め、研

能の強化など、

した。

のセンター・

た。相互循環

る、わが国並

指し、内外か

究開発機能の

めの諮問

名近く

具体的検

ターゲット

中部 環

本構想

機関

の

討が

と

伊勢

では

として特別顧問会議を

有識者、専門家からな

進められ、平成 年

したグランドデザイン ニ

湾総合開発構想 をと

、環伊勢湾地域の開発

置

る推

月

ュー

り

整

強化を

博（現

な研究

ること

番

げた。

図

．

開

を

目

当

いた。総勢

進体制で

、 年を

・

まとめた。

備の理念と

ることが必要とした。

年日本国際博覧会

発、研究交流拠点とし

盛り込んだ。

に 世界に開かれた国

時は、 年長野冬季

加え

）を

ての

際交

オリ

て、 世紀万

通じ、国際的

地位を確立す

流拠点 を掲

ンピック、

して、

中部” を

本の新し

世界経済

すととも

世紀

定

い

の発

に、

（人と調和）

日本の発展を担う“ニ

めた。これには、 世

よりどころ……心（

展に貢献するという中

次のような理念を込め

ュー

紀に

部

て

世紀初

際博覧

グロー

ビッグ

こう

となる

頭

会

バ

プ

し

た

る国際ビ

・

おける日

）として

の目標を示

いる。

開港予定の中部新国際

開催など、産業・経済

ルネットワークを構築

ロジェクトを推進して

たことから、経済・文

め、ヒト・モノ・情報

ジネス拠点の形成や、

空港

・文

す

いた

化の

の交

国

、 年の国

化などに関し、

る契機となる

。

国際交流拠点

流する魅力あ

際的な研究開

人・自

産業・

ゆとり

然

技

と

に優しい環境と調和した

（交流）

術・研究開発・情報・文

（快適な環境）

安らぎのある快適で安全

（研究）

地域

化の

な都

発・技

文化、

交流拠点 交流事

番

市環境 多極

枢都市

術

ス

業

目

循

名

協力拠点の整備を図る

ポーツ、デザイン等に

展開を目標とした。

の基本目標として、国

環型ネットワークの形

古屋の世界都市機能を

とと

つい

土構

成

強化

もに、芸術、

ての国際的な

造の観点から、

を掲げた。中

するとともに、

国際的

目標に

また、

な

向

本構

創造研究開発拠点

（目標と遂行

かってプロジェクトの着

想は、基本目標として

）

実な

次

それぞ

を重層

実現 なった

あると

の つを掲 この

れ

的

均

し

た

の都市圏が活力ある発

に広げることによって

衡ある発展を目指して

た。

め、高速交通体系、情

展を

、中

いく

報通

遂げ、その輪

部が一体的と

ことが重要で

信基盤の整備

（人と調和）

人・自

産業・

ゆとり

然

技

と

に優しい環境と調和した

（交流）

術・研究開発・情報・文

（快適な環境）

安らぎのある快適で安全

（研究）

地域

化の

な都

交流拠点

市環境

国際的

目標に

な

向

創造研究開発拠点

（目標と遂行

かってプロジェクトの着

）

実な実現



環伊勢湾地域開発整備の理念と基本目標
第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定
と
推
進

を図り、

軸の拠点

リー機能

更に、

速な進展

ため、

首都

とな

を発

地球

など

番目

さしい環境調

圏、近畿圏、北陸圏を

り、国土軸相互を結び

揮すべきであるとした

環境問題の顕在化や高

、時代の大きな流れに

の基本目標として、

和型の地域社会 を、

結

つ

。

齢

対

人と

ま

域開発

した。

本会

理大臣

地元選

配布す

界から

、

で

は

出

る

の

ぶ国土循環

けるロータ

化社会の急

応していく

自然にや

た 番目の

環境関連など、 のプ

は、この ニュー

じめ関係閣僚、関係省

国会議員や大学関係者

とともに、新国土計画

要請により多様な場で

ロジ

庁、

、地

懇話

紹介

ェクトを提案

・中部 を総

地元自治体、

元経済界等へ

会をはじめ各

・説明を行い、

目標とし

環境の形

環境調

どによっ

くととも

アメニテ

て、

成

和型

て、

に、

ィー

ゆとりと安らぎのあ

を掲げた。

の地域開発、環境関連

中部の豊かな自然環境

自然とのふれあい、文

あふれる地域づくりを

る

の

を

化

進

合意形

［ ］

の

成

ニ

発

都市・生活

技術開発な

保全してい

的な豊かさ、

めていくこ

を図った。

中部 推進協議

ュー 中部

展的改組

会

推

の設立と

進機構 へ

とを盛り

また、

プロジェ

新国際空

線、 世

込ん

具体

クト

港、

紀万

だ。

的なプロジェクトとし

として当地域が取り組

第二東名・名神高速道

博のほか、高次都市機

て

ん

路

能

中部

れてい

によっ

備を図

中

る

て

る

、当時 大

でいた中部

、中央新幹

の強化、地

部 推進協議会 の

推進協議会は、 世紀

開発プロジェクトと高

相乗効果を図り、中部

ことを目的として、平

設立

を目

速交

の総

成

指して計画さ

通機関の連携

合的な開発整

年 月に設立
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された。

年史

更に、平成 年には、前述のように ニュー
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中
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ジ
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設立に

産業界や

結果、

中部のプ

した。

あた

経済

余

ロジ

最初の事業

っては、本会が中核と

団体、自治体等に参加

の企業、団体の参加を得

ェクト推進の一翼を担

として 世紀中部の

な

を

る

う

幹

・

地域が一

ニ

発展的

中部

り、中部の

呼びかけた

ことができ、

役割を果た

線道路網構

中部 を策定し、中部の

体となった活動を展開した

ュー 中部推

改組

推進協議会は、以上のよう

発展に向け、

。

進機構 への

な役割を果た

ン
の
策
定
と
推
進

想 を手

遅れてい

備を図る

込まれる

行った。

ど盛り込

がけ

る中

ため

よ

この

まれ

た。東京圏、大阪圏に

部の高速幹線道路ネッ

、第 次道路整備 箇

う、関係機関への提言

結果、中部の主要道路

るという成果を得た。

比

ト

年

・要

構

したが、

にするこ

域にわた

取り組み

このた

産官学一

べて整備が

ワークの整

計画に盛り

望活動を

想がほとん

ニュー ・中部 を

となく、着実な推進を図る

って地域間の連携を緊密に

むことが必要であると考え

め、中部 推進協議会を発

体となり、この構想の推進

絵に描いた餅

ためには、広

し、長期的に

た。

展的に改組し、

をはじめ、整

ニュー 中部推進機構の概要



合性のとれた総合的な開発整備を進めていくため、 部の発展に不可欠な機能強化策や、具体的に推進

平成 年

設立した

事業と

調査研究

ついて、

。

して

、企

地域

に対する積極

月 ニュー 中部

は、広域プロジェクト

画立案、関連する諸制

間、関係者間との調整

推進

等

度

、

的な働きかけを行うこと

機構 を すべき

進方策

についての 制のあ

・法規等に 月に

関係各省庁 用規制

、

、

り

に

とした。 この提

あるいは積み残された

更に構想の推進にあた

方についての提言を盛

環伊勢湾総合開発構想

関する提言 としてと

プロ

って

り込

の見

りま

言においては、新しい全総

第
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ジェクトの推

の土地利用規

み、平成 年

直しと土地利

とめた。

計画で位置づ

具体的

に関する

の同構想

よる期成

化を構想

・

には

特別

の反

同盟

した

中

よう、中部

、まず、環伊勢湾地域

立法の制定並びに新し

映を図るため、地元選

会的組織である国会議

。同時に、地域におい

部 が新しい全総計画

総

い

出

員

て

に反

県と名古屋市、大学、各

合開発整備 けられ

全総計画へ いくた

国会議員に る産業

連盟の組織 高速交

も ニュー 国際交

映される て検討

た

め

技

通

流

を

県商工会議 州制の導

先端的産業技術の世界

、情報通信、環境、バ

術集積の高度化ととも

ネットワーク機能、環

機能などの強化策やプ

行った。加えて、市町

的中

イオ

に、

境保

ロジ

村合

入、中央地域への首都機能

ン
の
策
定
と
推
進

枢を形成して

等の振興によ

陸・海・空の

全・創出機能、

ェクトについ

併の促進と道

移転を盛り込

所連合会

との緊密

更に、

学園都市

ともに、

動を展開

など

化を

総合

並び

地域

する

、地域づくりに関係す

図った。

的な高速交通体系の建

に高次都市機能の強化

コンセンサスの形成に

こととした。

る

設

に

向

有識者団体 んだ。

また

促進や研究 指した

取り組むと 難であ

けた広報活 規制の

意した

、

当

る

問

今

日本経済全体が停滞す

地域のみを対象とした

と判断し、これに代え

題点を抽出するととも

後の望ましい制度を提

るな

特別

て現

に、

言し

かで、当初目

法の制定は困

行の土地利用

環境保全に留

た。

この機

欠なプロ

た結果、

とした諸

きな成果

関を

ジェ

新し

計画

を生

［ ］ 環

設立以降、中部の発展

クトや施策を積極的に

い全総計画などの国の

にその多くが盛り込ま

み出した。

伊勢湾総合開発構

に

提

計

れ

想

とって不可 この

言・要望し して、

画をはじめ となっ

るなど、大 規制の

した。

地域と

直しとの見直し

な

環

た

枠

更

い

土

かで、今後の土地利用

伊勢湾地域において広

開発計画を推進する場

を超えた弾力的な対応

に、市街化区域、市街

った専用化を指向する

地利用の複合化、土地

計画

域的

合に

が望

化調

地域

利用

展開の方向と

かつ官民一体

は、個別法の

ましいと指摘

整区域、用途

区分方式の見

のあり方を総

と土地

平成

構想の実

勢に大き

年日

利

年に

現に

な変

本国

用規制に関する提

ニュー ・中部

取り組むなかで、中部

化が生じた。中部国際

際博覧会の開催決定、

言

を

空

首

合的にの策定
域が抱

を策定し、 の拡充

取り巻く情

港の建設、 ［ ］
都機能移転 ン

評

え

な

ド

価できる客観的な分析

る個々の課題に対応し

どについて提言した。

中央日本広域国際

デザイン の策定

手法

得る

交

の確立、各地

地区計画制度

流圏のグラ

問題の具

ユーロの

このた

年に策定

時代環境

体的

誕生

め、

され

に対

動き、不況の長期化、

、地球環境問題の顕在

ニュー ・中部

た新しい全総計画を踏

応したものに見直すこ

欧

化

ま

と

州統一通貨

などである。 国籍

を、平成 どが行

え、新しい 部は、

とした。中 会の開

に

き

中

催

とらわれず、ヒト、モ

交う 大交流時代 を

部国際空港の開港、
て こ

を梃子として、国内外

ノ、

迎え

年

との

カネ、情報な

たなかで、中

日本国際博覧

交流・連携を
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えて、新

を広く覆

方向とし

こうし

年 月

しい

う広

て提

た情

、環

バルな交流圏

全総計画において、

域国際交流圏 が中部

示された。

勢を踏まえ、企画委員

日本海、環太平洋にま

国土

の

会

た

の形成に向け、 中央日本

の中央部 海交流

将来の発展 ネット

た。ま

では、平成 ルゲー

がるグロー る鉄道

の

ワ

た

ト

、

広域国際 産業面

中枢拠点の形成、中央

ークした国際観光ルー

、国際交流基盤の整備

である空港、港湾と、

道路の整備の必要性を

日本

トの

とし

広域

示し

においては、世界的な産業

の観光拠点を

形成を提示し

て、グローバ

交流基盤であ

た。

技術中枢圏域

ン
の
策
定
と
推
進

交流圏の

ここで

阜、静岡

福井）か

県を環

山間地域

グラ

いう

、愛

らな

太平

、北

この中央日

ンドデザイン を策定

中央日本とは、中部

知、三重）と北陸 県

る圏域であり、愛知、

洋地域、岐阜・長野両

陸 県を環日本海地域

し

県

（

静

県

と

本広域国際交流圏の基本

た。 を形成

（長野、岐 した戦

石川、富山、 諸国の

岡、三重の ネット

を内陸・中 致を取

した。 過疎

す

略

技

ワ

り

化

目標は、グ いては、

るため、情報、環境、

分野の育成・振興、環

術集積構造の高度化に

ークの形成、外資系企

上げた。

の懸念が深刻化してい

バイ

日本

向

業・

る中

農業の高付加価値化、観光

オをはじめと

海・環太平洋

けた産業技術

研究機関の誘

山間地域につ

産業の新たな

ローバル

代の国土

る発展で

機能の強

対象地域

ク）、 内

化に

幹線

あり

化と

を

陸

対応した国際交流圏、

軸の拠点、中山間地域

、これらを実現するた

基盤整備について提言

名古屋市、 環日本海

・中山間地域（ ブロ

連

の

め

し

地域

ック

携・交流時 展開、

バランスあ また

、広域交流 刻化が

た。同時に、 技術を

（ ブロッ ること

）、 環太 更に

新

、

懸

海

が

、

産業として情報産業の

環境問題への対応とし

念される中国をはじめ

外へ移転するとともに

必要とした。

地域別の発展方向とし

振興

て、

とし

、水

て、

を取り上げた。

環境悪化の深

て、環境保全

質の保全を図

環日本海、内

平洋地域

向を提示

具体的

ため、国

る教育・

（

した

な提

際ビ

研究

ブロック）に分けた地

。

言として、国際交流機

ジネスゾーン、地域の

機関の整備などによる

域

能

シ

名

別の発展方 陸・中

き、環

を強化する る架け

ンボルとな きとし

古屋市の世

山

日

橋

た

間、環太平洋のそれぞ

本海・環太平洋圏域全

（アーチ）となる国際

。

れの

体の

交流

地域が結びつ

発展を牽引す

圏を形成すべ

［ ］ 三

定

第 節

遠広域 万都市圏構

個別の地域開発

圏域とな想 の策
遠南信自

て、一層

構想

っている。更に、第二東名

動車道、三河港の国際港湾

の発展が期待される地域で

高速道路、三

化などによっ

ある。

愛知県東三

た気候・交通

の育成、先端

れによって、

貴重な地域資

河地域と静岡県遠州地域

・市場条件を活かし、先

産業の振興・誘致に努め

農業、工業がともに秀で

源である自然や文化など

は、恵まれ 本会で

進的な農業 して、昭

てきた。こ 備方向

るとともに、 ングル構

も集積する これら

は、当地域を対象とした地

和 年（ ）に 東三河

を、また昭和 年に 三遠

想 を、それぞれ発表して

を踏まえ、地域活性化研究

域開発構想と

地域の開発整

南信トライア

いる。

会では、東三



河・遠州地域の持つポテンシャルを十分に活用し、 圏振興機構 （仮称）の つを提案した。

中部発展の核

つ目の開発

域 万都市

に提言した。

この提言で

域は、天竜川

となる広域都市圏の形成

構想として、平成 年

圏構想 をとりまとめ、関

は、まず、現況分析に基

・豊川の流域圏で境を接

を図るため、

月 三遠広 ［ ］
係各方面 の策

づき、両地 平成

しているも 災は、マ

安全で安心な国土・都

定

年 月 日早朝に起きた阪

グニチュード 、震度は
まれ

市づくり

神・淡路大震

制定以来初め
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のの、それぞ

とや県境の存

都市相互の距

になっている

名高速道路を

を活用し、そ

施設の分担と

れの地域が自律的な発展

在等から、人口・産業の

離などに比べ、相互交流

ことを示した。そのうえ

はじめ、新たに整備され

れぞれの地域特性を活か

連携を図ることによって

を遂げたこ て を記

集積、中核 の死者・
そ

は極めて疎 傷者、全

で、第二東 焼損床面

る社会資本 した。（数

した機能・ この大

、活力ある 次のよう

録した世界でも稀な大震

行方不明者をはじめ、

壊・半壊等の住家被害約

積約 万 など、甚大な

値は平成 年 月 日消

震災は、その被害の大きさ

な点で国内外に大きな衝撃

災で、 名

万 名の負

万 棟、

被害をもたら

防庁発表値）

はもとより、

を与えた。す

ン
の
策
定
と
推
進

三遠広域

この三遠広

散型の国土形

力の発揮に大

形成すること

圏形成の拠点

万都市圏を形成すべきとし

域 万都市形成の意義

成に寄与するとともに、

きく貢献できる中部圏新

にあるとした。更に、環

となることや全国の縮図

た。 なわち、

は、多極分 た地域で

中部の総合 これまで

開発軸線を 類のもの

伊勢湾都市 なるなど

であるとい ことなど

従来地震の心配が少ないと

起きたこと、活断層のずれ

危険性が指摘されていた地

であったこと、阪神高速道

、わが国の社会資本の安全

である。

考えられてい

が原因という

震とは違う種

路が横倒しと

神話が崩れた

う地域特性を

発のモデル地

想を現実のも

年には、

済規模を持つ

具体的な三

としての社会

活かすことによって、新

域となることも掲げた。

のとすることによって、

万人の人口と 兆

地域となることを目標と

遠広域連携事業としては

資本整備が不可欠である

たな地域開 これら

これらの構 得る安全

目標年次の 識される

億円の経 期にわた

した。 り、リダ

、連携基盤 入れた国

とし、高速 重化など

によって、あらためて自然

で安心な国土と都市づくり

こととなった。とりわけ、

って東京一極集中の国土構

ンダンシー（多重、余裕）

家機能の分散化、基幹的な
きっき

を促進していくことが喫緊

災害に対応し

の重要性が認

わが国は、長

造となってお

の観点を取り

社会資本の多
ん

の課題となっ

道路、空港・

三河港の国際

これらを活か

化・高度化、

ション、情報

どを示した。

港湾アクセス道路、鉄道

（コンテナ）化を提言し

すことなどによる農林業

産業、研究開発、観光・

のネットワーク化を図る

の整備促進、 た。

た。更に、 このた

のシステム 業、市民

レクリエー り方につ

べきことな 安心な国

まとめ、

め企画委員会では、国、地

の各レベルでの防災対策、

いて検討を急ぎ、平成 年

土・都市づくり と題する

国、地方公共団体、企業な

方自治体、企

危機管理のあ

月 安全で

提言書をとり

ど、幅広い層

最後に、三

トとして、次

グリセンター

形成するた

（仮称）、広

遠広域中枢圏形成の中核

世代農業を構築するため

（仮称）、広域研究開

めの 三遠研究開発情報セ

域都市圏を経営する 三遠

プロジェク に提言し

の 三遠ア この提

発ゾーンを まず、東

ンター 時に震災

広域都市 中央省庁

た。

言では、安全・安心な国土

京一極集中の是正を取り上

を被る可能性の小さい中部

のバックアップ機能を持た

づくりのため、

げ、東京と同

並びに近畿に

せるとともに、
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も本社、国際交流、情報受・発信、 調和型人工島建設の具体化を図るための検討を行

生産・研究な

るべきである

更に、防災

が求められる

域にわたる防

体制への移行
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どの各機能について、適

とした。

、地域開発をはじめ、地

分野での地方分権の推進

災対策を可能とするため

を提唱した。リダンダン

正配置を図 ない、平

開発 を

域の独自性 この提

と、より広 必要性と

の広域行政 内湾にお

シーの観点 の諸点を

成 年 月 伊勢湾の環境

とりまとめ、関係各方面に

言においては、環境調和型

して、海岸線の保全や親水

ける環境創造が可能、新た

指摘した。

調和型人工島

提言した。

人工島開発の

空間等の創出、

な土地の供給

から、多軸型

国際港湾・空

中部におけ

盤の整備、電

イフラインの

系の整備、国

な防災対応に

ン
の
策
定
と
推
進

国土構造の形成と国土軸

港機能の強化が不可欠で

る都市づくりの観点から

気・ガス・水道・情報通

あるべき姿、多重型・循

・地方自治体による広域

ついて提案するとともに

ロータリー、 更に、

あるとした。 中南勢地

は、都市基 況と課題

信というラ 島構想に

環型交通体 大水深・

的・実践的 ター等、

、企業・市 れの地域

環伊勢湾地域の現状を分析

域、東三河地域のそれぞれ

及びその目指すべき方向、

ついて提言を行った。人工

コンテナバース、ターミナ

港湾物流機能の強化方策と

に不可欠なものを盛り込む

するとともに、

について、現

具体的な人工

島構想では、

ル、貿易セン

して、それぞ

とともに、海

民の防災対策

［ ］ 伊

の策定

平成 年

も取り上げた。

勢湾の環境調和型人工

月に発表した ニュー

域環境創

システム

に、それ島開発
中南勢地

洋レクリ

・中 おいては

造、エネルギー供給、排水

といった機能を導入すべき

ぞれの地域が持つ強みを活

域においては、先端型・臨

エーション機能の強化を、

、国際自動車コンプレック

・廃棄物処理

だとした。更

かす観点から、

海型産業、海

東三河地域に

スを整備すべ

部 では、三

の つの地域

中南勢地域

パーライナー

クリーンエネ

ンター、都市

して整備すべ

重県中南勢地域、愛知県

において、人工島の建設

では、津・松阪港沖合を

が寄港できる総合港湾と

ルギー関連施設、産業拠

機能等を備えた複合的な

きとした。

東三河地域 きとした

を提唱した。

テクノスー ［ ］
することや、 の策
点、物流セ

港湾地域と 中部新

の推進を

。

知多半島地域振興整備

定

国際空港が国際的な拠点空

図ることが決定したのは、

について

港として事業

平成 年 月

一方、東三

航空貨物も扱

レクリエーシ

その後、国

湾における貿

この つの地

河地域では、エネルギー

う国際総合物流拠点、新

ョンゾーンの整備を示し

際分業体制の進展によっ

易額が増勢に推移したこ

域において、交通基盤整

供給基地、 に閣議決

産業拠点、 いてであ

た。 空港建設

て、環伊勢 となった

ともあり、 この機

備などによ 際空港の

定された第 次空港整備五

った。これによって知多半

を活かした新たな発展の機

。

会をとらえ、地域開発委員

建設を契機とした地域発展

箇年計画にお

島地域は、新

会を得ること

会では、新国

の方向を求め

る産業立地の

空港との複合

された海岸線

な課題となっ

こうした観

進展、物流拠点の整備、

物流体系の構築、更には

の保全、湾内海域環境の

た。

点から、地域開発委員会

中部新国際 た報告書

、自然の残 成 年

改善が重要 この提

て人口、

では、環境 詳細な分

知多半島地域振興整備に

月に発表し、関係先に提言

言では、はじめに知多半島

産業構造、交通体系、土地

析を行なった。これに基づ

ついて を平

した。

の現状につい

利用の点から

き、知多半島



地域における課題とその目指す方向として、次代

に対応できる

自然と調和の

指摘するとと

開けととらえ

産業・研究な

集積を図って

産業の集積強化、交通体

とれた街づくりの必要性

もに、新空港建設を新た

、情報・交流、物流、国

どの諸機能について、高

いくべきだとした。

系の整備、

をそれぞれ

な時代の幕

際ビジネス、

いレベルの

第

章

中
長
期
の
地
域
発
展
ビ
ジ
ョ

地域振興整

建設を契機に

げていくには

合性ある広域

アクセス整備

業、文化の調

要であるとし

備のあり方としては、新

、臨空都市圏として新た

、半島地域全体の将来を

的・長期的な地域整備計

、都市機能の強化を図り

和ある地域社会を形成す

た。更にこの地域を、産

国際空港の

な発展を遂

見据えた整

画に基づき、

、自然、産

ることが重

業、文化、

ン
の
策
定
と
推
進

自然の調和あ

健康・スポー

ゾーン、海洋

け、それぞれ

最後に、こ

づく行政一体

る臨空タウン、臨空産業

ツ交流ゾーン、自然との

性環境整備ゾーン つの

の特長を活かした振興策

うした広域的なマスター

となった街づくりを行う

整備ゾーン、

ふれあい

ゾーンに分

を提言した。

プランに基

にあたって

は、市町村合

いとした。

併による広域行政への移行が望まし
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際空港の建設

第

本会は

における

、昭

国際

提唱して以来

節 中部における国

和 年代初頭にいち早

空港建設の必要性と具

、国際空港が中部発展

く

体

の

際空港の建設促進

、中部地域 設立し

的な構想を 更に

ための最重 組織と

た

、

し

活動と本会の主な

。

平成 年 月には民間

て中部新国際空港建設

サイ

促進

対応

ドの建設推進

協議会を発足

要プロジ

境と空港

現に向け

当初は

建設を提

情等を重

ェク

建設

た諸

、伊

唱し

ねて

トであるとの認識のも

を取り巻く諸情勢に対

活動を進めてきた。

勢湾内への大規模な国

、各地での説明会の開

きた結果、昭和 年度

と

応

際

催

に

に、時代環 させ、

しながら実 ともに

えた。

貨物空港の こう

や国への陳 成 年

は国におけ 調査

田

代

し

実

中精一本会会長が竹田

表理事に就任、強力な

た中で、第 次空港整

月閣議決定）において

施空港 と位置づけら

弘太

推進

備五

中部

れた

郎名商会頭と

支援体制を整

箇年計画（平

新国際空港が

ことなど情勢

る国際貨

う成果を

伴う経済

率鈍化な

る調査は

のとなっ

物空

得る

・財

どか

打ち

た。

その後、本

港に関する基礎的な調

ことができた。しかし

政状況の悪化や航空輸

ら国による国際貨物空

切りとなり、本会の活

会では、昭和 年（

査

、

送

港

動

の実施とい の変化

石油危機に を、毎

需要の伸び 増して

建設に関す その

も地道なも 月閣

事業

） 月に発 建設が

を

年

実

後

議

推

可

受け、本会では、新空

の事業計画の中核事業

現に向け精力的な活動

、第 次空港整備五箇

決定。後に七箇年計画

進空港 と位置づけら

能となったが、その間

港の

に置

を展

年計

に変

れ、

、本

建設促進活動

き、従前にも

開してきた。

画（平成 年

更）において

具体的な空港

会の松永亀三

表した

紀に向け

空港の建

極的な

くりに傾

三重の

世

た基

設構

活

注し

県と

紀の中部ビジョン に

幹プロジェクトとして

想 を提唱し、その実

動とともに、地域のコ

た。時を同じくして、

名古屋市（以下 県

お

現

ン

愛

市

いて、 世 郎会長

中部新国際 年 月

に向けて積 空港調

センサスづ 省等関

知、岐阜、 る具体

という） また

（

か

査

係

的

、

平成 年 月から名誉

ら、病に倒れる平成

会の理事長として、政

省庁に中部新国際空港

な要望、陳情活動を精

安部浩平本会会長は、

会長

年

府、

の建

力的

松永

）が、平成

月まで 中部

自民党、運輸

設促進に関す

に行った。

理事長の後任

では、長

なった。

や名古屋

ともに、

和 年

期計

こう

商工

中部

月）

画の中に新空港を位置

した情勢を捉え、本会

会議所（以下 名商

新国際空港建設促進期

、 中部空港調査会（

づ

は

と

成

同

けることと の 中

、 県 市 平成

いう）等と 臣及び

同盟会（昭 意をア

年 月）を こう

部

幹

ピ

し

空港調査会理事長に就

年 月）し、再三にわ

部、自民党三役を訪ね

ールした。

た動きとともに、本会

任

たり

、地

や名

（平成 年 月

政府、関係大

元の熱意と決

商等の地元経

第 章第 章



済界では、平成 年度における事業主体の設立を 月に、中部国際空港を民間活力を活かした

円滑に進

合会の参

準備委員

検討を行

間出資促

める

画を

会

った

進委

の募集につい

ため、平成 年 月、

得て 中部新国際空港

を立ち上げ、出資計画

。翌平成 年 月 中

員会 を設置、民間出

民

に

部

資

て、本会が名商とともに

経済団体連 事業と

間出資促進 年度

ついて種々 規事業

国際空港民 中部

分 億円 入った

し

政

化

に

こ

事務局業務 ともに、

て最優先プロジェクト

府予算案において 中

を認めた。

おける国際空港建設活

とを受け、本会は、

に位

部国

動が

県

中部国際空港事業主体設

第

章
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置づけ、平成

際空港 の新

新しい段階に

市及び名商と

立準備協議会

を担い、

東西企業

要請を行

こうし

地元

に対

った

た状

企業に対し出資依頼す

しては経団連の協力を

。

況の中で、国において

る

得

は

とともに、 を設立

ながら出資 的に進

港株式

、平成 年 元経済

し

め

会

界

、事業主体の設置に関

た結果、平成 年 月

社の創立総会を行い、

を代表して同社の会長

わる

日

安部

職に

諸準備を精力

に中部国際空

本会会長が地

就任した。

［ ］新

昭和

ト化・大

国

年

型化

第 節 中部に

際空港建設への胎動

（ ）、本会では、航

の進展に伴い、空の大

お

空

量

ける新国際空港

的
客

機のジェッ ［ ］
・高速輸送

建

に、
機に

大

設をめぐる経

次期大型ジェット機には
対しては 級といわ

規模国際貨物空港

緯

れて

構想

級、超音速旅
いた。

の提案

時代の到

際航空輸

をもつ国

手した。

新国際

三重の

来が

送網

際空

空港

県下

騒音影響など

予見される情勢に対応

の拠点となる

港の建設についての調

の建設地点については

地区について、地形

について文献調査、現

す

級

査

、

、

地

るため、国 昭和

滑走路（ ） 究する

・研究に着 足させ

向性、

愛知、岐阜、 活環境

地質、風向、 につい

調査を実施 昭和

た

た

こ

が

て

年 月、東海 県の新

め、大伊勢湾総合開発

。この研究会では、伊

れからの産業の発展方

調和する都市圏の形成

調査・研究を進めた。

年 月に、同研究会の

たな

研究

勢湾

向、

及び

中間

発展方向を探

会を新たに発

地域全体の方

経済成長と生

プロジェクト

報告 発展へ

し、昭和

天伯原、

の 地域

の選定に

一方、

海道新幹

年

知多

が適

つい

国際

線の

月、常滑沖、一色町

中部及び小牧（名古屋

地であるとする 国際

て（中間報告） を発

空港の需要・採算性に

開通による国内線旅客

沖

空

空

表し

つ

需

、伊良湖沖、 の回廊

港の拡張） ここで

港建設適地 の国際

た。 成立条

いては、東 開設の

要の減少な 国際

提

港

件

貨

大伊勢湾総合開発の展

唱したプロジェクトと

湾化 自由港の設置構

を国際航空貨物に求め

つを提言した。

物空港については、 伊

望

して

想、

た国

勢

を発表した。

は、名古屋港

並びに空港の

際貨物空港の

湾が広大な適

どの要因

新空港を

現名古屋

ないとい

（ ） 昭和

もあ

支え

空港

う結

年

り、昭和 年を目標と

るに足る旅客輸送の需

の整備拡充によって対

論になった。

当時、国際空港の必要滑走

し

要

処

路

た場合には、 地を持

が見込めず、 あり、

せざるを得 る と

適地を

長は、一般 建設を

ち

国

し

擁

提

、かつ国際貿易実績の

際貨物空港として最適

て、わが国の中央部に

する伊勢湾に、大規模

唱したわけである。

多い

の条

位置

な国

名古屋港等も

件を備えてい

し、かつ開発

際貨物空港の
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月、豊

この中で

環として

機能とを

してネッ

橋市

建設

アジ

兼ね

トワ

騒音による影

で開催した地域懇談会

地に関しては 世界の

ア地域をも指向した国

備え、かつ陸運及び海

ークの形成が容易であ

に

物

際

運

る

響が少なく、地理的、地

おいて発表、 展開し

流体系の一 また

的な規模と 体系の

の両者に対 策につ

こと、また するた

た

、

あ

い

め

勢的及び気 設及びシ

。

同年 月、運輸政策審

り方及びこれを実現す

て において、 航空貨

、国際貨物空港におけ

議会

るた

物

る貨

ティ・エア・カーゴターミ

の 総合交通

めの基本的方

の増大に対応

物取り扱い施

ナルの整備を

象的条件

伊勢湾

をほば満

している
（補注 国

空
教

に恵

を中

たし

。
際貨
世

示を

まれていること など

心とした地域には、こ

得る地点を求めること

物空港構想は、運輸省、
界貿易センター、航空政策
などに幅広く するとと
受けた）

が

の

が

経済
研究
もに

必要であり、 図ると

ような条件 である

できる と 本会

大規模
団体連合会、 色編会、日本航
、数多くの

と

で

貨

及

もに、国際貨物空港の

と答申された。

は、これまでの蓄積や

物空港の例として、 国

び 国際貨物空港 常

建設

情報

際

滑編

一色国際貨物空港（仮称）の

を検討すべき

をベースに、

貨物空港 一

を作成した。

概要

［ ］国

昭和

勢湾総合

では、総

の 編で

際

年

開発

論、

構成

貨物空港構想の具体

月、大伊勢湾総合開発

研究会を昭和 年 月

成長産業、都市圏及び

する 伊勢湾総合開発

的

委

に

国

の

推進
わ

際貨
員会（大伊

網の
呼称変更）

を、
際貨物空港

と、
展望 を発

が国

物空

アジ

仮に

およ

位

に、航空新時代の要請に

港として、また、世界航

アの中心拠点としての性

一色町地先に開設した場

そ次のようになるものと

応

空

格

合

考

置 一色町沖合海域（長方形

じた世界の国

輸送貨物幹線

を備えた空港

を想定します

えられます。

（ ）
表した。

その中

展望、航

要性など

同年

目される

の

空貨

を総

月に

幡豆

試案を作成、

国際貨物空港編 では

物需要の見通し、国際

合的に検証している。

、国際貨物空港建設の

郡一色町沖合の海域を

、

貨

適

モ

西尾、碧南、一色、吉良

航空機材の 性
物空港の必

規

地の一つと

デルとした

格

模

イ

ロ

及び幡豆の

で に基準をおく）

世界航空輸送貨物幹線

ア地域の中心拠点空港

（完成時点）

）離着陸性能 陸上機全

）離着陸運航 年間 万

網

機

回

（ピーク

におけるアジ

種

時 回 ）

首長、議

係者 余

会 を吉

更に、

会（ 月）

ポジウム

員並

名

良町

松阪

、西

（

びに当該地区選出の国

を招き、 国際貨物空港

の吉良観光ホテルで開

地域懇談会（ 月）、

尾 碧南 半田等青年会

月）、西日本経済協議会

会

設

催

静岡

議

（

議員等の関

定説明懇談

した。

政経研究

所共催シン
工月・ 月）

ハ

ニ

事期

航空輸

）滑走路

級 本 （幅

横風用 本 （幅

計 本

）面積 （

間等

送貨物需要（見通し）に対

）

）

）

処し空港機能の席上に

月には

会におい

努めた。

こうし

おい

井上

て内

た地

て同構想を説明すると

五郎会長が世界貿易セ

外の参加者に披露し国

元への と併行して

と

ン

際

政

もに、同年
の早ター東京総
けて

的 にも
均

約
府、運輸省、

期

工

）

億

働を図るため、埋立造成

事を行い、第 期工事で

の空港（敷地本体）を造

円）。

用

成

地を 期に分

（土厚平

する（工事費

わ

際貨

網の

を、

と、

が国

物空

アジ

仮に

およ

位

に、航空新時代の要請に

港として、また、世界航

アの中心拠点としての性

一色町地先に開設した場

そ次のようになるものと

応

空

格

合

考

置 一色町沖合海域（長方形

じた世界の国

輸送貨物幹線

を備えた空港

を想定します

えられます。

（ ）

性

規

格

模

イ

ロ

で に基準をおく）

世界航空輸送貨物幹線

ア地域の中心拠点空港

（完成時点）

）離着陸性能 陸上機全

）離着陸運航 年間 万

網

機

回

（ピーク

におけるアジ

種

時 回 ）

工

ハ

ニ

事期

航空輸

）滑走路

級 本 （幅

横風用 本 （幅

計 本

）面積 （

間等

送貨物需要（見通し）に対

）

）

）

処し空港機能

の早

けて

均

約

期

工

）

億

働を図るため、埋立造成

事を行い、第 期工事で

の空港（敷地本体）を造

円）。

用

成

地を 期に分

（土厚平

する（工事費

一色国際貨物空港（仮称）の概要



また、第

）の土

第 期工

事費計約

（

常滑

出所 国際

期工事で残る （

地を造成する（工事費約

事に約 年、第 期工事には

億円）を要することになる

貨物空港 一色編 昭

国際貨物空港（仮称）の概

和 年 月）

土厚平均 工 期

億円）。 工事費

年強（工

。
昭和

が発表し

予測と航
要

（出所

約 年

総額 億円

国際貨物空港 常滑編

年 月、運輸省運輸政策審

た 昭和 年における国際

空貨物輸送システムのあり

昭和 年

第

章

中
月） 部

国
際
空議会物流部会
港
の航空貨物需要 建
設方について

わが国に

界航空輸送

心拠点とし

が国物的生

中央に位置

、航空新時代の要請に応じ、

・貨物幹線網におけるアジア

ての貨物空港を建設するとす

産の中枢を形成する太平洋工

し、広い港湾と陸上交通の便

において

空港とは
かつ、世

産業との
地域の中

上の要請
れば、わ

調査研究
業地帯の

された。
に恵まれ、

これら

、 大都市立地指向性の高

立地条件の異なる国際貨物

関係、海に隣接していると

等を配慮したうえで、その

を早い時期に開始すべきで

答申を受け、昭和 年度に

い旅客優先型

空港について、

いう一貫輸送

建設に関する

ある と報告

は、運輸省予
開発余力に

であろう。

しかしな

の建設には

その立地地

常滑沖海

建設適地の

富む東海地方が、まず着目さ

がら、上記の主旨による大規

多くの過酷な制約条件が存在

点は自ずと限定されることに

域は、東海地方における数少

一つにあげることができる。

れるべき
算に国際

るため
模な空港

際貨物空
しており、

あった。
なる。

万円
ない空港

には空港
いま、こ

貨物空港に関する基礎的な

万円が計上された。運輸

港の調査に着手したことは

更に、昭和 年度には空

と調査調整費 万円が

整備調査費 万円と調

調査を実施す

省が正式に国

大きな前進で

港整備調査費

、昭和 年度

査調整費 万

こに空港を

あろう。

位 置

性 格

開設した場合を想定すると次

愛知県常滑沖合海域（標点は

分、東経 度 分付近）

わが国及び世界航空輸送貨物

おけるアジア地域の中心拠点

円がそれ
のようで

が実施さ

しかし
北緯 度

クに伴う

伸び率鈍
幹線網に

に関する
空港

ぞれ計上され、海外空港の

れた。

ながら、昭和 年度におい

経済・財政状況の悪化や航

化などから、国による国際

調査は打ち切りとなった。

実態調査等が

て、石油ショッ

空輸送需要の

貨物空港建設

規 模

イ）

ロ）

ハ）

離着陸性能 陸上機全機種

離着陸回数 年間 万回

（ピーク時

滑走路

級 本（離陸用）

級 本（着陸用）

［ ］国

けの

回 ）
国によ

空港の建

クトであ

家プロジェクトとし

ための活動推進

る調査は打ち切りになった

設は、中部発展のための最

るとの認識のもとに、昭和

ての位置づ

ものの、国際

重要プロジェ

年 月、本

ニ）

級 本（着陸用）

計 本

（着陸用平行滑走路間隔

面積

会、名商

際空港問

同研究
）

員会（委員

部におけ

、中部開発センターの 団

題共同研究会が設置された

会では、昭和 年 月に国

長八十島義之助東大教授

る新国際空港構想について

体により、国

。

際空港調査委

）を設け、中

調査・研究を

常滑国際貨物空港（仮称）の概要

また、第

）の土

第 期工

事費計約

（出所 国際

期工事で残る （

地を造成する（工事費約

事に約 年、第 期工事には

億円）を要することになる

貨物空港 一色編 昭和 年 月）

土厚平均

億円）。

年強（工

。

工 期

工事費

（出所

約 年

総額 億円

国際貨物空港 常滑編 昭和 年 月）

わが国に

界航空輸送

心拠点とし

が国物的生

中央に位置

、航空新時代の要請に応じ、

・貨物幹線網におけるアジア

ての貨物空港を建設するとす

産の中枢を形成する太平洋工

し、広い港湾と陸上交通の便

かつ、世

地域の中

れば、わ

業地帯の

に恵まれ、

開発余力に

であろう。

しかしな

の建設には

その立地地

常滑沖海

建設適地の

富む東海地方が、まず着目さ

がら、上記の主旨による大規

多くの過酷な制約条件が存在

点は自ずと限定されることに

域は、東海地方における数少

一つにあげることができる。

れるべき

模な空港

しており、

なる。

ない空港

いま、こ

こに空港を

あろう。

位 置

性 格

開設した場合を想定すると次

愛知県常滑沖合海域（標点は

分、東経 度 分付近）

わが国及び世界航空輸送貨物

おけるアジア地域の中心拠点

のようで

北緯 度

幹線網に

空港

規 模

イ）

ロ）

ハ）

離着陸性能 陸上機全機種

離着陸回数 年間 万回

（ピーク時

滑走路

級 本（離陸用）

級 本（着陸用）

回 ）

ニ）

級 本（着陸用）

計 本

（着陸用平行滑走路間隔

面積

）



第 編 最近の

進め、昭和

年史

年 月、調査報告書がとりまとめら ついてきたため、本会では、昭和 年度から始ま
第

章

中
部
国
際
空
港
の
建
設

れた。

更に、

秀政氏）

その中で

古屋空港

同年

が

中

の行

遅くとも昭和

月、航空政策研究会

長期空港政策への提言

部圏の航空需要の今後

き詰まりが近いことを

（

の

考

年（ 年）までに中

る第

会長 木村 位置づ

を発表し、 大目

増大と現名 （

慮すれば、 能分担

次

け

標と

し

部圏に新国 を検証す

空港整備五箇年計画に

られ、具体的調査が始

し、 日本プロジェ

）中部プロジェクト委員

、中部新国際空港の立

中部

めら

ク

会

地点

ることを目的に、伊勢湾、

新国際空港が

れることを最

ト産業協議会

と連携して機

の比較・優劣

三河湾内の

際空港の

が遅れそ

際空港の

まれる

こうし

促進活動

完成

の代

開港

とし

た状

を積

決定の第 次

が望まれ、また、関西

替機能を求められた場

は 年早い昭和 年

た。

況のもとで、中部新国

極的に進めたが、昭和

新

合

（

際

空港整備五箇年計画（昭

空港の開港 地点に

、中部新国 シミュ

年）が望 際空港

内部資

空港の建設

年 月閣議 ［ ］

つ

レ

期

料

和 年度

いて、建設工法及び建

ーションした。（調査結

成同盟会の発足などの

とした）

次空整、四全総へ

設費

果

新情

の位

の見積り等を

は、中部新国

勢に配慮して

置づけ

年度）

（新東京国

沖合展開

部新国際

かった。

昭和

にお

際

，関

空港

年

いては、先行する 大

空港の第 期工事、東

西国際空港の建設）が

の法定計画への位置付

月、本会では、創立

プ

京国

優

け

周

ロジェクト

際空港の

先され、中

は実現しな

年記念事業

昭和

クトに

の工事

みられ

中部

設局を

お

着

た

新

中

年に入ると、わが国の

いて、東京国際空港（

手、関西国際空港 の

。

国際空港に関しては、

心とする伊勢湾港湾連

空港

羽田

設立

運輸

絡協

大プロジェ

）の沖合展開

などの進展が

省第五港湾建

議会が策定し

として、

ジョン

中部新

加え、新

に基づき

ロジェク

年

を策

国際

しい

、総

トと

本会では、

余の歳月をかけて

定・発表した。

空港については、これ

需要予測や関西国際空

合的に検討し、当ビジ

して提案した。

当ビジョンの考えをも

世

ま

港

ョ

と

紀の中部ビ

での蓄積に

の知見など

ンの基幹プ

に、建設地

た

や国土

整備計

に、新

クトへ

本会

世

庁

画

国

進

で

係官庁と

紀の伊勢湾ビジョン

ほか 省庁共同調査の

調査 （昭和 年 月）

際空港 の字句が掲げら

展の兆しが見えてきた

は、このような情勢の

の連携を強めるととも

（昭

東

など

れ

。

変化

に、

和 年 月）

海環状都市帯

の報告書の中

、国家プロジェ

に対応し、関

年度初めから

の絞り込

研究を継

中央省庁

要望・支

成に努め

名古屋市

み、

続す

、中

援要

た。

、本

民間資金の有効な利用

るとともに、機会ある

央財界、地方自治体に

請を行い、地域のコン

昭和 年 月及び 月

会、名商の 者が共同

方

ご

対

セ

に

で

策等の調査

とに政府、

し積極的に

ンサスの形

、愛知県、

運輸大臣へ

新しい

こう

中部圏

部圏の

階を迎

この

推

し

特

新

え

よ

進体制づくりの準備を

た中で、昭和 年 月

別委員会の席上、河本国

国際空港については真

た との発言があった

うな情勢を受けて、昭

進め

開催

土

剣に

。

和

た。

の国土審議会

庁長官から 中

検討すべき段

年 月、中部

要望した

これま

ジェクト

境問題へ

しかし

こと

で運

のほ

の対

、関

は大きな前進であった

輸省においては、前述

か、地方空港のジェッ

応が重要課題となって

西国際空港の建設もよ

。

し

ト

い

う

た 大プロ

空港化、環

た。

やく目途が

新国際

るため

界の

成同盟

知事が

空

、

団

会

会

港の建設促進活動を一

県 市と本会及び名

体で構成する中部新国

を結成した。この期成

長を務め、本会会長は

体と

商な

際空

同盟

、岐

なって推進す

ど東海地域各

港建設促進期

会は、愛知県

阜、三重両県



知事、名古屋市長、名商会頭とともに副会長を務 間離着陸が可能な中部新国際空港の建設が不可

めている

員による

盟が発足

期成同

省、国土

。更

超党

した

盟会

庁を

発な要望 陳

に、同年 月、東海

派の中部新国際空港建

。

では、議員連盟の支援

はじめとする政府、政

県

設

の

党

情活動を展開した。また、

選出国会議 欠 と

促進議員連 都市拠

最大限

もと、運輸 この

に対して活 次空港

し

点

高

よ

整

本会でも され、

、国際空港を核とした

整備等を複合的に行い

めていくことが必要で

うな情勢の進展の中で

備五箇年計画 （ 次空

臨空

、そ

ある

、同

整

世紀初頭におけるわが国

第

章

中
部
国
際
空
港
の
建
設

型産業の振興、

の波及効果を

とした。

年 月 第

）が閣議決定

の国際航空需

独自に、

要路に対

もに、

など幅広

また、

設整備部

中曽

し、

経済

い

同年

会の

的考え方の中

根総理をはじめ政府・

機会あるごとに要望・

団体連合会、西日本経

活動を展開した。

月、航空審議会空港

第 次空港整備五箇

自

陳

済

・

年

間とりまとめ において

民党などの 要に対

情するとと を行う

協議会の場 ことが

更に

航空保安施 国総合

計画の基本 頭にお

応

盛

、

開

け

将来の国 から、航

するため国際空港のあ

として、中部新国際空

り込まれた。

昭和 年 月閣議決定

発計画 （四全総）にお

るわが国の国際交通網

り方

港を

され

い

の充

空需要の動向等を見極めつ

について調査

含め調査する

た 第四次全

て 世紀初

実を図るうえ

つ、中部圏等

際空港の

のあり方

された。

わが国

ジェクト

究する権

配置

を検

第

の性

威あ

及び国内における航空

討するための必要な調

の国際空港の新設とい

格から、科学的・専門

る公益法人設立の必要

ネ

査

う

的

性

ットワーク におけ

を行う と けられ

同年

大規模プロ 体（中

に調査・研 経済連

が提唱され 画策定

る

、

部

合

調

対応策について調査を

建設促進に向けて大き

月、国土庁大都市圏整

圏開発整備地方協議会

会、本会）の 者によ

査 の最終報告 アポ

進め

く前

備局

）及

る

ロ

る と位置づ

進した。

、地方公共団

び民間（北陸

世紀中部計

プラン に

たことを

結果、昭

三宅重

本会会長

設立され

中部新

受け

和

光

ほか

、本

国際

盟、期成同盟

、地元官民が一体にな

年 月、 中部空港調

東海銀行会長、副理事

名）が運輸省から設

格的な調査活動を開始

空港の建設促進につい

会、空港調査会という

っ

査

長

立

し

て

三

て努力した おいて

会（理事長 より、

田中精一 創造的

許可を得て 業・技

た。 用が可

は、議員連 とされ

位一体の体 昭和

、

（

交

術

能

た

将来の航空需要の増大

）中部圏の海外との直

流の世界の拠点づくり

首都圏の形成等の観点

な中部新国際空港構想

。

年 月、中部圏の 世

へ

結性

、

から

の具

紀に

の対応はもと

の強化、（ ）

（ ）国際的産

時間本格運

体化を図る

向かっての指

制が整い

翌昭和

全総策定

たな国際

る と記

市圏整備

、具

年

関連

空

述さ

局、

体的に推進されること

月、国土審議会計画

） において、 中部圏

港の配置を検討するこ

れた。更に、 月には

中部圏開発整備地方協

に

部

等

とが

、

議

なった。 針とな

会資料（四 理大臣

において新 国との

求められ ため、

国土庁大都 備を進

会、北陸経 るとと

る

決

人

そ

め

も

中部圏基本開発整備計

定）では、 中部圏並び

的及び物的交流の増大

の拠点となる国際空港

る。そのため、名古屋

に、国際需要の増大等

画

にわ

に円

及び

空港

に適

（第 次）（総

が国と世界各

滑に対応する

国際港湾の整

の整備を進め

切に対応し、

済連合会

進めてき

て、 世

整備を考

また、よ

及び

た

紀

える

り高

本会が、昭和 年以来

世紀中部圏計画策定

に向けての国際的な高

と、中部圏の諸機能を

度に発揮させていくた

調

度交

よ

め

ヵ年計画で わが国

査 におい 対応策

通体系の る と

り効果的に、 一方

には、 時 中部空

の

に

、

、

港

国際空港網の充実を図

ついて長期的な視点に

四全総より更に進んだ

新空港の立地に関して

調査会が発表した 中

るう

立っ

表現

は、

部新

えから、その

て調査を進め

を得た。

同年 月に

国際空港の立



第 編 最近の

地可能性調査

年史

の経過について 等をもとに、候補 じめ関係省庁に提出した。
第

章

中
部
国
際
空
港
の
建
設

地の絞り

ねられ、

海上（常

得、続い

同盟会や

込み

平成

滑沖

て開

中部

承された。

のため、 県 市の首

元年 月、その位置を

）とすることが望まし

かれた中部新国際空港

新国際空港建設議員連

長

伊

い

建

盟

懇談会が重 本会

勢湾東部の 金丸副

旨の合意を 期成同

設促進期成 空港整

において了 再三に

で

総

盟

備

わ

は、この基本構想をベ

理をはじめ各大臣と懇

会、建設促進協議会と

五箇年計画への盛り込

たって陳情・要望活動

ース

談す

連携

み方

を展

中部新国際空港構想の概

に、海部総理、

るとともに、

して、第 次

を、国に対し

開した。

要

［ ］

て位置

平成元

し、全副

次

づ

年

会長

員会を発足さ

空整で 調査実施

け

月、本会では、田中会

を委員とする中部新国

せ、平成 年度を初年

空

長

際

度

港 とし 項

位

規を委員長と

空港特別委

目

置

模

とする 第

概

名古屋の南約 の常滑沖の

滑走路を含む複数滑走

第 期計画は、 滑走路

海上

路

本

（空港本体のみで約 ）

要

次空港

中部新国

政府並び

活動を展

平成

し、民間

整備

際空

に政

開し

年

レベ

五箇年計画 の策定時

港の同計画への盛り込

策当局への陳情等積極

た。

月、本会は地元経済界

ルの建設促進組織とし

期

み

的

の

て

開港に合わせ、

を目標に、 機能

な建設促進

需

総意を結集

、東海 県

目標

性格

要

世紀初頭（おおむね

中部の要となる国際空港

国土の要となる国際空港

年で、国際線旅客

国内線旅客

万

万

国際線貨物 万

年）

人

人

の 経済

会を発足

中部

愛知県商

団体

させ

新

工

会、岐阜県

による中部新国際空港

、強力な推進支援体制

国際空港建設促進協議会

（平成

会議所連合会、三重県商

商工会議所連合会、名古

建

を

の構

年

工会

屋商

設促進協議

整えた。

成団体

月設立時）

議所連合
事 業 費

工会議所、

国内線貨物

年で、国際線旅客

国内線旅客

国際線貨物

国内線貨物

建設費 億円 億

万

万

万

万

円

（空港本体約 ）

万人

人

中部経済

友会、愛

阜県経営

平成

候補地選

連

知

者

年

定の

合会、中部経済同友会、

県経営者協会、三重県経

協会

月、 中部空港調査会

ための調査をはじめと

岐阜

営者

は

し

県経済同

協会、岐
採 算

、空港建設

た各種の調

性

事業費 億円 億

建設費 億円のとき、事業

出資率 ％

建設費 億円のとき、事業

出資率 ％

円

費

費

単年度黒字転換 年、累積損失解

億円、

億円、

消 年
査結果を

の検討を

を公表し

設促進議

盟会の了

集大

経て

た。

員連

承を

成し、これをもとに当

策定した 中部新国際

その後、同構想は中部

盟、中部新国際空港建

経て、地元の構想とし

地

空港

新

設

て

域の各方面
アク基本構想

（出所国際空港建

促進期成同

運輸省をは

セス

中部

名古屋都心から 分程度

新国際空港基本構想 平成 年 月、 中部空港調査会）

中部

愛知県商

新

工

会、岐阜県

国際空港建設促進協議会

（平成

会議所連合会、三重県商

商工会議所連合会、名古

の構

年

工会

屋商

成団体

月設立時）

議所連合

工会議所、

中部経済

友会、愛

阜県経営

連

知

者

合会、中部経済同友会、

県経営者協会、三重県経

協会

岐阜

営者

県経済同

協会、岐

項 目 概 要

位

規

置

模

開港

機能

需

目標

性格

要

事 業 費

採 算 性

アクセス



平成 年 月に、航空審議会空港・航空保安施 に、新たに中央の経済 団体（ 経済団体連合会、

設整備部会か

年計画の基

め） におい

の新設に関し

勘案しつつ、

採算性と費用

ら発表された 第 次空

本的考え方について（中間

て、 名古屋圏については

、将来における同圏域の

現空港との関係を含めた

負担、アクセス、空域等

港整備五箇 日本商工

とりまと 友会）をは

、国際空港 団体に

航空需要を クアップ

整備の内容、 その後

の諸問題に 国拡大披

会議所、日本経営者団体連

じめ全国各地の経済団体

よる全国組織へと拡大させ

体制を整えた。

、 月には、促進協の拡大

露記念パーティーを東京に

第
盟、 経済同 章

の参画を得て、 中
部

、強力なバッ 国
際
空
港
の理事会及び全 建
設おいて開催し、

ついて地域の

連携して総合

置づけられた

同年 月に

空と中部新国

披露パーティ

に広く す

創意工夫を反映させつつ

的な調査を進めることと

。

は、東京において講演会

際空港 及び建設促進協

ーを盛大に開催し、中央

るとともに、同基本構想

、関係者が 中央及び

する と位 を得て全

更に

世紀の と連携し

議会創立の な要望 陳

の政官財界 また、

について出 計画 が

地元の政、官、民の首脳な

国的な気運の盛り上げを図

月、本会は、議員連盟、同

、宮沢総理はじめ関係省庁

情活動を実施した。

同月 日には、 第 次空

閣議決定され、中部新国際

ど多数の出席

った。

盟会、促進協

に対し積極的

港整備五箇年

空港について、

席者の賛同を

平成 年

部新国際空港

り具体的な構

月、 月には

部総理をはじ

得た。

月には、 中部空港調査

の全体像について が公

想が示された。これを踏

期成同盟会、促進協と連

め関係省庁に対し積極的

将来に

会より 中 の関係を

表され、よ 空域、ア

まえて、 夫を反映

携して、海 査を進め

な要望・陳 これに

おける空港需要を考慮しつ

含めた整備の内容、採算性

クセス等の諸問題について

させつつ、関係者が連携し

る と位置づけられた。

よって、中部新国際空港は

つ、現空港と

と費用負担、

地域の創意工

て総合的な調

、構想段階か

情活動を実施

同年 月に

した。

は、中部新国際空港建設

規模

ら調査空

促進協議会

に関する基本構想との概念

港段階へと大きく前進した

の対比

。

（出所 中部新国際空港の全体像について 平成 年 月、 中部空港調査会）
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［ ］ 調査

年史

実施空港 から 事 中部新業推進空 国際空港建設促進協議会は、平成 年
第

港 へ章

中
部

平成 年国
際
空 空港調査会の
港
の 方針及び重要建
設 新国際空港調

月、 県 市と本会、名

団体は、地元における

事項の取り決めを行うた

査地域連絡調整会議 を

月に開催

設促進の

商、 中部 国レベル

調査の基本 新空港へ

め、 中部 経済界の

設立した。 とが合意

した賛助会員大会におい

機運を高めていき、地元合

での認知度向上をめざし、

の理解活動、さまざまな広

総意を結集して一層強力

された。

て、 新空港建

意の形成、全

各層に対する

報活動などを

に推進する こ

その後、同

会長は、中部

事として、地

ど関係省庁に

特に 月の陳

国際空港は最

港整備五箇年

年 月と 月の 度にわ

新国際空港建設促進協議

元関係者とともに大蔵省

新空港建設について陳情

情では、奥野運輸大臣か

高のプロジェクトであり

計画では具体的な対策を

たり、松永 同年

会の代表理 行事の中

、運輸省な ム及び

を重ねた。 カイフェ

ら 中部新 世紀の

、第 次空 した。そ

講じる と 港が 次

月には、 空の日及び空の

核事業として 中部新国際

スカイフェスタなごや

スタなごや実行委員会、航

空と中部新国際空港実行委

のフォーラム宣言として

空整において、 時間運用

旬間 の記念

空港フォーラ

（主催 ス

空政策研究会、

員会）を開催

中部新国際空

可能な、人と

の力強い発言

一方、愛知

新国際空港の

こうした多

平成 年 月

港私案 を発

を得た。

県及び 中部空港調査会

建設にかかわる各種調査

様な動きが広がるなかで

、事務局私案として、 中

表した。これは、空港計

環境に優

では、中部 来の期待

を実施した。 う、地域

、本会では れた。

央国際空

中画や地域整

しい空港で、地域に豊かさ

をもたらす空港として位置

の英知と総力を結集する

部新国際空港の整備内容等に

と安らぎ、将

づけられるよ

ことが採択さ

ついて

備計画の策定

めの引き金と

ながることを

規模、機能、

したものであ

に向けて地域の議論を活

なり、地域としての総意

期待して、空港計画、隣

事業主体の考え方など全

る。

発化するた
空港能力

づくりにつ

接エリアの

体像を提案
空港規模

（航空需要 年代半ば）
国際旅客 万人 国内旅客
国際貨物 万 国内貨物
離発着回数 万回
開港時には、上記需要に対応可能な
して設定

（全体構想）
滑走路 本（ 、クロースパ
面 積

（開港時）
滑走路 本（ ）
面 積

万人
万

規模を空港能力と

ラレル）

建 設 費

事業方式

護岸は 本目滑走路用地を囲む形で
埋立材は建設残土等の有効活用を図

億円（平成 年価格によ
設費）

現行の一般的な空港整備による事業
一体経営型
用地造成分離型
機能分離型
地域と空港の関わり方や事業採算性
能性の大きい事業方式を探っていく
事業の採算性については、
建設費の削減方策、増収方策、事

あらかじめ建設し、
る。

る開港時規模の建

方式

を念頭に、より可
必要がある。

業費の ％以上の

本会事務局私案として発表した
中央国際空港私案

周辺開発

（出所
年

無利子資金の手当をする等、種々
検討が必要。
地域の地方自治体、経済界として
負担が必要。

空港の周辺開発は空港計画と整合を
て進める。

中部新国際空港事業化に関する調査
月、 中部空港調査会）

の採算性確保策の

も、相応の責任と

図りつつ、平行し

状況について 平成

空港能力

空港規模

建 設 費

事業方式

周辺開発



また、同年 月、 中部空港調査会は、事業化 平成 年 月、 世紀の空と中部新国際空港

検討の前提の

中部新国際空

備内容等の検

りまとめを行

であること、

要であること

一つとなる空港整備の内

港調査地域連絡会議にお

討を踏まえ専門委員会で

い、開港時には 滑

事業費の ％以上の無利

等とした 事業化に関す

容について、 実行委員

ける空港整 中部空

中間的なと 会で構成

走路 本 事業着手

子資金が必 もの多数

る調査状況 これは

会（中部新国際空港建設促

港調査会、中部新国際空港

）は、 中部新国際空港アク

をめざす全国大会 を開

の出席を得た。

、第 次空港整備五箇年計

第
進期成同盟会、 章

建設促進協議 中
部

ション東京 国
際
空催し、約 名
港
の
建
設画において 事

について を

平成 年か

にかかわる各

平成 年

立地地点と

発表した。

ら平成 年の間に行われ

種調査は次のとおり。

月、 中部空港調査会が、

する大気関係、騒音、電波障

業着手

た空港建設 国際空港

もに、地

ために開

省庁から
常滑沖を

官等、政
害などの

進党党首

の位置づけを得ることを目

整備の必要性について理解

元の決意と熱意を在京の各

いたものである。レセプシ

亀井静香運輸大臣、松尾道

界から河野洋平自民党総裁

等、経済界から豊田章一郎

標に、中部新

を広めるとと

界各層に示す

ョンには関係

彦運輸事務次

、海部俊樹新

経済団体連
陸域に関す

平成 年

査会は、懸

象）につい

れ現地調査

ボーリング

る具体的な調査に着手した。

月、愛知県、三重県、 中

案であった海域調査（漁業、

て、愛知、三重両県漁連の同

に着手した。 月には、音波

の結果が公表され、新空港建

合会会長

部空港調 席を得た

環境、地 ハブ空港

意が得ら 部新国際

探査及び あった。

設予定地 地元が

をはじめとする経済 団体

。亀井運輸大臣から 中部

ができて当然 など、 次

空港に対する積極的かつ好

積極的に中部新国際空港の

トップ等の出

地方にも国際

空整へ向け中

意的な発言が

必要性を

は極めて良

平成 年

同で、離発

目的とし、

路として、

飛行調査を

好な支持基盤であることが確

月、愛知県と 中部空港調

着及び想定飛行ルート等の騒

新空港建設予定地（洋上）を

、 型機に

実施、その結果を翌平成 年

認された。 していく

月に、 第
査会は共

方（中間と
音体感を

部新国際
仮想滑走

需要を中
よる実機

の結節点
月に公

て 事業

なかで、運輸省航空審議会

次空港整備五箇年計画

りまとめ） を発表した。

空港について、わが国をめ

心的に受け持つ機能と、グ

としての機能を有する国際

の推進を図る ことが位置

は平成 年

の基本的考え

このなかで中

ぐる国際航空

ローバルな空

ハブ空港とし

づけられた。
表した。

平成 年

重県は、陸

生物等、平

水の流れ・

り得られた

月、 中部空港調査会、愛

域調査（大気・気象、環境騒

成 年 月より実施）及び海

水質等、平成 年 月より

項目にわたる環境現況調査

これに

知県、三 港へ向け

音、陸域 更に、

域調査（海 査会理事

実施）によ 県知事が

結果を中 及び自民

よって、中部新国際空港は

て大きく前進した。

同年 月には、松永亀三郎

長、安部浩平本会会長及び

、運輸、大蔵、建設、国土

党首脳等を訪ね、 次空整

、 年の開

中部空港調

鈴木礼治愛知

等の関係省庁

期間中の投資

間的にまと

平成 年

境測定局設

類の育成試

め、公表した。

月愛知県は、常滑沖約

置し、 月より気象・海象測

験を開始した。

規模及び

おける事
に海上環

等、中部
定及び藻

要望を行

このと

平成 年度予算の満額確保

業推進の位置づけ、空港計

新国際空港の建設促進に関

った。

き、運輸省幹部から 中部

、 次空整に

画の早期決定

する具体的な

新国際空港へ

平成 年

立地地点と

月、 中部空港調査会が、

する大気関係、騒音、電波障

常滑沖を

害などの

陸域に関す

平成 年

査会は、懸

象）につい

れ現地調査

ボーリング

る具体的な調査に着手した。

月、愛知県、三重県、 中

案であった海域調査（漁業、

て、愛知、三重両県漁連の同

に着手した。 月には、音波

の結果が公表され、新空港建

部空港調

環境、地

意が得ら

探査及び

設予定地

は極めて良

平成 年

同で、離発

目的とし、

路として、

飛行調査を

好な支持基盤であることが確

月、愛知県と 中部空港調

着及び想定飛行ルート等の騒

新空港建設予定地（洋上）を

、 型機に

実施、その結果を翌平成 年

認された。

査会は共

音体感を

仮想滑走

よる実機

月に公

表した。

平成 年

重県は、陸

生物等、平

水の流れ・

り得られた

月、 中部空港調査会、愛

域調査（大気・気象、環境騒

成 年 月より実施）及び海

水質等、平成 年 月より

項目にわたる環境現況調査

知県、三

音、陸域

域調査（海

実施）によ

結果を中

間的にまと

平成 年

境測定局設

類の育成試

め、公表した。

月愛知県は、常滑沖約

置し、 月より気象・海象測

験を開始した。

に海上環

定及び藻
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のアクセス整

年史

備を重点課題に位置づけ、空港と道 自民党首脳を訪れ、閣議決定における 事業推進
第

路を一体的に章

これらを受中
部

が連携してプ国
際
空 同年 月、従
港
の 調整会議 （建
設 中部空港調

進めたい との発言があっ

けて地元では、関係機関

ロジェクトの一層の推進

来の 中部新国際空港調

県 市、本会、名古屋商

査会で構成）を強化発展

た。 の明確な

、関係団体 模等に関

を図るため、 するが、

査地域連絡 ていただ

工会議所、 た。

させ、 県 平成

位置づけ、及び 次空整期

し要望した。国側からは

地元の皆さんには、これか

く場が多くなると思う と

年 月 日、第 次空港整

間中の投資規

、 我々も努力

ら熱意を示し

の発言があっ

備五箇年計画

市、国の地

大阪航空局、

中部空港調

際空港推進調

次空整期間

遅くとも平成

方策案、環境

方機関（中部運輸局、第五

中部地方建設局）、本会、

査会のトップで構成する

整会議 を設置した。同

中の着工及び 年の開

年度中には空港計画案

影響予測案、地域整備構

港湾建設局、 （平成

名商及び 定）が閣

中部新国 中部圏に

会議では、 定期航空

港を目指し、 て、総合

、空港事業 え、その

想案及びア これに

年に特別措置法により七

議決定され、中部新国際空

おける新たな拠点空港の

路線の一元化を前提に、関

的な調査検討を進め早期に

事業の推進を図る と明示

よって、中部新国際空港は

箇年計画に改

港に関しては

構想について、

係者が連携し

結論を得たう

された。

、新東京国際

クセス整備方

本会では、

委員会の下部

会を設置した

を得、関連す

事業性、関連

策をとりまとめることと

同じく 月に、中部新国

組織として中部新国際空

。専門委員会では、広く

る常設委員会と協力して

機能開発及び交通アクセ

した。 空港（成

際空港特別 する国際

港専門委員 に向けて

会員の参加 この間

、空港計画、 おいて、

スなどにつ プロジェ

田）、関西国際空港ととも

拠点空港と位置づけられ、

大きな弾みがついた。

、本会は、中部新国際空港

平成 年 月 中部国際空

クトについて（第 部） を

に日本を代表

年の開港

特別委員会に

港と関連する

発表し、新空

き具体的な提

中部空港調

経済界の意見

［ ］空港

着工へ

言、改善案をまとめ、国

査会における検討ステー

反映を図った。

建設推進体制づくり

、自治体、 港と空港

ジに応じて 模につい

更に、

するプロ

との共生から現地
提言した

次空

都市、空港計画及び空港都

て基本的な考え方を示した

翌年 月には、 中部新国

ジェクトについて（環境と

、情報通信） をとりまと

。

整の閣議決定後の平成 年

市の機能と規

。

際空港と関連

の調和、水産

め、関係者へ

月、第 回

政府は平成

港整備に関す

うち空港整備

事業 億

また、平成

月、運輸省

年 月、 今後 年間に

る投資規模を総額 兆

事業 兆 億円、民間

円とする 旨を閣議了解し

年度予算の成立に伴い

航空局に新空港を担当す

おける空 中部新国

億円、 に当地域

出資関連 画案、環

た。 ス整備方

、平成 年 点セット

る大都市圏 係者のコ

際空港推進調整会議を開催

において検討された各種計

境影響予測案、地域整備構

策案、空港事業推進方策案

）を了承した。これら計画

ンセンサスづくりとともに

し、これまで

画案（空港計

想案、アクセ

のいわゆる

書は、地元関

、平成 年度

空港計画室、

空港調査室が

同年 月と

事長、安部本

大蔵、建設、

また、第五港湾建設局に

設置された。

月には、松永 中部空

会会長、鈴木愛知県知事

自治、防衛、国土等の関

中部新国際 政府予算

なった。

港調査会理 平成

らが運輸、 の整備の

係省庁及び 設置し、

（実施設計）獲得に向け大

年 月、航空審議会は、中

方向性について審議する空

安部本会会長、加藤晃岐阜

きな推進力と

部新国際空港

港整備部会を

大学名誉教授、



伊藤達雄四日市大学教授など地元関係者を含む 計画について種々検討を行った。翌平成 年 月

名を臨時

関係者を

中部新国

ものであ

おいて、

委員

構成

際空

った

鈴木

会理事長が、

に委嘱した。このよう
ま

員としたことは大変稀

港の早期着工に大きな

。 月に開催された空

愛知県知事及び松永

に
れ

な

弾

港

中

空港計画案、地元調整状

民間出

地元

資 億

多数の地元

ことであり、

みをつける

整備部会に

部空港調査

況、定期航

中部

民間出

国

資

資要請額設定についての基本

（愛知、岐阜、三重、静岡、

円の 分の 、 億円募集

際空港民間出資促進委

についての基本的な考

員会

え方

第

章

中
部
国
際
空的な考え方
港
の長野）で民間出 建
設

することを目

において、

を了承した。

空路線の

事業推進

また、

す全国組

主党中部

し、 月

新空

方策

同月

織の

新国

の総

高顧問に竹下

港への一元化、アクセ

案等について詳細な説

、中部新国際空港の早

自民党国会議員有志に

際空港建設推進議員協

会において、会長に小

ス

明

期

よ

議

渕

登氏が選任された。

標とす

出資

地

万円

東

円ま

上

整備方策案、

を行った。

着工を目指

る 自由民

会 が発足

恵三氏、最

る。残りの 億円は東西企

要請

元企業については、 億円

までを設定。

西企業については、 億円を

でを設定。

記以外に、中経連会員及び名

業で募集する。

をトップに

トップに 万

商会員等地元

平成

要求に、

施設計調

だ。

こうし

平成 年

年

事業

査費

た動

度に

月、運輸省は平成 年

主体の設立及び空港建

等として 億 万

きに対応し、同年 月

おける事業主体の設立

度

設

円を

、

を

企業

募集

これを

では、直

請を行い

予算の概算

に関する実

盛り込ん

経済界では、

円滑に進め

を中心に、原則として最低

する。

受け、同委員会事務局（本会

ちに地元企業、東西企業に

、特に大口出資要請企業

万円で広く

、名商で構成）

出資の協力要

約 社に対し

るため、

地元主要

空港民間

経

経済

出資

済団体連合会、本会並

団体代表の参画を得て

促進準備委員会 を立

び

ち

ては、直

を展開し

その結

中部国際空港 の事業スキー

に名商等の

中部新国際

上げ、出資

接訪問して、依頼するなど

た。

果、地元企業、東西企業と

ム

精力的な活動

も中部新国際

民間出

地元

資 億

資要請額設定についての基本

（愛知、岐阜、三重、静岡、

円の 分の 、 億円募集

的な考え方

長野）で民間出

することを目

標とす

出資

地

万円

東

円ま

上

る。残りの 億円は東西企

要請

元企業については、 億円

までを設定。

西企業については、 億円を

でを設定。

記以外に、中経連会員及び名

業で募集する。

をトップに

トップに 万

商会員等地元

企業

募集

を中心に、原則として最低

する。

万円で広く
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空港に対する

年史

関心は高く、出資につい 備を進めても積極的 た。
第

章

中
部
国
際
空
港
の
建
設

で最終的

万円

となった

平成

期にあた

な

と

。

年

って

設促進協議会

民間出資予定額は、

目標額の 億円を大幅

月から 月の予算案編

、安部本会会長（中部

に

成

新

代表理事、 中部空港調

中

愛知県

岐阜県

社、 億

上回る結果

の重要な時

国際空港建

査会理事長

部国際空港事業主体設立準備

設立発起人名簿

（平成 年 月

（知事 鈴木礼治）

（知事 梶原 拓）

協議会

日現在、順不同）

を兼任）

はじめ、

自民党三

した。

一方、

港を民間

は、

大蔵

役を

国に

活力

のプロジェク

再三にわたり橋本龍太

・運輸・建設等各省の

訪ね、地元の熱意と決

おいては、同年 月に

を活かした 事業

郎

大

意

、

と

トに位置づけ、平成 年

三重県

名古屋市

豊田章一

安部浩平

谷口清太

須田

西垣 覚

総理大臣を

臣、幹部、

をアピール

中部国際空

して最優先

度政府予算

（知事 北川正恭）

（市長 松原武久）

郎 （トヨタ自動車 会長）

（中部電力 会長）

郎 （名古屋鉄道 会長）

（東海旅客鉄道 会長）

（ 東海銀行頭取）

案におい

国際空港

めた。

同時に

設に関す

として

て

の整

、事

る実

億

中部圏の新たな拠点空

備に着手する として

業会社の設立及び同社

施設計調査を行うため

万円を計上した。

港と

事

が

に

こ

石丸典生

小川 進

小原敏人

今井 敬

荒木 浩

して中部

業着手を認

行う空港建

必要な経費

のように、

（デンソー 会長）

（東 ガス 会長）

（日本ガイシ 会長）

（ 日本鉄鋼連盟会長・

社長）

（電気事業連合会会長・

新日本製鐵

東京電力 社

中部新国

こととな

名称は、

標記され

も 中部

また、

際空

った

中部

正式

国際

予算

に位置づけた

港の建設活動は、新し

。なお、当政府予算案

新国際空港から 中部

に変更された（以後、

空港 と称する）。

関連法案として中部国

中部国際空港の設置

い

で

国

本

際

及

中里良彦

辻 義文

清水義之

段階に入る

の新空港の

際空港 と

文において

空港を法的

び管理に関

長）

（ 日本電機工業会会長

社長）

（ 日本自動車工業会会

車 会長）

（岐阜県商工会議所連合

六銀行頭取）

・富士電機

長・日産自動

会会長・ 十

する法律

田、関空

業主体は

される指

債務保証

ることを

案要

と並

国に

定会

、無

規定

項 において、中部国

ぶ第一種空港とするこ

代わって、空港の設置

社とすること、支援措

利子貸付、税制の優遇

した。

際

と

、

置

措

堀木 博

こうし

調整会議

め） をと

空港は、成

を明記、事

管理を委託

として出資、

置等を講じ

（三重県商工会議所連合

トランスシティ 会長）

た動きと平行して、中部新

は、 中部国際空港の計画

りまとめ、平成 年 月

会会長・日本

国際空港推進

案（最終まと

に公表した。

平成

市、本会

立準備協

発起人会

承するな

年

及び

議会

を開

ど、

月、事業主体の設立に

名商は、 中部国際空

を設置した。同年

催し、定款、事業概要

中部国際空港 の設置

向

港事

月

等

に

これは、

騒音に対

走路中心

となって

中部国

け、 県

業主体設

日に設立

について了

関わる諸準

年前に公表した 中間ま

する地元の不安に配慮して

位置を 沖出し）を織

いる。

際空港の事業主体である中

とめ に対し、

一部変更（滑

り込んだもの

部国際空港

中部国際空港事業主体設立準備

設立発起人名簿

（平成 年 月

協議会

日現在、順不同）

愛知県

岐阜県

（知事 鈴木礼治）

（知事 梶原 拓）

三重県

名古屋市

豊田章一

安部浩平

谷口清太

須田

西垣 覚

（知事 北川正恭）

（市長 松原武久）

郎 （トヨタ自動車 会長）

（中部電力 会長）

郎 （名古屋鉄道 会長）

（東海旅客鉄道 会長）

（ 東海銀行頭取）

石丸典生

小川 進

小原敏人

今井 敬

荒木 浩

（デンソー 会長）

（東 ガス 会長）

（日本ガイシ 会長）

（ 日本鉄鋼連盟会長・

社長）

（電気事業連合会会長・

新日本製鐵

東京電力 社

中里良彦

辻 義文

清水義之

長）

（ 日本電機工業会会長

社長）

（ 日本自動車工業会会

車 会長）

（岐阜県商工会議所連合

六銀行頭取）

・富士電機

長・日産自動

会会長・ 十

堀木 博 （三重県商工会議所連合

トランスシティ 会長）

会会長・日本



の創立総会が平成 年 月 日に開催され、翌 空港対策協議会が、これら 支部委員会に対する

月 日には設

会長に安部

出身の平野

円、組織は総

社員数は地元

う体制でスタ

立登記が行われ、正式に

浩平本会会長、社長にト

幸久氏が就任し、資本金

務、経理、企画、調整、

自治体と地元企業を中心

ートした。

発足した。 漁業補償

ヨタ自動車 長より各

億 万 の同意書

建設の各部、 また、

に 名とい 設置及び

開催され

額について了承するととも

事業主体に対して、事業の

を提出した。

同月には、運輸省主催の中

延長進入表面等の指定に関

た。本会から、豊田芳年副

第
に、協議会会 章

実施について 中
部
国
際
空部国際空港の
港
のする公聴会が 建
設会長が公述人

中部国際空

置及び管理を

とともに、出

万円、

一方、中部

平成 年 月

いて、中部国

港 は同年 月 日、新

行う者として国からの指

資、人材を受け入れ、資

社員数も 名と増資、増

国際空港の連絡鉄道施設

、翌年度予算の運輸省概

際空港アクセス鉄道を対

空港等の設 として出

定を受ける の立場か

本金は 億 平成

員された。 費につい

については 交渉が妥

算要求にお 補償交渉

象とする補 一方、

席し、中部国際空港の設置

ら公述を行った。

年 月に、愛知県漁連との

て合意を得、 月には野間

結したことにより、愛知県

は一応の決着をみた。

三重県漁連との漁業補償交

について賛成

間で漁業振興

漁協との補償

漁連との漁業

渉は、平成

助制度の新設

中部国際空

三重県、岐阜

調査会、名鉄

が開催され、

を結ぶ連絡鉄

が織り込まれた。平成

港連絡鉄道施設整備協議

県、名古屋市、常滑市、

、 東海、空港会社及び本

名鉄常滑線の常滑駅 空港

道施設の設置が了承され

年 月には 年 月に

会（愛知県、 え方等の

名商、空港 示した。

会で構成） し、当事

駅（仮称） ため、同

た。 の斡旋依

中部国際空港 が窓口にな

説明を開始し、同年 月に

しかしながら、両者の主張

者同士による解決は困難と

年 月に北川正恭三重県知

頼を受け入れ、 月に斡旋

り、補償の考

は補償額を提

は大きく相違

なった。この

事が両者から

案を提示した。

これを受け

アクセス鉄道

月には、鉄

国際空港連絡

により設立さ

一方、現地

補償に関して

、平成 年 月に、 中部

建設主体設立準備委員会

道施設建設の事業主体と

鉄道株式会社 が第 セ

れた。

工事着工への最大の課題

、平成 年 月、愛知県

国際空港 中部国際

が発足し、 諾し、こ

なる 中部 三重県

クター方式 知県漁連

空港 が

である漁業 決着する

漁連中部国 この間

空港 と三重県漁連は、こ

こに漁業補償交渉は完了し

漁連に対する漁業補償額

より不満が出ていたが、

漁業振興費基金に追加拠出

ことができた。

、平成 年 月、運輸大臣

の斡旋案を受

た。

等に関して 愛

月、中部国際

すること等で

が中部国際空

際空港対策協

経営実態調査

以降に、愛知

れ、漁業補償

多支部委員会

れたことを受

議会（平成 年 月設立

の受け入れを決定し、平

県から各漁協へ補償額が

交渉が開始した。同年

分の漁業補償等について

けて、中部国際空港 か

）が、漁業 港の設置

成 年 月

順次提示さ

月には、知

了承が得ら 知 多 支

知 多 支ら運輸大臣

東 三 ・ 西

を許可し、 月には、環境

漁業補償額と漁業振興費

補償額

部 北 部 部 会

部 南 部 部 会

三 ・ 渥 美 支 部

庁長官の意見

（単位 百万円）

振興費

に飛行場設置

び愛知県企業

許出願が行わ

引き続き、

対しても補償

許可申請が、また中部国

庁から愛知県知事に公有

れた。

東三、西三、渥美の各支

額の提示が行われ、平成

際空港 及
野 間水面埋立免
愛 知

三 重部委員会に
合

年 月、

漁 協

県 漁 連 計

県 漁 連

計

補償額 振興費

知 多 支

知 多 支

東 三 ・ 西

部 北 部 部 会

部 南 部 部 会

三 ・ 渥 美 支 部

野 間

愛 知

三 重

合

漁 協

県 漁 連 計

県 漁 連

計
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を得て、建設
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・運輸両省は、愛知県知事に対し公 中部国際空港 は、平成 年 月 日、現地工
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有水面埋

より中部

された。

立免

国際

許の認可があり、直ち

空港 に対して公有水

に

面

第 節

愛知県知事 事に着

埋立が免許 場で起

係者

手

工

中部国際空港の計

し、同 日には、建設事

式を、その後、常滑市体

名の出席を得て起工祝

務所

育

賀

画概要

近くの特設会

館において、関

会が行われた。

［ ］計

平成

次空港

画

年

整備

改革の推進に

の方針

（ ） 月 日に閣議

五箇年計画 （平成

決

年に

関する特別措置法を受け

では、

定した 第 内 万

財政構造

旅

万人

空て計画期間 港施

客が 万人 年（国

）、貨物が 万 年

）と想定している。

設計画の検討の前提とな

際

（国

る航

万人、国内

際 万 、国

空輸送需要

を七箇年

際空港推

検討した

部国際空

の計画案

（ ） 岐阜

に延

進調

。そ

港建

（最

県
運輸局、

長）を受けて、地元で

整会議（ ）において

の結果、平成 年 月

設のベースとなった

終まとめ） をとりま

、愛知県、三重県、名古屋

は

空

に

中

とめ

市、
同第五港湾建設局、同大阪航空

、中部新国

計画時港計画案を

、現在の中
第 期

部国際空港
将 来

た。
（注）離

運輸省中部

点

計画

構 想

着陸
した

（出所局、建設省
もの
中

航空旅客（万人 年）航空貨物（

国際 国内 国際

回数は、航空輸送需要を基に、

万ト

航空
である。
部国際空港の計画案（最終まとめ）

ン 年） 〔参考〕
離着陸回数

国内 〔万回 年〕

約

約

機材を想定し、算定

平成 年 月、中部

中部地
議所、
設置。

同案で

現名

への一

方

は、

古屋

元化

航空輸送の

建設局、 中部経済連合会
中部空港調査会の長で構成

新空港計画の方針とし

空港における定期航空

を前提とし、国際航空

、名
。平

て

路

輸

拠点とする。

古屋商工会
成 年 月

［ ］
、

線の新空港 中部

送及び国内 部常滑

新国

空

国

沖

が約

際空港推進調整会議）

港島の位置・面積

際空港は、名古屋の南

海上に位置する。面積

約

は、

。隣接する地域開発用地

の伊勢湾東

空港本体部分

（事業主体は

陸・

の乗り

時

環境

地域

開港

海・

継ぎ

間運

に配

と一

に必

空のアクセスを整備し

も便利な利便性の高い

用可能な空港とする。

慮した空港とする。

体的・相乗的に発展す

要な施設の整備を終え

、

空

る

た

国内・国際 愛知県

港とする。 港島が

拡張さ

空港とする。

時点に運用 ［ ］

企

造

、地

れ

滑

業庁）約 とあわ

成される。将来構想で

域開発用地が約

る計画となっている。

走路

せて

は、

の

約 の空

空港部分が約

合計約 に

を開始

施設の

の 項目

また、

る航空輸

し、

拡充

を掲

新空

送需

以降、航空需要の動向

を図る。

げた。

港の空港施設計画の検

要は次表の通りであり

に

討

、

応じ、逐次

開港

観点か

の前提とな 滑走路

第 期計画 する。

時

ら

間

は 本（事業

）、将来構想では

が のクロースパラ

の

レ

採算性確保の

本を計画、

ル方式で設置

計画時

第 期

将 来

点

計画

構 想

航空旅客（万人 年）航空貨物（万トン 年）
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［ ］主要

年史

施設 ふれた空間が融合するように計画されており、
第

章

平成 年中
部

ナル地区基本国
際
空 フレンドリー
港
の しており、年建
設 ての人が使い

月、中部国際空港 は、

計画の概要を発表した。

でシンプルなターミナル

齢や障害の有無にかかわ

やすいものにする ユニ

やさし

旅客ターミ バーサル

ユーザー ンパクト

を特徴と ナル（魅

らず、すべ コンセプ

バーサルデ 旅客タ

いターミナル（誰もが使

デザイン） わかりやすい

で機能的な施設配置） に

力ある商業空間と環境配

トを掲げている。

ーミナルビルは、ターミナ

いやすいユニ

ターミナル（コ

ぎわいターミ

慮） の つの

ル本館、本館

ザイン や、

をわかりやす

（ ） な

効率的なター

スポットの一

できる スイ

拡張を容易に

旅客ターミナルビルと交

く結ぶ マルチアクセス

どを採用している。更に

ミナルを整備するという

部を国内線、国際線いず

ングゲート を設けるほ

するため旅客ターミナル

通アクセス から西側

ターミナル 南北に伸

、経済的、 、

観点から、 万 あり

れにも利用 かなスロ

か、将来の ト数は

をモジュー の 倍を

に突き出したセンターピア

びたウイングから構成

東西約 の建物で、延

、アクセス施設が集中し

ープの連絡通路で結ばれて

（国際線 、国内線 ）と

確保するとともに、スイン

、本館両側に

され、南北約

床面積は約

た と緩や

いる。スポッ

現名古屋空港

グゲートを採

ル化するなど

また、平成

本設計の概要

の最新機能と

さまざまな工夫を打ち出

年 月には旅客ターミ

が発表された。 世紀の

、和やかで親しみのある

している。 用しスポ

ナルビル基 ルから直

空港として 客数で

和 にあ

ット運用の効率化を図るこ

接乗降できる固定スポット

％となるように計画されて

とにより、ビ

の利用率を旅

いる。

［ ］鉄道

知多半島か

スのうち、鉄

第 節

アクセス

ら常滑沖の空港島までの

道アクセスについては、

交通アクセスの

名鉄常滑

るととも

交通アクセ 送力増強

現在の名古 るため、

概要

線から空港に至る連絡鉄道

に、名鉄常滑線のスピード

を図る とあり、これを具

平成 年（ ） 月、 中

施設を整備す

アップ及び輸

体的に検討す

部国際空港連

屋鉄道（名鉄

際空港駅（仮

億円で整備

在の終点常

たっては高架

鉄常滑線榎戸

）常滑線を延伸し、常滑

称）までの約 を総事

（営業キロは ）する。

滑駅は地上駅であるため、

駅とするが、これに併せ

駅南 常滑駅間の約

駅 中部国 絡鉄道施

業費約 月、中部

また、現 表した。

延伸にあ 空港駅（

て既存の名 三種鉄道

について 路を第二

設整備協議会 が設置され

国際空港アクセス鉄道事業

計画では、名鉄常滑線常滑

仮称）までの鉄道連絡施設

事業者（鉄道線路を敷設し

種鉄道事業者に使用させる

、平成 年

の概要等を公

駅 中部国際

について、第

て当該鉄道線

者）として整

も、愛知県や

の分断や踏切

高架化事業を

中部新国際

た鉄道アクセ

常滑市とともに、鉄道に

の解消を目的に都市計画

行うこととしている。

空港推進調整会議におい

ス計画には 新空港の開

よる市街地 備・運営

事業による 立する。

を出資金

て決定され 円を補助

港時までに、 事業採算

を行う事業主体を第三セク

総事業費は約 億円で、

（地方自治体 民間

金（国 地方自治体

性を向上させている。

ター方式で設

うち約 億円

）、約 億

）で調達し、
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）空港の概
位 置 愛知

路位
規 模 空港

要
県名古屋市の南約 、常滑市の沖
置）の伊勢湾海上
面積 約 滑走路

中部国際空港の概要
）ター

約 （滑走 旅客取
チェックイ

本

ミナルビル主要施設の概要
扱施設
ン施設 国際線アイランド型 ア

ポ
国内線アイランド型 ア

イランド
ジション
イランド

開港目標

）旅客ター
旅客ターミナ

出したセンター
され、南北約
です。この旅客
と緩やかなスロ

階数と規模
本館部

センターピア部

年 月

ミナルビルの概要
ルビルは、ターミナル本館、本館か
ピア、本館両側に南北に伸びたウイ

、東西約 の建物で、延床
ターミナルビルはアクセス施設が集
ープの連絡通路で結ばれています。

地上 階 間口 奥行
最

地上 階 幅 長さ

保安検査施

出入国検査ら西側に突き
ングから構成
面積は約 万
中した

搭乗待合施

手荷物取扱高部高さ

設 セントラルセキュリティ方
線検査装置・金属探知機

施設 出国 税関検査カウンター
出国審査カウンター

入国 検疫検査カウンター
入国審査カウンター
動物検疫検査カウン
植物検疫検査カウン
税関検査カウンター

設 国際線 ゲート バス
国内線 ゲート バス

施設 手荷物検査方式 国際線
国内線

式

ター
ター

ゲート ゲート
ゲート ゲート
インライン方式
カウンター方式

ウイング部
部

構 造
鉄骨造一部鉄筋

）旅客数と
計画

国際線
国内線
計

地上 階 幅 長さ
地上 階 間口 奥行

連絡

コンクリート造

スポット数
対象旅客数 計画スポット数

ローディング ナイトスティ
万人 （内固定 ）
万人 （内固定 ）
万人 （内固定 ）

通路長さ 各種の
交通、観
ナルビル
スロープと

コンセ計
レスト及び予備
郵便局、診

関連施
鉄道アク

バゲージクレーム 国際線
国内線

（マルチアクセスターミナル）
アクセス交通機関と旅客ターミナル
光等各種情報の集約提供機能を持つ
・ 階の中間レベルにあり、旅客
動く歩道で結ばれています。

ッション・サービス施設
ラン、ショップ、マルチリラクゼー
療所、宅配サービス等

設
セス アクセス鉄道 名古屋鉄道

と同じレベルに配置）

基
基

ビルとの結節機能、
施設で、旅客ターミ
ターミナルビルとは

ション施設、銀行、

駅舎 橋上駅（

注）固定スポッ
使用可能な
の効率化を
ポットの利

中部国際空港 パ

ト数のうち、 スポットは国際線、
スイングスポットです。このように
図ることにより、ビルから直接乗降
用率を旅客数で ％となるように計

ンフレットより

国内線両方に 海上アク
スポット運用

附帯数できる固定ス
棟画しています。

セス アクセス基地と 間を立
画としています。

、 棟

体連絡通路で結ぶ計

階数と規模

構 造

旅客取扱施設

（マルチアクセスターミナル）

コンセッション・サービス施設

関連施設

附帯数
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これを受け

年史

て同年 月、中部国際空港アクセス ［ ］海上アクセス
第

鉄道建設主体章

に必要な約中
部

保すべく、関国
際
空 しい経済情勢
港
の 得られ、建
設 れた。

設立準備委員会が発足し

億 万円（民間分）の

係先へ要請を行った。そ

にもかかわらず、必要な

月の事業主体設立へと準備

、開業まで

出資を確 海上ア

の結果、厳 ナルに近

出資承諾が る。また

が進めら て、今後

を前提と

クセスについては、新空港

接した位置に海上アクセス

、四日市港、津松阪港及び

の需要の動向を勘案しつつ

しながら、地元市町村や運

の旅客ターミ

基地を整備す

鳥羽港におい

、事業採算性

航事業者等で

平成 年

港連絡鉄道

が設立され、

鉄道事業法に

する事業を行

として列車の

で連絡する予

月 日、第三セクターの

（東海 県 市と民間 社

設立時の資本金は 億

よる第三種鉄道事業及び

う。名古屋鉄道が第二種

運行を行い、名古屋市内

定である。平成 年 月

中部国際空 組織する

が発起人）

万円、

付帯・関連

鉄道事業者

から約 分

には鉄道事

協議会を設置し、検討が進められている。

業許可、 月

月には現地工

業に向けて、

［ ］道路

には工事施工認可を得、

事に着手するなど、平成

着実に事業が推進されて

アクセス

平成 年

年度の開

いる。

開港時まで

空港にいたる

路を整備する

知多横断道

ら常滑 （仮

線の自動車専

中部国際空

に知多半島道路の半田常

知多横断道路、中部国際

こととしている。

路は、知多半島道路の半

称）までの延長 を、

用道路として整備される

港連絡道路は、前島に設

滑 から新

空港連絡道

田常滑 か

往復 車

。

置される常

滑 （仮称）

車線の自動車

線については

暫定利用でき

併せて、第

にいたる西知

から空港島までの を

専用道路として整備する

、空港島工事の資材、人

るよう先行整備することと

二東名自動車道の東海

多道路についても計画が

、往復

。片側 車

員輸送等に

している。

から新空港

進められて

いる。

このほか、

じめとする

ても具体的な

（自動料金収受シス

（高度道路交通システ

検討が進められている。

テム）をは

ム）につい
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中部国際空港建設促進期成同盟会パンフレットより
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［ ］名古

第 節 名

屋空港の歴史

古屋空港の将来

える基

構

幹

想について

空港として重要な役割を果たしている。

名古屋

年（

約 の

して建設

軍に接収

備が進め

空港

）

面

され

され

られ

に延長、翌年

の前身である小牧飛行

月、旧陸軍により

積を有する名古屋地方

た。昭和 年 月、終

たが、戦後、米軍の管

、昭和 年 月、滑走

月、面積も約

場

防空

戦

理

路

に拡

は、昭和 ［ ］
の滑走路、

飛行場と 現在

とともに米 の拡張

下で拡張整 困難な

が 界に達

張されて のため

一

の

整

状

す

空

元化に至るまでの

名古屋空港は、平成

備が行われたが、大規

況にあり、 世紀初頭

ると予測されている。

港利用時間の制約があ

経緯

年

模な

には

また

り、

月に空港南側

拡張は、今後、

空港容量が限

、航空機騒音

時間離着陸

現在とほ

昭和

（東京

月には、

輸 ）が

た。当時

ぼ同

年

名古

日本

定期

、民

規模の空港となった。

月、日本航空 による

屋 大阪）が開設され

ヘリコプター輸送

便（東京 名古屋 大

間航空の再開により、

定

、

（現

阪

数

可能な

期航空路線 ができ

昭和 年 需要に

・全日本空 建設に

）を開設し た。

多くの航空 この

国

な

対

向

よ

際空港としての機能を

い状況にある。このた

応でき、 時間利用可

けて、関係者が連携し

うななか、 次空整（

十分

め、

能な

て調

平成

に活かすこと

増大する航空

新しい空港の

査を進めてき

年 月閣議

会社が誕

名乗りを

期航空運

や写真撮

しての形

古屋市、

生し

上げ

送事

影、

が整

地

ディング に

たが、当地域からは中

、昭和 年、航空機使

業の免許を取得し、ビ

遊覧飛行などを行った

うのは、昭和 年 月

元経済界出資による名

より空港ターミナルビ

日

用

ラ

。

、

古屋

ル

本航空 が 決定）

事業、不定 の一元

の空中散布 化され

民間空港と から愛

愛知県、名 策が示

空港ビル れない

が完成され に提示

に

化

れ

知

さ

す

おいて、新空港の建設

を前提とする とされ

ば大きな影響を受ける

県に対し、 地元の不安

れない現状では、安易

と訴え、一元化に伴う

るよう申し入れた。

は

たが

とし

を

に一

地域

定期航空路線

、路線が一元

て、地元市町

解消する解決

元化を認めら

振興策を早急

たことに

昭和

に返還さ

一方で、

和 年代

俟って、

よる

年

れ、

自衛

か

航空

。

月、同飛行場は米軍か

名称も 名古屋空港

隊と民間が共用する空

らの民間航空機のジェ

機騒音問題が深刻化し

ら

と

港

ット

た

これ

日本へ正式 を柱と

改められた。 屋空港

となり、昭 愛知県

化とも相 された

。その後、 定

に

す

の

の

。

期

対し、愛知県からは、

る 中部新国際空港開

あり方及び地域振興等

基本的考え方 （平成

航空路線一元化の必要

以下

港後

の対

年

性

に示す 項目

における名古

応策に関する

月）が提示

定期航空

可欠な社

政当局に

ら周辺住

港の整備

路線

会基

よる

民の

充実

の拡大に伴い、空港が

盤として認知されたこ

周辺環境対策が充実さ

理解と協力を得るとこ

が図られ、今日では中

都

と

れ

ろ

部

市生活に不 名

や、航空行 名

たこと等か 空

となり、空 定

の発展を支 ま

古

古

港

期

ざ

屋空港の空港機能存続

屋空港のゼネラルアビ

化

航空路線の一元化に伴

まな影響を回避し、新

エー

う周

たな

ション（ ）

辺市町へのさ

地域振興を図



る対応策の必要性 約 とし、コミュータ航空、産業航空、公共

対応

（仮

これら

空港将来

名誉教授

策を

称）

の提

構想

）が

日井市、小牧

検討する 空港将来構

の設置

案を受けて、平成 年

検討会議 （座長 加

、空港周辺 市 町

想

藤晃

（名

市、豊山町）、地元経済

検討会議 航空、

の将来

月 名古屋 また

岐阜大学 または

古屋市、春 考えら

ビ

機

、

県

れ

界、学識経 周辺環

ジネス航空、スポーツ

能として想定している

この用地を管理運営す

が中心となって設立す

るとしている。

航空

。

る事

る第

境対策については、定期便

第

章

中
部
国
際
空
港
の
建
設

を名古屋空港

業主体は、県

三セクターが

移行後、国の

験者、愛

空港開港

興に係る

われた。

［ ］名

知県

後の

基本

古

を構成員として設置さ

名古屋空港の活用及び

構想の策定に向けて調

屋空港将来構想検討

れ

周

査

会

、中部国際 補助に

辺地域の振 ことか

・検討が行 た周辺

策事業

につい

られる議

よ

ら

環

の

て

よ

さまざ

り実行される諸対策の

、将来の事業主体に対

境対策に準じた騒音防

実施、新たな対策範囲

は、経過措置の検討を

う配慮すること等が望

削減

し、

止工

から

含め

まれ

まな地域振興方策を展開

が予想される

国の行ってき

事等の騒音対

はずれた区域

十分理解が得

るとしている。

同会議

古屋空港

りまとめ

空港機

港とし

空港機

は、

の活

、公

能を

て活

能を

回の会議を経て、平成

用及び周辺地域振興基

表した。概要は以下の

存続し、ゼネラルアビ

用

維持するのに必要な施

本

と

エ

設

年 月 名 地域

構想 をと つなげ

おり。 と共生

ーション空 快適な

と、地

用地範囲を つを掲

振

る

す

質

域

げ

興の基本方針について

空港機能の最大限の活

る新しい産業交流拠点

の高いまちづくりを掲

振興として考えられる

、 の地域振興方策案

は、

用、

の創

げ、

方策

を盛

地域振興に

地域や空港

出、 安全で

この方針のも

の柱として

り込んだ。

基本方針及び方策の柱と地域振興方策案と対応関係

（出所 名古屋空港の活用及び周辺地域振興構想 平成 年 月、名古屋空港将来構想検討会議）
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日本国際博覧会
会

［ ］開催

昭和 年

第 節 誘致

構想打ち上げの経緯

（ ） 月 日、鈴木礼

組織設立から誘

回答を得

この時

治愛知県知 際博覧会

致決定まで

た。

期に、中部地域において

を開催しようとした背景に

世紀初頭に国

は、次のよう

事の呼びかけ

精一本会会長

関する懇談会

世紀初頭に愛

く国際博覧会

る規模・内容

により、西尾武喜名古屋

などの経済界の代表によ

が名古屋市内において

知県において国際博覧会

を開催すること、大阪万

を目指すことが確認され

市長、田中 な社会環

る 万博に 一つに

開かれ、 第四次全

条約に基づ 際的な産

博に匹敵す と位置づ

た。 域として

境があげられる。

は、当地域の基本的な発展

国総合開発計画（昭和 年

業技術の中枢圏域 の形成

けられ、今後“高度なモノ

発展するためには、ヒト・

方向について、

策定）で 国

を目指す地域

づくり”の地

モノ・情報が

合意内容と

．国際博

名称

テー

参加者は次のとおり。

覧会の概要

世紀万国博覧会（仮称

マ 例えば 世紀の平和と

ような 世紀の初頭にふ

もの（今後、更に検討）

交流する

な国際的

なイベン
）

いたこと
文明 の

二つ目
さわしい

第二東名

いわれる

地域として、施設だけでな

スケールで交流・情報発信

ト、求心的なプロジェクト

が挙げられる。

は、中部新国際空港、リニ

・名神高速道路のいわゆる

、 世紀を睨んだ大型プロ

く万博のよう

するソフト的

が求められて

ア中央新幹線、

点セットと

ジェクトを推
開催

開催

主催

．会議参

加藤 一

豊田英二

時期 世紀の初頭

場所 愛知県内

日本国政府

加者（五十音順）

、鈴木礼治、竹田弘太郎、田

西尾武喜、三宅重光の 名、

進するう

との認識

三つ目

を待望す
中精一、

年に

ソウルに

えで、万博の開催が大きく

があったことである。

は、地域全体に大規模なイ

る気持ちが強かったことで

年夏季オリンピック大会の

破れて以来、当地域ではオ

寄与するもの

ベントの開催

ある。昭和

開催をめぐり、

リンピックに

この合意を

竹下登首相、

大臣（博覧会

ついての要望

受けて、翌 日に鈴木知

宇野宗佑外務大臣、田村

所管大臣）等に 国際博

を陳情し、いずれから

代わる大

事ら代表が、 けでなく

元通商産業 この点

覧会開催の 保原地区

も好意的な 都市セン

規模な国際的イベントの開

経済界においても提唱して

につき、本会では、昭和

を対象に新しい街づくりと

トラル 構想を事務局

催を愛知県だ

いた。

年に豊田市伊

して 世紀

試案としてと

第 章第 章

．国際博

名称

テー

覧会の概要

世紀万国博覧会（仮称

マ 例えば 世紀の平和と

ような 世紀の初頭にふ

もの（今後、更に検討）

）

文明 の

さわしい

開催

開催

主催

．会議参

加藤 一

豊田英二

時期 世紀の初頭

場所 愛知県内

日本国政府

加者（五十音順）

、鈴木礼治、竹田弘太郎、田

西尾武喜、三宅重光の 名、

中精一、



りまとめ、その中で 世紀都市文明 （注）博覧会 の 誘致委員会の会長職は、歴代、愛知県商工会議所

開催を検

た 国際

紀の都市

提唱した

という）

討し

産業

（

。一

にお

が 交通文化

た。その後、昭和 年

・技術首都圏の形成

仮称）をテーマとした

方、名古屋商工会議所

いては、昭和 年に竹

の

博覧

（以

田

博覧会 構想を提唱して

連
月に発表し

中で 世

会開催を

下 名商

弘太郎会頭 世

合会
平成
年度
年度

世

紀

いた。 協議会

会長（名商会頭）が務めた
元年度は竹田弘太郎氏、
は加藤 一氏、平成 年
）は谷口清太郎氏。

紀万国博覧会誘致推

万国博覧会誘致推進協

。
平成
度か

進協

議会

という）は、国際博覧会の

第

章

年
日
本
国
際
博
覧

年度から平成
ら解散時（平成

議会

（以下 推進

誘致活動を幅

四つ目

絡を密に

とができ

［ ］地

は、

し、

たこ

元

平成元年

博覧会を所管する通産

理解を得て順調に活動

とである。

誘致組織の設立

省

を

月、当地域の行政、経済

と事前の連 広くバ

開始するこ 月 日

中本会

同協

界、各

し、誘

ッ

名

会

議

種

致

界、各種団 極的に展

クアップすることを目

古屋市内で設立総会を

長を選出した。

会は、中部 県下の自

団体など 団体（後に

委員会と車の両輪とな

的に

開催

治体

って

開した。当初は、誘致委員

会、平成元年

し、会長に田

、議会、経済

団体）で構成

誘致活動を積

会の活動を精

体等が中

を相次い

なお、

した平成

から解散

心と

で設

これ

年

した

なって、地元における

立した。

らの組織は、 年の

月 日、所期の目的

。

万

開

を

博誘致組織 神的に

の人々

催権を獲得 援を得

達したこと 度 を

誘致活

（注）

支

の

る

創

動

推進
平成

援する立場に止まって

積極的な誘致活動への

ため、平成 年 月

設し、この結果、それ

の輪を拡げることにつ

協議会の会長職は、歴代、

いた

参画

日に

まで

なが

本
元年度及び平成 年度は田中

が、より多く

と資金的な支

賛助会員制

以上に幅広い

った。

会会長が務めた。
精一氏、平成

世

（平

世紀

委員会

け、国内

での

紀

成

万国

とい

の合

活動

で、誘致活動

万国博覧会誘致準備委

年 月 日、 世紀万国博覧会

博覧会誘致準備委員会

う）は、国際博覧会の

意づくりや協力体制の

、政府への働きかけを

の中核の役割を担った

員

誘致

（

誘

構

推

。

会 年
ら

委員会に改称）

以下 誘致 愛

致実現に向 愛知

築、国内外 推進協

進する組織 県庁内

度か
解散

知

県

議

に

国博覧会

ら平成 年度は松永亀三
時（平成 年度）は安部浩

県、瀬戸市の対応

では自治体、経済界合

会の設立に合わせ、平

鈴木知事を本部長とす

郎氏
平

同の

成元

る愛

誘致推進本部を発足させ、

、平成 年度か
氏。

誘致委員会、

年 月 日、

知県 世紀万

全庁をあげて

平成元

催し、会長

商会頭）

古屋市の

労働組合

散時には

年

に

を選

自治

、婦

名

月 日、名古屋市内で

竹田愛知県商工会議所

出するとともに、委員

体、議会、経済界、愛

人団体など各種団体の

）が就任した。本会で

設

連合

に

知

代

は

立総会を開 誘致・

会会長（名 これ

愛知県、名 う誘致

県内の大学、 者の自

表 名（解 致推進

田中会長が 一方

推

に

委

治

本

、

進する体制を整えた。

より国際博誘致組織と

員会、支援組織である

体として前二者と協力

部の 本柱が整った。

会場候補地が瀬戸市南

して

推進

して

東部

は、実務を行

協議会、当事

誘致を図る誘

と決定された

委員とな

更に、

年度から

賛同する

時 社）。

った

これ

賛助

企業

。

らの諸活動を強化する

委員制度を設け、同委

が参加した（平成 年

た

員

度

ことに

め、平成 博通市

会の事業に 国博覧

社、解散 月

により

伴

長

会

日

、

い、瀬戸市では平成

を委員長とする庁内組

誘致推進委員会を設立

、瀬戸市の産業界、行

世紀万国博覧会誘致

年

織と

した

政機

瀬戸

月 日に井上

して 世紀万

。更に、同年

関、民間団体

地区協議会を
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設立し、市民

年史

意識の盛り上げに取り組んだ。 的要件を検討し、 宿泊施設、サービス施設など
第

章

市民活

市民レベル

年 の開催につい
日
本 会場候補地の国
際 らの国際博覧博
覧

動のあらまし

での誘致活動は、当初、

て市民の立場から理解を

見学会や勉強会などを通

会のあり方や意味を問う

大都市機

月の国際

国際博覧会 なく、長

深めるため、 けた取り

じ、これか の計画が

地道な活動 ことの

能が活用できる地域である

博覧会のために開発すると

期的な地域づくり等につい

組みがあること、 すでに

あること、 用地が比較的

点をポイントとした。その

こと、 ヵ

いうことでは

て具体化に向

交通基盤整備

確保しやすい

結果、平成
かいしょ

会 が続けられた

平成 年

会誘致を支援

各グループが

に、相互に協

始まった。平

つり に合

。

月の閣議了解後は、新た

する複数の市民グループ

独自性を持った活動を進

力・補完するネットワー

成 年 月 日、瀬戸市

わせて開催された誘致支援

年 月

に国際博覧 とした同

が設立され、 以上

めるととも

クの構築が 会場

の 陶祖ま 会場候

イベント の変化は

日、開催候補地を、瀬戸市

市南東部の丘陵地帯と

とすることを発表した。

の分散化

補地は、基本構想の変遷に

あったものの、平成 年

海上町を中心

し、広さは約

伴い、面積等

月に瀬戸市南

の成功は、市

げに大きく寄

平成 年

という）調査

の実現をめざす市民の集

の実現をめざす市民ネッ

民レベルの活動が誘致気

与する契機となった。

月の博覧会国際事務局（

団来日の際には、

い （主催 東部の丘

トワーク） 以来、変

運の盛り上 年 月に

確認され

以下 められた

の実現 り、同年

かいしょ

陵地帯（いわゆる海上の森

更することはなかった。し

会場候補地内においてオオ

たことを機に会場基本計画

結果、 年日本国際博

月 日、これまでの会場

）に決定して

かし、平成

タカの営巣が

の見直しが進

覧会協会によ

候補地である

をめざす市民

歓迎実行委員

画段階から参

の歓迎など各

ピタリティー

また、平成

総会にお

ネットワークを母体に

会 が結成され、市民グ

加し、市民 人による

行事において地元市民と

を示した。

年 月、 月、平成

いても、多くの市民グル

調査団 海上の

ループが企 術交流セ

瀬戸市で 公表され

してのホス

［ ］全
年 月の各 推進
ープがパリ

森 に、 愛知青少年公園

ンター予定地 を加えた新

、会場の分散化が図られた

国的な誘致気運の盛

体制

と 科学技

たな計画案が

。

り上がりと

やモナコへ渡

か 事務局

実現を求める

このように

想による個性

誘致実現に大

航し、手作りの 活動

・加盟各国大使等に数多

手紙や葉書、署名などを

、市民活動は各グループ

的な活動を展開したこと

きな役割を果たした。

を進めたほ 積極

くの博覧会 国際博

送った。 り全国レ

が独自の発 取り付け

によって、 このた

の理解促

的な国内広報・啓発活動

覧会を開催するためには、

ベルでの誘致気運の盛り上

が不可欠である。

め、誘致委員会と推進協議

進と誘致気運の醸成を図る

の展開

地元はもとよ

がりと支援の

会では、国内

ため、足かけ

［ ］開催

開催候

愛知県では

候補地の決定とその後

補地の決定

、開催候補地の選定に際

年に及

発活動にの変化
） シン

誘致活

しての基礎 なるシン

ぶ誘致活動の中で一貫して

力を注いできた。

ボルマークの制定

動を効果的に進めるために

ボルマークを制定すること

国内広報・啓

、その象徴と

となり、全国



人から寄せられた 点の応募作品の中か ク・ロゴ掲出など、民間企業や団体による が

ら、審査の結

イナーの作品

月に発表され

作品は、緑

なもので、そ

への印刷、バ

果、大阪市在住のグラフ

が最優秀作品に選ばれ、

た。

の円と赤の楕円を組み合

の後、ポスターやパンフ

ッジの作成、ジャパン・

ィックデザ 積極的に

平成 年 本会で

上述のポ

わせた斬新 を使って

レットなど よる協力

エキスポ富 に、本会

行われた。

は、役員会等の場で、会員

スターや懸垂幕の掲出、自

の各種広報活動など、多様

を要請し、多数の会員の参

の仲介により、平成 年

第

章

企業に対し、

社の広告媒体

年な 方法に
日
本画を得た。更 国
際月から開催さ 博
覧

山 （平成

地のイベント

り誘致活動

した。

年）や信州博（平成 年

での表示など各所で活用

のシンボルとして大きな役

）など各 れた第

し、文字通 ンチャレ

割を果た 掲出して

）

平成

申請を経

かけて、

回アメリカズカップ日本代

ンジ に、誘致シンボルマ

した。

調査団来日に向けての広

年 月の閣議了解、平成

て、平成 年 月の 調

市民の盛り上がりを内外に

会表挺 ニッポ

ーク・ロゴを

報活動

年 月の開催

査団の来日に

示す広報活動

も最大の

愛知県

もとより

スターや

ク、ロゴ

ンや誘致

山場を迎えた。

、名古屋市、瀬戸市等の自

、企業、市民が一体となっ

バナー、小旗、ステッカー等

が市内にあふれ、また、街

賛同署名活動が展開される

治体の連携は

て活動し、ポ

シンボルマー

頭キャンペー

など、地元の

この誘致シンボルマ

を表し、双方を結ぶ楕

また、赤い楕円の

勢とともに、愛知に万

シ ン ボ ル マ ー ク の 意 味

ークは、緑の円と赤の楕円が 技術と文化 、 世界と

円がそれぞれの交流と調和、共生を表現しています

日本（愛知） から発信し、緑の円の 新しい地球

博を誘致する気持ちが込められています。

熱意が内

誘致

閣議了

国的な意
日本 、 自然と人

このた。

創造 をしていく姿

会をはじ

外に示された。

決議

解を控え、万博誘致が地元

思であることを示すことが必

め、愛知県議会、名古屋市

め愛知県下全市町村議会、

だけでなく全

要であった。

会、瀬戸市議

全国知事会、

） 閣議了解

平成 年度

向けて大事な

に示す広報活

誘致シンボルマーク

に向けての 活動

は、 申請への閣議了

時期であったため、地元

動が展開された。

全国市長

経済団体

で 団体

解の獲得に に関する

の熱意を国 本会で

日本経済

会など全国の自治体関係

連合会をはじめとする全国

の計 団体が、国際博覧

支援決議を行った。

は、中部以西の 経済団体

協議会に働きかけ、平成

で 団体、

の経済界関係

会の誘致推進

で構成する西

年 月 日開

このため、

の掲出、社用

付、新聞全国

告の掲載、社

印刷、新聞・

ポスターをはじめ、懸垂

車や営業車などへのステ

紙 紙に全国通しの 頁

内報や社用封筒へのシン

雑誌・テレビ広告へのシ

幕・横断幕 催の第

ッカーの貼 ともに、

全面 広 て 世

ボルマーク 採択し、

ンボルマー した。

回総会決議の中に万博誘致

翌 年 月 日開催の第

紀万国博覧会の開催実現

翌 日に政府並びに関係

を盛り込むと

回総会におい

の特別決議を

大臣等に要望

この誘致シンボルマ

を表し、双方を結ぶ楕

また、赤い楕円の

勢とともに、愛知に万

シ ン ボ ル マ ー ク の 意 味

ークは、緑の円と赤の楕円が 技術と文化 、 世界と

円がそれぞれの交流と調和、共生を表現しています

日本（愛知） から発信し、緑の円の 新しい地球

博を誘致する気持ちが込められています。

日本 、 自然と人

。

創造 をしていく姿



第 編 最近の

世紀

年史

万国博覧会全国推進協議 川昭三議会の設立 員を選任した。
第

平成 年章

全国レベルの

あるとの認識

年 国博覧会全国
日
本 を設立、本部国
際 会長には豊博
覧

月初旬に閣議了解を得る

民間による誘致推進組織

から、平成 年 月 日

推進協議会（以下 全推協

は東京に置かれた。

田章一郎経団連会長が就

ためには、

が不可欠で 自由

、 世紀万 盟の設

という） 閣議了

にわが国

任、副会長 の誘致を

民主党 年万国博覧

立

解を前にした平成 年 月

において 世紀最初の新し

実現し、その円滑な開催を

会推進議員連

日、 年

い国際博覧会

図り、国際的

会 に安部浩平本

界団体、特殊

など 名が

数えた（解散

全推協は、

解や平成 年

を政府、関係

会会長ら 名、委員に経

法人、地方自治体関係、

就任、参加団体は設立当初

時には 団体となる）。

平成 年内に予定されて

月予定の への公式

機関、諸団体等に対して

済団体、業 相互交流

学識経験者 ともに、

団体を して、自

が、自由

いた閣議了 会長に

立候補など 議員が就

働きかけた

の促進及び国際社会への貢

国民経済の発展に寄与する

由民主党 年万国博覧会

民主党の国会議員により設

は竹下登元首相、会長代行

任し、設立当初の会員は

献に資すると

ことを目的と

推進議員連盟

立された。

には小渕恵三

名であった。

ほか、 へ

進するために

国並びに加盟

を行うととも

盛り上がりの

本会は、こ

の公式立候補後は、国際

必要な国内外の情報、特
しょうよう

慫慂国の情報の収集、

に、全国的な国際博覧会

ための などを展開し

の全推協の設立並びにそ

博覧会を推 ［ ］誘
に 加盟 の本
提供、調査

誘致気運の 技

た。 地元

の後の運営 国際博

致段階での基本構想

格的な博覧会開催の検

術・文化・交流 新しい

としての基本構想案

覧会の設計図にあたる基本

と国として

討・推進

地球創造

構想を、地元

に関して、名

て、活動資金

員の派遣を依

サポートした

また、全推

度を高める方

した賛助会員

商と協調し、地元の主要

の拠出を要請するととも

頼するなど、全推協活動

。

協は、 年国際博の全

策の一つとして、推進協

制度（入会記念品として

企業に対し として検

に、専従職 委員会

を全面的に 村尚三郎

同委員

国的な認知 会を設置

議会が実施 授を部会

万博時計を 計画等の

討する 世紀万国博覧会

が平成 年 月 日に発足

東京大学名誉教授が就任し

会の下部組織として、構想

した。構想部会は、月尾嘉

長に、開催コンセプトや演

素案、建設部会は、加藤晃

基本構想策定

、委員長に木

た。

部会と建設部

男東京大学教

出計画、財政

岐阜大学学長

贈呈）と同じ

企業を対象に

所期の目的を

世紀

立

内容の制度を、平成 年

展開したところ、多数の

達することができた。

万国博覧会誘致推進議員

秋より全国 を部会長

加入があり 公共施設

年 月

最終答申

委員会に連盟の設

に、会場計画や交通アクセ

計画等の素案を、それぞれ

世紀万国博覧会基本構想

を行い、同月 日同策定委

対し、最終案が提出された

ス計画、関連

検討し、平成

策定委員会に

員会から誘致

。

世紀万国

県など地元選

メンバーとす

盟の設立総会

開催され、会

博覧会の誘致を実現する

出の国会議員 名（設立

る 世紀万国博覧会誘致

が、平成 年 月 日、

長に海部俊樹元首相、事

ため、愛知 ［

平成 年時）を構成

り推進議員連

東京都内で 名 称

務局長に草 テーマ

世紀万国博覧会基本構想

月 日、 世紀万国博覧会基本構

世紀万国博覧会（仮称

技術・文化・交流 新し

の概要］

想策定委員会答申よ

）

い地球創造



展開イメー
もり

ジ 地球市民交流の杜 ．開催場所

会場構想

開催期間

自然と共生し、持続可能

証する会場

瀬戸市南東部約 、う

は約 で、都市、田園

ンに分ける。管理ゾーン

年 月あるいは 月

な開発を実 地元基

南東部）

ち主会場 ．開催

、山村ゾー 年

約 ．会場

より半年間 地元基

本構想における開催場所

を主たる会場として想定。

期日・期間

春頃を想定。期間は条約上

規模

本構想の主たる会場候補

第
（愛知県瀬戸市 章

年の ヵ月以内。
日
本
国
際地約 のう 博
覧

入場者数

新し

交流

平成 年

ける国際博覧

検討のための

万人目標

い地球創造 自然・文化

国として初めての構想

月、地元から愛知県での

会の開催構想の提出を受

経費が平成 年度国家予

ち、約

を緑地・

）の・技術の

．入場づくり

年にお 約

けて、その

算に盛り込 閣議

を展示施設・広場・園

公園等。また、北部・東

一体的展開も検討。

者数規模

万人を想定。

了解

会路等、約

部の森林（約

まれた。通産

におけるわが

妥当性等につ

る 国際博覧

関本忠弘経団

同委員会は

省では、平成 年 月、

国での国際博覧会の開催

いて検討を行うため、有

会予備調査検討委員会

連副会長）を設置した。

、平成 年 月、最終報

世紀初頭 平成

の必要性、 おいて、

識者からな 覧会の開

（委員長 閣議では

愛知県告書 新し

年 月 日に開催された事

翌日の閣議にて、愛知県に

催申請が諮られることとな

、次の通り閣議了解が行わ

における国際博覧会の開催申

務次官会議に

おける国際博

り、翌 日の

れた。

請について

い 世紀型国

とめた。

同報告書の

望通告につい

への開催

新しい 世

際博覧会の開催について

提出をもとに、同月

て閣議了解され、平成

希望通告を行った。

紀型国際博覧会の開催に

をとりま

への開催希

年 月には、
愛知県

（平成

約上の開
ついて の

平成

における国際博覧会につい

年）に開催することとし、

催申請手続を進めることと

年 月 日

閣議了解

ては、 年

国際博覧会条

する。

ポイント

平成 年 月

．テーマ

新しい地球

日、国際博覧会予備調査検討委員会

（案）

創造 自然・文化・技術

なお、

事情の下
最終報告より

強力に取

み、開催
の交流

定経費の

かかる

要性に鑑

政府としては、現下の極め

、徹底的な歳出削減等の財

り組まざるを得ない事態で

のための諸経費については

枠内で捻出せざるを得ない

観点に立って、また、自然

み、開催申請を行うに当た

て厳しい財政

政改革に一層

あることに鑑

関係各省の既

。

環境保全の重

り、別紙の方

． 世紀型

方

自然環境

りのプロ

の新しい国際博覧会の基

と共生し、 世紀型まち

セスと一体化した国際博

針を確認
本的な考え

（別紙）

博覧
・地域づく

会場
。

する。

会の規模は極力圧縮したも

建設事業については、長期

のとすること。

的地域整備と

愛知県における国際博覧会の開催申請について

愛知県

（平成

約上の開

平成
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催申請手続を進めることと

年 月 日

閣議了解

ては、 年

国際博覧会条

する。

なお、

事情の下

強力に取

み、開催

定経費の

かかる

要性に鑑

政府としては、現下の極め

、徹底的な歳出削減等の財

り組まざるを得ない事態で

のための諸経費については

枠内で捻出せざるを得ない

観点に立って、また、自然

み、開催申請を行うに当た

て厳しい財政

政改革に一層

あることに鑑

関係各省の既

。

環境保全の重

り、別紙の方

針を確認

（別紙）

博覧

会場

する。

会の規模は極力圧縮したも

建設事業については、長期

のとすること。

的地域整備と
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世紀地球
第 の整合性を
章 より行わ

建設事業

極力圧縮
年
日 会場建
本
国 補助対象際
博

の部分は覧

十分図ることとし、長期的地

れるべき土地造成、施設整備

から除外することにより会場

したものとすること。

設費については、建設費総額

事業の割合を 分の 程度と

民間資金等により対応するも

域整備に

等は会場
平成

建設費は
世紀

忠弘経団
に占める

と名商の
し、残余

した。
のとする

誘致段階での最終構

年 月、通産省及び全推協

国際博覧会推進委員会

連副会長）が設置され、本

谷口会頭が、地元代表とし

想案

の共同により、

（委員長 関本

会の安部会長

て委員に就任

会
こと。

補助対

方公共団

こと。

会場運

うものと

象事業の部分については、国

体が同率の割合で負担するも

営費は適正な入場料の設定等

し、国庫によるいかなる負担

同委員

会報告書
と関係地

ちづくり
のとする

［愛知県

構想及び
により賄

を集約し
も助成も

告書

会は、先の国際博覧会予備

の内容を踏まえ、博覧会の

の基本的方向性等について

が公表した 会場候補地に

会場構想について（平成

つつ検討し、平成 年 月

年国際博覧会（ 世紀

調査検討委員

基本理念、ま

地元の意見等

係る地域整備

年 月 日）］

日、最終報

地球 ）の
行わない

博覧会

その必要

公共事業

ととし、

な財政措

国の所

こと。

の開催に関連する公共事業に

性等について十分検討を行い

費の中で適切な配分により対

新たに国及び地方公共団体に

置は講じないこと。

要経費は将来にわたり既定経

実現をめ
ついては、

、通常の
年

処するこ をめざし
平成よる特別

． 世

費の合理 問

ざして を発表した。

国際博覧会（ 世紀地球
て の概要
年 月 日、 世紀国際博覧会推

紀地球 のめざすもの

題提起型の

）の実現

進委員会報告より

化により

ないこと

今後、

設定、会

は、会場

ると共に

賄うものとし、特別の措置は

。

国及び関係地方公共団体は、

場整備・利用計画の具体化に

候補地の自然環境の保全に十

、会場候補地の環境問題への

来一切講じ

的継

ア会場区域

．テー当たって

分配慮す

対応を含

．開催

るべき時代への実験場（開

承）

ジアの視座（

マ

（新しい地球創造 自然

候補地

催成果の恒久

）

の叡智）

め、地元

てより一

なお、

響評価を

開催希

での継続的な対話・意見交換

層の合意形成に努めるものと

本博覧会の開催に当たっては

適切に行うこと。

望通告

等を通じ

愛知県すること。

．会場、環境影

長期

図り

自然

負荷

瀬戸市南東部の丘陵地

構想

的な地域整備と一体となっ

、恒久施設を先行的に利用

地形の改変を抑制し、自然

を極力抑えた会場展開。

た取り組みを

。

環境に対する

平成 年

いて、 日

長に開催希望

月 日、パリ市内の

本政府代表からロセルタ

通告を手交した。

事務局にお 主た
レス事務局

東部

る会場ゾーンは約

、 ゾーン約 ）。主

約 （ ゾーン）と一

（ ゾーン約

会場の北部・

体的展開。

の整合性を

より行わ

建設事業

極力圧縮

会場建

補助対象

の部分は

十分図ることとし、長期的地

れるべき土地造成、施設整備

から除外することにより会場

したものとすること。

設費については、建設費総額

事業の割合を 分の 程度と

民間資金等により対応するも

域整備に

等は会場

建設費は

に占める

し、残余

のとする

こと。

補助対

方公共団

こと。

会場運

うものと

象事業の部分については、国

体が同率の割合で負担するも

営費は適正な入場料の設定等

し、国庫によるいかなる負担

と関係地

のとする

により賄

も助成も

行わない

博覧会

その必要

公共事業

ととし、

な財政措

国の所

こと。

の開催に関連する公共事業に

性等について十分検討を行い

費の中で適切な配分により対

新たに国及び地方公共団体に

置は講じないこと。

要経費は将来にわたり既定経

ついては、

、通常の

処するこ

よる特別

費の合理

化により

ないこと

今後、

設定、会

は、会場

ると共に

賄うものとし、特別の措置は

。

国及び関係地方公共団体は、

場整備・利用計画の具体化に

候補地の自然環境の保全に十

、会場候補地の環境問題への

一切講じ

会場区域

当たって

分配慮す

対応を含

め、地元

てより一

なお、

響評価を

での継続的な対話・意見交換

層の合意形成に努めるものと

本博覧会の開催に当たっては

適切に行うこと。

等を通じ

すること。

、環境影



［ ］競合国の出現 年の国際博覧会に立候補するには、モラト

年の国

としてアジア

れたが、カナ

に対して開催

際博覧会開催に関し、日

の国を含め複数の国の名

ダとオーストラリアの

申請を行った。

リアム決

本の競合国 する決議

前が報じら 第 回

ヵ国が を経て解

は、

議（ 年までの国際博覧

）の解除が必要であったが

総会及び翌平成 年

決されたため、オーストラ

年への立候補を取り下げた

第
会開催を凍結 章

、同年 月の

月の臨時総会

年リア連 政府
日
本。 国
際
博
覧

カナダ

カナダでは

ワ（及びハル

際博覧会の開

は、双方とも

政府レベルで

その後、連

（カルガリー）

、平成 年及び 年にか

）とカルガリーが相次い

催について検討したが、

地元レベルでの活動に止

の開催候補地決定には至

政府は、希望している

［ ］
けて、オタ

で 年国 わが国

その時点で 成 年

まり、連 でに、

らなかった。 開催した

双方の国際 わが国

総会でのプレゼン

が に対して開催希望申

月から開催権を獲得した平

は 回の通常総会、 回

。

とカナダは、第 回から

会テーション

請を行った平

成 年 月ま

の臨時総会を

第 回までの

博覧会にかか

平成 年 月

この時点で

決定していな

世紀の開拓

マとし、

る財政保証を慎重に検討

日、カルガリーに決定

は、カルガリーは博覧会

かったが、同月下旬にな

共に学び、創造し、生き

年 月からの ヵ月間、

した結果、 回の総

した。 画の紹介

のテーマも ションを

って、 なお、

る をテー に開催し

万人 レゼンテ

会のいずれにおいても、構

をはじめ、開催熱意を示す

実施した。

オーストラリアは、立候補

た第 回総会（平成 年

ーションを行った。

想の説明と計

プレゼンテー

を辞退する前

月）のみプ

の入場者を見

カナダ連

年 月 日

オース

平成 年

クインズラン

込んだ暫定案を公表した

政府は、この暫定案をも

、 に対して開催申請を

トラリア（ゴールドコー

月 日（現地時間）、ボ

ド州首相は、同州議会で

。

って、平成 ［ ］
行った。

平成

への開催スト）

ービッチ・ 日本、カ

年の国 月にカ

調査団の来日

年 月（日本）、 月（カ

申請、 月の第 回

ナダのプレゼンテーション

ナダ、 月に日本に対し

ナダ）の

総会における

を経て、同年

調査団が派

際博覧会立

ボービッチ首

て、 年の

オーストラ

期限である同

に立候補す

候補について発言し、同月

相からハワード連 政府

国際博覧会の開催希望を

リア連 政府は、 への

年 月 日に、 年の

ることを に通知し、

日には 遣され、

首相に対し け入れ体

通知した。 なお、

開催申請 第 回

国際博覧会 日本に

は正式に の概要等

年国際博覧会の準備状

制、会場計画等を調査した

この調査結果は、同年 月

総会において報告された

対する調査団メンバー、期

は次の通り。

況、地元の受

。

に開催された

。

間、調査結果

受理した。

しかしなが

地紙が、クイ

立候補の方針

する考えであ

ら、翌 月には、オース

ンズランド州が 年の

を変更し、 年の博覧

る旨を報じた。

トラリア現 調査団

国際博覧会 団長 ノ

会に立候補 団員 セ

チ

メンバー

ゲス・モナコ政府代表

ンペーレ・スペイン政府代

ェスカ・オーストリア政府

表

代表
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シャー

年史

リ・マレーシア政府代表 ［ ］開催地の決定 第 回 総会
第

フィリ章

ロセル

調査期間

年 平成 年
日
本 主な日程国
際 調査団は、博
覧

プソン議長

タレス事務局長

月 日 日（日本着は

日本到着後直ちに東京に

平成

回 総

日） 時 分

分 同

おいて通産 愛知で開

年 月 日、モナコで開

会において、投票の結果

同 時 分、日本時間

時 分）、 年の国際博

催されることが決定した。

催された第

（現地時間午後

日午前 時

覧会が日本・

会 省、愛知県等

会についての

況、会場計画

知県を訪問し

愛知県では

ともに、地元

ノゲス団長

と実務協議を行い、

テーマ及び基本コンセプ

等に関する説明を聴取し

た。

、瀬戸市の会場候補地を

関係者から詳細な説明を

は、調査終了後の記者会

年国際博覧

ト、準備状 投票国

たのち、愛

投票結

視察すると

受けた。

見で、 こ 総会終

数 加盟国 ヵ国のうち、

除く ヵ国が投票

果 日本 票、カナダ 票

無効 票

了後、安部会長は、小渕恵

ジャマイカを

、棄権 票、

三自民党万博

の プロ

中部地区全体

映するもので

概念を創造し

的（

ジェクトは、瀬戸、名古

、そして日本のさまざま

あり、人間と自然との関

ようとするもの、そして

）なものである と発言

屋、愛知、 議連会長

な目的を反 郎駐仏大

係の新しい 長、豊田

非常に野心 行の日本

した。 獲得の喜

代行、村田敬次郎衆議院議

使、鈴木愛知県知事、松原

全推協会長、谷口名商会頭

記者団との共同記者会見に

びと、成功に向けての決意

員、松浦晃一

武久名古屋市

とともに、同

臨み、開催権

を述べた。

本会では、

進協議会、全

地元が一体と

する熱意を示

調査団に対し、誘致

推協、愛知県等関係機関

なって 年国際博覧会

した。

委員会、推

とともに、

の誘致に対

開催地決定

一方、

を、名古屋

年国際博

時 分か

後の共同記者会見（平成 年

この 総会における開催

において同時に見届けよ

開催国決定速報報告会 が

ら 日午前 時まで、名古

月 日、モナコ）

国決定の瞬間

うとする

、 日午後

屋市内のホテ

調査団の来名（平成 年 月、瀬戸
ルで開催

）
当日は

地元の行

会長、神

箕浦宗

された。

、これまで万博誘致活動に

政、議会関係者、本会の松

野信郎・豊田芳年・須田

・西垣覚・太田宏次の各副

携わってきた

永亀三郎名誉

・岩崎正視・

会長等経済界



の関係者、市民団体等広範な人々約 名が参 第 回 総会ミッション

加し、日本が

斉に拍手が

合った。

［ ］本会

過半数を超えた瞬間、会

おこり、来場者一同で喜び

が行った海外支援要請

場内から一 平成

を分かち 館で開催

誘致のた

とって実

遣された活動
本会で

年 月 日、パリ市内の国

された第 回 総会に

め、官民及び中央と地元

施した初めての海外誘致ミ

。

は、安部会長、小原敏人副

第
際鉄道連盟会 章

、 世紀万博

が同一歩調を

年ッションが派
日
本
国
際会長、木下喜 博
覧

昭和 年

た時点から、

した。その際

名度が必ずし

して 加盟

ということで

実際の誘致

月に国際博覧会構想が打

国内外における誘致活動

に重点が置かれたのは、

も高いとは言えない愛知

国に認知させ、支持を取

あった。

活動では、この点に鑑み

ち上げられ 揚専務理

がスタート 月 日か

国際的な知 ス、フィ

を、いかに 本会ミ

り付けるか ルギー政

臣（ベル

、 加 したとこ

事から成るミッションを組

ら 日までの 日間、ベル

ンランドの ヵ国を訪問し

ッションは、 総会前の

府を訪問し、ルポ副首相兼

ギーの万博担当大臣）と懇

ろ、日本支持の回答が得ら

会織し、同年

ギー、フラン

た。

月 日にベ

経済・通信大

談、支援要請

れ、出だしか

盟本国への働

（駐日大使等

国関係者（駐

きを置き、そ

本会は、愛

誘致の初期段

きかけ、 国内における

）への働きかけ、 パリ

仏大使等）への働きかけ

れぞれ支援要請活動を展

知県、名商等地元関係機

階から、 加盟本国政

各国関係者 ら大きな

における各 パリで

の 点に重 ンに出席

開した。 リア、ハ

関とともに、 を訪問し

府や主要経 援要請を

成果を上げることができた

は、 第 回総会プレ

するとともに、フィンラン

イチ、ブルガリア、ベルギ

、 年国際博の内容説明

行った。

。

ゼンテーショ

ド、ナイジェ

ーの在仏大使

と日本への支

済団体、来日

要請を行って

特に、平成

催地決定（平

たことから、

愛知県、名古

加盟国の

した海外要人、駐日大使

きた。

年からは、 年の国

成 年予定）を控え山場

本会では、政府、通産省

屋市、瀬戸市、名商と歩

要人に対し、積極的な支

等への支援 総会後

問し、ヒ

際博覧会開 本支持を

を迎えてい

、全推協、

調を合わせ、

援要請活動

の 月 日には、フィンラ

ュンニネン外務省外務次官

要請した。

ンド政府を訪

補等に対し日

を展開した。

この他、本

た 米国・南

国であるアル

ム大統領、ギ

会担当）等の

会では、平成 年 月

米経済視察団 において

ゼンチンのカルロス・サ

ド・ディ・テラ外務大臣

政府要人に対し、 年

日に派遣し

、 加盟

ウル・メネ

（国際博覧

国際博の日
ベルギーへの要請（平成 年 月 日）

本支持表明に

日本支持を要

本会の万博

対し謝意を表すとともに

請した。

ミッションは、次の通り

、引き続き 第

本会は

である。 道連盟会

年 月に

務理事か

回 総会ミッション

、平成 年 月 日にパリ

館で開催された第 回

続いて、安部会長、小原副

ら成るミッションを組織し

市内の国際鉄

総会に、同

会長、木下専

、同年 月
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日から 日ま

年史

での 日間、チェコ、スロバキア、 国際博担当官庁である外務省のニクレスク国連国
第

フランスの章

本会ミッシ

チェコ大使と

年 キア共和国
日
本 （ 代表）国
際 スターク外務博
覧

ヵ国を訪問した。

ョンは、パリ入りする前

懇談するとともに、 日

を訪問し、ミホーク商工会

、フォルティーン経済省次

次官とそれぞれ懇談し、

際機関局

に宮本駐 た。

にはスロバ ギリシ

議所会頭 済省のバ

官、シェ の内容に

年国際 なお、

長等と懇談し、改めて日本

ャでは、博覧会の担当官庁

ルタス政務次官等と懇談、

ついて突っ込んだ意見交換

カタールでは、ハマド首長

支持を要請し

である国家経

年国際博

を行った。

に再度 へ

会 博の基本理念

の対応など

した。

パリでは、

ンに出席する

キアとブルガ

支持要請を行

、会場構想、財政問題、

詳細な説明を行い、日本支

第 回 総会プレゼン

とともに、 加盟国で

リアの在仏大使を訪問し

った。

環境問題へ の加盟を

持を要請

テーショ

あるスロバ

、日本への

要請した結果、加盟する旨の回答を得た。

ルー

フ

平成

マニアへの支援要請（平成 年

ランス・ジャパン・イヤー

年 月から平成 年 月ま

月 日）

ミッション

で、フランス

スロバキ

平成

本会は、カ

成 年 月

アへの支援要請（平成 年 月

年 月ミッション

ナダとの誘致競争が佳境

日から 月 日まで、安

全土を舞

年 （通称

催された
日）

この行

本文化会

に入った平 祝うとと

部会長、木 に紹介す

台として、 年フランス

フランス・ジャパン・

。

事は、エッフェル塔に隣接

館 が平成 年 月に開設

もに、日本の文化・科学・

る行事である。

における日本

イヤー）が開

して パリ日

されることを

技術を総合的

下専務理事等

のイギリス、

長がカタール

盟国のルーマ

イギリスで

ハンレイ外務

で編成したミッションを

ギリシャに派遣した。ま

を訪問中に、木下専務理

ニアを訪問した。

は、国際博覧会の最高責

省閣外大臣と懇談し、日

加盟国 年

た、安部会 総会

事が 加 の愛知県

とをアピ

任者である 持を強く

本への支持 委員会事

国際博誘致関係者は、平

を ヵ月後に控えた 月の

が 年国際博覧会に立候

ールし、在仏 加盟国関

要請する必要があるとの判

業として、オープニング記

成 年 月の

時点で、日本

補しているこ

係者に日本支

断から、誘致

念事業に参加

要請を行うと

ついて意見交

また、既に

があったルー

であるコジョ

ともに、今後の博覧会の

換を行った。

日本支持を表明していた

マニアでは、国際博のキ

カル商工会議所会頭と懇

あり方等に した。

オープ

が政権交代

ーパーソン 月 日

談したほか、

ニング記念事業の行事概要

祭りパレード

は、次の通り。

月 日



オープニングレセプション 博の日本支持を要請した。

レセプシ

日本の花

手筒花火

約 万人

月 日

日本の花火

ョンはエッフェル塔内。

火は、三河打ち上げ花火

本。

の市民が祭りパレード、

また、

を訪問し

球及び 橋地区に

年国

花火を見学。 更に、

党議連会

パリ入りする前に、神野副

、ベンツ社やフォルクスワ

進出している主要企業の

際博の日本支持を要請した

豊田副会長は、パリ入り前

長代行とともにリスボンを

第
会長がドイツ 章

ーゲン社等豊

首脳に対し、

年。
日
本に、小渕自民 国
際訪問し、ポル 博
覧

午前 午後

月 日

開館記念

駐仏大使

在仏 加盟国大使館訪問

関係者レセプション

パリ日本文化会館開館記念

パリ日本文化会館記念レセ

式典及び記念レセプショ

及び磯村パリ日本文化会

トガル政

安部会

議院議員

式典 の政府要

プション

ンは、松浦 第

館館長主催。 本会で

府首脳に対し、日本支持を

長は、パリでの諸行事が終

とともにロシアを訪問し、

人と懇談、日本支持を要請

回 総会ミッション

は、平成 年 月 日、モ

会要請した。

了後、村田衆

外務省次官等

した。

ナコで開催さ

シラク大

する関係

本会では、

のジャパン・

会館開館式典

統領、チベリ・パリ市長

者が出席。

愛知県など関係機関と協

イヤー関連行事並びにパ

等への出席、 年国際

をはじめと れた第

小原副会

博の日本

力して、こ 総会出

リ日本文化 日、 日

博誘致 ベルギー

回 総会に出席するた

長、木下専務理事を派遣し

・愛知での開催決定の瞬間

席に先立ち、本会ミッショ

の両日、在仏のウクライナ

、ブルガリアの各大使を訪

め、安部会長、

、 年国際

に立ち会った。

ンは、 月

、ノルウェー、

問し、最後の

のため、安部

戸本嘉伸常務

本会ミッシ

とともに、安

カタールと韓

会長、神野、豊田、小原

理事事務局長等を派遣し

ョンは、パリでの諸行事

部会長、小原副会長は、

国の在仏大使を訪問し、

各副会長、 日本支持

た。 また、

に出席する 打ちの評

月 日に 小渕自民

年国際 関係者と

を要請した。

総会では、会場内で日本と

決に立ち会い、日本に決定

党万博議連会長代行、豊田

もども喜びを分かちあった

カナダの一騎

した際には、

全推協会長ら

。

第

［ ］

立

節 年日本

年日本国際博覧会

国際博覧会協会

の事業主協会の設
愛知県

中央経済

設立とその後の

体を立ち上げることになっ

、名古屋市、瀬戸市の首長

界 団体の会長、地元経済

動き

た。

と議会議長、

界の代表とし

設立に

平成 年

明）、モナコ

て、 年国

を受け、本事

至る経緯

（ ） 月 日（日本時

で開催された第 回

際博覧会の日本開催が決

業の円滑な準備及び運営

て、本会

間は 日未 バーとし

総会におい 覧会協会

定したこと 日設立

を行うため の規模、

会長と名商会頭、学識経験

て通産省が参画した

（仮称）設立準備委員会を

し、今後の全体スケジュー

出損団体等について協議を

者、オブザー

年日本国際博

平成 年 月

ルや基本財産

行った。

月 日

月 日
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その後、愛

年史

知県、全推協、本会など関係機関が 会場基本計画の企画立案及び博覧会の円滑な運営
第

協力しながら章

団連会館にお

の設立総会が

年 を選出、理事
日
本 万円とするこ国
際 総会終了後博
覧

準備を進め、平成 年

いて、 年日本国際

開催された。会長に豊田

等の役員の選任、基本財

となどを承認した。

の同日午後、主務官庁で

月 日、経 のために

博覧会協会 して、 シ

経団連会長 会 を設

産を ては、博

言を求め

ある通産省 川紀章氏

、平成 年 月から、会長

ニアアドバイザー と

置した。 シニアアドバイ

覧会のあり方について大所

るもので、メンバーは、浅

、堺屋太一氏など各分野の

の諮問機関と

企画運営委員

ザー につい

高所からの助

利慶太氏や黒

権威により構

会 に設立許可申

国際博覧会条

準備及び開催

団法人 年

会協会 と称

また、事務

において黒田

請を行い、翌 日許可書

約に基づく 年日本国

運営等を行うことを目的

日本国際博覧会協会 （

する）が正式に発足した

局の運営体制については

氏（元通産省審議官）

が交付され、 成されて

際博覧会の 働部隊と

とする 財 会場計画

以下 博覧 もので、

。 成してお

、設立総会 画調整会

が事務総長 画プロジ

いる。一方、 企画運営委

して博覧会の企画等（催事

、情報技術の活用等）を検

各分野の第一線で活躍して

り、本委員会には下部組

議 環境プロジェクトチ

ェクトチーム （以下

員会 は、実

・展示構造、

討・立案する

いる若手で構

織として、 企

ーム 会場計

という）

に委嘱（平成

局長］に交代

たる事務所を

トした（平成

本会は、博

て、安部会長

年 月に坂本春生氏［

）され、主たる事務所を

東京に置いて、職員数

年度末時点での職員数

覧会協会の設立に関与し

が副会長を務めることに

元札幌通産 が設置さ

名古屋、従 画の検討

名でスター されてお

は 名）。 つの

た団体とし 員会並び

なったこと 会が設置

れた。これら各 につい

作業を進める中で必要に応

り、その後、観客輸送、コ

、広報活動全般をリードす

にその下部組織としてデザ

されている。

ては、各種計

じて随時新設

ンセプトの

る広報広聴委

イン専門委員

をはじめとし

は評議員に

万円を出

協会内

博覧会協会

審議機関であ

て、原則として副会長が

就任したほか、基本財産に

捐した。

組織及び推進体制

では、議決機関である理

る評議員会をはじめ、副

理事もしく なお、

ついても あたり大

輸送の

計画の検

に開催さ

事会並びに の役割を

会長以上の

平成 年 月からは、会場

きな役割を果たす環境、会

つの が合同で委員会を

討にあたってきたが、平成

れた第 回企画調整会議を

果たしたことから解散した

計画の策定に

場計画、観客

開催し、各種

年 月 日

もって、所期

。

メンバーで構

宜開催してい

して連絡調整

本会では、

反映させるべ

建設費の民間

成される幹部会及び地元

るほか、実務レベルでの

幹事会を開催している。

こうした場をとらえ、経

く意見表明に努めている

負担分に関する募金活動

幹部会を適 最高

協議の場と 登録承

博覧会事

済界の声を 総合プロ

ほか、会場 その上位

を担う財務 この結

顧問・プロデューサー制

認時期と前後して、博覧会

業を統括しプロデュースす

デューサーの選任作業が進

に最高顧問職を設けること

果、平成 年 月 日、協

度の導入

協会において

る役職である

めるとともに、

となった。

会のシニアア

委員会の立ち

的な役割を果

けて博覧会協

また、博覧

の叡智 （設

上げについて、経団連と

たすなど、 年の博覧

会の活動をサポートして

会協会は、 新しい地球創

立当時）というテーマを具

ともに中心 ドバイザ

会開催に向 任内諾が

いる。 に関する

造 自然 の最高顧

体化する 第 回理

ーでもある堺屋太一氏の最

発表され、併せて新たに

基本原則 がとりまとめら

問就任は同年 月 日開催

事会・評議員会にて正式決

高顧問への就

愛知万博事業

れた（堺屋氏

の博覧会協会

定）。



これにより、同年 月末日をめどにコンセプト 仕切る要となるチーフプロデューサーに、原田鎮

づくりを進め

各部門別の

なった。

また、第

万博の関係者

のもとに円滑

、その後総合プロデュー

プロデューサーが選任され

回理事会・評議員会にお

が一体となってひとつの

な事業推進を図るため、

サーを含む 郎氏、福

ることと こととな

これに

いて、愛知 人選も行

方針・目標 屋市内に

中央官庁、 プロデ

井昌平氏、牧村真史氏の

った。

続き、今後、各分野のプロ

われる予定であり、 月

プロデューサーの作業ス

ューサー・オフィス が設

第
氏が就任する 章

デューサーの

年日には、名古
日
本ペースとなる 国
際置されるなど、 博
覧

地元自治体、

最高顧問から

が設置される

メンバーとし

その後、堺

業が進められ

ストーリーが

地元経済界、博覧会協会

構成される 愛知万博推進

こととなり、本会からは

て参加することとなった

屋最高顧問を中心に精力

た結果、 月 日にコン

とりまとめられ博覧会協

の代表者と 博覧会事

最高会議 月には事

安部会長が められる

。

的な検討作 ［ ］各
セプト及び

会に引き渡 会場

業の推進体制づくりが進展

業全般に係わる基本的な骨

見通しとなった。

種計画の検討

利用計画

会しており、

子が取りまと

された。なお

了により、最

たとして、従

ドバイザー職

辞することと

その後、博

、堺屋氏は、これら一連

高顧問としての所期の役

来から務めていた顧問及

にはとどまるものの、最

なった。

覧会協会が中心となり、

の作業の終 博覧会

割は果たし に提

びシニアア テーマで

高顧問職は していく

い内容と

堺屋氏より 討が進め

協会では、誘致段階におい

出された会場計画案をも

ある 自然の叡智 をどの

か、 世紀の幕開けの博覧

はどのようなものか等に重

られ、平成 年 月 日、

て日本側から

とに博覧会の

ように具体化

会にふさわし

点を置いて検

新しい会場基

提出された愛

終案をどのよ

進体制等につ

月 日に第

催され、今後

らの了承を得

会議では、

知万博のコンセプト・ス

うに生かしていくか、ま

いて独自に検討が進めら

回 愛知万博推進最高

の基本的な方向について

た。

今後の事業推進の指針と

トーリー最 本計画案

た今後の推 本計画

れた結果、 ベースに

会議 が開 築物の

関係機関か 囲の自然

と位置づ

なる する関与

を公表した。

案におけるポイントは、

検討しつつも、 水系保全

ゾーン内他地域への分散、

空間の展示空間化、 森

けた ゾーンの活用による

の新しいあり方の提示とい

誘致時の案を

の観点から建

森やその周

林体験ゾーン

人の自然に対

った つの新

年日本国際博

について承認

万博における

展開の基本的

て整理された

また、併せ

覧会（愛知万博）の基本的

された。これは、協会と

開催目的、事業の基本的

考え方、会場づくりの方

ものである。

て、懸案であったプロデ

な枠組み たな考え

して、愛知 また、

諸元、事業 参考にし

針等につい 中心に引

新たな会

ューサー体 更に、

方を盛り込んでいる。

この 月案に対して寄せら

つつ、会場計画 及び環

き続き検討が重ねられ、同

場計画案が公表された。

平成 年 月、会場候補地

れた意見等を

境計画 を

年 月 日に

として利用を

制の確立に向

計 名のプロ

得られた。人

合プロデュー

尚三郎氏の

け、総合、チーフそれぞ

デューサーの選任につい

選については、博覧会の

サーに泉 也氏、菊竹清

氏、事業全体の実務を実

れ 名ずつ、 計画して

ても同意が 確認され

顔となる総 知青少年

訓氏、木村 大幅な見

質的に取り

きた海上の森においてオオ

たことにより、海上の森

公園 等の利活用が決まり

直しが迫られることとなっ

タカの営巣が

地区に加え 愛

、会場計画も

た。



第 編 最近の

ソフト

年史

プログラムの検討 ［ ］会場利用予定地内におけるオオタ
第

博覧会事業章

する検討につ

中心となって

年 日、その検
日
本 自然の国
際 た本検討案は博
覧

における展示内容等のソ

いては、協会内のコンセ

作業にあたっており、平

討状況が公表された。

叡智 への のアプローチ

、博覧会の事業として展

フト面に関 カ営
プト が

成 年 月 オオ

平成

と題し より国際

開される具 区）内に

巣確認後の動き

タカの営巣確認とその対

年 月 日、 日本野鳥の

博覧会会場利用予定地（瀬

環境庁のレッドデータブッ

応

会愛知県支部

戸市南東部地

クに記載され、

会 体的展示、催

び市民団体等

た形で構成し

である。基本

複数の切り口

の構想 と称

プローチ方法

事などについて、各国政

も参加し、全体として統

ていくことを念頭に策定

テーマである 自然の叡

を提示することを目的に

する森へのさまざまな角

が示されている。

府や企業及 絶滅危惧

一感をもっ 見、同月

されたもの れ、翌

智 に至る タカの保

、 の森 愛知県

度からのア オオタカ

オタカに

種に指定されているオオタ

日にこれを確認したとの

日に愛知県及び博覧会協会

護と調査に関する要望書が

では、こうした事態に対し

営巣に関する県の対応方針

関する調査・保護を実施し

カの営巣を発

連絡が寄せら

に対してオオ

提出された。

て、 月 日、

を発表し、オ

つつ、地域整

この の

に検討が重ね

た企画調整

テーマ及びサ

ブテーマの中

森の構想 については、

られ、平成 年 月 日

会議の場において討議され

ブテーマの見直しにより

に包含される形となった

その後、更 備事業の

に開催され 際博の開

た博覧会 また、

、 つのサ 市街地開

。 路事業に

保護対策

推進を図り、オオタカとも

催を目指すこととした。

予定されていた瀬戸市南東

発事業（以下 新住事業

ついても、オオタカの調査

を立てるまで、道路事業の

共存できる国

部地区新住宅

という）と道

を行い十分な

着工を一部保

テーマ

サブテーマ

【新

・・ 共鳴

廃墟

【自

しい地球創造】

の森 共創の森 資源と

の森

【生きる歓び】

然の叡智】 留し、 オ

オオタカ

めること

環境の森 会場

オオタ

覧会協会

オタカ調査検討会 の検

の調査・保護と必要な調整

が確認された。

の分散化へ

カの営巣確認により、事業

は、こうした与件のもとで

討を踏まえ、

を行いつつ進

主体である博

は、自然環境

・・ 美の

の森

・・ 大地

情報

森 聖なるものの森

技芸の森

【母なる自

の記憶の森 宇宙の森

の森

学びと遊び の保全に

を確保し

然】 博覧会を

生命の森 明らかに

こうし

管する与

十分配慮するとともに、来

つつ、十分な防災・防犯対

運営することは困難である

した。

た情勢の中、 月 日、博

謝野馨通産大臣から神田

場者の利便性

策等を講じ、

との見通しを

覧会事業を所

秋愛知県知事

に対して

南東部地

覧会会場

来場者の

催するた

、当初より会場候補地とし

区を基本としたうえで、そ

として利用することの可能

利便性、博覧会の効率的運

めに必要な措置について十

てきた瀬戸市

の周辺地を博

性の検討及び

営等円滑に開

分対応するよ



う要請があった。 代表との懇談会が開催された。

これを受け

おいて、国や

戸市南東部地

えで中心とな

定地の周辺に

学技術交流セ

、神田知事は 月定例県

博覧会協会と相談を重ね

区を国際博のテーマを具

る会場と位置づけたうえ

位置する 愛知青少年公園

ンター予定地 の両地区

議会の場に 本会か

た結果、瀬 会長が出

現化するう 催は国際

で、会場予 を惜しま

及び 科 認が得ら

についても 発言があ

らは、安部会長、豊田、須

席し、席上、深谷大臣から

公約であり、実現に向けて

ないとの意向が表明され、

れるよう真意を確認する必

った。更に、博覧会の実現

第
田、小原各副 章

、博覧会の開

あらゆる努力

年からの承
日
本要がある旨の 国
際に向け開催地 博
覧

利活用を図っ

この知事発

省商務流通審

青少年公園等

が出された。

地区のみを会

覧会計画は大

ていく、との方針を示し

言を受け、 月 日、岩

議官より博覧会協会に対

の利活用について検討す

これにより、これまで瀬

場利用予定地として計画

きく変更されることとな

た。 元として

田満泰通産 ともに、

して、愛知 て進める

るよう指示 この深

戸市南東部 め政党レ

してきた博 月 日

った。 建設局管

誘致時と同様の熱意をもっ

テーマである 自然の叡智

よう要請があった。

谷通産大臣の来名を皮切り

ベルでの動きも活発なもの

には中山正暉建設大臣が来

内の視察に合わせて博覧会

会て取り組むと

を重く考え

に、閣僚はじ

となり、同年

名、中部地方

会場を視察し、

［ ］

の動き

誘致段階と

実務調査団の来日

実務調査団の来日

比較して会場計画案が大

地元経済

田副会長とその後
東京にお

関するヒ

体側と事

幅に変更さ など関係

界等との懇談（本会からは

が出席）が行われた。また

いて民主党議員有志による

アリング・討論会 として

業者である通産省、博覧会

者が一堂に会しての討論会

安部会長、須

、 月 日、

愛知万博に

、環境保護団

協会、愛知県

が催された。

れたことを受

成 年 月

リプソン議長

日し、現地視

元自治体、並

この結果、

報道により、

け、一連の経過確認等を

日から 日にかけて、

、ロセルタレス事務局長

察や博覧会協会をはじめ

びに本会、名商等との協

翌年の平成 年 月中旬

側が博覧会会場の跡

目的に、平 翌 日に

よりフィ ンバーを

の 名が来 し、 民主

通産省、地 を開催、

議を行った。 行政、学

のマスコミ を募り、

地利用とし 下専務理

は、民主党のネクストキャ

中心とする同党所属国会議

党ネクストキャビネット

地元側の率直な意見を聞く

識経験者、環境保護団体な

公開ヒアリングが実施され

事が出席し、開催賛成派を

ビネットのメ

員 名が来名

・イン・愛知

べく経済界や

どから発言者

、本会から木

代表して意見

て愛知県が予

い懸念を示し

の真意を確認

日、通産省、

事務局に

定していた 新住事業

ていたことが明らかとな

すべく、急遽、 月 日

愛知県、博覧会協会の三

出向き、協議を行うことと

について強 を述べた

り、 側 更に、

、 日の両 理が来名

者がパリの 懇談会が

なった。

。

月 日には、野中広務自

し、会場予定地の視察及び

開催され、本会から安部会

事務局との実務協議

民党幹事長代

地元代表との

長が出席した。

国等と

本件に関連

業を所管する

森 及び 愛

察が行われ、

の協議

して、平成 年 月 日

深谷隆司通産大臣が来名

知青少年公園 の両会場

その後、名古屋市内で地

平成

、博覧会事 議の際、

、 海上の てきた

予定地の視 があった

元経済界等 ると同時

年 月に来日した 実務

博覧会会場の跡地利用策と

新住事業 に対して先方よ

とされる件について、その

に十分に理解を得るべく、

調査団との協

して検討され

り厳しい指摘

真意を確認す

通産省及び博
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覧会協会、愛

年史

知県の三者からなる代表団が、平成 では、委員長に谷岡郁子中京女子大学学長、副委
第

章

年
日
本
国
際
博
覧

年 月

訪ね協議

本協議

総会を

ついて関

日

を行

の

目

係者

深谷通産大臣

、 日の両日、パリの

った。

結果を踏まえ、当初平

指していた博覧会登録

間で検討が行われた結

成

申

果

より、 側からの指摘

事務局を 員長に

年 月

年 月の を目指

請時期等に なった

、 月 日、 海上南

森

に

し

。

地

事項等を踏 定地であ

嶌昭夫名古屋大学名誉

開催される 総会での

つつ、鋭意議論を交わ

また、同会議での議論

区が中心ではあるが、

教授

博

し

の対

もう

る愛知青少年公園地区と一

を選出し、同

覧会登録実現

ていくことと

象については

一方の会場予

体的に把握す

会 まえ、更

いし 月

とが発表

知県を中

められる

に内

に開

され

心に

こと

博覧会

容の充実を図るべく平

催予定の 総会まで

た。これを受け、博覧

新たな会場計画案等の

となった。

成

先

会

検

事業及び地域整備の基本

年 月な る必要

送りするこ ことと

協会及び愛 の実現

討作業が進 思決定

開のも

て会議

が

な

と

プ

と

の

本会的方向に は

あることから、議論の

った。当会議は計画段

いう本博覧会が掲げた

ロセスの透明化を図る

で行われ、併せてイン

模様がリアルタイムで

対象

階か

理念

べく

ター

中継

回にわたる全会議にオブ

に加えられる

らの市民参加

を尊重し、意

会議は原則公

ネットを通じ

された。

ザーバーとし

関する

平成

知事、豊

れ、海上

方向につ

この中

三

年

田博

の森

いて

で、

者合意

月 日、深谷通産大臣

覧会協会会長による三

の博覧会事業及び地域

合意に達した。

懸案であった 新住事

、

者

整

業

て出席

神田愛知県 めた。

会談が行わ

備の基本的

愛

の取り止 より、

し

愛

知

自

、その動向を会員に提

知万博検討会議 にお

万博検討会議 には、

然保護団体をはじめと

供

ける

万博

する

することに務

議論の推移

推進派はもと

万博開催に関

めとこれ

下げるこ

方向転換

の中にテ

場を整備

護団体な

に関

とが

する

ーマ

する

どの

ることや、海

する道路についての認

発表され、これまでの

形となった。また、海

館などの展示施設を配

ことを目指し、地元関

意見を幅広く聴きなが

上の森の博覧会会場地

可

計

上

し

係

ら

を

申請を取り して慎

画を大きく 会議に

の森南地区 た。賛

た博覧会会 進行は

者や自然保 に開催

検討を進め が各委

中心とした の協力

重

参

否

意

さ

員

を

姿勢を示す団体のメン

加し、それぞれの立場

両論さまざまな声が上

見集約を困難なものと

れた第 回の会合にお

から表明された提案を

得つつ試案（委員長試

バー

から

がる

した

いて

踏ま

案）

も委員として

意見を表明し

中での会議の

が、 月 日

、谷岡委員長

え、委員有志

をとりまとめ

地区の将

意見を聴

愛

して）

前述の

来の

きな

知万

の

三者

地域整備については、

がら検討を進めること

博検討会議 （海上地

発足

合意の結果を受けて、

広

と

区

学

く関係者の 公表し

なった。 本試

メージ

に資すを中心と

づけ、

識経験者を 側面を

た

案

を

る

環

満

。

の主な内容については

世紀の持続可能で

ことを目的とした挑戦

境万博 市民参加万

たすものとすることを

、

豊か

的な

博

要請

万博の総合イ

な循環型社会

実験 と位置

という つの

しており、具

はじめ自

ど各団体

愛知万

が発足し

平成

然保

の代

博検

た。

年

護団体や市民団体、関

表者 名のメンバーに

討会議 （海上地区を

月 日に開催された第

係

て

中

行政機関な 体的な

構成される 知青

心として）

のため

回目の会合 陵線を

会

少年

万人

に

開

場計画については、 海

公園地区 を 会場

超の規模を確保するこ

も有力な会場アクセス

幕に間に合うよう開通

上

と

と

手段

させ

地区 と 愛

して登録し、

をうたい、そ

である東部丘

ることを強く



要望するものであった。この委員長試案をもとに 正式登録の申請

各委員間

上地区

知青少年

十分な議

検討会

で活

につ

公園

論を

議と

博覧会協会が

発な意見交換が行われ

いては精力的に議論さ

地区 の利用や広域展

するまでには至らなか

しての会場計画案の作

た

れ

開

っ

成

これを行うこととなり、

結果、 海 愛

たが、 愛 上の森

については 月中

た。 録申請

については、 れた。

知

の

旬

書

そ

月 日の 建設費等

万博検討会議 におい

利活用方針について結

にも に対して博覧会

を提出すべく書類内容

の書類の中でも大きな

の資金面に関し、博覧

て懸

論が

開

等の

位置

会協

第

章

年
日
本
国
際
博
覧

案であった海

出されて以来、

催に関する登

検討が進めら

を占める会場

会、国、地元

第 回検

計画案が

れた。

博覧会

会での登

青少年公

討会

諮ら

協会

録実

園地

り、続いて

議において、海上地区

れた結果、各委員から

では本合意に基づき、

現に向けて 海上地区

区 の具体的な会場計

に

の

画

月 日に開催された第

関する会場 自治体

承認が得ら かれ、

日に開

月の 総 て、会

及び 愛知 まで圧

の策定に入 行って

及

精

催

場

縮

い

回 合同プ これに

び本会、名商による数

力的な検討を行った。

した博覧会協会地元関

建設費についておおむ

することを軸に最終的

くことが確認された。

度の

その

係者

ね

な

続き、 月 日に開催され

会調整会議が開

結果、 月

懇談会におい

億円程度

詰めの作業を

た同協会の臨

ロジェク

果が公表

本案に

び地 並

廊部分は

し、 海上

トチ

され

つい

びに

会場

地

ーム 会議の結果を受

た。

ては、海上西地区の北

南地区での展開が計画

管理上の問題により登

区 及び 愛知青少年

け

に位

さ

録

公

て、検討結 時理事

及びそ

置する 飛 れ、全

れている回 懸案で

会場から外 （

園地区 を 総額を

会

れ

会

あ

億

・評議員会において、

に先立つ閣議決定に向

一致をもって了承され

った会場建設費につい

円程度）から一層の圧

億円とし、運営費に

けた

た。

て

縮

つ

への登録申請

最終案が諮ら

本案において、

月 日時点

を図った結果、

いても想定入

合わせた

これに合

て進めら

業結果を

会理事会

された。

登録

わせ

れる

もと

・評

なお、この

会場面積は約 と

て会場建設費の見直し

こととなった。その後

に、 月 日に開催さ

議員会において最終案

検討会議については、

な

作

、

れ

が

そ

った。また、 場者数

業も並行し 再検討

これらの作 諸経費

た博覧会協 定した

諮られ承認 登録

午前に

の後も各種 な登録

を

や

の

。

申

開

申

万人としたうえで

協会内の人員体制のス

見直しに努め、 億円

請にあたって、政府は

かれた閣議において、

請を行うことを決定（

、

リム

と

平成

決定

入場料収入の

化を図るなど

することを決

年 月 日

に対して正式

事項は下記の

計画の進

議論すべ

民代表が

として挙

計画のモ

アップ、

捗状

く会

参加

げら

ニタ

海

況のフォローアップ方

合が持たれ、その結果

する形での検討が行わ

れた つの分野（ 海

リング、 検討会議提

上地区の長期的な保全

法

、

れ

上

案

・

等に関して 通り）

公開かつ市 て、登

るべき分野

地区の会場 平成

のフォロー

活用、 市 本

し

録

年

国

、同日中にパリ市内の

申請書が提出された。

月 日閣議における

自然の叡智 をテーマ

際博覧会の登録申請を

決定

とし

行う

事務局に対し

事項

て、 年日

。

民万博と

たに会議

り、 回

して

体を

に及

の広域展開万博の推進

設け、検討作業が行わ

んだ検討会議は 月

）

れ

日

について新

ることとな 年

に解散した。

講

会

開

ず

期は平成 年（ 年

月 日までとする。

催国の義務を果たすた

る。

）

めに

月 日から同

必要な措置を
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調査団の来日
第

章

年
日
本
国
際
博
覧

は平

提出され

施を決定

ル・テス

府代表）

成

た登

し、

テュ

を団

とにした。

年 月 日、執行委

録申請書に基づく現地

月 日から 日にか

執行委員会委員長（

長とする調査団を日本

員

調

け

フ

に

会を開催し、

査計画の実

てベルナー

ランス政

派遣するこ

会 来日し

少年公園

務協議を

一方、平

党万博推

たほか、

た調

地区

行う

沼

進議

博覧

市民団体から

査団一行は、海上地区

の両会場予定地の現地

など申請内容に関する

夫通産大臣をはじめ橋

員連盟会長などの関係

会に対して賛成・反対

のヒアリングの場に臨

並

視

検

本

要

双

む

びに愛知青

察並びに実

証に努める

龍太郎自民

人と懇談し

方の立場の された

など精力的 本調

。

査

との実務協議の模

結果については、調査

様

団により 月 日

に作業を

一連の

ら疑問点

画や会場

ることが

外国政府

こな

調査

とし

への

でき

館の

し調査結果を持ち帰っ

活動を通じて、かねて

て指摘されていた両会

交通アクセスなどにつ

たものの、会場管理区

面積拡大といった要望

た

よ

場

い

域

が

。 に開催

り 側か にて

間の輸送計 の議題

て理解を得 了承さ

の明確化や 月

出されたた 会にお

さ

と

れ

い

れた 執行委員会に報

年日本国際博覧会の登

して諮ることについて

た。

日、パリにて開催され

て正式に登録承認され

告

録を

満場

た

、晴

され、その場

次期 総会

一致をもって

第 回 総

れて 旗が、

め、博覧

万 増加

管理区域

され、そ

会協

する

につ

の

会では外国館の面積を

ことで合意が得られた

いては の基準に基

結果面積は から

少

。

づ

なくとも 政府代

なお、会場 豊田博

く設定がな れた。

へと変更

表

覧

として出席した松田岩

会協会会長、神田愛知

夫通

県

産政務次官、

知事に手渡さ

手渡しを受けた 旗
関係者

を掲げる豊田章一郎博覧会協会会長、安部浩平本会会長ら日本



［ ］環境

第 節

影響評価書の作成につ

環境対策への取

きた。いて
こうし

り組み

た手法に基づき作成された

第

章

年
日
本
国
際年日本国 博
覧

年日本

請にあたって

おいて、環境

という）を適

れた。

博覧会事業

に公布された

国際博覧会については、

の閣議了解（平成 年

影響評価（以下 環境アセ

切に行うこと との事項

そのものは、平成 年（

環境影響評価法（以下

その開催申 際博覧会

月 日）に に博覧会

スメント にあたっ

が盛り込ま 移を考慮

えた記述

） 月 書作成段

環境アセス を環境保

に係る環境影響評価書が、

協会より公表された。この

ては、準備書作成時点から

し、評価書作成時点におけ

へと整理し直されたことを

階における計画案と、愛知

全措置として利活用する計

会平成 年 月

評価書の作成

の諸情勢の推

る計画を踏ま

はじめ、準備

青少年公園等

画案を比較検

メント法 と

同法で新しく

え方等を取り

て環境アセス

その特徴的

しては、 環

いう）の対象事業ではな

取り入れられた手続きや

入れて、通産省が定めた

メントを実施している。

な取り組みとして特筆さ

境アセスメント法の趣旨

いものの、 討し、愛

、評価の考 果は評価

要領に従っ りまとめ

に送付、

れる事項と 出されて

の先取り、 本意見

知青少年公園地区等につい

書 青少年公園地区等編

られ、平成 年 月 日付

翌 年 月 日付けで、通

いる。

書では、これまでの環境影

ての検証の結

として別途と

けで通産大臣

産大臣意見が

響評価の進め

地域整備事

た環境影響評

とりわけ、

で新しく導入

画書 を、法

求める手続を

れられた 生

業との連携、 博覧会計

価の導入が挙げられる。

については、環境アセ

された 方法書 にあた

施行に先がけて作成し、

実施したほか、同法で新

物多様性の確保及び自然

画と連動し 方や環境

更には愛

スメント法 ついても

る 実施計 プである

住民意見を れた。

たに取り入 博覧会

環境の体系 に沿って

影響の回避・低減に向けた

知青少年公園なども利活用

一定の評価がなされており

評価書の修正作業に進むよ

協会では、これに基づき、

検討を加え、現在継続して

対応について、

する方向性に

、次のステッ

う指示が出さ

この大臣意見

実施している

的保全 人

の負荷 とい

れており、他

詳細な調査を

れている。

更に、博覧

と自然との豊かな触れ合い

った新たな区分に従った

の事例と比べて多くの項

実施し、環境保全上の措

会協会のホームページ上

環境へ 愛知青少

検討が行わ 場計画の

目を対象に 作成を進

置が検討さ アセス報

知青少年

に、公告の に大きな

年公園地区などの現況調査

進捗状況も考慮したうえで

め、平成 年 月 日にこ

告書としてとりまとめ公表

公園会場の利用により会期

影響が及ぶことを懸念する

の結果及び会

修正評価書の

の検討状況を

、主として愛

中、住民生活

長久手町民か

内容、 実施

する住民意

（案）、準備

の概要とそれ

手続状況など

計画書 の内容、 実施計

見の概要、同じくそれに対

書の概要、準備書に対する

に対する見解、説明会の

を掲載し、広く情報の公

画書 に対 らの理解

する見解 日までを

住民意見

議事概要、

開に努めて

を得るべく、翌 月 日か

閲覧期間とし、併せて説明

ら同年 月

会を開催した。
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年史

会協会の取り組み ネルギーシステム部会が設けられ鋭意検討が進め
第

章

環境対策に

いても、来る

年 と自然の新た
日
本 最適エネルギ国
際 検討が進めら博
覧

ついては、博覧会協会環

べき循環型社会の構築に

な関わり合いやゼロエミ

ーシステムのあり方を提

れた。なお、この作業に

られた。

境 にお このほ

向けて、人 より、循

ッション、 みやライ

案すべく、 くるとの

当たっては、 として、

か、環境 ・ゼロエミッ

環型社会の実現のためには

フスタイルの新たな創造が

観点から、そのきっかけづ

ゼロエミッション ル

ション部会に

、社会のしく

必要になって

くりのひとつ

ールの検討が

会 当 の下部

した里山管

フィールド活

たシステムを

エネルギー・

来の最適エネ

組織として、自然環境の

理と自然とのふれあいを

用部会、循環型社会の構

検討するゼロエミッショ

省エネルギー技術等を踏

ルギーシステムについて

特性を生か 進められ

検討する 関して、

築を目指し 運用を通

ン部会、新 う全く新

まえた、将 ていくこ

検討するエ

た。このルールは、ゼロエ

関係者すべての参加により

じて改善し、楽しみながら

しい考え方（ 共創モデル

ととしている。

ミッションに

つくり上げ、

活用するとい

）を取り入れ

［ ］会場

第

建設費の確定

節 会場建設費の

方向で断

場者数を

検討

続的に検討作業が行われた

万人と見込み、総額

結果、想定入

を 億円に

会場建設費

県より概算で

ていたのみで

が進むにつれ

こととなった

博覧会協会

七者調整会

については、誘致段階に

億円との数

あったが、会場利用計画

、会場建設費総額の確定

。このため本会はじめ国

など関係機関による協議の

議 が設置され、平成

おいて愛知 圧縮、併

字が示され とを決定

の検討作業

が急がれる ［ ］資
、愛知県、 討経
場として

年（ ） 会場建

せて運営費についても

した。

金負担スキーム（民

過

設費の負担割合については

億円とするこ

間分）の検

、平成 年

秋以降、断続

この結果を

時の会場利

億円と

その後、平

指摘に端を発

的に検討作業が行われた

受け同年 月末、博覧会

用計画を基に算出した会場

する金額が提示された。

成 年 月に明らかとな

する会場利用計画の大幅

。 月 日の

協会より当 情に鑑み

建設費を 極力圧縮

分の ず

った の 経済界

な見直しに て負担を

閣議了解において、現下の

、博覧会の規模及び会場建

すると同時に、国、自治体

つを負担することが確認さ

では、この民間等に該当す

求められており、過去の博

厳しい財政事

設費について

、民間等が

れている。

る部分につい

覧会の事例に

より、再検討

愛知万博検

る新たな会場

検討作業がス

昨今の厳しい

が必至の情勢となった。

討会議 により海上地区

利用計画案が示されたこ

タートし、七者調整会議

経済情勢に鑑みて総額を

同年 月末、 倣い、地

を中心とす オール経

とを受け再 ととなっ

を中心に、 この資

引き下げる するにあ

元企業はもとより経団連

済界の体制で、広く寄附金

た。

金負担スキームに関する検

たっては、民間企業が拠出

を中心とする

募集を行うこ

討作業を開始

する資金の充



当枠が競輪や競艇等の公営競技から得られる補助 なお、地元レベルでは、本会並びに名商の共催

金を含めたも

業負担金額の

による各競技

がらの作業

たっては、経

会並びに名商

のであることから、まず

確定作業が必要とされ、

の主催団体との折衝状況

となった。民間負担金額の

団連及び地元経済団体を

の三者が精力的に作業を

は純粋な企 により、

博覧会協会 地域を代

を見やりな 会を、平

検討にあ 経済界と

代表して本 応分の負

進めた。 計で約

会場建設費の負担問題を協

表する大手企業 社のトッ

成 年 月と翌 年 月に

して積極的に博覧会を支援

担を行うことを確認、最終

億円を負担することとな

第
議するために 章

プによる懇談

開催し、地元

年する立場から
日
本的には 社合 国
際った。 博
覧

その結果、

にあたる

億円を各企業

を中央と地元

目標に集める

と並行する形

額を確定すべ

建設費総額（ 億円）

億円の民間等の負担枠の

による寄附金で賄い、更

（中部 県）でそれぞれ

との方針を固めた。また

で、各個別企業に対する

く検討が行われ、中央分

の 分の

うち、 ［ ］財
に当該金額

半分ずつを 日本国

、この作業 からの寄

寄附の依頼 会内に財

については、 る諸課題

務委員会の設立

内で開催された従来の博覧

附金募集を実施するに際し

務委員会を設置し、これが

の検討並びに枠組みを構築

会

会では、民間

て、博覧会協

民間寄附に係

する役割を果

従来の民間寄

の依頼を中心

まざまな指

ループを設定

依頼活動を行

附募集方式である各業界

とし、地元分は各企業の

標を勘案したうえで依頼金

、これに基づき幅広い企

うこととなった。

団体経由で たしてい

業績等のさ 本博覧

額別にグ 会内に財

業に対して 早々にも

降、博覧

が展開さ

た。

会でも、過去の博覧会と同

務委員会を設立することと

委員会設立を果たすべく、

会協会が中心となって委員

れた。委員要請にあたっ

様、博覧会協

し、平成 年

平成 年秋以

就任要請活動

ては、当初

資金

国
億円

造成スキームの考え方（検討

総額 億円

地方自治体
億円

案） 名程度の

に対し呼

回目の

ね達成す
民間等 本会で
億円

就任要請

ら財務委

就任を目標に、国内の主要

びかけが行われ、平成 年

委員会の開催時には、この

ることができた。

は、委員要請先の選定作業

活動を側面からサポートす

員会設立までに至る作業が

団体及び企業

月 日の第

目標はおおむ

はもとより、

るなど、これ

円滑に進むよ

公営競

技など

補助金

億

中央 地

う積極的

なお、民間

任し、副寄附

頭、田代
円 億円

元

に協力してきた。

財務委員長には荒木浩経団

委員長には安部本会会長、

和大阪商工会議所会頭の

連副会長が就

磯村巌名商会

名が就任した。

国
億円

地方自治体
億円

民間等
億円

公営競

技など

補助金

億円

民間

寄附

億円
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年
日
本 ［ ］新シ国
際
博
覧

第 節 開

ンボルマークの策定

催機運の盛り上げ

［ ］本

に向けて

会の取り組み

会 博覧会協会

れてきた誘致

有の新たなデ

ザイン専門委

開セッション

その結果、

ザイナーによ

では、誘致活動以来、長

シンボルマークに替わる

ザインを選定すべく、協

員会 をはじめ一般市民

（討論会） 等の場で検討

海外デザイナー 名を含

る 国際指名コンペティ

らく親しま 本会で

本博覧会固 活動時以

会内の デ 協力体制

対象の 公 など機会

を重ねた。 いる。

む 名のデ 事業主

ション を 連絡調整

は、地元経済界を代表する

来、本博覧会についての全

を表明し、国内外での

あるごとにサポート活動

体である博覧会協会設立後

幹事会等の場において同協

立場から誘致

面的な支援・

活動に努める

に取り組んで

は、幹部会や

会の活動方針

実施し、提出

レクターの大

年（ ）

の席上にて公

決定したシ

念にとらわれ

された 作品の中から、

貫卓也氏による作品を選

月 日の第 回理事会・

表した。

ンボルマークは、従来の

ないデザインであり、制

アートディ や事業内

出し、平成 支援活動

評議員会 巻く情勢

長をメン

マークの概 員会を設

作者である ていくこ

容に対して助言を与えるな

を行ってきたが、その後の

の変化に鑑み、平成 年

バーとする 年日本国際

置し、経済界としてより主

ととした。

どの積極的な

博覧会を取り

月、正・副会

博覧会特別委

体的に関与し

大貫氏の言を

けでなく機能

覧会開催に向

されることと

借りれば、従来のマーク

を持たせたとのことで、

けた 用ツールとして

なった。

の象徴性だ また、

年の博 し、万博

幅広く利用 展に関す

と各企業

活動を行

で、事務

して積極

この下部組織として同専門

講演会の開催（名商と共催

る意見交換会を実施するな

間の連携の橋渡し的な役割

っている。更に、平成 年

局に国際博推進担当を設け

的な活動を展開することに

委員会を設置

）や、民間出

ど博覧会協会

を果たすべく

月 日付け

、従前にも増

している。

［ ］各

年

促進を図

おいて取

種イベントの開催

の博覧会開催に向けて認知

り、機運醸成に努めること

り組むべき最重要課題の一

度向上・浸透

は準備段階に

つであり、事

新しいシンボルマーク

業主体で

地球市民

やシンポ

れている

ある博覧会協会をはじめ

の会 などの支援団体を中

ジウムなどさまざまな

。

、

心にイベント

活動が展開さ



開催 日前カウントダウンイ 設立以来ベント 、地元経済界として積極的な支援・協力

博覧会開催

年 月 日、

けて 年日

るとともに、

を体現するた

京・渋谷

日から遡って 日前と

地元を中心としつつ、広

本国際博覧会開催の認知

本博覧会が目指す 参加

めに名古屋・久屋大通公

スクエアの 会場で博覧会

なる平成 体制を敷

く全国に向 とともに

・浸透を図 動の更な

型 の理念 た財政基

園一帯と東 会員企業

協会主催 けを行っ

いている。本会は、発足に

賛助会員となったことに加
きっき

る充実化を図るうえで喫緊

盤の強化を図るための一助

に対する賛助会員への加入

ている。

第
あたって名商 章

えて、事業活
ん

の課題であっ

年として、本会
日
本促進を呼びか 国
際
博
覧

による

当日は、

り、今後も、

同様のイベン

また、これ

前及び東京

カウントダウン

が開催され、本会も後援

会場合わせて約 万人も

日前など節目のタイ

トを開催することが予定さ

らイベントの開催に先立

・渋谷駅の ヵ所にカウン

イベント

した。 ［ ］そ
の人出があ

ミングで、 リス

れている。 ヴァス

ち名古屋駅 にあたる

トダウン 洋 未来

の他の博覧会

ボン国際博覧会

コ・ダ・ガマのインド航

年、ポルトガル共和国

への遺産 をテーマとする

会

路開設 周年

において 海

リスボン国際

ボードが設置

会開幕日に向

市民団

博覧会開催

ある

されており、 年 月

けて時を刻んでいる。

体による支援活動

を支援する各種市民団体

地球市民の会 を中心

日の博覧 博覧会（

が開催さ

首都リ

に及ぶリ

の連合体で 会場に、

に機運の 加、 月

正式名称 年リスボン

れた。

スボン市東部、テージョ河

バーフロント再開発地域

ヵ国・機関（ ヵ国・

日 月 日の 日間

国際博覧会）

沿い南北

の一部 を

機関）が参

に約 万人

盛り上げや啓

ている。

誘致決定

トルワールド

開催しており

も開催機運の

功させよう愛

発のための各種イベント

周年を迎えた平成 年

においてこれを記念する

、 周年となる平成 年

一層の盛り上げを図るた

知万博 広げよう支援の

が実施され の入場者

本博覧

月には、リ 本館は大

イベントを 場者を集

月 日に また、

めに、 成 催された

輪 をテー はじめ公

を集めた。

会に出展した各国パビリオ

きな注目を集め、会期中

め大いに賑わいを見せた。

わが国の 海の日 にあた

ジャパン・デー に際し

式レセプション等の各種記

ンの中でも日

約 万人の入

る 月 日に

て記念式典を

念イベントが

マに愛知青少

周年記念

万人以上の参

ベントとなっ

本会は本イ

企画段階から

年公園において愛知万博

フェスティバル を

加者を集め、過去最大規

た。

ベント実行委員会の構成

中心的な役割を果たすと

開催決定 開催され

開催、約

模の支援イ

団体として、

ともに積極

、本会から安部会長、小原副会長、木下

的な支援活動

員加入促

を行った。

地球市民の会 へ

進に対する協力活動

地球市民の会 に対し

の賛助会

ては、その リスボン博



第 編 最近の

専務理事が参

年史

加し、愛知万博の積極的 に貢献 届けた。
第

した。章

ハノー
年 世紀最後
日
本 ら 周年を迎国
際 ダーザクセ博
覧

バー国際博覧会

の年であり、かつ東西ド

えた 年にドイツ連

ン州ハノーバー市において

イツ統一か

共和国ニー

、ハノー

会 バー国際博覧

際博覧会）が

既設の国際

大な敷地を会

人間・自然

国際機関が出

会期中の ヵ

会（正式名称 年ハ

開催された。

見本市会場を中心とした

場とする本博覧会は、基

・技術 を掲げ、 の

展する過去最大規模の国

月間（ 月 日 月

ノーバー国

の広

本テーマに

国・地域、

際博として、

日 日

間）に

最後の博覧会

た。

日本からは

機関として参

造られた日本

万人の入場者数を見込むな

にふさわしいスケールと

、日本貿易振興会（

加し、再生紙からできた

館パビリオンや館内で展

ど 世紀

内容となっ

）が公式

紙管 で

示された和

ハノーバー博

紙で包まれた

（ランタンカ

本会では、

れる最後の大

備状況を確認

州経済視察団

め、翌平成

電気自動車（名称

ーほたる））は大いに注

年日本国際博覧会ま

規模博であることを重視

することを目的に平成

（団長 豊田副会長）の

年 月に安部会長、小原

“螢”

目を集めた。

でに開催さ

し、その準

年 月に欧

一行をはじ

副会長、木

下専務理事が

談すべく現地

また、会期

とするドイツ

行ったのをは

り行われたレ

ハノーバー国際博覧会公

を訪問した。

中も平成 年 月に安部

・フランス経済視察団が

じめ、 月 日及び 日

セプションはじめクロー

社幹部と懇

会長を団長

表敬訪問を

にかけて執

ジングセレ

モニー等の公

木下専務理事

て実施された

社総裁から豊

式に立ち会い

式行事に、安部会長、小

が出席、最終日のセレモ

ブロイエルハノーバー国

田博覧会協会会長への

、 日間に及んだ会期の

原副会長、

ニーにおい

際博覧会公

旗の継承

閉幕を見



首都機能移転問

第 章

題への積極的取り

第

章

首
都
機
能
移
転
問
題組み
へ
の
積

第

［ ］ 規

平成 年（

節 規制緩和

制緩和 問題への取り

） 月に設置された第

地方分権 問

までの規組み
実施する

三次行革審 ことなく

題と本会の取り組

制緩和推進計画をできるだ

とともに、項目数も

、第 次、第 次の規制緩

極
的
取
りみ 組
み

け早い時期に

項目で終わる

和推進計画を

（臨時行政改

具体的な行政

月、規制緩

整機能の強化

めた。

特に、規制

革推進審議会、会長 鈴

改革について審議を重ね

和や地方分権の推進、内

等を主な内容とする最終

緩和のアクションプログ

木永二）は、 まとめ、

、平成 年 解を表明

閣の総合調 平成

答申をまと に対応し

は 行革

ラムの策定 緩和の徹

その着実な実施を図るべき

した。

年 月の規制緩和推進 カ

て、同年 月、本会など全

フォーラム を東京で主催

底と事前規制型行政から事

である旨の見

年計画の策定

国 経済団体

し、規制撤廃・

後チェック型

並びに地方分

順等を明らか

れに沿って地

すなど、 規

に重点を置い

本会では、

答申、同年

権推進のための基本理念

にした大綱を 年以内に

方分権に関する基本法の

制緩和の推進 と 地方分

た内容となっている。

平成 年 月の第三次行

月の経済改革研究会の中

や課題、手 行政への

策定し、そ 関係機関

制定を目指 直しに対

権の推進 局による

成 年

革審の最終 業 社に

間答申（い 見・要望

転換等 項目を挙げた共同

に要望した。また、同計画

応して、平成 年 月に総

規制緩和説明会を実施する

月には総務庁の依頼に基づ

対して許認可等の申請手続

のアンケート調査を実施し

宣言を採択し、

の毎年度の見

務庁行政管理

とともに、平

いて、会員企

きに関する意

た。

わゆる平岩レ

しての具体的

べくアンケー

項目に及

理府、総務庁

更に、平成

ポート）に対応して、中

な規制緩和要望事項をと

ト調査を実施し、会員企

ぶ提案をとりまとめ、同

長官等に提出した。

年 月の規制緩和推進

部経済界と

りまとめる ［ ］
業 社から 取り
年 月、総

本会で

計画の策定 都道府県

地方分権 広域行政

組み

は、従来より主張してきた

連合、道州制への段階的移

問題への

地方庁の設立、

行等の理論武

に対応して、

日行革委員会

ヒアリング調

る要望を行っ

の懇談会にお

同年 月に名古屋市で開催

において、会員を対象

査の結果をもとに、規制

た。また、同年 月、総

いて、政府は現行の平成

された 一 装の一助

に実施した イツ、ス

緩和に関す いて現状

務庁長官と 言・要望

年度 平成

とするため、平成 年 月

ペインに派遣、連 制・自

と問題点を調査し、後に発

内容に反映させた。

年 月に閣議決定された

事務局員をド

治州制度につ

表した各種提

行革大綱 で

第 章第 章



第 編 最近の

は、平成 年

年史

月末までに地方分権大 平成 年綱方針を策 以降の行政改革・地方分権推進等の主な動き
第

定し、地方分章

すことをうた首
都

月、全国機
能
移 野収第 次地
転
問 権に関する全題
へ 会長の連名にの
積

権推進基本法（仮称）の

ったが、これに対応して

経済団体の首脳が村山富

方制度調査会会長を招い

国経済団体懇談会 を開

よる共同提言 地方分権

制定を目指
平成 年

、平成 年
平成 年市首相、宇

て 地方分
平成 年催、 団体

の実現に向

月 臨時行政改革推進審議
審）の設置

月 地方分権の推進に関す
院）

月 第三次行革審最終答申

月 行政改革大綱 今後に
の推進方策について

月 地方分権の推進に関す

会（第三次行革

る決議（衆参両

おける行政改革
を閣議決定

る意見書

極 けた政治的決
的
取 主な内容は
り
組 行政の実現、み

の強化、地方

即日、総理大

路に要望した

また、本会

意を期待する を決議し

、国・地方を通じた簡素

国の役割の限定化、地方

分権推進のための体制整

臣ほか関係閣僚、自治省

。

広域行政委員会では同月

た。

で効率的な

の自治能力

備であり、

など関係要 平成 年

、翌平成

（地方 団体）

月 地方分権の推進に関す
地方制度調査会）

月 地方分権の推進に関
議決定

行政改革委員会の設置

月 規制緩和推進計画

市町村合併特例法の改

月 地方分権推進法の成立

る答申（第 次

する大鋼 を閣

を閣議決定

正

年 月末に市

に対応して、

ため合併して

きだとする

をとりまとめ

に提言した。

町村合併特例法が期限を

現行の市町村の行財政基

全国を 程度にも

市町村合併促進について

、総理大臣、自治大臣ほ

迎えること
平成 年盤は脆弱な

っていくべ

の意見書

か関係機関

平成 年

月 地方分権推進法の施行
委員会の発足

月 規制緩和推進計画

地方分権推進委員会の

月 行政改革会議（会長
の設置

月 地方分権推進委員会の

行政改革プログラム

月 地方分権推進連絡会議

・地方分権推進

の改定

中間報告

内閣総理大臣）

第一次勧告

の閣議決定

の設置

平成 年

議決定され、

地方分権推進

地方分権推

して、本会広

方行革・市町

月には 地

月、地方分権推進に関す

平成 年 月地方分権推

委員会が発足した。

進委員会の 次にわたる

域行政委員会では、平成

村合併の促進に対する提

方財政の健全化に対する

る大綱が閣

進法が成立、

勧告に対応

年 月 地

言 、同年 平成 年

提言 をそ

月 規制緩和推進計画

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権推進委員会の

月 行政改革会議の 最終

行政改革会議最終報告
針の閣議決定

月 中央省庁等改革基本法

月 規制緩和三カ年計画

の改定

第二次勧告

第三次勧告

第四次勧告

報告

に関する対処方

案の閣議決定

の閣議決定

れぞれとりま

地方行革

では、地方自

中部 県下市

の結果をベー

革のあり方、

とめた。

・市町村合併の促進に対

治体の財政事情の悪化に

町村の首長に対するアン

スとして、地方公共団体

市町村合併による自治能

する提言

対応して、 平成 年

ケート調査

の行財政改

力の拡充・

月 地方分権推進計画

月 中央省庁等改革基本法

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権一括法案の閣

第二次地方分権推進計

規制緩和三カ年計画

月 中央省庁等改革関連

月 地方分権一括法の閣議

の閣議決定

の成立・公布

第五次勧告

議提出

画の閣議決定

の改定

法案の閣議決定

決定

強化を主な内

先に提言した

また、 地

平成 年度に

宣言 を出す

容としており、自治省を

。

方財政の健全化に対する提

おいて大都府県を中心に

自治体が現れたことから

はじめ関係

言 では、 平成 年

財政危機
平成 年

、緊急に提

中央省庁改革関連 法

月 市町村の合併の推進
針 の策定

月 規制緩和三カ年計画

月 地方分権一括法の施行

月 中央省庁の新府省発足

の成立・公布

についての指

の改定

平成 年

平成 年

平成 年

月 臨時行政改革推進審議
審）の設置

月 地方分権の推進に関す
院）

月 第三次行革審最終答申

月 行政改革大綱 今後に
の推進方策について

月 地方分権の推進に関す

会（第三次行革

る決議（衆参両

おける行政改革
を閣議決定

る意見書

平成 年

（地方 団体）

月 地方分権の推進に関す
地方制度調査会）

月 地方分権の推進に関
議決定

行政改革委員会の設置

月 規制緩和推進計画

市町村合併特例法の改

月 地方分権推進法の成立

る答申（第 次

する大鋼 を閣

を閣議決定

正

平成 年

平成 年

月 地方分権推進法の施行
委員会の発足

月 規制緩和推進計画

地方分権推進委員会の

月 行政改革会議（会長
の設置

月 地方分権推進委員会の

行政改革プログラム

月 地方分権推進連絡会議

・地方分権推進

の改定

中間報告

内閣総理大臣）

第一次勧告

の閣議決定

の設置

平成 年

月 規制緩和推進計画

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権推進委員会の

月 行政改革会議の 最終

行政改革会議最終報告
針の閣議決定

月 中央省庁等改革基本法

月 規制緩和三カ年計画

の改定

第二次勧告

第三次勧告

第四次勧告

報告

に関する対処方

案の閣議決定

の閣議決定

平成 年

月 地方分権推進計画

月 中央省庁等改革基本法

月 地方分権推進委員会の

月 地方分権一括法案の閣

第二次地方分権推進計

規制緩和三カ年計画

月 中央省庁等改革関連

月 地方分権一括法の閣議

の閣議決定

の成立・公布

第五次勧告

議提出

画の閣議決定

の改定

法案の閣議決定

決定

平成 年

平成 年

中央省庁改革関連 法

月 市町村の合併の推進
針 の策定

月 規制緩和三カ年計画

月 地方分権一括法の施行

月 中央省庁の新府省発足

の成立・公布

についての指

の改定



言書を策定したものであり、地方財政の緊急避難 法の改正、同年 月の 市町村の合併の推進につ

措置、行政改

言した。

更に、同委

併への提言

定した。これ

革のあり方、財政基盤の

員会では平成 年 月に

地方分権体制の確立に向

は、平成 年 月の市町

強化策を提 いての指

たことに

市町村合 を分析す

けて を策 権限委譲

村合併特例 県・市町

針 によって、市町村合併

対応して、財政面から市町

るとともに、地方への財源

、市町村合併推進におけ

村それぞれの役割について

第
気運が高まっ 章

村の適正規模 首
都

を含む一層の 機
能
移る国・都道府
転
問提言した。 題
へ
の
積

［ ］国会

と調査会

第 節 首都

等の移転に関する決

の答申

機能移転問題へ

また、議・法律
騰が大き

年には

の取り組み

その後、東京都心部に端を

な社会問題となったことを

総合土地対策要綱 で、

極
的
取
り
組
み

発した地価高

受けて、昭和

単に一部の行

首都機

首都機能の

降、遷都・分

て、学界や研

されてきた。

論を取り上げ

能移転問題の主な経緯

移転問題については、昭

都・展都論等さまざまな

究機関等より多数の提言

政府が国土計画として最

たのは、昭和 年（

政機関等

和 年代以 の中枢的

形態につい 点から本

・提案がな という新

初にこの議 が認識さ

）に策定さ こうし

の移転にとどまらず 政治

な機関の移転再配置につい

格的検討に着手する とさ

たな観点からも首都機能の

れるようになってきた。

た動きに対応して、本会で

・行政機能等

て、幅広い観

れ、土地対策

移転の必要性

は、昭和 年

れた 第三次

いてであった

置を国土政策

世紀に向けて

なされること

の移転の方

れた。

全国総合開発計画 （三

。その内容は、首都機能

上の重要課題として位置

創造的建設的な議論が国

が望まれ、これを踏まえ

向を見定めなければならな

全総）にお に設置し

の移転再配 政委員会

づけ、 としての

民的規模で 経団連首

て首都機能 その後

い とさ した 首

八十島

た首都問題研究会（平成

と改称）において、東京一

首都機能移転を調査研究す

都問題委員会等で意見交換

、国では、平成 年 月、

都機能移転問題に関する

義之助帝京技術科学大学学

年から広域行

極集中是正策

ることとし、

を行った。

国土庁に設置

懇談会 （座長

長）において

その後策定

都圏基本計画

展都や分都が

る国の行政機

の首都圏各

れた。

された 首都改造計画

等において、当面の対

提案され、東京都区部に

関や特殊法人の一部を東

地に分散立地させる施策が

第四次首 首都機能

応策として 周年に

立地してい 国会及

京都区部外 府はその

打ち出さ 等の移転

この決

移転問題の検討が開始され

当たる同年 月には、衆参

び政府機能の移転を行うべ

実現に努力すべきである

に関する決議 がなされた

議を受けて平成 年 月、

る一方、国会

両院において、

きであり、政

とする 国会

。

政府全体の立

更に、昭和

開発計画 （

いては、東京

と考えられる

引き続き検討

年に策定された 第四

四全総）においても、 遷

一極集中への基本的対応

ため、国民的規模での議

する 課題とされた。

次全国総合 場から国

都問題につ 合意の醸

として重要 総理大臣

論を踏まえ、 る有識者

が設置さ

会及び政府中枢機能の移転

成を図るための検討を目的

の主催による 首都機能移

会議 （座長 平岩外四東

れ、検討が開始された。

に関する国会

として、内閣

転問題を考え

京電力 会長）



第 編 最近の 年史

国会等の移転に関する決議 に関する法律 が成立し公布・施行された。
第

（平
章

首
わが国は都

機
能 世界大戦後
移
転 築きあげて
問
題 豊かさを実へ
の

友好親善を積

成 年 月 日衆参両院において決議

、明治以来近代化をなしとげ

の荒廃から立ち上がり、今日

きた。今後の課題は、国民が

感する社会を実現し、世界の

深め、国際社会に貢献してい

） 同法は

する機能
、第二次

域への移
の繁栄を

の責務、
ひとしく

る検討機
人々との

定めてい
くことで

、国会等（国会並びに行政

のうち中枢的なもの）の東

転に向けて積極的な検討を

国が検討を行ううえでの指

関としての国会等移転調査

る。

及び司法に関

京圏以外の地

行う旨の国会

針、国におけ

会の設置等を

極
的 ある。
取
り わが国の組
み 能が首都東

の異常な高

おける都市

地域経済の

現状は、政治、経済、文化等

京へ集中した結果、人口の過

騰、良好な生活環境の欠如、

機能の麻痺等を生ぜしめると

停滞や過疎地域を拡大させる

国会等

先の選定
の中枢機

市の整備
密、地価

整備に関
災害時に

を調査審
ともに、

報告を受
など、さ

ることと

移転調査会は、移転の対象

基準、移転の時期の目標、

に関する基本的事項、移転

する基本的事項等法律に定

議し、その結果を内閣総理

けた内閣総理大臣はそれを

されている。

の範囲、移転

移転先の新都

に伴う東京の

められた事項

大臣に報告し、

国会に報告す

まざまな問

これら国

るための基

更に、 世

するため、

ある。

政府にお

題を発生させている。

土全般にわたって生じた歪み

本的対応策として一極集中を

紀にふさわしい政治・行政機

国会及び政府機能の移転を行

いては、右の趣旨を体し、そ

当調査
を是正す

し、更に
排除し、

部会を設
能を確立

転につい
うべきで

移転の

こととし
の実現に

会は、平成 年 月より調

専門的な立場から検討を行

置した。第 タームとして

ての国民的な合意の形成

意義と効果 について調査

た。当調査会では、その検

査審議を開始

うため、基本

、首都機能移

を図るため、

審議していく

討内容を中間

努力すべき

右決議す

また、国土

談会 は、平

新しい首都

である。

る。

庁の 首都機能移転問題

成 年 月、 首都機能移

像 東京の将来像 等に

的にとり

め、平成

について

次いで

に関する懇 明らかに

転の方法 こととし

ついて検 転し、整

まとめて広く国民各層の検

年 月 首都機能移転そ

内閣総理大臣に中間報告を

、第 タームとして、新首

していくための調査・審議

、どのような機能をどのよ

備すべきであるかについ

討に供するた

の意義と効果

行った。

都の具体像を

を行っていく

うな手順で移

て調査審議を

討結果をとり

意見のとりま

能移転を 人

紀のわが国の

な影響を及ぼ

している。

まとめ、同年 月には有

とめを公表した。ここで

心一新 の好機としてと

政治、経済及び文化のあ

す 国家百年の大計 で

識者会議も 行ってき

は、首都機 する基本

らえ、 世 市部会を

り方に大き に加え、

あると強調 ついて、

能移転が

た。また、 移転先の新都

的事項 を専門的に検討す

新たに設置し、新首都のあ

新首都づくりのための制度

調査審議を行ってきた。そ

国民の間で更に現実性のあ

市の整備に関

るため、新都

るべき都市像

等のあり方に

して、首都機

るものとして

一方、国会

展開され、平

等の移転に関

面から参考人

平成 年 月

においては、決議以降活

成 年 月からは衆参両

する特別委員会 が設置

の意見聴取を行うなど議

には議員提案による 国

発な論議が 具体的に

院に 国会 月 首

され、各方 づくり

論も本格化、 を行った

会等の移転 第 タ

議論されることを目的とし

都機能移転の範囲と手順・

について内閣総理大臣に第

。

ームとしては、 移転先の

て、平成 年

新首都の都市

次中間報告

選定基準 移

わが国は

世界大戦後

築きあげて

豊かさを実

友好親善を

、明治以来近代化をなしとげ

の荒廃から立ち上がり、今日

きた。今後の課題は、国民が

感する社会を実現し、世界の

深め、国際社会に貢献してい

、第二次

の繁栄を

ひとしく

人々との

くことで

ある。

わが国の

能が首都東

の異常な高

おける都市

地域経済の

現状は、政治、経済、文化等

京へ集中した結果、人口の過

騰、良好な生活環境の欠如、

機能の麻痺等を生ぜしめると

停滞や過疎地域を拡大させる

の中枢機

密、地価

災害時に

ともに、

など、さ

まざまな問

これら国

るための基

更に、 世

するため、

ある。

政府にお

題を発生させている。

土全般にわたって生じた歪み

本的対応策として一極集中を

紀にふさわしい政治・行政機

国会及び政府機能の移転を行

いては、右の趣旨を体し、そ

を是正す

排除し、

能を確立

うべきで

の実現に

努力すべき

右決議す

である。

る。



転の時期の目標 移転に伴う東京都の整備に関 移転先について初めて決議し、同年 月西日本

する基本的事

査審議を行い

めに、公聴会

名古屋におい

本会は、こ

述人として出

項 について、基本部会

、更に、国民から広く意

を平成 年 月に東京、

てそれぞれ開催した。

の公聴会に松永亀三郎会

席し、 国会等の移転は

において調 経済団体

見を聴くた 部へ陳情

同年 月に また、

れていた

長が意見陳 域を浮き

地方分権、 報道がな

の首脳が総理大臣、関係閣

した。

同年 月に、国会等移転調

選定基準、選定方法の原案

上がらせるような表現とな

されたことから、調査会本

第
僚、国土庁幹 章

首
都

査会で検討さ 機
能
移が、特定の地
転
問っているとの 題
へ来の目的に基 の
積

規制緩和と並

との持論を訴

こうした中

大震災が発生

めて認識させ

安全性に対す

転による東京

行的に行われることが重

えた。

で、平成 年 月 日に

し、大都市の危機管理の

られた。これを契機に、

る危惧の念が喚起され、

への一極集中の是正、国

要である づいた方

本と新し

阪神・淡路 国会等移

重要性が改 るととも

首都機能の に要望し

首都機能移 したパン

土構造の改 経済団体

向で見直しが行われるよ

い首都 に対する意見書

転調査会委員及び国土庁幹

に、 新首都のあり方 に

た。翌 月には 新首都は

フレットを作成、国会議員

、地方自治体等へ配布し、

極う 明日の日
的
取をとりまとめ、
り
組部等に建議す み

ついて国土庁

中部へ と題

、関係省庁、

積極的に

編に対する議論が一層高まることとなった。 活動を展

国会

このよ

年半にわ

総括的に

開した。

等移転調査会の最終報告

うな状況下、国会等移転調

たる調査審議の成果につい

以下のようにとりまとめた

査会は、約

て、同年 月

。

本会の

国会等移転
（平成 年

調査
月

対応

会公聴会で意見陳述する松
日、名古屋）

永会

．首都

規制

契機

東京

長（一番右側）

国会等移転調査会最終報
（平成 年 月 日）

機能移転の意義と効果

緩和・地方分権等国政改革

一極集中の是正

告

全般の改革の

本会は、こ

については、

実な推進と規

な政府の実現

立って、中部

た 中部への

のような動きに対し、首

東京一極集中の是正、地

制緩和の徹底を図り、簡

とともに行うべきである

地域が新首都の最適地で

首都機能移転（中間報告

都機能移転 災害

方分権の確 世

素で効率的 人心

との認識に ．移転

あると訴え 立法

） を平成 行政

に強い国土づくり

紀に向けた新たな経済発展

一新の好機

の対象となる首都機能の範

国会

内閣、中央省庁

囲

年 月にと

はじめ関係先

また、中部

経済協議会は

移転先は日

りまとめ、国会等移転調

に幅広く提言した。

以西の 経済団体で構成

、同月開催した第 回総

本列島の中央部が適切で

査会、政府 司法

．移転

する西日本 日本

会において、 国内

ある と、 て大

最高裁判所

先地の選定基準

列島上の位置

各地から移転先地へのアク

きな不均衡が生じない場所

セスに、極め

。



第 編 最近の

東京から

年史

の距離 ば経済首都、文化首都としてあり続けることが重
第

章

首
都
機
能
移
転
問
題
へ
の
積

鉄道

範囲

国際

欧米

走路

で

。但

的な

主要

を有

土地取得

時間の概ね

し、東京圏との連坦を

空港

各国の元首専用機等が

し、 分程度以内で到

避

発

達

の容易性

程度の 要であ

ける。 都機能

や移転

着可能な滑 機とな

可能。 い環境

る

移

跡

る

に

ある と

とし、更に、 東京の

転は、過密の緩和によ

地の活用を通じた新し

ものであり、東京を住

つくりかえるうえで大

視

る都

いま

みや

きな

した。

点からみた首

市環境の改善

ちづくりの契

すく働きやす

意義と効果が

極
的
取
り
組
み

広大

第

最

開

地震

大規

な用

段

終的

発適

被害

模な

被害が生

地の迅速かつ円滑な取

階だけでも約

に最大限総人口 万規

地

等に対する安全性

地震が発生した場合に

得

模

、

じるおそれのある地域は

が可能。

［ ］
の都市群の

本会

地域一

著しい地震 ること

新

は

体

が

避ける。 中部地域

首都 中部 推進

、国会等移転調査会の

となって首都機能を中

重要であるとの観点か

への新首都の立地を官

協議

最終

部地

ら、

民協

会の設立

報告を受け、

域に移転させ

平成 年 月、

力して推進す

その

災害

ない

地形

極端

場所

他の

によ

よう

等の

に標

は避

自然災害に対する安全

り都市活動に著しい支

十分配慮。

良好性

高の高い山岳部や急峻

ける。

性

障

な

る組織

を生じさせ 静岡・

し、中

者を参

地形の多い （代表

屋商工

の

愛

部

与

理

会

設立を呼びかけ、中部

知・三重）の経済団体

県と名古屋市の首長

とする 新首都 中部

事 安部浩平本会会長

議所会頭）を発足させ

県

を構

を顧

、谷

た。

（長野・岐阜・

成メンバーと

問、学識経験

推進協議会

口清太郎名古

水供

総人

以上

既存

政令

保つ

給の

口

に水

都市

指定

。

なお、東

安定性

万人の都市の出現で、

需要の逼迫する地域は

からの距離

都市級の大都市からは

京からの距離が概ね

現

避

十

同協

在の首都圏 方分権

ける。 本の政

手段と

分な距離を また、

展を実

程度を超 ければ

議

の

治

し

東

現

な

会は、 首都機能移転は

推進とともに、閉塞感

・経済社会の全般にわ

て、その実現を図らな

京一極集中を是正し、

するために、是非とも

らない。中部地域は日

、

が強

たる

けれ

国土

取り

本列

規制緩和、地

まっている日

改革を進める

ばならない。

の均衡ある発

組んでいかな

島の中央に位

える

に照

つい

．移転

権威

し、

遠隔

らし

ては

先地

ある

移転

地であっても、これ以

、極めて優れた長所を

、検討の対象に加える

の選定方法

専門的かつ中立的な選

先候補地を選定し、国

上

有

。

定

会

の選定基準 置し、

する地域に 効率的

クセス

ら、

機関を設置 議を行

へ報告。 更に

既

な

に

世

い

、

存、計画中の交通基盤

建設が可能であるとと

優れ、自然条件にも恵

紀日本の新首都の最適

、国土庁等関係要路に

経済界をはじめ自治体

が活

もに

まれ

地で

要望

、学

用でき、経済

、内外とのア

ていることか

ある 旨の決

した。

識経験者等幅

国会

また、

東京につ

東京は

が最

国会

いて

わが

終的に移転先地を決定

等移転調査会は、首都

も積極的に検討し、そ

国全体の繁栄を牽引し

。

機

の

て

広い人

月に

能移転後の 本と首

報告では、 した。

いく、いわ 役割と

々

名

都

こ

と

との連携を図りながら

古屋、 月に大阪にお

機能移転 と題してシ

こでは、日本の新しい

もに首都機能移転の意

、同

いて

ンポ

首都

義や

年 月に東京、

世紀の日

ジウムを開催

のあるべさ姿、

効果、実現方



策などについて、専門家による講演とパネルディ 済効率的な移転が可能であり、加えて内外とのア

スカッシ

センサス

した。

また、

首都の最

ョン

づく

首都

適地

広く認識して

を行うなど地域並びに

りをめざして、積極的

機能移転の実現の必要

として魅力ある地域で

全

な

性

あ

もらうため、 パンフ

国的なコン クセス

活動を展開 ら、

のもと

と中部が新 供給問

ることを幅 に、各

に

世

、

題

種

レット 新 一方、

優れ、自然条件にも恵

紀日本の新首都の最適

移転先候補地の用地問

、交通アクセスなどの

移転促進活動を展開し

まれ

地で

題、

調査

た。

国の動きに対しても積極的

第

章

首
都
機
能
移
転
問
題
へ
の
積

ていることか

あるとの認識

地質構造、水

を行うととも

な対応を図り、

首都は中

ポジウム

等移転審

に配布し

部へ

の記

議会

た。

及び東京、名古屋、

録集を、関係閣僚、関

委員、国会議員並びに

大

係

地

阪でのシン 平成

省庁、国会 る特別

元自治体等 中部

月

問が、

関する

年

委

日

ま

特

の神野信

月 日の 参議院国

員会 の愛知県視察に

推進協議会の安部、谷

の三重県視察に際して

た、 月 日の 衆議

別委員会 の愛知県視

会等

際し

口両

は本

院国

察に

郎副会長が、同日の静岡県

極
的
取
り
組
み

の移転に関す

ては、新首都

代表理事が、

会の堀木博顧

会等の移転に

際しては本会

視察に際して

は本会

会頭が

べた。

この

折にふ

を要望

の

、

ほ

れ

し

鈴木修理事と中山正

それぞれ地元経済界を

か安部、谷口代表理事

懇談を行い、中部地域

た。併せて、国会等移

浜松

代表

等が

への

転審

商工会議所副

して意見を述

国土庁幹部と

首都機能移転

議会並びに国

首都機能

［ ］本

員会

移転

会

を

平成 年

シンポジウム（平成 年 月

に 世紀新首都

設置

月の国会等移転調査会

日

問

の

土審議

、名古屋） の最適

更に

会第題特別委
優れて

への移

最終報告で、 会首脳

会

地

、

回

い

転

が

委員、国会議員等へも

であることの 活動

平成 年 月に開催し

総会において 全国と

る日本列島の中央部に

を決議し、同年 月

揃って国土庁長官をは

中部

を積

た西

の交

位置

、西

じめ

地域が新首都

極的に行った。

日本経済協議

通アクセスに

する中部地域

日本経済協議

関係閣僚等へ

首都機能

選定基準

国会等

等移転審

定に向け

の実現に

移転

が示

の移

議会

た具

向け

のスケジュールととも

されたのに続き、平成

転に関する法律 が改

が発足した。これによ

体的な検討が始まり、

た動きが本格化した。

に

正

り

首

移転先地の 陳情し

年 月には

され、国会 ［ ］
、候補地選

都機能移転 平成

査の進

た

調

め

。

査対象地域の選定

年 月に発足した国会

方については、 段階

等移

に分

転審議会の調

けて行われ、

そこで

門の委員

とする

同委員

置し、既

、本

会と

世

会で

存及

会では、首都機能移転

して、会長・副会長全

紀新首都問題特別委員

は、中部地域は日本列

び計画中の交通基盤が

を

員

会

島

活

担当する専 第 タ

をメンバー ことと

を設置した。 は調査

の中央に位 この

用でき、経

ー

し

対

調

圏内

ムで最終的に移転先候

た。その前提作業とし

象地域の設定を行うこ

査対象地域の設定につ

の地域に関する検討と

補地

て、

とと

いて

、

の選定を行う

第 タームで

なった。

は、東京から

東京から
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第

章

首
都
機
能
移
転
問
題
へ
の
積
極
的
取
り
組
み

調査対象地

設定につい

域

て

調査対象地域名（仮称
の

北 東 地

）

域

関係府県 概

宮 城 県 宮城県南部か
福 島 県 木県中北部・
栃 木 県 東北新幹線等
茨 城 県 広く拡がる地

ねの

ら福
茨城
の交
域を

岐 阜 県 岐阜県南東部から

位置

島県を経て、栃 東京との
県中北部に至る 開発可能
通軸の周辺に幅
中心とする地域

愛知県三河地域 日本の中

備

連
性

央

考

携が容易であり、
に恵まれた地域

に位置し、名古

圏の周辺にお

東 海 地

中央地域

三重・畿央

ける地域及び地方公共

域

地域

団

愛 知 県 を経た静岡西
静 岡 県 とする地域

三 重 県 三重県伊勢平
滋 賀 県 滋賀、京都、
京 都 府 至る地域を中
奈 良 県

体等が移転 木、茨

部に

野中
奈良
心と

城

至る地域を中心 屋又は京
な地域

央部から三重、
の府県境付近に
する地域

の 県）と 中央地域

阪

の

神と連携が容易

ブロックと

先候補地

ぞれ地域

に平成

調査対

とし

特性

年

象地

て表明している地域に

の把握と比較検討が行

月、調査対象地域が設

域は、 北東地域 （宮

つ

わ

定

城

いて、それ なり、

れ、最終的 静岡の

された。 京都、

、福島、栃 なった

中

奈

。

央地域 は 東海地域

県）と 三重・畿央地

良の 府 県）に分か

域

れ、

（岐阜、愛知、

（三重、滋賀、

合計 地域と

北 東 地 域

宮 城 県 宮城県南部か
福 島 県 木県中北部・
栃 木 県 東北新幹線等
茨 城 県 広く拡がる地

ら福
茨城
の交
域を

岐 阜 県 岐阜県南東部から

島県を経て、栃 東京との
県中北部に至る 開発可能
通軸の周辺に幅
中心とする地域

愛知県三河地域 日本の中

連
性

央

携が容易であり、
に恵まれた地域

に位置し、名古
東 海 地

中央地域

三重・畿央

域

地域

愛 知 県 を経た静岡西
静 岡 県 とする地域

三 重 県 三重県伊勢平
滋 賀 県 滋賀、京都、
京 都 府 至る地域を中
奈 良 県

部に

野中
奈良
心と

至る地域を中心 屋又は京
な地域

央部から三重、
の府県境付近に
する地域

阪神と連携が容易

調査対象地域名（仮称） 関係府県 概ねの位置 備 考



［ ］財政構造改革と首都機能 地を有す移転スケ る東海 県知事、本会会長、東海商工会

ジュール

国会等移転

が進む一方に

行政改革をは

んでいる最中

審議会において、移転候

おいて、政府は、橋本首

じめとする つの構造改

であった。

議所連合

能移転を

補地の調査 機能移転

相のもとで 決議を国

革に取り組 また、

済協議会

会会長の 名で、 中央地

実現する会 を結成し、同

の推進と 中央地域 への

土庁長官他に要望した。

同年 月に広島市で開催さ

第 回総会での決議 変革

第
域 へ首都機 章

年 月、首都 首
都

移転を求める 機
能
移
転
問れた西日本経 題
への時代と日本 の
積

このため、

構造改革に対

となるのは早

これに伴

ジュールは、

総理大臣に答

国民合意の形

首都機能移転問題につい

応し、新しい投資を行う

くても 年度となった

い、国会等移転審議会の

平成 年秋頃に候補地を

申、その後、審議の場を

成の状況、社会経済情勢

ても、財政 の再生

ことが可能 効率的な

。 本列島の

審議スケ 機能移転

選定、内閣 要望した

国会に移し、 この間

の諸事情に 地につい

西日本からの提言 にお

行政の実現と首都機能移転

中央部に位置する 中央地

が盛り込まれ、同月に関

。

、本会は、中部地域におけ

て、開発対象地域の面積、

極いて、 簡素で
的
取のなかに 日
り
組域 への首都 み

係各大臣等に

る移転先候補

土地所有形態、

配慮し、東京

かどうかが決

そして移転

を法律で決定

ンの作成、環

整などを経て

都との比較考量を経て、

定されることとなった。

が決定する場合には、国

し、事業主体の決定、マ

境アセスメント、地元関

、 年度以降に着工、

移転をする 地震等の

スなどの

会で移転先 換・連携

スタープラ 先候補地

係者との調 積極的に

建設を開始 また、

影響、水供給の安定性、東

調査結果をもとに、各地

強化を深めるとともに、中

として最適地であることを

働きかけた。

首都機能移転の実現と中部

京とのアクセ

域との情報交

部地域が移転

関係各方面に

地域の移転先

してから約

となった。

国会等移転

第 タームで

の全般的な特

な詳細調査と

を行う。更に

年後に新都市で国会を開

審議会は、調査対象地域

属地的調査 の段階に

性にかかわる調査、それ

自然的環境等への影響に

、移転先によってわが国

催すること 候補地と

新しい

を設定後、 作成し、

移り、地域 また、

から即地的 演会、シ

関する調査 し、全国

の国土全体 もに、中

しての優位性を する

日本の構築一首都機能移転

関係各方面に配布した。

引き続き地元の自治体等と

ンポジウムを名古屋、大阪

的なコンセンサスづくりに

部地域が新首都の最適地で

パンフレット

を新たに

協力して、講

、東京で開催

取り組むとと

あることを積

へのさまざま

く検討すると

のヒアリング

ムで、最終と

［ ］関西

な影響や災害の問題等を

同時に、対象となる地方

と現地調査を行う。最後

りまとめを行うこととな

及び国会議員との連

含めて幅広 極的に

公共団体へ ムについ

に第 ター ず全国版

った。 その概要

まとめ関

展開した携強化と

した。特に、首都機能移

ては、一般紙に開催広告を

で掲載するとともに、特集

を紹介したのをはじめ、抄

係先に配布するなど、幅広

。

転シンポジウ

地元のみなら

記事によって

録冊子をとり

い 活動を

全国への

本会は、中

して設定され

地域 への移

アピール

部が調査対象地域の 中

たことを受けて、首都機

転を目指して、平成 年

国会等

選定作業

央地域 と て調査対

能の 中央 審議会委

月、候補 交通条件

移転審議会は、その後も移

を着々と進め、同年 月か

象地域の 中央地域 の現

員自らが現地を直接視察し

等をはじめとした地域の全

転先候補地の

ら 月にかけ

地調査を実施、

、地形、景観、

体像を把握す



第 編 最近の

るとともに、

年史

地元自治体首長、議会関係者、各分 移転の必要性をアピールした。
第

野の専門家や章

の意見交換を首
都

本会も、首機
能
移 と議論の深化
転
問 圏知事会、新題
へ ク知事会、の
積

本会をはじめ経済界の代

行った。

都機能移転に関する意識

を図るため、平成 年

首都 中部 推進協議会、

関西経済連合会と合同で

表者などと また、

機能移転

の盛り上げ 経済連合

月に、中部 経済界合

近畿ブロッ 首都機能

、再度東京 西の行政

同年 月 日には 中央地

を強力に推進するため、本

会が中心となり、中部及び

計 府県・団体が連携する

移転を推進する会 を設立

・経済界の具体的な連携組

域 への首都

会及び 関西

関西の自治体、

中央地域へ

し、中部と関

織を設置した。

極 において首都
的
取 また、地元自
り
組 ウムに積極的み

当地域への移

こうした中

成 年 月、

による 中部

機能移転シンポジウムを

治体や各種団体の主催す

に参加し、首都機能移転

転を訴えた。

、国会議員の動きも活発

中部地域など 県の自民

地域に首都機能を誘致す

開催した。 これと同

るシンポジ 転の実現

の必要性と 幹部、国

中央地域

になり、平 一方、

党国会議員 した。平

る国会議員 推進懇談

時に当日、 中央地域 へ

に関する決議 を採択し、

土庁、国会等移転審議会委

を強く した。

国会議員と連携した活動も

成 年 月には、東京にお

会（会長 村田敬次郎衆議

の首都機能移

政府、自民党

員に要望し、

積極的に展開

いて、新首都

院議員）をは

連盟 （会長

国民総意によ

転に取り組ん

国会等移転

会も活発な活

には、高松、

綿貫民輔元建設大臣）が

る移転事業の実現と中部

でいくことが申し合わさ

審議会の答申が近づくに

動を展開した。平成 年

福岡、広島において地元

設立され、 じめ首都

地域への移 世紀が

れた。 に参画し

つれて、本 を間近に

月と 月 目指す国

経済連合会 致する国

機能移転を推進する国会議

変わる、首都機能を変える

た。更に、国会等移転審議

控えた 月 日には、当地

会議員による 中部地域に

会議員連盟 （会長 綿貫

員連盟主催の

総決起大会

会による答申

域への移転を

首都機能を誘

民輔衆議院議

と共催で首都

し、西日本で

転に対する理

機能移転に関する連続講

の論議の盛り上げと中央

解の促進を図った。

演会を開催 員）が超

地域への移 機に、同

議会 等

決起集会

よそ

転に関す

府並びに

党派の組織として新たに設

議員連盟並びに 新首都

は、 中部地域に首都機能

を開催し、国会議員、行

名が出席し、 中部地域へ

る決議 を採択、国会等移

関係各方面へ要望した。

立されたのを

中部 推進協

を誘致する総

政、経済界お

の首都機能移

転審議会、政

首都機能移転に関する講演会（平成 年 月 日、博多）

更に、同年

関する特別委

より須田 副

と候補地選定

月には、衆議院の国会

員会での参考人陳述にお

会長が出席し、首都機能

に当たっての日本列島の

等の移転に

いて、本会

移転の意義

中央部への
総決起集会（平成 年 月 日、東京）



［ ］国会等移転審議会の答申

こうした活

は平成 年

地域から 岐

三重・畿央

の整備を条件

動の成果が実り、国会等

月 日、移転先候補地に

阜・愛知地域 を選定す

地域 についても将来の高

に候補地とする答申をと

備さ

可能
移転審議会

移転
ついて、当

都機
るとともに、

なく
速交通網

都等
りまとめ、

じ調

れることになれば、移転先

性がある。

先では、初期段階からその

能の運営に十全を期するこ

、東京あるいは仙台、名古

の大都市との広域的な連携

査対象地域内の他の地域と

第候補地となる
章

首
地域だけで首 都

機
能とは容易では
移
転屋、大阪、京
問
題はもちろん同 へ
の

の連携が必要 積
小渕首相に提

審議会は

出した。

国会等移転審議会の答申

（要 旨）

（平成

、平成 年の国会決議、

であ

［ ］中

的活
年 月）

平成 年
国会

る。

央地域への首都機能

動

議員、地元行政等との連

極
的
取
り
組
み

誘致の積極

携強化
の 国会等

け、平成

れ、平成

諮問に応じ

補地につい

第 章 首

我が国は

の移転に関する法律 の

年の同法の一部改正によ

年 月 日に内閣総理大

、約 年間、首都機能の

て、 回に及ぶ調査審議を

都機能移転の歴史的意義

今、重大な歴史的転換期

制定を受
国会で

り設置さ
申を踏ま

臣からの
栃木・

移転先候
み、その

行った。
趣旨に則

との比較
にさしか

は、国会等移転審議会の平

え、岐阜・愛知地域 三

福島地域 の 候補地を

うえで 国会等の移転に関

り、社会経済情勢に配慮し

考量を通じて、移転につい

成 年 月答

重・畿央地域

ヵ所に絞り込

する法律 の

、更に東京都

て検討するこ

かっている

長期的視点

である。

第 章 移

客観性と

を用いて総

が、首都機能移転は世紀

に立って構想すべき歴史

転先候補地の選定

公正さを重視した 重みづ

合評価を行い、その結果

ととなっ
を越えた

これを
的大事業

移転に関

の結論を

このよ
け手法

岐阜・
をもとに、

ら選定さ

ている。

受け、平成 年 月の衆議

する特別委員会 では、

得る旨の決議が行われた。

うな状況のもとで、本会で

愛知地域 と 三重・畿央

れることを目指して、地元

院 国会等の

年を目途にそ

は、移転先が

地域 の中か

行政はもとよ
更に多面的

候補地の選

移転先

福島地

地域

茨城

性に優

、多角的な検討を加えて

定作業を行った。

候補地として、北東地域の

域 又は東海地域の 岐

を選定する。

地域 は、自然災害に対

れる等の特徴を有してお

、移転先
り関西並

とも連携
栃木・

や後援会
阜・愛知

平成

の移転に
する安全

視察に先
り、 栃

びに西日本の経済界、更に

して、積極的な要望活動、

の開催等の啓蒙活動を展開

年 月 日に行われた参議

関する特別委員会 の 岐

立ち開かれた概況説明会に

は国会議員等

シンポジウム

した。

院の 国会等

阜・愛知地域

本会の須田副

木・福

補完す

央地域

してお

島地域 と連携し、これ

る役割が期待される。

は、他の地域にはない

り、将来新たな高速交通

会長が出
を支援、

していた
三重・畿

また、
特徴を有

県・ 経
網等が整

移転を推

席し、 国民の多数が賛成

だきたい 旨の意見を述べ

前年の平成 年 月に中部

済団体で設立した 中央地

進する会 を、平成 年度

できる位置に

た。

・関西の 府

域へ首都機能

も 月に東京

審議会は

国会等移転審議会の答申

（要 旨）

（平成

、平成 年の国会決議、

年 月）

平成 年

の 国会等

け、平成

れ、平成

諮問に応じ

補地につい
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て、 回に及ぶ調査審議を

都機能移転の歴史的意義

今、重大な歴史的転換期

制定を受

り設置さ

臣からの

移転先候

行った。

にさしか

かっている

長期的視点

である。
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客観性と

を用いて総

が、首都機能移転は世紀

に立って構想すべき歴史

転先候補地の選定

公正さを重視した 重みづ

合評価を行い、その結果

を越えた

的大事業

け手法

をもとに、

更に多面的

候補地の選

移転先

福島地

地域

茨城

性に優

、多角的な検討を加えて

定作業を行った。

候補地として、北東地域の

域 又は東海地域の 岐

を選定する。

地域 は、自然災害に対

れる等の特徴を有してお

、移転先

栃木・

阜・愛知

する安全

り、 栃

木・福

補完す

央地域

してお

島地域 と連携し、これ

る役割が期待される。

は、他の地域にはない

り、将来新たな高速交通

を支援、

三重・畿

特徴を有

網等が整

備さ

可能

移転

都機

なく

都等

じ調

れることになれば、移転先

性がある。

先では、初期段階からその

能の運営に十全を期するこ

、東京あるいは仙台、名古

の大都市との広域的な連携

査対象地域内の他の地域と

候補地となる

地域だけで首

とは容易では

屋、大阪、京

はもちろん同

の連携が必要

である。



第 編 最近の

において開催

年史

し、 国土の中央部への首都機能移
第

転を望む と章

長官等関係要首
都

更に、同会機
能
移 首都機能移転
転
問 し、 月 日題
へ 日本の新たなの
積

の決議を採択し、官房長

路に決議文を手交し、要

では、扇千景国土庁長官

に否定的な考え方を述べ

首都機能移転は、 世

発展に不可欠な事業であ

官、国土庁

望した。

が講演で、

たことに対

紀における

り、引き続

極 き国会におい
的
取 決定すること
り
組 を行った。み

地元自治体

先に選定され

転を推進する

表理事 岐阜

て審議を尽くし、速やか

を強く希望する 旨の緊

等との協力・連携の活動

た 岐阜・愛知地域 へ

岐阜愛知新首都推進協

、愛知両県知事）が地元

な移転先を

急アピール

では、移転

首都機能移

議会 （代

行政、経済

団体（ 団

本会の安部会

を連ねた。ま

月 日、大

り 三重畿央

はメンバーと

体）により平成 年 月

長が設立発起人並びに理

た、 三重・畿央地域 に

阪において地元行政、経

新都推進協議会 が設立

して参画している。

日発足し、

事として名

ついては、

済界等によ

され、本会

中央

方とその

本会は、平

と 中央地域

層に訴えるた

の創造 を作

地域における首都機能配

イメージ（試案） の発表

成 年 月、首都機能移

への移転のメリットを

めの パンフレット

成し、国土庁、全国の自

置の考え

転の必要性

広く各界各

新しい日本

治体首長等

へ配布した。

更に、平成

進と中央地域

る首都機能配

を発表した。

この中で、

年 月、今後の首都機

への移転に向けて 中央

置の考え方とそのイメー

日本の再生のために首都

能移転の推

地域におけ

ジ（試案）

機能移転は

不可欠である

央地域内への

附属機関）の

とした新首都

と位置づけたうえで、首

広域的配置、政府関係機

全国への分散配置、国会

のイメージ（パース）など

都機能の中

関（外局・

都市を中心

を提案した。



新首都圏における諸機能配置構造の概念図
第

章

首
都
機
能
移
転
問
題
へ
の
積
極
的
取
り
組
み

国会都市のイメージパース



第 編 最近の 年史

第

章

中
部
の
総
合
交
通
体 中部
系
の
整

の総合交通

第 章

体系の整備促進・実現
備
促
進
・
実
現

［ ］陸海

系整備の

第 節

空にわたる中部の総

必要性

総合交通体系確立

合交通体 軸のロ

域が産

ー

業

ヒト、モ

の理念

タリー）を構築するこ

、経済、文化の交流圏

ノ、情報の流れの調整

とに

域と

圏域

よって、当地

して、また、

として発展す

中部地域が

域としての

リーディング

は、中央日本

り、その基幹

港湾、東西・

、先端的な産業技術の世

役割を担うなど、 世紀の

地域として発展を遂げて

広域国際交流圏の形成が

インフラである国際拠点

南北・環状の幹線交通軸
きっ

界的中枢圏

わが国の

いくために

不可欠であ

空港・ハブ

等、陸海空
きん

ること

中的に

環型交

と題し

本編第

デザイ

を

検

通

て

ン

目指した提言を、交通

討し、平成 年（ ）

体系の構築（国土軸ロ

発表した（国土軸ロー

章第 節［ ］ 世紀

と中部の役割 に掲出

委員

月

ー

タリ

の国

済み

会において集

に 中部の循

タリー構想）

ー構想図は、

土のグランド

）。

にわたる総合

ある。

本会では、

際大水深バ

名・名神高速

進など、その

着実にその成

交通体系の整備促進が喫

中部国際空港の着工や名

ース化、東海環状自動車道

道路等の高規格幹線道路

整備に向けた要望・促進

果を上げてきている。

緊の課題で

古屋港の国

や第二東

網の建設促

活動を行い、

これ

築の考

循環交

る広域

網整備

のであ

は

え

通

循

の

る

また、

、従来より進めてきた

方を拡大し、都市圏循

網、更には隣接経済圏

環交通網を陸海空一体

観点から位置づけ、積

。

新しい全国総合開発計

循環

環交

との

とな

極的

画

型交通体系構

通網から地域

交流を促進す

った総合交通

に推進するも

世紀の国土

しかしなが

けては、地道

要であり、引

ポジウムなど

進活動を展開

ら、中部の総合交通体系

な継続した活動を展開す

き続き関係省庁への要望

の開催による啓発活動等

していく必要がある。

の確立に向

ることが肝

活動やシン

、強力な推

のグラ

交流・

太平洋

いるが

とが、

ンダン

ン

連

、

、

日

シ

ドデザイン （平成 年

携・補完をキーワード

西日本の つの国土軸

これらを相互に交流・

本の均衡ある発展のた

ー確保の観点からも必

に、

の形

連携

めに

要で

月）において、

北東、日本海、

成を提唱して

・補完するこ

も、またリダ

ある。

［ ］総合

リー構想

本会では、

て、国土軸相

交通体系の姿 国土

日本の中央部に位置する

互を結束した循環型交通

軸ロータ

中部におい

体系（国土

更に

世紀の

部国際

港湾の

が強化

、

グ

空

整

さ

国際軸の相互補完の視

ローバル化時代を迎え

港の建設、名古屋港、

備が進み、太平洋側の

れる。一方、日本海側

点か

、当

四日

ゲー

では

らみると、

地域では、中

市港等の国際

トウェイ機能

中国、韓国、

第 章第 章



ロシア等との交易拡大に伴い、北陸の伏木富山港 機関相互の連携と交通結節点の整備方策、開発プ

などが環日本

る。

こうした意

通体系の構築

国際軸相互を

広域経済圏の

海経済圏の窓口として期

味から、中部と北陸を結

や東海北陸自動車道の整

補完し、中部と北陸が一

形成に資することにつな

待されてい ロジェク

を示した

ぶ循環型交 を提言し

備などは、 これは

体となった を 整流

がる。 手段間の

トの促進に向けたアクセス

中部の交通機関相互の連

た。

交通網整備の基本として、

し、その円滑化を期する

連携 を図ること、 交

第
整備方策など 章

携について 中
部
の
総
合交通の流れ
交
通こと、 交通 体
系通をとりまく の
整

中部におい

ことを交通機

からみると、

からの人流、

子・梯子状を

合わせた整流

流が中部を経

て国土軸ロータリー構想

能向上の観点と、地域活

交通機能向上の観点から

物流の接点として、環状

組み合わせたルートによ

と分流化を促す、 全国

由することにより、中継

を推進する 諸条件と

性化の観点 おき策定

は、 全国 これを

と放射、格 点として

る交通量に 体の交通

の人流、物 これらの

拠点として 鉄道や道

の 共生 を図ること、の

したものである。

前提に交通アクセス整備に

、 交通アクセス及び交通

システムの重要な構成要素

整備を同時に進行する必要

路等の交通アクセスは、結

備点を念頭に
促
進
・
実向けての留意 現

結節点は、全

であるため、

がある。特に、

節点整備に比

陸上交通にお

ネットワーク

距離の短縮、

を拡大させる

とのリンクに

部圏内の主要

けるハブ機能を発揮する

の構築により、東西・南

ルートの多重化によるル

ことになる、 国際空港

より、日本の国内、国際

都市相互が直結される、

、 環状型 べ計画か

北間の時間 手するこ

ート選択肢 の推進に

、国際港湾 しにする

結節点、中 能を発揮

等々が期待 クトの計

ら完成まで時間がかかるた

とが不可欠である、 開発

おいて、交通アクセスの整

と、プロジェクトが完成し

できない場合がある。従っ

画段階から交通アクセス整

め、早期に着

プロジェクト

備計画を後回

ても本来の機

て、プロジェ

備を折り込ん

できる。

また、地域

便性の向上に

流・連携を促

を促進する、

日本における

産業、経済、

活性化の観点からみると

伴い、各国土軸等各ブロ

進し、日本全体として均

中部へヒト、モノ、情

交流圏域を形成する、

文化等の拠点化が図られ

だものに

、 交通利 ては、官

ック間の交 的な内容

衡ある発展 として提

報が集まり、 また、

これにより、 して、中

、企業の本 航空ルー

する必要がある、 計画の

民一体となった推進協議会

を検討する必要がある、の

示した。

交通アクセス整備のケース

部新国際空港の鉄道ルート

ト、海上ルートのアクセス

実現に当たっ

等により具体

点を留意点

スタディーと

、道路ルート、

整備について

社機能の立地

ての機能を発

の情報発信地

クにより中部

効果が期待で

や物流拠点化等による調

揮し、中部圏の発展と国

域となる、 面的な交通

圏の面的な開発を促進す

きる。

整圏域とし 具体的提

内、国外へ トにかか

ネットワー へのアク

る、などの などの研

道路及び

更に、

言を行った。更に、地域開

わるアクセス整備として、

セス、名古屋東部丘陵、東

究学園都市を結ぶ循環型道

三河湾口道路についても提

都市内 の交通結節点整

発プロジェク

愛知万博会場

濃、鈴鹿山麓

路、伊勢湾口

言を行った。

備においては、

［ ］ 中部

て の提

交通委員会

における総合

の交通機関相互の連

言

では、平成 年 月、高

的な交通の体系化を図る

交通機関携につい
都市計画

ニングし

速交通時代 体的な施

ため、交通 ことなど

相互の乗り継ぎ抵抗を最小

の段階で駅周辺の各施設を

、これらをペデストリアン

設で結び安全で利便性の高

を、また、 郊外 の結節

限とすること、

機能別にゾー

デッキなど立

いものとする

点の整備にお



第 編 最近の

いては、バ

年史

スやタクシー等公共交通機関の進入 に移動できる魅力的な遊歩道等を設置していくこ
第

レーンとマイ章

通の整流化を中
部
の
総
合
交
通
体 第系
の
整

カー等との進入レーンを

図るとともに、歩行者が

節 広域幹線道路

区別して交 となど、

安全で快適 を示した

網整備による循環

人と車の流れを重視する多

。

型ネットワークの

様な整備手法

構築

備
促
進 ［ ］ 世・
実 策定現

本会では平

線道路ネット

道路網構想

紀中部の幹線道路網

成 年（ ）、 世紀の

ワークを示した 世紀

を策定し、国土庁や建設

構想 の ［ ］幹

整備

中部の幹 当地域

中部の幹線 の役割を

省等関係省 をリード

線道路網の整備促進

促進活動

は、先端的産業技術の世界

担うなど、 世紀のわが国

する中央日本広域国際交流

的中枢として

の経済・社会

圏の形成に向

庁に対し、積

の後、この構

線道路網の着

道路整備五箇

会の答申など

この 世

極的な要望・提言活動を

想は、平成 年及び平成

工や供用開始等の進捗状

年計画、国土開発幹線道

に併せて見直し、更新を

紀中部の幹線道路網構想

行った。そ けて、広

年に、幹 ネットワ

況、新しい 中部の

路建設審議 の幹線道

行ってきた。 名神高速

は、本会 車道、中

域的な交流と連携を促進

ークの構築が急務である。

総合交通体系の構築、殊に

路網構想 の実現に向けて

道路、名古屋環状 号線、

部横断自動車道、近畿自動

する幹線道路

世紀中部

は、第二東名・

東海北陸自動

車道紀勢線、

がかねてより

実現のための

通体系の基盤

や中部縦貫自

海北陸自動車

軸の整備、

道等の環状交

提言してきた国土軸ロー

施策である。具体的には

となる、 第二東名・名

動車道等の東西交通軸の

道や三遠南信自動車道等

名古屋環状 号線や東海

通網の整備、 知多横断

タリー構想 東海環状

、循環型交 自動車道

神高速道路 口道路、

強化、 東 道路の着

の南北交通 このた

環状自動車 政府予算

道路等の中 幹審）の

自動車道、中部縦貫自動車

、第二伊勢湾岸道路、名浜

東海南海連絡道等、それぞ

実な整備促進が必要である

め本会では、次年度予算の

案の策定時、国土開発幹線

開催時、道路整備五箇年計

道、三遠南信

道路、伊勢湾

れ個々の幹線

。

概算要求時、

道路審議会（国

画の策定時な

部国際空港ア

戸道路等

の整備促進、

るものである

広域幹線道

の構築は、中

クセス道路の整備促進、

年日本国際博覧会会場ア

太平洋新国土軸の実現

。

路網整備による循環型ネ

央日本広域国際交流圏と

名古屋瀬 ど、時宜

クセス道路 省庁に対

等を柱とす けた強力

第二東

ットワーク 東海環状

して 世紀 自動車道

や節目に応じて建設省や国

して、幹線道路ごとにその

な要望活動を行っている。

名・名神高速道路、東海北

自動車道、名古屋環状 号

など重点推進路線の建設促

土庁など関係

整備促進に向

陸自動車道、

線、三遠南信

進は、沿線の

のわが国をリ

不可欠なもの

展開していく

ードする役割を担う当地

であり、今後とも強力に

必要がある。

域にとって 地域整備

推進活動を 文化等の

リーの機

本会で

中央日本

を促進するとともに、ヒト

広域的な交流と連携を促す

能を発揮する。

は、こうした重点推進路線

広域国際交流圏の形成を目

、モノ、情報、

国土軸ロータ

の建設促進が、

指す 世紀の



世紀中部の幹線道路網構想図
第

章

中
部
の
総
合
交
通
体
系
の
整
備
促
進
・
実
現

中部にとって

広く啓発する

線道路の必要

不可欠な社会基盤である

ため、時宜に応じて、そ

性や整備効果などについ

ことなどを 実現に向

れぞれの幹 との個別

てシンポジ 極的に参

けた活動の一環として、主

の推進組織を主体的に運営

画し、自治体・国等の関係

要幹線道路ご

、あるいは積

機関や地域経

ウムや講演会

動を展開して

推進組

本会では、

を開催し、建設促進に向

いる。

織

世紀中部の幹線道路

けた啓発活 済界と連

ている。

その主

は運

網構想 の

携の強化を図り、整備推進

な推進組織は以下のとおり

営、 は参画を示す。

活動を展開し

である。



第 編 最近の 年史

連合会ほか地域 経済関係団体
第

東海北陸道章

設立 平成中
部

目的 東海の
総
合 越自
交
通 構成 中体
系 沿線の
整

地域整備推進協議会

年 月

北陸自動車道及び一宮西

動車道の建設促進等

部経済連合会、北陸経済

地域 経済団体

第二伊

港道路、能 設立

目的

連合会ほか

勢湾岸道路建設推進協議会

平成 年 月

名古屋三河道路、四日市湾

亀山道路を一元化した第二

の建設等

岸道路、鈴鹿

伊勢湾岸道路

備
促
進 東海北陸自
・
実 設立 昭和現

目的 東海

促進

構成 富山

県、

動車道建設促進同盟会

年 月

及び北陸を結ぶ高速自動

等

県、石川県、福井県、岐

三重県、名古屋市等自治

構成

車道の建設

名古屋

阜県、愛知 設立

体関係者、 目的

岐阜県、愛知県、三重県、

中部経済連合会、愛知県商

会ほか地域 経済団体

環状 号線整備促進期成同

昭和 年 月

名古屋環状 号線の整備促

名古屋市、

工会議所連合

盟委員会

進

中

者

東海環状地

設立 平成

目的 東海

部経済連合会会長など産

域整備推進協議会

年 月

環状自動車道を軸とした

業界の代表 構成

三遠南

沿線地域整 設立

愛知県知事、名古屋市長等

係者、 中部経済連合会会

工会議所会頭等

信地域整備連絡会議

平成 年 月

沿線自治体関

長、名古屋商

備の

構成 建設

三重

経済

伊勢湾口道

設立 平成

推進等

省中部地方建設局、岐阜

県、名古屋市等沿線自治

連合会ほか沿線 経済団

路建設促進協議会

年 月

目的

県、愛知県、

体、 中部 構成

体

三遠南信自動車道の沿線地

一体的な発展

建設省中部地方建設局、長

愛知県、関係沿線自治体、

合会、飯田商工会議所ほか

体

域の計画的、

野県、静岡県、

中部経済連

地域 経済団

目的 伊勢

の交

構成 中

推進

地域

湾口道路の建設促進と環

流促進、太平洋新国土軸

部経済連合会、ニュー

機構、愛知県商工会議所

経済団体

伊勢湾地域 太平洋

の実現等 設立

中部 目的

連合会ほか 構成

新国土軸構想推進協議会

平成 年 月

太平洋新国土軸の早期実現

関係沿線府県 知事、 中

会長ほか 経済団体の長

を推進

部経済連合会

伊勢湾口道

設立 昭和

目的 伊勢

構成 岐阜

県、

路建設促進期成同盟会

年 月

湾口道路の早期建設の実

県、静岡県、愛知県、三

名古屋市等沿線自治体、

東海南

設立

現 目的

重県、奈良

中部経済

海交流会議

平成 年 月

近畿圏と中部圏の連携を強

新国土軸の主要な部分を構

海自動車道の早期実現を促

化し、太平洋

成する東海南

進



構成 愛知県知事、三重県知事、大阪府知事、 閣議決定）においては、本会が平成 年に見直し

奈良

連合

［ ］幹線

の成果

県知事、和歌山県知事、

会会長、 関西経済連合

道路網の整備促進・

中部経済 を行った

会会長 た重点推

二東名・

開業、東

号線高実現活動
宮

世紀中部の幹線道路網

進路線について、平成 年

名神高速道路豊田東 四

海環状自動車道の事業推進

針 上社間の開通、東海北

清見 間の開通（全線開通

第
構想 に掲げ 章

度末までに第 中
部

日市 間の の
総
合、名古屋環状
交
通陸自動車道一 体
系は平成 年度 の
整

このような

活動の結果、

備五箇年計画

いて本会が要

画期間中に名

伊勢湾岸道路

幹線道路網整備に向けた

関係者の努力によって第

（平成 年 月 日閣議

望した重要路線がほぼ認

古屋環状 号線や東海北

、三遠南信自動車道、中

を予定）

不断の促進 ぼ全面的

次道路整 催された

決定）にお 古屋環状

められ、計 けられ、

陸自動車道、 るなど、

部縦貫自動 路として

などの目標が掲げられ、本

に認められた。更に、平成

国土開発幹線道建設審議会

号線の西南部が基本計画

また東南部についても施行

日本で初めての本格的な大

全線がつながるめどがつく

備会の要望がほ
促
進年 月に開
・
実において、名 現

区間に位置づ

命令が出され

都市圏環状道

などの成果を

車道などの整

第 次道路

備が進められる等の成果

整備五箇年計画（平成

第 節 中

を得た。 得ている

年 月 日

部の公共交通機

。

関の整備

［ ］リニ

現在、東海

より一層の高

要への対応が

ア中央新幹線

ア中央新幹線

道新幹線の開業から 年

速化が求められている。

限界に達しようとするな

の構想が浮上、実現すれ

圏の中枢

その対応

以上を経て、 力ある広

増加する需 新幹線の

かで、リニ 逆スト

ば、東京 当地域

機能が東京に吸収される懸

策を調査・検討したもので

域交流圏を形成すれば、逆

建設によって東京の一極集

ロー現象 も期待できると

は、平成 年 月に閣議決

念について、

、当地域が魅

にリニア中央

中を是正する

している。

定された新し

名古屋 大阪

の新しい大動

携がなされる

当地域にとっ

トである。

本会では平

を時速 の超高速で結

脈となる。多様な地域と

中央日本広域国際圏の形

て、大きな期待を集める

成 年（ ） 月、 リ

ぶわが国 い全国総

の交流と連 軸がすべ

成を目指す 先端的産

プロジェク う中央日

地域づく

ニア中央新 リニア

合開発計画において示され

て交わる地域的な優位性を

業技術の世界的中枢圏域な

本広域国際交流圏の形成な

りが期待されているところ

中央新幹線の建設は、当地

た つの国土

持つとともに、

どの役割を担

ど、魅力ある

である。

域の飛躍的な

幹線が中部地

する提言書を

この提言書

やわが国経済

いわゆる ス

域経済に及ぼす影響と対

策定した。

は、リニア中央新幹線建

に与える有意性を検証す

トロー現象 により名古

応策 と題 発展だけ

ある国土

設の必要性 のために

るとともに、 なプロジ

屋圏や大阪 本会で

でなく、東京の一極集中を

づくりや、安全でゆとりあ

も、 世紀初頭のわが国に

ェクトである。

は、リニア中央エクスプレ

是正し、均衡

る社会の実現

とって不可欠

ス建設促進愛



第 編 最近の

知県期成同盟

年史

会に参画し、関係諸団体と連携を図 の天候不順などにより全国的に鉄道利用者が減少
第

るとともに、章

望活動やシン中
部

推進活動を行の
総
合
交
通
体
系
の
整

その早期実現に向け中央

ポジウム・講演会の開催

っている。

省庁への要 するなか

など幅広い も増加し

［ ］鉄

鉄道は

、 あさま の利用者は前

た。

道網等公共交通機関の

、高速性、定時性、安全性

年比 ％以上

整備

、大量輸送等

備
促
進
・
実
現

山梨実験線で試走中のリニアモーターカ

の面で他

効率や地

通機関で

中部の

速鉄道の

は不可欠

整備促進ー

の交通機関よりも優れ、ま

球環境への負荷の面におい

ある。

総合交通体系構築のため、

整備と併せ、大都市圏域の

であり、本会ではかねてよ

を提唱し、機会あるごとに

た、エネルギー

ても優れた交

都市間幹線高

鉄道網の整備

りその早期の

運輸省等関係

［ ］北陸

北陸新幹線

賀 大阪間を

本計画が、昭

（長野）新幹線

は、東京 長野 糸魚川

結ぶ幹線高速鉄道で、昭

和 年に整備計画がそれ

省庁へ要

平成

という）

金沢 敦 とする交

和 年に基 が答申さ

ぞれ決定さ な路線

望してきたところである。

年 月に運輸政策審議会

より 名古屋圏における高

通網の整備に関する基本計

れ、平成 年までに整備す

などが示された。

（以下、運政審

速鉄道を中心

画について

ることが適当

れた。その後

年に軽井沢

長野冬季オリ

東京 長野間

また、平成

魚川 魚津間

備計画が決定

、平成元年に高崎 軽井

長野間の工事実施計画

ンピック開催直前の平成

が開通した。

年に石動 金沢間、平

、平成 年に長野 上越

され、それぞれ同年に工

沢間、平成 しかし

が認可され、 城北線枇

年 月に 号線庄

今池 野

成 年に糸 延伸、名

間の暫定整 緑地間の

事実施計画 は着工の

、現在までに開業に至った

杷島 尾張星の宮間、名古

内緑地公園 上小田井間の

並間の延伸、 号線大曽根

古屋ガイドウェイバス の

だけである。現在、

めどがたっているのは、名

路線は、

屋市営地下鉄

延伸、 号線

砂田橋間の

大曽根 小幡

工事中あるい

古屋市営地下

が認可され、

北陸新幹線

国土軸ロータ

速鉄道ネット

とも連携をと

な推進を図っ

着工している。

は、本会がかねてより提

リー構想の一翼を担う重

ワークであり、北陸経済

りながら、早期完成に向

てきたところである。

鉄 号線

唱している 名古屋市

要な幹線高 丘陵線の

連合会など で

けて積極的 も、名古

であり、

砂田橋 新瑞橋間の延伸、

営地下鉄上飯田線、西名古

で、これがすべ

運政審答申 号の ％に過

屋圏の鉄道整備は計画に較

中部の総合交通体系構築の

名鉄小牧線・

屋港線、東部

て完成しても

ぎない。しか

べて遅れ気味

重要な一翼を

北陸新幹線

との時間距離

首都圏からの

ピックの大成

ピック終了後

東京 長野間の開業は、

を約 分の （最速 分

高速鉄道アクセスとして

功をもたらす一因となっ

の平成 年も、不況の長

長野と東京 担う鉄道

）に短縮し、 い推進運

冬季オリン 特に、

た。オリン 最先端技

期化や夏場 あり、

等の整備推進について、今

動を展開していく必要があ

磁気浮上式システムによる

術を駆使し、環境に配慮し

年日本国際博覧会の来場

後とも粘り強

る。

東部丘陵線は、

た交通機関で

者輸送及びそ



の技術を広くアピールするためにも、本会は、東 提言は、中部の現状を分析して問題を提起し、

部丘陵線推進

向けて関係省

［ ］静岡

現在、空港

協議会に参画し、万博ま

庁への要望活動を行って

空港

のない静岡県の航空需要

での開業に それに対

いる。 整備を目

道、コス

のあるバ

済的かつ

は、平成 トワーク

応した中部独自の都市圏公

指したものである。基幹交

ト割安の中量交通システム

スを地域の実情に応じて組

効率的な 中部圏型新都市

をすみやかに形成するた

第
共交通機関の 章

通としての鉄 中
部

、面的集客力 の
総
合み合わせた経
交
通交通総合ネッ 体
系め、既存設備 の
整

年度において

静岡空港は

し、また将来

展に資するも

空港は静岡

に、大

の滑走路を有

万人が見込まれている

、地域の広域的な交流と

の航空需要に対応し地域

のと期待される交通イン

県榛原町、島田市にまたが

型ジェット機の就航が可能

し平成 年の開港を目指

。 の有効活

連携を促進 施行、整

の経済的発 テム（デ

フラである。 経済性の

る位置約 節点整備

な ト・ハー

している。 すべき点

用（上空利用等）、各種整

合性確保等のコスト低減、

ュアル・モード・バス等）

追求、交通機関相互の連携

、相互乗り継ぎを円滑にす

ド面の施策展開等、効率性

を指摘している。

備備計画の同時
促
進中量交通シス
・
実の導入による 現

改善、交通結

るためのソフ

の追求に留意

本会では、

静岡空港の必

動を展開して

動が結実し、

工式を行うに

環伊勢湾交流サミットな

要性などを広く啓発する

きたが、関係者の努力や

平成 年 月には空港本

至っている。

どを通して、 具体的

など推進活 において

こうした活 傾向を勘

体工事の起 機関の努

建設コス

ステム導

な展開として、大都市圏で

は、人口規模、都市集積の

案しつつ、運政審答申の線

力により鉄軌道網の整備を

ト低減と即効性が期待され

入を検討し、鉄軌道系交通

ある名古屋圏

郊外への発展

に沿って関係

進めることや、

る中量交通シ

と道路系交通

［ ］都市

本会では平

して人口規模

実情に合わせ

アル・モード

通システムの

圏公共交通機関整備に

成 年 月に、首都圏や

や密度などが異なる中部

、また即効性・経済性を踏

・バス・システム等、新

導入を中心とする中部型

を結びあついて
要として

関西圏と比 システム

の都市圏の 電導リニ

まえ、デュ 道路と一

しい公共交 等道路と

都市圏公共 必要があ

わせ、効果的な交通システ

いる。特に、デュアル・モ

、新交通システムのより広

ア方式も含む）は欠かせな

体として建設すること、既

鉄軌道諸設備相互の有効活

るとしている。

ムの形成が必

ード・バス・

範囲な導入（常

い。この場合、

存道路の活用

用に留意する

交通システム

市圏公共交通

ト中部 ）

都市交通問

進行に伴い次

も例外ではな

の整備を目指した 中部

機関の整備について（ト

を提言した。

題は、都市への機能・人

第に深刻化しており、中

い。その解決のためには

における都 中位都

ランスネッ 規模

テムを低

口の集積の し、既存

部において 化による

、まず国づ 通機関と

市圏である浜松、豊橋、岐

万人にふさわしい新しい

コスト、即効性を考えて形

の路面電車の保存もしくは

活用のほか、都市間を結ぶ

しての活用を図ること、道

阜等は、人口

公共輸送シス

成することと

ライトレール

鉄道の域内交

路系交通シス

くり、街づく

であるが、一

ステム形成に

れらと国づく

進められるこ

りに関して政策上の方向

方、各都市に最もふさわ

ついても種々の具体策を

り、街づくりが一体とな

とが必要である。

づけが必要 テムをよ

しい交通シ ド・バス

検討し、そ として活

って改善が また両

す役割は

り高度化するかたちでデ

の導入を検討し、都市域の

用することを提示した。

都市圏の共通事項として

今後も大きいと考えられる

ュアル・モー

基幹交通機関

、 バスの果た

ので、ハード、



第 編 最近の

ソフト両面に

年史

わたり活性化を図る。特に走行環境 にわたる改善を検討すべきであるとしている。
第

の改善（専用章

運賃システム中
部

含んだ都市圏の
総
合 善、殊に交通
交
通 あり方、交通体
系
の
整

レーン設定、基幹バス方

の改善が必要であること

内のあらゆる交通手段相

結節点の整備、駐車場、

規制のあり方等ハード、

式導入）、 これら

、自動車を 部独自の

互の連携改 スネット

駅前広場の として形

ソフト両面 指すべき

の施策によって従来の都市

中部圏型新都市交通シス

中部 を地域づくり、街

成し、新しい中部発展の基

であると提示した。

圏にはない中

テム トラン

づくりの一環

盤づくりを目

備
促
進
・
実
現

［ ］シン

組み

第 節 総合

ポジウム等啓発活動

交通体系整備に向

域国際交への取り
基盤の強

この

けた諸活動

流圏の形成を目指した中部

化に向けたシンポジウムを

世紀環伊勢湾交流サミ

の社会・経済

開催した。

ット は、 県

道路サ

本会は、第

に控えた平成

来賓に迎え、

紀中部道路サ

サミットで

ミット、環伊勢湾交流サ

次道路整備五箇年計画

年（ ） 月、山崎拓

名古屋市内のホテルにお

ミット を初めて開催し

は藤井治芳建設省道路局

境を越えミット

策定を直前 設省高官

建設大臣を 代表が一

いて 世 地域整備

た。 として定

長の基調講 している

た連携と協調 を基本テー

、地元の中部 県 市の首

堂に会して、当地域の幹線

構想等について熱心な意見

着しており、今日まで毎年

。

マとして、建

長、経済界の

道路網構想や

交換をする場

盛会裡に開催

演の後、道路

代表が一堂に

トワーク を

ションを行っ

中部が 世

担うためには

部の幹線道路

局長、中部 県 市の首

会し 世紀中部の役割

テーマに活発なパネルデ

た。

紀のわが国をリードして

、本会が同年に策定した

網構想 に掲げられた、

長、経済界 平成

と道路ネッ の通りで

ィスカッ

いく役割を

世紀中

第二東名・

年度以降の開催実績は本章

ある。

末の（表 ）

名神高速道路

車道、三遠南

海環状自動車

欠であるこ

よって確認さ

この道路サ

、中部縦貫自動車道、東

信自動車道、名古屋環状

道等の幹線道路網の整備

とがそれぞれのパネラーや

れた。

ミットを開催した後、暫

海北陸自動

号線、東

促進が不可

参加者に

く中断した
世紀環伊勢湾交流サミットの開催（平成 年 月 日、名古

が、第 次道

た平成 年

世紀環伊勢湾

サミットと同

県 市の長

路整備五箇年計画策定を

月、名古屋市内のホテルに

交流サミット と名称を

様、藤井治芳建設省事務

、経済界の代表などが、

翌年に控え 屋）

おいて

変え、道路 伊勢

次官、中部 本会は

中央日本広 会基盤の

湾・三河湾を考える会

、中央日本広域国際交流圏

強化に向けて、関連する農

を形成する社

林水産省東海



農政局、通商産業省中部通商産業局、運輸省第五

港湾建設局、

中部地方建設

強化するため

して 伊勢湾

これは、新

上及びそれを

郵政省東海電気通信監理

局の長と経済界が参加、

、平成 年 月、本会会

・三河湾を考える会 を

技術・新産業の創出、生

支える情報通信を含めた

局、建設省

その連携を

長を座長と

設立した。

活環境の向

社会基盤整

第

章

中
部
の
総
合
交
通
体
系
の
整

備を、相互か

超え、官民の

を検討するも

設立と併せ

念シンポジウ

次官による基

部、経済界代

つ効率的に進めるために

幅広い分野から積極的な

のである。

て同日、豊橋市内のホテ

ムを開催し、建設省の藤

調講演の後、関係する国

表が一堂に会してパネル

行政の枠を

地域づくり
伊勢湾・三

ルで設立記 ［ ］交
井治芳事務

の機関の幹 本会で

ディスカッ 系整備に

河湾を考える会の開催（平成 年

通ロータリーフォーラ

は平成 年 月より、中部

向けて、会員企業の忌憚の

備
促
進
・月 日、名古屋）
実
現

ムの開催

の総合交通体

ない意見や要

ションを行っ

広域交流ネッ

整備など、そ

る 省庁と経

討論し、それ

国の出先機

た。伊勢湾・三河湾の浄

トワーク形成のための幹

れらの具体的な取り組み

済界の連携強化などにつ

ぞれの意見を確認し合っ

関の長と経済界が一堂に

化や国土の 望を伺い

線道路網の フォーラ

や、関連す 想の推進

いて熱心に 本会活動

た。 について

会して、一 まとめて

、本会活動に資するため、交

ムを年 回開催している。

等中部の交通体系に関する

や交通委員会活動に関する

自由討議を行い、会員企業

いる。

通ロータリー

幹線道路網構

意見や要望、

意見・要望等

の意見をとり

つのテーマに

めての試みで

市内に移し、

績は本章末の

ついて意見交換する場は

あり、翌平成 年から会

毎年盛会裡に開催してい

（表 ）の通りである。

、同会が初 交通ロ

場を名古屋 は役員会

る。開催実 の実現を

期の前に

の年度事

ータリーフォーラムでとり

に報告のうえ、中部の総合

求めて、毎年、次年度予算

関係中央省庁へ要望すると

業計画への反映を図ってい

まとめた意見

交通体系整備

の概算要求時

ともに、本会

る。

［ ］ エコ

定

第 節 効率的

トラフィック・中部

な交通システムの

体的目標の策
地球環境

テムを目

構築に向けて

に、交通事故の防止、交通

の保全を掲げ、身近で効率

指し、 公共交通機関等の

渋滞の緩和、

的な交通シス

活用 交通環

本会は平成

の向上に向

フィック・中

自由と豊かで

ら 人間の幸

年（ ） 月、中部の

けた諸施策を提言した

部 を発表した。目的

安全な生活を確保する交

せを希求 しようとする

輸送効率 境の改善

エコトラ つを提

は、移動の その中

通の側面か 部への先

もので、具 した。更

創意と工夫による交通

案している。

で特に、 仕様のスマー

駆的導入に向け、強力な推

に、上記の つの提案に関

の効率化 の

トウェイの中

進活動を提唱

する のケー



第 編 最近の

ススタディー

年史

等について、その高度化や中部の都 等の点を例示した。
第

市規模別の適章

た方策等を提中
部

諸施策の実の
総
合 の創設、規制
交
通 優遇措置など体
系 源創出、新しの
整

用などについて考察し、

示した。

現方策としては、法令整

緩和、規制の見直し、補

の助成措置、財源の確保

い事業手法の検討、技術

実現に向け 交通投

その必要

備等新制度 し もの

助金や税制 計測の前

、新しい財 報を開示

の開発・高 を定量的

資の客観的評価基準の も

条件に、 一定規模以上の

さし による計測を義務づ

提となるデータや手法、計

すること、 地球環境、国

・定性的に評価すること、

のさし は、

交通投資に対

けること、

測過程など情

土の安全など

国土的施策

備 度化、標準化
促
進 啓発活動の推
・
実 具体的重点項現

また、これ

用について考

関の活用等、

再生に向けた

、仕様づくり、一般交通

進等に課題を分類し、実

目を提示した。

らの施策について、都市

察し、名古屋都市圏では

安全で潤いのある豊かな

施策を、長野・岐阜・静

需要者への の評価や

現に向けた で公正な

した。

規模別の適 一方、

公共交通機 な意思決

生活空間の 段構え

岡・浜松・ あたって

地域間の公平性をも評価す

総合評価システムとするこ

その十分条件として、交通

定は政策遂行上の裁量とす

の決定方式とすることを示

の留意点として提示した。

るなど効率的

となどを明示

投資の最終的

ることにより、

し、制度化に

豊橋・四日市

の 化によ

た施策を、小

バス方式の活

れぞれ都市規

等の中核 中規模都市で

る活用など中心市街地の

規模都市 過疎地域では

用による公共交通の足の

模別の施策導入の具体例

は路面電車 また、

再生に向け の基本的

デマンド・ 中部に大

確保等、そ 路、リニ

を提案した。 と考えら

縮効果、

交通投資の客観的評価基準

な部分である費用対効果分

きな影響を及ぼす第二東名

ア中央新幹線について、現

れているプロジェクト実施

トリップ機会増大による効

ものさし

析について、

・名神高速道

在、最も堅実

による時間短

果を計測し、

［ ］ 今後

交通投

の一試案

本会は平成

ものさし

ての一試案

の社会資本整備の も

資の客観的評価基準

の策定

年 月、 今後の社会資

交通投資の客観的評価

をとりまとめ、調査研究

両プロジのさし
業後 年について
新聞等の

合計を費

本整備の 費用対

基準につい 神高速道

成果として ア中央新

ェクトとも 年に開業す

間の効果を年 ％で時間割

公開情報から推定した建設

用として算出し費用対効果

効果の試算結果をみると、

路は費用 に対して効果

幹線は費用 に対して効

ると仮定、開

引して集計し、

費、保守費の

分析を行った。

第二東名・名

は 倍、リニ

果は 倍と、

発表した。効

資本整備の方

社会的コンセ

題が多い交通

テムの確立の

その中で特

率の良い社会を構築する

向性やあり方を考察する

ンサスを得るにあたって

分野に絞り、交通投資意

必要性を訴えた。

に、欧米諸国の先進事例

ため、社会 試算では

とともに、 いことが

比較的に課

思決定シス

として、費

あるが両プロジェクトの経

判明した。

済効率性が高

用対効果の分

るとともに、

めている点や

ろにだけ交通

や地域間の公

析など客観的評価を法的

評価過程の情報を開示し

、ドイツなどでは、人口

投資が集中しないよう、

平性を保つような工夫も

に義務づけ

透明性を高

の多いとこ

都市と地方

行っている



日

回 市月

屋

第 古年
平
成

名

生備 実

氏氏氏氏氏現氏

延部朝整 郎拓雄久夫の

野藤い川資 順中本 三典

柴梶古岡加す山会 原越

え 長しる や社

事路支 局ら

長理道

を 設暮 総務援 建で ー専支し 行 か タ暮 方

ン構走

の 事長地た セ機 知事納部ゆ 化発合紀 開組 ての 文世 副知出中

術ム究

次 県県県省け紀 芸テ研 岡阜野設向世 知ス術
シ技 に 愛

久恭秋

氏氏氏

静岐長建

田原川田

武正真

寛

日須松北神

月長 回

会 年副 第

会 成択合 平

市知知

の済長事事

採連

古重知

宣部屋県県

言経

名三愛

同中

共

氏

て

氏氏氏氏

宏 進三利夫い康

にり

祐宗延つ

嶋

田川田藤造く 川

地市 の域

村市和加創づ

部官 長

の屋 議 中 総古 審 る部 ー名 括 あ中 タ 長長総

ン紀 術 局局力

技 セ 設業長魅世 房 化 建産局、官 文臣 湾商政紀 術大 港通農世 芸省 五部海新 知

運
輸

愛 第中東

第氏氏

郎久清 章

信

中

神岡飯

野野田

部
の

会長

長

総

副局 合会長理

交

連設信

合局監

通

済建通 体経方気

系

中部海

部地電

の

中東 整

日

回 市月

屋

第 古年
平
成

名

夫く和

り

氏氏氏氏氏氏

三典朝延づ久

郎拓雄生

道 原越川藤中石路 順部

し あと 柴梶古山加る大

暮 局魅ら 長力

長

の 設る 総 建よ ー

に長紀 タ世 方

ン 事長地携局 セ 知事納部連路 化

と道 文 副知出中

術 県県県省流省 芸 岡阜野設交設 知

建 愛

久恭秋

氏氏氏

静岐長建

田原川田

武正真

寛

日須松北神

月長 回

会 年副 第

会 成択合 平

市知知

の済長事事

採連

古重知

宣部屋県県

言経

名三愛

同中

共

清茂夫夫樹

氏氏氏氏氏

元藤山し 課て 題 睦延俊

路 佐松岩加青ざ と 藤島

を 進市 め

長

土 の屋

総

国 部古

ー

い 中名 タの 長長

ン

紀 局局よ

セ

世 設業長り

化監よ 建産局文 湾商政技 術

港通農省 芸

五部海設 知

建 愛

氏氏

第中東

備
促郎生博

進信朝和

・

野川田 実神山須

現

局監

会長理

副局

会長

長
経方気

済建通

連設信

合

中東

中部海

部地電

日

回 市月

屋

第 古年
平
成

名

夫郎 け
て 氏氏氏氏氏氏

紀典求延太 向 子拓隆行

本原田処藤本 成 由鋼 に

長圏
の 坂梶池城加橋 形

交 局流

長

際 設総 建ー

官 国 タ域 方

ン

広 事事地次 セ 知事知部務 化

事 本 文日 副知副中

術

央 県県県省省 芸 岡阜野設設 知

建 中 愛

氏氏氏氏氏氏

静岐長建

武正礼

寛久恭治

氏氏氏

田原川木 日須松北鈴

月長 回

会 年副 第

会 成択合 平

市知知

の済長事事

採連

古重知

宣部屋県県

言経

名三愛

同中

氏氏氏

共

い中 て 氏氏氏氏氏氏部
て つ望 樹雄夫夫武雄の

成とし に展 鎮範睦延靖

枢 形況 藤田元藤上島と

市 中 の現 伊寺岩加井中

的 圏の

官 長

界 流み屋 議 総交組古 審 長世 ー名 括 所の 際り タ 長総 国取 ン術 術 域の 局究

技 セ 長業長研技 房 広 化 局産局木業 官 る 文産 臣 輸商政土 術あ大 運通農省割的 芸省 部部海設役端 力

知産

の先 魅通 建 愛

氏氏

氏氏氏氏氏

中中東

藤

賀

信求克

郎行己寛

氏

次

長長

神城大加

野処須

局

会長理技

副局術

会長

建通建

連設信設

合局監

五

部地電港

経方気湾

済

中東第

中部海

日

氏氏

回 市月

屋

第 古年
平
成

名

宗し太

延拓隆郎一て郎

本島目本

鋼指鋼

嘉典太

石梶池橋飯を橋

川原田

の
形
成

長圏 総流 ー

交

ン
タ

事際 セ 事事知監国監 化

域技 文 知知副技

術 県県県省広省 芸 岡阜野設設 知

建 愛

氏氏氏氏氏氏

静岐長建

原川治

武正正

寛久恭之

田 日須松北佐

月長 回

会 年副 第

会 成択合 平

知副

の済長事知

採連事

重知

宣部屋県県

言経市
名三愛

同中古
氏氏氏

共

役英整

彦樹昭一割郎備

島部原基

の盤

秀茂敏宗

黒殿細飯中栢る

田岡田

展支市 とえ

官 長

を屋 議 発 総古 審 国部 ー名 括 が中 タ 長長総

ンの 術 局局わ

技 セ 設業長の代 房 化 建産局紀時 官 文球 臣 湾商政世 術大地 港通農芸省 五部海知

運
輸

愛

誠

氏氏氏氏三氏

第中東

神井吉

野上室

信靖

郎武
局監

会長理

副局

会長

長
経方気

済建通

連設信

合

中東

中部海

部地電

氏氏氏

）
表 日

回 市月績 屋
古年実 第 名催

平
成

流
サ
ミ
ッ
ト
開

典治宗治

延拓隆芳一芳

の 川原田井島井 形
成 嘉

域
交
流
圏 石梶池藤飯藤

長

広

ー
総

官 湾 タ勢 官

ン

伊 事次次 セ 事事知務務 化

事 環 文 知知副事

術 県県県省省 芸 岡阜野設設 知

建 愛

ーーネマ師題

静岐長建

武正礼

寛喜恭治

）

田尾川木 日須西北鈴 表

月長 回

会 年績副 第

会 実 成合 平連 催

済長事事 開

部屋県県

経市知知

会

中古重知 る名三愛

考
え

勢治湾

寛郎道朗湾芳

・

本口ア井三

伊河

芳弘五

湾

光岡坂江リ藤・

川本

エ 官長イ勢市 部 長 議授

ベ伊橋 部 審境教 設 括環ルの豊 構 建 総道バ代 機 局 術水究ー官時 善 技局研 改ロ次携 房生 造同 官衛グ務連 構共 臣活の事新 省立 大生 産紀省 国 省省 水湾世設 崎 産生 林

建 河 岡 厚 農 通

武男樹

ラ
ーマ師題師題

甕戸

野上嶋

信靖昭英

郎
長
神井

官長官

頭会議部議

会副

術電術

審波審

所会

技局技 議合

房信房 会連

官通官 工済臣気臣 商経大電大

橋部省省省

豊中

建郵運

設政輸

・

勢
湾
交

所日数

環
伊

月

世
紀

場年回

テ講演

ー ネ

タデー

ラィ

挨 デ ョ
ンィ演拶

パーコ

スパ講来

カネ賓 ッ
ル
シ

河
湾
を

他 日数

・
三

の 月

勢
湾

そ 年回伊

演所

パテ講演講演

ネー

場

カネ

ッ

ル

シ

デ ョ
ンィ

は
、
意
見
交
換
会

スパ講

回
注
）
第

日

回 市月

屋

第 古年
日

平
成

名

回 市月

屋

第 古年
日

平
成

名

回 市月

屋

第 古年
日

平
成

名

回 市月

屋

第 古年
日

平
成

名

回 市月

屋

第 古年

場年回

月

所日数

平
成

名

日

回 月

第 年
日

名
古
屋
市

平
成

回 月

第 年
日

名
古
屋
市

平
成

回 月

第 年
日

名
古
屋
市

平
成

回 月

第 年
日

名
古
屋
市

平
成

回 月

第 年
年回

月
日数

豊
橋
市

平
成

場
所

デー

ラィ

ーーネマ師題

拶

パーコテ講演

ー ネ

タ

賓 ッ
ル
シ挨 デ ョ

ンィ演

そ
の

他

スパ講来

カネ

演

ネー

ラ
ーマ師題師題

デ ョ
ンィ演

パテ講演講

スパ講

カネ

ッ

ル

シ
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第

章

中
部
の
物
流
機
能
強 中部
化
・
港

の物流機能

第 章

強化・港湾機能整備
湾
機
能
整
備
等
に
対
す
る
取
り
組
み

［ ］物流

第 節 中部にお

の現状と問題点

等に対

ける都市間物流

また一

する取り

の問題点と対応

方では、物流サービス形成

組み

のうえで深刻

わが国の国

和 年（

高度成長を反

送、消費財輸

資材輸送など

内貨物輸送量は、昭和

）の第 次石油危機まで

映し、製造業の成長に伴

送、土木・建設ラッシュ

が拡大し、大幅に増加し

な人手不

年代から昭 展の制約

は、経済の ビス の

う生産財輸 てきた。

に伴う建設

た。また、 ［ ］ロ

足、長時間労働の短縮等と

要因となる重要課題をかか

あり方についての見直しの

ジスティックス・セン

いった物流発

え、物流サー

気運が高まっ

ターのネッ
東名・名神

ネットワーク

速な進展も、

しかし、第

化し、第 次

変動等に加え

行する中で、

高速道路をはじめとする全

の整備及びモータリゼー

物流拡大の大きな要因で

次石油危機以降は経済

石油危機（昭和 年）以

、わが国の産業が国際分

産業構造も重厚長大型か

国の道路 トワ
ションの急

あった。 本会で

成長率が鈍 踏まえ、

降は、為替 とりまと

業体制に移 対応につ

ら軽薄短小 はじめ

ーク構想

は物流委員会において、こ

平成 年 月 物流の問題

め、中部における都市間物

いて、次のように提言した

に、わが国の経済活動と物

うした状況を

点と対応 を

流の問題点と

。

流の変化の状

型に転換した

げた。

すなわち、

応し極力リス

差別化により

大を抑えるよ

こともあって、物流も質

荷主企業は先行き不透明な

ク軽減を図るため、商品

多品種少量化を進め、在

うになった。このため、

的転換を遂 況を、物

の物流革

状況に対 における

の個性化・ 港湾等の

庫負担の増 物流の動

物流に対す の特徴を

流の担い手である輸送手段

新の動向について整理し、

都市間物流の実情について

物流インフラから始まり、

態を他地域との物流の比較

明らかにした。更に、これ

の変化と今後

次いで、中部

道路、鉄道、

輸送手段別の

等により、そ

らの分析の上

るニーズは、

輸送回数の多

ジャスト・イ

済の成長のな

向を強めてき

輸送単位の小口化、多品

頻度化、指定時間通りの

ン・タイム化が進み、内

かで、物流自体が多様化

た。

種少量化、 に立って

配送という 強、物流

需主導型経 整備等で

・高度化傾 方向を示

特に、

世紀の物流を考えた場合

革新の推進、物流の効率化

何が問題かを明らかにして

した。

わが国の中央に位置し、物

の輸送力の増

、物流拠点の

、その対応の

的生産に特化

第 章第 章



している中部地域における物流機能を強化・発展 体の物流をコントロールする中枢機能を持ったロ

させるには、

た。一つは、

第二東名・名

幹線道路を中

スポーテーシ

があること、

特に次の二点を重視すべ

最大の物流基盤である道

神、東海北陸、東海環状

心としたメッシュ（網目

ョン・ネットワークを形

二つには、物流拠点につ

きと提言し ジスティ

路について、 ネットワ

等の高規格 化を図る

状）トラン ナショナ

成する必要 総合物流

いて、中継 センター

ック・センターとして位置

ーク化して、中部の物流の

べきであること、具体的に

ル・ロジスティックス・セ

拠点）を木曽岬に、ロジス

（物流拠点）を環状道路と

第
づけ、これを 章

高度化、円滑 中
部

は、インター の
物
流ンター（国際
機
能ティックス・ 強
化放射状道路の ・
港

基地、倉庫と

輸送手段の結

いった従来の考え方を変

節点（ジャンクション）

第 節 世

え、異なる 主な結節

であり、全

紀の高速物流シス

点にそれぞれ配置する構想

テムの整備

湾を示した。
機
能
整
備
等
に
対
す
る
取
り
組
み

［ ］ 中部

ワーク構

前述の 物

必要性を強調

体系的整備に

国際総合物流センタ

想 の策定

流の問題点と対応 のな

したロジスティックス・

ついて、その具体化構想

（ーネット
中部

ており

かで、その 高い。

センターの 名古屋

を策定する 本の

） を配置する。

地域の物流の ％はトラッ

、道路ネットワークへの依

こうした状況の中で、 世

を中心に 本の東西軸、

環状軸（ ）からなる幹線道

ク輸送が担っ

存度が極めて

紀を目指して

本の南北軸と

路ネットワー

ため、物流委

年（ ）

トワーク構想

ここでは、

という地理的

ムのモデルと

強化、情報機

員会が引き続き検討を重

月 中部国際総合物流セ

をとりまとめた。

中部が日本列島の中央部

特性を生かして、 世紀

して、国際物流のゲート

能で装備した国際総合物

ね、平成 クの整

ンターネッ にとっ

そこ

に位置する この

物流システ 所にロ

ウエイ機能 更に、

流センター テック

備が着々と進められており

て最適な条件が整いつつあ

で、本構想における

放射、 環状の高規格道路

ジステックスセンター（

名古屋環状 号線沿いに

ス・センター（ ）を配備

、中部の物流

る。

を中心として、

が交差する箇

）を配置し、

サブ・ロジス

する。また、

設置の必要性

要と実現に向

としたロジス

について提言

その主な内

国際物流

と、具備すべき基本機能

けての留意点、及び当セ

ティックス・ネットワー

した。

容は次の通り。

の窓口機能を強化し、物

、計画の概 都市間

ンターを核 分離し

（ ） ・クのあり方
本の東

本の南
流面でもわ

つの環

の大量輸送と都市内の小口

て、物流の整流化を促進す

・ 構想
西軸 北陸自動車道、中部縦

央自動車道、東名・名
二東名・名神高速道路

北軸 中部横断自動車道、三
東海北陸自動車道

状軸 名古屋環状 号線、一

多頻度輸送を

る。

貫自動車道、中
神高速道路、第

遠南信自動車道、

般国道 号、
が国の国際

橋渡し機能

世紀には

速道路等の

衝となる木

化を一層進めるため、国

を強化する必要がある。

中部新国際空港、第二東

完成によって陸・海・空

曽岬に 中部国際総合物

内物流への

そのために、

名・名神高 同提言

の交通の要 状自動車

流センター 中濃広域

東海環状自動車道、伊
遠南信自動車道 中部
北陸自動車道 近畿自

の具体化については、東海

道の美濃・関ジャンクショ

物流拠点（仮称）とし

勢湾口道路 三
縦貫自動車道
動車道伊勢線

北陸・東海環

ン周辺地区が、

て建設省ロジ
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ステックスモ

年史

デル事業に採択され、環境調査、土 ティーターミナルに集荷し、航空会社、航空貨物
第

地利用計画の章

中
部
の ［ ］ 中部
物
流 の策定機
能
強
化 中部地域は・
港

検討、企業ニーズ調査等

エアカーゴターミナ

、全国の工業出荷額の

が行われた。 取扱業者

プサービ

率化を図ル構想
愛知県

のあり方

％を占める ン、フォ

、行政機関を集約一体化し

スを実現し、航空貨物処理

ることを提案した。

では、中部国際空港の総合

を検討するため、学識経験

ワーダー（ ）、中部国際

たワンストッ

の迅速化、効

的な物流拠点

者、エアライ

空港 、流通

湾 物的生産地域
機
能 人口集積を擁
整
備 して、機械・等
に

製品等の輸入対
す
る 傾向にある。
取
り しかしなが組
み 数が少ないこ

であるとともに、 万

する一大消費地でもある

同部品等の輸出、生鮮食

の航空貨物の取扱量が年

ら、名古屋空港は、就航

とから、輸出貨物の約

人以上の 業者（商

ことを反映 オブザー

料品や繊維 合計 機

々増加する パーク研

て、空港

路線数や便 計画につ

％、輸入貨 討内容を

社）、荷主、銀行、経済団

バーとして国の関係出先機

関から成る エアロ・ロ

究会 を平成 年 月発足

島地域開発における物流関

いて検討を進め、平成 年

発表した。本会もこれに参

体で構成され、

関が参加し、

ジスティクス

させた。そし

連用地の整備

月、その検

画し、本会構

物の約 ％

輸出入貨物の

東西両国際空

用者に輸送時

与えている。

現在他の空

（平成 年 名古屋税関管

物流動向 より）が、成

港で取り扱われており、

間や物流コストの面で大

港を利用している中部で

内における 想の反映

田・関西の の具体的

（ ）フォ航空貨物利
依頼を

きな影響を 物の運
場合、
ね備え

生産・消費

に努めると同時に、引き続

検討に加わり協議を重ねて

ワーダー 航空貨物運送取扱
受けて、他の運送業者の運送
送を引き受けることを業とす
荷主代行、混載業者、複合輸
ている。

き同研究会で

いる。

事業者。荷主の
手段を使って貨
るもの。多くの
送人の性格を兼

される航空貨

には、就航路

まやグロー

間・年中無休

の国際競争力

不可欠である

物流委員会

物を、中部国際空港で取

線・便数の拡大を図ると

バルスタンダードとなって

働、高度情報化システ

を有した航空貨物取扱施

。

では、こうした状況を踏

中部エアカり扱うため

ともに、い

いる 時

ムの導入等

設の整備が

まえ、ユー

ーゴターミナル（ ）の施設配置イメージ

ザーの立場で

会社、航空貨

的に整備した

置と、航空貨

ステムの整備

ナル構想

物流の効率化を実現する

物取扱業者、関係行政機

航空貨物取扱施設の空港

物を迅速かつ安価に処理

を提言した 中部エアカ

世紀の高速物流システム

ため、航空

関等を一体

島内への設

する物流シ

ーゴターミ

についての

提言 と題し

同構想は、

の距離が約

性を生かし、

ターミナルを

た報告書を、平成 年

成田、関空と異なり、空

という中部国際空港の

中間に中継的なエアカー

設けず、直接、空港内エ

月発表した。

港と都心間

地理的優位

ゴシティー

アカーゴシ



［ ］ 中部

提言

第 節 中部

の港湾機能の強化

の港湾機能整備へ

港、大阪について
多く、輸

の取り組み

港、 長野県は東京港、横

出入コンテナとも、本来中

第

章

中
部
の
物
流
機
能浜港の利用が 強
化部の港湾で取 ・
港

わが国の港

運輸省が 大

おおむね

湾、北部九

ンテナ船の出

度化にも対応

湾政策は、平成 年（

交流時代を支える港湾

年をめどに、東京湾、伊

州を 級の

現と大規模荷役施設、情

できる 中枢国際港湾

り扱われ

） 月に や神戸港

を策定し、 港は、

勢湾、大阪 を持った

超大型コ 更には

報技術の高 第 次港

と位置づけ 画におい

るべきものが、まだまだ東

に流れており、中部のコン

背後圏に見合ったコンテナ

港とはいいがたいのが実情

、名古屋港をはじめとした

湾整備五箇年計画及び平成

て水深 級の大水深バー

湾京港、横浜港
機
能テナ取り扱い
整
備取り扱い能力 等
に

である。 対
す
る中部の港湾は、
取
り年度実施計 組
みス、大水深航

た。また駿河

路の展開も視

中核国際港

など、これま

争を念頭に置

換を示唆した

湾沿岸等全国 ヵ所を、

野に入れ、需要に応じた

湾 として整備する方針

での総花的な港湾整備か

いた重点的な港湾整備へ

。

基幹定期航 路整備が

対応を行う 歩遅れた

を打ち出す 本会物

ら、国際競 実情を踏

の大きな転 た背後圏

湾能力を

明記されず、東京湾、大阪

状況となっていた。

流委員会では、このような

まえ、今後の港湾整備計画

の経済力との関係でバラン

持つように港湾機能を強化

湾に比べて一

当地域港湾の

では、こうし

スのとれた港

することが必

第 次港湾

度）では、長

の国際競争力

投資する旨が

一方、中部

日市港、清水

アメリカ、オ

整備五箇年計画（平成

期港湾政策を受けて、中

アップや震災に強い港湾

盛り込まれた。

の港湾事情をみると、名

港など中部の中枢・中核

ーストラリア、インドネ

年度 年 要との考

枢国際港湾 機能の強

整備に重点 ここで

湾機能強

古屋港、四 港湾の国

国際港湾は、 大水深バ

シア、中東 整備方策

えのもとで、平成 年 月

化 と題する提言書を発表

は、わが国港湾の現状と背

化の考え方について論及し

際競争力強化策として、

ースの整備など 項目に及

、 時間年中無休の荷役

中部の港湾

した。

景、中部の港

た後、中部の

大水深航路と

ぶハード面の

体制の確立な

諸国、ヨーロ

この 港が中

り、平成 年

港が 万

万 で

めている。

ッパが主要な輸出入先と

部のコンテナ貨物の取り

には名古屋港が 万

、清水港が 万 で、合

全国（ 億 万 ）の

なっている。 ど 項目

扱い港であ セキュリ

、四日市

計取扱量は ［ ］
％を占 つい

のソフト面の整備方策、

ティーの確保など、多様な

中部の国際物流の競争

て提言

ナショナル・

提言を行った。

力強化 に

この実績と

年ごとに実

の流動調査結

これまで利用

港の利用シェ

背後圏の経済力との関係

施している全国輸出入コ

果でみると、 滋賀県、

の多かった神戸港に代え

アが増大、 石川県、福

を運輸省が 物流を

ンテナ貨物 国際的な

富山県では、 府は平成

て、名古屋 決定した

井県は神戸 も利便性

取り巻く国内外の情勢は急

大競争時代が到来している

年 月に 総合物流施策

。同大綱では、 アジア太

が高く魅力的なサービス、

激に変化し、

ことから、政

大綱 を閣議

平洋地区で最

産業立地競



第 編 最近の

争力の阻害要

年史

因とならない物流システム、 環境 中部の主要港湾の国際競争力強化が急務との観点
第

負荷の低減、章

流関連社会資中
部

点からの幅広の
物
流 化やワンスト
機
能 ナ等の標準化強
化 等を具体的な・
港

の 項目を基本的な目標

本の重点的整備、 物流

い規制緩和の実施、 ペ

ップサービスなどの情報

・国際整合化等物流シス

横断的施策として打ち出

とし、 物

効率化の観

ーパーレス

化、コンテ

テム高度化

している。

より、

こう

は平成

回

画が了

数

し

計画

承

には、飛

次にわたる要望活動を

た諸活動が効を奏し、

年 月 日に開催され

部会において、新しい

され、同年 月に公布

行っ

名古

た

名

され

島ふ頭の大水深バース（水

てきた。

屋港について

港湾審議会第

古屋港港湾計

た。この計画

深 、

湾 一方、各船
機
能 の向上のため
整
備 同運航）とス等
に

ている。加え対
す
る 経営資源を有
取
り ることを目的組
み アンス）を加

社では輸送コストの削減

、国際的なコンソーシアム

ペースシェアリングを積

て、システムの共用や共

効利用し、最大限の経営

に国際業務提携（グロー

速させることによりスケ

とサービス

の再編（共

極的に行っ

有化を通じ、

効果を上げ

バルアライ

ールメリッ

岸壁

拡幅・

西航路

れ、名

なり、

年度

バ

増

水

古

そ

に

清水港

ース、延長 （コン

深（東航路水深

深 、幅員

屋港の国際競争力強化

の後、 大水深バー

調査費が設けられた。

テ

）

が図

スに

については平成 年度に

ナ））、航路の

、幅員 、

等が盛り込ま

られることに

ついては平成

大水深バー

トを追求し、

化が進められ

わが国の港

争力を失うと

から取り残さ

ンスの再編に

コンテナ船の大型化と寄

ている。

湾が、ハード、ソフト両

、基幹的な世界の海運ネ

れることが懸念され、既

よる寄港地集約化で日本

港地の集約

面の国際競

ットワーク

にアライア

の港への寄

スが着

センタ

港につ

工され

れてい

三河港

工

ー

い

る

る

に

され、伊良湖マーチス

）についても平成 年

ては平成 年度に

など、具現化に向けて

。また、日本一の自動

ついては、重要港湾か

（伊

度の

大水

港湾

車輸

ら特

勢湾海上交通

着工、四日市

深バースが着

整備が進めら

出入港である

定重要港湾化

港数が減少し

こうした状

化するために

化が必要であ

は、平成 年

と題する報告

当報告書で

始めている。

況を打開し、国際物流の

は、コンテナ施設等の港

るとの観点から、本会物

月 中部の国際物流の競

書をまとめた。

は、ハードインフラの整

競争力を強

湾機能の強 ［ ］
流委員会で 望
争力強化

テクノ

備方策とし りも大量

への要望

拠点港の設置に

スーパーライナー（ ）

に、海上便よりも早く運ぶ

活動を行っている。

ついての要

は、航空便よ

ことができる

て、 名古屋

の大水

高規格コンテ

バースの整備

北軸などのア

活用を掲げ、

港 、四日市港

深バースの整備、インテ

ナターミナルの整備など

、 伊勢湾への東西軸、

クセス整備、 中部国際

更にソフトインフラの整

、清水港 という特

リジェント 切り札と

国際大水深 新幹線で

環状軸、南 平成

空港の有効 とによっ

備方策とし ることに

性を持ち、国内輸送のモー

して、研究開発された次世

ある。

年、常滑沖に中部国際空港

て、伊勢湾地区へ国際航空

なる。空港島に 接岸タ

ダルシフトの

代の海上貨物

が開港するこ

貨物が集中す

ーミナルも含

て、 港運事

港運料金認可

規制の緩和、

等港湾サービ

また、本会

業免許制の廃止・許可制

制の廃止・届け出制への

グローバルスタンダー

スの向上、などを提言し

では名古屋港、四日市港

への移行、 めた港湾

移行などの 各地、及

ドへの対応 れば、輸

た。 フィーダ

、清水港等、 ルのよう

施設を整備し、空港島を拠

びアジア域内との の輸

出入航空貨物の国内・

ー輸送に資することとなり

なシー エアの一貫輸送体

点とした日本

送網を構築す

外への迅速な

、シンガポー

制を確立する



ことができる。

また、日本

フトや、東南

アジア域内の

の特性を

も十分に機能

こうした事

企業の生産拠点のアジア

アジア諸国の著しい経済

輸送需要も急激に高まっ

生かし、 第 の輸送手段

するものと考えられる。

情を勘案し、本会では、

諸国へのシ

発展に伴い、

てきている。

として

世紀の新

第

章

中
部
の
物
流
機
能
強
化
・
港

たな海上物流

の形成につい

伊勢湾（名古

河湾（清水港

置を図るべく

幹線の国内及び国際的ネ

て、中部の海上ゲートウ

屋港、四日市港、空港島

、御前崎港など）に

関係省庁に要望している

ットワーク

エイである

など）、駿

の拠点港設

。

湾
機
能
整
備
等
に
対
す
る
取
り
組
み
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［ ］大き

第 節 激変

な つの潮流変化

積極的

する中部産業を取

進出し、

な取り組

り巻く環境

国内で基幹部品を製造して

み

海外で組み立

わが国経済

に入り、グロ

が進展すると

まりや消費者

台頭など、さ

・産業を取り巻く環境は

ーバル化や 革命、少

ともに、地球環境問題へ

意識・行動の多様化、ア

まざまな分野で激しい変

てる分業

、 年代 一方に

子・高齢化 北米自由

の関心の高 各国の市

ジア経済の 業におい

化が起こっ る規模の

体制を構築しつつある。

おいては、欧州の市場統合

貿易協定（ ）の発

場が共通化、均質化してい

ても、国の枠組みを超えた

拡大が志向され、わが国企

や通貨統合、

効等を経て、

くことで、企

連携などによ

業においても、

ており、事業

されることと

こうした状

題への対応力

しかしながら

代こそ、新た

会であると

活力の低下や産業の空洞

なった。

況に加えて、経済の長期

を低下させることが懸念

、その一方において、混

な産業の芽が生み出され

の見方もあり、従来と異な

化などに晒 海外企業

の一員と

低迷が諸課

されている。 高度

沌とした時 コンピ

る絶好の機 もに、低

ったアプ 爆発的な

との積極的な連携を進め、

なる動きも見受けられる。

情報化・ 革命の進展

ューターの機能が飛躍的に

価格化が進み、更にはイン

普及とも相まって、産業界

企業グループ

向上するとと

ターネットの

における情報

ローチで可

なっている。

グロー

わが国産業

対し、国際競

及的速やかに対応すること

バル化・ボーダーレス化

は、貿易摩擦の激化や円

争力を維持するため、最

が重要と 化が加速

でなく抜

報革命と

また、の進展

高の進展に パソコン

適立地を求 から平成

した。これにより、業務効

本的なビジネススタイルの

もいうべき変化が起こった

こうした流れは一般にまで

の普及率は、平成 年（

年には ％（経済企画

率の改善だけ

変革など、情

。

幅広く浸透し、

）の ％

庁 消費動向

めて積極的な

する動きが広

業などでは、

極的に取り組

コスト競争力

海外展開を模索し、国内

がっている。なかでも、

需要地である欧米での現

んでおり、電気機械産業

を強化するため、東南ア

生産を縮小 調査 ）に

輸送機械産 るわが国

地生産に積 商用利用

などでは、 世帯普及

ジア地域に 版通信白

まで拡大し、また、平成

のインターネット人口は約

開始後わずか 年間でイン

率は ％となった（郵政

書 ）。

年末におけ

万人と、

ターネットの

省 平成 年

第 章第 章



少子・高齢化の進展 成長を続けた東アジアに加え、東南アジアでも成

少子化

低下を続

という言

平成 年

加速した

に関

けて

葉が

には

。

これにより

しては、わが国の合計

おり、平成 年には

生まれたが、その後も

にまで低下するな

特

低

ど

、高齢化率は上昇を続け

殊出生率が 長の加

ショック るほど

下を続け、 こう

、少子化が た通貨

波及し

速

の

し

・

、

、平成 年 しかし、

がみられ、世界の成長

目覚ましい発展を遂げ

たなかで、平成 年

金融危機は、韓国、イ

更に、世界経済への伝

セン

た。

月に

ンド

播が

平成 年から 年にかけ

第

章

中
部
の
産
業
構
造
高
度
化
へ

ターと言われ

タイで始まっ

ネシアなどへ

懸念された。

てアジア

には

達すると

よる経済

懸念され

地球

％に

予測

活力

てい

環

従来、環境

達し、平成 年頃には

されており、生産年齢

の減退や社会保障負担

る。

境問題への関心の高ま

人

の

り

問題は、公害防止といった

％にまで到 や

口の減少に 伴う電

増大などが 機器の

とも平

輸出の

鈍化し

子

輸

成

伸

て

問題であっ

諸国の経済は、アメリ

部品・半導体などを中

出増加に支えられ、拡

年に入り、アメリカ

び率鈍化などを背景に

いる。

カ

心と

大に

の景

、総

の
積
極
的
な
取
り
組
み

経済の好況に

する情報関連

転じた。もっ

気減速に伴う

じて成長率が

たが、近

いった地

環境ホル

り、熱帯

も進行し

また、

年

球全

モン

林の

てい

わが

ではオゾン層の破壊や

体に影響を及ぼす問題

など国境を越えた問題

減少や野生生物の種の

る。

国は、大量生産・大量

地球

や

が

減

消

温暖化と ［ ］
、酸性雨、

発生してお

少等の問題

費型の経済

中

中

中部

第二次

繊維工

部

地

産

業

部における産業空洞化

の産業構造変化の特

域は、昭和 年には、

業が ％を占めており

が約 ％を、食料品工

徴

第一

、製

業が

の進行

次産業が ％、

造業の中では、

約 ％を占め

体質が定

境に大き

の仕組み

型社会の

消費

着し

な負

づく

構築

者

一定の物質

ており、大量なゴミの

荷を与えているとの認

りなど、環境への負荷

を図っていく必要があ

意識の成熟化

的な豊かさが達成され

発

識

の

る

た

生が地球環

から、循環

少ない循環

。

現在、消費

ていた

へ減少

が ％

更に

し、第

造業の

。

す

へ

、

二

中

輸送機械

これが昭和 年には、

る一方、第二次産業が

と増加した。

昭和 年には、第一次

次産業が ％へとウエ

では、繊維、食料品な

、金属製品、鉄鋼など

第一

％

産業

ート

どの

重工

次産業が ％

、第三次産業

が ％へ減少

を高めた。製

伸びは低く、

業関連が大幅

者の意識

ば何でも

必要なも

時代にな

また、

るなか、

は変

売れ

のを

って

先述

環境

化しており、従来のよ

た供給側優位の時代か

必要なだけ買うという

いる。

のように、地球的な環

負荷のより少ない商品

う

ら

需

境

が

な物を作れ

、消費者が

要側優位の

意識が高ま

求められる

に伸び

昭和

のウェ

機械を

を果た

その

た

ー

は

し

後

。

年から平成 年にかけ

トが更に高まり ％で

じめとする加工組立型

発展を続けた。

、バブル期とその崩壊

ては

、輸

製造

を迎

、第二次産業

送機械や電気

業がリード役

えたが、経済

ようにな

アジ

アジア

％台に

りつ

ア

全体

達し

つある。

地域経済の台頭

の経済成長率は、

ていた。なかでも、そ

年

れ

代前半には

以前から高

のソフ

などに

から平

一方で

トが拡

ト

よ

成

、

大

化に加え、貿易摩擦の

り、製造業の海外展開

年には、第二次産業

第三次産業が ％から

している。

激化

が活

が

％

と円高の定着

発化したこと

％へ減少する

へと、ウエー
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中部の産業構造の変化
第

章

中
部
の
産
業
構
造
高
度
化
へ
の
積
極
的
な
取
り
組
み

次に、近年の中部地域の産業構造の変化を、東 超えている。

京圏（東京

兵庫・京

ると、第

ては、東

製造業に

なか、中

・

都・

三次

西と

おい

部地

埼玉・千葉・神奈川）、

奈良・滋賀・和歌山）

産業（いわゆるサービ

ほぼ同程度の伸びとな

ては、東西では減少す

域では依然として増加

関西

と

ス

っ

る

し

（ ）圏（大阪・

比較してみ

業）におい 輸

ているが、 わが

傾向にある 昭和

ており、当 伸びを

海

入

国

年

示

外生産比率（％）
現地法人売上高 国

浸透度の拡大

産業における輸入浸透

の ％から平成 年の

していた。しかし、平

内

度

成

法人売上高

（ ）をみると、

％まで着実な

年にかけての

地域の製

たといえ

海外

平成

％（

造業

る。

生

年度

前年

年度（

の優位な構造がより鮮

産の拡大

の製造業の海外生産比

度比 ポイント上昇

％）の 倍以上の水準

明

率

）と

と

になってき 急激な

輸入が

要低迷

の転換

（ ）は、 と着実

なり平成 また

なった。こ 械工業

円

加

に

が

に

、

（

高傾向が加わって同年

速した。その後は、円

よる伸び悩みはあった

進んだことから平成

増加している。

業種別にみると、平成

％）と繊維工業（

末に

高の

もの

年末

年

は ％台へと

修正や国内需

の、産業構造

には ％台へ

末に、精密機

％）の輸入浸

れは、製

まったの

年度に

成 年度

と更に増

また、

造業

に対

比べ

には

加し

業種

の国内法人売上高が低

し、製造業の現地法人

倍増となったことによ

、 ％（前年度比

ている。

別にみると、輸送機械

い

売

る

ポ

（

伸びにとど 透度が

上高が平成 気機械

もので、平 石炭製

イント増） ている

更に

％、平 みると

工

品

。

、

、

％を超え、非鉄金属工

業（ ％）、化学工業

工業（ ％）の 業

平成 年から平成 年

繊維工業（ ポイン

業

（

種が

にか

ト

（ ％）、電

％）、石油・

％を上回っ

けての変化を

増）、精密機械

成 年度

同 ポイ

同 ポイ

ト増）、鉄

機械（

比

ン

ン

鋼

％

ポイント増）と電気

ト増）が高く、以下、一般

ト増）、化学（ ％、

（ ％、同 ポイン

、同 ポイント増）

機

機

同

ト

など

械（ ％、 工業

械（ ％、 ト増）

（ ）ポイン

増）、精密

が ％を

（

の

輸
エー
エー

ポイント増）、電気機

業種が 桁増となっ

入浸透度 （輸入指数
ト） （総供給指数 平
ト）

械

てい

平成
成

（ ポイン

る。

年基準輸入ウ
年基準総供給ウ



［ ］持続可能な安定成長実現へ 開発の情の対応 報発信地域としての重要な役割を果たし

前述したよ

が ％を割る

国経済が、バ

続可能な安定

る課題に積極

うに、この 年は、年平

という低成長であった。

ブルの後処理を終えて

成長を実現し、将来に向

果敢に対処していくため

ていくこ

均の成長率 そのた

今後、わが 高

％程度の持 独

けて山積す 情

には、中部 グ

とが不可欠である。

めには、

度化・高付加価値化の推進

創的な技術やソフトの開発

報化などを通じた一層の効

ローバル化への積極的な対

第

章

中
部
の
産
業促進
構
造率化の推進 高
度応 化
へ

地域が、先端

せ持った高度

が国と世界の

第

的な頭脳部門と高度な生

なモノづくりの集積地域

発展をリードする産業・

節 先端的産業技

産部門を併 独

として、わ などに積

技術・研究

術の世界的中枢 の

創的ベンチャー企業の創出

極的に取り組んでいく必要

形成に向けた提言

の・活用
積
極がある。
的
な
取
り
組
み

活動

中部地域は

競争力の強い

展してきた。

ダーレス化の

したように産

、これまで自動車産業を

製造業に支えられて比較

しかしながら、グローバ

進展、高度情報化の進展

業を取り巻く環境が大き

中心とする 中部新国

的順調に発 特に空港

ル化・ボー 産業界の

など、前述 今後の中

く変化し、 標年次と

際空港の開港に伴う地域産

建設に伴う臨空産業のあり

立場から多面的な検討を行

部産業ビジョンともいうべ

した中部産業の姿を展望す

業への影響、

方等について

った。更に、

き 年を目

るとともに、

その影響は計

かで、中部の

を余儀なくさ

対応した産

いる。

当地域は新

産業技術の世

り知れないものがある。

企業は生き残りをかけた

れており、地域経済も新
きっきん

業構造の構築が喫緊の課題

しい全国総合開発計画で

界的中枢 広域国際交

こうしたな 既存産業

厳しい対応 来展望を

しい環境に また、

となって スト構造

中部にお

、 先端的 少子・高

流圏域 と 言を行っ

業種、新成長産業 業種

行った。

わが国が抱える構造的な課

の是正問題について提言す

けるベンチャー企業の育成

齢化に対応した社会の実現

た。

についての将

題である高コ

るとともに、

・支援方策、

に向けての提

位置づけられ

“ものづくり

知識と交流・

度な生産部門

本的な発展方

空港、 年

ているように、これまで

の技術”を基盤として世

融合しながら先端的な頭

を併せ持った地域を目指

向である。このためにも

日本国際博覧会、東海地

培ってきた

界の技術・ ［ ］中
脳部門と高 の提
すことが基

、中部国際 中部地

域研究学園 中部発展

部の臨空産業の振興

言

域が、中部新国際空港を

の基幹施設として機能させ

等について

世紀における

ていくために

都市などを十

本流、情報流

度化、国際

ある。

こうした観

分活用し、国内外を結ん

を拡大させ、当地域の産

交流機能の拡大を図ること

点から、本会産業政策委

だ人流、資 は新空港

業構造の高 研究開発

が必要で まざまな

展してい

員会では、 そこで

の建設と合わせて、都市機

機能などの強化を図り、新

臨空機能を最大限に活用し

くことが必要である。

、本会では、平成 年（

能、経済機能、

空港が持つさ

、一体的に発

） 月から
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性化センターと共同で、新空港建設 産業（基本的空港業務産業、地上支援サービス関
第

に伴う臨空産章

場からの検討中
部

臨空産業はの
産
業 影響が及ぶた
構
造 展するかは、高
度 面が大きく、化
へ

業のあり方等について、

を始めた。

、多種多様な業種や広範

め、どのような臨空産業

空港が持つ性格や機能に

中部における臨空産業の

経済界の立 連産業、

業）の

囲の地域に 行った。

が生成・発 基本施設

左右される 設、交通

あり方を検 かを提案

旅客サービス関連産業、貨

年並びに 年の産業

更に、中部新国際空港にお

と空港島内に設置すべき空

アクセス、物流システムは

するとともに、空港島に配

物輸送関連産

規模の予測を

ける主要空港

港関連産業施

何が望ましい

置すべき機能

の 討する場合、
積
極 なる。このた
的
な 中部の臨空取
り

空港関連産業組
み

年 月に 回

（第 部）

臨空機能の地

その領域や作業内容が広

め、最初の報告書を平成

産業（第 部） 中部新

と題しとりまとめ、次

目の報告書として 中部

新国際空港を核とした産

域配置 をとりまとめた

範なものに と望まし

年 月に 第 部

国際空港と 方向とし

いで平成 げた既存

の臨空産業 分野の

業の振興と ション産

。 点的育成

いゾーニングを提言した。

では、新空港を活用する中

て、 研究開発力の強化な

産業の高度化方策、 航空

新成長産業の育成、 メッ

業など 分野の知識・サー

、をそれぞれ提案した。

部産業の発展

ど 項目を掲

宇宙産業など

セ・コンベン

ビス産業の重

第 部では

義を行った。

、はじめに臨空産業の概

次いで、中部における空

地域

念区分・定 また、

港業務関連 空港島と

への臨空機能の展開イメ

臨空機能の望ましい地域配

対岸部の知多半島地域を

ージ

置について、

接空圏 、名



中部にふさわしい空運利用型産業

産業分野

繊維工業 男
衣服・その他 婦
繊維製品製造 ネ
業 ス

窯業・土石製 ガ
品製造業

理
製

化学工業 合

空運利用型産業 主

子服製造業 スーツ、スカ
人・子供服製造業 ネクタイ、マ
クタイ製造業 （但し、デザイ
カーフ・マフラー製造業 ン性に富むも

ラス繊維製造業 光ファイバー

化学用・工業用陶磁器 ファインセラ
造業 セラミックス

成繊維製造業 スーパー繊維

な 品 目 産業分野

ート、ブラウス、 電気機械器具
フラー、スカーフ 製造業（続き）
ン性、ファッショ
の）

等

ミックス、高性能
系複合材料等

等

空運利用型産業 主

半導体素子製造業 シリコンウ
体ウェハー

集積回路製造業 、
モリ等

有線通信機械器具製造業 関
電話等

無線通信機械器具製造業 自動車電話
携帯電話、

第
な 品 目

章
ェハー、化合物半導

中等
部

、テラビットメ の
産
業

連機器、 、 構
造
高

、コードレス電話、 度
化航空機公衆電話レー
へ

医
医

プ

生

他
業

一般機械器具 産

薬品製剤製造業 エイズ、癌、糖
薬品原薬・製剤製造業 老人性痴呆症

ラスチック製造業 スーパーエン
化プラスチッ

物学的製剤製造業 人工酵素、生
血清保存血液

に分類されない化学工 バイオリアク
製品製造業 ストリン、バ

センサー等

業用ロボット製造業 産業用ロボッ

尿病、アレルギー
などの治療薬等

プラ、炭素繊維強
ク等

体膜、ワクチン、
輸送用機械器

等
具製造業

タ、サイクロデキ
イオ農薬、バイオ

ト（知能ロボット、

ダ装置、無

電気音響機械器具製造業 等

その他の電子機器用・通 プリント配
信機器用部分品製造業 磁気ヘッド

等

自動車部分品・付属品製 セラミック
造業 車部分品等

航空機製造業 席クラス
、

航空機用原動機製造業 航空機用エ

線応用航法装置等 の
積
極

線基盤、磁性材料、 的
な、液晶ディスプレイ
取
り
組エンジン、電気自動
み

民間輸送機（ ）
、ヘリコプター等

ンジン等

製造業

事

そ
製

電気機械器具 電
製造業

そ
造

極限作業用ロ
工センター等

務用機械器具製造業 ワープロ、電
ステム、レー

の他の特殊産業用機械 半導体製造装
造業 ン（超々精密

子計算機製造業 パソコン、ス
タ、バイオコ

の他の電子応用装置製 超音波応用機
業 ステム、レー

ボット）、複合加

子ファイリングシ
ダープリンター等

置、マイクロマシ 精密機械器具
工作機械）等 製造業

ーパーコンピュー
ンピュータ等

器、人工現実感シ
ザー顕微鏡等

その他の航空機部分品・ 炭素繊維等
補助装置製造業 ク製機体部

人工衛星、ロケット製造 人工衛星等
業

医療用機械器具製造業 医療用精密

医療用材料製造業 人工臓器等

分析機器製造業 光分析装置

精密測定機器製造業 自動精密測

（出所 中部の臨空産業（第

繊維強化プラスチッ
分品等

機械器具等

、電磁分析装置等

定器等

部）平成 年 月）

古屋地域をは

空圏 、中南

県を 空港利

分類し、各圏

等について提

最後に、補

じめ新空港から

勢・伊勢志摩地域や飛騨

用圏 と中部地域を つ

における臨空機能の分担

示した。

論として、空運利用型産

圏を 臨 急激な円

地域、長野 産拠点の

の影響圏に 化の一層

と活用方策 ている。

本会は

業（ ）の 標年次と

高の進行と生産コストの上

海外シフトを加速させてお

の進展と地域経済の活力低

、このような危機意識から

した 世紀初頭における

昇に伴い、生

り、産業空洞

下が懸念され

、 年を目

中部産業の姿

現状を統計等

しい空運利用

（ ） 空運
用し、
ること
業をいう

の分析により検証し、中

型産業を例示した。

利用型産業とは、航空機の高速
原材料や商品を航空輸送（空運
で付加価値をつける商品群を持
。

部にふさわ を平成

本報告

輸送性を利 析し、わ
）に依存す

柔軟で活っている産

ければ経

ナス成長

年 月にとりまとめ、提言

書では、まず、空洞化の懸

が国が経済構造改革の着手

力のある経済システムへの

済成長率はゼロ％、場合に

に陥るとの危機意識から、

した。

念と現状を分

に遅れたり、

転換を図らな

よってはマイ

今後、豊かさ

［ ］

姿 につ

中部の産業

迎えているこ

世紀初頭における中

いて提言

は、既存製造業の大部分

とに加え、 年代半ば

を実感で部産業の
対応、遅

和や行財

が成熟化を ることに

において、 必要であ

きる社会づくりや高齢化社

れている社会資本の整備・

政改革を通じた経済の効率

よって、少なくとも ％台

るとした。

会への的確な

充実、規制緩

化等を推進す

の経済成長が

産業分野 空運利用型産業 主 な 品 目 産業分野 空運利用型産業 主 な 品 目



第 編 最近の

この ％成

年史

長を前提として、全国の産業構造と 力を維持するという観点から、平成 年 月より、
第

中部の産業構章

分野 産業に中
部

業、工作機械の
産
業 新成長産業分
構
造 将来展望を行高
度
化
へ

造の姿を、新しい産業分

分類し提示した。同時に

産業など中部の既存主要

野 業種について、個別

った。

の産業構造年の中部

類として 高コス

、自動車産 た。しか

産業 業種、 きる共通

産業ごとの 価値やギ

かけ”の

不足など

ト構造の是正問題 につい

しながら、産業分野全般に

項とわが国の経済成長を支

ャランティーなどの要素を

高コストが存在すること、

から、平成 年 月 高コ

て検討を始め

おいて解決で

えてきた付加

内在した“み

実証データの

スト構造是正

の
積
極
的
な 全 産
取

第 次 産り
組 生活関連製造
み

内・繊維・アパ

基礎素材型製造

内・ 陶 磁

加工組立型製造

構 成 比 伸 び 率

年 年 年 年

業

業

業

レル

業

器

業

（単位 ％） に関する
全国シェア

レポート年 年

［ ］中

振興

前述し

問題提起と課題について

にとどめ、会員の業務の参

部におけるベンチャ

策の提言

たとおり、平成 年 月に

と題する調査

考に供した。

ービジネス

世紀初頭
内・ 自 動

内・ 工 作 機

情報・通信関連産

内・電子・通信

インフラ関連産

商

サ ー ビ ス

更に、産業

車

械

業

機器

業

業

業

の空洞化を回避し、 ％

における

で、中部

発展を遂

やベンチ

ると提言

成長を達成 これを

中部産業の姿 を策定した

が“ものづくり”の地域と

げるためには、新技術を活

ャービジネス等の育成・支

した。

受け、翌平成 年より、当

が、そのなか

して持続的な

かした新産業

援が必要であ

地域における

するために必

して、円高メ

ジネスの育成

べき課題とし

の実現等 項

［ ］ 高

要な民間部門が取り組む

リットの積極的活用、ベ

など 項目を、また行政

て、規制緩和を通じた経

目を提言した。

コスト構造是正に関

べき課題と ベンチャ

ンチャービ 始し、

が取り組む 制度の現

済の効率化 の実態に

に利用し

を踏まえ

ベンチャする問題

ービジネスの具体的な振興

当地域におけるベンチャー

状と問題点、 他地域にお

ついての調査、 これらの

ているベンチャー企業が抱

たうえで、平成 年 月

ー企業育成・支援のための

策の検討を開

ビジネス支援

ける支援組織

支援策を実際

く問題点等々

中部における

方策について

提起と課

平成 年

造改革のため

心できるくら

内外価格差の

題について をとり

月、政府が発表した新経

の経済社会計画 活力あ

し において、高コス

是正を通じて経済を活性

提案 をまとめ
ここで

済計画 構 野で既に

る経済・安 かわる各

ト構造及び 的な支援

化し、国民 ベンチ

とりまとめた。

、現在当地域において、産

着手されつつあるヒト・モ

種支援情報の一元化をはじ

体制をとるために、経済界

ャー支援機構 を当地域に

・官・学の分

ノ・カネにか

めとした効果

を主体とした

新たに設立す

生活の豊かさ

政策が表明さ

を積極的に推

こうした国

である製造業

を実現することが重要で

れ、そのために規制緩和

進していく方針が打ち出

の政策動向を踏まえ、当

について、将来にわたっ

あるという ることを

や競争政策 ターの設

された。 ンチャー

地域の主力

て国際競争

提案した（ベンチャービジ

立及び活動状況等について

ビジネス支援 を参照のこ

ネス支援セン

は、次章 ベ

と）。

構 成 比 伸 び 率

年 年 年 年

全国シェア

年 年

全 産

第 次 産

生活関連製造

内・繊維・アパ

基礎素材型製造

内・ 陶 磁

加工組立型製造

業

業

業

レル

業

器

業

内・ 自 動

内・ 工 作 機

情報・通信関連産

内・電子・通信

インフラ関連産

商

サ ー ビ ス

車

械

業

機器

業

業

業



［ ］ 少子・高齢化に対応した社会の

実現に向

わが国の人

展しており、

まな分野で悪

国が直面する

けて を提言

口構造は、急速に少子・

経済社会や産業活動をは

影響を及ぼすことが懸念
きっきん

喫緊の課題である。

高齢化が進

じめさまざ

され、わが

第

章

中
部
の
産
業
構
造
高
度
化
へ

しかしなが

高年層や女性

ともに、高齢

的にチャレン

今後とも活力

ためには、少

向けて、今か

ら、豊富な経験と働く意

が能力を発揮できる場を

者市場でのビジネスチャ

ジすることなどによって

と産業の国際競争力を維

子・高齢化に対応した社

ら適切な対応策を講じて

欲を持つ中

確保すると

ンスに積極

、わが国が

持し続ける

会の実現に

いく必要が

の
積
極
的
な
取
り
組
み

ある。

本会では、

齢化がもたら

への影響につ

予想される高

ための雇用環

こうした問題意識のもと

す経済活動、産業構造、

いて調査するとともに、

齢者市場への取り組み、

境整備のあり方、少子化

、少子・高

国民生活等

今後拡大が

人材活用の

への対応策

等について

社、回答

業種・企業

年 月 少子

けて と題す

ここでは、

として、 市

会員企業へのアンケート

率 ％）並びにヒアリン

社）を実施し、その結果

・高齢化に対応した社会

るレポートとしてまとめ

今後目指すべき少子・高

場が活性化された活力あ

（対象数

グ（主要

等を平成

の実現に向

た。

齢社会の姿

る社会、

全ての人材の

児が両立でき

いて具体的な

また、会員

れる高齢者市

女性に対する

能力が発揮できる社会、

る社会の 点を掲げ、そ

提言を行った。

企業に対しては、今後拡

場への積極的な取り組み

雇用環境の整備を働きか

仕事と育

れぞれにつ

大が予想さ

と高齢者や

けた。

同時に、政

に向けた規制

資本の整備、

府に対しては、高齢者市

緩和や高齢者向け産業の

社会保障制度の改革など

場の活性化

支援、社会

を提言した。
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ス
支
援

ベンチャ

第 章

ービジネス支援

［ ］中部

の必要性

第 節 中部の産

における新規産業創

業活性化と新規産

出・育成 ［ ］中

活動

業の育成・振興

部における新規産業

の現状と今後の取り組

創出の支援

み

中部地域は

統的地場産業

術の集積を背

わが国並びに

しかしなが

輸出依存度の

、これまで輸送機械や工

の繊維、陶磁器等のもの

景に、わが国産業の牽引

世界の発展に大きく貢献

ら、製造業のウエートが

高い中部地域は、内外の

作機械、伝 平成

づくりの技 めとして

役を担い、 ンチャー

してきた。 れつつあ

高く、かつ 年 月

経済環境の 支援セン

年（ ）の中小企業基本法

、新規産業を創出するため

支援活動）が、全国各地で

り、中部においても、中小

に開設した 中小企業・ベ

ター中部 とともに、県ご

の改正をはじ

の支援活動（ベ

組織的に行わ

企業庁が平成

ンチャー総合

とにもプラッ

変化の影響を

新たな発展を

システムの変

このために

進とともに、

医療機器、在

報通信関連分

強く受ける産業構造を形

図るためには、他の地域

革が迫られている。

は、既存産業の高度化・

医療・福祉関連分野（医

宅介護サービス、福祉用

野（情報通信産業、ソフ

成しており、 トホーム

以上に既存 つある。

しかし

複合化の推 類似機関

療サービス、 ら起業に

具等）、情 術評価や

トウェア、 きる機関

が整備され、一連の組織づ

ながら、それらの組織の中

を当てはめたものや、行政

最も重要とされる、買い手

市場評価、マーケティング

とはなっておらず、いまだ

くりが進みつ

には、既存の

組織の性格か

側から見た技

支援などがで

に資金援助主

情報処理サー

リアル、環境

サイクル産業

育成強化を図

この多様な

い手として、

ビス等）、環境関連分野

調和型製品製造業、廃棄

等）など、多様な新規産

ることが不可欠である。

新規産業の創出・育成を

新規開業やベンチャー企

（エコマテ 体の支援

物処理・リ 一方、

業の創出・ いる国立

献を強く

実現する担 産学の共

業による独 研究者の

活動に止まっているのが現

年に独立法人化が行わ

大学では、その存続をかけ

指向しはじめ、産業界のニ

同研究活動を活発化させて

有するシーズを提供する

状である。

れようとして

て地域への貢

ーズに対し、

いる。また、

ために、 大学

創的な事業活

新しい製品・

が期待されて

動の展開が必要であり、

サービスの開発や新市場

いる。

この中から 等技術移

創出の進展 に基づき

せ、産学

これら

ものの、

転促進法 （ 法、平成

、中部 が平成 年度に

の連携基盤が整いつつある

による産学連携の成果が期

当地域におけるそれらの活

年 月施行）

活動を開始さ

。

待されている

動の開始が他

第 章第 章



地域に比べ立ち遅れた面が否めないこともあって、 においても ベンチャープラザ中部 （中部経済

成果も今ひと

本来の成果

ズと大学や中

ングをタイム

シーズのコア

るコーディネ

つの状況にあるといえよ

を上げるには、 産業界

小企業の有する技術シー

リーに実施できる場の創

技術に対する目利き、

ート活動が重要であり、

う。 産業局主

からのニー ビジネス

ズのマッチ ベンチャ

設、 その なってい

活用に関す 更に、

その役目を 事業の立

催）、おみあいフォーラム

協議会主催）が年数回行わ

ーにとって、タイムリー

ない。

当地域が得意とする製造業

ち上げには、生産設備等に

（中部ニュー

れているが、

な場の提供と

の場合の新規

多大な資金を

第

章
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担える人材の

［ ］中部

支援の現

中部経済産

の育成に向け

発掘・活用が求められて

におけるベンチャー

状と問題点

業局では、当地域におけ

、当地域の支援機関相互

いる。 必要とす

次世代技

間と経営ビジネス
ベンチャ

ものがあ

る新規産業 そこで

の連絡の場 事業展開

るため、非常に困難なもの

術の開発・商品化において

資源を必要とするため、資

ー企業のみに期待すること

る。

、既存企業の有する経営資

ニーズとのマッチングによ

がある。特に、

は、多大な時

本力の小さい

は大変難しい

源の活用と新

る新規事業の

として 新規

開催し、当地

している。

また、各種

援制度は、中

モノ・カネへ

事業育成支援会議 を平

域の支援組織のとりまと

の助成金や融資制度を中

小企業に対する支援策とし

の支援を中心に充実しつ

成 年より 共同育成

め役を果た ベンチ

う物質的

心とした支 方法への

て、ヒト・ 術コンサ

つある。 ネスマッ

が必要とされつつある。

ャーの育成には、ヒト・モ

な支援の充実とともに、

アドバイス、 開発内容や

ルティング・販路開拓への

チング・経営指導等の情報

ノ・カネとい

それらの活用

商品化への技

支援、 ビジ

を中心とした

一方、事業

企業の成長に

第

パートナーを得ることも

とっては重要なことであ

節 中経連ベン

ベンチャー 支援を一

る。当地域 いる。

チャービジネス支

元的に提供できる支援活動

援センターの設

が求められて

立

［ ］設立

設立経

本会は、平

務局の一部署

支援センター

経緯及び活動状況

緯

成 年（ ） 月 日

として 中経連ベンチャ

を設立した。

考えを提

これを

の具体的

付けで、事 企業支援

ービジネス 書 中部

めの方策

唱した。

受け、中部におけるベンチ

な支援方策の検討を進め

機構（仮称）の設立 を内

におけるベンチャー企業育

についての提案 を平成

ャービジネス

、 ベンチャー

容とする報告

成・支援のた

年 月に発表

前述のとお

成 年 月に

産業の姿 の

経済の活力を

ジネスの創出

り、本会では、産業政策

発表した 世紀初頭に

中で、中部の産業空洞化

向上させるためには、ベ

・育成に積極的に取り組

委員会が平 した。こ

おける中部 を検討す

を回避し、 設立準備

ンチャービ 構に対し

むべきとの もとに、

の中で提唱した同機構の具

るため、同年 月、ベンチ

委員会を設置し、国内の代

て情報収集を行い、こうし

企業や国立大学の特許等の

体的設置方策

ャー支援機構

表的な支援機

て得た情報を

活用を主体と
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する支援策を

年史

、平成 年 月に試案としてまとめ 製品評価と販路開拓の支援

た。

その後、こ

のに見直しす

もとに幹事会

技術移転促進

業育成支援に
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の試案をより具体的かつ

るため、同年 月、同準

を設置した。幹事会では

法 の施行や国・地方自

対する新たな公的支援策

ベンチ

実効あるも と評価

備委員会の 各種

、 大学等 書類・

治体の新産

の充実等が ベンチ

ャー企業製品を中経連会員

、販路開拓の支援・仲介

申請書類の作成支援

資料作成など実務的な支援

ャーからのさまざまな相談

企業への紹介

案件に対して、

進むなかで、

機構の設立に

組織のあり方

その結果、

官・学との

る支援などに

加味した常設

“中経連らしさ”を発揮し

向け、その具体的な活動

について、調査研究を重

本会の組織力と情報収

連携、 起業段階ごとに

ついて、支援を受ける側

の支援組織を設置するこ

うる支援 名の専

内容と支援 レベルや

ねた。 し、ベン

集力の活用、 画の再構

必要とされ 更に、

のニーズを ては、イ

ととし、こ ジナルの

任コーディネーターが、事

商品化の可能性などを中心

チャーとともに事業内容の

築を行い、計画の実現性を

技術内容や事業計画が優れ

ンターネットを活用した当

情報ネットワーク（下図）

業計画の技術

にヒアリング

精査や事業計

高めている。

た案件につい

センターオリ

を通じ、中経

れを ベンチ

設置について

年 月の理事

て、同年 月

当センター

れ以降は、活

ャービジネス支援センタ

（案） としてとりまと

・評議員合同会議に上程

に開設した。

は、当面 年間を活動期

動の成果を踏まえ見直す

ー（仮称） 連会員企

め、平成 チャーか

、承認を得 場性等を

約、ベンチ

間とし、そ アイディ

こととした。 いる。

業 社（平成 年 月末

らの提案内容を配信、各社

客観評価し、その結果を当

ャーに返信し、ベンチャー

アの更なる精査・洗練化に

現在）にベン

で技術面、市

センターが集

の事業計画・

役立てさせて

組織は、 名

支援活動を展

活動状

活動内容は

大学・

の専任スタッフを常駐さ

開している。

況

、下記の 項目とした。

公的研究所などの技術移転

せ、無料の

中経連
ネット

情報の紹

ベンチャービジネス支援セン
ワークの概要

ターの情報

介

の特許

どの紹介・

企業間

の創出支

中経連会員

などシーズ、ノウハウ、

仲介

での技術の移転・結合によ

援

企業の有する開放特許の

評価機関な

る新事業

仲介・ベン

チャー企業

市場調

起業化アイ

の仲介など

の有する技術の ・探

査と製造メーカーの紹介支

デアの照会と評価、試作

索支援

援

メーカーへ

大学・公的研究所などの技術移転情報の紹

介

企業間

の創出支

での技術の移転・結合によ

援

る新事業

市場調査と製造メーカーの紹介支援

製品評価と販路開拓の支援

各種申請書類の作成支援



また、支援ネットへの情報配信時には、事業参 通じ、本会会員企業 社に配信・評価し、ビジ

画の可能性調

の事業ニーズ

ングが図られ

当センター

数は、平成

での 年間で

査も併せて実施しており

とベンチャーの技術シー

るようにしている。

へのベンチャーからの支

年 月の業務開始から

件に達した。支援申し

、会員企業 ネスマッ

ズのマッチ 明会 回

これま

援申し込み 作・サン

年 月末ま 件（

込み内容 領した案

チングは 回、ベンチャ

（平成 年度新規事業）を

での成果は、当センターの

プル納入・共同開発などに

社）で、金額的には、公的

件を含め約 万円とな

ー製品技術説

行った。

支援で共同試

至った案件が

助成金等を受

っている。

第

章

ベ
ン
チ
ャ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
支
援

を産業分野別

ビジネス支援

件）、情報通

件）が上位

（ ％）を占

また、申込

愛知県が

にみると、生活文化関連

関連（ 件）、都市環境整

信関連（ 件）、新製造技

位を占め、これらで全体

めている。

者を地域別にみると（ 年

％を占めるなど中部 県

（ 件）、 これら

備関連（ 地域の中

術関連（ できる唯

の約半数 更に、

援組織か

間の累積）、 として注

で ％と 設立した

の活動実績により、当セン

で技術評価とマーケティン

一の支援機関との評価を得

当センターの支援方法は、

ら、経済団体としてユニー

目され、北陸経済連合会が

支援組織 北陸スーパーテ

ターは、中部

グが一体的に

ている。

地域内外の支

クな支援方法

中核となって

クノコンソー

なっているが

は宮城、東京

し込みも

開設以来の

件に対して

、 県以外（海外では韓

、京都、大阪、長崎など

％となっている。

年間で、ベンチャーの

は、当センターの情報支

国、国内で シアム

）からの申 東北ベン

参考とさ

優れた提案 また、

援ネットを 援機関の

の手本となったほか、東北

チャーランドの新支援組織

れている。

平成 年度から当センター

連携活動の中核機関となり

経済連合会の

の方法として

が当地域の支

、ベンチャー

申込者の地域別分布 相談案件

産業

医

生

情

新

流

環

ビ

の産業分野別分類

分野 件数

療福祉

活文化

報通信

製造技術

通物流

境

ジネス支援

海

バ

都

航

エ

人

国

住

そ

洋

イオ

市環境

空宇宙

ネルギー

材

際化

宅

の他

小

事業詳細

バイヤー

計

連絡待ち

計

産業分野 件数

小 計

計



第 編 最近の

への集中支援

年史

活動を行っている。同時に、中部

県の代表業種

ボード会議

状況や支援方

［ ］今後

第

章

ベ
ン
チ
ャ
ー
ビ
ジ
ネ
ス
支
援

、代表企業から成る アド

（現在 名）を活用し、支

法の改善に努めている。

の活動

バイザリー

援の活動

中部地域の

にはベンチャ

しかし、一方

足する面があ

化のために社

くなりつつあ

このような

将来を託する新技術・新

ー企業に期待するところ

では、ベンチャー企業に

る。また、既存企業には

内ベンチャー制度を設け

る。

状況のもとで、当センタ

産業の創出

が大きい。

は体力に不

社内の活性

る企業が多

ーでは、こ

れまでに得

ネットを活用

らい、より多

創出に努める

部 （大学

連携をより強

た多くのベンチャー情報を

して発信し、会員企業で

くの創造的開発型ベンチ

ことと、当地域の他の支

等技術移転機関）等の関

め、先端技術を活用した

情報支援

活用しても

ャー企業の

援機関や中

連機関との

新規産業の

育成に努めて

このために

することなく

していく必要

こうした観

既有技

域内外

いく必要があると考えて

は、当センターの活動を

、全国的に連携して支援

があると考えている。

点から、今後の活動の方

術情報の広域発信

の支援団体との情報共有

いる。

域内に限定

活動を展開

向としては、

化

会員企

果

を図り、経済

活動をより強

業の社内ベンチャー活動

団体らしさの出る中経連

力に進めていきたいと考

との相乗効

らしい支援

えている。
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究開発機能の振興

第

章

科
学
技
術
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究
開
発
機
能
の

第

［ ］中部

備の現況

節 中部 県の研

県における研究開

究開発機能整備

まで南北発機能整
でも、

る科学技

の現状と今後の

に つの拠点地区に分けて

科学技術交流財団の今後の

術交流センター施設の建設

振
興

方向

いるが、なか

活動拠点とな

予定地である

国土の中央

表する もの

しい全国総合

ように、今後

圏域 として

このために

に位置する中部地域は、

づくりの中心地 として

開発計画において打ち出

の中部は 世界的な産業

発展していくことが基本

は、既存産業の高度化・

わが国を代 国際博覧

発展し、新 めている

されている られる。

技術の中枢 志段味

方向である。 マンサイ

高付加価値 産業創造

会会場・周辺地区と名古屋

志段味地区において施設整

地区では、 人と環境にや

エンスパークの創造 の理

ゾーンには、平成 年（

市が整備を進

備の動きがみ

さしいヒュー

念のもと、新

） 月に、理

化、新成長産

必要であり、

開発機能であ

が不可欠であ

中部 県に

ると次の通り

都市構想の歴

業の創出を積極的に推進

その基礎となるのが科学

ることから、一層の強化

る。

おける研究開発機能整備

である。なお、東海 県

史、試験研究機関の整備

することが 化学研究

技術の研究 センター

を図ること ターが入

て平成

の状況をみ トリーで

の研究学園 設した。

経緯など本 名古屋工

所バイオミメティックコン

及びマイクロメカトロニ

居する研究開発センターが

年 月には産官学連携のオ

ある先端技術連携リサーチ

現在、国立の研究機関であ

業技術研究所の移転第 期

トロール研究

クス研究セン

開設し、続い

ープンラボラ

センターが開

る工業技術院

工事が平成

章と関係した

つの研

［ ］ 中部の

推進 に掲載

愛知県

動きは、第 編第 章第

究学園都市構想の策定と推

特質に合致した試験研究

した。

節［ ］ 年度完成

進 及び このゾー

機能の整備 の誘致な

なお、

に、独立

ターとな

を目指して進められている

ンには、研究支援施設、先

ども検討されている。

名古屋工業技術研究所は、

行政法人産業技術総合研

った。

。このほか、

端的研究機関

平成 年 月

究所中部セン

愛知県では

研究・研修機

地域 市 町

と位置づけ、

を目指してい

、およそ の大学をはじ

関が立地する名古屋東部

）を あいち学術研究開

既存集積を生かした頭脳

る。犬山東部地区から岡

め、多くの また、

丘陵（対象 橋地区に

発ゾーン 交流、研

拠点の形成 る豊橋サ

崎東部地区 パーク、

あいち学術研究開発ゾーン

は、豊橋サイエンスクリエ

修、リエゾン機能を果たす

イエンスコアを中心に、

豊橋技術科学大学が立地し

の更に南の豊

イトがあり、

拠点施設であ

豊橋リサーチ

ている。

第 章第 章



第 編 最近の

岐阜県

年史

鹿山麓リサーチパーク、鈴鹿山麓アグリハイテク
第

岐阜県南部章

て広がる研科
学

市・アークぎ技
術
研 フトピアジャ
究
開 構成されてお発
機 技術、バイオ能
の

の東海環状自動車道沿い

究開発拠点群 研究ネット

ふ 構想は、東濃研究学

パン、 テクノジャパン

り、極限環境科学、情報

科学、生命科学などの先

に弧を描い ヒルズ、

ワーク都 鈴鹿山麓

園都市、ソ このコア

などから 環境保全

科学、 を図るた

端的科学技 期工区

鈴鹿山麓ハイブリッドスク

研究学園都市が中心的役割

地区である鈴鹿山麓リサー

、情報などに関する研究開

め、平成 年 月、四日市

の用地造成を行い、

エアからなる

を担っている。

チパークは、

発機能の集積

市桜地区に第

研究施設、交

振 術の集積を図
興

東濃研究学

で、平成 年

基づき整備し

多治見市、土

チパークで構

材料研究セン

っている。

園都市は、その構想の中

月の多極分散型国土形

たもので、 極限環境 を

岐市、瑞浪市にまたがる

成されている。主な施設

ター、文部科学省核融合

流施設、

心的な存在 当リサ

成促進法に 技術移転

テーマに、 術の発展

つのリサー 成 年

は 超高温 には施設

科学研究所、 ターは平

研修施設などを整備してい

ーチパークの中核施設であ

研究センター（ ）は

途上国への移転を行うこと

月に財団として認可され、

が竣工した。 三重ソフ

成 年 月に設立、平成

る。

る 国際環境

、環境保全技

を目的に、平

平成 年 月

トウエアセン

年 月施設が

日本無重量

構東濃地科

ター、東濃地

ソフトピ

アの研究開発

開設された。

総合研究所、核燃料サイ

学センター、先端科学技術

震科学研究所などがある

アジャパンは、国際的な

拠点として、平成 年

研究開発、インキュベー

クル開発機 竣工した

体験セン

。 登録セン

ソフトウエ る研究学

月大垣市に 三重県環

ト、人材育 成 年

。三重県科学技術振興

の登録審査などを行う

ター（ ）が入居し、交流

園都市センターは平成 年

境総合センター、三重県衛

月に、貸工場にあたる試作

センター及び

国際規格審査

の拠点でもあ

月に、また、

生研究所は平

開発型事業促

成、情報発信

ンセンタービ

成 年に開設

く進出企業群

づくりの高度

カデミー（平

フトピアコン

などの機能をもつソフト

ル（平成 年 月オープ

した大垣市情報工房とそ

からなり、近接するメデ

教育機関である国際情報

成 年度開設）などとと

プレックス形成を目指し

ピアジャパ 進施設は

ン）及び平 した。

れを取り巻 平成

ィアソフト 開設され

科学芸術ア が実現し

もに国際ソ 験研究施

ている。 いる。

平成 年 月に、それぞ

年 月には、ゲノム解析研

、民間企業として初めての

た。更に、オープンラボに

設は、近々工事に着手する

れ施設が竣工

究センターが

研究所の開設

なる開放型試

予定となって

テクノ

交流・情報拠

クノセンター

を取り巻く進

として、各務

ジャパンは、平成 年 月

点、人材育成の機能をも

などが入居するテクノプ

出企業からなり、 技術

ヶ原市に開設された。

、研究開発、 しかし

つ テ リサーチ

ラザとそれ ヒルズ、

のメッカ 整備が遅

民間企業

が立たず

、整備が進んでいるのは、

パークだけで、鈴鹿山麓ア

鈴鹿山麓ハイブリッドスク

れていて、鈴鹿山麓リサー

の誘致を計画していた第

、三重ハイテクプラネット

この鈴鹿山麓

グリハイテク

エアなどでは

チパークでも、

期工事のめど

構想の見直

三重県

三重県では

進法に基づく

ハイテクプラ

この構想で

、平成 年に多極分散型

振興拠点地域基本構想と

ネット 構想を立てた。

は、 つの重点整備地区

しが進め

国土形成促

して、三重 静岡

浜松市

のうち、鈴 クノポリ

られている。

県

を中心にして、昭和 年度

ス構想を策定した。産学官

に浜松地域テ

の交流体制の
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（出所 中部プロジェクト 平成 年 月、 中部産業活性化センター）
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確立を図るた

年史

めに、浜北リサーチパーク、浜松技 ［ ］今後の整備方向・計画
第

術工業団地の章

浜名湖国際科
学

央研究所、静技
術
研 相次いで開所
究
開 の アクトシ発
機 未来都市 の能
の

造成完了、浜松工業技術

頭脳センター、浜松ホト

岡大学地域共同研究セン

した。平成 年には、複

ティー も完成し、 音と

形成にも努めている。

センター、

ニクス 中 研究開

ターなどが おいては

合商業施設 どのコア

光と色の などから

るコア施

発機能の集積を図る研究学

、研究開発、研究交流、研

施設とそれを取り巻く企業

構成されているなかで、地

設整備は、当初計画より大

園都市構想に

究開発支援な

群、大学施設

方自治体によ

きく遅れてい

振
興

長野県

テクノポリ

テクノハイラ

ポリス、善光

訪テクノレイ

のテクノハイ

ス構想の長野県版として

ンド信州構想を策定し、

寺バレー、アルプスハイ

クサイド、伊那テクノバ

ランド圏域を設定した。

るものの

し、民間

昭和 年に 局面にあ

浅間テクノ 多くなっ

ランド、諏 方自治体

レーの つ ることが

肝要にな

マクロ的にみれば進捗がみ

企業の誘致は、景気後退に

り、今後の展望も立ってい

ている。併せて、施設整備

の財政悪化により、今後は

予測され、長い目で整備し

る。

られる。しか

伴って難しい

ないケースが

においても地

更に難しくな

ていくことが

特に、浅間

唯一テクノポ

ランド信州形

上田地域には

短期大学校、

チメディア

テクノポリスは浅間山麓

リス法の承認を受けて、

成の主導的な役割を果た

、上田リサーチパーク、

マルチメディア研究セン

情報センター、佐久地域に

地域にあり、 一方で

テクノハイ 年 月

している。 造的な研

長野県工科 開発成果

ター、マル などの活

は佐久リ されるよ

、平成 年 月の科学技術

の科学技術基本計画の策定

究開発の促進、産学官連携

の移転実用化、地域の研究

動や仕組みづくりに国の予

うになり、研究学園都市と

基本法、平成

をうけて、創

の促進、研究

開発力の結集

算が厚く配分

そこにおける

サーチパーク

クトリーパー

［ ］その

上述した中

状況に加え、

が完成、小諸地域には、

クを予定している。

他の動き

部 県における研究開発

当地域の大学においては

ニューファ 施設整備

充実にも

が過ぎた

動はまさ

を更に発

機能整備の

、既に、す

というハード面だけでなく

視野が広がってきている。

愛知県の 科学技術交流財

にこれにフィットしたもの

展、拡大させていくことが

、ソフト面の

設立から 年

団における活

で、この活動

重要である。

べての国立大

産学官連携の

学では、専任

強化されてい

併せて、名

ベンチャービ

学に共同研究センターが

推進に努めている。特に

教授の配置、リエゾン機

る。

古屋大学、名古屋工業大

ジネスラボラトリーが設

設置され、

、名古屋大

能など拡充

学などには

置され、新

規事業創出へ

更に、地域

ば、愛知県で

ど、産学官が

の研究・教育の機能が付

の研究開発を支援するた

は 科学技術交流財団を

一体となった活動が進め

加された。

めに、例え

設立するな

られている。



第

［ ］ 国

（

節 中部 県の研

際環境技術移転研究

）

究開発機能整備

環境管理センター
企業 経

に対する本会の

・環境監査への対応や 環

営を支援するため、審査登

第

章

科
学活動
技
術
研
究
開境にやさしい 発
機録及び審査員 能
の

国際環境

当地域がこれ

と経験を生か

を目指し、地

展に貢献する

に三重県、四

技術移転研究センター（

まで環境問題に取り組ん

して、諸外国の環境改善

球環境の保全と世界経済

ため、鈴鹿山麓研究学園

日市市及び民間企業の出

研修の充

）は、 審査登録

できた技術 当セン

・環境保全 査登録セ

の健全な発 三重県及

都市の一角 セクタ

捐によって、 置された

実等を図ることを目的とし

センターが、平成 年 月

ターは、 三重県環境保全

ンターを母体として、岐阜

び東海 県の主要企業 社

ーであり、鈴鹿山麓研究学

。

振た 国際規格
興

に設立された。

事業団環境審

県、愛知県、

が出資した第

園都市内に設

平成 年（

足、同年 月

なった。

研修指導事

研修 名

この 年間で

） 月三重県知事の認可

には通商産業大臣認可の

業は、平成 年度末には

、海外研修 名、 ヵ

その受講生が発展途上国

を受けて発 本会で

財団法人と と併せ、

機能集積

累計で国内 ながるも

国にも達し、 いて協力

の環境行政

は、当センターの設立は、

当研究学園都市の地球環境

に寄与し、シナジー的な成

のであることから、設立資

した。

の機能

保全に対する

果の発揮につ

金の募集につ

部門における

研究開発事業

した連携に展

本会は、太

り、設立以来

業の円滑な運

中核的地位に就いたこと

、調査情報提供事業など

開してきている。

田会長が の会長職

関係行政機関とともに、

営、発展に関与している

によって、 ［ ］
がより密接

を務めてお

センター事 超高

。 エネルギ

阜県、多

超高温材料研究セン

）、超高温材料研究

）の各岐阜センター

温材料研究センター（

ー産業技術総合開発機構

治見市、民間企業による第

ター（

所（

）は、新

（ ）、岐

セクターと

［ ］ 国

（

平成 年

が発

みやフォーマ

際規格審査登録センタ

）

月 日に国際標準化機構

効し、企業のマネジメン

ンス評価が、国際規格と

して、まー

（ ）の

トの仕組

して全世界

た、超高温材料研究所（ ）は、

で運用される

の

施する機関が

首都圏に集中

こうした状

こととなった。

導入には、審査登録・研

必要であるものの、これ

しているのが現状である

況から、東海地域を中心

修等を実

らの機関は

。

に、企業の
超高温
年 月

材料
日
研究センター 研究所創立
、多治見）

周年記念式典（平成
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民間セクター

年史

として、ともに平成 年 月に設立 ズマの点火に成功、 超高温材料研究センター・
第

された。章

岐阜センタ科
学

研究開発機能技
術
研 高温域におけ
究
開 用化特性評発
機 いる。能
の

ーは、山口センターの新

とは異なり、開発された

る力学的特性及び耐環境

価機能を提供する場として

超高温材

素材創製の 合研究所

新素材の超 ている。

性などの実

活動して ［ ］

料研究所岐阜センター、

などとともに東濃研究学園

科学技術交流財団（

日本無重量総

都市を形成し

）

振 本会では、
興

等共催してい

を通じてセン

引き続き支援

［ ］ 日

）

平成 年から、同センタ

る“超高温材料国際シン

ター機能の発揮と経営基

している。

本無重量総合研究所

ーや岐阜県 科学

ポジウム” 月、愛知

盤づくりを 発機能の

成を図る

て設立さ

本会は（
同財団

技術交流財団（ ）は

県を中心とした地域におけ

強化と既存産業の高度化及

ため、愛知県及び民間企業

れた。

、この民間分の出損につい

は、産業界、学界、行政の

、平成 年

る学術研究開

び新産業の育

の出捐によっ

て協力した。

連携・参画に

宇宙環境の

医療、バイオ

術革新の可能

日本無重

空間や航空機

利用は、新材料、エレク

テクノロジーなどの幅広

性を秘めている。

量総合研究所（ ）

利用ではなく、極めて身

より運営

トロニクス、 よる発想

い分野で技 新技術創

の技術開

は、宇宙 及び国の

近な地上で 業などを

し、研究交流クラブ、各種

の芽を創造する研究者交流

出に向けた共同研究の促進

発支援、情報の提供、人材

科学技術振興事業のコーデ

推進している。また、これ

研究会などに

の場の提供、

、中小企業へ

育成の支援、

ィネイター事

らの活動拠点

の安価な無重

物理現象の解

縦坑を活用し

の出資による

設立した。平

燃焼、流体、

フサイエンス

量落下実験によって、そ

明を足早に行うために、

て、岐阜県、土岐市、民

第 セクターとして平成

成 年度から平成 年度

金属、セラミックス、半

などの分野で、落下実験

の基礎的な となる科

堅固な鉱山 陵地域の

間企業 社 定である

年 月に

末までに、 ［ ］
導体、ライ

回数は累計 岐阜県

学技術交流センター施設は

あいち学術研究開発ゾー

。

ソフトピアジャパン

では、マルチメディア産業

名古屋東部丘

ン に設置予

を次世代の基

回に達

［ ］文部

平成元年

心に、京都大

している。

科学省核融合科学研究

月、名古屋大学プラズマ

学ヘリオトロン核融合研

所

研究所を中

究センター

幹産業

度化、

の係わ

的なソ

年 月

ピアジ

と

更

り

フ

岐

ャ

位置づけ、新産業の育

には、医療・福祉・教

の深い民生分野の情報

トウェアの研究開発拠

阜県の設立許可による

パン を大垣市に開設

成や

育な

化を

点と

財

した

地域産業の高

ど県民生活と

目指し、国際

して、平成

団法人ソフト

。

の一部及び広

部を結集し、

した大学共同

合研究の国内

トした。また

島大学核融合理論研究セ

大型ヘリカル装置（

利用機関として土岐市に

外の中核拠点（ ）と

、平成 年 月にはファ

ンターの一

）を中心と

設立、核融

してスター

ーストプラ

この

（人材

ニュー

現在は

成 年

ソ

育

ビ

、

度

フトピアジャパンでは

成機能、情報発信機能

ジネス創出機能）に基

ソフトピアジャパンセ

）を中心に、 ソフトピ

、

、研

づき

ン

ア

つのコア機能

究開発機能、

活動しており、

タービル （平

ジャパン・ア



ネックス（平成 年度）、ソフトピアジャパン・ テクノセンター、岐阜県土地開発公社の 者が推

ドリーム

周辺に立

名を超え

更に、

ネス拠点

コア

地し

る規

平成

とし

する施設とし

（平成 年度）が建

た企業を含め 社、

模に拡大している。

年 月開設予定で、

て業務や日常生活を

設

就業

世

時

て ワークショップ

され、その 進主体

者約 億

当プ

界とのビジ 阜県の

間サポート を統括

と

円）

ロ

シ

し

（仮称） を 県科学技

なって テクノジャ

プロジェクトを発足さ

ジェクトは、研究開発

ンボルと位置づけ、県

て先端的な研究開発の

パン

せ

立県

の

推進

術振興センター と、

第

章

科
学
技
術
研
究
開
発
機
能
の

（総事業費約

た。

を標榜する岐

試験研究機関

を図る 岐阜

に関する研究

現在整備

本会は

上がりに

［ ］

中で

、こ

対し

岐阜県では

ある。

のソフトピアジャパン

て支援を行った。

テクノジャパン

の

、バーチャル・リアリテ

開発、

円滑な立ち の事業

ター

に関す

である

テク

人

を

の

る

。

ノ

ィ（ ） いえる情

材・企業育成、情報提

行う第 セクターの

会社ビルを合築で建設

“研究者の溜まり場”

また、センタービル周

ジャパン を整備し、

供、

し、

の創

辺に

産業

報処理サービス業、デザイ

振
興

交流促進など

テクノセン

先端科学技術

出を図るもの

業務団地

の頭脳部分と

ン業、ソフト

技術を“

テクノロ

発、情報

もに、そ

メッカを

この具

モノ

ジー

処理

の関

目指

体化

づくり革命”を起こす

と位置づけ、頭脳部分

、商品開発等の機能強

連産業を集積し、

している。

のために、平成 年

で

化

技

月

世紀のキー ウェア

ある研究開 超ハイ

を図るとと ことを

術・産業の 本会

すると

、頭脳立地 啓発と

業

テ

目

で

と

情

、機械設計業などの企

ク・オーダーメイドの

的としている。

は、 テクノセン

もに、平成 年度から

報発信を目的として開

業の

モノ

ター

催

集積を図り、

づくりを図る

の設立を支援

に関する普及

している

法に基づ

れたこと

く岐

を受

第

阜地域集積促進計画が

けて、各務原市に、岐

国

阜

節 技術交流の推

から承認さ

県、

進

を支援した。

［ ］大学

術交流会

本会技術委

活動として、

学共同研究

共同研究センターの

の開催

員会では、産学官協調体

会員企業の開発実務者に

センター及び公設試験研究

見学・技 ［ ］シ

支援

制づくりの 本会で

よる国立大 情報の交

機関の見 交流など

ンポジウムやセミナ

は、科学技術振興に関連し

換、技術者・研究者の産学

の当地域への促進・普及の

ーの共催・

て、研究開発

官交流、国際

場を提供し、

学・交流会を

りに平成 年

及び 機関で

は大学研究者

展開した。平成 年（

までの 年間で、 大学

延べ 名の参加を得た

などによる自律的活動に

）を皮切 それによ

・ 研究室 出・育成

後、本活動 関心の浸

移行した。 ンポジウ

例えば

る関連産業の振興及び新

、併せて、市民への科学技

透などを目的に、広く各層

ムやセミナーの主催、共催

、超高温材料国際シンポジ

しい産業の創

術への理解・

が参できるシ

を行っている。

ウムの主催、
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ロボテ

年史

クス国際会議、産業技術保存継承シ て の検討を更に深め、大型風洞など大規模な研
第

ンポジウムな章

科
学
技 ［ ］科学
術
研 充実整備究
開
発
機 本会技術委能
の

どの支援などを継続的に行

技術の振興、高等教

等に関する要望・提

員会では、産学官連携を

っている。 究設備を

とそれに

成 年育機関の
設備につ言
係先へ提

促進するた

有する中核研究センターの

対する中部の優れた立地性

月 航空宇宙将来機の開発

いて と題する報告書をと

言した。

整備の必要性

について、平

に必要な研究

りまとめ、関

振 めの公設研究
興

どの提言、及

の陳情・要望

にとどまらず

育 について

超信

機関、大学における研究

び地域の研究開発機能の

など、単に 研究 とい

、創造的な技術者の育成

も積極的に取り組んでい

頼性無機融合材料 の次

のあり方な 産

強化のため につい

う側面だけ 平成

という 教 開発分野

る。 チャルリ

チャルリ

今後の活世代産業

業界における の現

て を提言

年 月、当地域で育成すべ

の一例として、注目を浴

アリティー（ ）技術を取

アリティー技術の現況、及

用とその課題などに関して

状とこれから

き具体的研究

びているバー

り上げ、バー

び産業界での

その調査研究

基盤技術

当地域の代

業の振興と

用をねらい、

材料 新規プ

望した。

制度による開発推進に関

表的産業であるセラミッ

ファインセラミックスセ

平成 年 月、 超信頼性

ロジェクトの実現を通商

成果をする要望

クス関連産 ついて

ンターの活

無機融合 国

産業省に要 を発表

産官学

産業界における の現状

としてとりまとめた。

立大学の研究のあり方に

協調を促進するために、平

とこれからに

関する提言

成 年 月に

中部

いて の

産官学協調

一環として、

用化に資する

年 月 中

公設試験研究機関の産官

提言

を促進するための研究体

地域産業の生産活動や先

公設試の機能強化を図る

部公設試験研究機関の産

過去 年

公立試験協調につ

究者への

制の整備の 科学技術

端技術の実 び研究者

ため、平成 同研究の

官協調につ あり方に

間にわたる国立大学共同研

研究機関等の見学や 大学

ヒアリング結果など生の声

予算の倍増、国立大学の研

の人事交流を中心とした実

促進策などについて 国立

関する提言 としてとりま

究センター、

名の大学研

を集大成して、

究費の拡充及

効ある産学共

大学の研究の

とめ、通産省、

いて をとり

ここでは、

力及び研究機

統廃合による

どの必要性を

まとめた。

公設試験研究機関の依頼

能の強化の視点から、公

事業の効率向上、人材の

提言した。

文部省に

試験対応能

設試の改組、 地球

有効活用な ついて

平成

地球規模

要望した。

環境に関わる戦略的研

の要望

年 月と平成 年 月の

の環境問題や社会経済活動

究機関設置に

回にわたり、

の変化に関わ

航空

備につい

当地域に集

産業の研究開

した 中部に

宇宙将来機の開発に必要

て の提言

積が高く、先端産業であ

発の促進について、平成

誘致すべき航空宇宙関連

る問題にな研究設

地球環

る航空宇宙 研究学園

年に提言 重県商工

設備につい に要望し

ついて戦略的、横断的に研

境に関わる戦略的研究機関

都市への設置を、三重県、

会議所連合会とともに、環

た。しかしながら、当研究

究・分析する

の鈴鹿山麓

四日市市、三

境庁、大蔵省

機関は、平成



年 月神奈川県湘南国際村への立地が決定さ 民間企業のための研究開発資金支援制

れた。

名古屋

る要望

平成 年

を代表する国

工業技術研究所の移転整

月、 年 月及び同年

立研究施設である名古屋

度ガイ

民間企

観点から備に関す

資・債務

月、当地域 い公的制

工業技術研 開発資金

ドブック の発行

業における研究・技術開発

、これらを資金面で支援す

保証・出資など、バラバラ

度が一覧できる 民間企業

支援制度ガイドブック を

第

章

の促進を図る 科
学

る補助金・融 技
術
研でわかりづら
究
開のための研究 発
機平成 年 月 能
の

究所について

を進めている

を、愛知県、

に、通産省工

更に、上記

なか、平成

整備拡充を引

、名古屋市が総合的研究

志段味地区への移転整備

名古屋市、名古屋商工会

業技術院、大蔵省に要望

要望の第 期工事が進め

年 月及び 年 月に第

き続き要望した。

拠点の建設 に発行し

・機能強化 なお、

議所ととも 科学技

した。 ページに

られている な見直し

期以降の

中

た。

このような制度は毎年変わ

術交流財団の協力により、

この最新の情報を掲載いた

を行っている。

部地域の研究開発環境

振
興

っていくため、

財団のホーム

だき、定期的

の整備 産学

名古屋

充整備に

平成 年

官学の協力体

センターの拡

大学先端技術共同研究セ

関する要望

月、名古屋大学で計画さ

制の強化に資する先端技

充整備構想について、そ

官連携

先端的ンター拡

中部地域

れている産 発環境、

術共同研究 な条件で

の早期実現 どが国に

について を提言

なものづくりの世界的な中

が発展するためには、基盤

とりわけ大学と産業界の関

ある。更に現在、国立大学

おいて検討されている。

枢圏域として

である研究開

係強化が必須

の法人格化な

を名古屋大学

更に、平成

エゾン機能の

創造

中等教育

次代を担う

総長に要望した。

年 月には、同研究セ

整備強化についても要望

的技術者・研究者を求め

を考える を提言

創造的な技術者・研究者

本会で

ンターのリ するうえ

した。 究開発機

つ実効を

案の提示て 初等

れらを支

を輩出する 地域の研

は、このような状況は、産

で絶好の機会であるととら

能の活用策を全国に先駆け

あげていくために大学への

、その変革案への産業界の

える地域のあり方などに

究開発環境の整備 産学

学連携を強化

え、大学の研

て整備し、か

具体的な変革

支援、及びそ

ついて、 中部

官連携につい

環境を整える

者・研究者を

とりまとめ、

当提言書は

いてとりまと

や学校への裁

ため、平成 年 月に

求めて 初等中等教育を

教育行政機関等に提言し

、初等中等教育のあり方

め、教育における実質的

量権委譲、ものづくりの

創造的技術 て と題

考える を 文部科学

た。 自治体に

に主眼をお

な地方分権 知的

現場体験の 関の整

する提言書を平成 年 月

省をはじめ、中部地域の国

要望した。

財産に関する総合的な

備に関する要望

とりまとめ、

立大学、地方

研修・研究機

教育プログラ

た参加体験型

めたものであ

教育改革プロ

た。

ムへの取り込みや子ども

ミュージアムづくりなど

り、中央教育審議会や文

グラムに意見が反映され

を対象とし 特許庁

をとりまと 研修のあ

部科学省の 度改革の

るよう努め 関係者に

ている。

においては これからの知

り方を考える懇談会 を設

流れを踏まえ、弁理士を含

対する研修のあり方につい

的財産分野の

置し、司法制

めた知的財産

て検討を進め
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本会では、

年史

ものづくりの中部にとってこの知的
第

財産に関する章

平成 年 月科
学

で、特許庁に技
術
研 者全般に対す
究
開 機関 知的財発
機 の整備、並び能
の

動向には大きな関心を持

、愛知県、名古屋商工会

対し、弁理士を含めた知

る研修、研究のための総

産権総合研修・研究センタ

に当センターの愛知県へ

っており、

議所と共同

的財産関係

合的な中核

ー（仮称）

の設置を要

振 望した。
興
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［ ］中部

情報化

第 節 中

の情報化の状況

の状況

部の情報化の状況

現在で

ており、

は、イン

と諸施策

万回線、全国（ 万回線

平成 年度から急激に

ターネットの急激な普

）比

伸び

及に

％となっ

ている。これ

伴い、一般加

） 電話等の

中部 県に

携帯電話・

テレビ加入世

一般加入電

で 万台に

普及状況

おける情報化の現状を一

加入者数、 回線、

帯数の変化でみると次の

話数は、平成 年（ ）

のぼり、全国の加入台数（

般加入電話、

ケーブル

通りである。

月末現在

万台）

入電話

ンター

できる

等費用

用され

次に

回

ネ

こ

が

る

、

線よりも高速なデータ

ットにアクセス中であ

となど多様な機能、更

低減したことから、広

ようになったことが理

自主放送を行うケーブ

伝送

って

に機

く一

由に

ルテ

能力、及びイ

も電話が利用

器の価格低下

般家庭でも利

あげられる。

レビへの加入

の ％を占

回っている。

人に 台

ている。一般

部 県

にある。この

への移

め、世帯数の全国比

また、これを人口普及率

加入（全国は 人に 台加

加入電話は、平成 年度を

万台、全国 万台）

理由としては、利用者の

行があげられる。

％を若干上

でみると、

入）となっ

ピーク（中

に減少傾向

携帯電話、

世帯数

在、

％

また、

と、全

一方、

を

万

を

ケ

国

長

平成 年

みると、東海 県では

世帯で全国加入世帯数

占めており、平成 年

ーブルテレビ加入世帯

の普及率 ％を大き

野県のケーブルテレビ

月末現在約 万世帯

平成

（

以降

普及

く上

への

、加

年 月末現

万世帯）の

急増している。

率は、 ％

回っている。

加入世帯数は

入世帯普及率

一方、携帯

年 月末現在

数（ 万

及率でみると

携帯電話は、

毎年 万台

電話及び の加入者数

で 万台にのぼり、全国

台）の ％となっており

ほぼ 人に 台の加入と

平成 年度に 万台に

近くの加入があり急速に伸

は、平成

の加入台

、人口普

なっている。

到達以来、

びている。

は、

なお

ケーブ

、

ル

％となっている。

近年はインターネット

テレビ事業者も増えて

サ

おり

ービスを行う

、平成 年

その理由には

あげられる。

なお、平成

の加入者も急

の

、料金の低廉化、機器の

年以降モバイル イン

増している。

サービス回線数は、平成

価格低下が

ターネット

年 月末

第 章第 章
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ホスティング・ハウジング事業、インターネット
第

章

中
部
の
高
度
情
報
化
促
進

コンテン

さまざま

てきてい

これら

ビスの迅

に立地す

ツ制作・運営、ポータルサ

な事業を複合的に展開して

る。

の企業は、営業活動の効率

速性を確保する必要性から

る傾向が強く、企業の本社

イト運営など

いる企業も出

性や保守サー

、顧客の近く

機能が集中す

る大都市

ビス業の

神奈川、

対し、関

部 県は

に集積している。平成 年

売上高（本社ベース）は、

千葉、埼玉）が ％を占

西圏（大阪、兵庫、京都）

％となっている。

度の情報サー

東京圏（東京、

めているのに

は ％、中

月現在で同事

県で 社と全

この理由と

いこと、料金

業を行っている事業者数

国（ 社）の ％を占

して、ケーブルテレビの

が定額・安価で、高速の

は、中部

めている。

普及率が高

データ伝送

が可能である

） 情報サー

情報サービ

よる計算事務

業態として

サーバーシス

インテグレー

ことがあげられる。

ビス業の状況

ス業は、汎用大型コンピ

やシステム開発等の受託

発展しており、近年クライ

テムへの移行が進むなか

ションやアウトソーシン

ューターに

業務を行う

アント・

、システム

グサービス

等への比重

ターネットの

を高めつつある。平成 年

急激な普及に伴いプロバ

以降イン

イダー事業、

） 地域

地域の

年以降

情報化の状況

情報化推進に向けて、国に

、各省庁が情報化構想を提

おいては昭和

唱し、それぞ



れモデル地域の指定を行っている。中部地域でも 町・額田町

これに対応し

つくり情報通

を進める取り

テレトピア

、デ

、情報拠点施設及び情報

信産業を育成、併せて地

組み等がなされている。

構想指定地域 （総務省

ータ通信、コミュニティ

通信設備を 岐阜県

域の情報化 三重県

長野県

）

ー放送など 地域・

多治見市・笠原町

松阪市・飯南町・飯高町・

町・大台町・勢和村・宮川

須坂市・小布施町・高山村

生活情報通信基盤高度化事

第

章

多気町・明和 中
部

村 の
高
度・長野市
情
報
化
促業指定地域 進

の各種情報メ

することで各

同時に、マル

に及ぼす効果

握し、向かう

克服するとと

社会の活性化

ディアをモデル都市に集

地域が抱える問題点の解

チメディアが家庭、経済

や影響、問題点を実体験

べき高度情報社会の諸問

もに、地域情報化の促進

を図ることを目的とした

中的に導入 （総務省

決を図ると 電気通

、地域社会 団体など

を通じて把 て公的サ

題を事前に る事業。

により地域 マルチ

構想。 情報バ

）

信格差是正事業の一環とし

が高度なネットワークイン

ービスを提供する拠点施設

メディア街中にぎわい創出

リアフリー・テレワークセ

て、地方公共

フラを利用し

整備を支援す

事業 塩尻市

ンター施設整

昭和 年以

地域（全国

愛知県 豊田

浦東

曽川

文化

降平成 年までに、中部

地域）が指定されてい

市・三好町、名古屋市、

部広域行政圏、一宮市・

町、豊橋市、蒲郡市、知

圏、西尾幡豆広域市町村

県では 備事業

る。 地域イ

岡崎市、衣 那市

尾西市・木 テレワ

多北部情報 新世代

圏 市、飯

谷汲村

ントラネット基盤整備事業

ークセンター施設整備事業

地域ケーブルテレビ施設整

南町、上野市、美杉村、松

静岡県、伊

須坂市

備事業 豊橋

阪市、伊勢市、

岐阜県 高山

見市

三重県 四日

区広

鈴鹿

静岡県 静岡

長野県 上田

市、大垣市、可児市、岐

・笠原町、土岐市

市市、伊賀地区広域市町

域行政圏、伊勢市、松阪

市、東紀州広域市町村圏

市、浜松市

市・丸子町・東部町・坂

阜市、多治 鈴鹿市

自治体

村圏、津地 郡市、

市、桑名市、 汲村、

本市

城町、飯田 先進的

、久居市

ネットワーク施設整備事業

長久手町、足助町、岐阜県

浜松市、西伊豆町、細江町

情報通信システムモデル都

岡崎市、蒲

、大垣市、谷

、長野市、松

市構築事業指

市、

域市

域

三郷

広域的地域

諏訪地域広域市町村圏、

町村圏、長野市、松本市

（明科町、豊科町、穂高町

村、堀金村）

情報通信ネットワーク整

大北地域広 定地域

、安曇野地 世紀

、梓川村、 図ること

の複合的

整備を行

備促進モデ 愛知県

（総務省、経済産業省）

型マルチメディア未来都市

を目的に、行政、教育、医

な機能を持つ先進的情報通

う事業。

ひまわりネットワーク

の先行実現を

療、防災など

信システムの

ル事業指定

広域的な情

る複数の地方

構築を委託す

愛知県 愛知

地域 （総務省）

報通信ネットワークの構

公共団体の連携主体に対

る事業。

県及び県内全市町村、岡

岐阜県

築を企画す 三重県

してモデル

崎市・幸田

可児市

三重県、 シー・ティ・ワイ
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先進的アプ

年史

リケーション基盤施設整備事業指定 会福祉施設などと連携した遠隔医療を行う事業。
第

地域 （経章

地方公共団中
部

用したアプリの
高
度 業分野におけ
情
報 データベース化
促 を有する開放進

済産業省）

体などが先進的な情報処

ケーションを整備し、公

る情報化を促進すること

管理・ネットワーク管理

的なコンピュータシステ

岐阜県大

理技術を応

的分野、産 田園地

を目的とし、 域 （

などの機能 高度な

ムを備えた 克服し、

垣市、三重県熊野市、長野

域マルチメディアモデル整

農林水産省）

情報基盤の整備により地理

快適な農村生活を実現する

県佐久市

備事業指定地

的ハンディを

ことを目的と

施設を整備す

岐阜県、長野

ワーク （愛

地域情報化

（経済産業省

地域の特色

る事業

県上田市・丸子町、ひま

知県）

街づくり推進事業指定地

）

に応じた情報化を推進し

し、必要

わりネット ルテレビ

な情報基

愛知県岡

域 上村

、地域産業 情報

に応じて総務省の施策と連

などの高速、大容量の双方

盤を整備する事業。

崎市、岐阜県国府町、坂内

拠点施設の概要

携し、ケーブ

向通信が可能

村、長野県川

の活性化や地

を目的として

びベンチャー

備する 地域

される中核施

開発、及びそ

域住民生活の利便性向上

いる。人材養成施設、研

企業への支援施設などを

総合情報化施設整備事業

設を活用する先進的情報

れに係る実証実験を行う

を図ること ） 豊橋

究施設、及 産学交

一体的に整 イト 計

と、整備 プンした

システムの ファクト

地域総合 進と情報

サイエンスコア（豊橋市）

流や研究開発を行う サイ

画 の拠点施設として、平

。この中に設置されてい

リーは、地域内の既存産業

産業の育成を目標として、

エンスクリエ

成 年にオー

るデジタル・

の情報化の推

情報化コンサ

情報化支援シ

愛知県、岐阜

島町、長野県

生活空間

（経済産業省

急速に進展

ステム整備事業 。

県、美濃加茂市、浜松市

坂城町

情報化システム開発事業指

）

するデジタル技術、情報

ルティン

、天城湯ヶ ムページ

） 岡崎

行政情

定地域 どこでも

年に建

技術を活用 クセンタ

グ、デジタルコンテンツ作

作成支援などの事業を行っ

市情報ネットワークセンタ

報を集め、住民が必要な情

、はやく取得するための拠

設された。岡崎市では、情

ーを軸として、公共施設を

成支援、ホー

ている。

ー（岡崎市）

報をいつでも、

点施設で平成

報ネットワー

網で接

することによ

会空間の創造

を構築する事

三重県鳥羽市

遠隔医療推

って、地域の創意工夫を

や拡大が図れるような社

業。

進モデル事業指定地域

生かした社 続しネッ

会システム らし の

進してい

始められ

験を引き

幸田町、

トワーク化を図るとともに

情報提供を充実するなど地

る。更に、 岡崎リサーチ

たマルチメディアの教育分

継ぎ発展させることや、岡

額田町の 市 町を一つの

まち や く

域情報化を推

センター で

野への応用実

崎市、蒲郡市、

生活圏として

（厚生労働省

在宅医療の

る適切な医療

的とし、慢性

診療などに必

）

質の向上と離島・山間へ

を行う遠隔医療を推進す

疾患の患者の家庭と診療

要な機器の設置を補助し

とらえた

き地におけ ） ソフ

ることを目 マルチ

所間の遠隔 して位置

、周辺の社 更には県

広域情報化などを進めてい

トピアジャパン（大垣市）

メディア関連産業を次世代

づけ、新産業の育成や地域

民生活と関わりの深い医療

る。

の基幹産業と

産業の高度化、

、福祉、教育



などの民生分野の情報化を目指すため、国際的な ビス業の創業者支援を行うため、マルチメディア

ソフトウエア

れた。

マルチメデ

支援、映像ソ

スの創出、先

として、産

の研究開発の中核拠点と

ィア等に関する先端的な

フトなどの人材育成、ニ

端的なソフト情報の発信

学官一体で国際ソフトピア

して創設さ 関連機器

料で提供

研究開発の 松市、沼津

ュービジネ を整備し

をコア機能 ） 長野

・コンプ ハイテ

、高速通信回線などの設備

している。静岡県には、静

市、富士市にもインキュベ

ている。

市フルネットセンター（長

ク長野冬季オリンピックの

第
を安価な使用 章

岡市以外に浜 中
部

ートセンター の
高
度
情
報野市） 化
促実現、高度情 進

レックスの形

した情報化の

） テク

バーチャル

ノづくりの革

ジーとして、

ミューズメン

成を目指し、マルチメデ

推進を行っている。

ノセンター（各務原市）

・リアリティー（ ）技

命 を起こす 世紀のキ

設計、建設、医療、福祉

トなど広範な分野でその

ィアを活用 報ネット

基盤の高

育・福祉

術は、 モ 行うスタ

ーテクノロ インター

、教育、ア てマルチ

応用が拡大 ） 上田

ワークの構築、地域生活向

度化などを目的として開

用の映像制作・編集、ソフ

ジオ、ビデオ・オン・デマ

ネットなど、電話回線や

メディア情報の提供を行っ

マルチメディア情報センタ

上・産業経済

設された。教

ト開発などを

ンドシステム、

を利用し

ている。

ー（上田市）

すると期待さ

こうしたこ

究開発、情報

積を強化し、

加価値化を目

た。研究開発

れている。

とから、 関連産業を集

処理、商品開発などの関

高度な生産体制の確立、

指すための中核施設とし

機能、交流機能、情報提

漫画を

積し、研 に紹介す

連業種の集 振興を図

製品の高付 クリエイ

て創設され ク構築、

供機能など 行ってい

通してマルチメディアの世

るとともに、地域の新映像

ることを目的として、デジ

ター育成、上田地域広域行

デジタル・アーカイブ構築

る。

界を地域住民

産業の育成・

タルマンガの

政ネットワー

などの事業を

を有している

） 三重デジ

平成 年、

重デジタル工

ア分野を目指

利用する企業

の利用並びに

。

タル・ファクトリー（四

三重ソフトウエアセンタ

房 として開設した。マ

す企業や、映像やグラフ

などに対し、高性能のハ

研修ができる 場 を提

日市市） ［ ］中
ー内に 三 化施
ルチメディ

ィックスを 高度

イテク機器 阜県）

供するとと 豊田市

部で進められている

策

道路交通システム（

では、市内の渋滞緩和、都

新たな情報

）（豊田市、岐

市内・都市間

もに、実践的

） 静岡マル

平成 年、

ンした。地場

チメディア普

トなどを行っ

なマルチメディア研修を

チメディア情報センター

浜名湖国際頭脳センター

産業の情報化の支援、県

及を目的として、人材普

ている。

行っている。 連携の円

（浜松市） して、駐

内にオープ 報通信シ

民へのマル ターネッ

及やイベン 動車共同

められて

滑化、広域道路ネットワー

車場案内情報板、路側放送

ステム（ ）、ケーブル

ト、情報ステーション等の

利用実験、パーク ライド

いる。

ク化を目的と

、道路交通情

テレビ、イン

構築、電気自

実験などが進

） 静岡マル

ンター（静

新分野に挑

めの しずお

備された施設

チメディアソフトインキ

岡市）

戦する企業家、創業者を

か夢起業支援事業 の一

で、ソフトウエア業、情

ュベートセ また岐

物運搬車

支援するた いる。

環として整

報処理サー

阜県では、情報提供システ

両の動態把握などの実験

ム、産業廃棄

が進められて



第 編 最近の

地理情

年史

報システム（ ）（岐阜県 東海、静岡県） 県では、名古屋市に 交換機が置かれ、
第

コンピュー章

システム（中
部

されているもの
高
度 が出来ていな
情
報 題を抱えてい化
促 や一層のコス進

タ上で地理情報を処理す

）は、行政の業務などに

のの、利用者相互の情報

いことから二重投資にな

る。このため、地理情報

ト削減、運用の容易性な

る地理情報 接続装置

多く利用 三重県立

共有や運用 ルの ヵ

るなどの課 長野市に

の高度利用 市フルネ

どを目的と 石堂

は、名古屋大学、ソフトピ

看護大学、静岡県立大学

所に設置されている。また

交換機が置かれ、接

ットセンター、松本ソフト

ビルの ヵ所に置かれて

アジャパン、

、 熱田ビ

、長野県では、

続装置は長野

開発センター、

、地域間相互

して、統合型

の整備・

美濃加茂市、

市等で進めら

ギガビ

研究開発

の モデル事業など標

普及が、岐阜県、岐阜市

及び静岡県、掛川市、沼

れている。

ットネットワーク

用ギガビットネットワー

準に基づく 接続実験

、大垣市、 ステムな

津市、浜北

地上

実用規

用施設が

ク（ ） ネットワ

や高精細画像伝送による遠

どの研究が進められている

デジタル放送

模の地上デジタル放送研究

全国 ヵ所に整備され、

ークを構成するとともに、

隔授業支援シ

。

開発用共同利

全国番組中継

地域の研究開

は、高度情報

術の研究開発

代超高速情報

や高度アプリ

られることに

ジネスの創出

通信社会を実現させるた

を目的に全国規模で整備

通信網で、超高速ネット

ケーション等の研究開発

よって情報通信分野にお

が期待されている。

めの基盤技 発拠点と

された次世 おむね

ワーク技術 なってい

が広く進め 当地域

ける新規ビ ンターが

局、移動

して開放されており、平成

年程度で各種の実験が進め

る。

においては、名古屋市に研

設置され、三国山送信所他

型中継車、 台の移動測定

年度からお

られることに

究開発支援セ

ヵ所の中継

車などの施設

ネットワ

交換機

れており、最

ている。

ークは、全国 ヵ所に設

と ヵ所の接続装置によっ

大 ギガビットの伝送が

置された によって

て構成さ 組運用技

可能となっ サービス

実験など

、デジタル放送の伝送系技

術の開発、移動体向けマ

の実験、 による放送

が進められている。

術の実験、番

ルチメディア

再送信の伝送

第

コンピュー

においてコン

れ、業務の効

いる。特に、

節 中部の高度

ターの出現以来、あらゆ

ピューター・システムが

率化などの情報化が進め

年代に入ってからの

情報化に向けて

る産業分野 ジネス・

取り入れら もまた急

られてきて こうし

パソコン能 まで以上

の本会の取り組

スタイルはもちろん、ライ

激な変革を迎えている。

た情勢のなかで、本会では

に先端的産業技術の中枢圏

み

フ・スタイル

、中部がこれ

域としてアジ

力は飛躍的な

によって、今

像までも通信

の振興、都市

の担う役割は

増大、インターネットの

や携帯電話で音声、文章

できるようになるなど、

機能の魅力向上などに情

大きくなっている。これ

急速な拡大 ア・太平

、写真、映 発展して

産業・経済 し、国際

報通信産業 基地とす

により、ビ 通信委員

洋地域など世界をリードす

いくためには、産業の高度

競争力を高めて産業技術な

ることが重要であるとの観

会において情報通信の高度

る地域として

情報化を推進

どの情報発信

点から、情報

化に関する調



査研究活動を積極的に行ってきた。 供することが必要であるとの観点から平成 年

［ ］中部

中部

向けて

中部は、先

の高度情報化への取り

の高度情報化への提言

のとりまとめ

端的産業技術の集積が高

月 世

トータ組み
想 を提

本報告世紀に

総合的に

く、今後も 適切な情

紀の交通情報サービスのあ

ル・トランスポーテーショ

言した。

書では、陸・海・空の異な

共有できる情報ネットワー

報メディアをタイムリー

第
り方について 章

ンセンター構 中
部
の
高
度る交通機関が
情
報クを構築し、 化
促に活用できる 進

モノづくりの

とが期待され

情報発信機能

の面において

報化、国際化

能の整備、経

能の強化を推

世界的中枢としてリード

ている地域である。しか

やネットワークづくり、

は立ち遅れていることか

の進展に対応する国際情

済・生活・文化全般にわ

進するための方策につい

していくこ オンラ

しながら、 運用が必

ソフト開発 地理的中

ら、高度情 トータ

報・通信機 を構築し

たる情報機 域におい

て調査・検 的にネッ

イン・リアルタイムシステ

要であるとし、実現に向け

心である中部においてその

ル・トランスポーテーショ

、その後、関東、関西など

て同様のセンターを設置、

トワークすることで大規

ム の開発・

ては、日本の

モデルとなる

ンセンター

それぞれの地

それらを全国

模な交通情報

討を行い、平

報化への提言

本報告書で

産業・技術の

つの観点から

どを開催する

成 年（ ） 月 中部

世紀に向けて をと

は、国際化を目指す機能

強化、広域行政化への対

、 スポーツ・イベント

インテリジェント・ドー

の高度情 ネットワ

りまとめた。

強化、情報 高

応という マル

・見本市な ティー

ム構想、 中部新

ークとするよう提言した。

度情報時代における中

チメディア・エアポー

の形成をめざして の提

国際空港の建設により、空

部新国際空港

ト コミュニ

言

港と隣接地域

コンピュータ

アリティーな

ウエア研究開

報センター構

これらの構

設、ナディア

阜県のソフト

・グラフィックスやバー

どのソフト開発を進める

発センター構想、 国際

想など、 つの提言を行

想は、名古屋市のナゴヤ

パークの国際デザインセ

ピアジャパン、 テクノ

チャル・リ を核とし

高度ソフト が集積し

ビジネス情 拠点とし

った。 情報発信

ドームの建 から、中

ンター、岐 ディア型

ジャパン 度なマル

てグローバルな活動を行う

、高度情報時代における中

て、ヒト、モノ、情報が交

機能の形成が期待されてい

部新国際空港を地域に開か

空港とするための情報通信

チメディアサービスなどに

高次都市機能

部の国際交流

流する高度な

る。このこと

れたマルチメ

基盤整備や高

ついて調査研

などに生かさ

世

ついて

ンセンタ

中部では、

れ、着実に成果を出して

紀の交通情報サービスの

トータル・トランスポー

ー構想 の提言

中部国際空港、 年日

いる。 究し、平

新国際空

ミュニテあり方に

をとりまテーショ

本報告

本国際博覧 端末など

成 年 月 高度情報時代

港 マルチメディア・エ

ィーの形成をめざして と

とめた。

書では、ワイヤレス カー

を用いた空港利用者への情

における中部

アポート コ

題する報告書

ドや携帯情報

報サービス、

会、リニア中

などの大規模

らの実現に伴

れ、国内外を

加することが

央新幹線、第二東名・名

プロジェクトが進展して

い、地域社会・経済が一

対象とした人流・物流が

想定され、利用者に的確

神高速道路 空港管理

いる。これ ト・マネ

層活性化さ グ、コン

飛躍的に増 などの提

な情報を提 スや気象

・運営を支援するトータ

ジメント・システム、物流

ベンションなどを支援する

供を提言するとともに、交

情報サービスの提供など

ル・エアポー

やショッピン

情報サービス

通情報サービ

臨空地域への
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ネットワーク

年史

化による空港都市全体の高度情報化 その一方、在住外国人にとっては、日常生活に
第

を提言した。章

中
部
の 知多
高
度 新国際空
情
報 めざして化
促 常滑市を中進

半島地域の高度情報化構

港と共生する臨空都市圏

の提言

心とする知多中央丘陵地

必要な情

どの外国

強いられ想 中部

このよの形成を

会の開催

域は、空港 層活発化

報、地域行政情報や災害時

語による提供が少なく、不

ている。

うな状況にあって、 年

、中部国際空港の開港は、

することになり、外国語の

の緊急情報な

安定な生活が

日本国際博覧

国際交流を一

放送による適

隣接の地の利

点として、臨

転集約による

交流人口の急

これまで立ち

化し、高度情

の整備や高度

を生かした国際交流・ビ

空産業の誘致・育成、地

活性化などが期待されて

激な増大なども予想され

遅れていた情報化への取

報化時代にふさわしい情

情報通信サービス提供基

ジネスの拠 切な情報

場産業の移 ションを

いる。また、 ど、地域

ることから、 こうし

り組みを強 る 外国

報通信基盤 通信監理

盤の構築が その後

を提供することが、相互の

深め、外国文化に親しむ機

のグローバル化に必要であ

た観点から、平成 年 月

語の 放送局 の早期開

局長に要望した。

、所定の手続きを経て、放

コミュニケー

会を増やすな

る。

当地域におけ

局を東海電気

送主体となる

望まれる。

こうした観

臨空都市圏の

などについて

多半島地域の

共生する臨空

点から、中部新国際空港

形成を目指した高度情報

調査研究を行い、平成

高度情報化構想 中部新

都市圏の形成をめざして

愛知国

と共生する 平成 年

化のあり方

年 月 知

国際空港と 革命

の報告書 インタ

際放送 が平成 年 月

月に開局した。

世紀・中部の高度情報

への対応 の提言

ーネットの急速な普及に伴

に設立され、

化に向けて

い、 革命

をとりまとめ

ここでは、

化の推進や高

ルチメディア

域全域の情報

トワーク構築

本構想は、

た。

福祉・医療、教育、行政

度な交通情報などを提供

サービスセンター構想、

化を推進する知多半島地

事業構想などを提言した

東海電気通信監理局が主

と呼ばれ

などの情報 企業がこ

する知多マ 活用し、

知多半島地 し、魅力

域広域ネッ の変革、

。 ある。

催し、産・ このた

る情報化が進展している。

れに適切に対応し、情報技

世紀に向けての新しい成

ある都市の形成、国際競争

新たな産業の醸成を進める

めには、行政、産業、教育

中部の行政、

術を最大限に

長基盤を構築

力ある産業へ

ことが必要で

、市民生活全

学・官で構成

報化懇談会

れた 中部国

の中に取り入

外国語

する 中部国際空港臨空

に継承され、平成 年

際空港臨空地域高度情報化

れられた。

放送局開局に関する要

地域高度情 般にわた

月に発表さ 産業の振

ビジョン るとの観

高度情報

まとめた

本報告望

り を活用した地域の情

興・発展施策を確立するこ

点から、平成 年 月

化に向けて 革命への

。

書では、電子政府実現に向

報化推進施策、

とが必要であ

世紀・中部の

対応 をとり

けての行政情

グローバル

のみならず市

化しており、

住する外国

％にもの

化が急速に進展するなか

民レベルにおいても国際

愛知・岐阜・三重・静岡

人も増加し、総人口に占め

ぼっている。

で、産業界 報化施策

交流が活発 世代産業

の 県に在 成施策と

る比率は 産業

発施設の

、高度情報化による産業構

の創出施策、情報通信社会

いう つの視点から検討

の育成、 循環社会実現の

設置、 マルチメディア産

造の変革と次

を担う人材育

し、 、

ための研究開

業育成のため



の都市型共同利用施設の構築、 地元大学での このような情勢を踏まえて、日本国有鉄道の分

分野の大

の設置、など

［ ］今後

する意見

学院設置、マルチメディア

分野 項目の提言を行

の電気通信産業のあ

を提出

関連学科 割民営化

っている。 えたこと

る発展な

距離会社り方に関
ることが

中央に位

が地域の活性化に多大なイ

、東京の一極集中の是正、

どに鑑み、 の東・西

の本社所在地は、地方中枢

望ましい。特に、中部地域

置し、国土づくりのうえで

第
ンパクトを与 章

国土の均衡あ 中
部

地域会社や長 の
高
度都市におかれ
情
報は日本列島の 化
促要となる地域 進

日本電信

通信事業法と

格を決める法

産業活動のみ

ぼすとの認識

電話株式会社

した（前出第

電話株式会社法（ 法）

ともに、わが国の電気通

律である。従って、その

ならず国民生活にも多大

のもとに、平成元年 月

法等見直しに対する意見

編第 章第 節［ ］

は、電気 であり、

信事業の骨 徴から、

見直しは、 に設置す

な影響を及 長距離会

日本電信 平成 年

書 を提出 した。

高度情報

高い産業技術集積を有して

長距離会社の本社機

ることが望ましいとする

社の中部地域への誘致に関

月とりまとめ、 や

いるなどの特

能は中部地域

内容の

する要望 を

郵政省に建議

化推進への取

その後、

委員会におい

め、関係要路

今後

り組み 参照）。

法の見直し等に応じて

て鋭意検討のうえ意見書

に建議した。

の電気通信産業のあり方

情報通信

をとりまと

に関する

意見 を

政府は、平

のあり方を審

結果次第では

きな影響を及

この結果、

府の規制緩和

建議

成 年度に日本電信電話

議する予定であったこと

、当地域の情報通信産業

ぼすと考えられた。

電気通信産業の発展のた

とネットワークのオープ

（ ）

から、この

の発展に大

めには、政

ン化が必要

であり、

限を地域支社

域活性化に必

業のあり方に

とめ、郵政省

の経営形態については、

等に大幅に移管・委譲す

要であるとする 今後の

関する意見 を平成 年

はじめ関係当局に建議し

本社の権

ることが地

電気通信産

月とりま

た。

について

平成 年

株会社のもと

再編成される

長距離会社の中部地域へ

要望

月、 法の一部が改正

に東・西の地域会社と長

ことになった。

の誘致

され、持

距離会社に
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章

中
部
の
水
資
源
問
題 中
へ
の
取

部の水資

第 章

源問題への取り組み
り
組
み

［ ］中部

降水量

第 節 中部

の水資源

における水問題の

いる。

平成

国総合水

現状と課題

年 月に発表された国土庁

資源計画（ウォータープ

の 新しい全

ラン ） によ

平成 年

水量は、

量（ ）は

を上

一方、近年

あり、また記

（ ）における中部 県の

、人口 人当たりの水

で、いずれも全国平均

回っている。

の降雨状況をみると、少

録的多雨であった平成

年平均降 ると、生

資源賦存 はゆるや

の 、 すること

雨化傾向に 平成

年と、一転 近年の

活用水は増加、工業用水

かに増加、農業用水はほぼ

が予測されている。

年の大渇水

大規模な渇水は、昭和 年

（淡水使用量）

横ばいで推移

、平成 年の

して厳しい渇

るように、近

くなっている

ためか、年平

更に、当地

れているが、

に見舞われる

水に見舞われた平成 年

年の年間総降水量のバラ

。しかも近年異常天候が

均降水量も下降気味であ

域は水に恵まれた地域で

一方では東三河地域がた

など水資源の地域偏在が

に象徴され 渇水であ

ツキは大き 月、

続いている （平

る。 は

あるといわ 極端に少

びたび渇水 このた

問題となっ 岩屋ダム

る。とりわけ平成 年の渇

月の降水量が、岩屋ダム地

年値 の ％）、牧

（平年値 の ％）と、

ない典型的な夏季渇水であ

め、木曽川水系の水源であ

、阿木川ダムがすべて枯渇

水は、 月、

点において

尾ダム地点で

平年に比べて

った。

る牧尾ダム、

し、最大の取

ている。

（ ）水資源

水利用

平成 年に

億 （取水量

賦存量 （降水量 蒸発散分

状況

おけるわが国の水使用実

ベース、以下同じ）で、

水制限率

） 面積

水系名

大井川水系

績は
天竜川水系

そのうち、
豊川水系

がこれら ダムでは過去最

平成 年大渇水取水制限状
最大取水制限率（％）

地区名 水源施設
上水 工水 農水

大井川用水

河南用水 美和ダム

天竜川下流
用水
豊川用水 宇連ダム

高の農業用水

況

延べ期 間 日数

月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日

当地域は

いる。また、当

は農業用水と

都市活動を支

活動を支える

億 （全国比 ％）を

地域の全使用量の約半分

して、残りは我々の毎日

える生活用水として

工業用水として 億

使用して 矢作川水系

の 億
木曽川水系

の暮らしや

億 、産業 雲出川水系

田川水系が使われて

矢作川給水 矢作ダム用水
愛知用水 牧尾ダム
東濃用水 阿木川ダム
木曽川用水 岩屋ダム
西濃用水 横山ダム

中勢水道 君ヶ野ダム

南勢水道 ダム

月 日 月 日

月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日
月 日 月 日

第 章第 章

水系名
最大取水制限率（％）

地区名 水源施設
上水 工水 農水

延べ期 間 日数

大井川水系

天竜川水系

豊川水系

矢作川水系

木曽川水系

雲出川水系

田川水系



％、水道用水 ％、工業用水 ％となり、愛知

県内の 市

深刻な事態と

この結果、

万人が節水を

は、一部操業

用水の輸入を

町において初めての時間

なった。

木曽川水系に依存する地

強いられ、また、この地

の休止、アラスカや香港

行うなど、約 の事業所

給水という

域の約

域の工場で

等から工業

から約

第

章

中
部
の
水
資
源
問
題
へ
の
取

億円の被害が

作物の成育不

動に与えた影

利水安

わが国では

回程度発生

あったと報告されている

良が発生するなど市民生

響は計り知れない状況で

全度

、水資源確保の基本とし

する規模の渇水時でも安

。更に、農

活、経済活

あった。 発生が頻

れる。

また、

て、 年に 家族化な

定的に取水 使用水量

発しており、全体として少

下水道の普及等生活環境整

ど生活様式の変化に伴い、

が増大し、水需要は依然と

り
組
み

雨傾向がみら

備の推進や核

人当たりの

して増加傾向

できることを

増加に対して

しかし、近

ム等の水資源

水量のバラつ

計画の目標として、将来

ダム等の整備を行ってい

年、気候変動などの影響

開発施設を計画した時期

きが激しく、極端に少雨

の水需要の にある。

る。 遅れから

により、ダ 定水利に

に比べて降 こうし

となる年の の発生頻

更に、ダム等の水資源開発

、一部の地域では水源のな

多くを依存している状態に

たことから、主要河川の各

度が増大しており、利水の

施設の整備の

い不安定な暫

なっている。

地域では渇水

安全性、確実

全国の主要な一級水系のダム等の現況利水安全度全国の主要な一級水系のダム等の現況利水安全度
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性が低下して

年史

きている。渇水にいかに耐えられる 平成 年の東海豪雨

かという利水

に 回渇水が

低下しており

確保すること

（ ）利水安
単位で示
給がバラン

第

章

中
部
の
水
資
源
問
題
へ
の
取

安全度（ ）が、木曽川で

おきる）、豊川、矢作川と

、水需要に対し必要な基
きっきん

が喫緊の課題である。

全度 利水の安全性を示す。通
し、例えば 年に 回程度の渇
スしている時、利水安全度は

（ 年

も まで

礎供給力を

常 年の
水に対し需
である

平成

日まで

ぶ

この

て流れ

の

に

豪

る

水流出と

年 月には、当地域を

総雨量が、年間総雨量

もなった記録的な豪雨

雨により、名古屋市北

一級河川新川において

、洗堰を越境して庄内

、

が

部を

は、

川か

日未明から

の に及

襲った。

庄内川に沿っ

新川流域の洪

ら流入した洪

という。

［ ］中部

ゼロメ

東海 県は

帯が広がり、

り
組
み

の治水の現状と課題

ートル地帯

、濃尾平野の中心にゼロ

その面積は約 に達

メートル地

しており、

水によ

継続し

で、左

他の区

流出と

の運転

っ

、

岸

域

、

調

た。

て計画水位を超える危

河口から 上流地点

堤防が にわたり破

でも、ポンプの排水能

新川本川の破堤を防ぐ

整を行ったことから、

険な

の名

堤

力を

ため

内水

状態が長時間

古屋市西区内

した。また、

上回る洪水の

に一部ポンプ

氾濫が発生し

関東平野等と

規模となって

地盤沈下は

しく、昭和

県長島町にお

地下水の汲み

比較してもゼロメートル

いる。

、昭和 年から 年にか

年以降 年間の累積沈下

いて約 に達してい

上げ規制で沈下は止まっ

地帯は最大

けて最も著

量は、三重

る。最近は

ているもの

これ

被災者

水は約

これ

県によ

に

、

億円

に

り

より、氾濫面積 、

住家の浸水約 戸

戸、事業所の浸水

に及ぶ甚大な被害とな

対し、国土交通省中部

、河川激甚災害対策特

約

、こ

被害

っ

地方

別緊

万 人の

のうち床上浸

を加えると約

た。

整備局と愛知

急事業として

の、いったん

なるという問

全を期す必要

都市型

現代の都市

路など平らな

堤防が決壊するとその被

題点を抱えており、治水

がある。

洪水

では、地表の大部分が屋

不浸透面で覆われている

害は大きく

対策には万

治水

根や舗装道 中部は

ため、都市 三川完全

総額

整備を

なった

億

含

。

安全度

、江戸時代の宝暦治水、明

分流、現在の長良川河口堰

円をかけ、庄内川、新

めた緊急的な治水対策

川

が行

治時代の木曽

にいたるまで

、天白川等の

われることと

に降る雨の大

排水路が整備

るまでの時間

して流れるこ

洪水と呼ぶ。

平成 年

部分は貯留されずに流出

されているので雨水が河

が短く、大量の雨水が短

とになる。このような洪

月には、春日井市の内津

する。また、 さまざま

川に流出す 面積等は

時間に集中 まりつつ

水を都市型 治水の

川は、昭

川が破堤し、 の洪水に

な治水事業が実施され、水

減少しており、かなり治水

ある。

安全性を示す治水安全度を

和 年当時では （ 年

耐えうる）であったが、現

害による浸水

の安全性が高

みると、揖

に 回の規模

在は概ね

沿川を中心に

中央線が春日

春日井市に災

約 世帯に及ぶ被害

井駅冠水等により長時間

害救助法が適用されるほ

が発生、 （ 年に

運休して、 整備され

どであった。 しかし

と、中・

まれ、堤

回の規模の洪水に耐えう

てきている。

、今、伊勢湾台風と同規模

下流部では計画高水位以上

防が決壊しても不思議では

る）程度まで

の降雨がある

の出水が見込

ない状況とな



り、揖 川の治水安全度向上のためにも徳山ダム 建設省中部地方建設局が実施した洪水シミュ

建設は不可欠

次に、長良

号、 号によ

町付近で ヵ

けた。幸い中

う河床のマウ

となっている。

川をみると、平成 年

る集中豪雨で、上流域の

所が破堤・決壊し、大き

流・下流は、長良川河口

ンド浚渫のおかけで、水

レーショ

月の台風 た場合、

岐阜県白鳥 で中心部

な被害を受 その場

堰建設に伴 る名古屋

位が下がっ きな被害

ンによれば、 日に

名古屋市内数ヵ所で堤防が

の約 分の が水没するこ

合、総面積が 万

市の地下街や地下鉄ネット

を受けることになり、その

第
の大雨が降っ 章

決壊、 時間 中
部

とになる。 の
水
資と全国一を誇
源
問ワーク等が大 題
へ被害総額は平 の
取

ていたため大

更に、名古

な都市河川で

では 市 町

流域内資産や

ある。

これに対し

きな被害を受けずに済ん

屋市北西部を貫流する中

ある庄内川をみると、現

におよそ 万人が生活

人口密度は全国でもトッ

て、庄内川の堤防整備は

だ。 成 年に

部の代表的 による被

在、流域内 した事態

しており、 等、治水

プクラスで ダム（所在

の早期建

わずか ％

、地下街に洪水が溢れた北

害をはるかに上回ることに

を未然に防ぐため、庄内川

対策を早急に実施するとと

地 岐阜県瑞浪市 同県

設による洪水調整が期待さ

り九州市の大雨
組
みなろう。こう

の築堤の整備

もに、小里川

恵那郡山岡町）

れている。

であり、東京

また都市河川

く遅れており

してすら危険

の多摩川（ ％）、大阪の淀

の全国平均（ ％）と比

、 年に 回程度発生す

な状態である。

川（ ％）、 ［ ］潤
べても大き

る洪水に対 河川法

利水にあ

いのある水辺空間の創

の目的は、明治 年に制定

ったが、平成 年 月の改

出

以来、治水、

正で、新たに
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河川環境の

年史

整備と保全 が加わり、地域の意見 ができないからである。実際、水辺空間の割合は

を反映した河

た。この改正

のある川づく

川整備の目的

これに対し

名古屋は“白
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川整備の計画制度の導入

後、治水、利水と並んで

り 潤いのある空間づ

となった。

て、中部の河川整備状況

い街”といわれるほどの

に踏み切っ わずか

、 親しみ （ ％

くり が河 低い。ま

国の主要

をみると、 超えるの
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乏しく、また

トジャングル

これは気温を

心部になく、

り
組
み

で、真夏は非常に暑く感

下げる効果のあるせせら

感覚的にも“涼しい”と

第 節 中部の水

じられる。 水辺から

ぎが街の中 ためにも
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整備や産業

多い。
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長時代には、臨海部重化学工

機械を中心とする内陸部機械

展を支えてきた。この間、交

の集積は高まったものの、未

国総合開発計画では、中部圏

に関する世界的水準の研究開

業が、現

工業が、
上記の

通体系の
行ってい

だ課題は

講演
は、先導
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発機能の

趣意に基づき、下記の活

る。

会、シンポジウム等の開

ぐるさまざまな問題につい

動を積極的に
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集積、情報

はかり、産

が示された

現在当地

鈴鹿山麓の

国際空港、

り
組
み

機能の拡充、国際交流機能等

業技術の中枢圏域を形成する

。

域では、東濃西部、名古屋東

研究学園都市の構想をはじめ

リニア中央新幹線、第二東名

等に広く
の充実を

る講演会
よう方向
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中部地

・名神高
業の現状

啓発することを目的に、各
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している。
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連する地域産

し、 水 に関
速道路、東

の高規格幹

リンピック

クトが検討

まさに

プロジェク

夢と希望を

海北陸自動車道、三遠南信自

線道路が計画、推進され、長

や 世紀万国博覧会等の大型

されている。

世紀は中部の時代 に向け

トが動き出し、この地域に住

与え、明るい展望が開けはじ

動車道等
する意識

野冬季オ
会を実施

プロジェ

第 回
て各種の

行 先
む私達に

めている。
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している。
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が向上し、
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ていくため、水利用、水資源

て改めて考えてみることが必要

た観点から、経済人が自由な

地域社会への啓発と当地域の

ため 中部の発展と水に関す

ものである。
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である。
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多い。
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第 回（平成 年 月 日） 展に向けた水利用のあり方等の分析・検討を目的

行 先 長

第 回（平

行 先 自

島川ダム

成 年 月 日）

然共生研究センター、ツイ

に、年

催してい

ンアーチ 新聞

水に関

知っても

・ 回、外部の講師を招聘

る。

意見広告の掲出等普及啓

する諸問題について、広

らいたいことを意見広告と

第
し研究会を開 章

中
部
の
水
資蒙活動
源
問く地域住民に 題
へして年 の
取
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行 先 小
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・ を行っている。

り
組
みやパンフレッ
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地
球
環
境
問
題
・
資題
源
エ
ネ

［ ］国際

第 節 地球環

動向

境問題に関する国

いことや

への取り

内外での動き

年以降の取り組みが定

ル組み ギ
ー
問
題
へ
の
取
り
組
み

められていな

年のロ

発表、同年の

境会議での

球環境に対す

来、オゾン層

ーマクラブによる 成長

ストックホルムにおける

人間環境宣言 の採択を

る人々の関心が世界中で

破壊防止や地球温暖化の

の限界 の

国連人間環

契機に、地

高まり、以

防止等さま

いこと

採択し

た気候

以降、

ことと

議（

な

た

変

国

な

ど不十分な点があった

各国は、 年 月ベ

動枠組条約第 回締約

際的な合意に向けた取

った。 年 月には

）が京都で開催され

ため

ルリ

国会

り組

、第

、二

、この条約を

ンで開催され

議（ ）

みを実施する

回締約国会

酸化炭素をは

ざまな地球環

ととなった。

年代に

ウイーン条

議定書 （

ゾン層破壊物

フロンガスな

境問題が国際レベルで議

入ると、オゾン層の破壊

約 （ 年）や モント

年）により、フロンガス

質の段階的廃止が各国間

どの使用が段階的に制限

論されるこ

が報告され、

リオール

などのオ

で同意され、 その後

されること された

じめと

国全体

ルに対

という

を採択

す

が

し

具

し

、 年 月にオランダの

まで毎年、議定書のル

る 種類の温室効果ガ

年から 年まで

て平均 ％の温室効果

体的な目標を盛り込ん

た。

スに

に、

ガ

だ

ハーグで開催

ールを取り決

ついて、先進

年のレベ

スを削減する、

京都議定書

となった。

年代に

ル （ ）

価結果の報告

国際会議 （

デジャネイロ

は、 気候変動に関する政

による地球温暖化に関す

（ 年）や 環境と開

． 年）がブラ

で開催され、 環境と開発

めるため

府間パネ が、依然

る第 次評

発に関する ［ ］国
ジル・リオ

に関する わが国

の締約国会議が継続して開

合意には至っていない。

内動向

では 年（昭和 年）に

催されてきた

環境庁が発足

リオ宣言 や

もに、地球温

出抑制を行う

が行われた。

温室効果ガス

アジェンダ が採択

暖化防止のための温室効

ための 気候変動枠組条

この条約は 年 月に

の具体的な削減目標が示

されるとと し、翌

果ガスの排 従来の公

約 の署名 論される

発効したが、 年

されていな リオール

年に最初の 環境白書

害問題に加え、新たに地球

こととなる。

には前述の ウイーン条約

議定書 を受け、 特定物

が発表され、

環境問題が議

や モント

質の規制等に

第 章第 章
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年代

地
球
環
境
問
題
・
資
源
エ
ネ

国際動向

ローマクラブ 成長の限界 発表

国連人間環境会議 開催

人間環境宣言 採択

ロンドン条約（廃棄物による

ワシントン条約（野生動植物

ラムサール条約（水鳥生息に

環

海洋汚染防止）発効

の国際取引規制）発効

関する湿地保全）発効

国内動向

境庁発足

廃棄物処理及び清掃に関する法律

環境白書 発表

施行

ル
ギ
ー
問
題
へ
の
取
り
組
み

世界遺産条約（世界文化遺産

ウイーン条約（オゾン層保護

モントリオール議定書（オゾ

（気候変動に関する政府間

開催

ヘルシンキ宣言（特定フロン

（気候変動に関する政府間

報告書発表

、自然遺産保護）発効

）採択

ン層保護）採択

パネル）第 回会合 法

の全廃）採択

パネル）第 次評価

環境影響評価実施要項 閣議決定

特定物質の規制等によるオゾン層

律 制定

地球再生計画（通産省）発表

地球温暖化防止行動計画（地球環

の保護に関する

境保全関係閣僚

環境と開発に関する国際会議

デジャネイロ）

環境と開発に関するリオ宣言

アジェンダ 採択

気候変動枠組条約 署名

生物多様性条約 署名

気候変動枠組条約第 回締約国

ルリン）

第 次評価報告書発表

（ ）開催（リオ 会

採択

会議（ ）開催（ベ 保

連

議）決定

産業構造審議会ガイドライン 策

地球環境憲章（経団連）発表

廃棄物処理及び清掃に関する法律

再生資源の利用の促進に関する法

中部の環境保全対策技術のデータ

全技術向上と技術移転の促進に

）発表

資源リサイクルの実態と課題につ

定

改正

律 施行

ベース化 環境

向けて （中経

いて（中経連）発

気候変動枠組条約第 回締約

（ジュネーブ）

および 発効

気候変動枠組条約第 回締約国

都）京都議定書採択

気候変動枠組条約第 回締約国

エノスアイレス）ブエノスアイ

気候変動枠組条約第 回締約国

ン）

国会議（ ）開催 表

会議（ ）開催（京

会議（ ）開催（ブ 築

レス行動計画採択

会議（ ）開催（ボ

す

省エネ・リサイクル支援法 施行

環境基本法 施行

環境基本計画 閣議決定

年中部の環境調和型エネルギ

（中経連）発表

環境アピール（経団連）発表

容器包装に係る分別回収及び再商

る法律（容器包装リサイクル法

使用済み自動車リサイクルイニシ

ー需給構造の構

品化の促進に関

）施行

アチブ 策定

地

立

発

廃棄物処理及び清掃に関する法律

環境自主行動計画（経団連）発表

球温暖化対策推進本部設置

特定家庭用機器再商品化法（家電

資源・エネルギー循環型社会を目

表

地球温暖化対策の推進に関する法

エネルギーの使用の合理化に関

改正

リサイクル法）成

指して（中経連）

律 施行

する法律の改正

（

改

改正省エネ法）施行

特定化学物質の環境への排出量の

善の促進に関する法律（ 法

把握及び管理の

）成立

年代 国際動向 国内動向



気候変動枠組条約第 回締約

（ハーグ）

国会議（ ）開催

環

（

ダイオキシン類対策特別措置法

環境保全と経済の両立した社会形

境行動指針（中経連）発表

容器包装リサイクル法 完全施行

環境会計ガイドライン（環境庁）

循環型社会形成推進基本法 成立

国等による環境物品等の調達の推

グリーン購入法）成立

第
施行

章成を目指してー

地
球
環
境
問公表
題
・
資進に関する法律
源
エ
ネ

利

（

改

（

改正廃棄物処理法 成立

資源の有効な利用の促進に関する

用促進法）改正（改名を含む）

建設工事に係る資材の再資源化

建設リサイクル法）成立

特定化学物質の環境への排出量の

善の促進に関する法律施行令 告

食品循環資源の再生利用等の促

食品リサイクル法）成立

家電リサイクル法 施行

ル
ギ法律（資源有効
ー
問
題等に関する法律 へ
の
取

把握及び管理の り
組示 み

進に関する法律

よるオゾン層

フロン等のオ

の保護に関する法律 が

ゾン層破壊物質の使用が

制定され、 本会に

法律で規制 おいて、

法 施行

資源有効利用促進法 施行

グリーン購入法 施行

おいても、技術委員会及び

環境保全対策技術や循環型

資源委員会に

社会の構築に

された。また

計画 や 産

された。

更に、

する法律 （

この後、 環

係る分別回収

、 年には 地球温暖

業構造審議会ガイドライ

年には 再生資源の利用

通称、リサイクル法）が

境基本法 （ 年）や

及び再商品化の促進に関

化防止行動 向けた提

ン が策定 環境見学

済発展と

の促進に関 目指した

施行され、 話・相互

容器包装に

する法律

言、各企業の取り組みを支

会等を開催するなど、当地

環境保全との調和、循環型

産業界及び行政のあり方

理解活動・提言等を実施し

援するための

域における経

社会の構築を

について、対

た。

（通称、容器

環型社会の形

産業界では

活動を行う

地球環境憲

環境アピー

包装リサイクル法．

成に向けた多くの法律が

、 経済団体連合会が、

際に配慮すべき事項をとり

章 を 年に発表した

ル において経済界の自

年）等の循

整備された。

企業が事業

まとめた

。その後、

主行動宣言

を行い、 自

と廃棄物対策

と定期的レビ

心とした循

れた。

主行動計画 において、地

について業界団体ごとの

ューを行うこととし、業

環型社会に向けた取り組み

球温暖化

目標値設定

界団体を中

が開始さ
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地
球
環
境
問
題
・ ［ ］ 中部資
源

ベース化エ
ネ

第 節 環

の環境保全対策技

の発表

境問題について

機関とし術データ
移転研究

の諸活動

て本会も設立に協力した

センター（ ）が、そ

国際環境技術

の研修を行う

ル
ギ
ー
問
題
へ
の
取
り
組
み

わが国

防止関連

のトップ

国のみな

ていくこ

の企

技術

レベ

らず

とは

なかでも産業

業が持つ環境保全技術

や環境アセスメント手

ルにある。これらの技

世界の必要としている

、地球環境保護に大き

技術の中枢圏域である

、

法

術

国

く

中

にあたり

の技術を

タとして

活動を側

［ ］環

例えば公害

などは世界

を発展途上

々に移転し

寄与する。

部には、こ

、先進国として経験・蓄積

開発途上国に移転する際に

も活用できるようにデータ

面から支援した。

境用語集の発行

した環境保全

紹介するデー

ベース化し、

うした技

貢献の観

環境保全

の活用に

このた

後の国際

術蓄

点か

に関

つい

め、

的環

積の優れたものが多く

らも中部地域の企業が

する豊富な経験と技術

て期待されるところが

本会では、環境保全技

境技術移転の促進に貢

、

蓄

力

大

術

献

環境に

題や環境

て、解釈

れるよう

このた

で本会が

また、国際

積してきた

、人材など

きい。

の向上と今

することを

関する社会的関心が高まり

保全対策などの環境に関す

の難しい用語や新しい言葉

になった。

め、本会では、平成 年

整理してきた環境関連の用

、地球環境問

る用語につい

が数多く使わ

月に、これま

語を 環境用

目指し、

をどのよ

にした。

という形

調査方法

連 企業

会員

うな

手法

態と

は、

にアンケート

企業がどのような環境

形で保有しているかを

として、それら技術を

して調査し、データベ

本会会員の内製造業に

事業場、水質関連 企

を実施、大気関連では

保

整

環

ー

対

業

語集 と

機関・団

に努めた

全対策技術

理すること

境対策設備

ス化した。

し、大気関

事業場

企業 事業

して整理、とりまとめ、会

体などに配布し、用語の正

。

員企業や関連

しい理解促進

場、水質

対象設備

ついてデ

年（

タベース

に向けて

関連

、燃

ータ

）

化

の提

では 企業 事業場か

料、処理対象物質、処

の集積を行った。この

月、 中部の環境保全

環境保全技術向上と技

言 としてとりまとめ

ら

理

結

対

術

、

回答を得て、

の方法等に

果を、平成

策技術デー

移転の促進

公表した。

これに

境保全対

うえで参

図ること

更に、

より

策や

考と

がで

環境

、会員が他業種で実施

それら技術の自社適応

なり、一層の環境保全

きた。

保全技術の発展途上国

さ

な

技

へ

れている環

どを進める

術の拡大を

の技術移転



［ ］ 資源

ついてと

第 節 資源・エ

リサイクルの実態と

りまとめ

ネルギー問題に

頭におい課題 に
慮し、都

ついての諸活動

たエネルギーライフライン

市地域エネルギーの開発、

第

章

地
球
環
境
問
題
・の確保等を考 資
源臨海地域エネ エ
ネ

資源エネル

への対応とし

システム の

ルの必要性を

イクルの現状

におけるその

ギーの有効活用並びに廃

て、 環境保全のための循

形成を念頭において、資

訴えるとともに、中部に

を把握し、生産・流通、

問題点・課題や今後の望

ルギーの

棄物の増加 ローカル

環型社会 るとした

源リサイク

おけるリサ ［ ］
消費、処理 指し
ましいあり

開発（人工島、地域共生型

エネルギーの開発を行うこ

。

資源・エネルギー循環

て について提言

ル原子力発電所）、
ギ
ーとが重要であ
問
題
へ
の
取
り
組型社会を目
み

方について平

クルの実態と

体的施策提言

［ ］

ギー需給

成 年（ ） 月に 資

課題 としてとりまとめ

に向けての第一歩とした

年中部の環境調和型

構造の構築 につい

源リサイ 平成

、将来の具 を目指し

。 当レポ

的な解決

活用するエネル
組みが必て提言

年 月、 資源・エネルギ

て をとりまとめ、発表し

ートは、地球温暖化・廃棄

には、資源とエネルギーを

社会システムへの総合的・

要であるとの観点から、循

ー循環型社会

た。

物問題の根本

無駄なく有効

体系的な取り

環型の新しい

平成 年

ルギー需給構

に資源エネル

全国のエネ

定し、これを

エネルギー供

月、 年中部の環境調

造の構築 をとりまとめ

ギー庁等関係機関に提言

ルギー需要を長期的かつ

中部地域の需要に展開、

給構造の実現に向けた課

生産・リ

和型エネ 視点をお

、政府並び ここで

した。 背景や循

マクロに想 ものづく

環境調和型 立って循

題と、その に取り組

サイクルシステム構築での

いた提言である。

は、環境と資源・エネルギ

環型社会に向けた課題を整

りの中枢圏域である中部

環型の生産・リサイクルシ

む必要性から、まず企業自

基盤づくりに

ーを取り巻く

理したうえで、

地域が先頭に

ステムの構築

らが循環型社

取り組み方策

提言には、

に際して、

等をはじめと

し、次世代に

とを第一に、

について調査・検討した

わが国のエネルギー問題

資源の枯渇問題への対応

したナショナルニーズに

良いエネルギーや環境遺

省エネルギー技術をはじ

ものである。 会システ

の取り組み とともに

国際貢献 共団体の

的確に対応 具体的

産を残すこ やエネル

めとするエ ギーを抑

ムの構築に向けた活動を積

、こうした企業活動を支え

支援、市民の協力が必要で

には、 企業の排出物を他

ギー源として利用し、排

制する仕組みづくりを推進

極的に進める

る国や地方公

あるとした。

の企業で原料

出物やエネル

するために環

ネルギー有効

地域と共生し

等を盛り込ん

また、中部

環境、エネル

利用策や経済性のある新

た原子力発電所等の整備

だ。

地域では、各地域の地理

ギー供給施設の適正配置

エネルギー、 境ネット

を図ること 術面での

等のアド

的な条件や する、

、防災を念 組みづく

ワークを県レベルで整備す

指導、法律面での相談、研

バイスができる情報管理セ

廃製品が製造事業者の手に

りと製造事業者が責任を持

る。また、技

究機関の紹介

ンターを設置

戻るための仕

ったリサイク
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ルシステムの

年史

構築を推進するために、リサイクル 具体的には、調達、設計・開発、製造・生産、
第

費用の販売価章

業界でのリサ地
球

リサイクル推環
境
問 面での支援で
題
・ メントシステ資
源 での優遇制エ
ネ

格への組み込みやデポジ

イクル拠点の整備等を推

進と安全な廃棄物処理に

は、中小企業等に対する

ムの認証取得拡大に向け

度の導入や廃棄物処理業者

ット制度、 輸送・物

進する、 ける環境

向けた制度 市民・行

環境マネジ 協力など

た、自治体 した。ま

の経営体 企業、社

流、出荷・販売・サービス

保全活動、適切な廃棄物対

政とのパートナーシップ、

の項目に分けた 環境行動

た併せて、各指針に関する

会の動向の説明と、会員企

の各活動にお

応、情報公開、

海外への技術

指針 を提示

最近の行政や

業で実施され

ル 質・技術強化
ギ
ー どの支援制度
問
題 支援では、世へ
の

環境の日取
り
組 この後、名
み

市民のリサイ

開始した。ま

を図るための優遇税制、

の整備を図る、 国民意

界環境デーが開催された

とする等の提言を実施し

古屋市は、 環境デー を

クル活動の推進に向けた

た、リサイクルに向けた

低利融資な ている実

識向上への すい内容

月 日を

た。 ［ ］環
設定し、

取り組みを 会員企

法整備の中 組みを支

際の活動事例を数多く紹介

とした。

境関連企業見学会の開

業の循環型システムの構築

援するために、注目すべき

し、わかりや

催

に向けた取り

環境保全活動

では、リサイ

提言の中で言

［ ］ 環境

成を目指

クル費用販売価格への組

及した事柄が現実に検討

保全と経済の両立し

して について提言

み込みなど を推進し

された。 継続して

見学会

者は延べた社会形

［ ］廃

ている企業の見学会を平成

開催している。

は、平成 年度までに 回

人となった。

棄物対策会議の設置

年 月から

開催し、参加

と廃棄物問
環境保全と

極めて重要な

り組みを促進

を行政・市民

保全と経済の

活動における

とりまとめ、

経済が両立した社会の形

循環型社会の構築に向け

し、併せて、環境に関す

に広く知っていただくた

両立した社会形成を目指

環境行動指針 を平成

地方自治体や会員企業の

成にとって 題に
た企業の取

る企業活動 近年新

め、 環境 響を与え

して 企業 処分場の

年 月に 棄物の適

みならず各 について

ついての調査・研究

たな設置が難しく、将来の

ることが懸念される一般及

整備について調査を進める

正処理に関する当地域の現

の情報・意見交換を行うた

産業活動に影

び産業廃棄物

とともに、廃

状や施策など

めに、中部

地の商工会議

知した。

この中では

らず、その活

認識し、自主

し、継続的な

所や消費者団体等の広範

、企業は製造業、非製造

動が環境問題と関連して

的かつ積極的に環境管理

環境保全活動を推進する

な分野に周 県 市で

月に設置

業にかかわ

いることを

体制を整備

。また、環

構成する 廃棄物対策会議

した。

を平成 年

境に配慮した

環境情報の公

プ、海外への

循環型社会が

の両立した社

製品やサービスの提供及

開、市民や行政とのパー

技術協力等を推進するこ

速やかに構築され、環境

会形成を目指すとした。

び自主的な

トナーシッ

とにより、

保全と経済



環境関連企業見学会開催実績

回 時 期 見 学

トヨタ自動車
平成 年 センター、ト
月 ンセンター他

（愛知県豊田

平成 年 王子製紙 春

先 内

トヨタ環境
ヨキンクリー 環境への取り組み

ル状況、廃棄物発
市）

日井工場 紙のリサイクル状

平成 年 月 日現

容 参加者

、自動車のリサイク
名

電プラント

況、植林事業、グラ
名

第
在

章

地
球
環
境
問
題
・
資
源
エ
ネ

月 （愛知県春日

アサヒビール
月

（愛知県名古

本
月

（愛知県常滑

平成 年 松下精工 本
月 場（愛知県春

井市） ウンドワーク活動

名古屋工場
ゼロエミッション

屋市）

社、常滑工場
廃棄物ゼロ、物流

市）

社、春日井工 の取得支援
日井市） 産工程からの廃棄

活動、ノンフロン化 名

部門での省エネ対策 名

、グリーン購入、生
名

物削減

ル
ギ
ー
問
題
へ
の
取
り
組
み

よのペットボ
ル （三重県阿

月 三重中央開発
クルセンター
市）

デンソー善
月

（愛知県西尾

トルリサイク
廃ペットボトルの

山郡伊賀町）

総合リサイ 管理型最終処分場
（三重県上野 設、堆肥化工場、

イクル施設、粉砕
イクル施設を併設

明製作所 デンソーエコビジ
市） 廃棄物削減、ビオ

再資源化工場

の他に廃棄物発電施 名
炭化工場、家電リサ
選別施設などのリサ

ョン
名

トープ他

グリーンサイ
月

（愛知県名古

平成 年 太平洋セメン
月 （三重県員弁

クル
廃家電・建設廃材

屋市）

ト 藤原工場
セメント製造によ

郡藤原町）

のリサイクル施設 名

る廃棄物の再資源化 名

回 時 期 見 学 先 内 容 参加者
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第

章

中
部
の
活
性
化
に
資 中
す
る
イ

部の活性化

第 章

に資する
ベ
ン
ト
開
催
へ
の
支
援
・
協
力

［ ］ 国

イベン

第 節 産業

際デザインセンターの

ト開催への

関連プロジェクト

た（名古設立

支援・協

・イベント

屋市中区栄三丁目 番地

力

中央高校跡

昭和 年

合開発計画

業技術の中枢

発機能やデザ

われていた。

（ ）に策定された 第

において、名古屋圏は

圏域 として位置づけら

イン機能の集積を高める

また、当地域においては

地、現・

四次全国総 同セン

世界的な産 る特定施

れ、研究開 活法） の

ことがうた 会社であ

、平成元年 インセン

ナディアパーク）。

ターは、 民間事業者の能

設の整備の促進に関する臨

適用を受けた第 セクタ

り、わが国で初めての本格

ターである。また、同セン

力の活用によ

時措置法（民

ー方式の株式

的な総合デザ

ターは、産業

に開催された

ン会議を契機

立の気運が高

このことか

工会議所（以

屋市が中心と

推進委員会

世界デザイン博覧会や、

に、国際的なデザインセ

まっていた。

ら、平成 年 月、本会と

下 名商 という）、愛知

なり、 国際デザインセ

を立ち上げ、設立に向け

世界デザイ 界はもと

ンターの設 での幅広

開発、研

名古屋商 等の事業

県、名古 これらの

ンター設立 発展と国

た準備作業 い潮流を

よりデザインの専門家から

い範囲を対象に、デザイン

修、企業化支援、展示、情

を総合的かつ国際的に展開

事業活動を通じて当地域の

際交流の促進を図り、デザ

築くことを目的として設立

市民に至るま

に関する研究

報収集・発信

するとともに、

産業、文化の

イン界の新し

されたもので

を行い、平成

ター創立総会

年 月 日、 国際デ

を開催、平成 年 月に

ザインセン ある。

オープンし 本会で

するとと

も幅広く

面的な支

設立時

は、この設立趣旨に賛同し

もに、役員会などを通じて

出資を呼びかけるなど、設

援・協力を行った。

においては、田中精一会長

、同社に出資

、会員企業に

立に際して全

が顧問に、阿

国際デザインセンター創立総会（平成 年 月

久津一専

在は太田

締役を務

日、名古屋）

務理事が取締役に、それぞ

宏次会長が顧問、木下喜揚

めている。

れ就任し、現

専務理事が取

第 章第 章



［ ］ の開催 ることができるように、最新の技術の研究・開発

本会は、平

めるバーチャ

かせ、人・技

の確固たる地

初めての総合

成 年、最先端技術とし

ル・リアリティーを中部

術・情報の国際的な交流

位を築くことを目的とし

的、本格的なイベントで

成果を紹

て注目を集 セミナー

地域に根付 本柱で構

拠点として これま

て、世界で 通りであ

ある バー

介する展示（デモンスト

（ 年を除く）、ワーク

成した。

で 回開催した本エキスポ

る。

第
レーション）、 章

ショップの 中
部
の
活
性の概要は表の
化
に
資
す
る
イ

チャル・リア

とした。

このため、

産業活性化セ

更には中日新

海テレビ放送

ル・リアリテ

リティ・エキスポ を開

愛知県、岐阜県、名古屋

ンター、名商の地元行政

聞社、 、日本経済

の報道機関の協力を得て

ィ・エキスポ開催委員会

催すること ［ ］世

（
市、 中部 アの
及び経済界、

新聞社、東 中部地

、バーチャ の成果を

を設置し、 の設立に

界インテリアデザ

）・国際インテリアデ

開催支援

域では、世界デザイン博覧

生かすとともに、国際デザ

向けて盛り上げを図ること

ベイン会議
ン
トザインフェ 開
催
へ
の
支
援
・会（平成 年）
協
力インセンター

、更には、愛

本委員会を主

ら 日まで名

ル・リアリテ

同エキスポ

して、目標入

の幅広い層に

催団体として、平成 年

古屋国際会議場において

ィ・エキスポ を開

は、内覧会と一般公開の

場者数 万人を超える

わたる入場者が会場を埋

月 日か 知・名古

バーチャ 愛知万博

催した。 世界イン

日間を通 動が進め

万 人 平成

め、好評を において

屋の情報発信を通じて当地

の誘致のための として

テリアデザイン会議（

られた。

年に開催された 第 回

、名古屋での開催が決定さ

域の国際化、

、名古屋での

）開催誘致活

会議（シカゴ）

れた。これを

博したことか

開催し、バー

に努めた。

本エキスポ

般を含めた幅

るとともに、

流の場となる

ら、その後、平成 年と

チャル・リアリティーの

では、専門家や研究者だ

広い分野の人々の関心・

国際的な人的・技術的・

ことを目指した。幅広い

年の 回 受け平成

啓蒙・普及 会、名商

デザイナ

けでなく一 リアデザ

理解を深め 本会か

情報的な交 久津一専

分野の人々 がそれぞ

年 月、その受け入れ準

、愛知県、名古屋市、 日

ー協会などが中心となり

イン会議開催準備委員会

らは、同準備委員会の副委

務理事が、委員として木下

れ参画し、受け入れの準備

備として、本

本インテリア

、 世界インテ

が設立された。

員長として阿

喜揚事務局長

をすすめ、平

がバーチャル・リアリティーを身近で感じ、考え 成 年

営会 が

顧問に、

任した。

世界イ

日から

月には 世界インテリアデ

設立され、本会からは松永

小原敏人副会長が副会長に

ンテリアデザイン会議は、

月 日までの 日間にわ

ザイン会議運

亀三郎会長が

、それぞれ就

平成 年 月

たり、名古屋

展示風景（平成 年 月 日、名

国際会議

のテーマ

際インテ

では、海

古屋） が出席す

場で インテリア 新しい

のもと、同会議を開催する

リアデザインフェアを開催

外 カ国からの参加を得

るとともに、同時に開催さ

うねりの創造

とともに、国

した。同会議

、 人余り

れた同フェア
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開催実績
第

章 回 数

中 名 称 バ
部 ポ
の
活 略 称
性

テ ー マ 人化
に

会 期 平資
す

会 場 名る
プイ

第 回

ーチャル・リアリティ・エキ

類の未来を拓く

成 年 月 日（金） 日（月

古屋国際会議場（白鳥センチュリ
ラザ）

第 回

ス バーチャル・リアリティ
ポ

生活・文化・産業を変革する

） 平成 年 月 日（土）

ー 名古屋国際会議場（白鳥セン
プラザ）

第

・エキス バーチャル・リア
ポ

． ． が拓く新しい世

日（火） 平成 年 月 日（

チュリー 名古屋国際会議場（
プラザ）

回

リティ・エキス

界

木） 日（日）

白鳥センチュリー

ベ
主 催 バン

ト
開 屋
催 活へ
の
支 聞
援

共 催・
協

後 援 通力

ピ

ーチャル・リアリティ・エキスポ
開催委員会（愛知県、岐阜県、名
市、 中部経済連合会、 中部産
性化センター、名古屋商工会議所
中日新聞社、 、 日本経済
社、東海テレビ放送 ）

マルチメディアソフト振興協会

商産業省、 日本電子工業振興協
日本情報処理開発協会、 日本コ
ュータ・グラフィックス協会

開催委員会（愛知
古 県、名古屋市、 中部経済連
業 中部産業活性化センター、名
、 会議所、 中日新聞社、
新 本経済新聞社、東海テレビ放

マルチメディアソフト振興

会、通商産業省、 日本電子工業
ン 日本情報処理開発協会、
ピュータ・グラフィックス協

県、岐阜 開催委員会
合会、 県、三重県、名古屋
古屋商工 合会、 中部産業活
、 日 古屋商工会議所、
送 ） 本経済新聞社、東海

協会 マルチメディアコ

振興協会、通商産業省、 日本
日本コン 日本情報処理開発
会

（愛知県、岐阜
市、 中部経済連
性化センター、名
中日新聞社、 日
テレビ放送 ）

ンテツ振興協会

電子工業振興協会、
協会

入 場 者 数

併 催 行 事
日

人

【国際セミナー開催概要】
時 月 日（月）
オープニングレクチャー
福村晃夫名古屋大学名誉教授

基調講演
． ．技術の現状と将来
廣瀬通孝東京大学工学部助教授

ケーススタディ
バーチャリティの開発事例
ジョナサン・ウォルデン ．イ

人

ン

人

【国際シンポジウム
日時 月 日（木
オープニングレク
廣瀬通孝東京大
特別講演
遥かなる世界との
火星探査
ジェクトでの

開催概要】
）
チャー
学工学部助教授

遭遇
プロ

． ．技術の応用
研究

所
ダストリーズ社社長

ケーススタディ
バーチャリティオーディオの開
事例
クリストファー・カレル
オーディオサイバネティック社
長

ケーススタディ
サイバーグローブ・トーキング
ローブの開発事例
ジェイムズ・クレイマー
バーチャルテクノロジーズ社社

発

社

グ

長

パネルディスカッ
テーマ ． ．が
コーディネーター
廣瀬通孝 東京大
パネリスト

宮田秀明 東京大
横井茂樹 名古屋
鈴木 元 ソ

タース
マルチ
マーケ

ション
拓く新しい世界

学工学助教授

研究所
学教授
大学教授
フトウェアイン
ペース事業部長
ジェン・インク
ティング担当副

テ

コ

ケーススタディ
テレイグジスタンスロボットの
究開発事例
舘 東京大学先端科学技

研究センター教授
パネルディスカッション
ーマ バーチャル・リアリティ

テクノロジーとアートを結
新しいメディアとなるか？

ディネーター
服部 桂 パソコン副編

長

研

術

は
ぶ

集

社長

パネラー
廣瀬通孝 東京大学工学部助教授
鴻上尚史 劇作家
式邑光裕 日本大学芸術学部専任

師
横井茂樹 名古屋大学工学部助教

講

授

回 数 第 回 第 回 第 回

名 称

略 称

テ ー マ

会 期

会 場

主 催

共 催

後 援

入 場 者 数

併 催 行 事



には当初の目標入場者数の 万 人を大幅に上 部圏で初めての開催となるこの旅フェアを、第

回る 万

［ ］太平

屋総会の

太平洋アジ

人の人々が訪れ、大成功

洋アジア観光協会（

開催支援

ア観光協会（ ）は、

を収めた。 回太平洋

総会の名

た。平成）名古
長 石月

対し、旅

太平洋アジ 月 旅フ

アジア観光協会（ ）

古屋開催と同時に開催すべ

年初めより、旅フェア実

昭二 日本観光協会会長）

フェア誘致を積極的に取り

ェア 愛知・名古屋委員

第
の 年年次 章

く活動を進め 中
部

行委員会（会 の
活
性や運輸省等に
化
に組み、同年 資
す会 を設立、 る
イ

ア地域の政府

される国際機

愛知を中心と

するとと

や中部国際空

けてのプロジ

として、

観光機関や観光関連の専

関である。観光の専門家

した中部圏の観光・文化

もに、 年日本国際博

港の建設など、当地域の

ェクトの を行うこと

年次総会の名古屋への

門家で組織 本会の安

に名古屋、 の支援事

・産業等を 同フェ

覧会の開催 日間、

世紀に向 万人を

などを目的 況裡に終

誘致活動を

部浩平会長が顧問に就任し

業に協力・支援した。

アは、平成 年 月 日か

ナゴヤドームを会場として

割上回る約 万人の来場

えた。

ベ、地元として
ン
ト
開
催ら 日までの へ
の

開かれ、目標 支
援
・者を得て、盛
協
力

進めてきたが

会において

決定した。

これを受け

中心となり、

関である

、平成 年に開催された

年総会（第 回）の名

、本会、名商、愛知県、

平成 年 月に受け入れ

年総会名古屋委

バンコク総

古屋開催が 名 称

テーマ

名古屋市が 会 場

のための機

員会 が設

［旅フェア 開催概要

旅フェア

世紀の交流新時代をめ

ナゴヤドーム

面積 アリーナ・フィール

］

ざして

ド内

立された。本

木下喜揚専務

受け入れのた

同総会は、

平成 年 月

場をメイン会

から、政府

会からは、安部浩平会長

理事が副会長としてそれ

めの準備を進めた。

新しい未来に架ける橋

日から 日まで、名古

場に開催され、会期中、

観光機関をはじめ観光業界

が顧問に、 会 期

ぞれ参画し、

主 催

をテーマに、 後 援

屋国際会議 特別支

世界 ヵ国 来場者

の専門家

平成 年 月 日 日

（ 日間）

旅フェア実行委員会

運輸省、自治省

援 旅フェア 愛知・名

総数 万 人

古屋委員会

名を超

［ ］旅フ

旅フェアは

ることを目的

える参加者があり、盛会裡

ェア の開催支援

、総合的な国内旅行需要

に、観光客の受け入れ側

に終了した。

の喚起を図

である都道

府県・市町村

ある旅行会社

年から毎年

見本市 であ

本会は、愛

・観光施設・宿泊施設等

・交通機関等が一体とな

実施している全国規模の

る。

知県、名古屋市、名商と

と送客側で

って、平成

旅フェア旅の総合

ともに、中

オープニング（平成 年 月 日、名古屋）
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第

章

中
第部

の
活
性
化
に ［ ］ニッ資
す

カップ後る
イ

節 スポーツ・

ポンチャレンジ・ア

援会の設立

文化関連プロジ

報・啓蒙メリカズ
ニッポ

ェクト・イベン

活動等を目的として、平成

ンチャレンジ・アメリカ

ト

年 月 日

ズカップ後援

ベ
ン
ト アメリカズ
開
催 の最高峰といへ
の

念を超え、最支
援
・ 国の威信をか
協
力 ドカップやオ

ントである。

カップは、世界における

われ、単なるヨットレー

先端技術を結集したヨッ

けた戦いを行い、サッカ

リンピックにも匹敵する

会 を設

ヨット競技 同後援

スという概 副会長が

トを投入し、 の企業、

ーのワール その一

ビッグイベ カップ委

中部地域

立した。

会の代表であるチェアマン

就任、会員として、本会会

個人が入会した。

方で、ニッポンチャレンジ

員会（会長 山崎達光）へ

有力企業に対し協力・支援

に、神野信郎

員、三河地域

・アメリカズ

の協力のため、

要請を行った。

このアメリ

ニッポンチ

し、ベスト

次の 年大

中部地域は

海岸線を有し

カズカップに挑戦する日

ャレンジ は、 年大

にまで勝ち残る善戦をし

会での健闘が大いに期待

、静岡、愛知、三重にわ

、海洋スポーツ・レジャ

本チームの 更に、

会に初挑戦 チャレン

たことから

された。 平成

たり豊かな ゴにおい

ーや海浜リ リーズが

世紀万国博覧会誘致委員

ジ艇のブーム部分に

の文字を入れ、 に努め

年（ ）秋からアメリカ

て、第 回アメリカズカ

行われた。後援会では、平

会がニッポン

た。

・サンディエ

ップ挑戦艇シ

成 年 月

ゾート開発の

本会では、

ツ拠点として

をベースキャ

への支援と

適地を数多く抱えた地域

ニッポンチャレンジが、海

のポテンシャルを持つ愛

ンプ地にしていることか

アメリカズカップの中部地

である。 日、松永

洋性スポー を訪問し

知県蒲郡市 開した。

ら、チーム の戦いを

域での広 通過した

亀三郎会長を団長に 名が

て盛んな応援を行うなど活

ニッポン艇は、世界の強豪

挑み、予選ラウンドを チ

が、準決勝では一勝もでき

サンディエゴ

発な活動を展

に対して堂々

ーム中 位で

ず世界の壁の

誘致マークの入ったニッポンチャレンジ（ 年大会）



厚さに涙を飲んだ。 日 海の日 の蒲郡ベースキャンプでの新艇進

しかし、同

第 回大会へ

ンチャレンジ

構成としては

・ギルモアが

教授が艇開発

年 月 日、ニッポンチ

の挑戦に表明したことか

アメリカ杯 が発足し

、世界的なヨット競技者

クルーの責任者（艇長）、

責任者、そして菊地誠が

ャレンジは 水式への

ら、ニッポ ネルディ

た。チーム 開催、

のピーター 的に活動

宮田東大 また同

両者を結ぶ 浩平会長

協賛、 月 日、木村太郎

スカッションによる支援シ

月 日のクルー壮行会への

を行った。

年 月 日から 日までの

を名誉団長、神野信郎副会

第
氏の講演とパ 章

ンポジウムの 中
部

支援など積極 の
活
性
化
に日間、安部 資
す長を団長とし る
イ

オペレーショ

つくられた。

これを受け

会の第 回

ニュージーラ

の活動支援を

その後、後

ン責任者となり、三者一

、同年 月 日名古屋に

総会が開催され、

ンドで行われる第 回大

継続することとした。

援会の活動はアメリカズ

体の体制が た総勢

ニュージ

おいて後援 オーク

年に れたアメ

会に向けて ニッポン

を獲得し

カップの予 め、決勝

名のアメリカズカップ視察

ーランド・オークランドへ

ランド沖で 月 日から

リカズカップの第一次予

チャレンジチームは合計

、参加 チーム中 位で準

進出の可能性も十分に考

ベ団を組織し、
ン
ト派遣した。
開
催月 日に行わ へ
の

選において、 支
援
・ポイント
協
力決勝進出を決

えられたが、

選が始まる

ニッポンチャ

びにニッポン

タークラブの

支援を行った

平成 年に

年に本格的な活動に入

レンジの資金確保に対す

チャレンジが全国的な

形成を目指して行った事

。

は、ニッポンチャレンジ

れるよう、 年

る支援、並 ニッポン

とサポー わり、

業に対して はできな

アメリ

とアメリカ 者プラダ

月 日から行われた予選

チャレンジチームは 勝

度目の挑戦も残念ながら決

かった。

カズカップは、ルイヴィト

チームとディフェンディン

準決勝では、

敗の 位で終

勝に残ること

ンカップの覇

グチャンピオ

ズカップ蒲

レンジが 月

を兼ねて

力した。

平成 年は

ンジアメリカ

郡基地協力会が 月 日に

、更にはニ

から 月にかけて海洋環

行った日本一周イベント

、 月 日の総会でニッ

杯 の山崎達光会長の

開催した ンのニュ

ッポンチャ ニュージ

境の保全と アメリカ

に支援・協 なお、

選、

ポンチャレ 平成

講演、 月 カズカッ

ージーランドチームの間で

ーランドが 戦全勝と圧倒

ズカップを守り切った。

次回アメリカズカップは

年初頭に本選が行われる。

年 月 日にニッポンチャ

プ委員会の山崎達光会長が

争われたが、

的な戦績で、

年秋から予

レンジアメリ

次回のアメリ

カズカッ

に伴い、

のあり方

しては、

カズカッ

活動を再

プ への挑戦断念を正式

後援会は 月 日、総会を

について協議した。その結

活動を当面休止するが、次

プに挑戦することになれば

開することとした。

表明したこと

開催し、今後

果、後援会と

々回のアメリ

、その時点で

ニッポンチャレンジの競争模様（ 年大会）
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［ ］世界

年史

少年野球大会の開催支援 ［ ］冬季オリンピック長野大会の開催
第

章

世界少年野中
部

によって運営の
活
性 日米のホーム
化
に ンク・アーロ資
す 青少年の友情る
イ

球大会は、 世界少年野

されているが、そもそも

ラン王として知られる王

ン氏によって、野球を通

と親善の輪を広げること

支援
球振興財団

本大会は、 オリン

貞治氏とハ を願い、

じて世界の られてい

を目的とし 昭和

ピックは、スポーツを通じ

国際親善を促進する平和の

る。

年以来長野県が中心となり

て人類の平和

祭典として知

、 年冬季

ベ て、平成 年
ン
ト 催されている
開
催 本会では、へ
の

る意義深いも支
援
・ 会、平成 年
協
力 支援を行い、

以来毎年、日本またはア

ものである。

この大会が中部地域の国

のであると考え、平成

の静岡大会に、地元とし

いずれの大会も盛会裡に

メリカで開 オリンピ

てきたが

際化に資す 冬季競技

年の岐阜大 成 年に

て最大限の 野開催が

終了した。 日本で

（夏季）、

ックの長野開催に向けて誘

、平成元年 月の 第 回

大会の長野招致 の閣議了

バーミンガムで開かれた

決定した。

のオリンピック開催は、昭

昭和 年の札幌（冬季）

致活動を続け

オリンピック

解を経て、平

総会にて長

和 年の東京

に次いで 回

［世

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

界少年野球大会開催実績

ロサンゼルス市（アメリ

千葉市

水戸市

サンディエゴ市（アメリ

宮崎市

］ 目の開催

カ） 本会で

クトであ

けての支

カ） ては、平

に最大限

となった。

は、同大会を中部における

ると位置づけ、その招致と

援を行った。とりわけ、招

成 年の役員会において、

に協力することを確認する

一大プロジェ

大会成功に向

致段階におい

本大会の招致

とともに、広

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

平成 年

岐阜市

盛岡市

長崎市

静岡市

横浜市

リジャイナ市（カナダ）

く会員企

ど積極的

同大会

ピック冬

営が進め

の選手が

られた。

業に招致活動資金の協力を

な支援活動を展開した。

は、平成 年に設立された

季競技大会組織委員会を中

られ、世界 ヵ国・地域

参加し、 競技 種目に熱

全世界からは、約 万人

呼びかけるな

長野オリン

心に準備と運

より、 人

戦が繰り広げ

の観客が訪れ

るなど大

［第 回オ

会 期

競技場

きな盛り上がりをみせ、大

リンピック冬季競技大会長

平成 年（ ） 月 日

長野市、山ノ内町、白馬村

野沢温泉村

成功を収めた。

野大会の概要］

日

、軽井沢町

競技数

参加国

選手数

会場観客

競技 種目

ヵ国・地域

人

数 万 人



［ ］世界都市景観会議 の開 平成催支援 年 月に基本構想が公表され、同年 月

名古屋市で

例に基づき都

ン都市名古屋

努めてきた。

木、造園、デ

は、昭和 年に名古屋市

市景観基本計画を策定し

をスローガンに都市景

こうした中で、都市計画

ザインなどの広範な分野

には全国

都市景観条 博覧会・

、 デザイ 浩平会長

観の整備に 宏次会長

、建築、土 更に、

の専門家、 静岡国際

的な支援組織として、しず

日本委員会が設置され、本

が副会長に就任した（平成

に交替）。

同年 月、同博覧会の開催

園芸博覧会協会（会長 鈴

第
おか国際園芸 章

会からは安部 中
部

年 月太田 の
活
性
化
に主体となる 資
す木修スズキ る
イ

自治体、関連

内外から招き

開催すること

本会では、

行委員会に参

同会議は、

都市風景の

企業の関係者や市民など

、 名古屋世界都市景観会

なった。

名古屋市、名商とともに

画し、支援を行った。

平成 年 月 日 日

生成 を全体テーマとし

を広く国の 取締役会

議 を 平成

年 月会

同会議の実 に着手し

んでいる

の 日間、 なお、

、名古屋国 の博覧会

長 本会副会長）が設立さ

年 月には、基本計画が公

場となる浜松市庄内地区で

、平成 年の開催に向け着

。

平成 年に大阪で開催され

がアジアで最初に開催され

ベれた。
ン
ト表され、翌
開
催会場造成工事 へ
の

々と準備が進 支
援
・
協
力た国際花と緑

た国際園芸博

際会議場を主

屋大通、名古

人余が

［ ］しずお

クフロー

会場として、広小路通、

屋港などでイベントを開

参加するなど成功裡に終了

か国際園芸博覧会 パ

ラ の開催支援

白川通、久 であり、

催し、延べ 淡路花博

した。 である。

［しずおかシフィッ
ラ

しずおか国際園芸博覧会は

に続くわが国で 回目の国

国際園芸博覧会 パシフ

開催概要］

、平成 年の

際園芸博覧会

ィックフロー

国際園芸博

が承認した国

を行う行事で

博覧会のみで

静岡県では

や造園産業の

覧会は、国際園芸家協会

際レベルの造園、園芸関

あり、この名称は が

使用できるものである。

、 わが国でも有数の花

更なる振興と活力ある新

開催テ

（ ） 花・緑

係の展示等 世

承認した 花

花

き園芸産業 会 期

産業の創出、 平成

ーマ

・水 新たな暮らしの創

界に広がる花・緑・水の交

・緑・水を取り入れた新しい

・緑・水を生かした魅力的

年（ ） 月 日 月

造

流の輪づくり

暮らしづくり

なまちづくり

日の 日間

新たなライ

づくりの推進

に向けての情

イツで開催さ

の国際園芸博

その後、静

フスタイルの創造と潤い

、 国内外との積極的な

報発信を目的に、平成

れた 総会において、

の開催意向を初めて表明

岡県庁内、県の有識者・

のあるまち 種 別

交流と世界 国際園

年 月、ド 博覧会

承認 開催場

した。 静岡県

経済界等か 浜名

芸家協会（ ）が承認

所

西部の浜名湖に面する浜松

湖ガーデンパーク

する国際園芸

市庄内地区

らなる委員会

誘致活動を展

平成 年

会において、

認された。

、地元などの推進組織を

開してきた。

月、ハンガリーで開かれ

年（平成 年）開催

立ち上げ、 会場規

約

た 総 開催主

が正式に承 （財）静

模

体

岡国際園芸博覧会協会
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［ ］名古

年史

屋城本丸御殿障壁画 までの計復元模写 画で、 面（襖絵等 面、天井板絵
第

の協力・章

中
部

名古屋城のの
活
性 日のアメリ
化
に 取り外しがで資
す 壁画は、城内る
イ

支援

天守閣や本丸御殿は、昭

カ軍の空襲により焼失し

きた襖、杉戸、障子、天

の櫓や倉庫などに移され

面）の

術大学日

和 年 月 いる。

たが、幸い、 本会と

袋などの障 文化的資

て焼失を免 ていくこ

障壁画の復元模写事業を

本画保存模写研究会の協力

しても、同事業は当地に残

産であり、復元模写のうえ

とはきわめて意義深い事業

、愛知県立芸

を得て進めて

された貴重な

、後世に伝え

であることか

ベ れた。これら
ン
ト 国の重要文化
開
催 名古屋市でへ
の

するため、平支
援
・ 元模写の試作
協
力

の障壁画のうち、 面

財として指定されている

は、名古屋城と名古屋の

成 年度から 年度まで

を行った後、平成 年度

が、その後、 ら、名古

。 を派遣（

文化を 年 月

障壁画の復 企業に同

から 年度 積極的な

屋城本丸御殿復元課題検討

木下喜揚専務理事）すると

には名商と連名で、本会及

事業に対する協力を広く呼

支援を行っている。

委員会に委員

ともに、平成

び名商の会員

びかけるなど、

［ ］信州

信州博覧会

第

博覧会

は、昭和 年（ ）に長

節 地域振興イベ

野県議会 名 称

ント

［信州博覧会開催概要

信州博覧会

］

等からの要望

検討が進めら

基本構想 を

会場、開催時

月に 信州博

報道機関等

協会会長）を

や申し入れがあり、長野

れた。平成 年 月に

策定し、基本理念、テー

期を決定した。これを受

覧会実行委員会 （行政、

団体、会長 小林春男長

設立し、諸準備と運営に

県において

信州博覧会 テーマ

マ、名称、 サブテ

け、同年

経済団体、 会 場

野県経営者

当たった。 会 期

（

豊かな心の交遊と創造

ーマ ゆとりとふれあい

人間と地球

松本平広域公園緑地（長

約 （会場約 、駐

平成 年 月 日 月

）

野県松本市）

車場約 ）

日

本博覧会は

の ジャパン

域イベント推

ントであり、

長野県松本市

した 万人

、国の支援として、通商

エキスポ 並びに建設省

進事業 にそれぞれ認定

豊かな心の交遊と創造

において開催された。期

以上を大幅に上回る約

産業省提唱

提唱の 地 主 催

されたイベ 入場者

をテーマに、

間中目標と

万人の入場 ［ ］世

（ 日間）

信州博覧会実行委員会

数 万 人

界祝祭博覧会
者を集め、同

本会では、

に向け支援・

博覧会は盛会裡に終了し

本博覧会を後援するなど

協力した。

た。

円滑な実施 世界祝

事と地元

地域の観

開催が話

祭博覧会は、昭和 年 月

財界との会談の場で、低迷

光振興の起爆剤として、国

題となったことが始まりで

に、三重県知

する伊勢志摩

際イベントの

あり、その後、



県において推進組織の立ち上げ等の諸準備が進め 花き花木産業の振興施策を、花かざりの面では、

られた。平成

団法人世界祝

からは、田中

積極的に協力

平成 年

を決定、同年

年 月には、実行組織

祭博覧会協会 が設立さ

精一会長が同協会の副会

・支援を行った。

月に、実施計画、シンボ

月には通産省の ジャ

となる 財 公共施設

れた。本会 森・フラ

長に就任し、 の事業展

こうし

ルマーク等 間年ごろ

パンエキス 出され、

の花かざり、花街道・花

ワーパーク・フラワーリバ

開を図ってきた。

た中で、岐阜県では、西暦

に、花と緑の祭典を開催す

県庁内部において調査研究

第
の名所・花の 章

ーづくりなど 中
部
の
活
性年への中
化
にる構想が打ち 資
すを進めた。 る
イ

ポ 制度の認

省の 地域イ

本博覧会で

をテーマに、

され、期間中

約 万人の

終了した。

定を受け、翌平成 年

ベント実施計画 の認定

は、 新たな“であい”を
あさま

三重県伊勢市朝熊山麓に

目標とした 万人を大幅

入場者を集め、同博覧会は

月には建設 平成

を受けた。 計画委員

求めて ベントの

おいて開催 整備計画

に上回る 進めた。

盛会裡に の準備委

しての

年には、花フェスタ 基

会（委員 関係部局長等）

概要、基本計画・基本方針

との調整など、本格的なイ

平成 年 月に、同フェス

員会を、また、同年 月に

花フェスタ 実行委員会

ベ本構想・基本
ン
トを設置し、イ
開
催の策定、公園 へ
の

ベント準備を 支
援
・タ開催のため
協
力は実施機関と

をそれぞれ

［

名 称 世

愛 称 ま

テーマ 新

サブテーマ

世界祝祭博覧会開催概要］

界祝祭博覧会

つり博・三重

たな“であい”を求めて

設置した

本会で

の会長に

が参画し

援するな

本イベ

。

は、同委員会（総裁 梶原

田口利夫副会長、顧問に松

たことをはじめとして、本

ど支援・協力を行った。

ントは、 未来へ 花・夢

拓岐阜県知事）

永亀三郎会長

イベントを後

・人 をテー

“ひと”

“もの”

“伝統”

“三重”

会 場 三

約

会 期 平

と“自然”とのであいを

と“こころ”とのであい

と“未来”とのであいを

と“世界”とのであいを
あさ ま

重県伊勢市朝熊山麓

（駐車場を除く）

成 年 月 日 月

考える マに岐阜

を見直す とした

探る を集め、

目指す

［花

名 称

日

県可児市において開催され

万人を大幅に上回る約

大成功を収めた。

の都ぎふ・花フェスタ 開

国際花と緑の博覧会 周

花の都ぎふ・花フェスタ

、期間中目標

万人の入場者

催概要］

年記念

主 催 財

入場者数

［ ］花の

（ 日間）

団法人世界祝祭博覧会協

万 人

都ぎふ・花フェスタ

愛 称

会 テーマ

キャッ

会 場

会 期

花の万博 周年記念 花フ

未来へ 花・夢・人

チフレーズ 地に花、人に愛

岐阜県可児市瀬田（岐阜県

平成 年 月 日 月

ェスタ ぎふ

営可児公園）

日

平成 年に

念として開催

して、岐阜県

れた。具体的

大阪で“自然と人間との

された国際花と緑の博覧

では、 花の都ぎふ 運動

な施策としては、花づく

共生”を理 主 催

会を契機と

が展開さ 入場者

りの面では

（ 日間）

花フェスタ 実行委員会

国際花と緑の博覧会記念

数 万 人

協会
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［ ］往

本会では、

第

訪

激動する最新の国際情勢

節 諸外国との交

北 米

中南米

を把握する 欧 州

流

（アメリカ）

（ブラジル、アルゼンチン

（フランス、オーストリア

）

、スペイン、

とともに、諸

済視察団並び

訪問国の政

察・調査を行

信を行ってき

特に、平成

外国との交流を進めるた

に海外調査団を世界各地

治・経済・産業等の状況に

い、同時に中部地域に関

た。

年（ ）からの 年間

め、毎年経

に派遣し、

ついて視

する情報発 大洋州

アジア

は、経済視

ポルトガル、イギリス、ロ

ア、デンマーク、ノルウェ

デン、ドイツ）

（オーストラリア、ニュー

（中国、香港、台湾）

シア、イタリ

ー、スウェー

ジーランド）

察団、海外調

際博覧会の誘

国際空港の

更に、平成

誘致が実現し

訪問先におい

博覧会への出

査団の訪問先において、

致、同年に開港を目指し

を積極的に行った。

年 月に 年日本国

た後も、経済視察団、海

て機会あるごとに、

展、諸外国の航空会社の

年の国 海外

ている中部 海外調

く、訪問

際博覧会の 交通イン

外調査団の テーマに

年日本国際 平成

中部国際空 調査団は

調査団の派遣

査団は、本会の提言等の活

国における経済、地域開発

フラ整備、特定プロジェク

関する調査を行った。

年から 年までに、本会が

回、訪問先国（一部地域

動に資するべ

、産業分野、

トなど個別の

派遣した経済

を含む）は ヵ

港への乗り入

経済視

経済視察団

とともに、政

相互理解、友

れ等を要請してきた。

察団の派遣

は、訪問先国の現地事情

・官・財各界首脳との懇

好親善を進めた。

国にのぼ

一覧を参

地域別

を視察する 北 米

談を通じて 中南米

欧 州

る。（詳細は、本章末の

照）

の訪問先は、次の通りであ

（アメリカ）

（メキシコ）

（ドイツ、スペイン、フラ

調査団 派遣

る。

ンス、スイス、

本会が、平

視察団は 回

国にのぼる。

派遣一覧を参

地域別の訪

成 年から 年までに派

、訪問先国（一部地域を含

（詳細は、本章末の 経

照）

問先は、次の通りである

遣した経済

む）は ヵ アジア

済視察団

。

オランダ、オーストリア、

（台湾、シンガポール、イ

マレーシア、香港、ベトナ

ンマー、タイ、インド）

イギリス）

ンドネシア、

ム、中国、ミャ

第 章第 章



［ ］来 訪

外国の政府

外国公館関係

部の経済・産

の説明を行い

の増進に努め

要人ミッション、駐日大

者等の訪問を積極的に受

業及び主要プロジェクト

、意見交換をするなどし

た。

使など在日

け入れ、中

等について

て相互理解

第

章

国
際
交
流
活
動

特に、この

中部国際空港

博覧会に関連

問が活発化し

主な来訪者

［平成 年

期間（平成 年 年）

建設プロジェクトや

した各国元首級要人の当

た。

・来訪団は次の通り。

（ ）］

においては、
ゴルバ

年日本国際

月 フ地域への訪

月 カ

［平成

月 フ

月 フ

チョフ元旧ソ連大統領（平成

ランス レニエツ元蔵相経済

ナダ ホッキン国務大臣

年（ ）］

ランス デュリュー貿易大臣

ランス フランソワ・ポンセ

年 月 日）

政策顧問

元外相

月 ドイツ

州クレ

月 アメリ

トン知

月 ハンガ

月 フラン

・ノルトライン・ヴェスト

フェルト市 ヴァール市長

カ・ウエストバージニア州

事

リー マヨール対外経済省次

ス フランソワ・ポンセ元

ファーレン 月 フ

ン

ケーパー 月 フ

月 フ

官 コ

外相（ガス 月 ア

ランス ギー・ノード・アル

県議会議員 他

ランス トランキエ総領事

ランス フランソワ・ポン

ーニュ開発公社理事長）

メリカ モンデール駐日大使

ザス州オーラ

セ元外相（ガス

コーニ

月 フラン

ス開発

月 オース

［平成 年（

月 オース

月 アメリ

ュ地方ロッテガロンヌ県県会

ス・アルザス地方 クライ

公社理事

トラリア ダルリンプル駐日

）］

トラリア クック労使関係大

カ・ウエストバージニア

議長） ［平成

ン・アルザ 月 ア

フ

大使 月 フ

コ

臣 月 ニ

州 ロック 月 ス

年（ ）］

メリカ・ウエストバージニ

ェラー 世上院議員

ランス フランソワ・ポン

ーニュ開発公社理事長）

カラグア レアル外務大臣

イス ホイス総領事

ア州 ロック

セ元外相（ガス

フェラ

月 ドイツ

月 ロシア

ルバチ

月 オース

の内閣

ー 世上院議員

シュミット前ドイツ連 共

ゴルバチョフ・元旧ソ連

ョフ財団総裁）

トラリア ショート上院議員

財務相）

月 ト

和国首相 月 イ

大統領（ゴ 月 フ

［平成

（野党 影 月 ア

フ

ルコ クドール対外経済委員

ギリス コックラム総領事

ランス トルジュマン外国投

年（ ）］

メリカ・ウエストバージニ

ェラー 世上院議員

会理事

資移動大使

ア州 ロック

月 カナダ

月 フラン

月 フラン

オブリ

月 オース

テイラー駐日大使

ス トルジュマン投資担当特

ス ストロースカーン産業・

労働・雇用・職業教育大臣

トラリア キーティング首相

月 バ

命大使 月 ア

貿易大臣、 月 イ

月 フ

月 ア

ングラデシュ アーメッド駐

メリカ デミング駐日公使

ギリス ヘーゼルタイン貿易

ランス ウーヴリュー駐日大

メリカ リンカーン駐日大

日大使

産業大臣 他

使

使特別経済補



第 編 最近の

佐官

年史

月 アメリカ・ユタ州 メイビー国際経済開発局
第

月 ベトナ
章

月 シンガ国
際

月 フラン交
流
活 ス開発
動

月 ドイツ

月 エジプ

ム チェン駐日大使

ポール 王・駐大阪領事

ス・アルザス地方 クライ

公社理事長

ディークマン駐日大使 他

ト タラウイ駐日大使 他

長

月 ス

ン・アルザ 月 メ

月 ア

月 ス

月 ア

他

ロバキア ライチャーク駐日

キシコ セディージョ大統領

メリカ シアリング商務省次

ロバキア メチアル首相

メリカ・ウエストバージニ

大使

官補

ア州 アンダー

月 イギリ

月 フラン

ス開発

月 イスラ

工協会

［平成 年

月 イギリ

ス ページ貿易産業省政務次

ス・アルザス地方 クライ

公社理事長

エル ハレル・イスラエル

会長、リヴナット駐日公使

（ ）］

ス コックラム在大阪総領事

官 ウ

ン・アルザ 月 フ

他

日本親善商 月 ド

月 ア

他 局

ッド知事

ランス フラオー・パリ商

イツノルトライン・ヴェス

ホルニッヒ経済振興公社部長

メリカ・コロラド州 チャ

部長

工会議所会頭

トファーレン州

フィー国際貿易

月 イギリ

阪総領

月 韓国

月 アメリ

シール

月 アメリ

ス ライト駐日大使、コッ

事

姜・駐名古屋総領事

カ スタンレー在名古屋前

ズ在名古屋新首席領事

カ・ウエストバージニア州

クラム在大 月 ブ

月 オ

月 オ

首席領事、 大

月 ア

ケーパー 月 ポ

ルガリア ゲルジコフ貿易省

ーストラリア カルバート駐

ーストラリア フィッシャー

臣

メリカ アグレス商務省臨時

ルトガル マテウス経済大臣

次官 他

日大使

副首相兼貿易

次官補代理

トン知

月 チェコ

月 アメリ

月 韓国

月 チュニ

月 アメリ

事

クラウス首相 他

カ シアリング商務省次官補

蔡・在名古屋総領事 他

ジア メジュドュブ駐日大使

カ シアリング商務省次官補

月 オ

月 コ

代理 他 ［平成

月 ア

他 フ

月 中

月 ド

ーストリア ファンライトナ

スタリカ フィゲーレス大統

年（ ）］

メリカ・ウエストバージニ

ェラー 世上院議員

国河北省 葉・省長

イツ ヘンケル・ドイツ産業

ー経済大臣

領 他

ア州 ロック

連盟会長

月 ア

月 ロ

月 香

月 ア

月 メ

月 ア

メリカ・ユタ州 レビット知

シア パノフ駐日大使

港 梁・香港経済貿易代表部

メリカ フォーリー駐日大使

キシコ ウリベ駐日大使

メリカ・ケンタッキー州 パ

事

首席代表

ットン知事

クラウ

［平成 年

月 アメリ

フェラ

ス・チェコ首相（平成 年 月

（ ）］

カ・ウエストバージニア

ー 世上院議員

月 チ
日） 月 ベ

月 カ

州 ロック 月 ア

ウ

ュニジア ガヌーシ国際協力

ルギー ディルクス駐日大使

ナダ エドワード駐日大使

メリカ・ウエストバージニ

ッド知事

海外投資大臣

他

他

ア州 アンダー



月 韓国 鄭・駐名古屋総領事 月 アメリカ ゲッティンガー名古屋米国領事館

月 フィン

月 ベルギ

［平成 年

月 アメリ

フェラ

月 ドイツ

ランド リントゥ駐日大使

ー ディ・ルポ副首相

（ ）］

カ・ウエストバージニア

ー 世上院議員

・ザクセン州 ビーデンコッ

他 首

月 ベ

［平成

州 ロック 月 ア

大

プ首相 月 バ

席領事

ルギー・ワロン地域 キュブ

年（ ）］

メリカ ミネタ商務長官、

使

ングラデッシュ マジッド駐

第

章

ラ副首相 国
際
交
流
活フォーリー駐日
動

日大使

月 オース

月 アメリ

月 ドイツ

総裁

月 ドイツ

月 イギリ

月 アメリ

トラリア グレー駐日大使

カ クイン名古屋米国領事館

・ザクセン州 メツガー経

他

プライジンガー在大阪・神

ス ジャック駐日公使

カ センセンブレナー下院

月 フ

首席領事 表

済振興公社

戸総領事

議員・下院

月 在

ニ

ランス バルテルミー産業開

部局長

日米国商工会議所（

ック副会長

）

発局アジア代

中部支部ウィー

科学委

月 イタリ

ナ・州

月 ドイツ

月 チェコ

［平成 年

員会委員長 他

ア・ピエモンテ州 ピニ

投資促進機構会長 他

ローデ在大阪・神戸副総領

マツェシュカ産業貿易副大

（ ）］

ンファリー

事

臣

月 ドイツ

総裁

月 フラン

月 アメリ

月 イギリ

月 ドイツ

月 メキシ

・ザクセン州 メツガー経

ス グルドー・モンターニュ

カ フォーリー駐日大使

ス ゴマソール駐日大使

プライジンガー在大阪・神

コ ブランコ商工大臣 他

済振興公社

駐日大使

［ ］定
戸総領事

本会は

アメリカ・

期交流

、平成元年以降、アメリカの

ミネタ商務長官、フォーリー駐日
（

ウエストバー

大使
平成 年 月 日）

月 ドイツ

臣 他

月 カナダ

月 ニカラ

月 フィン

月 フラン

・ザクセン州 ショーマー

・アルバータ州 クラーク駐

グア アレマン大統領

ランド リントゥ駐日大使

ス シラク大統領

経済労働大 ジニア州

ニュ両地

日代表 いずれ

中部地域

とともに

図った。

と、また、フランスのアルザ

方と各々地域間定期交流を

も経済ミッションを定期的

での投資セミナー開催につ

、本会の経済ミッションを

ス・ガスコー

行った。

に受け入れ、

いて協力する

派遣し交流を

月 マレー

月 韓国

月 香港

月 フラン

仏投資

シア ラフィダ国際通商産業

洪・駐名古屋領事

マック香港貿易発展局首席駐

ス ロンバール経済・財務

誘致移動大使

大臣

ウエ

日代表 交流

・産業省対 ） ロッ

アメリ

ストバージニア州（ア

クフェラー上院議員の名古

カの有力な政治家であり、

メリカ）との

屋訪問

知日派である



第 編 最近の

ジョン

年史

ロックフェラー 世上院議員が、平 ） 州との交流増進
第

成元年 月に章

会は、同上院国
際

の企業誘致等交
流
活 当時は、日
動

資の急増が日

ことから、ウ

名古屋を訪問した機会を

議員を講師に迎え、日米

をテーマに講演会を開催

本からアメリカへの貿易

米間の大きな経済摩擦問

エストバージニア州（以下

とらえ、本 州

関係や中部 フェラー

した。 来名し、

輸出及び投 する

題であった 大に大変

州 とりわ

政府日本代表事務所の開設

上院議員、 州知事は、

中部の企業に 州の投資

など、中部地域との経済・

熱意を持って活動している

け、ロックフェラー上院議

以後、ロック

毎年のように

環境や魅力を

文化交流の拡

。

員は事務所開

という）選出

りわけ中部の

る旨を表明し

サポートする

築を目指して

） 州の

ロックフェ

の上院議員である同氏は

企業による 州への投

、日本企業による地方州

ことを通じて、良好な日

いきたいとの考えを示し

投資環境 活動支援

ラー上院議員の要請を受

、日本、と 設以後の

資を期待す 来名ごと

への進出を と日本の

米関係の構 進等につ

た。 また、本会

ン“プロ

け、本会は、 月と 年

年間で 回来名、本会は

に会員有志による歓迎会を

経済関係、 州と中部地

いて懇談している。

では、同上院議員が率いる

ジェクト・ハーベスト”が

月に来名した際、同ミッ

同上院議員の

開催し、米国

域との交流増

経済ミッショ

、平成 年

ションに参加

州政府が

介する活動を

まず、平成

局長が来名し

投資に関する

同年 月に

同州の投資環境を本会会

支援した。

元年 月、スペンス

、本会では同局長による

講演会を開催した。

は、対米投資調査視察団

員企業に紹 した

また、

州国際開発 月、

州への を支援し

一方、

（団長 小 成元年

州の企業との商談会を開催

州への投資誘致セミナ

年 月、 年 月、 年

た。

本会から 州への往訪は

月の対米投資調査視察団に

している。

ー（平成元年

月、 年 月）

、前述した平

始まり、平成

川修次副会長

調査するとと

同州のワイズ

政府関係者と

更に、同年

ストン・ケー

関係者からな

）を派遣し、 州の投

もに、ロックフェラー上

下院議員（後の 州知

懇談した。

月、ロックフェラー上

パートン 州知事はじ

る経済ミッションを迎え

資環境等の 年 月

院議員及び 長）、平成

事）など州 三郎会長

安部浩

院議員、ガ ロックフ

め同州政府 要人と懇

て、本会会 している

の米国経済視察団（団長

年 月の訪米使節団

）、平成 年 月の米国経

平会長）の計 回であり、

ェラー上院議員及び 州

談するとともに、同州の投

。

谷本悦造副会

（団長 松永亀

済視察団（団長

訪問の都度、

知事や経済界

資環境を視察

員企業を対象

した。

） 州政

このような

州政府は、平

表事務所を開

に同州への企業誘致セミ

府日本代表事務所の開設

相互交流の実績を背景と

成 年 月、名古屋に

設することを決定した。

ナーを実施

支援

して、

州日本代

米国の州の

駐在員事務所

が初めてであ

設置場所、規

トした。

が東京以外に置かれるの

ることから、本会では同

模等の斡旋について全面

は、 州

州事務所の

的にサポー

ロックフェラー上院議員（平成 年 月）



） 州との交流の成果 月に、 州知事テクノロジー局日本事務所が、

上述の活動

州との交流に

平成 年

を購入するこ

には日本特殊

年 月にト

等を通じて、本会の会員

取り組むようになった。

月には中部電力 が同州

とを決定した。また、平

陶業 が同州への進出を

ヨタ自動車 が同州にエ

企業も 岐阜県各

産出の石炭 アル

成 年 月 ス）と

決定、平成 ） アル

ンジン工場 アルザ

務原市のテクノプラザ内に

ザス・ガスコーニュ両

の交流

ザス地方との相互交流

ス地方（フランス本土最東

第
設置された。 章

国
際
交地方（フラン
流
活
動

部）からのミッ

を建設するこ

州に進

平成 年 月

部 県内に本

他方、

当地域自治体

年 月、ケー

とを発表した。

出する日本企業は着実に

現在で 社が進出し、う

社を置いている。

州政府は当地域への訪問

との交流も深めてきてい

パートン 州知事から

ションが

増えており、 り来名し

ち 社が中 れを後援

は、昭和

を通じて、 田中精

る。平成 方へ派遣

本会の松永 ） ガス

、昭和 年 月と 年 月

、投資セミナーを開催した

した。これを契機に交流が

年 月、 欧州経済視察

一会長、団長 竹見淳一副

した。

コーニュ地方との交流

の 度にわた

際、本会はこ

始まり、本会

団 （名誉団長

会長）を同地

亀三郎会長あ

の斡旋を依頼

岐阜県と

における正式

“草の根交流

団の相互訪問

てに、 州と岐阜県と

する文書が来状し、これ

州の交流が活発化した。

な姉妹提携は行われてい

”が活発になり、両地域

が幾度か行われた結果、

の姉妹提携 アルザ

を契機に、 コーニュ

未だ両地域 を兼ねて

ないものの、 との交流

による使節 ランソワ

平成 年 エ・ガロ

ス東京事務所の富永雅之

地方（フランス本土南西部

いたことから、本会とガス

が始まった。平成 年

ポンセ・フランス上院議

ンヌ県県会議長、元外務大

所長が、ガス

）の日本代表

コーニュ地方

月、ジャン フ

員（ロット・

臣）を団長と

月に両者間で

ウェアやバー

どの先端技術

での交流を深

これをもと

ンと 州の

も協定が結ば

友好交流の覚書が調印さ

チャルリアリティー（仮

分野での連携を強化し、

めていくことが確認され

に、岐阜県の ソフトピ

ハイテク・コンソーシア

れ、研究者の交換、共同

れ、ソフト するミッ

想現実）な 資セミナ

幅広い分野 本会では

た。 堀木博

ア・ジャパ 答礼訪問

ムとの間で ） アル

研究を進め 開設

ションが来名し、名古屋で

ーを開催、本会が後援した

、同年 月に 欧州経済

副会長）を派遣し、ガスコ

した。

ザス・ガスコーニュ日本代

企業誘致・投

。これを受け、

視察団 （団長

ーニュ地方を

表部の名古屋

ることが決定した。これらの経緯から、平成 年 上述の

れまで東

びにガス

の駐日代

を移転し

表 同氏

交流経緯を踏まえて、平成

京に置かれていたアルザス

コーニュ代表事務所（冨永

表、事務所長を兼務）が名

、アルザス・ガスコーニュ

）として活動することとな

年 月、そ

東京事務所並

雅之氏が各々

古屋に事務所

日本代表部（代

った。

州商談会（平成 年 月 日）

本会で

の活動を

する投資

力を続け

平成

は、アルザス・ガスコーニ

支援するため、同代表部が

・観光セミナーを共催・後

た。

年 月に、アルザス地方の

ュ日本代表部

定期的に主催

援するなど協

経済使節団が
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本会を訪問し

年史

た際、中部と同地方との相互理解を その後、 第 回日仏合同ビジネスセミナー
第

深めていくた章

に 日仏合同国
際

が決定した。交
流
活 これを受け
動

ニュ地方にお

ナー が開催

め、隔年ごとに、相互の

ビジネスセミナー を開

て同年 月、アルザス及

いて 第 回日仏合同ビ

された。本会は、 中部

地域で交互 を平成

催すること あったが

閉鎖され

びガスコー ミッショ

ジネスセミ ルザス・

産業活性化 ザス日本

年秋に名古屋において開

、同年 月にガスコーニュ

たことにより、ガスコーニ

ンは実現しなかった。これ

ガスコーニュ日本代表部は

代表部 と改称した。

催する予定で

日本代表部が

ュによる訪日

を契機に、ア

名称を アル

センターと合

査団（団長

専務理事）を

ジネスセミナ

同で 日仏合同ビジネス

鈴木康義 中部産業活性

派遣し、両地方において

ーを開催した。

セミナー調 その後

化センター に対する

それぞれビ 回にわ

共催・後

、本会では、アルザス日本

支援として、平成 年から

たり アルザス投資・観光

援した。

代表部の活動

年にかけて

セミナー を

ガスコーニュでの日仏合同ビ

第 節

ジネスセミナーを報じた現地新

セミナー等の開催

聞コピー（平成 年 月 日）

・後援

経済のグロ

する関心が高

域の投資セミ

を単独あるい

し、会員企業

交流促進に努

ーバル化に伴い、諸外国

まるなか、本会では、下

ナー等各種セミナーの開

は他の経済機関・団体と

に海外の情報を提供し、

めた。

の日本に対

記の国・地 ［平成

月 ド催及び後援

ナ共同で支援

月 ハ諸外国との

月 フ

年（ ）］

イツ クレフェルト市企業

ー（後援）

ンガリー 投資セミナー（共

ランス ガスコーニュ地方投

誘致・経済セミ

催）

資セミナー（共

平成 年

等の開催実績

本会の

コ内に示

立場

した

（ ）から 年までの主

は次の通りである。

（主催、共催、後援、

。

協

催なセミナー

月 オ

月 フ

［平成

月 フ

力）をカッ

）

ランダ 事務合理化研修視察

ランス アルザス投資セミナ

年（ ）］

ランス アルザス投資セミナ

（協力）

ー（共催）

ー（共催）



月 オーストラリア による投資セミナー（後 月 ドイツ ノルトライン・ヴェストファーレン

援）

月 ドイツ

月 フラン

セミナ

月 アメリ

生の研

東部ドイツ投資セミナー

ス アルザス・ガスコーニ

ー（共催）

カ ブリンガムヤング大学

修（協力）

州

（後援） 月 フ

ュ地方投資 援

月 ア

（ユタ州）学 月 ブ

［平成

・ビジネスセミナー（後援）

ランス アルザス投資・観

）

メリカ コロラド州セミナー

ルガリア 貿易・投資セミナ

年（ ）］

第

章

光セミナー（後 国
際
交
流
活（後援）
動

ー（共催）

月 フラン

［平成 年

月 フラン

月 フラン

ニュ地

月 アメリ

月 中国

ス アルザス投資セミナー

（ ）］

ス 経済セミナー（共催）

ス ポンセ元外相講演並び

方投資セミナー（共催）

カ 経済セミナー（後援）

日中合弁大連工業団地投資セ

（共催） 月 中

月 チ

月 メ

にガスコー 月 ル

月 ア

ナ

ミナー（後 ［平成

国 河北省投資セミナー（協

ュニジア 投資セミナー（後

キシコ ビジネスセミナー

ーマニア ビジネスセミナー

メリカ ウエストバージニ

ー（後援）

年（ ）］

力）

援）

（共催）

（主催）

ア州投資セミ

援）

月 ドイツ

ミナー

［平成 年

月 アセア

月 フラン

テューリンゲン州貿易・

（共催）

（ ）］

ン・ラウンド・テーブル名古

ス ガスコーニュ・セミナー

月 チ

投資促進セ 月 イ

［平成

月 ア

屋（共催） ミ

（共催） 月 ド

ェコ ビジネスセミナー（後

タリア ビエモンテ州投資セ

年（ ）］

メリカ ウエストバージニア

ナー（後援）

イツ ザクセン州ビジネスセ

援）

ミナー（後援）

州経済投資セ

ミナー（主催）

月 トルコ

［平成 年

月 アメリ

催）

月 ベトナ

月 中国

（共催

経済セミナー（共催）

（ ）］

カ ウェストバージニア州

ム ベトナム経済セミナー

シンガポール・蘇州工業都

）

月 イ

月 マ

商談会（共 月 香

月 ベ

（主催） 援

市セミナー

ギリス セミナー（後援

レーシア ビジネス機会セミ

港 ロジステックスセミナー

ルギー ワロン地域プレゼン

）

）

ナー（主催）

（後援）

テーション（後

月 フラン

催）

月 アメリ

［平成 年

月 アメリ

ナー（

ス アルザス観光・投資セ

カ ミシガン州投資セミナー

（ ）］

カ ウエストバージニア

後援）

ミナー（共

（後援）

州投資セミ

月 チェコ

［平成 年

月 アメリ

催）

月 スロバ

ビジネス・ミーティング

（ ）］

カ ウェストバージニア州

キア 経済懇談会（共催）

（共催）

商談会（共
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経済の国際

日本国際博覧

第 節 中部地域

化の進展や、中部国際空

会などのビッグプロジェ

における外国公

港、 年

クトの存在 アメリ

館等の開設支援

カ・ウエストバージニア州政府日本代表

を通して、中

化したことか

次いだ。

本会では、

済視察団が訪

中部地域を紹

また、在名

部地域に対する海外諸国

ら、領事館など外国公館

外国公館等の誘致を促進

問した各国政府や産業界

介し、招致活動を展開し

外国公館が主催するセミ

の認識が深 事務所

の設立が相 フラン

オース

すべく、経 カナダ

に対して、 フラン

た。 年

ナー等の後 名古屋

（平成 年 月）

ス・アルザス日本代表部（

トラリア領事館（平成 年

領事館（平成 年 月）

ス大使館・経済商務部名古

月）

アメリカ領事館（平成 年

平成 年 月）

月）

屋支部（平成

月）

援や、本会の

タビュー記事

する支援・協

現在、当地

国（大韓民国

メリカ、オー

機関誌“中経連”への代

掲載など、在名外国公館

力を積極的に行った。

域に開設されている総領

、ブラジル）、領事館は

ストラリア、カナダ、イ

表者のイン ブラジ

の活動に対 英国通

年

事館は ヵ ブリテ

ヵ国（ア

ギリス）で アメリ

ル総領事館（平成 年 月

商投資中部事務所（平成

月に領事館に格上げ）

ィシュ・カウンシル名古屋

（平

カ・ユタ州経済開発名古屋

）

年 月、平成

成 年 月）

事務所（平成

ある。

平成 年以

表事務所等は

第 節

降に名古屋に開設された

次の通りである。

海外技術者研修

年

領事館、代 イギリ

協会（ ）中部研修

月、平成 年 月閉鎖）

ス領事館（平成 年 月）

センター（ ）の建設活動

海外技術

（ ）設立

研修センター

発展途上国の

このうち中部

者研修協会（ ）は

以来、東京・関西・横浜・

で海外技術者受け入れ事

産業、経済の発展に寄与

研修センター（ ）は

、昭和 年 平成 年

中部の各 達し、需

業を行い、 宿泊能力

している。 なく、講

、途上国へ 模が小さ

には 働率が ％と、ほ

要に対応できない状況とな

が 人しかないことや研修

堂もないことなど、同セン

いことがネックであった。

ぼ飽和状態に

った。これは、

室が 室と少

ターの施設規

加えて、開館

の技術移転、

域の優れた産

修施設として

手町に開館し

開館以来、

すなわち各国からの研修

業技術を教えることを目

、昭和 年 月に愛知県

た。

同センターの利用率は年

生に中部地 以来 年

的とした研 いた。

愛知郡長久 このよ

が急務と

々増加し、 である国

余を経過して施設自体も老

うな事情から、同センター

され、中部通商産業局長の

際技術交流拠点構想実現

朽化してきて

の拡充・整備

私的諮問機関

化研究会（通



称・タンポポ計画研究会）において、同センター のため、国ベースでは、平成 年度予算に調査費

の拡充・整備

つとして打ち

本会では、

センターの今

を中心とした

設置、同セン

を今後推進すべきプロジ

出された。

中部通産局長からの要請

後の整備方策を検討する

産・官・学で構成する検

ターの現状や地元企業の

ェクトの一 の計上を

て建設工

を受け、同 を中心に

ため、地元 せて補助

討委員会を 一方、

評価、将来 部研修セ

要求、平成 年度から事業

事にかかることとなり、愛

地元自治体も国の予算付け

金の予算付けが行われた。

企業ベースでは、本会が中

ンターの利用企業並びに当

第
費補助金を得 章

知県、豊田市 国
際

に歩調を合わ 交
流
活
動

心となって中

地域の有力企

のニーズな

転・拡張と研

策を検討した

その結果、

を 万 と

個室 室（

泊能力を

どを検討・分析し、同セン

修内容の充実を中心とし

。

新しいセンター施設は、

倍近くに拡大し、バス・

シングル 、ツイン ）

人規模へ拡充すること、リ

ターの移 業に対し

て今後の方 の企業寄

を得て実

延べ床面積 新セン

トイレ付き 研修と研

を設けて宿 海外情報

フレッシュ の交流ネ

寄付を要請するとともに、

付については、 経済団体

施し、平成 年度当初の開

ターの研修内容については

修生の宿泊を中心とした機

の収集提供機能や中部地域

ットワークの要となるコー

全国ベースで

連合会の協力

館を目指した。

、現在の一般

能に加えて、

の在留外国人

ディネート機

のための施

パーティー室

の大研修室

室と講堂、図

システム）日

ブラリー室な

設として喫茶コーナーやラ

なども設けること、研修施

室を中心に中小あわせて

書室や映写室、 （日

本語の産業・技術に関す

どを導入、研修機能の強

ウンジ、 能などを

設も 充実、特

室の研修 増設、研

本語等自習 うことに

る ライ 新セン

化を図るべ 地上 階

新たに整備するほか、現在

に、地域特性を生かした管

修生受け入れ企業の指導員

し、研修企画委員会を設け

ターは、地上 階・地下

・地下 階の研修棟の他、

の研修機能の

理研修の大幅

研修などを行

て検討した。

階の宿泊棟、

体育館、テニ

きである、と

また、用地

活条件とも比

の、敷地面積

の規制（建ぺ

床面積 万

隣接地への買

した。

は、既設のセンターが交

較的恵まれた所に立地し

が約 しかないた

い率、容積率）から現在

規模の施設建設は不可能

い増しも無理なことから

スコート

通条件、生 修施設と

ているもの 生が日本

め、公法上 してビデ

地での延べ また、旧

であること、 い 名に

、現在地を 室やソ

を備えて、平成 年 月に

しては、大・中・小の研修

の生活環境に順応できるよ

オライブラリーなどが設け

では 名であった宿泊

増え、各室にバス・トイ

ーシャルラウンジなど研修

開館した。研

室の他、研修

う支援施設と

られている。

能力が 倍近

レを完備、洗

期間を快適に

売却して移転

移転先とし

あることや検

用する企業の

が利用できる

間は片道 時

することが必要である、

ては、現在地が恵まれた

討委員会の調査でも同セ

大半が 地下鉄などの公

場所 企業・実習地まで

間以内 などを希望して

とした。 過ごすこ

立地条件に 平成

ンターを利 （

共交通機関 佐波正一

の通勤時 関係者約

いることも 安部会

とができるように改善され

年 月 日、 海外技

）中部研修センター（

会長、安部浩平本会

名の出席するなか開催

長は、挨拶のなかで、産業

た。

術者研修協会

）の開館式が、

会長をはじめ

された。

技術の中枢圏

あり、交通の

豊田市に決定

センターの

者研修協会の

自治体や企業

利便性に重点を置いて検

した。

整備・拡充にあたっては

自己資金と国庫補助金に

ベースの協力が不可欠で

討した結果、 域である

力を拡充

、海外技術 と今後の

加えて地元 新セン

あった。こ れ実績を

中部に、国際技術交流拠点

した新センターが建設され

多面的な活動への期待を述

ターは、開館後、順調に研

伸ばし、平成 年度

として収容能

たことの意義

べた。

修生の受け入

名、 年度
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に比べ倍増している。

第 節

新装なった
（ ）

海外子女教育相

海外技術者研修協会（ ）

談室

中部研修センター

本会では、

海外に赴任す

急速に高まっ

外子女教育相

学校・国際学

企業の海外活動が活発化

る従業員の子女教育対応

たことから、会員企業を

談を月 回実施し、現地

校・現地校への転入学に

するにつれ、

の必要性が

対象に、海

での日本語

関する情報

件数 人

平成元年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

数

人

人

人

人

人

提供や出国時

の学校への転

員企業の海外

た。

平成元年度

次の通りであ

・帰国時の諸手続き、帰

入学などについての助言

事業活動に対する側面的

（ ）以降の教育相談対

る。

国後の日本

を行い、会

支援を行っ

応件数は、

年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

年度 件

人

人

人

人

人

人

人

件数 人数

平成元年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度

年度



経済視察団 派遣一覧

欧州経済

万博関係情
治水関係情
仏ガスコー

視察団

目 的 団

報収集 団 長
報収集 副団長
ニュ地方との交流

平成 年（ ） 年（

長・副団長 訪問国・

堀木 博 フランス
三浦 道義 パリ

）

平成 年（ ）

都市 訪問先

フランス政府代
パリセンター

第

章

国
際月 日 日
交
流
活
動

表

新都市開発
統合に

地区の視察
関する動向調査

オーストリア
ウィーン

スペイン
バルセロナ

セビリア

ラ・ディファンス地

ウィーンセン
ウィーン市都市開発
ドナウ・インゼル

オリンピック事務局
オリンピックメイン
セビリア万博公社

区新都市開発

ター
局

スタジアム

ポルトガル
リスボン

フランス
アジャン

セビリア万博会場
セビリア事務

リスボン事務
ポルトガル貿易振興

アジャン市庁
ロッテ・ガロンヌ県
アグロポール農業試

所

所
庁

会
験場

ロシア・欧州経済視察団

目 的 団

イギリス
ロンドン

長・顧問 訪問国・

カステルジャルー市
ネラック市庁
ピュイミロール市庁

日本人商工会議所

平成 年（ ） 月

都市 訪問先

庁

日 月 日

セビリア万
万博関係情
ロシアの市
統合に

都市再開発

博視察 団長
報収集 顧問
場経済移行状況の調査
関する動向調査
地区の視察

豊田 芳年 ロシア
小川 修次 モスクワ

サンクト ペテ

イタリア
ミラノ

コモ

ローマ

ロシア経済省
ルブルグ エルミタージュ美術

イタリア商業銀行
ミラノセンタ

国立絹美術デザイン
セラピアンスティファ
エウル副都心

館館長

ー
学校
リ皮革伝統産業

セビリア

イギリス
ロンドン

セビリア万博日本館
セビリア万博公社

ドックランド開発公
ケント州開発公社
ル・エクジビション

社
（ユーロトンネ
センター）

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長・顧問 訪問国・都市 訪問先
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団

目 的 団

新政権の主要経済閣僚 団長
副団長
副団長

長・副団長 訪問国・

松永 亀三郎 アメリカ
小川 修次 ワシントン
岩崎 正視

平成 年（ ）

都市 訪問先

日本大使
米国議会
国会議事堂（ロック
員）
商務省（ブラウン長官
通商代表部（カンター

月 日 日

フェラー上院議

）
代表）

ウエストバー
財務省（アルトマン副

ジニア州 マーシャル大学
インコアロイ社
知事公邸（ケーパー
クフェラー上院議員

社
アパラアチ

長官）

トン知事、ロッ
）

アン電力

華南経済

中国の経済
経済特区の
香港 台湾
見聞

視察団

目 的

発展状況の視察 団長
視察
の中国本土への姿勢の

団長 訪問国・

小原 敏人 中 国
北 京

上 海

平成 年（ ）

都市 訪問先

日本大使
日本人商工会議所
北京市人民政府
上海市人民政府
浦東新区
上海三菱電梯有限公

月 日 日

司
広 州

深

香 港

台 湾
台 北

広東省人民政府
賽格日立彩色顕示器
深 人民政府

新中港集団有限公司

華新麗華股 有限公
経済部国際貿易局
中華民国工商協進会

日本総領事

日本総領事

有限公司

司

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先

坂訓
坂訓

扮什



デンバー

スーパーハ
空港の視察
航空と空
チャーに関
参加
〔共催 名古

新空港視察団

目 的 団

ブ空港等、アメリカ諸 団 長
（三重大

港のインフラストラク 副団長
する国際フォーラム

屋商工会議所〕

長・副団長 訪問国・

伊藤 達雄 アメリカ
学人文学部教授） デンバー
阿久津 一

ラスベガス

平成 年（ ）

都市 訪問先

コロラドコンベンシ
デンバー商工会議所
デンバー国際空港
コロラド先端技術研
マッカラン空港
ラスベガス会議観光

月 日 日 第

章

国
際
交ョンセンター 流
活
動

究所

局

アトランタ

ロサンゼル

ネバダ開発局
アトランタ・ハーツ
アトランタ市航空局
アトランタ・トレー
セントラル・アトラ

ス ニューポート・ビー
ジョン・ウェイン空
アーバインカンパニ

フィールド空港

ド・ポート
ンタ開発公社
チ
港
ー

オセアニ

訪問国と中
進
〔在名古屋オ
置（ 年 月
環太平洋経
アメリカズ

ア経済視察団

目 的 団

部地域との経済交流促 団長
副団長

ーストラリア領事館設
）に対する答礼訪問〕
済圏形成に関する懇談
カップの経済効果に関

長・副団長 訪問国・

松永 亀三郎 オーストラリ
小原 敏人 シドニー

キャンベラ

平成 年（ ）

都市 訪問先

ア
ダーリング・ハーバ
首相官邸（首相）
貿易省（貿易大臣）
日本大使
都市計画館

月 日 日

ー港湾局

する情報収
遷都、首都
港湾再開発

集
設計視察
地域視察

パース

ニュージーラ
クライスト
オークラン
ワイラケイ
ウエリント

ダンピア

講演会 アメリカズ
果

ンド
チャーチ リトルトン港湾会社
ド

地熱発電所
ン 首相官邸（首相）

貿易大臣執務事務所
日本大使

基地

日本総領事

カップの経済効

（貿易交渉大臣）

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先



第 編 最近の 年史

英国・北第

章

国
際 英国・スカ
交 る万博支援流

訪問諸国の活
動 訪問諸国と

促進
英国通商投
年 月）に対

欧経済視察団

目 的 団

ンジナビア諸国に対す 団 長
要請 副団長
経済情勢に関する懇談
中部地域との経済交流

資中部事務所設立（
する答礼訪問

長・副団長 訪問国・

安部 浩平 デンマーク
小原 敏人 コペンハー

イギリス
ロンドン

平成 年（ ）

都市 訪問先

ゲン 外務次官
商工省局長
日本大使

副首相

月 日 日

ノルウェー
オスロ

スウェーデン

貿易産業大臣
日本大使
トヨタ自動車ダービ

首相
貿易海運大臣
外務次官
日本大使

ー工場

米国・南米経済視察団

目 的

ストックホ

団長 訪問国・

ルム 貿易及び欧州問題担
貿易公団副総裁
日本大使

ストックホル

平成 年（ ）

都市 訪問先

当大臣

ム事務所

月 日 日

港湾施設視
首都機能関
経済、社会
経済・文化
万博支援要

察 団長
係情報収集
情勢視察
交流促進
請

安部 浩平 アメリカ
サンフラン

ワシントン

ブラジル
ブラジリア
サンパウロ

シスコ オークランド港湾局
サンフランシスコ湾
ボルチモア開発公社
首都計画委員会

日本大使

ブラジル特殊陶業社
日本総領事

保全開発委員会

アルゼンチン
ブエノスアイレス 大統領

外務大臣
経済省通商鉱工業庁
日本大使

長官

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先



欧州経済

欧州経済情
通貨統合

万博支援要

視察団

目 的 団

勢の視察 団 長
状況調査 副団長
請及び関係情報の収集

長・副団長 訪問国・

豊田 芳年 ドイツ
富田 和夫 ハノーバー

デュッセル
ボン

平成 年（ ）

都市 訪問先

ハノーバー国際博覧
ドルフ 日本商工会議所

日本大使
ドイツ産業連盟（
東部ドイツ産業投資
外務省

月 日 日 第

章

国
際
交会事務局 流
活
動

）
委員会

スペイン
マドリッド
セビリア

ポルトガル
リスボン

東京三菱銀行デュッ

外務省
日本大使
セビリア万博関連公

リスボン国際博覧会
経済省副大臣
日本大使

セルドルフ支店

社

公社

オセアニア経済視察団

目 的 団

フランス
パリ

長・副団長 訪問国・

（ロセルタレス事
日本大使

平成 年（ ） 月

都市 訪問先

務局長）

日 月 日

進出企業運
港湾再開発
経済交流増
首都機能調
シドニーオ
アメリカズ

営状況視察 団 長
状況視察 副団長
進
査
リンピック施設の視察
カップ運営状況視察

神野 信郎 オーストラリ
小原 敏人 メルボルン

シドニー

キャンベラ

ニュージーラ
ウェリント

ア
トヨタ自動車オース
ダーリング・ハーバ
オリンピック会場
外務貿易次官
日本大使
産業・科学・資源省

ンド
ン 日本大使

トラリア社
ー

次官

ワイラケイ
オークラン

外務貿易大臣
地熱発電所

ド アメリカズカップ・
ロイヤル・ニュージ
トクラブ・スコード

ビレッジ社
ーランド・ヨッ
ロン

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先



第 編 最近の 年史

米国経済第

章

国
際 投資環境視
交 経済交流増流

現地進出工活
動 都市再開発

オリンピッ
都市再開発

視察団

目 的 団

察 団 長
進 副団長
場視察
状況視察
ク会場視察
状況視察

長・副団長 訪問国・

安部 浩平 アメリカ
岩崎 正視 ニューヨー

チャールス

バッファロ

平成 年（ ）

都市 訪問先

ク 米国三菱商事
ロックフェラー上院

トン ウエストバージニア
ワン・バレー バン

ー トヨタモーターマニ
ング・ウエストバー

月 日 日

議員
州知事
ク本店
ュファクチャリ
ジニア社

ボストン

ソルトレイ

ラスベガス

チャールズタウン・
ビッグ・ディッグ
クインシーマーケッ

クシティ ユタ州知事
オリンピック会場
新興住宅地
中心部ホテル街

ネービーヤード

ト

ドイツ・

ザクセン州
経済情勢

万博関係情
ハノーパー
ベルリン再
ドイツ産業

フランス経済視察団

目 的 団

政府との交流 団 長
の視察 副団長
報の収集 副団長
万博会場視察
開発状況視察
連盟との交流

長・副団長 訪問国・

安部 浩平 フランス
豊田 芳年 パリ
小原 敏人

ドイツ
ドレスデン

平成 年（ ）

都市 訪問先

（ロセルタレス事
日本大使
日本商工会議所

ザクセン州政府（首

月 日 日

務局長）

相及び経済労働

ベルリン

ハノーバー

大臣）
社

日本商工会
日本大使
ドイツ産業連盟開発
ベルリン市政府
ハノーバー万博

局

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長・副団長 訪問国・都市 訪問先



欧州経済

市場統合
東西ドイツ

調査団

目 的

進展状況調査 団長
統一状況調査

調 査 団 派 遣 一
平成 年（ ） 年（

団長 訪問国・

外山 公司 ベルギー
ブリュッセ

覧
）

平成 年（ ） 月

都市 訪問先

ル 日本大使
本部

第

章

国
際日 月 日
交
流
活
動

モンス

ドイツ
デュッセル
ボン
ベルリン

フランス

日本商工会議所
日本碍子工場

ドルフ デュッセルド
ドイツ三菱商事
日本大使
講演会（ブリストル
信託庁

ルフセンター

ホテル）

東南アジ

東南アジア

ア経済調査団

目 的

諸国の経済開発状況調 団長

パリ

団長 訪問国・

木下 夫 台 湾

パリセンター
日本政府代表

平成 年（ ）

都市 訪問先

部

月 日 日

査
中部との経
東南アジア
技術・人材

済交流促進
の国際物流調査
交流調査

台 北

シンガポール

台北ワールド・トレ
台湾三井物産
中正国際空港エア・
ナル

シンガポール
国際卸売センター
シンガポール民間航
バタムインド社
日本・シンガポール

ードセンター

カーゴ・ターミ

センター

空局

技術学院

インドネシア
ジャカルタ

マレーシア
クアラルン

バタム島工業地域
ジャカルタセ

職業訓練指導センタ

プール マレーシア工業開発
マレーシア・クォー
社
日本人商工会議所

ンター
ー

庁
ツ・クリスタル

香 港 香港コンベンション
ン・センター
香港貿易発展局

香港センター

・エキジビショ

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先



第 編 最近の 年史

東南アジ第

章

国
際 アジア諸国
交

と交流促進流
活
動

ア経済調査団

目 的 団

の産業経済の実態調査 団長
顧問
顧問

長・顧問 訪問国・

木下 夫 シンガポール
阿久津 一
梅島 一嘉

マレーシア
クアラルン

平成 年（ ）

都市 訪問先

シンガポール
旭テクノビジョン社
シンガポール港湾局
日本人商工会議所

プール マレーシア工業開発

月 日 日

センター

庁

ベトナム
ホーチミン

ハノイ

ベトナム商工会議所
国家協力投資委員会
所
輸出加工区
ホーチミン人民委員
ベトソフペトロ社
ベトナム商工会議所
国家計画委員会
国家協力投資委員会

ホーチミン支部
ホーチミン事務

会

中 国
深

珠 海

香 港

日立深 工場
経済特区
深 市投資促進中心
経済特区

香港新空港局

ドイツ・

連 制・自
財政制度調

スペイン地方自治調査

目 的

治州制度導入国家の行 安
査 長

団

訪問国・

木 正一 ドイツ
嶺 敬二 ミュンヘン

ベルリン

平成 年（ ）

都市 訪問先

バイエルン州政府（
経済省）
ベルリン市政府（内

月 日 日

内務省、大蔵省、

務省、大蔵省）

キール

デュッセル

ボン

スペイン
マドリッド

ベルリン投資促進会
シュレースヴィヒ・
ン州政府（内務省、
外務省）

ドルフ ノルトライン・ウエ
州政府（内務省）
連邦政府（内務省、
交通省）

中央政府（自治省）

社
ホルンシュタイ
大蔵省、経済省、

ストファーレン

大蔵省、経済省、

バルセロナ カタルーニャ州政府（総理府）

目 的 団長・顧問 訪問国・都市 訪問先

目 的 訪問国・都市 訪問先

坂訓 坂訓

坂訓



日仏合同

アルザス・
の経済文化
ビジネスセ
都市開発視

ビジネスセミナー調査

目 的 団

ガスコーニュ両地方と 団長
交流拡大 顧問
ミナー実施 顧問
察

団

長・顧問 訪問国・

鈴木 康義 フランス
小川 修次 パリ
三浦 道義

モンフラン
ガスコーニ
（アジャン・

平成 年（ ）

都市 訪問先

フランス上院（ポン
パリセンタ

国土開発担当大臣
カン モンフランカン都市
ュ地方 ガスコーニュ地方セ
トゥー

月 日 日 第

章

国
際
交

セ上院議員） 流
活ー
動

再開発
ミナー

ルズ）
アルザス地
（ストラスプ
コルマール

ドイツ
バーデンバ
フライブル
バーゼル

方 アルザス地方セミナ
ール、
）

ーデン クアハウス
グ フライブルグ都市開

ユーロエアポート

ー

発

米国情報

情報スーパ
調査
マルチメデ

通信調査団

目 的

ーハイウェイ構想動向 団長

ィア進捗状況調査

団長 訪問国・

木下 喜揚 アメリカ
アトランタ

平成 年（ ）

都市 訪問先

スタジオ
国際見本市

（ジョージア

月 日 日

先端通信技術セ

ワシントン

ニューヨー

ンター）
（ジョージア

ンスティチュート）
ジョージア・テック
ア・ラボ
郵政国際協会ワシン
商務省電気通信情報

社
三菱商事ワシントン

ク 東 ガス ニューヨー
アメリカ

技術経済発展イ

・マルチメディ

トン事務所
局

駐在所
ク事務所

サンフラン

ロサンゼル

シスコ レジス・マッケンナ
シリコングラフィッ

ス 南カリフォルニア大
アニメーションラボ
ユニバーサルスタジ

社
クス社
学コンピュータ

オ

目 的 団長・顧問 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先



第 編 最近の 年史

東南アジ第

章

国
際 産業・経済
交

日系進出企流
活
動

ア経済調査団

目 的 団長

の実態調査 団長
業の実情調査 名誉顧

顧問

名誉顧問 顧問 訪問国・

木下 夫 ミャンマー
問 ヤンゴン
松永 亀三郎
阿久津 一

平成 年（ ）

都市 訪問先

ミャンマーシーフー
第一工業省
ミンガラドン工業団
エネルギー省
日本大使
ミャンマー商工会議

月 日 日

ド社

地

所

タイ
バンコク

ベトナム
ハノイ

ボージョーマーケッ
国家計画経済開発省

日本大使
タイトヨタ社

社

日本人商工会
ベトナム商工会議所

ト

本部

ホーチミン

国家協力投資委員会
世界経済研究所
日本大使
タン・トゥアン輸出
公司
国家協力投資委員会
所
ホーチミン市人民委
ベトナム商工会議所
日本人商工会

本部

加工区開発経営

ホーチミン事務

員会
ホーチミン支部

東南アジ

東南アジア
フラ整備状

ア空港・港湾調査団

目 的 団

各国の空港・港湾イン 団長
況調査 顧問

（ ）名
社理事

長・顧問 訪問国・

阿部 昌弘 シンガポール
高橋 誠
古屋港埠頭公
）

平成 年（ ） 月

都市 訪問先

シンガポール港湾局

シンガポール日本通

日 月 日

運

マレーシア
セパン

ケラン

台 湾

香 港

チャンギ国際空港

セパン新国際空港
パシフィック・コン
インターナショナル
ケラン港湾局

高雄港

チェク・ラップ・コ

サルティング・
社

ック新国際空港
第 海底トンネル

香港政府海事所

目 的 団長 名誉顧問 顧問 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長・顧問 訪問国・都市 訪問先



インド経

インド経済

済調査団

目 的

の実情調査 団長

団長 訪問国・

黒河内 暎雄 インド
ムンバイ

バンガロー

平成 年（ ）

都市 訪問先

サンタクルズ輸出加

日本総領事
ル ソフトウェア・テク

ク
社

月 日 日 第

章

国
際
交

工区 流
活社
動

ノロジー・パー

チェンナイ

デリー

日本人会
日本商工会
日本総領事
タミルナド州産業開

インド ジャパン
日本大使
インド商工会議所

発公社

センター

環境対策

環境対策先
策の現状調
サイクルシ

調査団

目 的

進諸国の地球温暖化対 団長
査並びに資源回収・リ
ステムの調査

団長 訪問国・

安木 正一 ドイツ
ベルリン

平成 年（ ） 月

都市 訪問先

ドイツ連 環境庁
アルバ社
日本商工会

日 月 日

デュッセル

ケルン

シュツット
フライブル

スイス
ベルン
ツェルマッ
ジュネーブ

ドルフ デュッセルドルフ日
バイエル社
ドイツ廃棄物処理連
デュアルシステムド

ガルト ダイムラーベンツ社
グ フライブルグ経済観

スイス連 環境省
ト ツェルマット村役場

カーフリーリゾート

本商工会議所

盟
イツ社

光公社

協会
ジュネーブ州環境局

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先
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国
際 空港及びそ
交

備・拡充、流
活 例調査
動

都市機能調査団

目 的

の周辺地域の包括的整 団長
高次都市機能の先進事

団長 訪問国・

馬淵 則昭 オランダ
アムステル

平成 年（ ）

都市 訪問先

ダム スキポール空港
スキポール地域開発
アムステルダム市外
アールスメール生花

アムステルダ
日系進出企業

月 日 日

公社
国投資局
市場
ム事務所

ドイツ
フランクフ

オーストリア
ウィーン

ルト フランクフルト空港
メッセ・フランクフ
ドイツ日本通運有限

フランクフル
日本領事

ウィーン国際空港会
オーストリアショッ

会社
ルト有限会社
会社
ト事務所

社
ピングサウス

イギリス
マンチェス
バーミンガ

日本大使
ウィーンセン

ター マンチェスター科学
ム バーミンガム空港

アストンサイエンス
ンガム・テクノロジ
ナショナルエキジビ
日系進出企業

ター

産業博物館

パーク バーミ
ー社
ションセンター

メキシコ

メキシコの

経済調査団

目 的

貿易・投資環境調査 団長

団長 訪問国・

岡本 光世 メキシコ
メキシコシ

平成 年（ ）

都市 訪問先

ティ アジア・メキシコビ
ム

月 日 日

ジネスフォーラ

モンテレイ

グアダラハ
ティファナ

メキシコ国立貿易銀
日本大使

メキシコセン
日本商工会議所
メキシコ商工省
メキシコ国際企業連
デンソーメキシコ
アイシンメキシカー
ヌエボレオン州政府

ラ ハリスコ州政府
バハ・カリフォルニ

行

ター

盟

ナ

ア政府
サンディエゴ 日系マキラドーラ協会

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先

目 的 団長 訪問国・都市 訪問先
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会員懇談会

員の声を反映

行するため、

第 節

は、本会の事業方針・事

させ、会員が一体となっ

正副会長等の役員が、毎

地域別会員懇談会

業計画に会 月 日

て事業を遂

年中部 県 月 日

の開催

上・下伊那地域

（座長 中島咸人飯田商工会議

（座長 河合滋静岡地域

所会頭、飯田市）

副会長、浜松市）

の主要都市を

るものである

昭和 年度

た地域懇談会

事業として役

動へと衣替え

訪問し、地元の会員と意

。

（ ）まで常設委員会の

を、昭和 年度から会全

員、会員が一体となって

した。

見交換をす 月 日

一つであっ 平成

体での推進 月 日

行う事業活

月 日

長野地域

（座長 小林春男

年

岐阜地域

（座長 多賀潤一郎

（座長 金丸三重地域

副会長、長野市）

副会長、岐阜市）

生副会長、津市）

近時での懇

の建設促進、

力、首都機能

備、地方分権

業の振興など

平成 年以

次の通りであ

談内容の主なものは、中

年日本国際博覧会へ

の誘致・推進、交通・物

・行財政改革の推進、新

である。

降の各地域会員懇談会の

る。

部国際空港 月 日

の支援・協

流基盤の整 月 日

技術・新産

月 日

開催状況は

月 日

愛知地域

（座長 豊田芳年副

愛知地域

（座長 伊藤喜一郎副

上・下伊那地域

（座長 中島咸人飯田商工会議

（座長 河合滋静岡地域

会長、名古屋市）

会長、名古屋市）

所会頭、飯田市）

副会長、浜松市）

［地

平成 年

月 日 三

月 日 岐

域会員懇談会の開催状況

（座長 金丸吉生副重地域

阜地域

（座長 多賀潤一郎副会

月 日

］

平成

会長、津市） 月 日

月 日

長、岐阜市）

長野地域

（座長 小林春男

年

（座長 谷本悦三重地域

岐阜地域

（座長 清水義之

副会長、長野市）

造副会長、津市）

副会長、岐阜市）

月 日 愛

月 日 愛

知地域

（座長 松永亀三郎副会長

知地域

（座長 須田 副会長

月 日

、名古屋市）

月 日

、名古屋市）

愛知地域

（座長 安部浩平副

愛知地域

（座長 岩崎正視副

会長、名古屋市）

会長、名古屋市）

第 章第 章
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月 日 長
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野・上伊那地域 月 日 愛知地域
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月 日 静地
域

平成 年交
流
活 月 日 三
動

月 日 岐

（座長 小林春男副会

（座長 河合滋副会岡地域

（座長 堀木博副会重地域

阜地域

（座長 田口利夫副会

長、長野市）

長、浜松市） 月 日

月 日

長、津市）

平成

長、岐阜市） 月 日

（座長 須田 副

（座長 河合滋静岡地域

長野地域

（座長 小林春男

年

（座長 谷本悦三重地域

会長、名古屋市）

副会長、静岡市）

副会長、長野市）

造副会長、津市）

月 日 愛

月 日 愛

月 日 長

月 日 静

知地域

（座長 神野信郎副会長

知地域

（座長 小原敏人副会長

野地域

（座長 小林春男副会

（座長 河合滋副会岡地域

月 日

、名古屋市）

月 日

、名古屋市）

月 日

長、長野市）

長、静岡市） 月 日

上・下伊那地域

（座長 中島咸人飯田商工会議

岐阜地域

（座長 田口利夫

愛知地域

（座長 太田宏次副

愛知地域

所会頭、飯田市）

副会長、岐阜市）

会長、名古屋市）

月 日 上

（座

平成 年

月 日 岐

月 日 愛

・下伊那地域

長 中島咸人飯田商工会議所会

阜地域

（座長 多賀潤一郎副会

知地域

頭、飯田市） 月 日

月 日

長、岐阜市） 平成

月 日

（座長 神野信郎副

長野地域

（座長 小林春男

（座長 河合滋静岡地域

年

上・下伊那地域

会長、名古屋市）

副会長、長野市）

副会長、静岡市）

月 日 愛

月 日 長

月 日 上

（座

（座長 豊田芳年副会長

知地域

（座長 須田 副会長

野地域

（座長 小林春男副会

・下伊那地域

長 中島咸人飯田商工会議所会

、名古屋市）

月 日

、名古屋市） 月 日

長、長野市） 月 日

頭、飯田市） 月 日

（座長 中島咸人飯田商工会議

（座長 小菅弘三重地域

愛知地域

（座長 西垣覚副

愛知地域

（座長 岩崎正視副

（座長 遠藤優岐阜地域

所会頭、飯田市）

正副会長、津市）

会長、名古屋市）

会長、名古屋市）

副会長、岐阜市）

月 日 静

月 日 三

平成 年

月 日 三

月 日 上

（座長 河合滋副会岡地域

（座長 谷本悦造副重地域

重地域

（座長 川喜田貞久副

・下伊那地域

長、静岡市） 月 日

会長、津市）

月 日

平成

会長、津市） 月 日

月 日

長野地域

（座長 小林春男

（座長 河合滋静岡地域

年

（座長 谷本悦三重地域

上・下伊那地域

副会長、長野市）

副会長、静岡市）

造副会長、津市）

（座

月 日 岐

月 日 愛

長 中島咸人飯田商工会議所会

阜地域

（座長 清水義之副会

知地域

（座長 箕浦宗 副会長

頭、飯田市）

月 日

長、岐阜市） 月 日

、名古屋市）

（座長 中島咸人飯田商工会議

（座長 遠藤優岐阜地域

愛知地域

（座長 豊田芳年副

所会頭、飯田市）

副会長、岐阜市）

会長、名古屋市）



月 日 愛知地域 月 日 長野地域

月 日 長

月 日 静

平成 年

月 日 三

（座長 小原敏人副会長

野地域

（座長 小林春男副会

（座長 鈴木修副会岡地域

重地域

、名古屋市）

月 日

長、長野市） 平成

長、静岡市） 月 日

月 日

（座長 安川英昭

（座長 鈴木修静岡地域

年

（座長 小菅弘三重地域

上・下伊那地域

（座長 中島咸人飯田商工会議

第
副会長、長野市）

章

副会長、静岡市） 地
域
交
流
活正副会長、津市）
動

所会頭、飯田市）

月 日 上

（座

月 日 愛

月 日 愛

（座長 川喜田貞久副

・下伊那地域

長 中島咸人飯田商工会議所会

知地域

（座長 小笠原日出男副会長

知地域

（座長 箕浦宗 副会長

会長、津市） 月 日

月 日

頭、飯田市）

月 日

、名古屋市）

月 日

、名古屋市）

（座長 遠藤優岐阜地域

愛知地域

（座長 神野信郎副

愛知地域

（座長 須田 副

長野地域

（座長 太田宏次

副会長、岐阜市）

会長、名古屋市）

会長、名古屋市）

副会長、長野市）

月 日 岐 （座長 遠藤優副会阜地域 長、岐阜 ） 月 日市 （座長 鈴木修静岡地域 副会長、静岡市）
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本会は、昭

重 県の首脳

和 年度（ ）に愛知

部との懇談会を、それぞ

第 節 関係

、岐阜、三

れの県にお ［中部

自治体首脳部との

県 市首脳部との懇談

定期懇談会

会開催日］

いて開いたこ

域化に伴い、

拡大し、毎年

ている。本会

事等、自治体

が出席してい

懇談会では

とを始まりとして、活動

首脳部との懇談会も中部

月から 月にかけ定期

からは、正副会長及び当

側からは、知事をはじめ

る。

、本会から、次年度事業

エリアの広 《長野県

県 市に 平成

的に開催し 平成

該地域の理 平成

とする幹部 平成

平成

画（案）を 平成

》（於 長野市）

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

説明し、各県

策等について

の意思疎通を

目的としてい

最近の懇

年日本国

から、次（当）年度の重

の説明の後、意見交換を

図り、当地域の発展に資

る。

談では、中部国際空港の建

際博覧会の円滑な推進、

点事業・施

行い、相互 《岐阜県

することを 平成

平成

設促進、 平成

首都機能の 平成

》（於 岐阜市）

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

移転問題、高

進、国際、情

など多岐にわ

を行っている

平成 年以

の懇談会を、

規格道路の整備促進、広

報、技術などの機能強化

たる分野について、活発

。

降に開いた中部 県 市

県別に見ると次の通りで

域行政の推 平成

、環境問題 平成

な意見交換

の首脳部と

ある。

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

長野県首脳部との懇談会（平成 年 月 日、長野） 岐阜県首脳部との懇談会（平成 年 月 日、岐阜）



《静岡県》（於 静岡市）

平

平

平

平

成

成

成

成

《愛知県

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

》（於 名古屋市）

第

章

地
域
交
流
活
動

第
年 月 日 章

年 月 日 地
域

年 月 日 交
流
活年 月 日
動

静岡県首脳部との懇談会（平成 年 月 日、静岡） 平

平

平

平

平

平

成

成

成

成

成

成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

愛知県首脳部との懇談会（平成 年 月 日、名古屋）

《三重

平

平

平

平

平

県

成

成

成

成

成

》（於 津市）

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

三重県首脳部との懇談会（平成 年 月 日、津）

平

《名古

平

平

平

成

屋

成

成

成

平成

年 月 日

市》（於 名古屋市）

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

名古屋市首脳部との懇談会（平成 年 月 日、名古屋）

平

平

成

成

年 月 日 平成

年 月 日

年 月 日
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本会では、

愛知県、名古

第 節 大臣等

中央より政府要人が来名

屋市、名古屋商工会議所

との懇談会並び

された折、 平成 年

などと共催 月 日

に意見交換会

佐藤信二通商産業大臣

で、懇談会等

を伝えること

目指している

及びわが国経

を行っている

平成 年

に意見交換会

を開催し、本会としての

により、その諸施策等の

。こうした活動を通じて

済の発展のために積極的

。

（ ）以降の大臣等との懇

の主なものは次の通りで

意見・要望 平成 年

早期実現を 月 日

、中部地域 月 日

な働きかけ 平成 年

月 日

談会並び

ある。 平成 年

堺屋太一経済企画庁長官

関谷勝嗣建設大臣

小渕恵三首相、堺屋太一

官

経済企画庁長

平成 年

月 日 村

月 日 大

月 日 中

平成 年

岡兼三運輸大臣

塚雄司建設大臣

尾栄一通商産業大臣

月 日

月 日

平成 年

月 日

月 日

深谷隆司通産大臣

平沼 夫通商産業大臣

扇千景国土交通大臣

国土交通中部地方懇談会

交通大臣）

（扇千景国土

月 日 山

月 日 金

月 日 渡

月 日 野

月 日 山

月 日 衆

平成 年

崎拓建設大臣

丸信自由民主党副総裁

部恒三通商産業大臣

田毅経済企画庁長官

崎拓建設大臣

議院商工委員会国政調査委員

月 日 中

平成 年

月 日 石

月 日 亀

月 日 橋

平成 年

村喜四郎建設大臣

田幸四郎総務庁長官

井静香運輸大臣

本龍太郎通商産業大臣

月 日 森

の

平成 年

月 日 塚

喜朗建設大臣と中部・北

懇談会

原俊平通商産業大臣

陸経済界と



西日本経済

設立以来、政

第

協議会は、昭和 年（

府並びに政策当局に対し

節 西日本経済協

） 月に

、経済社会 ［

議会

西日本経済協議会の活動

第
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状況］

の変化に対応

総合的な発展

望の建議を行

特に、地域

推進には、府

であるため、

張するととも

し、わが国経済並びに西

に資するため、時宜を得

ってきた。

発展のための大規模プロ

県の境を越えた行政側の

本協議会では、広域行政

に、地域経済活性化のた

日本地域の

た意見・要 第

統一テ

ジェクトの 西日本

対応が必要 決議事

の実現を主 自立

めには地方 的地

回総会（平成 年 月

ーマ 豊かさを実感できる

からの提言

項

的かつ総合的な行政を進め

方行政体制の確立

日、福岡市）

地域づくり

るための広域

自治体の役割

の明確化、地

通じた行財政

また、わが

化の潮流に的

国際化・情

が重要であり、国と地方

方分権の必要性、更には

改革を主張している。

国経済の発展に伴い、国

確に対応するため、国際

報化を先導する技術開発、

の役割分担 自主

国・地方を 社会

し

際化、情報 広域

交流の推進、

高速交通 第

性原則に立った地方財政の

資本整備並びに国の研究開

的プロジェクトの推進

回総会（平成 年 月

見直し

発体制の見直

日、広島市）

網・情報網な

更に、新し

合わせて、東

集中という東

をはじめ全国

散型国土の形

端を発したバ

どの基盤整備を主張して

い全国総合開発計画の策

京圏への高次都市機能、

京中心の国土構造を是正

各地の均衡ある発展を目

成を要望するとともに、

ブルの崩壊後、構造不況

いる。 統一テ

定に歩調を

人口の一極

し、西日本 決議事

指す多極分 多極

首都東京に 地域

が長期化し、 要望事

ーマ 世紀に向けた均衡

り 地方分権と多極

ワークの形成

項

分散型ネットワークの形成

自立化のための行政改革の

項‥‥ 政治改革に関する

ある地域づく

循環型ネット

推進

要望決議

閉塞感が強ま

中央集権体制

分権、首都機

平成 年

議・要望内容

るわが国の社会経済シス

の改革を求め、中央省庁

能移転を求める決議を重

度から 年度までの統一テ

は、次の通りである。

テムである

改革、地方 第

ねている。 統一テ

ーマ、決

決議事

自

回総会（平成 年 月

ーマ 自立し、交流し、躍

の実現 西日本から

項

立する地方 の実現

日、金沢市）

動する 地方

の提言

交

躍

要望事

流する地方 の実現

動する地方 の実現

項‥‥ 当面の政治・経済

緊急決議

問題に関する



第 編 最近の

第 回

年史

総会（平成 年 月 日、 特別決名古屋市） 議‥‥ 地球温暖化防止京都会議に向
第

統一テーマ章

地
域

決議事項交
流
活 活力ある
動

地方分権

新しい国

変革の時代の新たな経

築

産業構造の構築

の推進

土づくりの促進

済社会の構

第

統一テ

決議事

けて

回総会（平成 年 月

ーマ 変革の時代と日本の

からの提言

項

日、広島市）

再生 西日本

国際化へ

第 回

統一テーマ

決議事項

新しい国

の対応

総会（平成 年 月 日

新しい西日本の創造

の提言

土軸の整備と国際交流基

日本

簡素

自立、神戸市）

国土計画へ

第

統一テ

盤の強化

経済の立て直し

で効率的な行政の実現と首

し連携する地域の実現

回総会（平成 年 月

ーマ 日本の再生と地域活

からの提言

都機能移転

日、金沢市）

性化 西日本

首都機能

個性と活

要望事項‥

第 回

統一テーマ

移転の早期実現

力のある地域づくり

‥ 世紀万国博覧会の

総会（平成 年 月 日

世紀に向けた新しい

決議事

日本

開催実現 行政

地域

、松山市）

地方の創造 第

項

経済再生に向けた政策の断

改革と首都機能移転による

活性化のための社会資本整

回総会（平成 年 月

行

日本の再構築

備の推進

日、名古屋市）

決議事項

新しい国

活力ある

規制緩和

地方分権

西日本からの提言

土形成

産業構造の構築

の推進

の推進

統一テ

決議事

わが

行政

実現

地域

ーマ 新しい社会経済シス

地域の創造

項

国経済・産業の新生

構造改革の一層の推進と首

の選択の応じた効率的な社

テムの構築と

都機能移転の

会資本の整備

第 回

統一テーマ

決議事項

行財政改

地方分権

総会（平成 年 月 日

構造改革による新しい

西日本からの提言

革の断行

と広域連携の推進

地球、福岡市）

日本の創造

環境及び資源・エネルギー問題への対応

経済構造

地域の重

全総計画

分

改革の推進

点プロジェクトを明確に

の策定と公共投資の地方

位置づけた

への傾斜配



［ ］ 経

第 節 他

済団体連合会

地域の経済団体と

世紀

平成 年

の懇談会

の経済活性化に向けた構造

度（ 年 月 日）

第

章

地
域
交
流
活
動

改革の推進

本会は、

合会と共催で

ている。同懇

マのもとに、

や今後のあり

いて意見交換

ことを目的と

経済団体連合会、東海商

、 東海地方経済懇談会

談会は、毎回時宜に適し

わが国並びに中部地域経

方、中部の主要プロジェ

を図るとともに、相互理

しており、 経済団体連

工会議所連 経済新

を開催し

た基本テー

済の問題点

クト等につ

解を深める

合会の正副

生に向けた構造改革の推進

会長等の首脳

から毎年定期

なお、平成

として、テー

平成 年度

会の基本テー

を名古屋に迎え、昭和

的に開催している。

年度は、 東海地方政

マを絞り込んだ議論を行

から 年度までの東海地

マは、次の通りである。

年（ ）

策懇談会

った。

東海地方経済懇談 方経済懇談会（平成 年 月 日、名古屋）

平成 年度

国際社会と

平成 年度

新しい経済

平成 年度

新しい国際

（ 年 月 日）

の共生と日本の役割

（ 年 月 日）

社会の実現と地域の活性

（ 年 月 日）

秩序の形成と日本の役割

［ ］北

本会と

済懇談会

化 平成 年

済懇談会

の経済状

陸経済連合会

北陸経済連合会は、昭和

（初回は昭和 年 月）を

度を除く毎年、中部と北陸

を開催している。懇談会

況の報告、東海北陸自動車

年に第 回経

開催して以降、

で交互に 経

では、両地域

道など南北交

平成 年度

活力と創造

平成 年度

世紀へ向

平成 年度

活力あるグ

（ 年 月 日）

性あふれる経済社会を目

（ 年 月 日）

けての魅力ある日本の創

（ 年 月 日）

ローバル国家の建設を目

流軸の整

指して ジェクト

発な意見

造 また、

経済

指して 整備の推

備・促進、両地域が進めて

や地域経済の活性化策など

交換を行っている。

懇談の成果として、平成

構造改革の推進、 広域連

進、 首都機能移転への取

いる主要プロ

についての活

年度には、

携と社会資本

り組み を、

平成 年度

魅力ある日

平成 年度

世紀に向

平成 年度

（ 年 月 日）

本の創造を目指して

（ 年 月 日）

け、新たな発展基盤を確

（ 年 月 日）

また、平

向けた地

の整備の

立する 平成

の第 回

成 年度は、 世紀の

域の協力と連携、 広域連

推進 について共同声明を

年度開催の第 回懇談会か

懇談会までの開催日等は次

日本の発展に

携と社会資本

採択している。

ら 年度開催

の通りである。



第 編 最近の 年史

こうした情勢を踏まえて、昭和 年に開催した
第

第 回 平章

第 回 平地
域

第 回 平交
流
活 第 回 平
動

第 回 平

第 回 平

成 年 月 日 金沢市

成 年 月 日 名古屋

成 年 月 日 富山市

成 年 月 日 名古屋

成 年 月 日 福井市

成 年 月 日 名古屋

第 回懇

市 経済連合

年度は

市 れ開催し

また、

市 は、 産

談会を最後に中断していた

会との懇談会を、平成 年

名古屋市で、翌 年度は大

た。

この懇談会の成果として、

業競争力の強化と経済構

本会と 関西

度から再開し、

阪市でそれぞ

平成 年度に

造改革の推進、

第 回 平

第 回 平

第 回 平

成 年 月 日 金沢市

成 年 月 日 名古屋

成 年 月 日 富山市

連携と

市 央地域

年度には

済新生に

活性化

いる。

関経連

交流を支えるプロジェクト

への首都機能移転の実現

地域主体の日本変革、

向けて、 プロジェクトを

について、それぞれ共同声

との懇談会開催状況は以下

の推進、 中

を、また、

活力ある経

通じた地域の

明を採択して

の通りである。

第 回

テーマ

第 回

テーマ

平成 年 月 日 名古

世紀における関西・中

平成 年 月 日 大阪

世紀の日本経済を拓く

連携と新生

屋市

部の役割

市

中部・関西の

北陸経済連合会

［ ］ 関

連携と交

との経済懇談会（平成 年 月

西経済連合会

流 の時代とされる 世

日、富山）

紀に向けて、

中部・関西の

議するととも

けた活動を展

な協力関係を

両地域がそれぞれに果た

に、今後、首都機能移転

開するうえで、これまで

構築していかなければな

す役割を討

の実現に向

以上に緊密

らない。
関西経済連合会との懇談会（平成 年 月 日、大阪）



広報・情報提

第 章

供・会員サービス活

第

章

広
報
・
情
報
提
供
・動
会
員
サ

［ ］機関

本会は、昭

誌 中経連

和 年（ ） 月に機

第 節 広報誌

平成

新たに巻

関誌 中経 込んだ。

年 月からは、誌面デザイ

頭特集を加えるなど、新し

ー
ビ
ス
活
動

ンも一新し、

い企画を盛り

連報 第 号

回定期刊行し

表、本会の提

講演や懇談の

のほか、中部

している。

を創刊し、今日に至るま

ている。その内容は、会

言の要旨、委員会等の活

概要、海外視察団・調査

の主要なイベントの紹介

で、毎月 表紙は

員の意見発 マークと

動状況報告、 物語・中

団派遣報告 芸をイラ

などを収録 巻頭特

業文化の

、中部の建造物・モニュメ

して、また、平成 年 月

部 匠の技 と題し、中部

ストで紹介している。

集では、道を手がかりにし

背景と歴史を探り、そこか

ントをランド

からは モノ

各地の伝統工

て、各地の産

ら未来につな

平成 年、

を数えた 中

経連 とした

装いを新た

えるよう読み

できる会員の

改めた。

社団法人化を機に、創刊

経連報 を一新し、同年

。

にした会報は、会員に親

やすく、会員と双方向の

広場という性格をもたせ

以来 号 がる み

月から 中 た。更に

るさまざ

しんでもら して掲載

情報が伝達 発刊以

た情報誌に （創刊か

ち をも考える 交流創世

、中部の産業や経済の歩み

まな建造物から振り返る

している。

来、平成 年 月をもっ

らは 号）に至っている

記 を新設し

を、現在も残

経済百景 と

て通巻第 号

。

このため、

ともに、表紙

若い優秀な芸

を ヵ月ずつ

して、同年

平成 年 月

会員から随想を投稿して

は、愛知県立芸術大学の

術家の発表の場として、

連続で掲載した。また、

月から 中部の美術館

から 歴史を辿る シリ

いただくと

協力を得、

彼らの作品

特集記事と

シリーズ、

ーズとして

中部 県にあ

部地域の主要

トの最新動向

平成 年

判に改訂、活

る博物館を広く紹介した

経済指標を毎月、中部の

をタイムリーに掲載した

月からは、それまでの

字も読みやすく拡大した

。また、中

プロジェク

。

判を

。

歴代会報の全体写真（ 種）

第 章第 章



第 編 最近の

［ ］英文

年史

後、平成 年 月、 年 月、 年 月の 回改
第

章

本会では、広
報

るため、昭・
情
報
提
供 平成 年 月・
会 り改訂した。員
サ

中部と海外諸国との相互

和 年 月、英文

を発刊し、昭和

、 年 月、 年 月と

理解を深め

年 月、

回にわた

訂を行

内容

交流活

関・ビ

ている

っ

は

動

ッ

。

諸外国

た。

、中経連の活動方針、

、中部地域における経

グプロジェクトの紹介

事業

済・

によ

の要人が本会を訪れる際や

活動及び国際

産業・研究機

って構成され

、本会の視察

ー 内容は、中
ビ
ス 済の特性、主
活
動 文化・観光資

年日本国

介など、多様

更に、平成

と同じ内容を

部 県を一体的にとらえ

要産業の動向、自然・歴

源、及び本会の活動、中

際博覧会等大規模プロジ

で変化に富んだ内容とな

年 月刊行の第 版で

化した。

、社会・経

史・風土・

部国際空港、

ェクトの紹 ［ ］パ
っている。 連合
は、活字体

本会で

団及び

際に配

調

布

ンフレット 社団法

会

は、広報活動の充実を図る

査団が海外の諸機関・

している。

団体

人中部経済

ため、平成

等を訪問する

配布先は、

経済団体・日

学、中部で開

派遣する経済

いる。

在日海外政府公館、海外

本人商工会議所、国際交

催される国際会議等のほ

視察団、調査団の訪問先

主要都市の 年 月、

流団体、大 を初めて

か、本会が 同パン

に配布して 中部地域

年日

の推進、

パンフレット 社団法人中

発行した。

フレットは、本会の沿革・

が全力で取り組んでいる中

本国際博覧会などの大規模

本会の提言活動や各種交流

部経済連合会

概要に始まり、

部国際空港や

プロジェクト

事業に至るま

［ ］英文

本会では、

の理解促進を

レット

中経連の組織と活動に関

目的に、平成元年 月、

を発刊

で幅広い

活動をコ

する諸外国 まで約

英文パンフ 紹介に役

した。その

分野にわたって取り組んで

ンパクトにまとめたもので

万部余を各方面に配布・利

立ている。

いる本会の諸

、現在に至る

用し、本会の

英文 最新号の表紙と誌面の写真



本会では、

来の記者発表

第 節

昨今の 情報化 の流れ

の手段による広報活動に

ホームページの

の中で、従 今後は

加えて、イ ていくこ

開設

、ホームページの情報内容

とにしている。

第

章

広
報
・
情
報
提
供を更に充実し ・
会
員
サ

ンターネット

とが必要であ

ムページを開

新しい提言

の発信を行っ

で広報できる

成 年 月末

を利用した広報活動の充

るとの考えから、平成 年

設した。

等の発表の都度、更新し

ており、本会の活動をリ

手段として大いに活用し

現在、 件余のアク

実を図るこ

月、ホー

、最新情報

アルタイム

ている。平

セスがある。

ー
ビ
ス
活
動

また、英語

する目的で

準拠した内容

版については、中部の魅

発行している英文

となっている。

第 節 シンボ

力を広く

に

ルマーク、ロゴ

ホームページの扉写真

マークの制定

本会は、

ルマークとロ

日開催の第

連のアイデン

帯意識を高め

周年記念事業の一環とし

ゴマークを制定し、平成

回通常総会で発表した。

ティティを表すとともに

ることを目的とするもの

て、シンボ ．デザ

年 月 じさせ

これは中経 ロゴマー

、会員の連 ．シン

で 交流・ うに

インの中に同心円を使用し

た。

ク制作コンセプト

ボルマークとのイメージを

、求心力を感

重ねやすいよ

連携 飛躍

キーワードに

制作した。く

かな景気 を

シンボルマー

．中経連

求心力 清潔さ 質

、いずれも国際デザイン

すみのない朱色は、好況

表している。

ク制作コンセプト

の英語名、

実剛健 を ．力強

センターが ．曲線

はれや

く連携を感じさせる。

にリズム感を与え飛躍と未来感が溢れる。

の頭文

．左から右

姿を象徴。

． 、 、

した姿は交

字、 をモチーフにデザ

へ波打つように躍動、飛

の 文字が互いにがっ

流、連携をイメージ。

イン。

躍していく

ちりと結合
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　我が国再建の基底が、その産業経済の速かなる振興によつて国際経済と

密接に連繋し、その経済自立を達成するにあることは論を俟たない。而し

て之が達成には、政府の適正なる施策に併せて産業経済人の正しき理念を

基盤とした総意の具現による科学的平和的なる経済の育成が促進されねば

ならないと信ずるものである。

　即ち我が国將來の繁栄を齎らすための眞の経済施策には産業経済人の常

に緊密なる連繋と隔意なき意見の交換により周密且つ合理的な理念と実行

力とを盛り上げた同志的結合機関の存立が期待せられるのである。

　茲に於て東西両都の間にあり、独自の経済的特色を有する当中部地方一

円の経済團体、法人、個人の参加を求め、自主的に重要なる財政経済問題

に対し、自由なる討議と中正なる判断とをもつて檢討を加え経済復興の促

進に指向し、産業経済界の創意と活発なる活動とを促進する綜合研究機関

として將又中部産業経済人の互助提携を基盤とした親睦團体としての構想

をもつて本会の設立を発起した次第である。

　而して本会は東西経済團体等とも相呼應し、常に緊密なる連絡提携をも

つて共に日本経済の正しき発展に寄與せんとするものであり、政治的な性

格は有しないものである。

　茲に廣く中部地方産業経済人の絶大なる協力と支援とを得て、本会が有

力なる自主的経済團体としてその育成と発展とを遂げることを念願して止

まないところである。

昭和26年３月22日

中部経済連合会

（原文のまま掲載）

中部経済連合会 設立趣意書
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　世界は、東西対立から協調・融和の時代へと潮流が大きく変化してきて

いる一方、経済のブロック化、地球環境、累積債務などの問題が顕在化し

てきており、新しい時代に対応した国際秩序の形成が急務となっておりま

す。

　中部経済連合会では、こうした我が国をとりまく環境変化の中で、国際

交流の促進、研究開発機能の強化と技術移転、地球環境の予防保全、国際

分業の推進と新しい産業構造の構築、新空港の建設促進をはじめ国際交流

拠点の整備などに積極的に対応し、中部はもとより日本経済の発展に寄与

してきました。

　中部経済連合会は、昭和26年４月に任意団体として設立以来、広域的総

合経済団体として、内外重要諸問題に中部経済界の総意を結集して取り組

んできました。近年、事業はますます広範化し、本会に対する各界からの

要請が一段と高まっている今日、その期待に応え、十分に使命を果たして

いくためにも、公益法人として組織を確立することが必要であると考えま

す。

　我々は、創立当初の趣旨を十分に活かし、新たなる飛躍をめざして、こ

こにその事業を受け継ぎ、内外の産業経済等に関する諸問題を調査研究

し、中部経済界としての意見を取りまとめて、その実現を図り、同地域経

済の総合的な振興を通して、我が国経済の発展に寄与することを目的とし

て「社団法人中部経済連合会」を設立するものであります。

平成３年５月22日

社団法人　中部経済連合会
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第１章　総　則

　（名　称）

第１条　本会は、社団法人中部経済連合会（英文

名　Chubu Economic Federation。略称「中経

連」）と称する。

　（事務所）

第２条　本会は、主たる事務所を名古屋市東区に

置く。

　（目　的）

第３条　本会は、内外の産業経済等に関する諸問

題を調査研究し、中部経済界としての意見をと

りまとめて、その実現を図り、同地域経済の総

合的な振興を通して、我が国経済の発展に寄与

することを目的とする。

　（事　業）

第４条　本会は、前条の目的を達成するため、次

の事業を行う。

(1) 委員会及び懇談会を設置して、内外の産業経

済問題等に関して意見をとりまとめ、これを表

明し、その実現を図ること。

(2) 内外の産業経済問題等を調査研究し、その成

果を普及すること。

(3) 内外の産業経済等に関する資料､情報を収集、

配布し、併せて機関誌の発行、講演会等の開催

を行うこと。

(4) 内外の産業経済界等との連絡提携を図ること｡

(5) 前各号に掲げるもののほか、本会の目的を達

成するために必要な事業を行うこと。

第２章　会　員

　（種　別）

第５条　本会の会員は、法人会員、個人会員及び

団体会員をもって民法上の社員とする。

２　会員は、本会の目的に賛同して入会する法人

及び個人並びにこれらの者を構成員とする団体

とする。

　（入　会）

第６条　本会の会員になろうとするものは、別に

定める入会申込書を会長に提出し、理事会の承

認を得なければならない。

２　法人又は団体たる会員にあっては、法人又は

団体の代表者として本会に対してその権利を行

使する１人の者（以下「会員代表者｣という。）

を定め、会長に届け出なければならない。

３　会員代表者を変更した場合は、速やかに別に

定める変更届を会長に提出しなければならない｡

　（入会金及び会費）

第７条　会員は、総会において別に定める入会金

及び会費を納入しなければならない。

　（退　会）

第８条　会員が本会を退会しようとするときは、

別に定める退会届を会長に提出しなければなら

ない。

２　会員が次の各号の一に該当するときは、退会

したものとみなす。

(1) 禁治産又は準禁治産の宣告を受けたとき。

(2) 死亡し又は失踪宣告を受けたとき。

(3) 法人又は団体が解散し又は破産したとき。

(4) 会費を納入せず、督促後なお会費を１年以上

納入しないとき。

社団法人中部経済連合会 定款

設立許可　平成３年(1991年)５月29日
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　（除　名）

第９条　会員が次の各号の一に該当するときは、

総会において会員総数の３分の２以上の議決を

得て、これを除名することができる。

(1) 本会の定款又は規則に違反したとき。

(2) 本会の名誉をき損し、又は本会の目的に反す

る行為をしたとき。

２　前項の規定により会員を除名する場合は、当

該会員にあらかじめ通知するとともに、除名の

議決を行う総会において、当該会員に弁明の機

会を与えなければならない。

　（会員資格の喪失に伴う権利及び義務）

第10条　会員が第８条又は前条の規定によりその

資格を喪失したときは、本会に対する権利を失

い、義務を免れる。ただし、未履行の義務は、

これを免れることができない。

２　本会は、会員がその資格を喪失しても、既に

納入した会費その他の拠出金品は返還しない。

第３章　役員、名誉会長、顧問及び参与

　（種類及び定数）

第11条　本会に、次の役員を置く。

(1) 理事　130人以上　160人以内

(2) 監事　  2人以上　  5人以内

２　理事のうち、１人を会長、15人以内を副会

長、１人を専務理事、３人以内を常務理事、30

人以上50人以内を常任理事とする。

　（選　任）

第12条　理事及び監事は、総会において、会員

（法人又は団体の場合にあっては、会員代表者

とする。以下同じ。）のうちから選任する。た

だし、特に必要があると認められる場合は、理

事にあっては５人を限度として、会員以外の者

を理事に選任することを妨げない。

２　総会が招集されるまでの間において、補欠又

は増員のため理事又は監事を緊急に選任する必

要があるときは、前項の規定にかかわらず、理

事会の議決を得て、これを行うことができる。

この場合においては、当該理事会開催後最初に

開催する総会において承認を受けなければなら

ない。

３　会長、副会長、専務理事、常務理事及び常任

理事は、理事会において理事の互選により定め

る。

４　理事及び監事は、相互に兼ねることができな

い。

　（職　務）

第13条　理事は、理事会を構成し、業務の執行を

決定する。

２　会長は、本会を代表し、業務を統轄する。

３　副会長は、会長を補佐して、業務を掌理し、

会長に事故があるとき又は会長が欠けたとき

は、理事会においてあらかじめ定めた順序によ

り、その職務を代行する。

４　専務理事は、会長及び副会長を補佐して、業

務を総括する。会長及び副会長がともに事故が

あるとき又は会長及び副会長がともに欠けたと

きは、その職務を代行する。

５　常務理事は、専務理事を補佐して、業務を分

担処理する。

６　常任理事は、理事会から特に委任された事項

を審議する。

７　監事は、民法第59条の職務を行う。

　（任　期）

第14条　役員の任期は、２年とする。ただし、そ

の通常総会終了のときまでとし、再任を妨げな

い。

２　補欠又は増員により選任された役員の任期

は、前項の規定にかかわらず、前任者又は他の

現任者の残任期間とする。

３　役員は、辞任又は任期満了の後においても、

後任者が就任するまでは、その職務を行わなけ

ればならない。

　（解　任）

第15条　役員が次の各号の一に該当するときは、
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総会において会員総数の３分の２以上の議決を

得て、当該役員を解任することができる。

(1) 心身の故障のため職務の執行に堪えないと認

められるとき。

(2) 職務上の義務違反その他役員たるにふさわし

くない行為があると認められるとき。

２　前項第２号の規定により解任する場合は、当

該役員にあらかじめ通知するとともに、解任の

議決を行う総会において、当該役員に弁明の機

会を与えなければならない。

　（報　酬）

第16条　役員は、無報酬とする。ただし、常勤の

役員については、理事会の同意を得て、報酬を

支給することができる。

　（名誉会長）

第17条　本会に、名誉会長を置くことができる。

２　名誉会長は、会長を退任したもののうちか

ら、理事会の同意を得て、会長が委嘱する。

３　名誉会長は、本会の運営に関して会長の諮問

に答え、又は会長に対し意見を述べることがで

きる。

　（最高顧問、顧問及び参与）

第18条　本会に、顧問15人以内及び参与15人以内

を置くことができる。

２　顧問及び参与は、本会に功労のあった者、又

は学識経験者のうちから理事会の推せんによ

り、会長が委嘱する。

３　最高顧問を顧問のうちから、理事会の同意を

得て、会長が委嘱することができる。

４　最高顧問及び顧問は、本会の業務に関して会

長の諮問に答え、又は会長に対し意見を述べる

ことができる。

５　参与は、本会の業務の処理に関して会長の諮

問に答える。

６　第14条第１項の規定は、顧問及び参与につい

て準用する。

第４章　会　議

　（種　別）

第19条　本会の会議は、総会、理事会及び常任理

事会とし、総会は、通常総会及び臨時総会とす

る。

　（構　成）

第20条　総会は、会員をもって構成する。

２　理事会は、理事をもって構成する。

３　常任理事会は、会長、副会長、専務理事、常

務理事及び常任理事をもって構成する。

４　監事は、理事会及び常任理事会に出席して意

見を述べることができる。

　（権　能）

第21条　総会は、この定款に別に定めるもののほ

か、本会の運営に関する重要事項を議決する。

２　理事会は、この定款に別に定めるもののほ

か、次の事項を議決する。

(1) 総会の議決した事項の執行に関すること。

(2) 総会に附議すべき事項

(3) その他総会の議決を要しない業務の執行に関

する事項

３　常任理事会は、理事会から委任された事項及

び緊急に処理すべき事項を審議する。

　（開　催）

第22条　通常総会は、毎年１回開催する。

２　臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に

開催する。

(1) 理事会が必要と認めたとき。

(2) 会員総数の５分の１以上から会議の目的たる

事項を示して請求があったとき。

(3) 監事の全員から会議の目的たる事項を示して

請求があったとき。

３　理事会は、次の各号の一に該当する場合に開

催する。

(1) 会長が必要と認めたとき。

(2) 理事現在数の３分の１以上から会議の目的た

る事項を示して請求があったとき。

資　料
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４　常任理事会は、会長が必要と認めた場合に開

催する。

　（招　集）

第23条　総会、理事会及び常任理事会は、会長が

招集する。

２　総会を招集する場合は、日時及び場所並びに

会議の目的たる事項及びその内容を示した書面

をもって、開会の日の７日前までに通知しなけ

ればならない。

３　前項の規定は、理事会について準用する。た

だし、議事が緊急を要する場合において、あら

かじめ理事会において定めた方法により招集す

るときは、この限りでない。

４　前条第２項第２号若しくは第３号又は第３項

第２号の請求があったときは、会長は、速やか

に会議を招集しなければならない。

　（議　長）

第24条　総会、理事会及び常任理事会の議長は、

会長がこれにあたる。ただし、第22条第２項第

３号の請求があった場合において、臨時総会を

開催したときは、出席会員のうちから議長を選

出する。

　（定足数）

第25条　総会及び理事会は、構成員の２分の１以

上の出席をもって成立する。

　（議　決）

第26条　総会及び理事会の議事は、この定款に別

に定める場合を除くほか、出席構成員の過半数

の同意でこれを決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。

２　総会及び理事会においては、第23条第２項又

は第３項の規定によりあらかじめ通知された事

項についてのみ議決することができる。ただし､

議事が緊急を要するもので、出席構成員の３分

の２以上の同意があった場合は、この限りでな

い｡

３　議決すべき事項につき特別な利害関係を有す

る構成員は、当該事項について表決権を行使す

ることができない。

　（書面表決等）

第27条　やむを得ない理由のため、総会又は理事

会に出席できない構成員は、あらかじめ通知さ

れた事項について、書面又は代理人をもって表

決権を行使することができる。

２　前項の代理人は、代理権を証する書面を会議

ごとに議長に提出しなければならない。

３　第１項の規定により表決権を行使する構成員

は、第25条及び前条第１項の規定の適用につい

ては出席したものとみなす。

　（議事録）

第28条　総会及び理事会の議事については、次の

事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。

(1) 日時及び場所

(2) 構成員の現在数

(3) 出席した構成員の数及び理事会にあっては、

理事の氏名（書面表決者及び表決委任者を含

む。）

(4) 議決事項

(5) 議事の経過の概要

(6) 議事録署名人の選任に関する事項

２　議事録には、議長及び出席した構成員のうち

からその会議において選任された議事録署名人

２人以上が署名押印しなければならない。

　（評議員）

第29条　本会に、評議員90人以上120人以内を置く

ことができる。

２　評議員会議長及び評議員は、会長が理事会の

同意を得て、委嘱する。

３　第14条及び第15条の規定は、評議員について

準用する。この場合において、第14条及び第15

条中「役員」とあるのは「評議員」と読み替え

るものとする。

　（評議員会）

第30条　本会に、評議員会を置くことができる。

２　評議員会は、評議員会議長及び評議員をもっ
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て構成する。

３　評議員会は、会務に関し会長の諮問に答え、

又は意見を具申する。

４　評議員会は、評議員会議長がこれを招集する｡

５　定款に定めるもののほか評議員会に関し必要

な事項は、会長がこれを定める。

第５章　資産及び会計

　（資産の構成）

第31条　本会の資産は、次に掲げるものをもって

構成する。

(1) 設立当初の財産目録に記載された財産

(2) 入会金収入

(3) 会費収入

(4) 寄附金品

(5) 資産から生じる収入

(6) 事業に伴う収入

(7) その他

　（資産の管理）

第32条　本会の資産は、会長が管理し、その管理

の方法は、理事会の議決による。

　（経費の支弁）

第33条　本会の経費は、資産をもって支弁する。

　（事業年度）

第34条　本会の事業年度は、毎年４月１日に始ま

り、翌年３月31日に終わる。

　（事業計画及び収支予算）

第35条　本会の事業計画書及び収支予算書は、会

長が作成し、毎事業年度開始前に総会の議決を

得なければならない。ただし、やむを得ない事

情により当該事業年度開始前に総会を開催でき

ない場合にあっては、理事会の議決によること

を妨げない。この場合においては、当該事業年

度の開始の日から75日以内に総会の議決を得る

ものとする。

２　前項ただし書の場合にあっては、総会の議決

を得るまでの間、前事業年度の予算執行の例に

よる。

３　第１項の規定による総会の議決を得た事業計

画書及び収支予算書は、当該事業年度開始後３

月以内に経済産業大臣に提出しなければならな

い。

４　第１項の規定による総会の議決を得た事業計

画書及び収支予算書の変更は、理事会の定める

ところによりこれを行い、速やかに経済産業大

臣に提出しなければならない。

　（事業報告及び収支決算）

第36条　本会の事業報告書、収支決算書及び財産

目録は、会長が事業年度終了後遅滞なくこれを

作成し、監事の監査を経た上、当該事業年度終

了後75日以内に総会の議決を得なければならな

い。

２　前項の議決を得た事業報告書、収支決算書及

び財産目録は、当該事業年度終了後３月以内に

経済産業大臣に提出しなければならない。

　（特別会計）

第37条　本会は、事業の遂行上必要があるときは､

総会の議決を得て、特別会計を設けることがで

きる。

２　前項の特別会計に係る経理は、一般の経理と

区別して整理するものとする。

　（収支差額の処分）

第38条　本会の収支決算に差額が生じたときは、

総会の議決を得て、その全部又は一部を積み立

て、又は翌事業年度に繰り越すものとする。

　（借入金）

第39条　本会は、資金の借入をしようとするとき

は、その事業年度の収入額を上限とする借入金

であって返済期間が１年以内のものを除き、理

事会において理事現在数の３分の２以上の議決

を得、かつ、経済産業大臣の承認を受けるもの

とする。

資　料
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第６章　定款の変更、解散等

　（定款の変更）

第40条　この定款は、総会において会員総数の４

分の３以上の議決を得、かつ、経済産業大臣の

許可を受けなければ変更することができない。

　（解　散）

第41条　本会は、民法第68条第１項第２号から第

４号まで及び第２項の規定に基づき解散する。

２　本会は、民法第68条第２項第１号に規定に基

づき解散する場合は、総会において会員総数の

４分の３以上の議決を得、かつ、経済産業大臣

の許可を受けなければならない。

　（残余財産の処分）

第42条　本会が解散の際に有する残余財産は、総

会において会員総数の４分の３以上の議決を

得、かつ、経済産業大臣の許可を受けて、本会

と類似の目的を有する他の法人又は団体に寄附

するものとする。

第７章　補　則

　（委員会）

第43条　本会は、事業の円滑な遂行を図るため、

委員会を設けることができる。

２　委員会は、その目的とする事項について、調

査し、研究し、又は審議する。

３　委員会の組織及び運営に関して必要な事項

は、理事会の議決を得て、会長が別に定める。

　（事務局）

第44条　本会に、事務を処理するため事務局を置

く。

２　事務局には、事務局長及び所要の職員を置

く。

３　事務局長は、理事会の同意を得て会長が委嘱

し、職員は、会長が任免する。

　（実施細則）

第45条　この定款の実施に関して必要な事項は、

理事会の議決を得て、会長が別に定める。

附　則（平成３年５月29日）

１　この定款は、経済産業大臣の設立許可のあっ

た日（以下｢許可日｣という。）から施行する。

２　本会の最初の事業年度の入会金及び会費は、

第７条の規定にかかわらず、設立総会の定める

ところによる。

３　本会の設立当初の役員は、第12条第１項及び

第３項の規定にかかわらず、設立総会の定める

ところにより、その任期は、第14条第１項の規

定にかかわらず、平成５年３月31日までとする｡

４　本会の副会長は、第11条第２項の規定にかか

わらず、当分の間19人以内とする。

５　本会の設立当初の最高顧問、顧問及び参与

は、第18条第２項及び第３項の規定にかかわら

ず、設立総会の定めるところにより、顧問及び

参与の任期は、同条第６項において準用する第

14条第１項の規定にかかわらず、平成５年３月

31日までとする。

６　本会の設立当初の評議員会議長及び評議員

は、第29条第２項の規定にかかわらず、設立総

会の定めるところにより、その任期は、同条第

３項において準用する第14条第１項の規定にか

かわらず、平成５年３月31日までとする。

７　本会の最初の事業年度は、第34条の規定にか

かわらず、許可日から平成４年３月31日までと

する。

８　本会の最初の事業年度の事業計画及び収支予

算は、第35条第１項の規定にかかわらず、設立

総会の定めるところによる。

９　本会の設立により、中部経済連合会の会員

は、第６条第１項の規定にかかわらず、許可日

から本会の会員となる。

10　本会の設立により、中部経済連合会のすべて

の権利及び義務は、本会が包括的に承継する。
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常設委員会の変遷 ― １
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現行委員会の紹介

平成13年６月５日現在

現
行
委
員
会
の
紹
介

資　料

委員会名

総 合 会 議

企 画 委 員 会

法 規 委 員 会

地 域 開 発 委 員 会

国 際 委 員 会

経 済 情 勢 委 員 会

税 制 ・ 財 政 委 員 会

産 業 政 策 委 員 会

情 報 通 信 委 員 会

技 術 委 員 会

資 源 委 員 会

交 通 委 員 会

物 流 委 員 会

広 域 行 政 委 員 会

文 化 ・ 観 光 委 員 会

中 部 国 際 空 港
特 別 委 員 会

21世 紀 新 首 都 問 題
特 別 委 員 会

2005年日本国際博覧会
特 別 委 員 会

5 0 周 年 記 念 事 業
特 別 委 員 会

委員長名

神　野　信　郎

神　野　信　郎

清　水　義　之

横　井　　　明

小　原　敏　人

渡　辺　捷　昭

川喜田　貞　久

小　原　敏　人

遠　藤　　　優

永　広　和　夫

川　口　文　夫

須　田　　　寛

小　菅　弘　正

小笠原　日出男

木　村　　　操

太　田　宏　次

須　田　　　寛

太　田　宏　次
(代行・小原敏人)

太　田　宏　次

担務内容

●本会の運営に関する基本的事項・重要事項の審議

●重要事項に関する企画・立案、会長諮問事項の調査、答申

●商法および経済関係法規を中心とした法規問題をめぐる諸問題
の調査研究ならびに中央省庁等からの照会に対する意見表明

●高次都市機能の強化、新成長産業の立地促進、広域的地域振興
策の推進、地域開発プロジェクトの調査研究・提言

●海外の国際関係機関との交流促進、国際交流機能の拡充強化に
関する調査研究・提言

●内外経済情勢、産業動向の調査研究、経済見通しの策定、経済
政策のあり方に関する要望・提言

●国、地方の税制・財政等に関する調査研究・要望・提言

●産業構造高度化対策および通商・貿易問題、雇用問題等に関す
る調査研究・要望・提言

●高度情報化社会に向けての各種構想の研究および中部の情報化
施策についての調査研究・提言

●先端技術に関する調査研究・提言
●環境問題に関する調査研究・提言

●資源・エネルギー・水の有効利用に関する調査研究・提言

●総合交通体系の整備に関する調査研究・提言
●第二東名・名神高速道路をはじめとする高規格幹線自動車道、

中央新幹線等の整備促進に関する調査研究・要望

●国際化の進展に対応する流通産業のあり方および物流システム
の構築に関する調査研究・提言

●広域行政移行にむけての推進活動の展開

●文化・観光の振興に関する調査研究・提言

●中部国際空港の建設促進

●中央地域への首都機能移転

●2005年日本国際博覧会の開催支援

●50周年記念事業の推進
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名誉会長･会長･副会長･専務理事･常務理事一覧
　　　　　　　　　　（副会長待遇を含む）　　　　　　　

　　　　　　　　
平成13年５月17日現在

名
誉
会
長
・
会
長
・
副
会
長
・
専
務
理
事
・
常
務
理
事
一
覧

名 誉 会 長

会 長

副 会 長

副 会 長 待 遇
常 任 理 事

副 会 長 待 遇
専 務 理 事

常 務 理 事

常 務 理 事
事 務 局 長

常 務 理 事

安　部　浩　平

太　田　宏　次

神　野　信　郎

須　田　　　寛

清　水　義　之

小　原　敏　人

川喜田　貞　久

小　菅　弘　正

遠　藤　　　優

鈴　木　　　修

小笠原　日出男

安　川　英　昭

木　村　　　操

横　井　　　明

川　口　文　夫

渡　辺　捷　昭

永　広　和　夫

木　下　喜　揚

安　木　正　一

岡　本　光　世

松　岡　和　良

中部電力㈱ 取締役会長

中部電力㈱ 取締役社長

中部ガス㈱ 取締役会長

東海旅客鉄道㈱ 取締役会長

㈱十六銀行 取締役会長

日本ガイシ㈱ 取締役会長

㈱百五銀行 取締役頭取

日本トランスシティ㈱ 取締役会長

イビデン㈱ 取締役会長

スズキ㈱ 取締役会長

㈱東海銀行 取締役頭取

セイコーエプソン㈱ 取締役会長

名古屋鉄道㈱ 取締役社長

㈱豊田自動織機製作所 取締役副会長

新日本ヘリコプター㈱ 顧問（中部電力㈱ 常務取締役）

トヨタ自動車㈱ 専務取締役

新日本製鐵㈱名古屋製鐵所 取締役名古屋製鐵所長
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資　料

組　織　図（平成13年５月17日現在）組
織
図
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体

関連団体（平成13年５月17日現在）

事 務 局

総　　　会

常 任 理 事 会 理 　 事 　 会 評 議 員 会

名 誉 会 長

最 高 顧 問

顧 問

参 与

会 長
副 会 長

委 員 会

ニューＨＥＡＲＴ中部推進機構

新首都「中部」推進協議会

中部の発展と水に関する懇話会

ニッポンチャレンジ・アメリカズカップ後援会

東海北陸道地域整備推進協議会

伊勢湾口道路建設促進協議会

東海環状地域整備推進協議会

伊勢湾・三河湾を考える会

中部国際空港建設促進協議会

第二伊勢湾岸道路建設推進協議会
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事
務
局
機
構
図

事務局機構図（平成13年４月23日現在）

●総会・役員会の総括

●広報・人事

●会員管理　予算総括

●会員・自治体懇談会

●機関誌

●経済情勢　産業動向

●税制・財政問題

●産業政策　経済法規

●空港問題・航空宇宙

●中部国際空港

●先端・新技術の開発・振興

●環境問題・エネルギー

●交通・物流問題

●水資源

●国際交流

●視察団・調査団総括

●海外子女教育

会 員 部

総 務 部

専務理事

●2005年日本国際博覧会

常務理事 事務局長

調 査 部

航空担当

国際博推進担当

企 画 部

技 術 部

開 発 部

国 際 部

●ベンチャービジネス支援

●地域開発（環伊勢湾）

●研究学園都市　文化・観光

●広域行政・首都機能移転

ベンチャービジネス支援センター
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中経連意見・要望の一覧

―　平成３年度～12年度　―

実施日

 6月 7日

 6月19日

 7月 1日

 7月 1日

 7月16日

 7月18日

 8月 1日

 8月 1日

 8月 1日

 8月28日

 9月 2日

11月 5日

11月 5日

11月20日

12月 2日

12月20日

12月24日

 1月23日

 実施日

 4月18日

 6月 1日

 6月 1日

 6月12日

 6月30日

 7月 1日

 8月 5日

 7月 1日

 7月 6日

 7月23日

 7月31日

 8月 5日

 9月21日

11月 2日

11月10日

資　料

中
経
連
意
見
・
要
望
の
一
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平成３年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

リニア中央新幹線が中部地域経済に及ぼす影響と対応策について提言

中部の臨空産業〔第１部〕　～中部新国際空港と空港関連産業～について提言

中部の諸プロジェクトの推進等について要望

政治改革と行政改革に関する要望

「超信頼性無機融合材料」の次世代基盤技術制度による開発推進に関する要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

第二国土軸構想の推進について要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

物流の問題点と対応－中部における都市間物流について提言

中部の高度情報化への提言

当面の税制改正にあたっての要望

西日本経済協議会第33回総会における決議の要望

平成４年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方について要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

第二国土軸構想の推進について要望

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

平成４年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

中部の環境保全対策技術のデータベース化と報告書の作成

中部試験研究機関の産官協調について提言

第11次道路整備五箇年計画策定に関する要望

第11次道路整備五箇年計画策定に関する要望

「超信頼性融合セラミックス」の国家研究開発制度による開発推進に関する要望

第11次道路整備五箇年計画策定に関する要望

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

航空宇宙将来機の開発に必要な試験設備について提言

中部新国際空港の建設促進に関する要望

第二国土軸構想の推進について要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

製造物責任についての見解

当面の税制改正にあたっての要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望
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西日本経済協議会第34回総会における決議の要望

第11次道路整備五箇年計画に関する要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

平成５年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方について要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

当地域の社会基盤整備について要望

景気対策ならびに中部の主要プロジェクトの推進について要望

中部の交通機関相互の連携について提言

平成５年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

産業技術中枢圏域の形成に向けて要望

三遠広域200万都市圏構想について提言

中央国際空港私案の発表

当地域の社会基盤整備について要望

21世紀の交通情報サービスのあり方について提言

第二国土軸構想の実現に向けて要望

中部新国際空港の建設促進に関する要望

(財)海外技術者研修協会新中部研修センターの建設について要望

西日本経済協議会代表者会議における要望決議

中部の臨空産業（第２部）
－新国際空港を核とした産業の振興と臨空機能の地域配置－について提言

当地域の社会基盤整備について要望

今後の政策運営について要望

平成６年度税制改正について要望

平成６年度経済見通しならびに今後の経済政策に対する要望・提言

西日本経済協議会第35回総会における決議の要望

製造物責任制度導入についての見解を表明

(財)海外技術者研修協会新中部研修センターの建設について要望

当地域の社会基盤整備について要望

平成６年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

「公共的な入札に係る事業者および事業者団体の活動に関する独占禁止法上の指針」
に対する意見の表明

衆院選比例代表ブロックの見直しについて要望

「民事訴訟手続に関する改正要綱試案」に対する意見の表明

中部国際総合物流センターネットワーク構想を提言

第二国土軸構想の早期実現について要望

水資源の現状と今後の対応について提言

西日本経済協議会代表者会議における要望決議

中部の主要プロジェクトの推進について要望

中部の主要プロジェクトの推進について要望

11月17日

11月17日

11月25日

12月 7日

12月10日

 1月14日

 3月10日

 3月26日

実施日

 4月10日

 6月 7日

 6月 7日

 6月18日

 7月 5日

 7月27日

 7月29日

 7月29日

 8月30日

 9月 6日

 9月27日

 9月30日

10月 8日

11月 8日

12月 2日

12月 6日

 1月13日

 2月15日

実施日

 4月18日

 4月28日

 5月13日

 6月 6日

 6月17日

 7月 4日

 8月 8日

 8月 8日

 8月25日

中
経
連
意
見
・
要
望
の
一
覧
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中部の主要プロジェクトの推進について要望

中部の主要プロジェクトの推進について要望

平成７年度税制改正に対する要望

環伊勢湾総合開発構想を提言

地方分権の実現に向けた政治的決意を期待するを要望

平成７年度経済見通しならびに今後の経済政策に対する要望・提言

市町村合併の促進について要望

中部の循環型交通体系の構築について提言

西日本経済協議会第36回総会における決議の要望

21世紀万国博覧会（仮称）に関する要望

固定資産税の非課税および特例措置の縮減反対の要望

租税特別措置見直しに対する要望

平成７年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

2025年中部の環境調和型エネルギー需給構造の構築について提言

産業界におけるＶＲの現状とこれからについて提言

国立大学の研究のあり方に関する提言

中部の主要プロジェクトの推進について要望

安全で安心な国土・都市づくりについて提言

21世紀初頭における中部産業の姿について提言

西日本経済協議会代表者会議における緊急要望

今後の財政問題および税制改正に対する意見・要望

中部の主要港湾機能強化についての緊急要望

中部の主要港湾におけるＴＳＬ拠点港設置の要望

中部への首都機能移転（中間報告）について提言

西日本経済協議会第37回総会における特別決議

大交流時代に向けた港湾づくりについて要望

平成８年度の経済見通しと経済政策に対する要望・提言

地球環境に関わる戦略的研究機関設置について要望

「明日の日本と新しい首都」に対する意見書

今後の電気通信産業のあり方に関する意見

新首都のあり方に対する要望

地価税の廃止についての要望

西日本経済協議会第37回総会における決議の要望

中部における渇水対策についての緊急要望

中部の港湾機能の強化について提言

平成８年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

伊勢湾の港湾機能の強化について要望

地球環境戦略研究機関設置について要望

 9月 3日

 9月 6日

 9月 5日

10月 3日

10月20日

11月 7日

11月17日

12月 5日

12月 6日

12月 6日

12月 7日

12月 8日

実施日

 4月26日

 6月 5日

 6月 5日

 6月15日

 7月 3日

 7月 3日

 7月21日

 9月 4日

 9月 7日

 9月 7日

10月 2日

10月 5日

10月31日

11月 6日

11月15日

11月28日

12月 4日

12月 5日

12月 8日

12月19日

 1月12日

 2月 5日

実施日

 4月18日

 5月28日

資　料

中
経
連
意
見
・
要
望
の
一
覧
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国会等移転法改正案の早期成立を求める決議

新しい全国総合開発計画に対する要望

新しい全国総合開発計画に対する要望

大交流時代に向けた港湾づくりについて要望

中部における都市圏公共交通機関の整備について提言

中部新国際空港と関連するプロジェクトについて
（新空港と空港都市、空港計画、空港都市の機能と規模）提言

西日本経済協議会代表者会議における緊急要望

名古屋工業技術研究所の移転整備に関する要望

中部における総合交通体系の整備について要望

中部の主要プロジェクトの推進について要望

名古屋大学先端技術共同研究センター拡充整備に関する要望

中部における総合交通体系の整備について要望

税制改正および財政問題に対する意見・要望

中部の幹線道路網整備促進に関する要望

中央日本広域国際交流圏の形成に関する要望

地球環境戦略研究機関設置について要望

平成９年度の経済見通しと経済政策に対する要望・提言

伊勢湾の環境調和型人工島開発について提言

名古屋港の港湾整備について要望

西日本経済協議会第38回総会における決議の要望

名古屋工業技術研究所の移転整備に関する要望

中部新国際空港と関連するプロジェクトについて
（環境との調和、水産業との共生、および情報通信）提言

知多半島地域振興整備について提言

平成９年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

中部新国際空港のアクセス道路整備および道路特定財源の確保に関する要望

創造的技術者・研究者を求めて～初等中等教育を考える～提言

ＮＴＴ長距離会社の中部地域への誘致に関する要望

＜名古屋港＞～大交流・大競争時代に向けた港づくり～に関する要望

21世紀中部の幹線道路網整備促進に関する要望

名古屋工業技術研究所の移転整備についての要望

外国語ＦＭ放送局開設に関する要望

世界的な産業技術の中枢圏域形成の契機となる交通基盤整備に向けての（緊急）要望
「2005年国際博覧会関連」

今後の税制改正および財政問題に関する要望・提言

中部を変えるウォーターマジックレポート
－水資源ネットワーク化と親水空間の創出－に関する提言

2005年日本国際博覧会ならびに中部新国際空港へのアクセス道路早期整備に関する要望

平成10年度の経済見通しと経済政策に対する要望・提言

中部におけるベンチャー企業育成支援のための方策に関する提案

中部の道路整備に関する要望

 5月30日

 6月19日

 6月27日

 6月28日

 7月 1日

 7月 1日

 7月11日

 7月17日

 7月18・19日

 7月28日

 8月 1日

 8月 8日

 9月 2日

 9月 6日

10月11日

10月31日

11月 5日

12月 2日

12月10日

12月19日

 1月31日

 2月 3日

 2月 3日

実施日

 4月23日

 4月25日

 7月 2日

 7月 4日

 7月 9日

 7月15日

 8月 7日

 8月12日

 9月 1日

10月 6日

10月17日

11月 4日

11月 4日

11月 5日

中
経
連
意
見
・
要
望
の
一
覧
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名古屋大学大学院経済学研究科の改組計画（重点化）についての要望

中部エアカーゴターミナル構想－21世紀の高速物流システムについて提言－

新しい全国総合開発計画における中部地域の位置づけと基盤整備に関する要望

西日本経済協議会第39回総会における決議の要望

地方行革・市町村合併の促進に対する提言

高コスト構造是正に関する問題提起と課題に関する提案

「帳簿書類の電子データによる保存」について要望

平成10年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

「倒産法制に関する改正検討事項」に対する意見

名古屋産業大学設置についての要望

日本福祉大学大学院情報・経営開発研究科修士課程の設置についての要望

資源・エネルギー循環型社会を目指しての提言

今後の社会資本整備の｢ものさし｣～交通投資の客観的評価基準についての一試案～の提言

名古屋港の整備拡充に関する要望

東海北陸自動車道早期全面開通に関する要望

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

名古屋市立大学大学院システム自然科学研究科設置についての要望

中部における総合交通体系整備に関する要望

国際連合地域開発センターへの拠出金の確保に関する要望

南山大学総合政策学部および数理情報学部の設置に関する要望

中部の社会・経済基盤の強化に関する要望

税制改正および財政問題に対する意見

知多半島地域の高度情報化構想～中部国際空港と共生する臨空都市圏の形成をめざして～の提言

自民党政経セミナーにおける要望

西日本経済協議会第40回総会における決議を要望

平成11年度の経済見通しと経済政策に対する要望

国際連合地域開発センターへの拠出金の確保に関する要望

地方財政の健全化に対する提言

中部における社会基盤整備促進に関する要望

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

名古屋市立大学大学院人間文化研究科（仮称）の設置についての要望

名古屋市立大学大学院芸術工学研究科（仮称）の設置についての要望

名古屋経済大学大学院法学研究科博士課程の設置についての要望

平成11年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

環伊勢湾総合開発構想の見直しと土地利用規制に関する提言

中部の幹線道路網整備推進に関する要望

交通ビジョン21世紀・中部～エコトラフィック・中部21～の提言

東海北陸自動車道早期全面開通に関する要望

中部の主要港湾の国際競争力強化に関する要望

11月17日

12月 1日

12月 9日

12月11日

 2月 2日

 2月12日

 3月13日

実施日

 6月 1日

 6月25日

 6月25日

 7月 6日

 7月 6日

 7月 9日

 7月15日

 7月24日

 7月28日

 8月 6日

 8月 7日

 8月 7日

 8月31日

 9月 7日

 9月 7日

10月19日

10月21日

11月 2日

11月26日

12月 7日

12月12日

 1月28日

 2月16日

 2月16日

 3月12日

実施日

 6月 7日

 7月 1日

 7月 5日

 7月 6日

 7月 6日

資　料

中
経
連
意
見
・
要
望
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首都機能移転の着実な実現を望む

名古屋工業技術研究所の整備に関する要望

中部国際空港の建設促進に関する要望

中部の主要港湾の国際競争力強化に関する要望

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

名古屋大学先端技術共同センター整備に関する要望

中部における総合的交通基盤の整備に関する要望

中央地域への首都機能移転の実現に関する要望

景気・雇用対策・ナショナルプロジェクトの推進に関する要望

中部の社会・経済基盤の強化に関する要望

商法等の一部を改正する法律要綱中間試案に対する意見

税制改正および財政問題に対する意見

中部地域への首都機能移転に関する要望

中部の国際物流の競争力強化についての提言

中部地域への首都機能移転に関する要望

中部の主要港湾の国際競争力強化に関する要望

西日本経済協議会第41回総会における決議を要望

平成12年度の経済見通しと経済施策に対する要望

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

中部地域への首都機能移転に関する決議

中部の水の総合利用についての提言

名古屋港の利用促進に関する要望

中部の水の総合利用に関する要望

中央日本広域国際交流圏のグランドデザインの提言

環境保全と経済の両立した社会形成を目指しての提言

平成12年度

内　　　　　　　　　　　　　　　　容

2005年日本国際博覧会の開催推進に関する要望

平成11年度ベンチャービジネス支援センター活動報告

太平洋新国土軸構想の早期実現に向けて要望

市町村合併の提言　－地方分権体制の確立に向けて－　の提言

東海北陸自動車道早期全線開通に関する要望

中部の主要港湾の国際競争力強化に関する要望

名古屋港の整備拡充に関する要望

中部の主要プロジェクト等の推進について要望

名古屋工業技術研究所の整備について要望

中部国際空港の建設促進について要望

少子・高齢化に対応した社会の実現に向けての提言

名古屋港の整備拡充に関する要望

広域道路網の整備と道路特定財源の堅持について要望

国土の中央部への首都機能移転について要望

中部の社会・経済基盤の強化に関する要望

 7月 8日

 7月15日

 7月28日

 8月 2日

 8月 2日

 8月 3日

 8月 6日

 8月11日

 8月27日

 8月27日

 9月 1日

 9月 6日

 9月29日

10月 4日

10月 4日

10月13日

10月21日

11月 1日

11月16日

11月17日

12月 6日

12月13日

12月16日

 2月 7日

 3月27日

実施日

 4月18日

 4月24日

 5月22日

 6月 5日

 7月 4日

 7月 6日

 7月 6日

 7月13日

 7月14日

 7月26日

 7月31日

 8月 1日

 8月 3日

 8月 9日

 8月31日

中
経
連
意
見
・
要
望
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税制改正及び財政問題に対する意見

2005年日本国際博覧会の開催推進に関する要望

21世紀・中部の高度情報化に向けて～ＩＴ革命への対応～の提言

2005年日本国際博覧会に向けたアクセス整備に関する要望

2005年日本国際博覧会に向けたアクセス整備に関する要望

平成13年度の経済見通しと経済政策に対する要望

名古屋港の整備拡充に関する要望

東海北陸自動車道早期全面開通に関する要望

太平洋新国土軸構想の早期実現に向けて要望

中部国際空港の建設促進について要望

中部地域の研究開発環境の整備について～産官学連携のありかた～の提言

知的財産に関する総合的な研修・研究機関の整備に関する要望

大同工業大学における学科改組・転換の実施について要望

中央地域における首都機能配置の考え方とそのイメージ（試案）の提言

名古屋環状２号線の早期建設について要望

知多横断道路に関する要望

中部国際空港アクセス道路の整備促進に関する要望

名古屋環状２号線東南部区間の早期完成に関する要望

 9月 4日

 9月14日

10月 2日

10月13日

10月17日

11月13日

11月15日

11月15日

11月21日

11月28日

11月 4日

12月22日

 1月18日

 2月 5日

 2月15日

 2月16日

 2月20日

 3月 7日

中
経
連
意
見
・
要
望
の
一
覧
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会員数の推移（社・団体）

各年度とも年度末の数値 　　　

資　料

会
員
数
の
推
移
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予算総額の推移（単位：千円）

各年度とも当初予算の数値　　　

予
算
総
額
の
推
移
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中経連40年の略史

中経連の活動 国内外・地域の動き

　
昭
和
27
年 

― 

１
９
５
２
　

　
昭
和
28
年 

― 

１
９
５
３
　

　
昭
和
26
年 

― 

１
９
５
１
　

創立総会(伊藤次郎左衞門氏､初代会長に就任)(於：名古屋市)

一宮巡回懇談会（於：一宮市。創立後最初の対外活動、東海

３県下８カ所で開催）

電源開発委員会設置

（電力供給の不安解消を目的として緊急拡充計画を決定）

電源開発促進緊急対策について要望

（愛知・岐阜・三重・静岡各県知事他、４県主要８市長）

電源開発促進について要望（自民党総務会長他）

中部総合開発委員会設置（中部地方産業振興計画策定に対す

る基盤づくりを目的として発足）

税制対策委員会設置

税制改正に対する要望（吉田総理他）

地方税法改正に関する要望（吉田総理他）

中部電力債（緊急電源拡充計画所要資金調達）の消化につい

て要望（三重・岐阜県知事他、三重県主要７市長、岐阜・一

宮各市長）

「名古屋港と四日市港とを結ぶ大伊勢湾建設を語る」座談会

（日刊工業新聞5.26～6.6にわたり連載され、四日市旧海軍燃

料廠の化学工業地帯化への口火となった）

四日市旧海軍燃料廠跡の払い下げ促進・化学工業地帯建設要

望（通産大臣他）

天竜川の電源開発促進について要望（吉田総理他）

緊急電源拡充計画完遂報告（第15回定例理事会）

(電力不足に対応する56,000kWの電源拡充は、中部電力債の順

調な応募で約１ヶ月早く達成）

石油政策確立について要望（通産大臣他）

名古屋地区テレビジョン放送免許促進について要望

（郵政大臣他）

四日市総合化学工業地帯の建設及び四日市旧海軍燃料廠払い

下げ促進について要望（三重県知事）

政局安定について要望（吉田総理他）

四日市旧海軍燃料廠跡の活用促進について要望

（通産大臣、大蔵大臣）

名古屋地区テレビジョン放送免許促進について要望

（郵政大臣他）

伊勢湾工業地帯建設期成同盟会結成

（伊勢湾臨海工業地帯の建設を目的として発足）

輸出振興対策確立について要望（吉田総理他）

中共貿易伸長について要望（吉田総理他）

道路整備費の財源等に関する臨時措置法に基づく道路整備５

箇年計画について要望（建設大臣）

4. 2

7. 2

8.21

10. 3

11. 7

12.21

〃　

〃　

〃　

5. 9

5.19

8.19

9.16

10.21

2.18

〃　

2.23

4.30

5.28

〃　

6.12

6.24

8.19

〃　

4.11

5. 1

7. 1

9. 1

10.31

1.16

4.28

6. 6

9.16

2. 1

4. 2

7. 1

7.27

8. 5

10.23

マッカーサー元帥解任、後任にリッジ

ウェイ中将就任

電力再編成に伴う９電力会社が発足

北鮮軍、休戦提案の受諾を発表

民間ラジオ放送開始

（中部日本放送＜ＣＢＣ＞）

小牧飛行場の民間使用開始

公益事業委員会、電源開発５カ年計画

を発表

対日平和条約、日米安全保障条約発

効、ＧＨＱ廃止

道路整備特別措置法公布

電源開発株式会社設立

日本放送協会（ＮＨＫ）、テレビ本放

送開始

日米友好通商航海条約調印

名古屋テレビ塔株式会社設立

朝鮮休戦協定調印（於：板門店）

港湾整備法公布

ガット総会、日本を準加盟国に承認

注：『　　』は本会がとりまとめた提言書、意見書、報告書
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中経連の活動 国内外・地域の動き

　
昭
和
29
年 

　

8.19

12.24

1.14

1.22

2.25

7. 5

8.21

10.26

3.12

3.22

5. 2

5. 9

5.25

8.10

1.24

〃　

3.15

4.24

9. 6

10.10

2.26

3.22

3.27

5.10

6.25

港湾整備促進法に基づく整備計画について要望（運輸大臣）

税制改正について要望（吉田総理他）

電力不足調整について要望（吉田総理他）

中部・関西両財界人懇談会（於：大阪市）

電気供給規程変更認可申請案に対する要望（吉田総理他）

第１回関西経済連合会との懇談会（於：大阪市）

対米重要輸出品の輸出価格維持について要望（吉田総理他）

伊藤次郎左衞門初代会長勇退、佐伯卯四郎氏第２代会長に就

任

四日市旧第二海軍燃料廠の早期活用について要望

（通産大臣他）

中部経済同友会設立決定（本会を基盤とする同会の設立につ

いて承認）

四日市旧海軍燃料廠の早期活用について要望（通産大臣他）

中部経済同友会設立（初代代表幹事佐伯卯四郎、金子嘉徳)

家族計画促進研究会設置

四日市旧海軍燃料廠の早期活用について要望（防衛庁長官他)

津彦根線道路の早期完成について要望（建設大臣他）

中部開発促進委員会設置

名古屋に公・社債市場開設について要望（大蔵大臣他）

津彦根線道路の早期完成について要望（日本道路公団総裁）

名四国道計画経済調査に関する懇談会

（パシフィックコンサルタンツに調査委託）

津彦根線道路の早期完成について要望（日本道路公団総裁）

大垣名古屋道路の早期完成について要望（日本道路公団総裁)

名四国道の経済効果説明会

（パシフィックコンサルタンツより説明）

『中部経済５カ年計画』を発表

（伊勢湾に銑鋼一貫メーカーの誘致を提唱）

中部製鉄所建設問題懇談会設置

名神間高速自動車国道について要望（岸総理他）

3. 1

5.20

6.20

7. 1

12.10

4.－

6. 7

7.13

8.19

10.10

12.21

12.23

4.16

〃　

7.17

8.10

10.15

10.18

12. 1

12.18

12.23

1.16

2.25

3.18

4.16

4.25

6.19

8.27

11.15

12.17

日本放送協会（ＮＨＫ）、名古屋でテ

レビ放送開始

政府、第１次道路整備５箇年計画決定

名古屋テレビ塔完成、名古屋テレビ塔

株式会社営業開始

陸海空３自衛隊発足

鳩山一郎内閣成立

通産省、四日市旧海軍燃料廠を昭和石

油に払い下げ決定

日本、ガットに正式加盟の調印

（９月10日発効）

通産省、石油化学工業育成策を発表

四日市・岩国・徳山の旧海軍燃料廠の

払い下げにつき閣議了承

愛知用水公団発足

繊維輸出会議、米国向け綿製品の輸出

制限を決定

政府、経済自立５ヶ年計画決定（戦後

初の経済計画）

＜下期より神武景気始まる＞

中部地方生産性本部設立（現、(財)中

部生産性本部）

日本道路公団発足

経済白書、もはや戦後ではないと記述

名古屋穀物取引所開所

佐久間発電所完工式

日ソ国交回復共同宣言調印

中部日本放送 (ＣＢＣ)､テレビ本放送開始

日本、国連に正式加盟

石橋湛山内閣成立

政府、米国向け綿製品輸出自主規制措

置を発表

岸信介内閣成立

名古屋駅前地下商店街生まれる

国土開発縦貫自動車道建設法公布

高速自動車国道法公布

政府、国際収支改善緊急対策を発表

茨城県東海村原子力研究所に初めて

“原子の火”が灯る

名古屋市営地下鉄、名古屋～栄間開通

政府、新長期経済計画（33～37年度）

を決定

＜神武景気からなべ底不況へ＞

　
昭
和
30
年 

― 

１
９
５
５
　

　
昭
和
31
年 
― 

１
９
５
６

　
昭
和
32
年 

― 

１
９
５
７
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中経連の活動 国内外・地域の動き

　
昭
和
34
年
　

　
昭
和
33
年

　
昭
和
35
年 

― 

１
９
６
０
　

　
昭
和
36
年 

― 

１
９
６
１

2.28

8.28

11.10

12.24

7. 8

9. 3

10.13

～10.28

10.13

1.12

2. 5

6. 9

8. 9

9.16

9.28

1.11

4.11

4.27

〃　

7.11

9. 1

9.13

9.26

10.21

11.14

11.21

11.15

第１回中部製鉄所建設促進委員会（製鉄所建設を決定）

東海製鐵株式会社（現・新日本製鐵㈱名古屋製鐵所）創立総

会（資本金25億円、内12億円余を地元出資）

警察官職務執行法について意見表明（岸総理他）

工業用地造成公団の発足について要望（岸総理他）

名古屋～東名高速道建設についての意見を要望 (建設大臣他)

墨俣～桑名間長良川堤防国道化を要望（建設大臣他）

伊勢湾台風災害対策処理

中部３県の統合を要望（中部経済同友会と共同)（岸総理他)

愛知・岐阜・三重各県知事と県統合につき懇談

（以後、奇数月毎に開催）

３県企画担当長会議（以後、偶数月毎に開催）

台風で延期中の名四国道起工式挙行

飯田～中津川間新線建設を要望（運輸大臣他）

伊勢湾港の実現を要望（３県知事）

163号線の一級国道への昇格を要望（建設省他）

36年度道路予算復活についての要望（池田総理他）

中部横断高速自動車道建設を提唱

（東海北陸両経済圏連携促進のために提唱）

中経連10周年記念事業を発表（創立10周年記念総会）

（於：名古屋市）

１)『中部経済10ヶ年計画』

２)『中部３県主要都市連絡幹線道路計画に関する調査報告』

３)『中部地域における機械工業配置計画』

『10年のあゆみ』を発行

３県合併案中間報告会（於：名古屋市）

名古屋南部臨海地帯進出申込会社について検討

東三河地区への日本鋼管誘致問題協議

第１回九州・山口経済連合会と懇談（於：名古屋市）

正副会長、三重県知事、八幡製鉄訪問、津地区へ進出を要請

名阪国道建設を提案

第２回関西経済連合会との経済懇談会（於：大阪市）

『中経連報』創刊

7.－

8.15

8.26

10. 8

10.18

2.20

4.10

9.12

9.26

12.31

6.15

6.19

6.24

7.19

7.25

〃　

9. 6

10. 1

12.27

　

1.20

4. 1

4. 6

8.13

9.11

9.26

9.30

10.27

11.14

愛知用水工業用水道第一期事業着手

政府、繊維不況対策を決定

通産省、石炭不況緊急対策を決定

警察官職務執行法改正案を国会提出

名古屋空港開港式

政府、第２次道路整備５箇年計画決定

皇太子結婚式(この日を目当てにカラー

テレビが大幅に普及）

大蔵省､ドル為替の自由化を実施

伊勢湾台風、東海地方に大被害

米州開発銀行（ＩＤＢ）設立

＜下期より岩戸景気始まる＞

全学連デモ隊、国会乱入。警官隊との

乱闘で死者

新安保条約自然承認

政府、貿易・為替の自由化計画（３年

後80％達成目標）決定

池田勇人内閣成立

国土開発縦貫自動車道中央自動車道の

予定路線を定める法律公布

東海道幹線自動車国道建設法（東名高

速道）公布

国鉄、新東海道線建設など新５カ年計

画発表

政府、227品目の輸入自由化実施

（自由化率44％）

政府、「国民所得倍増計画」を新長期

計画に採用

ケネディ、米大統領に就任

国民皆保険制度、運用開始

九州・山口経済連合会創立総会

（於：福岡市）

東独政府、東西ベルリンの境界に壁を

構築

都市交通審議会名古屋部会、地下高速

を根幹とした名古屋市およびその周辺

における都市交通に関する答申案承認

政府、貿易自由化計画の繰り上げを決

定（1962.10.1現在の自由化率を90％と

する）

愛知用水通水式

政府、第３次道路整備５箇年計画決定

政府、出光興産、三菱化成に石油化学

センター認可を決定（各地で石油化学

コンビナート建設進む）
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中経連の活動 国内外・地域の動き

　
昭
和
39
年 

― 

１
９
６
４

2.13

3. 1

4.10

4.27

8. 8

8.14

8.28

9.20

10. 1

11.13

11.16

3. 1

4.24

7. 4

8.26

10. 1

10. 5

12.18

2.20

2.22

3.27

4. 9

4.14

5.12

6. 5

7.17

8.14

11.10

12. 9

中部経済同友会の分離・独立を決定

工業立地調整法反対を要望（池田総理等）

『長島町開発構想』を提言

佐伯卯四郎第２代会長勇退、井上五郎氏第３代会長に就任

３県知事・財界人協議会（於：名古屋市）

新産業都市に東三河地域の指定を要望（池田総理他）

中部・富山経済交流促進を要望（池田総理他）

中部地域食料品加工基地建設委員会発足

新産業都市に東三河地域の指定を要望（池田総理他）

第２回九州・山口経済連合会との懇談会（於：名古屋市）

第１回四国産業開発委員会（四国経済連合会）との懇談会

（於：名古屋市）

工業立地調整法に反対表明（池田総理他）

『東海３県統合構想』を発表

（３ヵ年を要した構想が完成、田中東大教授から内容説明）

中部横断高速自動車道期成同盟会結成（岐阜・愛知・三重・

富山・石川・福井各県の他、市町村、経済団体で構成）

（於：東京）

臨時総会を開催し『東海３県合併案』を承認・発表（以降、

３県合併問答集等を作成し、積極的に啓蒙活動を展開）

関経連首脳部と府県合併問題で懇談（於：大阪市）

東海３県合併について要望（池田総理他）

東海３県合併について要望（行政調査会委員）

四国地方視察・第２回四国経済連合会との懇談会（～21日）

（於：徳島市、高松市）

水島視察・岡山経済同友会と懇談（於：倉敷市）

事務所を名古屋商工会議所ビルから日興ビルへ移転

国連ワイズマン調査団と３県合併について懇談

（於：名古屋市）

『東海３県の工業配置』を提言

府県合併促進法制定を要望（池田総理他）

第３回九州・山口経済連合会との懇談会（於：福岡市）

富山経済同友会との懇談会（於：名古屋市）

食料品加工センターの設置について要望（農林大臣）

府県合併促進法の早期成立を要望（佐藤総理他）

『昭和40年経済見通し』を策定（６月設置の経済情勢分析委

員会で初めて作成）

2.13

3. 9

5.10

6.10

7.18

8.17

8.30

10. 1

10. 5

10.22

2.16

6.29

7.12

7.18

7.26

8.27

10.25

10.26

11. 9

11.22

3.31

4. 1

4. 9

4.11

4.28

7. 1

7.31

8.28

9. 5

〃　

10. 1

10.10

11. 9

政府、港湾整備５ヵ年計画決定

政府、物価安定総合対策を決定

新産業都市建設促進法公布

北陸トンネル開通

池田改造内閣成立

愛知県新地方計画委員会、３県合併の

推進を含めた新地方計画を策定

戦後初の国産旅客機ＹＳ11のテスト飛

行成功

原油など230品目を自由化

（自由化率88％）

政府、全国総合開発計画を決定

キューバ危機発生

名四国道（名古屋～四日市間、29.1㎞)

第１期工事完工

外国為替管理令等改正公布

（資本取引の自由化）

政府、新産業都市13カ所指定、鉱工業

整備地帯に東三河も

池田改造内閣成立

ＯＥＣＤ理事会、日本の加盟承認

日米綿製品取り決め調印

新名岐国道開通

原研の動力試験炉、わが国初の原子力

発電に成功

三井三池鉱業所の三川鉱で戦後最大の

爆発事故（死者458人）

ケネディ米大統領暗殺される

政府、カラーテレビなど８品目の自由

化決定（自由化率93％）

日本、正式にＩＭＦ８条国へ移行

国連ワイズマン調査団、愛知県を訪れる

名神高速道路（栗東－関ヶ原間）開通

日本、ＯＥＣＤに正式加盟

東海北陸自動車道建設法公布

米、月ロケット打ち上げ。月面到着

名四国道第２期工事中の難工事である

港新橋の開通式

東海製鉄銑鋼一貫体制完成

（一号炉完成）

名神高速道路（西宮－一宮間）開通

東海道新幹線（東京－新大阪間）営業

開始

東京オリンピック開催

佐藤栄作内閣成立
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中経連の活動 国内外・地域の動き

4.26

6. 2

9.14

10. 4

11.10

12. 1

2. 9

3. 1

4.25

4.27

5.16

6.15

11.10

12.14

4.13

5.25

6. 5

6.27

7.14

9.12

〃　

〃　

10.14

11. 6

11.10

11.30

12.18

創立15周年記念総会・財界人討論会（於：名古屋市）

西日本経済協議会創立総会（於：大阪市）

府県合併促進に関する要望（佐藤総理他）

総合経済政策に関する要望並びに府県合併に関する声明

（佐藤総理他）

西日本経済協議会第２回総会（於：高松市）

『中部経済圏と東西経済圏との比較－都市機能との関連を中

心として－』を発表

公社債市場の再開を要望（大蔵大臣他）

『グラフでみる「中部経済圏の地位」－東西経済圏と比較し

て－』を発表

『中経連15年のあゆみ』を発行

西日本経済協議会第３回総会（於：福岡市）

消費者物価高騰抑制に対する要望（日銀総裁他）

『消費者物価高騰の現状とその対策』を提言

西日本経済協議会第４回総会（於：広島市）

『昭和42年度経済見通し』を発表（以降、毎年策定し、公表

する）

西日本経済協議会第５回総会（於：金沢市）

都道府県合併特例法促進要望（自民党幹事長他）

都道府県合併特例法促進要望（自民党幹事長他）

都道府県合併特例法審議促進要望（衆議院地方行政委員会）

『関東・中部の工場立地について』提言

『中部地域における重化学工業の現状とその問題点』を提言

『企業体質強化の方策』について提言

都道府県合併特例法の早期成立を要望（衆議院地方行政委員

会国政調査視察団）

資本自由化対策、輸出振興対策、公害対策についての企業減

税を要望（大蔵大臣）

都道府県合併特例法成立促進を要望（自民党政調会長他）

西日本経済協議会第６回総会（於：名古屋市）

『昭和43年度経済見通し』を発表

西日本経済協議会第６回総会決議を要望（佐藤総理他）

1.22

1.29

2. 3

7. 1

9. 9

10. 1

12.16

1.28

2. 3

3. 1

4.22

5.10

6.21

6.27

7. 1

7. 4

1. 9

3.13

3.22

4.12

6. 5

7. 1

7.31

8. 1

8. 3

8. 8

9. 1

政府、中期経済計画（所得倍増計画の

ひずみ是正）決定

政府、第４次道路整備５箇年計画決定

政府、東三河など６地区の工業整備基

本計画を了承

名神高速道路全線開通（尼崎～小牧間)

第10次地方制度調査会、都道府県合併

特例法の必要性を答申

完成乗用車の輸入自由化実施

（自由化率93.05％）

名阪国道開通

＜いざなぎ景気始まる＞

戦後初の赤字国債発行

ソ連、初の月面軟着陸

ソ連の金星３号、初めて金星に到着

都道府県合併特例法案を閣議決定、国

会提出

物価問題懇談会、米価値上げ抑制を政

府に勧告

都道府県合併特例法案本会議上程

都道府県合併特例法、衆議院継続審議

に

中部圏開発整備法公布、施行。中部開

発センター設立

政府、新東京国際空港の建設地を千葉

県成田市三里塚に決定

米のベトナム参戦

政府、経済社会発展計画策定

日本万国博覧会中部協力会設立総会

（於：名古屋市）

国連都市センター名古屋設置、ワイズ

マン氏申し入れ

第３次中東戦争（６日戦争）

第１次資本取引自由化実施、外国人の

株式取得制限を緩和

中部圏の都市整備区域、都市開発区域

及び保全区域の整備等に関する法律公

布

富士製鉄と東海製鉄合併

公害対策基本法公布、施行

ＡＳＥＡＮ結成

四日市公害訴訟始まる

（47年７月判決、原告勝訴）
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中経連の活動 国内外・地域の動き

2.16

3.14

〃　

4. 5

4.11

4.15

5. 9

5.24

11. 4

〃　

11. 8

12.11

1. 4

4.25

5. 6

〃　

10. 7

11. 5

11.13

12. 5

4.17

4.24

4.24

〃　

〃　

5.27

都道府県合併特例法即時成立（東京懇談会決議）を要請

（佐藤総理・自民党３役）

輸入課徴金反対決議を提出（佐藤総理他）

『国際空港建設適地の選定について（中間報告）』を発表

『米の管理制度に対する提言』をとりまとめ

西日本経済協議会第７回総会（於：京都市）

都道府県合併特例法案審議促進を要請

（地方行政委員会理事、自民党３役他）

地方行政委員会、都道府県合併特例法案の審議に入る

都道府県合併特例法案、国会対策委員会で審議未了、廃案と

なる

『豊かな社会をめざして』を提言

『株式会社監査制度に関する改正試案に対する意見』表明

西日本経済協議会第８回総会（於：高知市）

『昭和44年度経済見通し』を発表

都道府県合併特例法案の早期成立を要望（佐藤総理他）

西日本経済協議会第９回総会（於：福岡市）

『木材需給に関する提言』をとりまとめ

『発展への回廊 －大伊勢湾総合開発の展望－（中間報告）』

を発表

米国の繊維輸入制限阻止決議を提出（佐藤総理他）

西日本経済協議会第10回総会（於：松江市）

『昭和45年度経済見通し』を発表

『国際貨物空港建設構想』を発表

西日本経済協議会第11回総会（於：加賀市）

『伊勢湾総合開発の展望』を発表（①総論、②都市圏、③成

長産業、④国際貨物空港の４部作）（国際貨物空港の必要性

と設定構想を提言）

『余暇時代にそなえて』を提言

『名古屋証券市場振興に関する提言』を発表

『国連大学誘致決議』

国際貨物空港設定説明懇談会（於：吉良町）

1. 1

3.17

3.22

4.17

5.30

6.10

6.26

7. 1

7.10

8.20

11.12

12.23

1.20

3. 1

4.11

5.16

5.26

5.30

6.20

7. 9

7.20

8. 5

9. 9

11.19

1. 2

3.15

3.31

5. 1

6.22

米、国際収支赤字30億ドル削減のドル

防衛策発表

３.14の欧州の金・為替市場の大混乱を

受けて、国際金プール７カ国会議開

催、金の二重価格制採用

政府、第５次道路整備５箇年計画決定

八幡製鉄・富士製鉄合併発表

（45年３月新日本製鐵発足）

豊川用水完工

大気汚染防止法、騒音規制法公布

政府、中部圏基本開発整備計画を決定

ケネディ・ラウンドによる関税一括引

き下げ実施（1917品目）

鉄鋼連盟、対米鉄鋼輸出の自主規制措

置を決定

ソ連、東欧５カ国軍、チェコ侵入

10カ国蔵相会議、国際通貨危機対策を

協議（於：ボン）

第１次鉄鋼輸出自主規制実施

＜昭和43年のＧＮＰが自由世界第２位

となる＞

ニクソン、米大統領に就任

第２次資本取引自由化実施

都道府県合併特例法、参議院に提出

政府、８月から自主流通米制度の発足

を決定

東名高速道路(小牧－東京間)全線開通

政府、新全国総合開発計画を決定

参議院地方行政委員会名古屋公聴会を

開く（都道府県合併特例法案に関して)

都道府県合併特例法案、参議院通過

米アポロ11号、月面の「静かな海」に

着陸成功

都道府県合併特例法案、廃案となる

中部圏開発整備地方協議会、中部圏開

発整備建設計画案を決定

佐藤首相、ニクソン米大統領と会談、

沖縄の1972年返還、核ぬき本土並みを

原則に合意、21日共同声明発表

日銀、ＢＩＳ(国際決済銀行)に出資し､

正式加盟を発表

日本万国博覧会開幕

(～９月13日、183日間）（於：大阪）

日航機「よど号」赤軍派学生による

乗っ取り事件発生

政府、新経済社会発展計画を決定

政府、日米安保条約の自動延長を声明
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中経連の活動 国内外・地域の動き

7.24

9.－

11. 6

11.27

4. 9

4.20

4.23

〃　

〃　

8.25

9.14

9.23

〃　

〃　

11.12

11.24

4.12

7.27

8. 3

10. 5

10.18

10.30

11.10

12.20

『畜産物需給に関する提言』をとりまとめ

『国際貨物空港－一色編』､『国際貨物空港－常滑編』を発表

西日本経済協議会第12回総会（於：伊勢志摩）

『昭和46年度経済見通しならびに経済運営に対する要望』を

提言

『住宅産業の現状と将来－東海３県を中心として－』を提言

西日本経済協議会代表者会議発足

（以降、毎年７月頃に開催）（於：大阪市）

創立20周年記念総会、同記念討論会（於：名古屋市）

井上五郎第３代会長勇退、横山通夫氏第４代会長に就任

『中経連20年』を発行

『ドルショック対策について』を緊急提言

『円問題について』を提言

『産業と公害』について提言

『円切り上げの東海地方産業に及ぼす影響』について試算結

果を発表

『国連環境センター創設構想』を発表

西日本経済協議会第13回総会（於：神戸市）

『昭和47年度経済見通しならびに経済運営に対する要望』を

提言

『東海地域の地域開発と地方財政』について提言

『繊維・陶磁器産業の現状と今後のあり方』について提言

国際貨物空港の設置促進要望（田中総理他）

第１回北陸経済連合会との経済懇談会（於：金沢市）

沖縄・鹿児島志布志湾視察団派遣（～21日）

朝鮮民主主義人民共和国国際貿易促進委員会代表団来名、東

海および北陸経済人との懇談会開催（於：名古屋市）

西日本経済協議会第14回総会（於：松山市）

『昭和48年度経済見通しならびに経済運営に対する要望』を

提言

12.18

3.30

6.17

6.21

7. 9

8.15

8.16

8.28

10.25

11.24

12.18

2. 3

2.14

2.27

3.15

4. 1

5.15

5.20

6. 5

6.11

7. 7

9.29

10.25

11.17

公害関係14法成立

政府、第６次道路整備５箇年計画決定

沖縄返還協定、東京・ワシントンで同

時調印

日本繊維産業連盟、対米繊維輸出自主

規制を正式決定

キッシンジャー米大統領補佐官、訪中

し周恩来中国首相と会談

ニクソン米大統領、金・ドル交換停止

等のドル防衛緊急対策を発表

東京外為市場、東証市場大暴落

（ドルショック）

円、変動為替相場制へ移行

国連総会、中国招請・国府追放を可

決、中国の国連参加決定

衆院本会議、沖縄返還協定を承認

（12.22参院承認）

10カ国蔵相会議開催、多国間通貨調整

について合意（スミソニアン合意）

（円の対米ドル切り上げ率16.88％、１

ドル＝308円に）

冬季オリンピック札幌大会開催

都市交通審議会名古屋圏部会、昭和60

年を目標とした名古屋圏の高速鉄道整

備計画答申案を纏める

米中共同声明発表、平和５原則による

米中国交正常化で合意

山陽新幹線、新大阪－岡山間開通

米の物価統制令適用廃止、自由価格制

に移行

沖縄の施政権返還、27年ぶりに日本に

復帰

政府、第２次円対策７項目の対外経済

緊急対策決定

第１回国連人間環境会議開催

（於：ストックホルム）

田中通産相､「日本列島改造論」を発表

田中角栄内閣成立

日中共同声明発表、日中国交樹立

政府、第３次円対策を決定

政府、閣議で関税率の一律20％引き下

げを決定、工業製品を中心に1865品

目。大蔵省、海外渡航の際の外貨持ち
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4.16

〃　

5.21

6.10

7.18

7.19

9.11

10. 3

10.20

11. 6

12.17

12.25

1.31

2.25

4.15

〃　

7.25

8.31

11. 8

11.22

12.16

〃　

『名古屋大都市圏の土地問題』について提言

『新しい地域社会の発展方向を求めて』を提言

第２回北陸経済連合会との経済懇談会（於：名古屋市）

『中部経済連合会略史』を発行

東北経済連合会との初の懇談会を開く（於：仙台市）

むつ小川原大規模工業開発予定地域を視察

中部圏における道路網の整備促進について要望（中経連、北

経連共同）（建設大臣、日本道路公団他）

湖東回り新幹線の建設促進について要望（運輸大臣他）

事務局を日興ビルから明治生命名古屋ビルへ移転

西日本経済協議会第15回総会（於：福岡市）

『昭和49年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

西日本経済協議会緊急代表者会議、「現下の緊急事態にどう

対処するか」を提言

西日本経済協議会代表者が現下の緊急事態への対処策につい

て要望（田中総理）

『国連アジア地域水環境研修所構想』を発表

『余暇時代の到来』を提言

『インフレ下におけるくらしとおカネ－名古屋都市圏勤労者

の生活意識と金銭観－』をとりまとめ

『当面の経済情勢と政策運営について』を要望

（49年度経済改訂見通し）（田中総理他）

国連環境センターについて、国連環境計画局（ＵＮＥＰ）ロ

バート・Ａ・フロッシュ事務局次長と懇談（於：名古屋市）

西日本経済協議会第16回総会（於：下関市）

東海地方経済懇談会が発足（経団連正副会長と地元財界人と

の意見交換の場）（於：名古屋市）

『昭和50年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

『インフレの克服と経済の正常化のために』を提言

1. 8

1.25

1.26

2.12

2.14

3.19

3.20

4.27

6.29

7. 9

9.12

10. 6

10.16

10.24

10.25

11.16

12.22

1. 7

1.11

3.16

3.18

4.11

8. 8

8.13

8.31

10. 3

12. 9

出し制限の撤廃など一連の為替管理緩

和措置を決定、11月24日実施

名古屋市公害防止条例公布

名古屋市・東海市、公害病指定地域に

指定

政府、「土地対策要綱」を閣議決定

米、ドル対ＳＤＲ平価10％切り上げ、

スミソニアン体制崩壊

円、変動相場制に移行

ＥＣ６カ国、共同変動相場制に

政府、新国土総合開発法案を閣議決定

ウォーターゲート事件が明るみに

政府、第７次道路整備５箇年計画決定

ドル暴落、１ドル＝254円になる

ガット閣僚会議、東京で開催。14日に

多角的貿易拡大の東京宣言を採択

第４次中東戦争始まる

ＯＰＥＣなど原油価格21％引き上げ決

定

サウジアラビア、日本の石油各社にＤ

Ｄ原油の70％値上げを通告

国際石油資本も対日原油10％削減を通

告

＜第１次石油危機起こる＞

政府、石油緊急対策要綱を決定

石油需要適正化法、国民生活安定緊急

措置法公布、施行

＜国際収支134億ドル余の記録的赤字と

なる＞

東京外為市場、１ドル＝300円に急落

政府、第２次石油・電力消費規制策を

決定

政府、石油製品価格の値上げ、生活関

連物資の価格凍結を決定

ＯＡＰＥＣ、リビアとシリアを除き対

米禁輸の解除を決定、石油攻勢一段落

春闘、史上最大のゼネスト

（５日間の統一スト）

ニクソン米大統領辞任、後任にフォー

ド氏

航空審議会、関西新空港は泉州沖海上

にする旨答申

政府、石油需給適正化法等に基づく緊

急事態宣言を解除

通産省、54年度末に90日備蓄達成を目

標とする石油備蓄増強対策を発表

三木武夫内閣成立
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2.24

3.10

3.13

3.25

4.22

〃　

5. 7

8. 4

9. 1

10.24

11.10

11.13

11.26

11.27

12. 1

12. 4

〃　

1.12

2. 2

2.18

5.12

7.21

7.27

8. 2

9. 6

10.22

〃　

〃　

10.25

11.16

12. 6

〃　

総需要抑制策の緩和、公定歩合の引き下げ等について要望

（三木総理他）

理事会で「次期会長選考委員会」設置を決定

次期会長選考委員会

独占禁止法改正問題について意見表明

『これからの産業政策と東海地方の対応』について提言

『中津川・恵那地域の開発整備構想』を発表

横山通夫第４代会長勇退、鈴木俊雄氏第５代会長に就任

『当面する地方財政の運営について』を提言

『景気浮揚への提言　－景気浮揚と物価安定の両立をめざし

て－』を提言

西日本経済協議会第17回総会（於：金沢市）

『伊那谷地域の開発整備構想』を発表

沖縄海洋博視察（～16日）

中津川市における地域懇談会（中央自動車道恵那山トンネル

開通に伴う岐阜県中津川・恵那地域と長野県伊那谷地域の首

長、商工会議所と本会首脳、会員との合同懇談会）

（於：中津川市）

会社法改正に関する会員意見の集約・表明（法務省あて）

『昭和51年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

会社法改正について意見提出（法務省）

恵那山第二トンネルの早期着工とスピード制限緩和について

要望（建設大臣他）

『51年度賃上げのあり方について』を提言

『ＬＮＧ総合基地の構想』を発表

東海地方経済懇談会（共催：（社）経済団体連合会、東海商

工会議所連合会）（於：名古屋市）

創立25周年記念総会・財界人パネルディスカッション

（於：名古屋市）

西日本経済協議会代表者会議緊急決議の要望（三木総理他）

地下水揚水規制と工業用水道の建設促進について要望（三木

総理他）

『水規制とその対策』について提言

国際空港問題共同研究会を設置（名古屋商工会議所・中部開

発センターと共同）

『環境アセスメントの法制化問題』について提言

『地下水保全に関する水資源対策』について提言

西日本経済協議会第18回総会（於：名古屋市）

中部地方経済訪中代表団派遣（～11月３日）（鈴木会長を団

長に中部経済同友会と共催で初の経済訪中使節団を派遣）

産業廃棄物最終処分用地確保について要望

『昭和52年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

『東海地方における産業構造の発展方策と産業政策』につい

て提言

2.11

2.14

3.10

4.30

6.10

7.20

8.23

9.17

10.22

11. 5

12.19

12.27

1. 8

2. 4

4. 7

5. 1

5.14

7. 2

9. 9

9.12

10.15

10.22

12.24

英保守党、初の女性党首、マーガレッ

ト・サッチャー氏を選出

政府、経済対策閣僚会議で、中小企業

向け融資の円滑化など当面の不況対策

10項目を決定

山陽新幹線、岡山－博多間開業

サイゴン政府無条件降伏、ベトナム戦

争終結

経企庁、昭和49年度の実質ＧＮＰは前

年度比0.6％減で戦後初のマイナス成長

と発表

沖縄国際海洋博覧会開幕

（～51.1.18、183日間）（於：沖縄）

中央自動車道恵那山トンネル開通

政府、公共事業等の推進、住宅建設の

促進を骨子とする総額２兆円の不況対

策を決定

東名阪自動車道（桑名－蟹江間）開通

第１回先進国首脳会議（サミット）開

催、ランブイエ宣言発表

政府、総合エネルギー政策の基本的方

向決定

石油備蓄法公布（51.4.26施行）

中国の周恩来首相、死去

米上院外交委員会、ロッキード社の多

額な違法政治献金の事実を発表

中国、華国鋒首相代行が首相に就任

資本自由化完了（例外４業種を除く）

政府､50年代前期経済計画概要を決定

ベトナム社会主義共和国、正式発足

毛沢東中国共産党主席、死去

台風17号により長良川堤防決壊

財政特例法、可決成立

中国、華国鋒首相の党主席就任と江青

女史ら４人組事件を公表

福田赳夫内閣成立
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1.12

2.17

3. 7

〃　

3.18

5.16

7.20

8.10

10. 6

11. 7

〃　

12. 5

〃　

2. 6

〃　

3.13

3.17

4. 3

〃　

4.11

4.26

5. 8

5.30

7. 4

7.20

7.26

7.28

7.30

8.24

9. 4

〃　

10.13

10.26

11. 6

〃　

11.13

東南アジア諸国視察団派遣（～26日）

『労働経済の現状と52年度賃上げに対する見解」の発表

『地方財政の今後のあり方と地方債問題』について提言

『東海地方における工業用水の現況と対策について』を提言

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

朝鮮民主主義人民共和国代議員代表団と懇談

（於：名古屋市）

西日本経済協議会、第三次全国総合開発計画策定の基本的考

え方に関する意見表明（福田総理他）

第３回北陸経済連合会との経済懇談会（於：福井市）

西日本経済協議会第19回総会（於：大阪市）

『昭和53年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

円高対策について提言

『東海地方における水資源問題』について提言

『円高問題と景気対策』について提言

『中部地域経済の現状と雇用問題』について提言

『今後のエネルギー事情』について報告

伊勢湾水質総量規制導入に関する意見表明

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

『中期税制についての考え方』のとりまとめ

『西三河地域の将来発展方向を求めて』の提言

中国経済代表団と懇談（於：名古屋市）

二酸化炭素の環境基準に関する要望（福田総理他）

『昭和53年度経済改定見通し』を発表

海外帰国子女教育相談室を開設

名古屋港西大橋建設促進協議会設立総会（於：名古屋市）

マンスフィールド駐日米国大使との懇談（於：名古屋市）

西日本経済協議会代表者会議（６月20日開催）名で当面の経

済運営に関する緊急要望（福田総理他）

産学協力国際シンポジウム

（共催：世界平和教授アカデミー）（於：名古屋市）

ＡＳＥＡＮ視察団派遣（～８月10日）

第４回北陸経済連合会との経済懇談会（於：高山市）

（両団体連名で、「交通基盤整備ならびに53年度補正予算に

関するお願い」を福田総理等に要望）

補正予算ならびに景気対策について要望（福田総理他）

『低成長時代の企業における環境保全と省エネルギーの問題

について』を提言

西日本経済協議会第20回総会（於：徳島市）

海外子女教育相談室の拡充について要望（文部大臣他）

『昭和54年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

『一般消費税について－導入の前提条件と「試案」に対する

評価－』をとりまとめ

第１回スリランカ調査団派遣（～20日）

1.20

5. 3

6. 2

6.29

8.24

8.25

9. 2

9. 3

9.20

10.14

11. 4

1.13

4. 3

4.19

5.10

5.20

7. 5

7.24

9. 2

10.31

11. 1

12. 7

米、39代大統領にカーター氏就任

中華人民共和国展覧会（～22日）

（於：名古屋市国際展示場）

(社)愛知県冷熱利用協会設立

東京外為市場、３年７ヶ月振りに１ド

ル＝270円台を割る

国土庁、第三次全国総合開発計画（三

全総）試案を提示

仲谷愛知県知事が第24回夏季オリン

ピックの名古屋誘致を提唱

政府、行政改革大綱を決定

政府、２兆円規模の総合景気対策決定

対外経済対策会議、当面の経常収支黒

字減らし対策決定

政府、円高緊急物価対策を決定

政府、第三次全国総合開発計画決定

日米通商交渉終了

東京外為市場、１ドル＝220円の大台割

れ、218円15銭の新高値を記録

政府、第８次道路整備５箇年計画決定

特定不況産業安定臨時措置法（構造不

況対策法）、可決成立

新東京国際空港（成田）開港

農林水産省（農林省改称）発足

東京外為市場、１ドル＝199円10銭と初

の200円の大台割れを記録

政府、総合経済対策を決定（内需拡

大、不況産業対策等）

東京外為市場、円が急騰、１ドル＝175

円50銭と新高値を記録

米、緊急ドル防衛策発表

大平正芳内閣成立
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12.　

2. 5

3. 2

3. 5

〃　

3.27

4. 2

〃　

〃　

5. 2

〃　

5.22

6.18

6.24

8. 2

〃　

8.10

9. 3

〃　

9.25

10. 1

11. 5

11. 6

11. 7

11.13

11.14

12. 3

12.12

12.21

12.24

1.15

3. 3

3.14

6. 1

〃　

〃　

『一般消費税の研究』をとりまとめ

『地域におけるエネルギー対策の推進について』を提言

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

『省エネルギー対策の推進について』を提言

『水資源開発のための提言－水源地域対策として－』をとり

まとめ

次期会長選考委員会

『水問題の実態と課題』をとりまとめ

『水問題に関する二つの提言と五つの要望』をとりまとめ

『下水道事業の促進について要望』をとりまとめ

『中水道（水の再利用）の推進について』を提言

『地下水資源保全のための人工かん養について』を提言

鈴木俊雄第５代会長勇退、加藤乙三郎氏第６代会長に就任

名古屋環状２号線建設促進に関する要望（大平総理他）

第５回北陸経済連合会との経済懇談会（於：立山）

東海地区経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

名古屋港西大橋、名古屋環状２号線建設促進の陳情

（大平総理他）

北陸経済連合会との懇談会決議文「交通基盤整備ならびにエ

ネルギー確保などについて」を要望（大平総理他）

『中部地域における主要産業の国際競争力の現状と今後の方

向』について提言

『石油情勢の変化への対応』について提言

中華人民共和国江蘇省代表団との懇談（於：名古屋市）

オリンピック特別委員会設置

『昭和55年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

西日本経済協議会第21回総会（於：福岡市）

中央新幹線建設促進同盟会発足

長野・松本・諏訪地域懇談会

（長野県で初の地域懇談会を開催)

上伊那・下伊那地域懇談会

『利子・配当課税について』を提言

西日本経済協議会、名古屋オリンピック招致について要望

（大平総理他）

長野県下の交通基盤整備について要望（大平総理他）

名古屋空港の整備充実ならびに新国際空港調査に関する要望

（運輸大臣他）

第２回スリランカ調査団派遣（～22日）

『雇用延長問題と賃金・人事諸制度のあり方』について提言

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

日本中部地区経済技術訪中団派遣（～13日）

『省エネルギーの促進について』を提言

『水資源の開発と有効利用について』を提言

1.22

2.－

2.26

3.13

4.12

5. 9

6. 1

6.28

〃　

7.25

7.29

8.10

12.27

12.28

1.10

7.17

9.22

10.16

政府、省エネルギー対策を決定

石油メジャー各社、相次ぎ原油価格を

引き上げ

＜第２次石油危機＞

政府、石油製品の値上げ監視強化、地

価値上がり抑制等の物価対策決定

ＥＣ、新欧州通貨制度（ＥＭＳ）発足

ＧＡＴＴ東京ラウンド妥結

英国でサッチャー保守党政権成立

日本中部地区経済技術訪中団派遣

ＯＰＥＣ総会、原油価格の段階的値上

げ（累計14.5％）を決定

東京サミット開催、石油輸入抑制、東

京ラウンドの早期実施などの“東京宣

言”採択

名古屋都市高速道路（円上～大高間）

開通

名鉄豊田新線（梅坪～赤池間）開通

政府、新経済社会７ヶ年計画決定

アフガニスタンでクーデター。ソ連、

軍事介入

政府､55年以降の行政改革計画決定

政府、石油節約策を決定

鈴木善幸内閣成立

イラン・イラク全面戦争へ

（～88.8.20）

日本鉄鋼連盟、55年の日本の粗鋼生産

量（見通し）は１億1174万トンで西側

世界１位と発表
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１
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昭
和
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― 
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昭
和
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年 

― 

１
９
８
０
　

7. 7

7. 8

7.23

7.29

9. 2

9. 3

11. 6

11.10

11.17

11.20

12. 1

1.13

2. 2

3. 2

3. 5

3.16

5.26

6.10

7. 3

8.10

8.24

8.31

9.10

9.24

10.21

11. 2

11.30

3. 2

3. 9

3.12

4. 5

『国債管理政策について』を提言

公共事業懇談会（中部地建、五港建、国鉄、鉄建公団、道路

公団の各局長、常務理事と中部地域の国土基盤整備等につい

て初の懇談）（於：名古屋市）

東海地区経済界代表と経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

第６回北陸経済連合会との経済懇談会（於：豊橋市）

（両団体連名の決議文を９月８日に鈴木総理他に要望）

『中部地域のエネルギー需給とＬＮＧの導入拡大策につい

て』を提言

道路・水資源開発について要望（建設大臣）

西日本経済協議会第22回総会（於：岡山市）

『昭和56年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

名古屋オリンピック招致についての要望（文部大臣他）

名古屋環状２号線建設整備について要望（建設大臣）

当面の税制改正について要望（鈴木総理他）

長野県諏訪地域税関官署設置について要望（名古屋税関長）

『東三河地域の開発整備方向』について提言

行政問題特別委員会設置

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

次期会長選考委員会

第30回定期総会で、『「21世紀の中部ビジョン」中間骨子』

を発表

行政改革推進に関する意見書提出（臨時行政調査会）

第３回関西経済連合会との経済懇談会（於：大阪市）

上松岐阜県知事と中部の21世紀ビジョンについての意見交換

会（於：岐阜市）

吉村長野県知事と中部の21世紀ビジョンについての意見交換

会（於：長野市）

田川三重県知事と中部の21世紀ビジョンについての意見交換

会（於：津市）

東海地方経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

第７回北陸経済連合会との経済懇談会（於：福井市）

西日本経済協議会第23回総会（於：金沢市）

『昭和57年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

交通基盤の整備について要望（建設大臣）

加藤会長病気療養のため、小川修次副会長が会長代理に就任

仲谷愛知県知事と中部の21世紀ビジョンについての意見交換

会（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

創立30周年記念式典、祝賀パーティを開催、『21世紀の中部

ビジョン』を発表（於：名古屋市）

11.21

11.26

12.31

1. 1

1.27

2.18

3. 1

3.16

5. 1

5.11

6. 8

6.29

9.22

12.16

3.14

4. 2

5.28

名古屋オリンピック招致、閣議了解

名古屋市、第24回オリンピック正式立

候補

55年の日本の自動車生産台数1,104万

2,884台に達し、台数で米国を抜き世界

第一位となる

ギリシャ、ＥＣに正式加盟。加盟国10

カ国に

名古屋オリンピック招致委員会設立総

会（於：東京）

レーガン米大統領経済再建計画発表。

歳出削減、減税、規制緩和のいわゆる

レーガノミックス

税関の拡充のため諏訪地区政令派出所

に諏訪方面事務所を併設

臨時行政調査会発足

日米自動車協議、決着。対米輸出規制

実施、年間168万台

仏大統領選挙で社会党のミッテラン氏

が当選

テクノポリス建設候補地16地区決定

中国、華国鋒主席辞任、胡耀邦総書記

が主席に。鄧小平副主席が党中央軍事

委主席就任。文革を全面否定

88年オリンピック開催地ソウルに決定

政府、対外経済対策を決定、黒字減ら

し策や市場開放策を中心に５項目

政府は、公共事業の75％前倒し執行、

建設国債の増発などを柱とする景気テ

コ入れ策を決定

アルゼンチンとイギリスの間でフォー

クランド紛争勃発（～6.14停戦）

政府、第２次市場開放策を決定。工業

製品198品目、農産品17品目の関税引き

　
昭
和
57
年
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4.20

5.26

〃　

7. 5

7.15

7.16

8. 9

8.11

8.12

9. 8

9.30

10. 1

10. 5

10. 6

10.14

11. 1

11.11

12. 4

12. 8

1. 7

2.17

2.24

3.28

4. 4

5.11

6. 2

7. 4

8. 2

8.31

8. 9

9.26

10. 9

10.11

10.26

10.28

11. 7

次期会長選考委員会

加藤乙三郎第６代会長勇退、田中精一氏第７代会長に就任

行政改革の推進について要望（鈴木総理他）

河本経済企画庁長官との懇談会（於：名古屋市）

東海地方経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

臨時行政調査会部会報告（基本答申）に対する意見書提出

（鈴木総理他）

松野国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

第８回北陸経済連合会との経済懇談会（於：岐阜市）

「21世紀に向けての中部産業発展の方向」に関する国土庁ヒ

アリング（於：東京）

第４回関西経済連合会との経済懇談会（於：名古屋市）

東海環状都市帯構想の促進ならびに中核都市名古屋の都市機

能強化に関する要望（名古屋市長他）

欧州経済視察団派遣（～13日）

許認可の改善について意見書提出（行政管理庁長官他）

新国際空港建設について要望（鈴木総理他）

重要地域技術研究事業「多品種少量生産型高効率鋳造技術の

研究開発」の採択に関する要望（大蔵省他）

『昭和58年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

西日本経済協議会第24回総会（於：名古屋市）

新国際空港建設について要望（運輸大臣他）

東海北陸自動車道建設促進について要望（中曽根総理他）

初めての中部経済３団体新春賀詞交歓会を開催（共催：愛知

県経営者協会、中部経済同友会)（於：名古屋市）

臨時行政調査会最終答申に関する意見書提出

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

次期会長選考委員会

愛知県首脳部との懇談会発足（於：名古屋市）

名古屋市首脳との懇談会（於：名古屋市）

ファインセラミックスセンターの中部地域設置に関する要望

（通産大臣他）

『財政再建について』を提言・要望

第９回北陸経済連合会との経済懇談会（於：金沢市）

第５回関西経済連合会との経済懇談会（於：大阪市）

東海北陸自動車道建設促進に関する要望（愛知県知事）

東海地方経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

カナダ・アメリカ経済視察団（～22日）

西日本経済協議会アセアン使節団（～22日）

地域技術交流センターの名古屋地域設置について要望

（大蔵大臣他）

東海環状道路建設促進期成同盟会発足

『昭和59年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

7.30

9.16

10. 1

〃

11.10

〃

11.27

2.12

3.14

3.15

3.20

4. 5

5.23

5.27

6.10

8.12

9. 1

11. 1

下げなど８項目

臨時行政調査会第３次答申。増税なき

財政再建を建議

政府、財政非常事態を宣言

商法改正、施行

西独、コール政権成立

中央自動車道が全線開通

ブレジネフ・ソ連共産党書記長死去。

12日にアンドロポフ氏を書記長に選出

中曽根康弘内閣成立

日・ＥＣ通商協議、日本製ＶＴＲのＥ

Ｃ向け輸出を３年間自主規制すること

で合意、58年は455万台

ＯＰＥＣ、初めての原油価格引き下げ

を決定

臨時行政調査会が最終答申（第５次答

申）を提出し解散

ニューセラミックスフェア’83

（～3.24）（於：名古屋市）（’84年よ

りファインセラミックスフェアとして

開催）

政府、公共事業の上期集中、住宅建設

の促進等11項目の景気対策を決定

臨時行政改革推進審議会設置

政府、第９次道路整備５箇年計画決定

国鉄再建監理委員会発足

政府、1980年代経済社会の展望と指針

を策定

大韓航空機、サハリン上空でソ連空軍

機に撃墜される

日本車の対米輸出規制の延長問題決

着、1984年度の規制枠は185万台（現行

の約10％贈）
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和
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11.14

11.19

11.30

12. 5

1. 6

1.10

1.20

1.26

2.25

2.29

3. 8

3.19

3.21

4. 2

〃　

4.26

5.11

5.28

6. 4

6.18

7. 4

7. 9

7.24

8.21

8.31

9. 5

10. 5

10.12

10.23

10.24

10.25

10.－

11. 5

〃　

11. 8

　

11.14

西日本経済協議会第25回総会（於：大阪市）

大野労働大臣との懇談会（於：名古屋市）

仏アルザス地方企業誘致セミナー（於：名古屋市）

『当面の税制改正について』要望（中曽根総理他）

中部経済３団体新春賀詞交歓会（共催：中部経営者協会、中

部経済同友会）（於：名古屋市）

中部プロジェクト実現に向けての要望（中曽根総理他）

岐阜県首脳部との懇談会発足（於：岐阜市）

三重県首脳部との懇談会発足（於：津市）

ファインセラミックスセンター設立準備協議会発起人会

（於：名古屋市）

大木通産政務次官との懇談会（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

東海北陸自動車道建設促進に関する要望（愛知県知事）

ステアーズ駐日カナダ大使と懇談（於：東京）

『中部情報センター設立構想』を発表

『東紀州地域振興構想』を発表

ファインセラミックスセンター設立準備協議会設立総会

（於：名古屋市）

西独バーデン・ヴュルテンベルグ州セミナー（共催：ドイツ

連邦共和国バーデン・ヴュルテンベルグ州経済省、ジェトロ

名古屋貿易情報センター）（於：名古屋市）

岩動科学技術庁長官との懇談会（於：名古屋市）

『東濃産学協同研究都市構想』を発表

稲村国土庁長官との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：名古屋市）

海外帰国子女の国公立高校受け入れについて要望（文部大臣)

名古屋市首脳部との懇談会発足（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市）

名古屋大学プラズマ研究所移転に関する要望（文部大臣他）

一日外務省・安倍外務大臣との懇談会（於：名古屋市）

第10回北陸経済連合会との経済懇談会（於：高山市）

ニュージーランド・オーストラリア経済視察団派遣（～19日)

会社法改正問題について意見表明

西日本経済協議会第26回総会（於：高松市）

ロッテルダム市経済使節団セミナー（於：名古屋市）

東海地方経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

『英文ＣＨＵＢＵ』初版発行

『昭和60年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

『ビジネス用通信回線利用に関するアンケート調査結果』を

発表

第６回関西経済連合会との経済懇談会（両団体連名で、財政

再建の貫徹と企業課税の実質的増税に反対の意見書を中曽根

総理あて緊急要望）（於：名古屋市）

中部の主要プロジェクトの推進について要望（中曽根総理他)

11. 8

1. 9

2. 9

4. 1

4. 7

4.27

5.23

7. 1

10. 1

10.15

12. 5

12.10

12.19

日本・ＥＣ、1984年のＶＴＲの輸出自

主規制枠、年間505万台、前年比11％贈

で合意

東証ダウ、史上初の平均１万円突破

ソ連のアンドロポフ書記長死去、後任

はチェルネンコ氏

大蔵省、為替管理の自由化、簡素化を

実施（為替先物取引の実需原則禁止）

日米農産物交渉（牛肉、オレンジ割当

枠拡大）決着

政府、118品目の関税引き下げなどの包

括的「対外経済対策」を決定

日米円ドル委員会、21項目の市場開放

策について最終合意

総務庁発足

関西国際空港(株)発足

通産省、横浜など８地域をニューメ

ディア・コミュニティに指定

対米鉄鋼輸出シェア、日本5.8％で合意

対ＥＣのＶＴＲ輸出は1984年から43％

減の225万台で合意

サッチャーと趙紫陽、香港返還協定に

調印（中国への1997年主権返還、50年

間の資本主義制度の維持、香港の特別

行政区の創設）
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12. 3

12.14

1. 8

1. 9

1.24

1.30

2. 4

2.21

3. 4

3.13

3.28

3.－

4. 1

〃　

4.22

5. 7

5. 9

5.29

6.17

6.21

〃　

7. 1

〃　

9.10

9.18

9.30

10. 3

10. 4

10. 7

〃　

10.22

10.30

10.31

11. 5

11. 6

11.14

11.20

11.28

12. 1

『当面の税制改正について』要望（中曽根総理）

河本国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

中部経済４団体新春賀詞交歓会（共催：名古屋商工会議所、

中部経済同友会、中部経営者協会）（於：名古屋市）

中部新国際空港建設促進期成同盟会設立総会（於：名古屋市)

中部新国際空港の建設促進の要望（国土庁他）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

『三遠南信トライアングル構想』を発表

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

『地方の行財政改革について』を提言

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

中部新国際空港の建設推進の要望（中部運輸局他）

『昭和59年度21世紀中部圏計画策定調査報告書』を発表

（国土庁大都市圏整備局、中部圏開発整備地方協議会、北陸

経済連合会、本会の４機関の共同作業）

事務所を明治生命名古屋ビルから名古屋栄ビルに移転

『ＣＡＴＶ事業企業化問題に関する調査(中間報告)』を発表

ファインセラミックスセンター設立総会（於：名古屋市）

ファインセラミックスセンター、通商産業大臣より財団法人

としての認可を受ける

中部新国際空港の第５次空港整備五箇年計画への位置づけに

ついて要望（運輸大臣他）

仏アルザス州国際セミナー（於：名古屋市）

河本国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋市）

中部新国際空港の建設推進について要望（国土庁他）

『中部地域における産業通信事業のあり方』について提言

『名古屋の歴史的環境保全』について提言

中部新国際空港の建設推進について要望（航空審議会委員）

金子経済企画庁長官との懇談会（於：名古屋市）

第11回北陸経済連合会との経済懇談会（於：氷見市）

オランダ経済視察団との懇談（於：名古屋市）

欧州経済視察団派遣（～17日）

『民間活力に関する提言』の発表

『当面の税制改正について』要望（中曽根総理他）

(財)ファインセラミックスセンター起工式

（於：名古屋市熱田区）

東海地区経済界代表と(社)経済団体連合会首脳との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：東京）

第７回関西経済連合会との経済懇談会（於：大阪市）

『昭和61年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

新徳川美術館起工式（於：名古屋市東区）

中部技能開発センターの早期建設について要望（労働大臣他)

西日本経済協議会第27回総会（於：福岡市）

高橋公正取引委員会委員長との懇談会（於：名古屋市）

『地方の行財政改革に関する提言』の発表

1.17

3.10

3.17

3.28

4. 1

〃　

6. 1

6.25

7.30

8.12

9.22

9.23

9.24

10. 1

10.15

11.25

12.13

12.18

Ｇ５、ドル高鎮静のための外為市場へ

の協調介入に合意

チェルネンコ・ソ連共産党書記長死

去。後任はゴルバチョフ氏

国際科学技術博覧会開幕（～9月16日、

184日間)（於：筑波研究学園都市)

1985年度の対米自動車輸出枠を230万台

に拡大

日本電信電話株式会社（ＮＴＴ）と日

本たばこ産業株式会社（ＪＴ）が発足

通信自由化スタート、ＶＡＮに９社が

申請。都銀などがＭＭＣの取り扱いを

開始

男女雇用機会均等法公布

政府・与党の対外経済対策推進本部、

1,790品目の関税一律20％引き下げなど

を決定

政府・与党対外経済対策推進本部、ア

クション・プログラム（市場開放のた

めの行動計画）を決定

日航ジャンボ機が群馬県御巣鷹山中に

墜落、520人死亡

Ｇ５、ドル高修正の為替協調介入で合

意（プラザ合意）

レーガン米大統領、新通商政策発表

政府、行革大綱を決定

銀行大口定期預金(10億円以上)の金利

を自由化、ＣＤとＭＭＣの発行枠拡大

政府・経済対策閣僚会議、３兆1,200億

円の内需拡大策を決定（総合経済対策

としては過去最大）

円高・ドル安がすすみ、１ドル＝200円

を割る（199円80銭）

市場開放と内需拡大をめざす規制緩和

一括法案および関税暫定措置法改正案

等成立

(財)中部空港調査会発足
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12. 1

〃　

12. 4

12.20

1. 8

1. 9

2.26

3. 7

〃　

3.11

3.13

3.17

3.　

4. 7

〃　

4.15

4.18

〃　

5. 6

〃　

5. 7

5.12

6. 2

〃　

6.17

7. 7

7.－

7.14

9. 1

9.19

10. 6

〃　

10. 8

10.11

10.13

11.12

『関・美濃総合物流センター建設構想』（(社)日本プロジェ

クト産業協議会中部プロジェクト委員会と共同作業）を発表

亀井国鉄再建管理委員会委員長との懇談会（於：名古屋市）

中部地域港湾のコンテナ施設の整備について要望

（大蔵大臣他）

愛知県新文化会館の建設に関する意見提出（愛知県知事）

中部経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部経済同友会、中

部経営者協会、名古屋商工会議所)（於：名古屋市）

中部主要プロジェクトの早期実現についての要望

（中曽根総理他）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

オランダ経済視察団と懇談（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

仏アルザス州投資セミナー（於：名古屋市）

エドワーズ英国ウェールズ担当大臣との懇談会

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市）

『昭和60年度21世紀中部圏計画策定調査報告書（３分冊）』

を発表

『ＶＡＮ(付加価値通信)利用に関するアンケート調査結果』

を発表

『国鉄余剰人員対策について』を提言

伊勢湾岸道路（中央大橋・東大橋）の建設について要望

（愛知県知事他）

長野県首脳部との懇談会発足（於：長野市）

オランダＯＡ視察団との懇談（於：名古屋市）

『税制改革について－考え方と提言－』を発表

シンガポール政府出先機関設置について要望（愛知県知事他)

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

ペイパーロッテルダム市長等との懇談（於：名古屋市）

『昭和61年度改訂経済見通しならびに今後の政策運営のあり

方』について提言

土地規制の緩和等について要望（名古屋市長）

オランダ視察団との懇談（於：名古屋市）

『中部地域におけるＶＡＮ事業のあり方　－中部情報ネット

ワークセンター構想－』を発表

『21世紀中部圏計画基本構想案』を発表

カナダ・オンタリオ州投資セミナー（於：名古屋市）

『円高の中部産業への影響について』をとりまとめ

綿貫国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

「森林・河川緊急整備税」の創設に反対の意見書提出

（中曽根総理他）

公害健康被害者補償制度の改正について要望（愛知県知事他)

西日本経済協議会第28回総会（於：広島市）

米・加経済視察団派遣（～25日）

第12回北陸経済連合会との経済懇談会（於：名古屋市）

商法・有限会社法改正試案に対する意見表明

1. 1

3. 5

3. 6

3.31

4. 7

4. 8

5. 4

6.10

7. 6

7.31

9.19

9.20

10.31

11.28

12.23

スペイン、ポルトガル、ＥＣ加盟。加

盟国12カ国に

東海北陸自動車道（各務原～美濃間、

19.1㎞）開通

Ｇ７､初の協調利下げを決定。10日に日

銀公定歩合を0.5％引き下げ、年４％へ

北海原油ブレンドが9.70ドル／バレル

と10ドル台割れ

前川リポート発表（産業構造の積極的

転換などを柱とする）

政府、内需拡大のための総合経済対策

を決定。Ｇ10、各国の経済政策に関す

る監視強化で基本合意

東京サミット開幕、チェルノブイリ原

発事故に関する声明等の政治宣言、７

カ国蔵相会議新設等の経済宣言発表

臨時行政改革推進審議会、行政改革の

道はまだ半ばとする最終答申を提出

衆参同日選挙で自民党の歴史的圧勝

日米半導体交渉、最終合意

政府、公共投資・民間活力の活用など

３兆6,300億円の総合経済対策を決定

ガット閣僚会議、ウルグアイランドの

開始宣言

中央公害対策審議会、公害健康被害者

補償法見直しを答申

国鉄分割・民営化関連８法案成立

自民党税調、非課税貯蓄制度の廃止

（1987年10月)、売上税の導入（1988年

１月）などシャウプ勧告以来の大幅改

革を含む税制大綱を決定
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11.27

11.28

12. 1

12.18

12.24

〃　

1. 8

2. 2

2. 9

2.23

2.18

3. 9

3.13

3.14

3.18

3.27

3.28

3.　

4. 2

〃　

〃　

4. 6

4.14

4.23

5.13

5.28

6. 1

6.16

7. 6

7.15

7.28

8.26

9. 7

9.10

9.25

10. 1

10.－

第８回関西経済連合会との経済懇談会（於：津市）

行天大蔵省財務官との懇談会（於：名古屋市）

『昭和62年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

仏西ブルターニュ地域経済投資セミナー（於：名古屋市）

中部の主要プロジェクトの推進について要望（中曽根総理他)

関西経済圏と中部経済圏を結ぶ雪害対策に関する要望

（中曽根総理他）

中部経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部経営者協会、名

古屋商工会議所、中部経済同友会)（於：名古屋市）

『世界の｢中部｣をめざして－中部国際化への提言－』を発表

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

シンガポール経済・投資セミナー（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋市）

次期会長選考委員会

内需拡大について要望（中曽根総理他）

尾崎大蔵省大臣官房審議官との懇談会（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

国際開発大学の誘致について要望（愛知県知事他）

近藤経済企画庁長官との懇談会（於：名古屋市）

『昭和61年度21世紀中部圏計画報告書（５分冊）』を発表

ファインセラミックスセンター竣工式

内需拡大について緊急要望（中曽根総理他）

世銀セミナー（主催：世界銀行、オイスカ産業開発協力団、

後援：本会、中部経済同友会）（於：名古屋市）

『三重県北勢地域活性化のための課題と対応策－活力ある北

勢100万都市圏の形成をめざして－』を提言

国際開発大学の誘致について要望（愛知県知事）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

ロッテルダム市副市長による国際セミナー（於：名古屋市）

オランダ視察団との懇談（於：名古屋市）

水質総量規制について要望（３県知事）

東海産業技術振興財団設立総会（於：豊橋市)（７月１日、通

商産業大臣より財団法人として設立許可を受ける）

『国際産業・技術首都圏の形成』を提言

超電導工学研究所の誘致について要望

（資源エネルギー庁長官他）

綿貫国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

大型放射光施設三重県誘致について要望（科学技術庁長官）

『21世紀中部圏計画（アポロ2025プラン）－緑と水の産業・

技術首都圏をめざして－』を発表

大型放射光施設三重県誘致について要望（自民党三役他）

伊勢湾岸道路に係わる低利縁故債への民間協力に関する確認

書の締結（名古屋商工会議所、中部経済同友会、中部経営者

協会とともに愛知県、名古屋市と締結）

徳川美術館（増改築）開館

『英文ＣＨＵＢＵ』第２版発行

1.16

1.27

1.29

1.30

2. 4

2.21

2.23

4. 1

4.21

4.23

5.14

5.29

6. 3

6. 9

6.30

7.11

8. 7

9.16

9.26

10.16

10.19

11. 2

11. 6

12. 7

胡耀邦中国共産党総書記、辞任

関西国際空港着工

静岡県新総合計画策定

東京証券取引所の平均株価終値初めて

２万円台乗せ

政府、売上税法案を国会に提出

Ｇ５､Ｇ７(22日)開催、各国の為替レー

トを最近の水準に安定させることで一

致（ルーブル合意））

シンガポール名古屋領事館開設

国鉄、分割民営化発足（11のＪＲ新法

人でスタート）

臨時行政改革推進審議会発足

売上税法案廃案に

経済審議会、最終報告書「構造調整の

指針」(新前川リポート）を首相に提出

政府、６兆円規模の緊急経済対策を決

定

東証の平均株価、初の２万5,000円台乗

せ

総合保養地域整備法（リゾート法）公

布・施行

政府、第４次全国総合開発計画決定

世界人口50億人を突破（国連推計）

木曽三川治水100年記念式典

（於：名古屋市）

フロンガス放出を1998年までに半減さ

せる議定書に24カ国署名

公害健康被害者補償改正法成立

政府、緊急土地対策要綱決定

世界同時株暴落（ブラックマンデー）

趙紫陽首相が中国共産党総書記に就任

竹下登内閣成立

国際決済銀行（ＢＩＳ）、銀行の自己

資本比率を規制する国際統一基準につ

いて合意（ＢＩＳ規制）
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10. 7

10.15

11. 2

11. 6

12. 4

12. 7

〃　

12.22

1. 6

1. 8

1.22

1.26

1.29

2. 1

2. 3

2. 8

3.16

3.23

4.23

4.26

5.11

5.13

〃　

5.16

5.23

5.30

6. 9

6.10

6.27

7. 1

7. 8

7.11

7.20

1.13

1.22

2.18

2.25

3.13

3.26

4. 1

4.10

4.14

4.21

5.18

5.23

5.27

〃

〃

6. 1

6. 9

6.18

6.20

6.28

〃　

欧州・シンガポール経済視察団派遣（～22日）

西日本経済協議会第29回総会（於：富山市）

名古屋証券取引所のオプション取引導入について要望

（大蔵大臣）

中部産業活性化センター設立総会(於：名古屋市)(11月18日､

通商産業大臣から財団法人として設立許可を受ける）

ＩＭＦ首脳部との懇談会（於：名古屋市）

『昭和63年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

『税制改革について』要望（竹下総理他）

名古屋市立大学経済学部における社会人を対象とした大学院

の開設について要望（名古屋市長）

中部の主要プロジェクト推進について要望（竹下総理他）

中部経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部経営者協会、名

古屋商工会議所、中部経済同友会）（於：名古屋市）

大型放射光施設三重県誘致について要望

（衆議院科学技術委員会委員長）

梅澤公正取引委員会委員長との懇談会（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

電気通信事業法施行状況と今後の見直しに対する意見書提出

（郵政省）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

行天大蔵省財務官との懇談会（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市）

産業技術中枢圏域形成について要望（官房長官）

イグレシアス米州開発銀行（ＩＤＢ）総裁との懇談会

（共催：愛知県、名古屋市、名古屋商工会議所、名古屋銀行

協会）（於：名古屋市）

大型放射光施設の設置について要望（科学技術庁長官）

参議院土地問題等に関する特別委員会に田中本会会長が参考

人として出席、遷都問題、地方分権等について意見開陳

西ドイツバーデンヴェルテンベルグ州セミナー

（於：名古屋市）

『税制改革に対する意見』書提出（竹下総理他）

法隆寺金堂壁画模写展示館建設協議会発起人会

（於：名古屋市）

ホワイトヘッド英国駐日大使との懇談会（於：名古屋市）

静岡県首脳部との懇談会発足（於：静岡市）

伊勢湾口道路建設促進期成同盟会発足

産業技術中枢圏域形成について要望（自民党３役）

法隆寺金堂壁画模写展示館建設協議会設立総会

（於：名古屋市)

超電導工学研究所名古屋研究室がファインセラミックスセン

ター内にオープン

中尾経済企画庁長官との懇談会（於：名古屋市）

産業技術中枢圏域形成について要望（運輸大臣）

台湾の▼経国没、李登輝副総統、総統

に昇格

政府､１省庁１機関の移転について決定

長野県第２次総合５ヶ年計画決定

韓国大統領に廬泰愚氏が就任

青函トンネル開通

木曽三川サミット（於：岐阜県海津町)

非課税貯蓄制度原則禁止、利子に一律

20％の課税

本州四国連絡橋瀬戸大橋（児島－坂出

ルート）開業

アフガニスタン和平協定調印

(5.16、ソ連軍アフガニスタンからの全

面撤退開始）

米下院、「スーパー301条」や包括貿易

法案を可決

地方制度調査会、多極分散型国土形成

のために、農地転用など16項目の地方

分権の必要を答申

経済審議会、新経済５ヶ年計画を答申

政府、第10次道路整備５箇年計画決定

政府、新経済５ヶ年計画決定

1998年冬季五輪の国内候補都市に長野

市が決定

米ソのＩＮＦ全廃条約が発効

金融制度調査会、相銀の普通銀行への

転換を提言

リクルート関連会社の未公開株譲渡疑

惑が判明

日米牛肉・オレンジ交渉妥結。牛肉と

オレンジ生果は1991年４月、オレンジ

果汁は1992年４月に自由化

政府、「税制改革要綱」を閣議決定。

所得税・法人税の軽減、税率３％の消

費税創設など

政府、「総合土地対策要綱」を決定。
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8. 1

8. 8

9. 6

9.16

9.26

9.27

10.19

10.27

11. 2

11. 8

11.25

12. 5

〃　

12.16

〃　

1.11

1.13

1.30

2. 8

2.13

3. 6

〃　

3. 8

3. 9

3.17

3.22

4. 2

4. 3

〃　

4.14

4.24

4.26

5. 9

7. 8

7.11

8. 3

8. 4

8.20

8.23

10.18

11.29

12.24

12.28

1. 7

1. 8

1.31

2. 1

2.15

3.11

3.22

3.27

〃　

4. 1

4. 3

4.15

首都機能の移転、大深度地下の公的利

用など10項目

ぎふ中部未来博開幕

国際決済銀行(ＢＩＳ)､銀行の自己資本

比率を「総資産の８％以上」にすると

の国際統一基準を正式決定

米国議会、包括貿易法案可決

運輸省、整備新幹線の新方式による建

設を決定

イラン・イラク戦争、停戦発効

レーガン米大統領、1988年包括貿易法

案に署名

愛知県、21世紀万国博覧会開催の意思

表明

「ふるさと創生」１億円の全国全市町

村交付を決定

消費税関連６法案、参院で可決成立、

消費税導入決定

東証大納会、平均株価初めて３万円の

大台に乗り３万159円を記録

昭和天皇崩御

（１月８日、「平成」に改元）

ハンガリーとオーストリア間の国境往

来を自由化

国幹審、第２東名・名神高速道路を基

本計画に格上げ

相互銀行52行、普通銀行に転換

ソ連軍､アフガニスタンからの撤退完了

環境サミット、ハーグで開催

中部新国際空港の立地点について常滑

沖とすることで３県１市の意見一致

通産省、工業再配置計画を12年振りに

改訂、東京一極集中の是正を打ち出す

愛知県、第６次地方計画を策定

消費税実施、税率３％の日本初の大型

間接税

21世紀万国博覧会誘致準備委員会（平

成３年４月、21世紀万国博覧会誘致委

員会に名称変更）設立

中国、胡耀邦前総書記が死去。22日に

追悼大会後、北京の天安門広場に20万

人近い学生、市民が集まり、民主化要

求強まる

鈴鹿山麓研究学園都市ＳＯＲ建設促進協議会設立総会

（於：四日市市）

中部の主要プロジェクト推進と、大型放射光施設の鈴鹿山麓

研究学園都市への建設について要望（竹下総理他）

エレーナ米州開発銀行官房長との懇談会（於：名古屋市）

法隆寺金堂壁画模写展示館起工式

（於：愛知県長久手町、愛知県立芸術大学構内）

欧州経済視察団派遣（～10月８日）

オランダ物流セミナー（於：名古屋市）

国際博覧会開催について要望（竹下総理他）

西日本経済協議会第30回総会（於：名古屋市）

日本・ラ米諸国経済交流促進シンポジウムの名古屋市開催に

ついて要望（日本輸出入銀行総裁）

厚生省名古屋検疫所食品衛生監視員の増員について要望

（厚生大臣他）

著作権審議会第８小委員会（出版者の保護関係）中間報告に

関する意見表明（文化庁次長）

『昭和64年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

ラッセル米国副領事との懇談会（於：名古屋市）

『中部圏コミューター航空ネットワーク構想』（(社)日本プ

ロジェクト産業協議会中部プロジェクト委員会と共同作業）

を提言

名古屋圏における世界都市機能の整備推進について要望

（大蔵大臣）

ロックフェラー米国上院議員等との懇談（於：名古屋市)

中部におけるナショナルプロジェクトの推進等について要望

（竹下総理他）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋市）

『首都の在り方に関する中間報告』をとりまとめ

『名古屋国際ビジネスゾーン整備構想』（(財)中部産業活性

化センターと共同作業）を提言

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

スペンス米国ウエストバージニア州国際開発局長との懇談

（於：名古屋市）

次期会長選考委員会

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市）

多極分散型国土の形成について要望（自民党幹事長他）

『長野県松本周辺地域活性化構想』を提言

『東濃西部研究学園都市構想』を提言

第13回北陸経済連合会との経済懇談会（於：金沢市）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

法隆寺金堂壁画模写展示館竣工式、愛知県への引き渡し式

（於：愛知県立芸術大学構内）

シンポジウム「ザ・リニアエクスプレス」（於：名古屋市）

　
昭
和
63
年 

― 

１
９
８
８
　

　
平
成
元
年 

― 

１
９
８
９
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6. 5

〃　

6.29

7. 3

〃　

7.14

7.18

7.26

8. 3

9.12

9.19

9.25

9.30

10. 2

10.12

10.17

11. 6

11.11

11.13

〃　

11.29

11.30

12. 4

〃　

12. 6

12.11

12.14

1. 8

1.10

1.30

2. 5

2. 7

『名古屋圏における都市交通について－公共交通と自動車交

通の望ましい機能分担をめざして－』を提言

中部におけるリゾート開発のあり方に関する中間報告を発表

金丸信元副総理との懇談会（於：名古屋市）

『中部における航空貨物輸送の現状と課題』を発表

対米投資調査視察団派遣（～14日）

名古屋市窒素酸化物総量規制見直しについて要望

（名古屋市長）

山村運輸大臣との懇談会（於：名古屋市）

新旧大蔵事務次官との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）（於：名古屋市）

中部の基盤整備について要望（建設大臣）

法隆寺金堂壁画模写展示館開館記念式典

（於：愛知県立芸術大学内）

地球環境産業技術研究所の設置について要望（通産大臣他）

欧州経済視察団派遣（～10月７日）

借地法・借家法改正要綱試案に対する意見表明（法務省）

『望ましい国と地方のあり方』を提言

西日本経済協議会第31回総会（於：大阪市）

中部航空宇宙産業技術振興協議会設立総会（於：名古屋市）

『当面の税制改正について』要望（海部総理他）

セビリア市長との懇談会（於：名古屋市）

日本電信電話株式会社法等見直しに対する意見表明

（郵政大臣他）

野田建設大臣との懇談会（於：伊良湖）

交通基盤の整備促進について要望（運輸大臣他）

初の全国経済人サミット開催される（経団連会長はじめ全国

９経連の会長及び首脳が参加）

（於：御殿場市／経団連ゲストハウス）

『平成２年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

江藤運輸大臣との懇談会（共催：愛知県、名古屋市、名古屋

商工会議所、愛知県経営者協会、中部経済同友会）

（於：名古屋市）

米国ウエストバージニア州経済ミッションセミナー（共催：

ジェトロ名古屋事務所）（於：名古屋市）

中部道路シンポジウム（於：名古屋市）

海部総理大臣との懇談会（産業技術中枢圏域形成について要

望)（於：東京）

中部経済４団体新春賀詞交歓会（共催：名古屋商工会議所、

中部経済同友会、中部経営者協会)（於：名古屋市）

橋本大蔵大臣との懇談会（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

地球環境産業技術中枢圏懇話会発足（於：名古屋市）

（３年５月地球環境問題中部圏産業懇話会に改称）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋市）

4.17

5.25

〃

6. 2

6. 3

6. 4

7.15

7.23

8. 2

8. 3

8. 9

9. 4

10.17

10.18

10.20

11.－

11.10

11.13

11.16

11.21

12. 2

12.14

12.26

12.29

1. 4

1.11

2. 5

21世紀万国博覧会誘致推進協議会設立

米国、日本を包括通商301条による不公

正貿易国と特定

ソ連第１回人民代議員大会、ゴルバ

チョフ氏が最高会議議長に選出

宇野宗佑内閣成立

ホメイニ・イラン最高指導者死去

天安門事件

世界デザイン博覧会開幕（～11月26

日、135日間）（於：名古屋市）

第15回参議院議員選挙、与野党の議席

数逆転

北陸新幹線着工

リニアモーターカーの新実験線建設地

山梨県に決定

海部俊樹内閣成立

日米経済構造協議開始

名古屋証券取引所、オプション25の取

引開始

世界デザイン会議（～21日）

（於：名古屋市）

日米鉄鋼協議、日本の輸出自主規制の

２年半延長で合意

「あいち健康の森」の中核施設として

国立長寿科学研究センターの設置決定

ベルリンの壁、28年ぶりに撤去

第４回日本・ラテンアメリカ諸国経済

交流促進シンポジウム(～14日)(共催：

愛知県、名古屋市、名古屋商工会議

所、名古屋銀行協会)(於：名古屋市)

農林水産省、1990年から３年間のコメ

減反計画を決定

総評解散、新「連合」と全労連が発足

ブッシュ米大統領とゴルバチョフ・ソ

連最高会議議長、マルタ島で米ソ首脳

会談を開催し、冷戦終結を宣言

土地基本法成立

(財)長寿科学振興財団設立

東証平均株価、３万8,915円の史上最高

値

東証大発会、平均株価は前週末終値比

202円99銭安の３万8,712円88銭で引け

る(バブル崩壊の始まり)｡円相場も急落

(財)中部空港調査会が中部新国際空港

基本構想案骨子を発表

愛知県が開催地元県として21世紀万国

博覧会の開催候補地を、瀬戸市南東部

地区に選定した旨発表

　
平
成
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年
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2.19

3. 1

3. 7

〃　

3. 8

3. 9

3.－

〃　

3.27

4. 2

4. 7

4.16

4.17

5.10

5.23

6. 4

7. 2

〃　

〃　

7. 6

7. 9

7.12

7.13

7.20

7.29

7.31

8. 1

8. 1

9. 3

9. 7

9. 9

9.29

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

㈱超高温材料研究センター・㈱超高温材料研究所設立

(財)人工知能研究振興財団設立総会（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団体連合会、東海商工

会議所連合会）（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市）

中部新国際空港建設促進協議会設立総会（於：名古屋市）

『平成元年度伊勢湾における沿岸利用計画調査報告書』

（国土庁大都市圏整備局、愛知県、三重県、(財)中部産業活

性化センター、本会の５機関の共同作業）を発表

『中部の国際交流の姿と今後のあり方に関する調査研究報告

書（中間報告)』（(財)中部産業活性化センターと共同作業)

を発表

地域経済国際フォーラム（共催：ジェトロ名古屋事務所）

（於：名古屋市）

『中部に誘致すべき航空宇宙関連施設について』を提言

交通基盤整備の促進について要望（運輸大臣）

米国ウエストバージニア州政府日本代表事務所が名古屋に開

設

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

中部新国際空港について要望（海部総理他）

三重大学大学院生物資源学研究科博士課程の新設について要

望（三重大学学長）

中部の国際交流の姿と今後のあり方について提言

『名古屋圏を中心とする広域交通の現状と今後の展望－高速

交通体系の総合整備に向けて－』を提言

『今後の日米関係のあり方に対する意見－日米構造協議を中

心として－』を建議（海部総理他）

名古屋工業大学における極微ディバイス研究センターの新設

について要望（名古屋工業大学学長）

東海北陸自動車道、東海環状道路等の建設促進について要

望・陳情（建設大臣）

第二東名・名神自動車道等高規格幹線道路の整備促進につい

て要望（建設大臣）

名古屋工業大学の知能情報システム学科の新設・工学部附属

窯業技術研究施設の改組および極微ディバイス研究センター

の新設について要望（文部大臣）

中部新国際空港建設推進についての要望（運輸省他）

佐藤国土庁長官との懇談会（於：名古屋市）

産業技術中枢圏域の形成について要望（海部総理他）

第14回北陸経済連合会との経済懇談会（於：名古屋市）

新旧大蔵事務次官との懇談会（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

金丸元副総理との懇談会（於：東京）

『名古屋東部丘陵研究学園都市の形成－21世紀を開く創造新

都市－八草リサーチコンプレックス』を提言

中部産学共同研究推進会議設置

米国経済視察団派遣（～21日）

第１回海外調査団（欧州経済調査団）派遣（～10月９日）

2.28

3.15

3.22

3.27

3.31

4. 1

4.18

4.26

5. 1

5.30

6.28

7. 1

7.16

8. 2

8.24

10. 1

10. 3

10.16

10.31

11. 2

11. 7

12.15

12. 6

12.10

12.22

12.25

(株)超高温材料研究センター、㈱超高

温材料研究所創立総会（於：東京）

ソ連で大統領制導入の決議、ゴルバ

チョフ氏、初代大統領に就任

東京株式市場暴落、平均株価３万円を

割り込む、円も急落し、155円台に

大蔵省、不動産向け融資の総量規制な

どの銀行局長通達

(財)環境技術移転センター設立

国際花と緑の博覧会開幕

(～９月30日、183日間)(於：大阪市)

臨時行政改革推進審議会、最終答申を

提出

㈱日本無重量総合研究所創立総会

（於：東京）

(財)中部空港調査会が「中部新国際空

港基本構想」を発表

(株)超高温材料研究センター岐阜セン

ター起工式（於：多治見市）

日米構造問題協議決着。日本は1991年

度から10年間で430兆円の公共投資、大

店法の見直しなどを約束。米は財政赤

字削減を約束

東西ドイツの経済・通貨・社会同盟が

発足

米州開発銀行（ＩＤＢ）名古屋総会開

催委員会設立

イラク軍がクウェートに侵攻

航空審議会航空保安施設整備部会、第

６次空港五箇年計画の基本的考え方の

中間答申提出

東証平均株価、一時２万円割れ。２万

円割れは３年７カ月ぶり

東西ドイツ統一

(財)名古屋観光コンベンションビュー

ロー設立総会

第２国土軸構想推進協議会設立総会

（於：和歌山市）

岐阜県第４次総合計画策定

国会等の移転に関する決議、衆参両院

で議決

(財)世界祝祭博覧会協会設立発起人会

（於：津市）

自民党税制調査会、新土地保有税など

を柱とする土地税制大綱を決定

(財)環境技術移転センター通産大臣設

立許可

サッチャー英首相、辞任を発表

三重県第３次長期総合計画策定

　
平
成
２
年 

― 

１
９
９
０
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10. 1

10.11

10.19

10.23

11. 5

〃　

11.14

12. 3

12.10

12.13

12.17

12.26

〃　

『中部における海浜型リゾート地域の整備に向けて』を提言

西日本経済協議会第32回総会（於：高知市）

名古屋東部丘陵研究都市について関係自治体との懇談会

(於：名古屋市)

名古屋東部丘陵研究都市について愛知県関係部局との懇談会

(於：名古屋市)

『当面の税制改正について』要望（海部総理他）

『不動産の証券化レポートー大規模プロジェクト推進のため

の新たなファイナンス・システムの構築に向けて』をとりま

とめ

米国ウエストバージニア州ミッション受け入れと同州日本代

表事務所開設祝賀会・初代所長就任歓迎会、及び投資・企業

誘致セミナーの開催(於：名古屋市)

『平成３年度経済見通しならびに今後の政策運営のあり方』

について提言

中部新国際空港建設推進についての要望（海部総理他）

中部産学共同研究推進会議

グリフィス豪州資源大臣との懇談会（於：名古屋市）

中部新国際空港建設推進についての要望（運輸大臣他）

第二国土軸構想の推進について要望（国土庁長官他）

　
平
成
２
年 

― 

１
９
９
０
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中経連この10年史

中部地域の動き 国内外の動き中経連の活動

　
平
成
３
年 

― 

１
９
９
１
　

１～３月

1. 8

1.10

1.28

1.30

〃　

1.31

2.14

〃　

3. 1

3. 4

〃　

3. 6

3. 8

3.11

〃　

〃　

3.15

3.18

3.22

3.28

3.30

4. 3

4.19

経済４団体新春賀詞交歓会(共催：中部経

済同友会、中部経営者協会、名古屋商工

会議所)(於：名古屋市)

ロックフェラー米国上院議員との懇談会

（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市)

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

中部の発展と水に関する懇話会設立発起

人会（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

中部の発展と水に関する懇話会設立

（於：名古屋市）

第419回理事・評議員会で、「会経営基盤

の強化と法人化」案を承認

水質総量規制について要望

（愛知県知事他)

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

リニア中央新幹線の早期実現について陳

情（運輸政務次官）

中部の各種プロジェクトについて要望

（環境庁長官他）

中部21世紀戦略青年キャンプ開催

（共催：国土庁、北陸経済連合会）

（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

『「流通・取引慣行に関する独占禁止法

上の指針」原案に対する意見』の要望

（公正取引委員会委員長）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

産業技術中枢圏域の形成に向けての要望

（通産大臣）

静岡地域会員懇談会（於：浜松市）

ドイツ連邦共和国クレフェルト市企業誘

通年

1.17

1.24

2.25

2.28

4. 1

“バブル経済”はじけ、

証券・金融不祥事続発

多国籍軍、イラク攻撃、

湾岸戦争へ

政府、湾岸支援策として

多国籍軍に90億ドルの追

加資金協力を決定

政府「総合土地政策推進

要綱」を閣議決定

湾岸戦争停戦

牛肉、オレンジの自由化

スタート

1.18

2. 1

4. 7

「三重ハイテクプラネッ

ト21構想」が国土庁の多

極分散型国土形成促進法

に基づく全国初の振興拠

点として承認される

(財)国際環境技術移転研

究センター(ＩＣＥＴＴ)

発足

ＩＤＢ（米州開発銀行)

名古屋総会開催(～９日)

注：『　　』は本会がとりまとめた提言書、意見書、報告書

４～６月
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平
成
３
年 

― 

１
９
９
１
　

７～９月

4.25

〃　

4.30

5.20

5.22

〃　

〃　

5.23

5.29

6. 5

〃　

6. 7

6.11

6.19

6.20

7. 1

〃　

7.12

7.16

7.29

8. 1

〃　

致・経済セミナー（於：名古屋市）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

会長選考委員会

米国ウエストバージニア州知事との懇談

会（於：名古屋市）

任意団体中部経済連合会解散総会

社団法人中部経済連合会設立総会

（田中精一第７代会長勇退、松永亀三郎

氏第８代会長に就任）

『21世紀中部の構図（概要版）』を発表

中部通商産業局に社団法人設立を申請

通商産業大臣より社団法人設立許可

公益法人設立許可書を受領

ハンガリー投資セミナー（於：名古屋市)

村岡運輸大臣との懇談会

（共催：愛知県、名古屋市、名古屋商工

会議所）（於：名古屋市)

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（長良川河口堰建設所他）

新旧大蔵事務次官との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市)

中尾通商産業大臣、岡松通商政策局長と

の懇談会（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市)

『リニア中央新幹線が中部地域経済に及

ぼす影響と対応策』を提言

『中部の臨空産業（第１部）－中部新国

際空港と空港関連産業－』を提言

フランス・ガスコーニュ投資セミナー

（於：名古屋市）

中部の諸プロジェクトの推進等について

要望（衆議院予算委員会委員）

国土庁大都市圏整備局首脳部との懇談会

（於：名古屋市）

第二国土軸構想の推進について要望

（運輸大臣他）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

4. 5

4.24

〃　

5.14

6. 1

6. 3

6. 4

6.12

6.17

6.25

〃　

6.28

7. 1

7. 4

8.20

8.24

8.－

イラク、停戦決議を受諾

政府、臨時閣議で掃海艇

のペルシャ湾派遣を決定

地価税法が成立

滋賀県・信楽高原鉄道で

正面衝突事故､死者42人､

重軽傷者600人以上の大

惨事

日米建設協議、外国企業

参入の特例拡大で合意

長崎県雲仙・普賢岳で大

規模火砕流発生。死者・

行方不明者43人

日米半導体協議決着。米

は対日報復関税の撤廃に

同意

エリツィン、ロシアで初

の民選大統領になる

南アでアパルトヘイト

（人種隔離）政策廃止

金融制度調査会、金融制

度改革最終報告答申

ユーゴスラビアのクロア

チア共和国とスロベニア

共和国の両議会が連邦か

らの独立宣言法案を採

択。27日連邦軍の介入で

スロベニア共和国内は内

戦状態に。11月にはマケ

ドニア共和国が独立宣言

共産圏経済相互援助会議

（コメコン）の総会で、

組織解散確認の議定書に

調印

ワルシャワ条約機構最後

の首脳会議で、同機構解

体議定書に調印

第三次行革審が国際化対

応・国民生活重視の行政

改革に関する中間答申を

海部首相に答申

８月末にかけ、バルト海

３国などが次々にソ連邦

からの独立を宣言

ゴルバチョフ、共産党解

党を宣言

衆参両院に国会等の移転

4.24

6. 6

6.16

(於：名古屋市)

中部航空宇宙産業技術振

興協議会「航空宇宙懇談

会 ’91」（於：東京）

(財)中部空港調査会「全

体像について」を発表

ＩＯＣ総会（英・バーミ

ンガム）で1998年冬季オ

リンピックの開催地に長

野が決定
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平
成
３
年 

― 

１
９
９
１
　

10～12月

〃　

8.23

8.28

9. 2

9.18

9.30

10. 3

10. 6

10.18

11. 5

〃　

11.10

11.12

11.20

11.25

〃　

11.29

12. 2

〃　

12. 3

12. 5

12. 6

（海部総理他）

「超信頼性無機融合材料」の次世代基盤

技術制度による開発推進に関する要望

（通商産業省工業技術院長）

棚橋通商産業事務次官との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（海部総理他）

『物流の問題点と対応－中部における都

市間物流について』を提言

第15回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：金沢市）

21世紀中部の高速交通体系の整備促進に

ついての陳情（運輸省、国土庁、建設省)

オランダ研修視察団受け入れ(中部電力㈱

にて事務合理化セミナー開催）

欧州経済視察団派遣（～19日）

西日本経済協議会第33回総会

（於：福岡市)

『当面の税制改正について』要望

（宮沢総理他）

『中部の高度情報化への提言－21世紀に

向けて』を提言

東南アジア経済調査団派遣

（共催：(財)中部産業活性化センター）

（～22日)

フランス・アルザス投資セミナー

（於：名古屋市）

西日本経済協議会決議について陳情

（運輸大臣他）

米国ウエストバージニア州産業開発局長

との懇談会（於：名古屋市）

中村運輸事務次官との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

ドイツ経済使節団受け入れ

（トヨタ自動車㈱など見学）

『21世紀中部の構図』を発表

『平成４年度経済見通しならびに今後の

政策運営のあり方』について提言

大学共同研究センター見学・技術交流会

（於：名古屋大学）

超高温材料国際シンポジウム’91（共催：

㈱超高温材料研究センター）(～６日)

(於：多治見市)

オーストラリア駐日大使との懇談

（於：名古屋市）

9.17

9.19

9.24

10.23

10.30

11. 5

12. 4

12. 8

12. 9

12.11

12.13

12.19

12.20

12.21

に関する特別委員会を設

置

第46回国連総会、韓国、

北朝鮮、バルト３国など

の加盟を承認

政府、ＰＫＯ協力法案な

どを閣議決定

経企庁、月例経済報告

で、大型景気が58カ月目

に入り、戦後最長の「い

ざなぎ景気」を更新、と

発表。

カンボジア和平パリ国際

会議で協定文書調印、停

戦が正式発効

マドリードで米ソ両首脳

共催により中東和平全体

会議開幕

宮沢喜一内閣成立

７－９月期国民所得速報

によると、年率1.6％増

で景気停滞色強まる

ロシア、ベラルーシ、ウ

クライナが独立国家共同

体（ＣＩＳ）を創設

ＥＣ、1999年までの欧州

中央銀行設立、単一通貨

ＥＣＵの発行を承認

ＥＣの通貨・経済・政治

を含む｢欧州同盟｣(ＥＵ)

正式発足

朝鮮半島非核化へ南北和

解の合意書調印

政府、不動産融資の総量

規制を1991年で解除する

ことを決定

農業分野の「例外なき関

税化」などを明示した

ガット・ウルグアイラウ

ンド最終合意案をドンケ

ル事務局長が提示

ソ連、共和国首脳会議で

グルジアを除く11共和国

が「独立国家共同体」結

10.16

〃　

10.28

11. 5

11.29

12. 3

12. 3

21世紀万国博覧会基本問

題懇談会が21世紀万博の

基本テーマ「技術・文化

・交流－新しい地球創造

－」を答申

中部新国際空港建設促進

協議会の全国規模拡大記

念パーティ（於：東京）

(財)国際環境技術移転研

究センター(ICETT)起工

式（於：四日市市桜町・

鈴鹿研究学園都市内)

中部航空宇宙産業技術振

興協議会航空宇宙４団体

会議（於：東京）

「第６次空港整備五箇年

計画」閣議決定(中部新

国際空港が調査実施空港

として固有名詞で初めて

盛り込まれた。さらに、

静岡空港が採択された｡)

第二東名自動車道の東海

市～長泉町間216㎞、第

二名神自動車道の飛島村

～四日市市間19㎞、亀山

市～城陽市間68㎞がそれ

ぞれ整備計画路線に昇格

（国土開発幹線自動車道

建設審議会）

建設省が東海環状自動車

道、三遠南信自動車道等

の自動車専用道路の基本
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12. 9

12.19

12.20

12.24

1. 8

1.17

〃　

〃　

1.23

1.24

1.30

〃　

2. 4

2.19

〃　

2.27

2.28

3. 2

3. 4

3. 5

3. 9

3.11

3.27

4. 2

フランス総領事との懇談（於：名古屋市)

大学共同研究センター見学・技術交流会

（於：岐阜大学）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（大蔵省、運輸省）

第二国土軸構想の推進について要望

（運輸大臣他）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経営者協会、名古屋商工会議所、中部経

済同友会)（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

ロックフェラー米国上院議員との懇談会

（於：名古屋市）

山崎建設大臣との懇談会（共催：名古屋

商工会議所）（於：名古屋市）

シンポジウム「21世紀の中部と道路」

（共催：中日新聞社・(財)豊田都市交通

研究所、後援：建設省中部地方建設局）

（於：名古屋市）

オーストラリア労使関係大臣との懇談会

（於：名古屋市）

工業技術院院長との懇談会

（共催：(財)中部科学技術センター）

（於：名古屋市）

参議院産業・資源エネルギーに関する調

査会との懇談会（共催：愛知商工会議所

連合会）（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市)

名古屋市首脳部との懇談会(於：名古屋市)

愛知地域会員懇談会(於：名古屋市)

フランス・アルザス投資セミナー

（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

オーストラリアＭＦＰ投資セミナー

（於：名古屋市）

中部21推進協議会設立総会(於：名古屋

市)

ドイツ連邦共和国信託公社東部ドイツ投

資セミナー（主催：ドイツ連邦共和国信

12.25

通年

通年

1. 1

1. 2

1. 8

2. 7

3. 3

3.19

3.31

4.20

成に合意調印

ゴルバチョフ、ソ連大統

領を辞任

東京佐川急便事件が政界

を震撼

“平成不況”深刻化

新土地税制スタート。損

失補填禁止等の改正証券

取引法施行

ロシアが価格自由化を導

入、物価高騰し経済改革

鈍化

日米首脳会談、日米グ

ローバル・パートナーシ

ップに関する東京宣言。

自動車部品問題などで合

意

ＥＣ12カ国、欧州連合条

約(マーストリヒト条約)

に調印

ユーゴスラビア連邦のボ

スニア・ヘルツェゴビナ

共和国が独立宣言

通産省、1992年度の対米

自動車輸出規制枠を65万

台削減し、165万台にす

ると発表

政府、公共事業の上半期

75％超の前倒しなど７項

目の緊急経済対策を決定

セビリア万博開幕

（～10月12日）

12.－

1.10

1.28

3. 5

3.25

〃　

4. 1

計画・整備計画等を決定

岐阜県と米国ウエスト

バージニア州の姉妹県提

携

「名古屋圏における高速

鉄道を中心とする交通網

の整備に関する基本計

画」答申（運輸政策審議

会名古屋圏都市交通委員

会)

ＩＤＢ環境セミナー

（於：名古屋市）

21世紀万国博覧会誘致シ

ンボルマーク決定

道路審議会で、中部地域

で14路線、680㎞の一般

国道追加指定される

㈱国際デザインセンター

創立総会（於:名古屋市)

㈱国際デザインセンター

発足

１～３月　
平
成
４
年 

― 

１
９
９
２
　

　
平
成
３
年 

　

４～６月
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平
成
４
年 

― 

１
９
９
２
　

4. 8

4.14

4.15

4.18

4.20

5. 6

〃　

5.20

6. 1

〃　

〃　

6.10

6.12

6.15

6.27

6.30

7. 1

〃　

〃　

7. 2

7. 6

7. 8

7.19

7.20

託公社日本事務局、後援：住友商事㈱・

ドイツ銀行・本会）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

静岡地域会員懇談会（於：浜松市）

フランス・ガスコーニュ投資セミナー

（於：名古屋市）

産業技術中枢圏域の形成に向けての要望

（建設大臣他）

ゴルバチョフ旧ソ連大統領との懇談会

（共催：ゴルバチョフ歓迎委員会）

（於：名古屋市）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

オーストラリア・ショート上院議員との

懇談会（於：名古屋市）

『中部公設試験研究機関の産官協調につ

いて』を提言

『環境用語集』の発行

『中部の環境保全対策技術のデータベー

ス化－環境保全技術向上と技術移転の促

進に向けて』を提言

『21世紀中部の幹線道路網構想図』作成

21世紀中部の幹線道路網構想について要

望（建設省道路局長他）

テイラー駐日カナダ大使との懇談会

（於：名古屋市）

金丸自民党副総裁との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

第11次道路整備五箇年計画策定に関する

要望（建設大臣他）

渡部通商産業大臣との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

「超信頼性融合セラミックス」の国家研

究開発制度による開発推進に関する要望

（通商産業大臣他）

産業技術中枢圏域の形成に向けての要望

（通商産業大臣）

フランス・トルジュマン投資担当特命大

使との懇談会（於：名古屋市）

『航空宇宙将来機の開発に必要な研究設

備』を提言

野田経済企画庁長官との懇談会（共催：

名古屋商工会議所）（於：名古屋市）

セビリア万博・ジャパンウィークの愛知

デーに、松永会長出席

新旧大蔵事務次官との懇談会

(共催：名古屋商工会議所)(於:名古屋市)

4.27

6. 1

6. 2

6. 3

6.15

6.19

6.25

8.12

8.24

8.28

9. 9

9.12

ユーゴスラビア連邦のセ

ルビア、モンテネグロが

新ユーゴ連邦設立。旧

ユーゴは完全に解体、

ユーゴ内戦に

ロシア、ＩＭＦ正式加盟

デンマーク、マーストリ

ヒト条約批准を否決

ブラジル・リオデジャネ

イロで地球サミット開

幕。14 日行動計画「ア

ジェンダ21」、環境と開

発に関する「リオ宣言」

など３文書を採択

国連平和維持活動(ＰＫ

Ｏ)協力法、国際緊急援

助派遣法が成立

金融制度改革関連法成立

経済審議会が生活者・消

費者重視の生活大国５カ

年計画を答申。内需主導

で年平均3.5％成長めざ

す

米・加・墨ＮＡＦＴＡに

合意

中韓国交樹立

政府､総事業費10兆7,000

億円の総合経済対策決定

新交通軸と地域振興に関

する懇談会（主催：建設

省）（於：東京）

日本人宇宙飛行士、毛利

衛さんらを乗せた米ス

ペースシャトル「エンデ

バー」が宇宙へ

4.－

4.－

4.15

6. 2

9.23

中部コンベンション連絡

協議会設立

中部新国際空港調査地域

連絡調整会議発足

（３県１市、本会、名古

屋商工会議所、(財)中部

空港調査会の７団体で構

成）

フランス・アルザス／ガ

スコーニュ日本代表部、

名古屋市内に開設

三遠南信サミット（主催

：浜松、豊橋、飯田各商

工会議所、浜松地域テク

ノポリス推進機構、後

援：本会)(於：浜松市)

オーストラリア連邦政府

名古屋領事館開設

７～９月
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10～12月

7.21

〃　

7.23

7.31

8. 5

〃　

8.27

9. 1

9. 2

9. 9

9.21

9.24

9.27

9.－

10.15

10.16

10.17

10.28

10.30

11. 2

11. 4

11. 6

11.10

国土庁首脳部との懇談会（於：名古屋市)

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（阿木川ダム他）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（宮沢総理他）

第二国土軸構想についての陳情

（建設大臣他）

第11次道路整備五箇年計画策定に関する

要望（大蔵大臣他）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（大蔵大臣他）

21世紀中部道路サミット

（共催：中部21推進協議会、中日新聞社)

（於：名古屋市)

フランス・ストロースカーン産業・貿易

大臣及びオブリ労働・雇用・職業・職業

教育大臣との懇談会（於：名古屋市）

名古屋工業大学共同研究センター見学・

技術交流会（於：名工大共同研究セン

ター)

衆議院商工委員会国政調査派遣委員との

懇談会（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

『製造物責任について』見解を表明

（通商産業省産業構造審議会他）

第16回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

ロシア・欧州経済視察団派遣

（～10月10日）

『英文ＣＨＵＢＵ』第３版発行

西日本経済協議会第34回総会

（於：広島市）

V. R. EXPO ’92開会式・内覧会

（於：名古屋市）

V. R. EXPO ’92（～19日）

第５回フランス・アルザス投資セミナー

（於：名古屋市）

フランス・レニエツ元蔵相経済政策顧問

との懇談会（於：名古屋市）

『当面の税制改正について』要望

（宮沢総理他）

東南アジア経済調査団派遣（～17日）

（共催：(財)中部産業活性化センター）

三重大学産学共同研究センター見学・技

術交流会（於：三重大学）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（宮沢総理他）

10. 2

10.23

12.11

12.17

12.－

江沢民総書記、社会主義

市場経済を宣言

天皇・皇后両陛下、初の

訪中

宮沢改造内閣成立

大蔵省、「金融制度改

革」の施行細目を発表

国会等の移転に関する法

律を制定

10.－

10. 7

10.27

〃　

11.－

21世紀万国博覧会誘致推

進協議会賛助会員制度創

設

第二東名・名神自動車

道、名古屋環状２号線早

期建設陳情懇談会

（於：東京）

リニア中央エクスプレス

早期建設促進大会

（於：奈良市）

(財)国際環境技術移転研

究センター（ICETT）竣

工式（於：四日市市、鈴

鹿山麓研究学園都市内）

中部新国際空港の陸域調

査着手（大気関係・騒音

・電波障害等）

　
平
成
４
年 

― 

１
９
９
２
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平
成
４
年 

― 

１
９
９
２
　

11.17

11.18

11.25

12. 3

12. 5

12. 7

12.10

1. 8

1.14

1.20

1.21

1.27

2.12

〃　

2.25

〃　

3. 3

3. 5

3. 9

3.10

〃　

3.15

3.26

西日本経済協議会総会決議陳情・要望

（宮沢総理他）

フランス・ポルティシュ総領事との懇談

会（於：名古屋市）

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（建設大臣他）

超高温材料シンポジウム’92

（共催：岐阜県、多治見市、㈱超高温材

料研究所、㈱超高温材料研究センター）

（於：多治見市）

ドイツ連邦制及びスペイン自治州制度の

調査団派遣（～19日）

『平成５年度経済見通しならびに今後の

政策運営のあり方』について提言

中部新国際空港の建設促進に関する要望

（大蔵大臣他）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経営者協会、名古屋商工会議所、中部経

済同友会)（於：名古屋市）

中村建設大臣との懇談会（当地域の社会

基盤整備について要望）（共催：名古屋

商工会議所）（於：名古屋市）

フランス・デュリュー貿易大臣及びミッ

ションによるセミナー（於：名古屋市）

(財)海外技術者研修協会(ＡＯＴＳ)中部

研修センター拡充・整備検討委員会設置

フランス・フランソワ・ポンセ元外相及

びミッションとの懇談会並びにガスコー

ニュ投資セミナー（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市)

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

景気対策ならびに中部の主要プロジェク

トの推進について要望（自由民主党政務

調査会長他）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

『中部の交通機関相互の連携について－

交通アクセスと結節点の整備』を提言

通年

1. 1

1. 3

1. 8

1.13

1.20

1.25

1.－

2.15

3.27

日本経済、平成３年４月

からの大型不況出口見え

ず

ＥＣ市場統合スタート

米ロでSTARTⅡ調印

通産省、1993年度の対米

自動車輸出自主規制枠を

165万台に据え置くと発

表

化学兵器禁止条約調印

クリントン第42代米大統

領に就任

「株式会社・共同債権買

取機構」発足

第11次道路整備五箇年計

画策定

中国共産党、憲法修正案

に「社会主義市場経済」

を明記

中国で江沢民氏を総書記

国家主席に選出

11.－

11. 9

12. 1

1.28

1.22

2.22

3.－

3.29

第二東名・名神高速道路

の「神奈川県海老名市－

静岡県長泉町」及び「四

日市市－亀山市」間の計

90㎞、都市計画への手続

き命令

名古屋カナダ領事館開設

（於：名古屋市）

国際航空宇宙シンポジウ

ム’92名古屋（主催：中部

航空宇宙産業技術振興協

議会、後援：本会）

(～３日)(於：名古屋市)

テクノスーパーライナー

シンポジウムin中部

（主催：(財)シップアン

ドオーシャン財団、中部

運輸局､第一港湾建設局､

第五港湾建設局、後援：

本会、(財)中部産業活性

化センター他）

（於：名古屋市）

伊勢湾口道路シンポジウ

ム（於：名古屋市）

無重量セミナー（主催：

岐阜県、㈱日本無重量総

合研究所、後援：科学技

術庁、中部通商産業局、

本会他）（於：土岐市）

中部新国際空港の海域調

査着手（漁業・環境・地

象)

東濃研究学園都市構想が

多極分散型国土形成促進

法の振興拠点地域基本構

想として国土庁等関係８

省庁の承認を得る。全国

で４番目、中部では三重

ハイテクプラネット21構

想（鈴鹿山麓研究学園都

市構想）に次いで２番目

　
平
成
５
年 

― 

１
９
９
３
　

１～３月
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７～９月

　
平
成
５
年 

― 

１
９
９
３
　

4. 8

〃　

4. 9

4.10

4.23

4.28

5.10

5.21

6. 1

6. 7

〃　

〃　

6.18

7. 5

〃　

7.15

7.21

7.22

7.27

7.29

〃　

〃　

8.12

8.30

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野・上下伊那地域会員懇談会

（於：長野市）

訪米視察団派遣（～17日）

（ワシントン、ウエストバージニア州）

産業技術中枢圏域の形成に向けての要望

（自治大臣他）

会長・副会長選考委員会

『資源リサイクルの実態と課題につい

て』をとりまとめ

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

フランス・アルザス使節団との懇談会

（於：名古屋市）

豊橋技術科学大学技術開発センター見

学・技術交流会（於：豊橋技術科学大学）

『三遠広域200万都市圏構想』を提言

『(財)海外技術者研修協会中部研修セン

ター拡充・整備検討委員会報告書』の発表

『「自己株式取得及び保有規制に関する

問題点」に対する意見』の建議（法務省

民事局）

中部圏の高速交通機関の建設促進につい

ての陳情（運輸大臣他）

『21世紀の交通情報サービスのあり方に

ついて－トータル・トランスポーテー

ションセンター構想』の提言

『中部・夢・2025年』の発行

新旧大蔵事務次官との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

大連工業団地開発管理有限公司主催投資

セミナー（主催：大連工業団地開発管理

有限公司、後援：本会）（於：名古屋市)

トランキエ在大阪神戸フランス総領事等

との懇談（於：名古屋市）

第二国土軸構想の実現に向けての要望

（運輸大臣他）

国土庁首脳部との懇談会（於：名古屋市)

(財)海外技術者研修協会(ＡＯＴＳ)新中

部研修センターの建設についての陳情

（通商産業大臣他）

中部新国際空港の建設促進に関する陳情

（運輸大臣他）

米国ウエストバージニア州マーシャル大

学ジェイ・ウェイド・ギリー学長との懇

談（於：名古屋市）

西日本経済協議会代表者会議における決

4. 1

4.13

5.15

5.23

6. 9

6.18

6.－

7. 7

7.12

7.18

8. 9

9.13

9.16

金融制度改革法施行（銀

行、証券の子会社による

相互参入スタート）

政府、公共投資中心に総

事業規模13兆2,000億円

にのぼる過去最大の新総

合経済対策を決定

日本プロサッカーリーグ

（Ｊ１）開幕

カンボジアで総選挙実

施。暫定政府が発足(7月

1日)、シアヌーク殿下が

国王に(9月24日)、ラナ

リット、フン・セン両氏

が第一、第二首相に

皇太子「結婚の儀」

宮沢内閣不信任案可決

衆議院解散

冷夏、長雨の異常気象続

く（～９月）。食糧庁は

200万～220万㌧の外国産

米の緊急輸入決定

東京サミット開催

北海道南西沖地震、死

者・不明200人超す被害

衆院選挙で自民党過半数

割れ、社会党大敗、新党

が躍進して、｢55年体制｣

崩壊

細川護熙連立内閣（日本

新党など７政党・１会

派）成立

ＰＬＯとイスラエル政府

との間で暫定自治宣言に

調印

政府、緊急経済対策を発

表。規制緩和、円高差益

還元など総額６兆2,200

億円

4. 1

4.22

5.14

5.28

7. 1

7.17

9.16

9.21

運輸省第五港湾建設局が

中部新空港関連調査室を

設置

アメリカンセンター主催

経済セミナー（主催：ア

メリカンセンター、後援

：本会)（於：名古屋市)

国立長寿医療センター起

工式（於：大府市・国立

療養所中部病院）

㈱日本無重量総合研究所

が無重量落下実験施設の

起工式を挙行（於：土岐

市・動燃中部事業所東濃

鉱山内）

フランス大使館経済商務

部名古屋支部開設

信州博覧会 (～９月26日)

（於：松本市）

社団法人中部航空宇宙産

業技術振興センター設立

（平成元年10月設立の中

部航空宇宙産業技術振興

協議会を発展的に解消）

韓国・大田世界博覧会で

愛知レセプション開催、

21世紀万博をＰＲ

（於：大田市近郊）

４～６月
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平
成
５
年 

― 

１
９
９
３
　

9. 6

〃　

9.16

9.19

9.22

9.27

9.30

10. 1

10. 8

10.10

10.20

10.21

10.28

11. 1

11. 5

11. 8

11.16

12. 2

〃　

12. 5

12. 6

〃　

議を要望（細川総理他）

『中部の臨空産業（第２部）－新国際空

港を核とした産業の振興と臨空機能の地

域配置』の提言

『中央国際空港私案』を発表

運輸事務次官との懇談会（於：名古屋市)

日仏ビジネスセミナー調査団派遣（～28

日)(共催：(財)中部産業活性化センター)

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（長良川河口堰建設現場とその上流域)

独テューリンゲン州貿易・投資促進セミ

ナー（主催：テューリンゲン州経済振興

公社、後援：大阪神戸ドイツ連邦共和国

総領事館、本会、協力：㈱東京銀行)

今後の政策運営について要望

（細川総理他）

熊野通商産業事務次官との懇談会（共

催：名古屋商工会議所）（於：名古屋市)

『平成６年度税制改正について』要望

（細川総理他）

華南経済圏視察団派遣（～21日）

スタンレー米国領事との懇談

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第35回総会

（於：金沢市）

名古屋市工業研究所見学・技術交流会

（於：名古屋市工業研究所）

『平成６年度経済見通しならびに今後の

経済政策に対する要望・提言』を提言

フランス・ガスコーニュ使節団との懇談

会（於：名古屋市）

静岡大学地域共同研究センターおよび浜

松地域テクノポリス見学・交流会（於：

静岡大学）

米国ウエストバージニア州アンドルー・

フローレンス経済局長との懇談

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第35回総会決議の陳情

（細川総理他）

超高温材料国際シンポジウム ’93in「たじ

み」（共催：岐阜県、多治見市、㈱超高

温材料研究センター)(於：多治見市)

デンバー新空港視察団（～16日）

（共催：名古屋商工会議所)(デンバー他)

『製造物責任制度導入に対する本会の見

解』を表明

『規制緩和に関するアンケート集約結果

10.27

11. 1

12.14

12.15

第３次行革審が、地方分

権、規制緩和の推進を中

心とした最終答申を細川

首相に提出

欧州連合条約（マースト

リヒト条約）発効

政府がコメ市場の部分開

放決定

ＧＡＴＴウルグアイ・ラ

ウンド決着

10.－

11.－

11.30

12. 2

12.16

12. -

伊勢神宮で遷宮

第二東名・名神高速道路

の長泉～東海、四日市～

城陽間303㎞、東海北陸

自動車道の清見～上平間

約40㎞、近畿自動車道紀

勢線の勢和～紀勢間約24

㎞にそれぞれ施行命令

メディアフォーラム ’93

(～12月１日)(主催：中

部通産局、(財)中部産業

活性化センター、共催：

ＮＨＫ名古屋放送局、

(財)ハイビジョン普及支

援センター、後援：本会

等)(於：名古屋市)

在名古屋米国領事館（米

国領事館名古屋代表事務

所の昇格）開設

「21世紀万国博覧会誘致

推進議員連盟」設立総会

（愛知県を中心とした地

元選出の国会議員で構

成)（於：東京）

常滑沖新空港候補地で実

機飛行調査を実施

10～12月
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４～６月

12. 9

1.10

1.13

1.14

2.15

2.18

〃　

2.22

2.24

3. 3

3. 4

〃　

3. 8

3.10

3.11

3.12

3.15

4. 5

〃　

4. 8

〃　

4.11

4.14

4.18

4.21

のまとめ』を発表

名古屋工業技術研究所見学・技術交流会

（於：名古屋工業技術研究所）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：名古

屋商工会議所、中部経済同友会、中部経

営者協会)（於：名古屋市）

(財)海外技術者研修協会新中部研修セン

ターの建設についての陳情（大蔵大臣他)

ロックフェラー米国上院議員との懇談会

（於：名古屋市）

当地域の社会基盤整備について要望

（大蔵大臣他）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

アセアンラウンドテーブル名古屋（主

催：日本貿易振興会、共催：本会）

（於：名古屋市）

愛知県工業技術センター見学・技術交流

会（於：愛知県工業技術センター）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

石田総務庁長官との懇談会（共催：名古

屋商工会議所、愛知県経営者協会、中部

経済同友会）（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会 (於：名古屋市)

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

名古屋大学先端技術共同研究センター見

学・技術交流会（於：名古屋大学）

『「公共的な入札に係る事業者及び事業

者団体の活動に関する独占禁止法上の指

針」（公正取引委員会原案）に対する意

見』の建議（公正取引委員会）

フランス・ガスコーニュセミナー

（於：名古屋市）

通年

1. 1

1.29

2. 8

2.－

3. 1

3.16

4.15

4.28

5. 9

6.22

6.27

6.30

ボスニア紛争泥沼化

北米自由貿易協定（ＮＡ

ＦＴＡ）発効

政治改革関連法案成立。

小選挙区比例代表並立制

を導入（11月21日区割り

法案成立）

政府、６兆円規模の先行

減税を柱とする総額15兆

2,500億円の総合経済対

策を決定

政府、「行革大綱」を閣

議決定

スウェーデン、フィンラ

ンド、オーストリアがＥ

Ｕ加盟に合意

ノルウェーがＥＵ加盟に

合意

ウルグアイ・ラウンド最

終調印(世界貿易機関(Ｗ

ＴＯ)の設立協定など)

羽田孜連立内閣（新生党

など７政党・１会派) 成立

南ア大統領にマンデラＡ

ＮＣ議長が就任

製造物責任法（ＰＬ法）

が成立。１年後に施行

松本サリン事件発生

村山富市連立内閣（自民

党・社会党・新党さきが

け）成立

2.18

2.22

3. 1

4.26

6.14

V.R.World ’94Gifu(主

催：V.R.World ’94 Gifu

実行委員会）（～20日）

（於：岐阜市）

東海北陸道広域地域整備

連絡会議設立総会（於：

岐阜市）

無重量セミナー ’94（主

催：岐阜県、土岐市、㈱

日本無重量総合研究所、

後援：科学技術庁、中部

通産局、本会等）

（於：土岐市）

中華航空機が名古屋空港

で着陸に失敗、炎上

21世紀万国博覧会基本構

想策定委員会より「21世

紀万国博覧会基本構想」

の最終報告書(地元構想)

を発表

　
平
成
６
年 

― 

１
９
９
４
　

１～３月

　
平
成
５
年
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平
成
６
年 

― 

１
９
９
４

4.22

5.10

5.12

5.13

5.18

5.24

6. 6

6. 7

6.15

6.17

6.28

7. 1

7. 4

7.18

8. 3

8. 8

8.22

8.25

8.29

8.31

9. 3

9. 5

衆議院比例代表ブロックの見直しについ

て要望（村山総理他）

ニッポンチャレンジ・アメリカズカップ

後援会設立発起人会（於：名古屋市）

製造物責任（ＰＬ）法案についての説明

会（於：名古屋市）

『「民事訴訟手続に関する改正要綱試案｣

に対する意見』の建議（法務省民事局）

名古屋工業大学共同研究センター見学・

技術交流会（於：名古屋工業大学）

三重県工業技術センター見学・技術交流

会（於：三重県工業技術センター）

『中部国際総合物流センターネットワー

ク構想』を提言

岐阜県工業技術センター・岐阜県繊維試

験場見学・技術交流会（於：岐阜県工業

技術センター、岐阜県繊維試験場）

三重大学地域共同研究センター見学・技

術交流会（於：三重大学）

第二国土軸構想の早期実現について要望

（建設大臣他）

東海北陸道地域整備推進協議会設立準備

会（於：名古屋市）

(財)海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）新

中部研修センター（ＣＫＣ）建設推進連

絡会議（於：名古屋市）

『水資源の現状と今後の対応について』

を提言

ニカラグア・レアル外務大臣との懇談

（於：名古屋市）

亀井運輸大臣との懇談会（共催：名古屋

商工会議所）（於：名古屋市)

西日本経済協議会代表者会議決議の要

望、中部の主要プロジェクトの推進につ

いて要望（村山総理他）

ＰＬ法制化と製品安全対策についての説

明会（於：名古屋市）

河野副総理との懇談会（共催：名古屋商

工会議所）（於：名古屋市）

東海北陸道地域整備推進協議会設立総会

(於：名古屋市)

ホイス在大阪スイス総領事との懇談

（於：名古屋市）

橋本通商産業大臣との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

『平成７年度税制改正について』要望

（村山総理他）

7. 8

今夏

9. 4

9.13

北朝鮮で金日成没

記録的な猛暑、西日本中

心に深刻な水不足。米は

豊作。農水省によると、

農作物の被害は計597億

円

関西国際空港が開港

政府が国連平和維持活動

(ＰＫＯ)協力法の人道救

援活動条項を初適用、ル

ワンダ周辺国へ３カ月余

の派遣決定。21日ザイー

ルに自衛隊先遣隊出発

7.17

7.21

9. 1

9.－

9.16

世界祝祭博覧会（愛称；

まつり博・三重 ’94（～

11月６日までの108日間)

（於：伊勢市）

愛知県が常滑沖３㎞に、

海上環境測定局を設置

(財)科学技術交流財団設

立

ブラジル総領事館の名古

屋開設

「中部新国際空港フォー

ラム」及び「 ’94スカイ

フェスタなごや｣(主催：

’94スカイフェスタなごや

実行委員会等)（～18日)

７～９月
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平
成
６
年 

― 

１
９
９
４

9. 7

〃　

9.12

9.20

9.22

9.30

10. 3

〃　

10. 4

10.12

10.18

10.20

〃　

10.21

10.25

10.31

11. 7

11.17

〃　

11.24

11.30

第17回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：富山市）

静岡県静岡工業技術センター見学・技術

交流会

（於：静岡県静岡工業技術センター)

米国情報通信調査団派遣（～23日)

(共催：(財)中部産業活性化センター)

豊橋技術科学大学技術開発センター見

学・技術交流会（於：豊橋技術科学大学)

岐阜大学地域共同研究センター見学・技

術交流会（於：岐阜大学）

V. R. EXPO ’94開催（～10月４日）

（於：名古屋市）

『ニューHEART・中部－環伊勢湾総合

開発構想』を提言

世界都市産業会議（～５日)（主催：名古

屋市等､共催：名古屋大学等)（於：名古

屋市)

国土庁首脳部との懇談会（於：名古屋市)

「中部の発展と水に関する懇話会」の見

学会（奥美濃水力建設所）

トルコ経済セミナー（主催：(社)経済団

体連合会日本トルコ経済委員会、国連工

業開発機関東京投資促進事務所、共催：

ジェトロ名古屋貿易情報センター、本

会、後援：トルコ大使館、中部通商産業

局）（於：名古屋市）

西日本経済協議会第36回総会

（於：名古屋市）

地方分権に関する決議を要望

（村山総理他）

ニュージーランド駐日大使との懇談会

（於：名古屋市）

長野県精密工業試験場・長野県情報技術

試験場見学・技術交流会（於：長野県精

密工業試験場・長野県情報技術試験場）

オセアニア経済視察団（～11月13日）

『平成７年度経済見通しならびに今後の

経済政策に対する要望・提言』を提言

市町村合併促進についての意見書を要望

（村山総理他）

カルバート駐日オーストラリア大使との

懇談（於：名古屋市）

ニッポンチャレンジ・アメリカズカップ

後援会設立総会（於：名古屋市）

超高温材料シンポジウム’94in「たじみ」

(～12月１日)(共催：岐阜県、多治見市、

10. 7

11. 2

〃　

11.17

11.25

11.28

12.10

政府は95年度から10年間

に総額630兆円の新公共

投資基本計画を正式決定

東京外為市場で、一時１

ドル＝96円35銭の戦後最

高値をつけた

厚生年金の満額支給開始

年齢を段階的に満65歳ま

で繰り延べることを柱と

した国民年金法改正案が

成立

経企庁はバブル崩壊後の

不況が91年５月から93年

10月までの30カ月と判

定。戦後２番目の長さ

消費税の税率アップと５

兆5,000億円の所得税・

住民税減税先行の税制改

革関連４法が成立。消費

税率は97年４月から５％に

ノルウェー、ＥＵ加盟の

国民投票で否決

新進党結成（新生、公明

新、日本新、民社等野党

９党派）

11.－

11.14

11.25

英国通商投資中部事務所

の名古屋開設

( 財) 中部空港調査会が

「中部新国際空港事業化

に関する調査状況につい

て」を発表

国会等移転調査会第２回

公聴会の名古屋開催。松

永会長が意見陳述

10～12月
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12. 1

12. 5

12. 6

12. 7

12. 8

12.13

12.16

１.10

〃　

1.11

〃　

1.12

1.13

2. 9

2.15

2.16

2.24

3. 2

〃　

3. 3

3. 6

〃　

㈱超高温材料研究センター)(於：多治見

市）

中部新国際空港建設促進について要望

（大蔵省他）

『中部の循環型交通体系の構築』を提言

西日本経済協議会第36回総会決議の要望､

21世紀万国博覧会（仮称）に関する要望

（村山総理他）

固定資産税の非課税および特例措置の縮

減反対の要望（村山総理他）

租税特別措置見直しに対する要望

（村山総理他）

ジャン・ダニエル・トルジュマン・フラ

ンス外国投資移動大使等企業誘致視察団

との懇談（於：名古屋市）

コックラム駐大阪英国総領事との懇談

（於：名古屋市）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経済同友会、中部経営者協会、名古屋商

工会議所)（於：名古屋市）

米国ウエストバージニア州経済使節団歓

迎夕食会（於：名古屋市）

米国ウエストバージニア州経済使節団と

の商談会（主催：ジェトロ名古屋貿易情

報センター、米国商務省、ウエストバー

ジニア州日本代表事務所)(於：名古屋市)

藤井建設省技監との懇談会

（於：名古屋市）

アーメッド駐日バングラディシュ大使と

の懇談（於：名古屋市）

デミング駐日米国公使との懇談

（於：名古屋市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

バルキ世界銀行副総裁との経済懇談会

（於：名古屋市）

ウーヴリュー駐日フランス大使との懇談

（於：名古屋市）

ニッポンチャレンジ・アメリカズカップ

後援会フォーラム（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

愛知地域会員懇談会(於：名古屋市)

ベトナム駐日大使との懇談会

（於：名古屋市）

ベトナム経済セミナー（於：名古屋市）

1. 1

1.17

3.20

3.31

世界貿易機関（ＷＴＯ）

発足

阪神・淡路大震災発生。

マグニチュード7.2、死

者6,308人、家屋全半壊

(焼)20万戸以上

オウム・地下鉄サリン事

件発生、死傷者5,000人

規制緩和推進計画を閣議

決定

2. 1

3.－

㈱日本無重量総合研究所

の無重量落下実験施設の

竣工式（於：土岐市・東

濃研究学園都市内）

航空審議会諮問「今後の

空港及び航空保安施設の

整備に関する方策につい

て」

　
平
成
６
年 

― 

１
９
９
４

１～３月　
平
成
７
年 

― 

１
９
９
５
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3. 7

3. 8

3.13

3.27

4. 5

〃　

4.11

4.17

4.25

4.26

5. 2

5. 9

〃　

5.19

5.22

6. 2

6. 5

〃　

6.14

6.15

6.22

7. 3

〃　

7.10

7.13

〃　

7.21

7.27

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

アメリカズカップ視察団派遣

（～４月２日）（米国）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

正・副会長選考委員会

王明義駐大阪シンガポール領事との懇談

（於：名古屋市）

『2025年中部の環境調和型エネルギー需

給構造の構築』について提言

堤通商産業事務次官との懇談会（共催：

名古屋商工会議所）（於：名古屋市）

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

松永亀三郎第８代会長勇退、安部浩平氏

第９代会長に就任

国土庁首脳部との懇談会（於：名古屋市)

ディークマン駐日ドイツ大使との懇談

（於：名古屋市）

『産業界におけるＶＲの現状とこれから

について』を提言

『国立大学の研究のあり方に関する提

言』を発表

新旧大蔵事務次官との懇談会

（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

中部の主要プロジェクトの推進について

要望（自民党幹事長他）

国土庁大都市圏整備局長との懇談会

（於：名古屋市）

『21世紀初頭における中部産業の姿』を

提言

『安全で安心な国土・都市づくり』を提言

メルバット・タラウイ駐日エジプト大使

との懇談（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

西日本経済協議会代表者会議における緊

急要望（村山総理他）

英国貿易産業省・リチャード・ページ政

務次官等との懇談（於：名古屋市）

4.19

5.11

6.29

7. 1

7.12

7.28

8. 5

8. 8

8.15

東京外為市場で、円の対

ドル相場が一時１ドル＝

79円75銭と、戦後世界市

場で初の70円台に突入し

た

核拡散防止条約の無期限

延期決定

日米自動車協議基本合意

製造物責任法（ＰＬ法）

施行

米、ベトナムとの国交正

常化を正式発表

ベトナム、ＡＳＥＡＮに

加盟

米とベトナムの間で国交

が正常化

村山改造内閣発足

村山首相が戦後50年にあ

たり、アジア諸国などに

4.26

5.15

5.23

5.27

6.－

7.31

8. 8

9.19

花の都ぎふ・花フェスタ

’95(～６月４日)(於：可

児市)

ブリティッシュ・カウン

シル名古屋オフィスの開

設

長良川河口ぜきの本格運

用始まる

中部新国際空港アクショ

ン東京（～６月２日）

航空審議会がヒアリング

（聞き取り調査）を実施

第６回世界少年野球・岐

阜大会（～８月８日)

(後援：本会等)（於：岐

阜市)

通商産業省に「国際博覧

会予備調査検討委員会」

を設置し、国として本格

的な調査・検討を開始

名古屋都市高速道路萩野

～東新町間4.3㎞、丸の

内～東片瑞間1.6㎞が完

　
平
成
７
年 

― 

１
９
９
５

７～９月

４～６月
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平
成
７
年 

― 

１
９
９
５

7.－

8. 2

〃　

9. 4

9. 7

〃　

9.13

9.17

9.28

10. 2

10. 3

10. 5

〃　

10.10

10.16

10.25

10.31

11. 6

11.15

景品規制の改正案（骨子）に対する意見

具申（公正取引委員会）

ニューHEART中部推進機構設立総会並

びに中部21推進協議会解散総会

（於：名古屋市）

国土庁計画・調整局長との懇談会

（於：名古屋市）

『今後の財政問題及び税制改正に対する

意見・要望』を提言

中部の主要港湾機能強化についての緊急

要望（村山総理他）

中部の主要港湾におけるＴＳＬ拠点港設

置について要望（村山総理他）

第18回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

英国・北欧経済視察団派遣（～29日）

シンガポール・蘇州工業都市セミナー

（主催：中国・シンガポール蘇州工業団

地開発公司、共催：在名古屋シンガポー

ル名誉総領事館）（於：名古屋市）

『中部への首都機能移転（中間報告）』

をとりまとめ

仏アルザス観光・投資セミナー（共催：

フランス・アルザス日本代表部）

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第37回総会

（於：神戸市)

西日本経済協議会第37回総会における特

別決議（21世紀万国博覧会の開催実現に

ついて要望）

東南アジア経済調査団派遣（～23日）

（共催：(財)中部産業活性化センター）

大交流時代の港シンポジウム（共催：愛

知県、名古屋市、名古屋港管理組合、名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

ＡＰＥＣ環境技術協力シンポジウム

（～27日)（共催：通商産業省、愛知県、

岐阜県、三重県、名古屋市、四日市市、

名古屋商工会議所、(財)国際環境技術移

転研究センター）（於：名古屋市）

大交流時代に向けた港湾づくりについて

要望（運輸省他）

『平成８年度の経済見通しと経済政策に

対する要望・提言』を提言

国際ＡＩシンポジウム ’95名古屋（～17

日）（共催：愛知県、名古屋市、名古屋

商工会議所、(社)中部産業連盟、(財)中

9. 5

11. 1

11. 4

12.14

対し、反省と謝罪を表明

仏、計５回にわたり核実

験を仏領ポリネシアのム

ルロア環礁で強行

新食糧法施行（米の生産

・流通・販売は原則自

由)

イスラエル・ラビン首相

暗殺される

ボスニア包括和平協定調

印

9.28

10. 4

10.24

11.21

12. 4

12.14

12.19

12.26

成、全線開通した

21世紀万国博覧会誘致委

員会東京事務所開設

世界インテリアデザイン

会議・国際インテリアデ

ザインフェア開催

(～８日)(於：名古屋市)

米国ミシガン州投資セミ

ナー（主催：ミシガン州

政府、ミシガン州職業委

員会、後援：本会）

（於：名古屋市）

21世紀万国博覧会全国推

進協議会設立総会

（於：東京)

国際博覧会予備調査検討

委員会が最終報告書を公

表

自由民主党2005年万国博

覧会推進議員連盟設立

政府が愛知県における国

際博覧会の開催申請につ

いて閣議了解

従来の「中部新国際空港

調査地域連絡調整会議」

を強化発展させ「中部新

国際空港推進調整会議」

設立（岐阜県・愛知県・

三重県・名古屋市・運輸

省第五港湾建設局・同大

10～12月
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11.15

11.22

11.27

11.28

12. 1

12. 4

〃　

12. 5

12. 7

12.19

1. 8

1.12

1.20

2. 5

2.16

〃　

2.20

2.26

2.26

3. 1

〃　

部産業活性化センター、(財)人工知能研

究振興財団）（於：名古屋市）

地球環境に関わる戦略的研究機関設置に

ついて要望（大蔵大臣他）

21世紀東海北陸道サミット（主催：東海

北陸道地域整備推進協議会、東海北陸道

広域地域整備連絡会議、㈱中日新聞社、

後援：建設省中部地方建設局、建設省北

陸地方建設局）（於：名古屋市）

イスラエル日本親善商工協会・エルハナ

ン・ハレル会長等との懇談

（於：名古屋市)

「明日の日本と新しい首都」に対する意

見書を要望（国土庁長官他）

森建設大臣と中部・北陸経済界との懇談

会（共催：北陸経済連合会、東海商工会

議所連合会）（於：名古屋市）

『今後の電気通信産業のあり方に関する

意見』を発表

地価税の廃止について要望（村山総理他)

新首都のあり方についての要望

（国土庁事務次官他）

超高温材料国際シンポジウム ’95in「たじ

み」（～８日）（共催：岐阜県、多治見

市、㈱超高温材料研究センター、㈱超高

温材料研究所）（於：多治見市）

西日本経済協議会第37回総会決議を要望

（村山総理他）

経済４団体新春賀詞交歓会(共催：中部経

営者協会、名古屋商工会議所、中部経済

同友会)（於：名古屋市）

中部における渇水対策についての緊急要

望（愛知県知事他）

大競争時代における中部の国際ハブ港湾

を考えるシンポジウム（共催：日本港湾

協会東海地区支部連合会、後援：運輸省

第五港湾建設局）（於：名古屋市）

『中部の港湾機能の強化』を提言

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

新首都「中部」推進協議会設立総会

（｢中部地域への首都機能移転に関する決

議｣を採択）（於：名古屋市）

飯田地区市町村会との懇談会(於：飯田市)

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

1.11

2.－

第１次橋本龍太郎連立内

閣（自民党・社会党（1/

19社民党に党名変更）・

新党さきがけ）成立

年内を通じ、薬害エイズ

事件が表面化

2.19

2.27

3. 1

3.29

阪航空局・建設省中部地

方建設局・名古屋商工会

議所・(社)中部経済連合

会・(財)中部空港調査会

で構成）

伊勢湾口道路シンポジウ

ム（主催：三遠南信・伊

勢志摩の５商工会議所、

後援：本会等）

（於：豊橋市）

国の第７次空港整備五箇

年計画期間中の投資規模

が閣議了解される

V.R.World Gifu開催

（～３日)（於：岐阜市)

中部新国際空港開港後の

名古屋空港のあり方を検

討する「名古屋空港周辺

市町調整会議」発足

（春日井市・小牧市・豊

山町・名古屋市・愛知県

で構成）

　
平
成
７
年 

― 

１
９
９
５

１～３月　
平
成
８
年 

― 

１
９
９
６
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3. 6

3. 7

3.11

3.12

3.13

3.21

3.27

4. 5

4.18

4.23

〃　

5.10

5.17

〃　

〃　

5.28

5.30

6. 1

6.10

6.19

6.27

6.28

「中部地域への首都機能移転に関する決

議」を陳情（国土庁長官他）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋

市）

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（長良川河口堰、アクアプラザながら)

伊勢湾・三河湾を考える会設立総会・設

立記念シンポジウム

（主催：ニューHEART中部推進機構、

東三河開発懇話会、後援：(社)東三河地

域研究センター）（於：豊橋市）

伊勢湾の港湾機能の強化について要望

（運輸大臣他）

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

デビット・ライト駐日英国大使との懇談

（於：名古屋市）

伊勢湾口道路建設促進協議会設立総会

（於：名古屋市）

東海環状地域整備推進協議会設立総会

（於：名古屋市）

21世紀環伊勢湾交流サミット

（主催：伊勢湾口道路建設促進協議会、

東海環状地域整備推進協議会、㈱中日新

聞社、後援：ニューHEART中部推進機

構）（於：名古屋市）

地球環境戦略研究機関設置について要望

（環境庁長官他）

国会等移転法改正案の早期成立を求める

決議を要望（橋本総理他）

万博誘致ミッション派遣（～９日）

（ブラッセル、パリ、ヘルシンキ）

（兼．ＢＩＥ総会出席）

新しい全国総合開発計画に対する要望

（橋本総理他）

新しい全国総合開発計画に対する要望

（国土庁長官他）

新しい全国総合開発計画に対する要望

（郵政大臣他）

大交流時代に向けた港湾づくりについて

要望（大蔵大臣他）

4. 1

4.12

5.10

5.31

6. 1

6. 6

世界最大の銀行「東京三

菱銀行」が営業開始

マツダが米フォード・

モーターの傘下に入り、

経営再建に乗り出す

住専処理費6,850億円を

含む総額75兆1,000億円

の平成８年度予算が成立

2002年サッカー・ワール

ドカップ日韓共同開催が

決定

岡山県で病原性大腸菌

「Ｏ-157」で小学生が死

亡、以降10月末までに全

国の食中毒患者は累計

9,322人、死者11人（厚

生省調べ）

住専処理法案など６法案

が与党３党の賛成多数で

原案通り可決

4.18

4.－

5.－

5.11

5.28

6. 5

6.14

2005年国際博覧会、日本

政府からＢＩＥ（博覧会

国際事務局）に開催希望

通告書を提出

東海北陸自動車道・美並

－郡上八幡間開通

岐阜県大垣市に、ソフト

ピアジャパンセンターが

オープン

運輸省航空局に「大都市

圏空港計画室」、第五港

湾建設局に「中部新国際

空港調査室」を新設

2005年の国際博覧会にカ

ナダ・カルガリー市が立

候補

第119回ＢＩＥ総会で、

日本、カナダが公式立候

補挨拶とプレゼンテーシ

ョンを実施(於：パリ)

第五港湾建設局､愛知県､

中部空港調査会が「中部

新国際空港の規模等に関

する調査(～平成７年度)

について」を公表

　
平
成
８
年 

― 

１
９
９
６

４～６月
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7. 1

〃　

7. 5

7. 9

〃　

7.11

7.12

7.16

7.17

7.18

7.19

7.26

7.28

8. 1

8. 7

8. 8

〃　

8.21

9. 2

9. 5

9. 6

9. 7

『中部における都市間公共交通機関の整

備について－トランスネット中部21』を

提言

『中部新国際空港と関連するプロジェク

トについて（第１部）』を提言

姜信武・駐名古屋韓国総領事との懇談

（於：名古屋市）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

西日本経済協議会代表者会議における緊

急要望（運輸大臣他）

首都機能移転シンポジウム(主催：新首都

｢中部｣推進協議会、共催：(財)社会経済

生産性本部、ニューHEART中部推進機

構、後援：日本経済新聞社)(於：東京)

新・旧名古屋米国領事との懇談

（於：名古屋市）

名古屋工業技術研究所の移転整備に関す

る要望（通商産業省他）

中部における総合交通体系の整備につい

て要望（運輸省他）

中部における総合交通体系の整備につい

て要望（建設省）

中部新国際空港の建設促進並びに関連す

る基盤施設の整備促進についての要望

（大蔵省他）

中部の主要プロジェクトの推進について

要望（橋本総理他）

名古屋大学先端技術共同研究センター拡

充整備に関する要望（名古屋大学）

米国ウエストバージニア州投資セミナー

（主催：ウエストバージニア州日本代表

事務所）（於：名古屋市）

2005年国際博覧会の誘致開催について要

望（通商産業大臣他）

中部における総合交通体系の整備につい

て要望（運輸省他）

塚原通商産業大臣との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

『税制改正及び財政問題について』要望

（橋本総理他）

第19回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：福井市）

中部の幹線道路網整備促進に関する要望

（橋本総理他）

チェコ共和国ビジネスミーティング

（共催：チェコ共和国産業連盟、チェコ

共和国大使館、名古屋商工会議所）

7.26

8. 2

8. 6

9.10

9.28

住専７社の資産を引き継

ぎ、債権を回収する住宅

金融債権管理機構（住管

機構）が発足。10月業務

スタート

日米半導体交渉は民間業

界によるシェア調査の撤

回など、日本側の提案を

大幅に取り入れた「共同

声明」を発表、決着

厚生省、Ｏ-157を伝染病

予防法に基づく指定伝染

病に指定

国連、包括的核実験停止

条約(ＣＴＢＴ)を採択

民主党が結党大会開く、

衆参57人参加。鳩山由紀

夫、管直人両氏による２

人代表制

8. 2

8.19

8.22

9. 4

9.20

9.23

東海南海交流会議設立

（於：奈良県五条市）

愛知県が「2005年国際博

覧会会場候補地に係る地

域整備構想及び会場構想

について」を発表

新空港建設予定地の常滑

沖とその周辺において夜

間の実機飛行調査を実施

第２回中部新国際空港推

進調整会議開催

ブタペストで開かれた国

際園芸家協会(ＡＩＰＨ)

総会で、2004年の国際園

芸博覧会の会場を静岡県

浜松市で開催することを

正式承認

国際陶芸アカデミー（Ｉ

ＡＣ）日本会議 ’96－名

古屋・佐賀－（～29日）

(於：名古屋市、武雄市)

　
平
成
８
年 

― 

１
９
９
６

７～９月
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9.10

9.18

9.20

9.－

10. 2

10. 3

10. 7

10.11

10.18

10.24

10.27

10.30

10.31

11. 5

11.20

11.22

11.28

11.29

12. 2

12. 7

（於：名古屋市）

静岡県議会首都機能移転対策特別委員会

との懇談会（於：名古屋市）

マジョリー・シアリング米国商務省次官

補代理等との懇談（於：名古屋市）

首都機能移転シンポジウム（主催：新首

都「中部」推進協議会、(財)社会経済生

産性本部、後援：中日新聞社）

（於：名古屋市）

『英文ＣＨＵＢＵ』第４版発行

アンジェイ・カチマルク駐日ポーランド

大使館商務参事官等との懇談

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第38回総会（於：松山

市)

米国・南米経済視察団派遣（～19日）

中央日本広域国際交流圏の形成に関する

要望（国土庁長官他）

ヌルディンヌ・メジュドュブ駐日チュニ

ジア共和国大使との懇談（於：名古屋市)

蔡洙東・在名古屋大韓民国総領事との懇

談（於：名古屋市）

東南アジア空港・港湾調査団派遣

(～11月５日)(共催：(財)中部産業活性化

センター)

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（味増川ダム、釜口水門）

地球環境戦略研究機関設置について要望

（環境庁長官他）

『平成９年度の経済見通しと経済政策に

対する要望・提言』を提言

中部新国際空港の建設促進について要望

（大蔵大臣他）

米国空港計画調査団との懇談会

（於：名古屋市）

超高温材料国際シンポジウム ’96in「たじ

み」(～29日)(共催：岐阜県､多治見市、

㈱超高温材料研究センター、㈱超高温材

料研究所）（於：多治見市）

首都機能移転シンポジウム（主催：新首

都「中部」推進協議会、後援：(社)関西

経済連合会、近畿商工会議所連合会）

（於：大阪市）

『伊勢湾の環境調和型人工島開発』を提

言

万博誘致ミッション派遣（～14日）

（チェコ、スロバキア、パリ）

10. 1

10.20

11. 7

11. 8

11.11

11.28

12. 4

12.17

12.24

12.26

新王子製紙と本州製紙が

合併し国内トップメー

カーの「王子製紙」に

初の小選挙区比例代表並

立制による衆院総選挙実

施

第２次橋本内閣が３年３

カ月ぶりに自民党単独政

権として発足

橋本首相が中央省庁再編

は「2001年１月１日」と

明示

橋本首相がわが国の金融

システム改革着手を指示

(日本版金融ビッグバン)

中央省庁再編を審議する

行政改革会議がスタート

厚生省元事務次官が特別

養護老人ホームをめぐる

汚職事件で逮捕

ペルー日本大使公邸をゲ

リラが襲撃

「金融検査監督庁」を新

設する大蔵改革案成立

羽田孜元首相らが新党

「太陽党」を旗揚げ、97

年２月結党大会開く。新

進党から衆参13人参加

10.17

10.23

10.31

11. 1

11. 8

11.13

12.12

12.13

12.26

2005年国際博覧会、オー

ストラリア政府がＢＩＥ

に開催希望通告書を提出

ベルギー・アルベール二

世国王陛下・同妃殿下来

名

中部新国際空港アクショ

ン東京 ’96（於：東京）

通商産業省が「2005年国

際博覧会構想－21世紀地

球EXPO－」を公表

太平洋国土軸シンポジウ

ム（主催：愛知県、共

催：本会等推進協議会参

加18府県８経済団体）

（於：名古屋市）

ＢＩＥ予備調査団が来日

(～20日)（17日～20日は

名古屋／会場候補地の視

察等）

第120回ＢＩＥ総会で、

日本、カナダ、オースト

ラリアがプレゼンテー

ション（於：パリ）

第７次空港整備五箇年計

画閣議決定（中部新国際

空港の事業推進を明記）

愛知県が「中部新国際空

港の空港計画案に関する

愛知県の考え方」を公表

　
平
成
８
年 

― 

１
９
９
６

10～12月
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平
成
８
年 

― 

１
９
９
６

12.10

12.17

12.19

1. 8

1.21

〃　

1.31

2. 3

〃　

〃　

2. 4

2.12

〃　

2.13

2.20

2.25

3. 4

〃　

3.10

3.11

3.12

3.13

（兼．ＢＩＥ総会出席）

名古屋港の港湾整備について要望

（大蔵大臣他）

東海北陸地域交流シンポジウム

（主催：東海北陸道地域整備推進協議

会、東海北陸道広域地域整備連絡会議）

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第38回総会決議を要望

（橋本総理他）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経営者協会、名古屋商工会議所、中部経

済同友会）（於：名古屋市）

米国ウエストバージニア州経済使節団と

の商談会（主催：米国商務省、ウエスト

バージニア州日本代表事務所、ジェトロ

名古屋貿易情報センター)(於：名古屋市)

ロックフェラー米国上院議員との懇談会

（於：名古屋市）

名古屋工業技術研究所の移転整備に関す

る要望（通商産業省他）

『中部新国際空港と関連するプロジェク

トについて(環境、水産業、情報通信)』

を提言

『高度情報時代における中部新国際空

港ーマルチメディア・エアポート＆コ

ミュニティの形成をめざして』を提言

『知多半島地域振興整備について』を提

言

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

自民党「21世紀の国土政策検討プロジェ

クトチーム」の会合において、安部会

長、須田副会長が新しい全総計画等につ

いて意見発表（於：東京）

万博誘致ミッション派遣（～３月１日）

（イギリス、ルーマニア、ギリシャ）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

ミロスラヴ・ライチャーク駐日スロヴァ

キア大使との懇談（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

エルナスト・セディージョメキシコ合衆

1. 2

1.10

2.19

2.23

島根県沖の日本海でロシ

アのタンカーが沈没、重

油が流出し、島根から秋

田までの日本海沿岸地域

に漂着、漁業に大被害

就職協定協議会は97年度

の就職協定廃止で合意、

協定廃止は24年ぶり

中国の最高実力者鄧小平

氏死去

英国・ロスリン研究所が

親と同じ遺伝情報を持つ

クローン羊を世界で初め

て誕生させたと発表。３

月11日世界保健機関が人

間へのクローン技術適用

を禁ずる声明。翌12日欧

州議会が研究禁止決議

2. 6

3.17

3.31

米ユタ州経済開発名古屋

事務所開設

ＢＩＥ臨時総会（「モラ

トリアム決議」の失効を

確認）（於：パリ）

第３回中部新国際空港推

進調整会議が空港計画

案、環境影響予測案、ア

クセス整備方策案をとり

まとめ公表

１～３月　
平
成
９
年 

― 

１
９
９
７
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3.17

3.26

3.31

4. 3

4. 4

4. 8

4.10

〃　

4.15

〃　

〃　

4.17

〃　

4.23

4.25

4.29

5. 9

5.12

5.15

5.18

国大統領ご夫妻一行歓迎昼食会（共催：

愛知県、名古屋市、名古屋商工会議所)

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

スロバキア共和国経済懇談会（共催：中

部通商産業局、愛知県、名古屋市、名古

屋商工会議所、21世紀万国博覧会誘致委

員会）（於：名古屋市）

セシル・アンダーウッド米国ウエスト

バージニア州知事との懇談

（於：名古屋市)

仏パリ商工会議所ユベール・フラオー会

頭、クロード・フォルタン副会頭との懇

談（於：名古屋市）

仏アルザス投資・観光セミナー（主催：

アルザス日本代表事務所)(於：名古屋市)

牧野通商産業事務次官との懇談会（共

催：名古屋商工会議所）（於：名古屋市)

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

ビジネスセミナー「変革期のドイツ／

ヨーロッパ」（主催：ドイツ・ノルトラ

イン・ヴェストファーレン州経済省、同

州経済振興公社）（於：名古屋市）

会長・副会長選考委員会

名古屋オーストラリア領事館グレッグ・

ストリー領事との懇談（於：名古屋市）

中部新国際空港のアクセス道路整備及び

道路特定財源の確保に関する要望（自民

党三役他）

『創造的技術者・研究者を求めて－初等

中等教育を考える』を提言

万博誘致ミッション派遣（４ミッション)

（～18日)（パリ等)（兼、ジャパンイ

ヤーオープニングセレモニー参加）

名古屋オーストラリア領事館イアン・ブ

レイジア新領事との懇談（於：名古屋市)

米国コロラド州セミナー（主催：米国コ

ロラド州政府、ジェトロ名古屋貿易情報

センター）（於：名古屋市）

ブルガリア貿易・投資セミナー（共催：

中部通商産業局、愛知県、名古屋市、名

古屋商工会議所、21世紀万国博覧会誘致

委員会）（於：名古屋市）

ウドベンコ・ウクライナ外務大臣夫妻一

4. 1

4.29

5. 1

5.16

5.27

6.11

6.17

〃　

消費税の税率が３％から

５％へ

ペルー人質事件が犯人を

全員射殺して解決

化学兵器禁止条約発効

（87カ国加盟）

外貨両替業務などの抜本

的な自由化を盛り込んだ

改正外国為替管理法が成

立

神戸市連続児童殺傷事件

純粋持ち株会社を解禁す

る改正独禁法成立

英国選挙で労働党勝利。

ブレア氏、首相に就任

移植用に臓器提供の場合

に限って脳死を｢人の死｣

とする臓器移植法が成立

4. 1

4. 4

5.11

6.12

〃　

6.18

6.22

6.－

中部運輸局企画部に「中

部新国際空港アクセス対

策室」、大阪航空局飛行

場部に「中部新国際空港

調査室」が新設される

オーストラリア政府がＢ

ＩＥに対し2005年国際博

の開催申請を取り下げ

「97年フランスにおける

日本年（フランス・ジャ

パン・イヤー）」オープ

ニング記念行事及びパリ

日本文化会館開館記念式

典（～13日)（於：パリ)

第121回ＢＩＥ総会開催｡

モナコ現地時間の６月12

日午後、出席加盟国81カ

国の投票の結果、2005年

の国際博覧会の開催地は

日本・愛知に決定

（於：モナコ）

13日未明にかけ、「2005

年国際博覧会開催国決定

速報報告会」を開催

（於：名古屋市、瀬戸

市、東京）

全国の自由民主党国会議

員による「自由民主党中

部新国際空港建設推進議

員協議会」発足

岐阜県御嵩町で産廃処理

施設建設の賛否を問う全

国初の住民投票実施

航空審議会空港整備部会

設置。臨時委員に安部会

長等地元関係者５名が委

４～６月

　
平
成
９
年 

― 

１
９
９
７
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平
成
９
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１
９
９
７

行歓迎レセプション（於：名古屋市）

佐藤通商産業大臣との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

マザイ・ベラルーシ外務副大臣との懇談

（於：名古屋市）

第二伊勢湾岸道路建設推進協議会発足式

（於：名古屋市）

第２回21世紀環伊勢湾交流サミット（主

催：伊勢湾口道路建設促進協議会、東海

環状地域整備推進協議会、第二伊勢湾岸

道路建設推進協議会、㈱中日新聞社）

（於：名古屋市）

ミホーク・スロバキア商工会議所会頭と

の懇談会（共催：中部通産局、愛知県、

名古屋市、名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

万博誘致ミッション派遣(～16日)(パリ、

モナコ）（兼．ＢＩＥ総会出席）

伊勢湾・三河湾を考える会シンポジウム

（主催：伊勢湾・三河湾を考える会）

（於：名古屋市）

NEW WAVE 21（共催：愛知県、名古屋

市、名古屋商工会議所)(於：名古屋市)

アシュトン・カルバート駐日オーストラ

リア大使との懇談（於：名古屋市）

ＮＴＴ長距離会社の中部地域への誘致に

関する要望（郵政省他）

名古屋港～大交流・大競争時代に向けた

港づくり～に関する要望（運輸省）

『社団法人中部経済連合会』（本会の日

本語紹介誌、第１版）発行

21世紀中部の幹線道路網整備促進に関す

る要望（建設省他）

(財)海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）新

中部研修センター竣工式（於：豊田市)

名古屋工業技術研究所の移転整備につい

ての要望（通商産業省他）

国土庁首脳部との懇談会（於：名古屋市)

新旧大蔵事務次官との懇談会（共催：名

古屋商工会議所）（於：名古屋市）

ティム・フィシャー・オーストラリア副

首相兼貿易大臣との懇談（於：名古屋市)

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市）

外国語ＦＭ放送局に関する要望

（郵政省東海電気通信監理局）

世界的な産業技術の中枢圏域の契機とな

英、中国に香港を返還

ミャンマーとラオス、Ａ

ＳＥＡＮに加盟

このころタイで通貨危

機。タイ中央銀行、バー

ツ防衛を断念。変動相場

制へ移行

このころロシアで経済危

機。プリマコフ内閣成立

ダイアナ元英皇太子妃が

パリで交通事故死

第２次橋本改造内閣発足

6.30

7.22

8.26

9. 3

9.18

9.26

嘱される

「2005年国際博覧会開催

決定市民の集い｣(於：名

古屋市）

「2005年国際博覧会開催

決定報告会」開催

（於：東京）

政府、博覧会担当大臣に

通商産業大臣を指定

財団法人2005年日本国際

博覧会協会設立準備委員

会開催（於：東京）

中堅スーパーのヤオハン

ジャパン(本社沼津市)が

会社更生法の適用申請、

事実上倒産

2005年に愛知県において

開催する国際博覧会関係

閣僚会議設置

7. 1

7.23

7.－

8.－

8.31

9.11

5.19

5.21

5.22

〃　

5.27

6. 7

6.18

6.20

7. 1

7. 2

7. 4

7. 7

7. 9

7.10

7.15

7.29

7.30

7.31

8. 5

8. 9

8.12

７～９月
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成
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１
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９
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る交通基盤整備に向けての緊急要望

（2005年国際博覧会関連）（建設省他）

首都機能移転シンポジウム（主催：東海

四県首都機能移転連絡会議、新首都「中

部」推進協議会、(財)社会経済生産性本

部、㈱中日新聞社）（於：名古屋市）

『今後の税制改正及び財政問題につい

て』要望（橋本総理他）

(財)海外技術者研修協会（ＡＯＴＳ）中

部研修センター開館式（於：名古屋市）

第20回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

渡辺通商産業事務次官との懇談会（共

催：名古屋商工会議所）（於：名古屋市)

米国商務省フィリップ・アグレス（臨

時）次官補代理との懇談（於：名古屋市)

ポルトガル共和国アウグスト・マテウス

経済大臣一行歓迎夕食会（於：名古屋市)

ポルトガル共和国アウグスト・マテウス

経済大臣一行並びにオーストリア共和国

ヨーハン・ファルンライトナー経済大臣

一行への2005年日本国際博覧会説明会及

び歓迎レセプション（共催：中部通商産

業局、愛知県、名古屋市、名古屋商工会

議所）（於：名古屋市）

欧州法律セミナー（於：名古屋市）

『中部を変えるウォーターマジックレ

ポート－水資源ネットワーク化と親水空

間の創出』を提言

V. R. EXPO ’97（～12日）

（於：名古屋市)

欧州経済視察団派遣（～26日)

西日本経済協議会第39回総会

（於：福岡市）

2005年日本国際博覧会ならびに中部新国

際空港へのアクセス道路早期整備に関す

る要望（建設省他）

インド経済調査団派遣（～12日)(共催：

(財)中部産業活性化センター）

『平成10年度の経済見通しと経済政策に

対する要望・提言』を提言

『中部におけるベンチャー企業育成・支

援のための方策について提案』を提言

中部の道路整備に関する要望（建設省他)

安部会長、(財)中部空港調査会理事長に

就任

名古屋大学大学院経済学研究科の改組計

北朝鮮で金正日氏、党総

書記に就任

三洋証券（本社東京）が

会社更生法の適用申請、

事実上倒産

北海道拓殖銀行（本店札

幌市）が破綻、北洋銀行

（同）に営業譲渡。日本

金融史上最大の破綻

エジプト南部の観光地ル

クソールでイスラム過激

派が観光客襲撃テロ

山一証券（本社東京）破

綻。24日自主廃業決定

政府の行政改革会議は中

央省庁を現行の１府21省

庁から１府12省庁に再編

することなどを盛り込ん

だ最終報告を決定

対人地雷全面禁止条約調

印

介護保険法成立（12年４

10.1

10.6

10.8

10.22

10.23

10.28

11.10

11.18

長野(北陸)新幹線が東京

－長野間で営業運転開始

名古屋世界都市景観会議

’97（於：名古屋市）

通産省に、「2005年の国

際博覧会に係わる環境影

響評価手法検討委員会」

(通称｢森嶌委員会｣)設置

財団法人2005年日本国際

博覧会協会設立総会開催

（於：東京）

財団法人2005年日本国際

博覧会協会の設立許可

「中部国際空港民間出資

促進委員会」発足

「第３回名古屋空港将来

構想検討会議」開催。検

討の方向性として定期便

の一元化を前提とするこ

とを確認

経済対策閣僚会議が「21

世紀を切り開く緊急経済

8.26

9. 1

9. 2

9. 3

9.19

〃　

9.25

9.25

10. 2

10. 6

10. 7

10.12

10.16

10.17

11. 2

11. 4

〃　

11. 5

11.11

11.17

10. 8

11. 3

11.17

〃　

11.22

12. 3

12. 4

12. 9

10～12月
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画(重点化)についての要望（名古屋大学)

超高温材料国際シンポジウム ’97in「たじ

み」（主催：岐阜県、多治見市、名古屋

工業大学、㈱超高温材料研究センター、

㈱超高温材料研究所）（於：多治見市）

『中部エアカーゴターミナル構想－21世

紀の高速物流システムについての提言』

を発表

東海地方政策懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

東海環状地域整備推進協議会シンポジウ

ム（於：大垣市）

コスタリカ共和国ホセ・マリア・フィ

ゲーレス大統領一行歓迎夕食会

（共催：愛知県、名古屋市、名古屋商工

会議所）（於：名古屋市）

新しい全国総合開発計画における中部地

域の位置づけと基盤整備に関する要望

（国土庁他）

西日本経済協議会決議を要望

（橋本総理他)

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：名古

屋商工会議所、中部経済同友会、中部経

営者協会）（於：名古屋市）

ロックフェラー米国上院議員歓迎夕食会

（於：名古屋市）

首都機能移転シンポジウム（於：大阪市)

東海北陸地域連携軸講演会（主催：東海

北陸道地域整備推進協議会、東海北陸道

広域地域整備連絡会議）（於：金沢市）

『地方行革・市町村合併の促進に対する

提言』を発表

『高コスト構造是正に関する問題提起と

課題について』をとりまとめ

中国河北省葉連松省長一行との懇談

（於：名古屋市）

中国河北省投資セミナー（主催：中国河

北省人民政府）（於：名古屋市）

ドイツ産業連盟ハンス・オラフ・ヘンケ

ル会長一行との懇談（於：名古屋市）

米国ユタ州マイケル・レビット知事との

懇談（於：名古屋市）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

アレキサンダー・ニコラエビッチ・パノ

月１日施行）

地球温暖化防止京都会

議、京都議定書を採択

新進党、解党を正式決定

国内総生産（ＧＤＰ）が

97年10-12月期から98年

10-12月期まで５・四半

期続けてマイナス成長の

最悪記録を更新、失業率

も４％台を続け、失業者

も300万人近くに。深刻

な不況が続く

小沢一郎氏が率いる自由

党が54人で旗上げ

大蔵省官僚、日銀、日本

道路公団幹部の接待汚職

事件（～３月）

１月28日、三塚大蔵大臣

が大蔵省検査汚職の責任

を取り辞職

参院本会議で金融システ

ム安定と預金者保護のた

め総額30兆円の公的資金

投入枠を設ける金融安定

２法案が可決、成立

韓国で金大中氏、大統領

に就任

金融危機管理審査委員会

が、都銀など大手18行と

11.19

12. 6

12.15

12.25

12.31

1.16

〃　

1.30

2. 7

3.24

3.30

対策」を決定。中部新国

際空港について、ＰＦＩ

手法を活用しての整備推

進が盛り込まれる

中部新国際空港アクショ

ン東京 ’97開催

（主催：21世紀の空と中

部新国際空港実行委員

会）（於：東京)

安房トンネル開通

21世紀万国博覧会誘致委

員会および21世紀万国博

覧会誘致推進協議会解散

総会（両団体とも12月31

日付で解散）

（於：名古屋市）

平成10年度政府予算案に

おいて｢中部国際空港｣の

新規事業化が認められる

21世紀万国博覧会全国推

進協議会解散

「中部国際空港事業主体

設立準備協議会」発足

第９回国会等移転審議会

で、調査対象地域とし

て、中央地域（東海地域

＜岐阜県、静岡県、愛知

県＞と三重・畿央地域＜

三重県、滋賀県、京都

府、奈良県＞）および北

東地域（宮城県、福島

県、栃木県、茨城県）が

指定される

「中部国際空港の設置及

び管理に関する法律案」

を国会（第142常会）に

提出することを閣議決定

冬季オリンピック長野大

会（～22日までの16日

間）（於：長野市等）

2005年日本国際博覧会の

｢森嶌委員会｣が最終報告

「中部国際空港の設置及

び管理に関する法律案」

が参議院本会議において

賛成多数で可決成立（３

11.27

12. 1

12. 3

12. 4

12. 8

12. 9

12.11

1. 8

1.14

1.20

1.28

2. 2

〃　

2. 9

2.10

2.12

2.16

2.24

2.27

〃　

3. 6

12.11

12.27

通年

1. 6

1.－

2.16

2.25

3.12

１～３月　
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成
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フ駐日ロシア連邦大使との懇談

（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会(於：名古屋市)

愛知地域会員懇談会(於：名古屋市)

香港経済貿易代表部梁世華首席代表一行

との懇談（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

「帳簿書類の電子データによる保存」に

ついての要望（国税庁）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（長島川ダム）

トーマス・フォーリー駐日米国大使との

懇談（於：名古屋市）

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市）

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

マヌエル・ウリベ駐日メキシコ大使との

懇談（於：名古屋市）

首都機能移転に関する東海４県知事との

懇談会（於：名古屋市）

米国ケンタッキー州ポール・パットン知

事との懇談（於：名古屋市）

チュニジア共和国投資セミナー（主催：

チュニジア共和国駐日大使館、ジェトロ

名古屋貿易情報センター)(於：名古屋市)

『「倒産法制に関する改正検討事項」に

対する意見』を建議（法務省）

ヒュスターフ・ディルクス駐日ベルギー

大使との懇談（於：名古屋市）

メキシコ・ビジネス・セミナー（主催：

メキシコ駐日大使館）（於：名古屋市）

レナード・エドワード駐日カナダ大使と

の懇談（於：名古屋市）

名古屋産業大学設置についての要望

（文部大臣）

日本福祉大学大学院情報・経営開発研究

科修士課程の設置についての要望

（文部大臣）

地銀３行に対する総額１

兆8,156億円の資本注入

を決定

中国の第９期全国人民代

表大会で、国家主席に江

沢民氏が再選、17日李鵬

首相の後任に朱鎔基副首

相を選出

外貨取引を抜本的に自由

化する新外為法、日銀の

独立性を高める新日銀法

が施行され、日本版ビッ

グバン(金融制度改革)が

スタート

明石海峡大橋開通

新しい民主党の統一大会

開かれ、衆参両院131人

による野党第１党が旗揚

げ。初代代表に管直人氏

（民主、民政、新党友

愛、民主改革連合）

欧州連合(ＥＵ)特別首脳

会議は、99年１月１日か

ら単一通貨ユーロ導入を

柱に欧州通貨同盟の発足

を正式決定。独、仏、伊

など11カ国参加

独ダイムラー・ベンツと

米クライスラーが年内合

併で合意。11月28日手続

き完了。売上高で世界第

２位企業へ

リスボン国際博覧会開催

（～９月30日までの132

日間)(2005年日本国際博

ＰＲブース出展）（於：

ポルトガル・リスボン）

社民党は与党離脱を通

告、自社さの３党体制は

４年で幕

3.31

4.10

4.17

4.30

5. 1

5.19

6.10

〃　

月31日公布、４月１日施

行）

「中部国際空港株式会

社」設立発起人会（於：

名古屋市）

名古屋空港将来構想検討

会議「名古屋空港将来構

想検討会議における検討

状況について」公表

2005年日本国際博覧会会

場候補地に係る環境影響

評価実施計画書縦覧

（～５月18日）

中部国際空港株式会社創

立総会（於：名古屋市）

中部国際空港株式会社設

立

「EXPO 2005地球市民の

会｣(2005年日本国際博覧

会の開催を支援する愛知

県内の市民グループ等で

組織）設立総会

（於：名古屋市）

中部国際空港(株)と愛知

県が中部国際空港建設事

業及び空港島地域開発埋

立造成事業に関する環境

影響評価方法書の縦覧開

始（～７月10日）

愛知県が空港対岸部埋立

造成事業に関する環境影

響評価方法書の縦覧開始

（７月10日まで）

3. 9

3.10

〃　

3.13

〃　

〃　

3.19

3.26

3.31

4.15

〃　

4.16

5.13

〃　

5.15

5.21

5.26

5.27

6. 1

6. 5

6.18

6.24

6.25

〃　

3.16

4. 1

4. 5

4.27

5. 2

5. 7

5.22

6. 1
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『今後の社会資本整備の「ものさし」－

交通投資の客観的評価基準についての一

試案』をとりまとめ

『資源・エネルギー循環型社会を目指し

て』を提言

名古屋港の整備拡充に関する要望

（運輸省他）

東海北陸自動車道早期全面開通に関する

要望（建設省）

万博ミッション派遣（～27日）（リスボ

ン、ハノーバー、ミュンヘン、ベルリ

ン）（リスボン博出席）

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

（国土庁他）

名古屋市立大学大学院システム自然科学

研究科設置についての要望（名古屋市）

中部における総合交通体系整備に関する

要望（国土庁他）

国際連合地域開発センターへの拠出金確

保に関する要望（外務省他）

南山大学総合政策学部及び数理情報学部

の設置に関する要望（文部大臣）

第３回21世紀環伊勢湾交流サミットシン

ポジウム（共催：㈱中日新聞社）（於：

名古屋市）

中部の社会・経済基盤の強化に関する要

望（国土庁他）

『税制改正及び財政問題について』要望

（小渕総理他）

『知多半島地域の高度情報化構想－中部

国際空港と共生する臨空都市圏の形成を

めざして』を提言

ルーマニア・ビジネス・セミナー

（主催：ルーマニア商工会議所）

（於：名古屋市）

環境関連見学会

（於：トヨタ自動車㈱、トヨキン㈱）

超高温材料シンポジウム ’98in「たじみ」

(～11日)(主催：岐阜県､多治見市、㈱超

高温材料研究センター、㈱超高温材料研

究所)(於：多治見市)

中央省庁改革基本法が成

立（平成13年１月に１府

12省庁に再編）

大蔵省から金融検査、監

督部門を分離した金融監

督庁が発足

政府・自民党が金融再生

トータルプランを正式決

定

中央省庁再編関連法案、

参院可決・成立。2001年

１月から１府12省庁体制

へ移行

参院選で自民党大敗。橋

本首相退陣

和歌山でカレー毒物混入

事件発生

小渕恵三内閣（自民党単

独）成立

中国の長江流域は44年ぶ

りの大洪水に見舞われ、

約２億４千万人が被災

ロシアでルーブル大幅切

り下げ

朝鮮民主主義人民共和国

（北朝鮮）は新型弾道ミ

サイル(テポドン)１発を

発射、一部は日本列島を

飛び越え三陸沖の公海上

に着弾。人工衛星と主張

装備品をめぐる防衛庁背

任・汚職事件発生

ドイツの総選挙でコール

政権が敗退。社会民主党

のシュレーダー氏が首相

に就任

このころからブラジルで

金融危機。アメリカは二

国間融資をリードしてブ

ラジルを支援

7. 1

7.17

7.31

8.17

8.18

運輸大臣が中部国際空港

の設置及び管理に関する

法律第４条第１項に基づ

き、中部国際空港(株)を

中部国際空港等の設置及

び管理を行う者として指

定

2005年日本国際博覧会企

画調整会議が会場計画の

検討過程を公表

第９回世界少年野球大

会・静岡大会

（～８月８日)(後援：本

会等)（於：静岡市)

愛知県漁連が「中部国際

空港対策協議会」を設置

「中部国際空港連絡鉄道

施設整備協議会」開催

し、「中部国際空港アク

セス鉄道施設計画（地元

案）」及び「中部国際空

港アクセス鉄道の事業ス

キーム（地元案）」をと

りまとめ、公表

7. 6

〃　

7. 9

7.15

7.18

7.24

7.28

8. 6

8. 7

〃　

8.26

8.31

9. 7

〃　

9. 8

9.10

〃　

6. 9

6.22

7. 2

7. 8

7.12

7.25

7.30

8.13

8.17

8.31

9. 3

9.27

9.－

７～９月
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デイビット・コックラム在大阪英国総領

事との懇談（於：名古屋市）

環境対策調査団派遣（～10月２日）（共

催：(財)中部産業活性化センター）

第21回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：金沢市）

『民間企業のための研究開発資金支援制

度ガイドブック』の発行

米国ウエストバージニア州投資セミナー

（主催：ウエストバージニア州政府）

（於：名古屋市）

鄭燦源駐名古屋大韓民国総領事との懇談

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第40回総会

（於：広島市）

自民党政経セミナーにおける景気対策並

びに中部地域プロジェクト推進について

の要望（自民党総務会長他）

ペッカ・リントゥ駐日フィンランド大使

との懇談（於：名古屋市）

『平成11年度の経済見通しと経済政策に

対する要望』を提言

第３回伊勢湾・三河湾を考える会シンポ

ジウム（主催：伊勢湾・三河湾を考える

会）（於：名古屋市）

中経連経済シンポジウム

（於：名古屋市）

全国９経済連合会行革関連合同フォーラ

ム（於：東京）

ベルギー王国ディ・ルポ副首相歓迎夕食

会（於：名古屋市）

オセアニア経済視察団派遣（～12月４日)

国際連合地域開発センターへの拠出金確

保に関する要望（大蔵省他）

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（自然共生研究センター、ツインアー

チ138）

『地方財政の健全化に対する提言』を発

表

関谷建設大臣との地域意見交換会

（於：名古屋市）

中部における社会基盤整備促進に関する

要望（建設大臣）

東海北陸自動車道・名神高速道路接続記

念シンポジウム（於：岐阜市）

政府は金融再生法の施行

を受け、日本長期信用銀

行の一時国有化を決定

12月13日、続いて日本債

券信用銀行も同様な措置

超大型ハリケーンが中南

米諸国を襲い、死者・行

方不明１万９千人、被災

者総数240万人の大惨事｡

自衛隊の国際医療隊80人

がホンジュラスで救援活

動を行った

公明党が約４年ぶりに復

活。衆参両院議員65人の

野党第２党に

政府は総事業規模約24兆

円の緊急経済対策を決

定、99年度のプラス成長

を目指す

米・英両軍は午前１時イ

ラクの首都バグダッドな

どの軍事、治安施設を空

爆

米下院本会議はクリント

ン大統領に「偽証」と

「司法妨害」などによる

弾劾訴追を賛成多数で可

決。130年ぶり

ACTION TOKYO ’98中

部国際空港株式会社創立

披露の会（於：東京）

愛知県が財政非常事態宣

言

2005年日本国際博覧会企

画調整会議コンセプトプ

ロジェクトチームの検討

状況として「12の森」構

想を公表

2005年日本国際博覧会企

画調整会議環境プロジェ

クトチームの検討状況を

公表

国土開発幹線自動車道建

設審議会において名古屋

環状２号線の名古屋南～

上社間、第二東名・名神

の三重県菰野町～亀山市

間が整備計画区間として

認められる

環境庁が名古屋市の藤前

干潟埋立に否定的見解、

代替地協議へ

9.11

9.20

9.29

10. 5

10. 6

〃　

10. 8

10. 9

10.13

11. 2

11. 5

11.13

11.18

11.20

11.21

11.26

11.27

12. 7

12.12

〃　

12.15

11.18

11.－

12. 3

12. 8

12.－

12.－

10.23

10.24

11. 7

11.16

12.17

12.19

10～12月
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経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経済同友会、名古屋商工会議所、中部経

営者協会）（於：名古屋市）

ロックフェラー米国上院議員歓迎レセプ

ション（於：名古屋市）

首都機能移転シンポジウム（於：東京都)

伊勢湾口道路シンポジウム（主催：伊勢

湾口道路建設促進期成同盟会、伊勢湾口

道路建設促進協議会）（於：名古屋市）

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

（建設省他）

東海環状地域整備推進協議会シンポジウ

ム（主催：東海環状地域整備推進協議

会）（於：四日市市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

名古屋市立大学大学院人間文化研究科(仮

称)の設置についての要望（名古屋市長)

名古屋市立大学大学院芸術工学研究科(仮

称)の設置についての要望（名古屋市長）

ドイツ・ザクセン州ビーデンコップ首相

歓迎午餐会（於：名古屋市）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

ギャリー・コノップ在名古屋米国商務領

事との懇談（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市)

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

中部国際空港株式会社と経済界との懇談

会（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

名古屋経済大学大学院法学研究科博士課

程の設置についての要望（文部大臣）

ピーター・グレー駐日オーストラリア大

使との懇談（於：名古屋市）

中経連ベンチャービジネス支援センター

開設

会長・副会長選考委員会

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

首都機能移転シンポジウム（共催：新首

ＥＵで統合通貨ユーロ

(ＥＣＵ)誕生

小渕改造内閣（自民党・

自由党連立）成立

「地域振興券」の交付始

まる。

経済戦略会議が経済再

生、財政再建を柱とした

最終答申を小渕首相に提

出

臓器移植法に基づく初め

ての脳死移植を実施

ユーゴスラビア連邦セル

ビア共和国コソボ自治州

でのアルバニア系住民へ

の虐待を止めるため、北

大西洋条約機構（ＮＡＴ

Ｏ）がユーゴ空爆。６月

10日空爆停止

政府は、大手銀行など15

行に総額７兆4,592億円

の公的資金を投入

カンボジア、ＡＳＥＡＮ

に加盟

国の行政機関が保有する

文書の原則公開を定めた

情報公開法が成立

新たな「日米防衛協力の

1. 8

1.12

1.21

1.28

〃　

2. 2

2. 3

〃　

2. 9

2.16

〃　

2.17

2.22

3. 1

3. 2

〃　

3. 4

3. 9

3.10

3.11

3.12

3.25

4. 1

4.12

4.13

〃　

4.14

1.13

1.25

2. 7

2.13

2.18

2.19

2.24

3.23

3.30

3.31

4. 9

4.17

4.18

「中部国際空港連絡鉄道

施設整備協議会」を開催

し、中部国際空港アクセ

ス鉄道事業の概要等を公

表

名古屋市は名古屋港の藤

前干潟にごみ埋め立て処

分場を建設する計画を正

式に断念した

愛知県知事に、神田真秋

氏が当選

ギガビットネットワーク

シンポジウム＜テーマ：

次世代超高速ネットワー

クの実現を目指して＞

（於：大垣市)

「中部国際空港アクセス

鉄道建設主体設立準備委

員会」発足

名古屋市が中村区牛島地

区再開発計画を発表

2005年日本国際博覧会会

場候補地に係る環境影響

評価準備書縦覧

（～３月23日）

日本陶磁器輸出組合解散

決定（４月から新組織

｢日本陶磁器産業振興協

会」）

自民党国会議員による

「中部地域に首都機能を

誘致する国会議員連盟」

が発足（於：東京）

岐阜、三重両県生産性本

部が解散

名古屋空港新国際線ター

ミナル運用開始

名古屋ボストン美術館が

一般公開

太平洋アジア観光協会

(ＰＡＴＡ)名古屋総会

1. 1

1.14

1.29

2.26

2.28

3.24

3.30

4.30

5. 7

5.24
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都「中部」推進協議会、東海四県首都機

能移転連絡会議、「中央地域」への首都

機能移転を実現する会、中日新聞社）

（於：名古屋市）

名古屋市首脳部との懇談会（於：名古屋

市)

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

「よみがえれ堀川」シンポジウム（主

催：中部の発展と水に関する懇話会、東

海テレビ放送㈱）（於：名古屋市）

チェコ共和国ビジネスセミナー（主催：

チェコインベスト日本事務所、ジェトロ

名古屋、共催：駐日チェコ大使館、後援

：本会）（於：名古屋市）

西日本における首都機能移転連続講演会

（第１回高松会場）（主催：四国経済連

合会、本会、(社)関西経済連合会、中部

圏知事会、近畿ブロック知事会）

（於：高松市）

アンドリュー・クイン名古屋米国総領事

との懇談（於：名古屋市）

『環伊勢湾総合開発構想の見直しと土地

利用規制に関する提言』を発表

メツガー独ザクセン州経済振興公社総裁

との懇談（於：名古屋市）

『交通ビジョン21世紀・中部－エコトラ

フィック・中部21』を提言

『21世紀中部の幹線道路網構想』（構想

図）発行

東海北陸自動車道早期全面開通に関する

要望（建設大臣他）

中部の主要港湾の国際競争力強化に関す

る要望（運輸大臣他）

全国９経済団体首都機能移転シンポジウ

ム（主催：(社)経済団体連合会、北海道

経済連合会、(社)東北経済連合会、北陸

経済連合会、本会、(社)関西経済連合

会、中国経済連合会、四国経済連合会、

(社)九州・山口経済連合会、(財)経済広

報センター）（於：東京）

西日本における首都機能移転連続講演会

（第２回福岡会場）（主催：(社)九州・

山口経済連合会、本会、(社)関西経済連

合会、中部圏知事会、近畿ブロック知事

会）（於：福岡市）

西日本における首都機能移転連続講演会

ための指針（ガイドライ

ン）」関連法が成立

新生ＮＴＴスタート

１府12省庁に再編する中

央省庁改革関連法と国か

ら地方に権限移譲する地

方分権整備法が成立

「世紀が変わる、首都機

能を変える」総決起大会

（於：東京）

国旗国歌法が成立

トルコ北西部でＭ7.4の

大地震が発生、死者１万

7,000人以上。11月12日

にも再びＭ7.2の地震に

襲われた

第一勧業、富士、日本興

業の３銀行が来秋に金融

持ち株会社を設立、2002

年春に事業を統合すると

発表。総資産約141兆円

で世界最大の銀行コング

ロマリットとなる。12月

4.27

5. 7

〃　

5.19

5.21

5.24

6. 1

6. 7

6.22

7. 5

〃　

7. 6

〃　

7. 8

7.12

7.15

4.21

5.12

5.24

5.28

6.10

6.16

6.28

8.11

8.24

9. 8

9. 9

〃　

(1999年)（～22日）

(於：名古屋市）

旅フェア ’99（～25日）

（於：名古屋市）

2005年日本国際博覧会会

場候補地内でオオタカの

営巣を確認（日本野鳥の

会､愛知県、博覧会協会)

中部国際空港(株)が旅客

ターミナル地区基本計画

（検討案）を公表

経済企画庁地方経済審議

会（主催：経済企画庁)

（於：名古屋市）

衆議院の国会等移転に関

する特別委員会で、須田

本会副会長が参考人とし

て意見表明

中部国際空港連絡鉄道株

式会社創立総会

2005年日本国際博覧会で

愛知県青少年公園活用を

表明

中部と関西の府県と経済

団体が「中央地域へ首都

機能移転を推進する会」

を設立

中部国際空港(株)が飛行

場設置許可と公有水面埋

め立て免許を申請

英国通商投資名古屋中部

事務所が領事館に格上げ

(財)2005年日本国際博覧

会協会が、「海上の森」

(約540ha)に｢愛知青少年

公園｣(約200ha)と「科学

技術交流センター｣(約20

ha）を加えた新しい会場

基本計画案を公表

衆議院国会等の移転に関

する特別委員会が愛知

（西三河北部地域）を視

察、地元関係者と意見交

換

7. 1

7. 8

8. 4

8. 9

8.17

8.20

７～９月
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（第３回広島会場）（主催：中国経済連

合会、本会、(社)関西経済連合会、中部

圏知事会、近畿ブロック知事会）

（於：広島市）

名古屋工業技術研究所の整備に関する要

望（通商産業省他）

中部国際空港の建設促進に関する要望

（小渕総理他）

新旧大蔵事務次官との懇談会

（於：名古屋市）

伊勢湾口道路の建設促進に関する要望

（建設大臣他）

名古屋大学先端技術共同センター整備に

関する要望（名古屋大学総長）

中部における総合的交通基盤の整備に関

する要望（警察庁長官他）

中央地域へ首都機能移転を推進する会設

立総会（中部と関西７府県・10経済団体

で構成）（於：東京）

「中央地域」への首都機能移転の実現に

関する決議を要望（官房長官他）

スチュアート・ジャック駐日イギリス公

使との懇談（於：名古屋市）

第４回21世紀環伊勢湾交流サミット

（主催：本会、㈱中日新聞社）

（於：名古屋市）

小渕総理、堺屋経済企画庁長官との懇談

会（共催：愛知県、名古屋市、名古屋商

工会議所等）（於：名古屋市）

中部の社会・経済基盤の強化に関する要

望（大蔵大臣他）

国土庁幹部との意見交換会（於：名古屋

市)

ジェームス・センセンブレナー米国下院

科学委員会委員長等との懇談会

（於：名古屋市）

『税制改正及び財政問題に対する意見』

を提言

第22回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

超高温材料国際シンポジウム ’99in「たじ

み」（～10日）（共催：岐阜県、多治見

市、岐阜大学地域共同研究センター、㈱

超高温材料研究センター、㈱超高温材料

研究所）(於：多治見市)

米国経済視察団派遣（～26日）

首都機能移転に関する要望

（国会等移転審議会会長代理他）

『英文ＣＨＵＢＵ』第５版発行

22日、新金融グループの

名称を「みずほフィナン

シャルグループ」と発表

台湾中部でＭ7.6の直下

型地震が発生、死者は

2,000人を超えた

茨城県東海村のウラン加

工会社ジェー・シー・

オー（ＪＣＯ）東海事業

所転換試験棟で、国内初

の臨界事故発生（国際評

価尺度でレベル４）

7.15

7.28

7.29

8. 2

8. 3

8. 6

8.11

〃　

8.13

8.23

8.27

〃　

8.31

9. 1

9. 6

9. 8

9. 9

9.17

9.29

9.－

9.21

9.30
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10～12月

ウォーターマジック・シンポジウム

（主催：中部の発展と水に関する懇話

会、東海テレビ放送㈱）（於：名古屋市)

『中部の国際物流の競争力強化』を提言

首都機能移転に関する要望（国会等移転

審議会会長他）

西日本経済協議会第41回総会

（於：金沢市）

東海環状地域連携シンポジウム（主催：

東海環状地域整備推進協議会、㈱中日新

聞社、日本列島横断シンポジウム地方紙

実行委員会、後援：本会他）（於：名古

屋市）

中部の主要港湾の国際競争力強化に関す

る要望（運輸大臣他）

空港都市機能調査団派遣（～30日）

（共催：(財)中部産業活性化センター）

イタリア・ピエモンテ州投資セミナー

（於：名古屋市）

西日本経済協議会第41回総会決議の要望

（経済企画庁長官他）

『平成12年度の経済見通しと経済政策に

対する要望』（小渕総理他）

自民党政調会「『経済団体』との税制改

正に関する協議会」で税制改正等に関し

意見具申（於：東京）

アメリカズカップ視察団派遣（～11日）

（ニュージーランド）

中部地域に首都機能移転を誘致する総決

起集会（主催：新首都「中部」推進協議

会、中部地域に首都機能移転を誘致する

国会議員連盟）（於：東京）

同上総決起集会における中部地域への首

都機能移転に関する決議

（国会等移転審議会委員等）

名古屋環状２号線整備促進シンポジウム

（共催：名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

中部国際空港建設促進について要望

（小渕総理他）

第４回伊勢湾・三河湾を考える会シンポ

ジウム（主催：伊勢湾・三河湾を考える

会）（於：名古屋市）

広瀬通商産業事務次官との懇談

（於：名古屋市）

『中部の水の総合利用について』を提言

名古屋港の広域道路網について官民合同

で陳情（建設大臣他）

自民・自由・公明３党に

よる連立政権として小渕

改造内閣成立

東海銀行、あさひ銀行が

2002年10月を目処に持ち

株会社化など経営統合計

画を発表

住友銀行とさくら銀行が

2002年４月までに合併す

ることを決め、発表。総

資産は98兆7,400億円で､

第一勧業、富士、日本興

業の統合３行に次ぐ世界

第２位

国土庁主催シンポジウム

「日本の未来と首都機能

移転」(主催：国土庁、

国会等移転審議会)(後援

：(社)経済団体連合会、

(社)日本青年会議所)

（於：東京）

政府・経済対策閣僚会議

は、事業規模1 7 兆円程

度、介護対策（９千億円

程度）を含む総事業費で

18兆円程度の「経済新生

対策」を決定

ポルトガル領マカオが中

国に返還され、442年に

及ぶ植民地支配に終止符

を打った

米はパナマ運河を約１世

紀ぶりにパナマに返還

10. 1

10. 4

〃　

10. 7

10. 8

10.13

10.18

10.19

10.21

11. 1

11. 2

11. 6

11.17

〃　

11.22

11.25

11.29

11.30

12. 6

12.13

10. 1

10.18

10.21

10.29

11.16

11.17

11.29

12.20

名古屋市制施行110周年

記念式典(於：名古屋市)

中部地方経済界訪中団

(～26日)（主催：東海日

中貿易センター）

首都機能移転推進岐阜県

総決起大会(於：岐阜市)

首都機能移転シンポジウ

ム（主催：中日新聞社、

後援：東海四県首都機能

移転連絡会議、新首都

「中部」推進協議会、

「中央地域」へ首都機能

移転を実現する会）

（於：名古屋市）

フィリプソンＢＩＥ議長

及びロセルタレス事務局

長との事務協議(～19日)

（於：名古屋市他）

超党派「中部地域に首都

機能移転を誘致する国会

議員連盟」が発足

（従来の自民党単独の議

員連盟を発展的解消）

(財)2005年日本国際博覧

会協会が、国際博に関す

る会場建設費について総

額を「概ね1,800億円」

とする第１次案を公表

国会等移転審議会が首都

機能の首都移転先候補地

について答申

10. 5

10. 7

10.14

10.18

11.11

12.20

12.31
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１～３月

４～６月

中部国際空港の設置に関する公聴会（主

催：運輸省）で豊田副会長が公述（於：

常滑市）

チェコ共和国イィジー・マツェシュカ産

業貿易副大臣との懇談（於：名古屋市）

中部の水の総合利用について要望

（建設大臣他）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経営者協会、名古屋商工会議所、中部経

済同友会)（於：名古屋市)

『中央日本広域国際交流圏のグランドデ

ザイン』を提言

ギュンター・メツガー独ザクセン州経済

振興公社総裁との懇談（於：名古屋市）

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田市)

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

中経連ベンチャービジネス支援センター

が「特許流通フェア中部2000」（主催：

特許庁、中部通産局）にブース出展

（於：名古屋市）

名古屋港の機能強化についての要望

（運輸省）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

第９回関西経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

『環境保全と経済の両立した社会形成を

目指して－企業活動における環境行動指

針－』をとりまとめ

「中部の発展と水に関する懇話会」見学

会（小里川ダム、阿木川ダム）

地元経済４団体トップによる懇談会

（2005年日本国際博覧会関連）

（於：名古屋市）

米国ウエストバージニア州経済投資セミ

介護保険制度がスタート

森喜朗内閣成立

衆議院の「国会等の移転

に関する特別委員会」に

12.15

〃　

12.16

1. 7

2. 7

2.10

2.18

〃　

2.23

2.25

2.29

3. 6

3. 7

3. 9

3.13

3.15

〃　

3.21

3.27

3.29

4. 6

4.10

1.27

1.30

2.10

2.19

3. 4

3.17

3.22

3.28

4. 4

深谷通商産業大臣が来

名、「海上の森」と「愛

知青少年公園」の視察、

地元経済界代表等と懇談

（於：名古屋市）

中山建設大臣が来名、地

元経済界代表等と懇談

（於：名古屋市）

2005年日本国際博覧会の

会場跡地利用問題等で、

通産省、博覧会協会、愛

知県の代表者がＢＩＥ事

務局と実務協議を実施

（於：パリ）

野中自民党幹事長代理が

来名、博覧会会場視察と

地元代表と懇談（於：名

古屋市）

中部の観光を考える百人

委員会設立総会（於：名

古屋市）

博覧会計画に関し、神田

愛知県知事と自然保護団

体３団体の代表と懇談

（於：東京）

港湾審議会第171回計画

部会で新しい名古屋港港

湾計画を了承

中部国際空港の漁業補償

交渉で、中部国際空港

(株)等は最後に残った野

間漁協との間で契約を締

結し、愛知県漁連関係の

補償契約が完了

博覧会の跡地利用計画に

ついて、深谷通産大臣、

神田愛知県知事、豊田博

覧会協会会長の三者協議

4. 1

4. 5

5.18

　
平
成
12
年 

― 

２
０
０
０

　
平
成
11
年
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平
成
12
年 

― 

２
０
０
０

ナー（主催：米国ウエストバージニア州

政府、後援：本会、名古屋商工会議所、

ジェトロ名古屋貿易情報センター、(財)

岐阜県中小企業振興公社、ジェトロ岐阜

貿易情報センター）(於：名古屋市)

ドイツ連邦共和国ザクセン州ビジネスセ

ミナー（主催：ドイツ連邦共和国ザクセ

ン州政府、後援：本会、ジェトロ名古屋

貿易情報センター）(於：名古屋市)

ドイツ連邦共和国ザクセン州ショーマー

経済・労働相歓迎レセプション

(於：名古屋市)

長野県首脳部との懇談会（於：長野市）

長野地域会員懇談会（於：長野市）

米国ウエストバージニア州経済投資セミ

ナー（主催：米国ウエストバージニア州

政府、(社)静岡県国際経済振興会、ジェ

トロ静岡貿易情報センター、浜松商工会

議所、後援：本会）(於：浜松市)

2005年日本国際博覧会の開催推進に関す

る要望（森総理）

淡路花博「ジャパンフローラ2000」視察

会（於：兵庫県淡路町)

名古屋市首脳部との懇談会

（於：名古屋市)

静岡県首脳部との懇談会（於：静岡市）

静岡地域会員懇談会（於：静岡市）

英国セミナー「PEIの実践」（主催：駐

日英国大使館、英国総領事館、英国領事

館、後援：本会、名古屋商工会議所）

（於：名古屋市）

太平洋新国土軸構想の早期実現に向けて

要望

『市町村合併への提言　－地方分権体制

の確立に向けて－』を提言

環境見学会（よのペットボトルリサイク

ル(株)、三重中央開発㈱総合リサイクル

センター）(於：三重県阿山郡伊賀町、同

県上野市)

ドイツ・フランス経済視察団派遣(～11日)

東海北陸自動車道早期全線開通に関する

要望（建設省、大蔵省）

中部の主要港湾の国際競争力強化に関す

る要望

名古屋港の整備拡充に関する要望（運輸

大臣他）

中部の主要プロジェクト等の推進につい

4. 4

4.18

4.21

4.28

5.22

5.28

6.10

6.11

6.23

8. 1

8.19

9. 7

(於：東京)

岐阜愛知新首都推進協議

会が発足

アリアンス・フランセー

ズ愛知フランス協会が発

足

運輸大臣が中部国際空港

(株)に対し飛行場設置を

許可

「インターネット博覧

会」設営者募集説明会

(於：名古屋市)

参議院国会等移転に関す

る特別委員会が「岐阜・

愛知地域」を視察および

地元関係者との意見交換

2005年日本国際博覧会会

場候補地の一つである海

上の森南地区の利用方針

を協議する「愛知万博検

討会議」の初会合開く

愛知万博開催決定３周年

記念｢EXPOフェステ

ィバル」前夜祭(主催：

EXPOフェスティバル実

行委員会)（於：瀬戸市)

愛知万博開催決定３周年

記念「EXPOフェスティ

バル」

（主催：E X P Oフェス

ティバル実行委員会）

（於：愛知青少年公園 )

神田愛知県知事が愛知県

企業庁および中部国際空

港(株)に対し公有水面埋

立を免許

中部国際空港(株)が現地

工事に着工

中部国際空港(株)が起工

式を開催

東海地方に記録的豪雨。

38万人に避難勧告、９人

死亡、約74,000棟が床

上・床下浸水

4.11

4.11

〃　

〃　

4.13

4.18

4.27

4.28

5.10

〃　

〃　

5.22

6. 5

6.15

7. 2

7. 4

7. 6

〃　

7.13

6.13

7. 8

8.11

おいて国会等の移転に関

する決議を行う

韓国・北朝鮮が分断以来

初めての首脳会談

三宅島噴火。９月には全

島民が避難、離島生活へ

日銀が11年２月に導入し

たゼロ金利政策解除を決

定

７～９月
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10～12月

7.13

て要望（通商産業大臣）

名古屋工業技術研究所の整備について要

望（通商産業省）

中部国際空港の建設促進について要望

（森総理大臣他）

マレーシアビジネスセミナー（主催：マ

レーシア工業開発庁、マレーシア貿易開

発公社、国際機関アセアンセンター、本

会、名古屋商工会議所、後援：ジェトロ

名古屋貿易情報センター、中小企業金融

公庫、愛知県中小企業振興公社、(株)東

海銀行、(株)名古屋銀行)(於：名古屋市)

『少子・高齢化に対応した社会の実現に

向けて』を提言

名古屋港の整備拡充に関する要望（運輸

省他）

広域道路網の整備と道路特定財源の堅持

について要望

国土の中央部への首都機能移転について

要望（国土庁長官他）

第５回21世紀環伊勢湾交流サミット（共

催：(株)中日新聞社）（於：名古屋市）

中部の社会・経済基盤の強化に関する要

望

平沼通商産業大臣との懇談会（共催：愛

知県、名古屋商工会議所等）（於：名古

屋市）

『税制改正及び財政問題に対する意見』

を提言

愛知万博講演会（共催：名古屋商工会議

所）（於：名古屋市）

第23回北陸経済連合会との経済懇談会

（於：名古屋市）

超高温材料国際シンポジウム2000in「た

じみ」（共催：岐阜県、多治見市、岐阜

大学地域共同研究センター、(株)超高温

材料研究センター、(株)超高温材料研究

所）（～８日）（於：多治見市）

2005年日本国際博覧会の開催推進に関す

る要望

環境見学会（(株)デンソー善明製作所）

『21世紀・中部の高度情報化に向けて～

ＩＴ革命への対応～』を提言

西日本経済協議会第42回総会（於：名古

屋市）

メキシコ経済調査団派遣（～22日）

（共催：(財)中部産業活性化センター）

7.14

7.26

7.28

7.31

８.1

８.3

８.9

8.24

8.31

9. 4

〃　

9. 5

9. 6

9. 7

9.14

9.27

10. 2

10. 5

10.10

BIE調査団が愛知万博会

場予定地を視察（～1 2

日）

博覧会国際事務局(BIE)

総会で2005年日本国際博

覧会正式決定

11. 8

12.15

第２次森改造内閣発足12. 5

　
平
成
12
年 

― 

２
０
０
０
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10.13

10.17

10.25

11.13

〃　

11.15

11.15

11.20

11.21

11.28

12. 4

12.22

1.11

1.12

1.18

〃　

2. 5

2.14

〃　

2.15

〃　

2.16

１～３月

2005年日本国際博覧会に向けたアクセス

整備に関する要望（愛知県知事、名古屋

市長他）

2005年日本国際博覧会に向けたアクセス

整備に関する要望（運輸大臣、通商産業

大臣、建設省他）

万博ミッション（～11月２日）

『平成13年度の経済見直しと経済政策に

対する要望』を提言

『中部地域の研究開発環境の整備～産学

官連携について～』を提言

名古屋港の設備拡充に関する要望（大蔵

省）

東海北陸自動車道早期全面開通に関する

要望（建設大臣、大蔵大臣他）

第５回「伊勢湾・三河湾を考える会」シ

ンポジウム（主催：伊勢湾・三河湾を考

える会）（於：名古屋市）

太平洋新国土軸構想の早期実現に向けて

要望

中部国際空港の建設促進について要望

（内閣、与党他）

『中部地域の研究開発環境の整備～産官

学連携について～』を提言

知的財産に関する総合的な研修・研究機

関の整備に関する要望（特許庁）

経済４団体新春賀詞交歓会（共催：中部

経営者協会、名古屋商工会議所、中部経

済同友会）（於：名古屋市）

ミネタ米国商務長官との懇談会（共催：

名古屋商工会議所）（於：名古屋市）

扇国土交通大臣との懇談会（共催：名古

屋商工会議所）（於：名古屋市）

大同工業大学における学科改組・転換の

実施について要望

『中央地域における首都機能配置の考え

方とそのイメージ（試案）』をとりまと

め

三重県首脳部との懇談会（於：津市）

三重地域会員懇談会（於：津市）

名古屋環状２号線の早期建設を求める会

（共催：名古屋商工会議所）（於：名古

屋市）

名古屋環状２号線の早期建設について要

望（国土交通省）

上・下伊那地域会員懇談会（於：飯田

市）

3.15

3.19

3.23

中部国際空港用地の護岸

がほぼ完成

堺屋太一氏が博覧会協会

の最高顧問に就任

ガイドウェイバス「ゆと

りーとライン」開業

1.20 ブッシュ氏第43代米大統

領に就任

　
平
成
12
年 

― 

２
０
０
０

　
平
成
13
年 

― 

２
０
０
１
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2.16

2.20

2.23

3. 1

〃　

3. 6

3. 7

3. 8

3.12

3.30

4.16

5.17

知多横断道路に関する要望（愛知県知事

他）

中部国際空港アクセス道路の整備促進に

関する要望

東海地方経済懇談会（共催：(社)経済団

体連合会、東海商工会議所連合会）

（於：名古屋市）

岐阜県首脳部との懇談会（於：岐阜市）

岐阜地域会員懇談会（於：岐阜市）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

名古屋環状２号線東南部区間の早期完成

に関する要望（自由民主党、国土交通省

他）

愛知地域会員懇談会（於：名古屋市）

愛知県首脳部との懇談会（於：名古屋市)

関西経済連合会との懇談会（於：大阪市)

正・副会長選考委員会

安部浩平第９代会長勇退、太田宏次氏第

10代会長に就任

　
平
成
13
年 

― 

２
０
０
１

４～６月

小泉純一郎内閣発足4.26
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（順不同）献

会事業要覧（各年）

報 及び機関誌 中経連
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